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平成１８年第３回香美市議会定例会会議録（第１号） 

招集年月日  平成１８年５月１１日（木曜日） 

招集の場所  香美市議会議場 

会議の日時  ５月１１日木曜日（会期第１日）  午前９時１５分宣告 

出席の議員 

     １番    利 根 健 二           ２０番    久 保 信  

      ２番    山 﨑 眞 幹            ２１番    石 川 彰 宏 

      ３番    山 﨑 龍太郎            ２２番    黒 岩   徹 

      ４番    大  岸  眞  弓             ２３番  竹 平 豊 久 

   ５番    千 頭 洋 一      ２４番  岡 本 喜 身 

      ６番    小 松 紀 夫           ２５番  島 岡 信 彦 

    ７番    山 崎 晃 子           ２６番  原   心 一  

   ８番  森 本 珠 城      ２７番    秋 友 偉 嗣 

      ９番    山 岡 義 一         ２８番    前 田 泰 祐 

    １０番  依 光 美代子      ２９番    竹 内 俊 夫 

  １１番  片 岡 守 春      ３０番  大 石 綏 子 

  １２番  笹 岡   優      ３１番  森 安   正 

  １３番  岡 村 優 一      ３２番  坂 本   節 

  １４番  黒 岩 陸 雄      ３３番  宮 地 盾 騎 

  １５番  門 脇 二三夫      ３４番  西 山   武 

  １６番  爲 近 初 男      ３５番  中 澤 愛 水 

  １７番  比与森 光 俊      ３６番  岩 越 孝 明 

  １８番  植 村 佳 三      ３７番  山 本 芳 男 

  １９番  幾 井 洋 一      ３８番  西 村  成 

欠席の議員 

  な  し 

説明のため会議に出席した者の職氏名 

 【市長部局】 

  市 長  門  槇 夫   下 水 道 課 長  久 保 和 昭 

    総  務  課  長    鍵 山 仁 志   環 境 課 長  阿 部 政 敏 

    企画課長兼土地開発公社事務局長    濵 田 賢 二   ふれあい交流センター所長  甲 藤 みち子 

    財 政 課 長  前 田 哲 雄   健康づくり推進課長  岡 本 篤 志  

  住宅新築資金担当参事  奥 宮 政 水   地 籍 調 査 課 長  田 島 基 宏  

  収 納 管 理 課 長  後 藤 博 明   林 政 課 長  小 松 清 貴  

  防 災 対 策 課 長  田 中 育 夫   《香北支所》  

  住 民 課 長  山 崎 綾 子   支 所 長  二 宮 明 男  
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  保 険 課 長  岡 本 明 弘   事 務 管 理 課 長  竹 内   敬  

  税 務 課 長  高 橋   功   業 務 管 理 課 長  横 谷 勝 正  

  福 祉 事 務 所 長  法光院 晶 一   《物部支所》  

  農 政 課 長  宮 地 和 彦   支 所 長  萩 野 泰 三  

  商 工 観 光 課 長  高 橋 千 恵   事 務 管 理 課 長  凢 内 一 秀  

  建 設 都 計 課 長  中 井   潤   業 務 管 理 課 長  岡 本 博 臣  

 【教育委員会部局】  

  教 育 長  原   初 惠   幼 保 支 援 課 長  吉 村 泰 典  

  教 育 次 長  福 島 勇 二   生 涯 学 習 課 長  山 崎 泰 広  

  学校教育課長兼学校給食センター  和 田   隆  

 【消防部局】  

  消 防 長  竹 村   清  

 【その他の部局】  

  農業委員会事務局長  山 岡 紀 夫   水 道 課 長  佐々木 寿 幸  

職務のため会議に出席した者の職氏名 

  議 会 事 務 局 長  松 浦 良 衛   議会事務局書記  尾 立 陽 子  

市長提出議案の題目  

 承認第１５号 専決処分事項の承認を求めることについて  

平成１７年度香美市一般会計暫定補正予算「第２号」  

 承認第１６号 専決処分事項の承認を求めることについて  

平成１７年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計暫定補正予算「第

１号」  

 承認第１７号 専決処分事項の承認を求めることについて  

平成１７年度香美市公共下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」  

 承認第１８号 専決処分事項の承認を求めることについて  

平成１７年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計暫定補正予

算「第１号」  

 承認第１９号 専決処分事項の承認を求めることについて  

平成１７年度香美市老人保健特別会計暫定補正予算「第１号」  

 承認第２０号 専決処分事項の承認を求めることについて  

平成１７年度香美市国民健康保険特別会計暫定補正予算「第１号」（事

業勘定）  

 承認第２１号 専決処分事項の承認を求めることについて  

平成１７年度香美市介護保険特別会計暫定補正予算「第１号」（保険事

業勘定）  

 承認第２２号 専決処分事項の承認を求めることについて  
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香美市税条例の一部を改正する条例の制定について  

 承認第２３号 専決処分事項の承認を求めることについて  

香美市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について  

 承認第２４号 専決処分事項の承認を求めることについて  

香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の制定について  

 議案第２５号 平成１８年度香美市一般会計予算  

 議案第２６号 平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算  

 議案第２７号 平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算  

 議案第２８号 平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算  

 議案第２９号 平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計予算  

 議案第３０号 平成１８年度香美市老人保健特別会計予算  

 議案第３１号 平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業勘定）  

 議案第３２号 平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業勘定）  

 議案第３３号 平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス事業勘定）  

 議案第３４号 平成１８年度香美市水道事業会計予算  

 議案第３５号 平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算  

 議案第３６号 香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について  

 議案第３７号 香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条

例の制定について  

 議案第３８号 香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定について  

 議案第３９号 香美市税外収入の督促手数料及び延滞金条例の一部を改正する条例の制

定について  

 議案第４０号 香美市立学校使用条例の制定について  

 議案第４１号 香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

の制定について  

 議案第４２号 香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条例の制定について  

 議案第４３号 香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関する条例の制定

について  

 議案第４４号 香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について  

 議案第４５号 香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について  

 議案第４６号 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について  

 議案第４７号 香美市過疎地域自立促進計画の策定について  

 議案第４８号 平山木工所の指定管理者の指定について  

 議案第４９号 香美市道の路線の認定について  
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 議案第５０号 高知県市町村総合事務組合規約の変更について  

 議案第５２号 高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更について  

 同意第 １号 香美市固定資産評価員の選任に伴い議会の同意を求めることについて  

 同意第 ２号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについて  

同意第 ３号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについて  

 同意第 ４号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについて  

 同意第 ５号 教育委員会委員の任命について  

 同意第 ６号 教育委員会委員の任命について  

 同意第 ７号 教育委員会委員の任命について  

 同意第 ８号 教育委員会委員の任命について  

 同意第 ９号 教育委員会委員の任命について  

議員提出議案の題目  

 な  し  

議事日程  

平成１８年第３回香美市議会定例会議事日程  

                                                     （会期第１日目   日程第１号） 

平成１８年５月１１日（木）   午前９時開会  

 日程第１ 会議録署名議員の指名  

 日程第２ 会期の決定について  

 日程第３ 諸般の報告  

   １．議長の報告  

   ２．行財政改革推進特別委員会委員長の報告  

   ３．市長の報告  

（１）専決処分事項の報告について  

   報告第３号 住宅新築資金等貸付事業にかかる訴えの提起について  

   報告第４号 住宅新築資金等貸付事業にかかる訴えの提起について  

   報告第５号 住宅新築資金等貸付事業にかかる訴えの提起について  

（２）行政の報告並びに提案理由の説明  

 日程第４ 承認第１５号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市一般会計暫定補正予算「第２号」 

 日程第５ 承認第１６号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計暫定補

正予算「第１号」 
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 日程第６ 承認第１７号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市公共下水道事業特別会計暫定補正予算「

第１号」 

 日程第７ 承認第１８号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計暫

定補正予算「第１号」 

 日程第８ 承認第１９号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市老人保健特別会計暫定補正予算｢第１号｣ 

 日程第９ 承認第２０号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市国民健康保険特別会計暫定補正予算「第

１号」（事業勘定） 

 日程第10 承認第２１号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市介護保険特別会計暫定補正予算｢第１号｣

(保険事業勘定) 

 日程第11 承認第２２号 専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第12 承認第２３号 専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 日程第13 承認第２４号 専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の制定について 

 日程第14 議案第２５号 平成１８年度香美市一般会計予算 

 日程第15 議案第２６号 平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

 日程第16 議案第２７号 平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算 

 日程第17 議案第２８号 平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算 

 日程第18 議案第２９号 平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計予

算 

 日程第19 議案第３０号 平成１８年度香美市老人保健特別会計予算 

 日程第20 議案第３１号 平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業勘定） 

 日程第21 議案第３２号 平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業勘定） 

 日程第22 議案第３３号 平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス事業勘

定） 

 日程第23 議案第３４号 平成１８年度香美市水道事業会計予算 

 日程第24 議案第３５号 平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算 

 日程第25 議案第３６号 香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 
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 日程第26 議案第３７号 香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 日程第27 議案第３８号 香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定について 

 日程第28 議案第３９号 香美市税外収入の督促手数料及び延滞金条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 日程第29 議案第４０号 香美市立学校使用条例の制定について 

 日程第30 議案第４１号 香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 日程第31 議案第４２号 香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条例の制定

について 

 日程第32 議案第４３号 香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関する

条例の制定について 

 日程第33 議案第４４号 香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第34 議案第４５号 香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 日程第35 議案第４６号 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第36 議案第４７号 香美市過疎地域自立促進計画の策定について 

 日程第37 議案第４８号 平山木工所の指定管理者の指定について 

 日程第38 議案第４９号 香美市道の路線の認定について 

 日程第39 議案第５０号 高知県市町村総合事務組合規約の変更について 

 日程第40 議案第５２号 高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更について 

 日程第41 同意第 １号 香美市固定資産評価員の選任に伴い議会の同意を求めること

について 

 日程第42 同意第 ２号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意

を求めることについて 

 日程第43 同意第 ３号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意

を求めることについて 

 日程第44 同意第 ４号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意

を求めることについて 

 日程第45 同意第 ５号 教育委員会委員の任命について 

 日程第46 同意第 ６号 教育委員会委員の任命について 

 日程第47 同意第 ７号 教育委員会委員の任命について 

 日程第48 同意第 ８号 教育委員会委員の任命について 

 日程第49 同意第 ９号 教育委員会委員の任命について 

 

会議録署名議員  
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  ５番、千頭洋一君、６番、小松紀夫君（会期第１日目に会期を通じ指名） 
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議事の経過 

（午前９時１５分） 

○議長（西村成君）   改めましておはようございます。ただいまの出席議員は３８

人です。定足数に達していますので、これから平成１８年第３回香美市議会定例会を開

会をいたします。 

  これより日程に入りますが、その前に平成１８年第３回香美市議会定例会に当たり、

一言ごあいさつを申し上げます。 

  野山新緑一面となりまして、すがすがしい季節となってまいりましたが、議員各位に

は何かとご多忙な中を本定例会にご出席をいただきましてまことにありがとうございま

す。 

  本定例会は、門市長が就任され初の議会でありますので、まず議会を代表いたしま

して市長就任に対し心からお祝いを申し上げます。本当におめでとうございます。合併

直後の行政で何かと執務ご多忙であろうかと思いますが、健康には十分留意をせられま

して、香美市の発展にかじ取りをされますことをお願いをいたします。 

  さて、本日ここに招集されました平成１８年第３回香美市議会定例会に市長から提出

されている議案等につきましては、平成１８年度香美市一般会計予算等３７件、同意９

件、報告３件であります。また、追加案件として人事案件等９件が予定されているとう

かがっています。後ほど市長より提案理由の説明がありますので、議員各位におかれま

しては、慎重な審査と審議の上、それぞれの議案等に対し、適切な議決を賜りますよう

にお願いをいたします。 

  また、本定例会には一般質問も予備通告といたしまして２７名の議員から通告があっ

ております。正式な通告を受理後に私の方で一度目を通さなくてはなりません。あすの

通告締め切り時間は１０時でありますが、これは物部町、香北町の議員で遠方の方がお

いでるので１０時と決めたところでありますので、山田町の議員各位はできるだけ早く

通告をされますようにお願いをいたしますとともに、質問される議員各位におきまして

は、質問に対しまして的確な答弁を求めるためにも、質問の要旨は答弁者が質問事項の

内容を判断でき得る程度に要点をつかんで簡潔に記載をしてください。 

  また、門市長のもとでの議会は我々議員の今期任期中では本定例議会が最初で最後

になろうかと思います。議員各位におかれましては、議会の品位を重んじ、円滑な議事

運営に格段のご協力を賜りますようにお願いを申し上げまして、開会に当たりまして私

のごあいさつといたします。 

議事日程はお手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は会議規則の定めるところにより、今期定例会を通じて５番、千頭洋

一君、６番、小松紀夫君の両君を指名をいたします。よろしくお願いいたします。 

  日程第２、会期の決定についてを議題とします。 
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本件については、５月９日の議会運営委員会で協議をいただいていますので、委員長

から報告を求めます。議会運営委員会委員長、宮地盾騎君。 

○議会運営委員長（宮地盾騎君）   おはようございます。議会運営委員会からご報告

を申し上げます。 

本日招集されました平成１８年第３回香美市議会定例会の運営につきまして、去る５

月９日に開催いたしました議会運営委員会の協議の結果を報告します。 

  まず、会期につきましてはお手元にお配りいたしております予定表のとおり、本日か

ら５月２５日までの１５日間としました。なお、会議が順調に運んだ場合の繰り上げて

の閉会と、会期の延長を必要とする場合については、議長に一任することになりました。 

  続きまして、会期中の会議ですが、本日は今定例会に付議された提出議案の提案理由

までとします。ただし、議案第３９号、税外収入について本年度分から延滞金を徴収す

るに当たって事務処理の都合上、本日委員会付託を省略し、本会議方式により採決を行

います。 

  会期２日目、１２日から、５日目、１５日までは、休日並びに議案精査のため休会と

しました。 

  会期６日目、１６日から、会期１２日目、２２日までの５日間は、一般質問を予定し

ております。 

会期１３日目、２３日は、議案質疑の後、議案等の各案件は各常任委員会への付託と

なります。なお、議案審議については、付託となります案件は、常任委員会での質疑が

ありますので、所属の委員会以外の質疑を行うようお願いいたします。なお、承認第１

５号及び議案第２５号は、本会議散会後、この場で連合審査を行います。 

  会期１４日目は、議案審査整理のため休会となります。 

  会期１５日目の最終日、２５日は常任委員会の付託案件の審査報告と採決、並びに追

加案件がありますので、委員会の付託を省略して、本会議方式で審議、採決を行います。

なお、２５日については、前日の２４日に東京において全国市議会議長会が開催され、

議長等が出席し、２５日の午前中に帰高するため、開会時刻は午後１時となりますので、

間違いのないようお願いいたします。 

次に、最終日の追加案件ですが、議員から提出の意見書案５件が提案される予定です。

あわせて、議員から香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議案１件が提出されてお

りますが、この決議案について協議の結果、旧の３町村でそれぞれ「非核、平和都市」

宣言をした経緯があるようです。その当時の決議された宣言文を精査し、今回の提案さ

れている案文との整合性を確認し、今議会中に作業が間に合えば追加として提案してい

ただくようにしますが、その作業が整わなかった場合には、次回の議会までに整えてい

ただき、提案していただくことといたしました。また、執行部から追加議案として、香

南香美地区市町村審査会（最終日に「香南香美地区障害者自立支援審査会」と名称変更

して提案）共同設置規約の制定についての案件とあわせて、その設置に関する一般会計
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補正予算及びその他の案件が１件の計３件があると聞いております。 

次に、議会運営委員会で協議したその他の件についてご報告いたします。 

１点目は、本日本会議終了後、議員協議会を開催することになりましたので、ご報告

します。 

第２点目は、香美市選挙管理委員会委員及び補充員の選挙についてを協議しました。

この件につきましては、現在の選挙管理委員会委員及び補充員が地方自治法施行令第４

条の規定による暫定的選挙管理委員であるため、この委員会委員及び補充員を選挙して

ほしいという通知を受けているところです。協議の結果、最終日の本会議に上程の上、

採決を行うように決定しました。 

第３点目は、支所の業務に係る議案の付託先の常任委員会の件について協議しました。

議案を付託すべき委員会につきましては、本来、議会委員会条例に規定しているように、

おのおのの委員会が所管する課等に係る議案を付託するのが当然であると思われます。

ところが、今回の場合、議案の一部について議案の名称から判断すると、特定の課の所

管と思われる議案が支所の事務管理課及び業務管理課が事務処理して提案する案件２件

あります。ご承知のように、支所の所管については総務常任委員会が担当することにな

っておりますが、今回の２件の案件について付託される議案の内容が総務常任委員会に

なじまないものと判断されることから、事前に事務局から相談を受けた上で議長とも協

議し、議会運営委員会では所管の常任委員会に付託することにしました。支所の業務に

関する議案については、今後もこのような事例が発生することが予想されますので、こ

の件の今後の取り扱いについて協議の結果、支所が行う業務であっても、その業務を所

掌する課等の所管に属する委員会に付託することに決定しました。 

第４点目は、一般質問の通告の早期提出についてを協議いたしました。この件につい

ては、先ほど議長が発言がありましたので、報告を省略させていただきます。なお、今

回の提出される議員数が多いということでもありますし、通告を処理する時間等が非常

に多くかかるようでございますので、できるだけ早く提出されるよう申し添えます。 

第５点目は、土地開発公社等の報告に関する質疑についてを協議しました。このこと

に関しましては、旧の３町村でおのおのの対応してきた経緯があると思われますので、

この際、取り扱いを統一するため協議をしたものです。ご承知のとおり、普通地方公共

団体の長から議会に対して地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づいて、土地開

発公社等の経営状況を説明する書類を議会に提出しなければならないとされております。

そこで、その定めに基づいて、今議会には財団法人奥物部開発公社、財団法人アンパン

マンミュージアム振興財団、香美市土地開発公社、財団法人香美市開発公社から平成１

８年度事業計画及び予算が提出されております。そこで、旧土佐山田町の場合では、土

地開発公社及び財団法人開発公社から報告があり、この報告に関して議員から質問があ

った場合には、回答することが常態化しており、この質問に対する答弁者は当該事務執

行者の最高責任者または事務執行の担当責任者が行っておりました。協議の結果、香美
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市土地開発公社及び財団法人開発公社については、従来どおり本会議で質問、答弁を行

うこととしました。また、財団法人奥物部開発公社、財団法人アンパンマンミュージア

ム振興財団の経営状況等については、従来もおのおのの町村の議員協議会等で質疑等を

していたようであります。双方とも本年１月、３月に指定管理者制度に移行しているこ

とから、本会議で質疑、答弁をすることはできません。そこで、指定管理になっている

業務については、議員協議会等において意見交換をすることと決定しました。 

６点目は、森林・林業・林産業活性化推進香美市議会議員連盟について協議しました。

この件につきましては、去る３月定例会の際、議員協議会で協議をいただき、議員連盟

の発足は４月１日からとすることとし、役員体制については正・副議長及び産業建設常

任委員長で結成することになっておりました。そこで、関係者の協議の上、役員体制を

決定し、去る５月１日の議員協議会で議長から発表がありましたように、役員体制が決

定しましたので、この件についても本日予定している議員協議会で了解していただくよ

う決定しました。 

その他、議運につきましては、従来のとおりですので、各議員の格段のご協力をお願

いいたします。  

以上で議会運営委員会の報告を終わります。  

○議長（西村成君）   委員長の報告を終わります。  

  お諮りします。今期定例会の会期は、委員長報告のとおり本日から５月２５日までの

１５日間といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。  

「異議なし」という声あり  

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって会期は本日から５月２５日まで

の１５日間と決定しました。  

  なお、会期中の会議の予定につきましては、先ほど議会運営委員長からも報告があり

ましたが、お手元にお配りしております予定表のとおりであります。  

  日程第３、諸般の報告を行います。  

  初めに議長の報告をします。  

  平成１８年第２回議会定例会において決定をいたしました２００７年の郵政民営化に

向けた集配業務停止の見直しを求める意見書、「医療制度改革大綱」の撤回を求める意見

書、電気用品安全法の猶予期間の延長と抜本的な見直しを求める意見書、「品目横断的経

営安定対策」の対象を小規模、家族農業経営者にも適用できるよう抜本的な見直しを求

める意見書、不妊治療費助成事業の拡充を求める意見書、以上５件の意見書は、衆・参

両議院議長及び内閣総理大臣並びに各大臣、高知県知事へそれぞれ送付をいたしました。 

  次に、市長から地方自治法第１８０条第１項の規定により、報告第３号から第５号ま

での専決処分事項について、報告書のとおり報告がありました。  

  あわせまして、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により財団法人奥物部開発公

社の平成１８年度事業計画、一般会計予算及び森林総合利用施設等事業特別会計予算、
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財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の平成１８年度収支予算書及び事業計画書、

香美市土地開発公社の平成１８年度予算及び事業計画並びに資金計画書、財団法人香美

市開発公社の事業計画及び収支予算の提出がありました。  

  その他の報告事項につきましては、お配りしました議長報告書のとおりであります。  

  次に、行財政改革推進特別委員会の協議の推移、進捗状況等について委員長から報告

を求めます。行財政改革推進特別委員会委員長、中澤愛水君。  

○行財政改革推進特別委員長（中澤愛水君）   行財政改革推進特別委員会の協議の経

過の報告をいたします。  

  平成１８年４月１１日、閉会中に第１回行財政改革推進特別委員会の審査並びに協議

を行っておりますので、その経過と結果の報告をいたします。  

  本日の審査事件及び議題は、まず１点目としてこれまでの行財政改革推進特別委員会

の取り組みの経過等について、２点目に今後の行財政改革推進特別委員会の取り組むべ

き内容について、３点目には、その他の件の３項目であり、順次審査を行いました。  

  まず、協議事項の第１点目、これまでの行財政改革推進特別委員会の取り組みの経過

について報告をいたします。この件に関しては、事前に議会事務局から各委員に旧土佐

山田町の行財政改革推進特別委員会の取り組みの経過についての資料を送付するととも

に、香美市議会最初の会議であり、委員長より旧土佐山田町での現在までの特別委員会

の取り組みの経過等について概略の報告を行い、旧土佐山田町の委員から報告に対する

補足説明とあわせて、旧香北町・物部村の委員からの質問、意見や協議を行いました。  

  続きまして、協議事項の第２点目、今後の行財政改革推進特別委員会の取り組むべき

内容についてを報告いたします。  

  この件に関しては、現在まで旧土佐山田町特別委員会でも熱心に協議・研究がされた

ことであり、新市になった後も行財政改革推進が重要課題であることから、引き続いて

強力に取り組んでいく必要があります。また、自主財源の確保については、最も重要な

課題であることから、引き続いて歳入の確保に努める観点から高知テクノパーク等への

企業の誘致を図る積極的な施策の展開とあわせて税、使用料等の徴収率の向上を図るな

どの基幹的な業務の推進が望まれているところでありまして、今後、引き続き研究・審

議をすることといたしました。  

  そこで、今後の行財政改革推進特別委員会の取り組むべき内容について、今後の研究・

協議等の進め方について協議を行っておりますので報告をいたします。  

  まず、１点目としましては、香美市のまちづくり政策について、２点目には、自主財

源の確保、３点目には、行政財産の管理について、４点目は、指定管理者制度の施行に

伴う検討の４つの柱を立てまして、まず１点目の香美市のまちづくり政策については、

それの枝１番目としまして、定住人口の増加、２番目には香美市まちづくり計画の研究、

３点目には一次産業の振興、観光資源の活用に取り組んでいくということを決定をいた

しております。  
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それから２点目の、２本目の柱の自主財源の確保につきましては、まず１点目として、

税、各種使用料の滞納整理等、特に住宅新築資金等貸付金、住宅使用料の滞納整理、２

点目に学校給食費保育料の徴収と口座引き落としの現状の調査と口座引き落としへの推

進を図っていくということ。３点目には、新規企業の誘致についての研究を行うという

ことであります。  

それから、３点目の、３本目の大きな柱の行政財産の管理については、まず１点目は、

公道の敷地に対します借り料の件、２点目は備品財産管理、３点目には財産台帳の整備

の３点を掲げております。  

４本目の指定管理者制度の施行に伴う検討につきましては、まず１点目には、市内の

各種施設としまして、セレネ、大栃診療所、べふ峡温泉、平山木工所等の運営状況の調

査・検討、それから２点目には各種施設の一元管理について研究を行うということであ

ります。  

以上の大きな柱の４点につきまして、今後、研究、協議を進めていくことを決定して

おりますけれども、旧土佐山田町におきましては月２回行いまして、特に自主財源の確

保には熱心に取り組んでまいりました。ただ、今議会につきましては、９月に選挙を控

えておりまして、月２回やる予定をしておりますけれども、５月は議会がありますので

特別委員会を開けないと思います。それで６月、７月、８月ということになろうと思い

ます。できるだけ月２回をやっていきたいと思いますし、第２回目の会議におきまして

は、非常に盛りだくさんの議題を掲げておりまして、６時ごろまでやりまして、説明員

の方にも早朝より出席をいただき、大変ご苦労をかけましたことを、この場をおかりし

まして御礼を申し上げておきたいと思います。  

続きまして、その他の件として、香美市における収納管理課についてを議題とし、担

当課長から説明を受けました。この件については、合併に際して新たに収納管理課が設

置されて、課長以下１０人の体制で税を含む各種使用料等の徴収について専属的に取り

組みがなされており、そこで合併後４０日ほどの日時が経過しましたので、担当課長か

ら収納管理課の陣容の配置とあわせて取り組みの現状について説明を願い、質疑応答、

協議を行いました。  

続きまして、第２回目、平成１８年４月２６日の行財政改革推進特別委員会の報告を

行います。  

本日の審査事件は、まず１点目として指定管理者制度の施行等について、２点目には、

自主財源の確保について、３点目は、行政財産の管理について、４点目は、香美市のま

ちづくり政策についての４点の議題を掲げて協議を行っております。  

まず、協議第１点目の指定管理者制度の施行等についての項目のうちで、市内の各種

施設、アンパンマンミュージアム、健康センターセレネ、大栃診療所、平山木工所の指

定管理者制度の移行と運営状況についてを議題とし、審査を行いました。この件は、４

月１１日の特別委員会の協議の中で、本市にある各種施設の指定管理者制度への移行と
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運営状況について実態を把握しておくことが肝要であるとの意見が提起され、本日の議

題となったものでありまして、関係部署の担当者から詳細な説明を受け、審査を行いま

した。  

続きまして、協議事項の第２点目、自主財源の確保についての項目のうちで、住宅新

築資金等の滞納整理の状況、この件につきましては、合併前の本年１月３１日に開催し

た旧土佐山田町の特別委員会で議題としたもので、当時の滞納整理の状況について担当

者から説明を受けた後、その内容等について協議を行ったものでありますが、初めての

会でありますので、旧土佐山田町外の方々には、この貸し付けの概要がわからないとい

うこともありまして、当初概要について説明を受け、そして内容の審査に入りました。

旧土佐山田町の会議から約３カ月の時間が経過していると同時に、さきの３月議会定例

会では市長職務執行者から専決処分事項の報告として、２件の住宅新築資金等貸付事業

に係る訴えの提起を行った結果、現在までの遅延損害金を免除することを条件に、今後

の残債務は分割で納付することで和解が成立したことが報告されております。また、合

併による機構改革によって、担当部署が収納管理課として徴収整理がより専門化される

など、環境や条件の面でさまざまな変化が生じており、そこで、担当部署から現状の取

り組み経過等について説明を受けた後に、質問、審査を行いました。  

続きまして、協議事項の第２点目、自主財源の確保についての項目のうちで、住宅使

用料の滞納整理の状況について、この件についても合併前の本年１月３１日に開催した

旧土佐山田町の特別委員会の議題として協議を行ったものですが、その後、約３カ月の

時間が経過していると同時に、合併による機構改革によって、滞納整理に関する担当部

署が収納管理課に移管して、滞納整理がより専門化するとともに、公営住宅の管理に関

しては、従来の財政課が担当するなどさまざまな面で状況に変化が生じております。そ

こで、担当部署から現状の取り組み、経過等について説明を受けた後に審査を行いまし

た。  

続きまして、協議事項の第２点目の自主財源の確保についての項目のうちで、学校給

食費、保育料の徴収と口座引き落としの現状について、この件に関しては、過日の特別

委員会で協議の対象として議題にのぼったもので、従来の特別委員会の協議の際に各種

使用料等の徴収の方法について協議する中で、職員が訪問して徴収することで、滞納者

とのコミュニケーションを図ることの重要性もさることながら、訪宅徴収に関する経費

の費用対効果の面も考慮すべきではないかという意見がたびたび提起されていました。

訪宅徴収に時間を費やすことにより、本来の事務執行に支障も生じることから、積極的

に口座引き落としを推奨すべきであるとの意見が出されておりました。そこで、本市の

学校給食及び保育料の徴収について口座引き落としの現状がどうなっているかについて

担当部署から説明を受け、審査を行いました。  

続きまして、協議事項の第３点目、行政財産の管理についての項目で、公道の敷地借

り料について、この件については、従来の土佐山田町の一部の地域、南部の地域であり
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ますが、公道として使用されている部分について借地料を支払っている事実があると聞

いております。この点のいきさつ等について定かではありませんが、昭和３４年１０月

に岩村地区の北部６部落が土佐山田町に編入された時点での約束事が現在まで連綿と継

続をしているのではないかと推測されます。昭和３４年から岩村地区との合併後４６年

が経過したこととあわせて、このたび３町村の合併を機に精算してはどうかという意見

があることから、担当課から説明を受け、現在は現に公道として使用されている部分に

対して、金額のいかんは問わず公費で借地料を支払うことの是非について協議を行いま

した。  

続きまして、協議事項の第４点目、定住人口の増加等について都市計画の見直し、特

に都市計画区域内の農業振興地域で集落の中に点在する農地の宅地転用について協議を

行いました。なお、この件につきましては、旧土佐山田町の特別委員会で建設都計課の

課長より都市計画の線引き、その他につきまして詳細な説明をいただいておりますけれ

ども、今回は線引きの見直しよりも、特に農業振興地域内に住宅が密集しておる箇所が

あるわけでありまして、その中に農地として今活用されておらない農地が残存をしてお

ると。そういうところの宅地化ができないかという検討、研究をしたいということで、

県の方に建設都計課より説明をいただくよう要請をしたわけでありますけれども、個別

具体的な事例でありますと説明ができるが、総論的な説明は都市計画をしいております

仁淀川と物部川の間にあります高知市、いの町、春野町、香美市、（後に「物部川と仁淀

川に狭まれた地域が都市計画の線引き、都市計画法による都市計画が行われておる。」と

訂正発言あり）この地域におきましては、都市計画という法律によって都市計画が進め

られておりますので、その線引きにつきましては非常にいろいろの要素が絡んでおると

いうこともあり、それも踏まえながら総合的な研究が必要であるが、個別的に家を建て

たいという具体的な相談があれば、またその相談に応じるということで、講師として来

庁がいただけなかったわけでありまして、特別委員会として委員同士での協議をいたし

ました。ただ、この中で、旧土佐山田町の線引きの見直しが非常にクローズアップされ

るわけでありますけれども、香美市として旧物部地区、また旧香北地区、旧土佐山田町

地区、それぞれがバランスをとった人口定住策を今後模索していくべきではないか。ま

た、人口の減少を食いとめ、なおかつ定住増加を図る施策を展開していく必要があるの

ではないか。また、旧土佐山田町におきましても、線引き、農業振興地域の網のかかっ

てない北部の地域もありますし、旧香北町、物部村はもちろんでありますが、そういう

ところの問題もあわせて、今後継続をして特別委員会としても協議をするという意見も

出ておりましたことを申し添えまして、行財政改革推進特別委員会からのご報告を終わ

らせていただきます。  

○議長（西村成君）   行財政改革推進特別委員会委員長の報告を終わります。  

  ただいまの行財政改革推進特別委員会委員長の報告に対する質疑を行います。質疑は

ありませんか。  
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○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。  

日程第４、承認第１５号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年香

美市一般会計暫定補正予算「第２号」から日程第４９、同意第９号、教育委員会委員の

任命についてまで、以上４６件を一括議題とします。  

  行政の報告並びに提案理由の説明を求めます。市長、門槇夫君。  

○市長（門槇夫君）   おはようございます。本日、ここに平成１８年第３回香美市

議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位におかれましては何かとご多用のとこ

ろご出席を賜り、厚く御礼を申し上げます。私は、このたびの合併に伴いますところの

市長選挙による市長就任後の初議会であり、行財報告並びに議案説明とともに、今後市

政運営に臨むに当たり、所信の一端を述べさせていただきます。 

  さて、平成１５年１月に設立をいたしました市町村合併協議会も一度協議中断のアク

シデントはございましたが、協議会再設置後の協議が整い、平成１８年３月１日、香美

市としてはスタートいたしました。その後の市長選挙におきまして、図らずも無投票と

いうありがたい結果をいただきまして、市長に就任いたすこととなりましたが、もとよ

り浅学非才の身でありまして、その任にあらずとの思いは承知いたしておりますが、今

日まで合併協議に深くかかわってきた者の一人として、その責任を果たすべく懸命の努

力を重ねる覚悟でありますので、議員各位のご指導はもとより、ご協力のほどをよろし

くお願いいたす次第であります。 

  さて、私は、市長選に臨むに当たり、市民の皆様へのごあいさつをさせていただくた

め、市内各地を訪問し、多くの市民の皆さんとお会いすると同時に、お話をする機会を

持つことができました。そして、新市に対する期待と同時に不安をもたれている多くの

方たちとお会いをし、そのことをこの身で感じてまいりました。そこで、初登庁の日、

職員に対して住民の合併への不安を少しでも和らげるためにも、仕事に対して自覚と責

任を持ち、住民の皆さんに対して親切で丁寧な対応を心がけるよう命じたところであり

ます。市役所だけの対応だけで住民の合併への不安が解消されるとは思っていませんが、

今後も職員の資質の向上は住民から信頼される行政として、最も大切なことであり、特

に重要視していかなければならないと考えております。また、私自身、今回の市長選で

の無投票という結果を考えた場合、表に出てこなかった声なき声、いわゆるサイレント

マジョリティを大切にする政治を心がけてまいらなければならないと感じています。 

  さて、香美市は約５３８平方キロという県下でも３番目の広い面積を要する行政区域

になりましたが、合併前の旧町村の政策上で最も大きな位置づけにありました農林業を

中心とする第一次産業への取り組みは、今後も引き続きその進行を図っていかなければ

なりません。また、総面積の約９０％を占めている山林は、その大部分が人工林であり

ますので、この広大な森林資源の活用は、市政の大きな課題であります。長年、国産材

価格の低迷が続いており、その前途にはまことに厳しいものがありますが、本市には県

下でもトップクラスの２つの森林組合を有していますので、今後一層連携を密にしてそ
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の活用に努力してまいります。そして、本日、物部川の鮎生育が最悪であるという状況

の報道があっておりますが、この原因はダムの貯水の問題もありますが、いわゆる汚濁

水の、濁水の長期化が原因であるというふうに書かれております。私も２月源流域まで

足を運び、その状況を見せていただきましたが、大変な状況になっております。何とし

ても清流物部川を取り戻さなければなりません。そのためにも水源涵養などの多様な機

能を有する中山間地域の維持保全と源流地域としての役割を適切に果たしていくための

施策を推進してまいります。 

また、古くからこの地域に根づいている地場産業や、伝統産業も長期にわたる景気の

低迷の中でご苦労があると思いますが、ともに頑張っていっていただきたいと思ってお

ります。また、子どもたちや高齢者の方たちが安心して暮らせる、住んでよかったと言

えるまちづくり、立地条件と豊かな自然を生かしたＵ・Ｊ・Ｉターンの推進、既存産業

の振興、また新たな産業の誘致により、定住人口の拡大を図り、地域のにぎわいのある

中で、そこに住んでみたい地域づくりを進めるための政策を推進してまいります。そし

て、龍河洞、アンパンマンミュージアムなどや奥物部の豊かな自然は、本市の持つ大き

な特色ある観光資源でありますので、こうしたものを生かしてまいります。 

教育、文化、福祉におきましても、今日までそれぞれの町村で築いてきた歴史を大切

にしながら、旧３町村間で行ってきた事業の調整を図り、引き継ぐべきものは引き続き

実施していかなければならないと考えています。なお、それぞれの具体的施策につきま

しては、これまでの合併協議で話し合い、協議決定した調整項目をあくまでも尊重しな

がら、そして必要なものにつきましては検証も行い、推進してまいります。香美市将来

構想の基本理念である「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くまちづくり」を推進し

ていくことが、私に課せられた大きな責務であると考えておりますので、真摯に対応し

てまいりますが、一方、財政面から見てみますと、合併しても財政的には依然厳しい環

境に変わりはございません。今後、さらなる三位一体の改革による地方への影響は避け

られませんので、健全な財政運営に心がけ、引き続き行財政改革に取り組み、合併効果

を生かして行政のスリム化を図りながら、自主財源の確保に努めていかなければなりま

せん。 

本年度予算内容につきましては、後に説明をいたしますが、本年度は合併当初でもあ

り大型予算となっておりますが、今後国の地方に対する財政方針の動向を見きわめなが

ら、中長期的な展望に立っての財政計画を立て、本市の身丈に合った行財政運営を心が

けることが必要と考えます。１９９９年４月に始まった平成の大合併も今年の４月で一

段落をし、この７年間で３,２３２市町村から１,８２０の自治体となり、４割の減少と

なりました。今後、政府は道州制をにらみながら、新合併特例法のもとで平成の大合併

第二幕を進めようといたしており、全都道府県に審議会を設置し、構想づくりに着手い

たしておりますが、構想策定は余り進んでない状況であります。今後の再編がどれだけ

進むかわかりませんが、恐らく今後も地方行政を取り巻く環境は、財政を含め一層厳し
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い時代が続くと思われます。 

そのような中、今回私たちは幾多の試練を乗り越え、また同時に多大なエネルギーを

駆使して、合併という歴史に残る決断をしたのであります。私は、合併協議会広報第４

号に委員より一言の欄へ、「合併協議では合併の成就を目的化するのではなく、合併を

地域再生と構造改革の手段として検討することが大切」と記しています。まさしく、合

併がなされた今、これからが正念場であり、行政の姿勢が問われるときであります。十

分に住民の皆さんに対しての責任を果たしていかなければならないと考えています。私

たちの香美市には、他町村にない広大な森林とその中ではぐくまれてきた伝統文化を初

め、誇るべき歴史の数々が脈々と息づいています。そして、物部川の流域には日本の古

きよき時代の原風景と言える自然が残り、その中で人情豊かな人々が織りなす日々の営

みは心の豊かさをかもし出しています。そんな香美市を誇りとし、香美市まちづくりの

基本理念「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くまちづくり」のもとに、これまでの

行政主導でなく、住民と行政が一体となって地域づくりを進め、その地域に合った政策

を実施することにより、住民の満足度を高めていきたいと考えています。そして、私は

現場主義をモットーとし、公平・公正で市民から信頼される行政運営を職員とともに推

進していく決意であります。どうか、議員各位のご指導とご協力を重ねてお願いをいた

します。 

続いて、諸般の報告をいたします。 

まず、企画課から報告をいたします。過疎地域自立促進計画については、これまでの

物部村及び香北町の計画に土佐山田町が今回入ったわけでありますが、これを加えた計

画を策定し、今議会に上程をさせていただいております。当該計画は、従前の二町村の

計画を基本とし、これまでの過疎法の適用を受けることができなかった土佐山田町につ

きましては、従前の事業等をこの計画に包含をいたしております。また、計画の位置づ

けにつきましては、香美市まちづくり計画との整合性も念頭に調整し、過疎地域の自立

に資する計画として策定をいたしております。 

広報につきましては、創刊号は変則で３月１５日に発行をいたしました。４月以降は

原則１日で発行し、またおしらせ広報は１５日発行となります。自治会数がほぼ２００

であり、発送に当たっては創意工夫を要することから、自治会長等にご迷惑をかけるこ

とがありますが、早い段階で軌道に乗せたいと思っております。 

本年度、工科大学の入学生に対して工科大が開催した新入生対象のオリエンテーショ

ンの場において、転入時の手続き、軽自動車等の登録、ごみの出し方等についてガイダ

ンスを行ってまいりました。 

次に、防災対策課から報告をいたします。１８年度における防災関係の重点項目は、

香美市における地域防災計画を初め、国民保護計画を定め、計画の実施と推進を図らな

ければなりません。それぞれの計画は市の職員、関係行政機関と関係公共機関、その他

防災に関する重要な施設の管理者に周知徹底させるとともに、特に必要と認める事項に
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つきましては、住民に広く周知を図ってまいります。平常時から「自分たちの安全は自

分たちで守る」という意識を持つことが重要であることから、地域における自主防災組

織の整備を重視しておりますが、５月１日現在、３７組織が設立をされております。活

動労力の向上及び組織の育成強化を図るために、全地域の設立に取り組む中で、本年度

は３０組織の設立を目指しております。 

また、木造住宅耐震診断事業として７０戸、木造住宅耐震改修補強を１０戸計画をい

たしております。１８年度交通安全運動年間基本方針として市民一人一人が交通社会の

一員であることを自覚し、交通ルールを守り正しい交通マナーの実践に努め、交通事故

のない、人に優しい安全・安心な香美市の交通社会の実現を目指してまいります。重点

目標としまして、子どもと高齢者の交通事故防止あるいはシートベルト、チャイルドシ

ートの着用の徹底などを行ってまいります。 

次に、消防署から報告をいたします。平成１８年３月１日から４月３０日までの火災、

救急及び救急出動件数でありますが、火災件数は２件であります。救急出動件数につき

ましては、合計２５２件であります。春季演習の実施でありますが、４月９日香美市土

佐山田町消防団員及び香美市消防職員約１４０名が参加をいたしまして、町田堰周辺河

川敷におきまして、ポンプ中継訓練、あるいは礼式及びポンプ運用などの訓練を行いま

した。また、４月２３日には香美市物部消防団員及び香美市消防職員約５０名が参加し

て大栃公園におきまして訓練を行いました。  

  次に、地籍調査課でありますが、まず平成１７年度の事業であります。旧土佐山田町

地区は杉田、佐竹の各一部の調査を行いまして、１ .１平方キロ、旧香北町地区は白川、

五百蔵、有瀬の各一部の調査を行いまして２ .２２平方キロ、旧物部地区は中谷川、大栃、

山崎、仙頭の各一部の調査を行いまして、０ .６９平方キロ、計４ .０２平方キロとなっ

ております。また、平成１８年度の事業につきましては、旧土佐山田地区では佐竹の一

部で０ .４平方キロ、旧香北町地区では五百蔵、西峯の各一部、古井で３ .９７平方キロ、

旧物部村地区で大栃、仙頭、山崎の各一部で０ .５９平方キロ、計４ .９６平方キロを計

画をいたしております。そして、予備調査といたしまして、香北町地区の清爪、日比原

の各一部で１ .８７平方キロを計画をいたしております。  

  林政課からでありますが、４月１０日から１１日にかけましての豪雨によりまして、

林道施設災害は物部町で３件発生をし、概算復旧事業費が７５０万円となっております。

また、５月６日から７日にかけての豪雨によりまして、香北町白川地区と川ノ内地区で

山地災害が発生し、概算復旧事業費が１ ,０００万円となっております。  

  次に、商工観光課でありますが、高知テクノパーク２号区画に第１号として進出をい

たしました株式会社山崎技研の土佐山田工場の第１期工事が完了し、５月２日に安全操

業祈願祭が行われました。工作機械の組み立てや床材用装飾ボード、オーパライトの製

造を行うことになっております。また、本年２月に株式会社ミロクから３号区画の分譲

申し込みをいただき、１９年秋に精密部品製造の操業開始予定となっております。  
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  次に、かねてより検討課題でありました鍛造団地は、鍛造工場の移転希望者が２名あ

り、鍛造者、地権者、周辺地区の合意が得られ、龍河洞北駐車場に移転し創業すること

となりました。現在、高知県立自然公園への建築許可申請を行っており、許可がおり次

第、作業所の建設にかかり、秋には操業開始の見込みであります。３月議会で議員の皆

様にも会員のお願いをしたところでありますが、３月１日の合併に伴い、同日付で香美

市観光協会が設立をされました。総会を６月２日に行い、これから香美市観光の振興や

産業の発展のため事業をしてまいります。  

  また、香美市三大祭であります土佐山田まつり、川上様夏祭り、奥物部湖水祭りはそ

れぞれの実行委員会の組織で実施することとし、組織づくりを行っております。７月、

８月と集中いたしますのでご協力、ご支援をお願いをいたします。  

  次に、建設都計課からであります。平成１８年度事業につきましては、繰越事業も含

めて未発注の工事が多くあります。工期内完成に向けて支所、業務管理課との連携を密

にして取り組んでまいります。道路、河川では市道大宮小学校線など平成１７年度繰越

事業が７件、平成１８年度は市道後入線を初め単独事業も含めて１０件。災害復旧事業

では市道西熊別府線など平成１７年度繰越事業と平成１８年度事業あわせて２３件あり

ます。発注を急いで行わなければならないと考えております。まちづくり交付金事業で

進めておりました秦山公園ふれあい広場と市道宮前秋月丸線改良工事は完了いたしてお

りますが、芝生の養生や路側白線未了のため供用ができておりません。路側の白線につ

きましては協議も整いましたので、予算通過後、ほかの事業とともに早期に着手いたし

たいと思っております。  

  秦山公園子どもの広場は春休みに入ってから利用者が多く、好天の日は１ ,０００人、

好天の休日で２ ,０００人を超す入場者を記録するなど、盛況ぶりであります。けが人も

何人か出ておりますが、大事には現在のところ至っておりません。  

  住宅関係では、黒土２号団地Ｂブロックと下野尻団地が完成し、それぞれ入居いたし

ております。今年度は黒土２号団地Ｄブロックの住宅建築着手を予定し、準備を進めて

おります。平成１８年度、１９年度の事業で鉄筋コンクリート造りで４階建て２４戸を

整備いたします。  

  農政関係におきましては、各地域の事業は継続の中、年度事業また繰越事業の確定を

行い、１７年度事業はすべて完了をいたしております。中山間地域において導入した新

直接支払制度は、地域協定を締結し香美市全体で１１７協定、面積約６８８ヘクタール、

交付金額約９ ,６００万円となっております。今年度も同等の計画で予算提案をしており、

集落の自立的かつ継続的な農業生産活動などの体制整備に向け取り組んでおります。工

事関係におきましては、高知農業確立支援事業による農業水路の基盤整備事業は総数６

件、物部地区農道１件、山田地区農道２件、水路３件整備をいたしました。災害関係に

おきましては、農地１５件、施設災害４件、合計１９件であります。年度内完了５件、

その他１４件は繰越事業として平成１８年度完了予定であります。平成１８年度におい
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て農道整備２件、近代化施設等１件を有利事業により提案をいたしております。  

  下水道課であります。平成１７年度の公共下水道事業におきまして、北組西、北本町

１丁目の区域約７ .６ヘクタールの面整備を行い、１８年４月１日現在で市街地における

処理区域面積が１９４ .６ヘクタール、処理（区域）人口普及率は約４２％となっており

ます。平成１８年度につきましては、汚水管渠整備は北組西地区の一部及び楠目地区の

一部の５ヘクタールを予定をいたしております。雨水管渠整備は楠目地区を予定をいた

しておりまして、ともに工事の発注は６月上旬を予定をいたしております。完成は平成

１９年１月を見込んでおります。  

  次に、旧香北町において事業実施をいたしております特定環境保全公共下水道事業に

つきましては、平成１７年度は韮生野、美良布地区の約７ .３ヘクタールの面整備を行い、

１８年４月１日現在で処理区域面積が約９２ .２ヘクタールとなっております。処理区域

人口２ ,５９０人、下水道処理人口普及率が約９２ .５％となっております。平成１８年

度事業につきましては、橋川野地区の約２ .６ヘクタールの面整備を予定しております。

工事発注は６月上旬、完成は平成１９年１月上旬を予定をいたしております。  

  次に、平成１７年度の浄化槽設置整備事業におきましては、旧土佐山田町で３９基、

旧香北町で９基、旧物部村で４基の合計５２基の浄化槽設置への補助を行いました。平

成１８年度の事業計画は合計で５９基を予定をいたしております。  

  次に、環境課でありますが、平成１７年度ごみ分別収集実施状況につきましては、合

併前の３町村で集計したものについて報告をいたします。可燃ごみとして焼却されたも

のは６ ,３８０トン、資源として収集されたものは金属類２１１トン、ビン類２８２トン、

ペットボトル６６トン、プラスチック製容器包装が３２７トン、衣類９４トン、ダンボ

ール２０３トン、新聞紙４３７トン、雑誌３８８トン、牛乳パック１トン、蛍光管６ト

ン、乾電池７トンで合計２ ,０２２トン。その他不燃物２９２トン。粗大ごみが４５３ト

ンで総収集量が８ ,９４３トンとなっております。前年度と比較いたしますと可燃ごみで

３２０トン、粗大ごみで５８トンの減少となっております。また、資源として収集され

たもので１２０トン、その他の不燃物で９トンの増加となっております。全体で２４９

トンの減少となりました。  

  次に、物部支所からでありますが、関係のある本課と緊密な連絡調整を図りながら事

業の推進に努めております。建設関係では高知県建設技術公社から職員１名を派遣をし

ていただき、市道の災害復旧に取り組んでおります。物部支所管内での災害発生件数は

１５件で、現在１２件が入札待ちとなっております。残り３件につきましては、現地調

査、設計段階となっております。このうち、市道川口津々呂線の道路災害につきまして

は、路面決壊のため川口集落の４世帯、７名が孤立した状況になっております。地元か

ら乗用モノレールの設置要望があっておりまして、協議をいたしまして早急に実施する

方向にいたしております。  

農業関係では、平成１７年度高知農業確立支援事業によって農道南池線を整備すると
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ともに、特産物であるユズの付加価値を高めるため、ゆずカラーリング施設３基の整備

を図りました。また、平成１８年度におきましても、当該事業によって農道堀田宮の前

線の開設、ゆずカラーリング施設３基の導入を図る計画であります。  

  観光関係では、昨年の台風災害によって別府峡、西熊渓谷方面への車両通行ができな

い状況となっておりまして、この影響でゴールデンウィーク期間中におけるべふ峡温泉

への入込み客も昨年同期に比べると若干減少いたしております。  

  学校教育課からでは、香美市では市立小学校１０校、市立中学校４校、市立小・中学

校数は、１４校でございます。また、児童数は１ ,３３５人、生徒数は５９５人、児童・

生徒数は合計１ ,９３０人となっております。４月１９日には教職員総会も開催をし、学

校を新たな体制で順調なスタートを切っております。香美市教育委員会としましては、

昨年に引き続き、学校、家庭、地域の連携による栄養教諭を中心とする食育推進事業を

展開をいたします。新規事業としましては、問題行動のある児童・生徒を支援する生徒

指導総合連携事業を導入、また自己評価、外部評価を通して学校が信頼をされる開かれ

た学校づくりを進めるため、学校評価システム構築事業も新たに始めました。これらの

３事業を中心として調査・研究を実施し、教育の質の向上を図ってまいります。  

  幼保支援課からは、平成１８年３月１日の合併により香美市における市立保育園数は

１３園となり、１８年度はうち３園が休園をいたしております。委託市立保育園１園を

あわせて計１１園で保育を実施いたしております。園児数は５月１日現在で６６５名で

ございます。  

  次に、土佐山田町すこやか子育てプランについて報告をさせていただきます。平成１

７年３月３１日付土佐山田町保育所改革検討委員会の提言に基づき、保育所改革推進委

員会の審議を経て平成１８年２月に土佐山田町すこやか子育てプランを策定し、あわせ

て実施計画を策定いたしました。合併して香美市となりましたが、このプランは新市に

おいて保育所が今後果たすべき子育て支援の役割、市の保育所の将来像を招くものであ

ります。今後、実施計画に基づきプランを推進し、平成２３年度までの実現を目指しま

す。去る３月の香美市広報創刊号でプランの概要を市民の皆様にお知らせをいたしまし

たが、今度は保護者や住民の皆様にプランの概要、プランの目指すものをご説明するた

めの説明会を６月中に開催する予定でございます。  

  生涯学習課から社会体育関係では３月２１日に香北体育センターで香北弓道錬成大会

が開かれ、県内外から小・中・高・一般の部に８２チーム、４２０人が参加をいたしま

した。また、４月２９日には大栃高校体育館で香美市体力づくり剣道錬成大会が開かれ、

県内各地から小・中・高の部に７２チーム、３７１人が参加をいたしました。土佐山田

スタジアムは、昨年度に引き続き、プロ野球独立リーグであります四国アイランドリー

グの公式戦会場となり、４月２８日には同スタジアムの開幕試合が行われました。県内

外から多くの方々、観客がおいでをいただき、プロ野球を楽しみをされました。同スタ

ジアムの今年度の試合予定は、８月末までに合計９試合が計画をされております。  
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  教育支援センター及び教育研究所からでありますが、香美市立教育研究所は、香美市

の教育の充実、振興を図るために教育研究所を３月１日に設置いたしました。所長１人、

研究員２人の職員、役員としての運営委員８人を置き、円滑な運営を図るための長期計

画について協議するようにいたしております。事業といたしましては、情報機器を活用

したわかる事業の創造、不登校児童・生徒への援助のあり方と特別な支援を要する児童・

生徒への支援のあり方について研究し、実践に努めてまいります。香美市教育支援セン

ターふれんどるーむでありますが、不登校児童・生徒等の学校復帰を支援し、社会的自

立を目指すことを目的に３月１日に設置いたしました。所長１人、教育相談員２人、子

どもと親の相談員１人の職員、役員としての子ども支援委員１９人を置き、円滑な運営

を図るための諸企画について協議するようにいたしております。事業といたしましては、

不登校児童・生徒等に対し家庭、学校、社会生活に適応できるよう助言や支援活動を行

います。また、学校の機能だけで解決できない問題につきましては、ケース検討会を行

い、必要に応じてサポートチームを組織し、問題に対して迅速に対応してまいります。

本市の児童家庭相談窓口として相談受理、情報収集も行い、各関係機関と行動連携を図

ってまいります。  

  以上で諸般の報告を終わります。  

  次に、今定例会に提出をいたしております議案の提案説明を申し上げます。  

  まず、報告第３号から第５号までは専決処分事項の報告で、住宅新築資金等に係る訴

えの提起であります。  

  次に、承認第１５号は、平成１７年度香美市一般会計暫定補正予算「第２号」であり

ます。次のとおりであります。  

  一般会計暫定補正予算「第２号」は平成１８年３月３１日に専決をいたしました。歳

入歳出暫定予算の総額から１億７ ,４５３万７ ,０００円を減額し、歳入歳出予算それぞ

れ４６億９ ,３４１万５ ,０００円といたしました。特別交付税や各種交付金、さらに旧

町村の歳計剰余金や町債の許可額等々が確定いたしたため、平成１８年３月３１日付で

専決をいたしました。  

  歳入で１ ,０００万円以上の変動がありました。各款の概要は次のとおりであります。

地方譲与税は３税合計で１ ,１２９万２ ,０００円、地方交付税は特別交付税分が６ ,９８

８万８ ,０００円、諸収入は旧町の歳計剰余金が確定いたしたため、８ ,４７４万９ ,００

０円の追加となりました。国庫支出金及び県支出金、市債は事業の縮小により総額１億

３ ,７３３万３ ,０００円の減額となりました。また、歳入歳出を調整した結果、財政調

整基金繰入金は２億３ ,６４２万３ ,０００円の減額となっております。  

一方、歳出の概要は以下のとおりであります。民生費は、本年度の老人保健が過去２

年間の平均給付額を大幅に下回る実績となったため、１億３ ,３５１万８ ,０００円の減

となりました。諸支出金は、財政調整基金に１億４０４万円積み立てをいたしましたが、

旧町村借入金返済金が１億３ ,００８万円減額となったため、総額でも２ ,６０４万円の
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減額となりました。  

  次に、承認第１６号から承認第２４号までは、平成１７年度香美市住宅新築資金等貸

付事業特別会計暫定補正予算「第１号」ほか各特別会計補正予算の専決処分事項と、香

美市税条例の一部を改正する条例の制定についてほか２件の専決処分事項の承認を求め

ることについてであります。  

  次に、議案第２５号、平成１８年度香美市一般会計予算は次のとおりであります。  

  平成１８年度一般会計当初予算は、歳入歳出総額１４７億３ ,６６９万４ ,０００円を

調製いたしました。旧３カ町村の平成１７年度当初予算総額は、１２８億６ ,４５７万

２ ,０００円でありましたので、新市の本年度予算は合併に伴う大型予算となりました。

予算規模の増大した要因には、新市となって新規に発生した行政需要であります生活保

護費の８億３ ,９７８万７ ,０００円や、平成１７年度に受けた災害に伴う過年災害分の

３億９ ,９３５万９ ,０００円等の必然的な経費もありますが、大宮小学校改築工事の６

億４ ,２９７万１ ,０００円や、庁舎建設基金積立金３億５ ,０００円の普通建設事業に係

る新たな経費もあります。また、県からの合併に伴う交付金であります新しいまちづく

り支援交付金２億６６６万６ ,０００円、また、県の指導で一たん基金に積み立てた後に

取り崩して使う仕組みとなっておりますので、予算上では歳入歳出が二重計上された形

になっておりますことも、予算規模を引き上げる要因となっております。  

  歳入面では市税が固定資産税率の引き下げ等により、１億２ ,６８８万７ ,０００円、

地方債が９ ,７７０万円の減額となっております。国庫支出金は逆に生活保護費負担金等

で８億４５５万９ ,０００円、県支出金も３億７ ,１０９万９ ,０００円、基金繰入金も４

億６ ,３４１万７ ,０００円の増となっております。また、地方交付税は、合併加算を期

待し、４億５ ,７１３万円の増額を見込んでおります。  

  歳出面では、議会費、衛生費、土木費、消防費は旧３カ町村時代より減少いたしてお

りますが、総務費、農林水産業費、商工費、教育費、災害復旧費、公債費、諸支出金は

逆に増加いたしております。  

本年度予算は、合併協議の中で確認をされた事柄を忠実に反映をいたしましたが、そ

のために基金も１２億４ ,９１７万７ ,０００円取り崩さなければなりませんでした。国

の三位一体の改革も本年度で総仕上げとなりますが、厳しい地方財政運営の中での大型

予算となっております。ご審議のほどをよろしくお願いをいたします。  

次に、議案第２６号から３５号までは、平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業

特別会計ほか各特別会計予算と水道会計予算並びに工業用水道会計予算であります。  

次に、議案第３６号から議案第４６号までは、それぞれ条例の一部を改正する条例の

制定と指定管理者制度導入に伴う条例の制定議案であります。  

次に、議案第４７号から議案第５２号までは、香美市過疎地域自立促進計画の策定ほ

か、規約変更など５件であります。  

次に、同意第１号から９号までは香美市固定資産評価委員、同（審査）委員会委員の
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選任に伴い、議会の同意を求めることについて、また教育委員会委員の任命についてで

ありますので、議員の皆様にはよろしくお願いをいたします。  

以上、本会議に提案させていただきます議案についてご説明を申し上げましたが、議

員各位におかれましては、ご審議の上、適切なるご判断を賜りますよう、よろしくお願

いをいたしまして、終わります。ありがとうございました。  

○議長（西村成君）   これで、市長の行政の報告並びに提案理由の説明を終わりま

す。 

  暫時１０分間休憩いたします。  

（午前１０時３１分 休憩）  

（午前１０時４３分 再開）  

○議長（西村成君）   正場に復します。  

  休憩前に引き続き会議を行います。  

  ただいまの市長の報告等について質疑に入る前に、税務課長から訂正の申し出があっ

たので許可をいたしたいと思います。これにご異議ございませんか。  

「異議なし」という声あり  

○議長（西村成君）   それでは、税務課長、高橋 功君。  

○税務課長（高橋 功君）   訂正がおくれて申しわけありません。  

  承認２２－２２ページ、改正の主な要旨の１番目、「住民税所得割の税率を一律１０％

（県民税４％、市民税１０％）」となっておりますが、「市民税６％」でございますので、

訂正をよろしくお願いします。承認の２２の２２ページ、２２－２２ページです。「１

０％（県民税４％、市民税１０％）」となっておりますが、「県民税４％、市民税は６％」

でございます。訂正をよろしくお願いいたします。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   これから、報告第３号から第５号までの専決処分事項の報告

とあわせて、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、香美市土地開発公社の平

成１８年度予算及び事業計画並びに資金計画書、同じく財団法人香美市開発公社の事業

計画及び収支予算について質問を受けたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

なお、今朝ほど議会運営委員長から報告がありましたように、財団法人奥物部開発公社、

あるいは財団法人アンパンマンミュージアムにつきましては、日を改めまして議員協議

会で行いますので、その点をよろしくお願い申し上げます。 

  それでは、質問を許します。質問はありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   まず、報告の３号ですが、これ３号、４号、５号は姓が同

じなんですけど、どういう関係なのかというのがまず一つ聞きたいのと、それから物件

等はどうなっているかと、もう３、４、５号を含めて、同じ内容ですので。 

  それから、３件とも、もともと貸付金が７５０万円で債権額が３１５万円になっちゅ
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うわけですけど、残金が２２４万円ということで、残金がかなり減ってるわけですね。

減ってるということは、途中までずっと払ってきたという、その辺の一連の経過で、な

ぜそれが途中から払わなくなったのかいう（ことを）含めて、３件とも同じ傾向なんで

す、これ。ですから、何か共通点があるんかなという面を含めまして、ちょっとお願い

したいのが。 

○議長（西村成君）   住新担当参事、奥宮政水君。 

○住宅新築資金担当参事（奥宮政水君）   住新担当参事、奥宮です。それでは、簡単

に説明させていただきます。 

  今回、この高知地方裁判所に訴えを起こしました３名の方は、これ全員３人、兄弟で

ございます。全員、東京都に在住しております。いきさつですが、途中までお金は間違

いなく入ってきておりましたが、３年ほど前から、いや、最後の方が、人によって違う

んですけれども、最後、一番新しい方で平成１６年に入ったのが最後で、それから滞っ

ております。そのために、この３名につきまして再三催促を行っておりましたが、昨年

７月にそのうちの２名から連絡がありまして、１０月末までに支払いを始めるという申

し出がありましたが、しかし、１０月末を過ぎましても、連絡も支払いもありません。

そのために、昨年１２月３１日を期限といたしまして、期限の利益喪失の通知を行いま

した。期限が来ましたので訴訟に移行することにしたものでございます。物件につきま

してはありますが、一応抵当権を、これ建物だけしか、いわゆる貸し付けをしておりま

せんので、抵当権が建物だけにしか入っておりません。そのために、いわゆる抵当権の

実行よりも判決をいただいてからいろんな、まあ言うたら債権回収につきまして選択肢

が広がるということで、訴訟にさせていただいたものでございます。本来ならば、支払

督促を簡易裁判所に申し立てするべきところですけれども、その場合、東京都の３名の

住所地を管轄する簡易裁判所にそれぞれ申し立てをすることになります。当市としまし

ては、高知県内で解決を図りたいと思いますので、高知地方裁判所に提起したものでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   底地はだれのものなのかと、土地ですね、宅地はだれのも

のなのかと、建ってる、物件あるわけでしょう、それはだれのものなのかということと、

これが結局兄弟が借りてるということは、この前指摘したように、やっぱり住宅新築資

金がその中におる方の兄弟に皆建ててしまったということの内容でしょう、これは。こ

れ貸し付け時期から見てもそうなるんじゃないでしょうか。ですから、結局、本来立ち

退きで１件立ち退けばええところを、３人兄弟だったら３人建ててきたということにな

るわけでしょう、これ。その辺を含めてなぜこういう形になったのかということが、ち

ょっとお聞きしたいわけですが、底地の関係と、それちょっと、貸してきた経過がわか

れば、今の担当課に聞くのは酷ですが、お願いします。 
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○議長（西村成君）   住新担当参事、奥宮政水君。 

○住宅新築資金担当参事（奥宮政水君）   すいません、その底地の所有者につきまし

ては、今ちょっと資料を持っておりませんので、後ほどまた報告させていただきます。 

○議長（西村成君）   ほかに。 

１２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   ちょっと開発公社の方の関係をお聞きします。６ページの、

まず楠目小学校の拡張に伴うこの物件から、１５番のポケットパーク用地等を含めて、

この全体で開発公社が持ってる土地で、もう本来、これ持っててどうするんかなという

土地があるわけですが、その辺の処分計画については、ちょっと協議してるんかなとい

う辺が、これはどうでしょうか。楠目小学校の拡張関係でも、利息だけでも５６万１,０

００円というお金が出る形になってますわね。ですから、その辺を含めて。 

  それからもう一つ、秋ノ谷の宅地造成に基づく簡易水道の引き込み工事をやる予定な

んですが、どういう形でやるのかという辺を含めて、一定検討もされちょったら、この

点もお願いします。 

  それから、あとこの開発公社の方はそういうもう不用の土地の処分等をどう検討して

いくかと、このさっきのだけやなしに、あれば。 

  それから、財団法人の関係ですが、この収入で自動車の駐車場のお金が出てますが、

これ何かこの前ずっと話を聞きよったら、この事業そのものをもうやめるということな

んですけど、５９０万円の予算を組んでますわね。どういう形になるんかなと。これは

もう全部その地権者の形に変えていくのか。その辺の関係を含めて工科大との関係を含

めてどういう話し合いをしてるか、それもお願いします。 

○議長（西村成君）   企画課長兼土地開発公社事務局長、濵田賢二君。 

○企画課長兼土地開発公社事務局長（濵田賢二君）   お答えをいたします。 

  土地開発公社が所有をしております土地については、跡地利用については計画がござ

いませんが、うち、楠目小学校の関係で取得をしております用地については、道路の計

画が入っておりますので、そこら辺に生かせるというのが見通しとしてはございます。

それ以外については計画を持っておるということはございません。また、そういったこ

とについての検討もしたかということについてですが、むしろ町（市）にもう引き取っ

ていただきたいというお話もしておりますけども、なかなか財政的な事情もございまし

て、そういうことが現実的には対応できてない状況でございます。 

  秋ノ谷の簡易水道の工事費ですけれども、これ売れるようになりますと、水道を引か

ないけませんから、予算として上げさせていただいておるということにご理解をいただ

きたいと思います。 

  それから、財団法人の開発公社の工科大の駐車場の件ですけども、こちらにつきまし

ては、一応借入金を借って整備をし、この借入金が駐車料金で処理ができました段階で、

それぞれ地権者にお返しをしていくということできております。今回、２つの区画を１
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８年度でお返しをいたします。第５と第１２駐車場ですか、こちらをお返し、１８年度

中にすることになりまして、残りますのが第６駐車場、こちら一つになります。こちら

は１９年度に償還が終わりますので、一応工科大の駐車場につきましては、１９年度を

もってすべて地権者にお返しするという格好になります。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   もう１回元へ戻って、その報告の第３号、４号、５号です

けど、今、同僚議員も質問をしたんですけど、これはこの人自身に、３名に行政として

は実際会って、こういう経過のもとで訴訟を起こしたのかどうか。これ年齢とかその人

の健康状態とかはわかるんかね。年齢は３人とも。 

○議長（西村成君）   住新担当参事、奥宮政水君。 

○住宅新築資金担当参事（奥宮政水君）   最近は直接は会っておりません。年齢を申

し上げます。報告第３号の方が６１歳、それから報告第４号の方が６７歳、報告第５号

の方が７０歳でございます。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   報告３、４、５号に関連して１点だけ伺いますけど、先ほ

どの話では高知の裁判所へ訴訟を提起したということで、東京へ行かんといかん可能性

というのは出てきますかね、この流れの中で。そこら辺はどうなのかお伺いします。 

○議長（西村成君）   住新担当参事、奥宮政水君。 

○住宅新築資金担当参事（奥宮政水君）   一応、高知裁判所の方へ訴訟を起こしまし

たので、それはないものと思っておりますが、まだ今後のいきさつによっては可能性が

ないとも言えませんが、何とも私の方では今ちょっとわかりません、その件につきまし

ては。 

○議長（西村成君）   ほかにありませんか。 

  ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   土地開発公社の会議案の件で、これは最後の方の定款の新旧

対照表ですが、ちょっと字句がこれ違うんじゃないかと思うのが、おしまいから２枚目

です。これどういうふうに言えばいいのかな。５ページの８ですか、８分の５（ページ）

ですか、の附則のところで「市長」に変わるんじゃないでしょうか、この２が、「土佐山

田町長が定めるところによる」、それと４の（「土佐山田町長の承認」の部分は）これは

市長に、「香美市長」に変わるんじゃないでしょうか。２と４ですが。 

○議長（西村成君）   企画課長兼土地開発公社事務局長、濵田賢二君。 

○企画課長兼土地開発公社事務局長（濵田賢二君）   お答えをいたします。 

  違和感を持たれるかもわかりませんけれども、この規約の変更をしましたのが２月の
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段階でございまして、その段階での取り扱いから言いますと、「土佐山田町長」という表

記になります。この段階で、土佐山田町長が任命した方が新市になっても引き続いて、

土地開発公社の場合にはそれぞれ役員が当て職ではございませんので、新市へ引き継が

れるように定款の改定を３月１日以前に行うということで処理をさせていただきました。

そういういきさつがございますので、こちらの方では表記としては「土佐山田町長」と

いう表記になっております。そういうふうにご理解をいただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   開発公社の土地開発公社の関係で一つお尋ねしたいですが、

６ページ、１６件の土地を保有してるわけですけれども、それぞれの目的によって取得

したわけでございますので、いずれ、その目的に従った処分がなされていくべきであろ

うと思います。そこで、昨今の財政事情から早急にはいかないと思いますけれども、こ

の１６件の土地が大体何年ごろに処分ができるか。その見通しがあればお願いします。 

○議長（西村成君）   企画課長兼土地開発公社事務局長、濵田賢二君。 

○企画課長兼土地開発公社事務局長（濵田賢二君）   お答えをいたします。 

  先ほど、笹岡議員のご質問にもお答えをいたしましたけれども、現在、この持ってお

ります土地につきましては、楠目小学校用地として取得した土地以外については、利用

について計画がございません。この土地、それぞれ取得した当時とはいろんな状況が変

化をしてきておりまして、そのときに、何のために使うかということで取得をした目的

にはもう使えないという等もございますので、他に転用をするか、もしくはもう処分を

するかということになってきますけれども、処分につきましても、やはり売れる土地で

あるかどうかということもありますし、公社としましては、これまでのいきさつから言

いますと、合併前で言いますと町、それから合併後については市の方に引き取っていた

だきたいということをずっとお願いをしてきた過程がございますけれども、なかなか今

日の財政状況を見たときに、そういう状況には至るような状況ではないということで、

土地開発公社の方についてはそういう取り扱いをしていただけない状況でございます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   その状況はよくわかります。この１６件のそれぞれの土地

について、できれば今回はこれで了とするわけですけれども、取得の年月日、取得の価

格、それで現在における残存価格といいますか、評価額、実質価格、そういうものがど

ういうふうになっておるか、次回から示してほしいと思います。 

○議長（西村成君）   企画課長兼土地開発公社事務局長、濵田賢二君。 

○企画課長兼土地開発公社事務局長（濵田賢二君）   ご要望のありました件について

は、そういった資料を次回以降調整をしたいと思います。 

○議長（西村成君）   ほかにありませんか。 
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  １９番、幾井洋一君。 

○１９番（幾井洋一君）   土地開発公社の７ページでございます。資本的収入及び支

出のところで、長期借入金が５億７,６００何万円と。支出の方を見ますと、長期借入金

償還金が６億４,９００何万円となっておりますが、この数字の違いがどうして出てきた

か教えていただきたいと思います。 

○議長（西村成君）   企画課長兼土地開発公社事務局長、濵田賢二君。 

○企画課長兼土地開発公社事務局長（濵田賢二君）   お答えいたします。 

  この手前に数字を積み上げた関係の資料があるわけですけども、それをちょっと手元

に持っておりませんので、また後刻お答えをさせていただきたいと思います。よろしく

お願いします。 

○議長（西村成君）   ほかに質問はありませんか。 

○議長（西村成君）   質問なしと認めます。これで質問を終わります。 

  お諮りします。先ほど、議会運営委員長から報告がありましたが、議案第３９号は税

外収入について本年度分から延滞金等徴収するに当たって、現行条例では事務処理が煩

雑になることの理由により、本日、他の案件と分離し、会議規則第３７条第２項の規程

により、委員会付託を省略し本会議方式により審議、採決したいと思います。これにご

異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、議案第３９号、香美市税外収入の督促手数料及び延滞金条例の一部を改正

する条例の制定についてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   議案第３９号、香美市税外収入の督促手数料及び延滞金

条例の一部を改正する条例の制定について。 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  香美市税外収入の督促手数料及び延滞金条例の一部を改正する条例 

  香美市税外収入の督促手数料及び延滞金条例（平成１８年香美市条例第７０号）の一

部を次のように改正する。 

  ということで、１条と４条につきまして改正を行うわけでございます。これにつきま

しては、改正文は朗読を省略をさせていただきまして、提案理由をもって説明といたし

たいと思います。 

  延滞金徴収事務を円滑に行えるように改正するものでございます。もとの条例につき

ましては、納付額１００円に対して年１４.６％の延滞金の計算ということになりますの

で、円単位までの計算となるということで、事務が非常に煩雑になるということでござ

います。そして、この改正の条例の分でいきますと、当該金額、この税外収入の納付す

る額が１,０００円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。また、その納付金
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額の全額が２,０００円未満であるときは、その全額を切り捨てるということでございま

す。それから、計算をしました延滞金の確定金額に１００円未満の端数があるとき、ま

たはその延滞金の全額が１,０００円未満であるときにつきましては、全額を切り捨てる

というふうな改正でございます。 

  それから、第４条の第２項でいきますと、この延滞金の計算につきましては、うるう

年の日を含む期間についても３６５日当たりの割合で計算をするということでございま

す。 

  以上です。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

  ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   伺いますが、基本的に税の督促手数料及び延滞金のあれと

あわせたという考え方でいいんですかね。同じ仕組みにしたというふうな認識でよろし

いものかということを伺います。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   お答えします。 

  そのとおりでございます。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   この税外収入の今回の改正については延滞金ですが、これ

までも旧土佐山田町の場合にあっても何回か指摘させていただいたわけですけれども、

条例を制定したからには、必ずこの運用していただきたい。そのことを重ねてお尋ねし

たいと思います。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   お答えをいたします。 

  従前から条例についてはございましたが、その運用がされてなかったということで、

たびたび指摘はされております。この税外収入の中には、非常に物によって公法上の取

り扱いになるもの、あるいは司法上の取り扱いになるもの、非常に複雑でございます。

統一してすべての使用料等について徴収するということにはならないわけでございます。

項目に従って、それぞれその地方税法の例によるとか、あるいは個別の法に基づいて徴

収ができる分、あるいは徴収できない分、あるいは督促料も、督促はできるが、督促料

も取ることができない分、いろんな分野に分かれております。そういうことを十分に収

納管理課の方で把握をしていただいて、金融機関等も含めて徴収をしていただく分につ

いては徴収をしていただくという形で進めていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 
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○１２番（笹岡 優君）   まず一つは、第１条のところに、「並びに滞納処分」、滞納

処分の部分を削ってるわけですが、その意味は何なのかという、滞納処分とはどういう

概念になるのかなということですね。 

  あと、第３項かな、前は延滞金の割合のところの特例があったわけですね。それを全

部のけた理由は何かあるのかということ。 

  それからもう一つお聞きしたいのは、実績的にはどうなのかなと、これが、こういう

やってきた、わかれば、この間、実績、この間ずっとこういう１４.６％で掛けて、こう

いうやってきた実績としてあるんかな、実際は、延滞金掛けて。 

  それと、この関係でちょっとお聞きしたいわけですが、今、ゴルフ場等の関係の金額、

お金ありますわね。あれはこの適用になるんかなと。そこはどうか。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   まず、最初にこの第１条の中で「滞納処分」をのけてお

るということでございますが、これについては、財務規則の中にこの滞納処分について

の規定がございますので、ここで二重にうたう必要がないということでのけております。 

  それから次に、その実態は、今まで集めてきた実態はあるかということでございます

が、ちょっと私の総務課の管轄の中ではその把握はできておりませんが、基本的に今ま

でその取り扱いの中では税の徴収の部門の取り扱いでそれをしておったかどうかと、運

用しておったかどうかということになろうかと思います。私の方では把握はしておりま

せん。 

  それから次に、その特例ということですが…ちょっとお待ちください。従来のこの延

滞金条例につきましては、特例の措置はございません。今度新たにできた分について、

「市長は災害その他特別の事由によりやむを得ない場合については、減免をすることが

できる」ということでございます。 

  それからもう１点、ゴルフ場の寄附金でしょうかね、その問題でございますが、基本

的に寄附金については、相手が市に対して好意的に納めるということでございますので、

督促料あるいは延滞金は対象にはならないということでございます。（後に「負担金とい

う名目である」と訂正発言あり） 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから、討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、議案第３９号、香美市税外収入の督促手数料及び延滞金条例の一部を改正

する条例の制定についてを採決をいたします。本案を原案のとおり可決することに賛成

の方の起立を求めます。 
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（賛成者起立） 

○議長（西村成君）   ありがとうございました。全員賛成であります。よって、議

案第３９号は原案のとおり可決されました。 

  総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   笹岡議員の質問で、私、ゴルフ場の関係を「寄附金」と

いうふうに表現をいたしました。寄附金つきましてはそういう取り扱いになります。ゴ

ルフ場の関係については「負担金」という名目でございますので、精査はまだしてござ

いませんが、恐らくこの地方自治法の２３１条の３の条項のどれかにはまってくるんで

はなかろうかというふうに考えておりますが、なお、精査をしなければ、どの分で対応

するかというのはわかりません、今の段階では。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ただいまの訂正がありましたが、一応全員賛成で可決いたし

ておりますが、そのことを議員の皆様に了解を諮りたいと思いますが、ご異議ございま

せんでしょうか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   ありがとうございました。 

  中澤議員。  

○３５番（中澤愛水君）   先ほどの特別委員会の報告で、サービスでちょっと言葉を

滑らしましたが、都市計画の線引き、原稿に書いておりませんでしたけれども、それで

以前は２市３町、南国市を含めて２市３町でありましたけれども、３市２町のところが、

「物部川と仁淀川に挟まれた地域が都市計画の線引き、都市計画法による都市計画が行

われておる」ということに訂正をしたいと思います。  

○議長（西村成君）   これで本日の日程はすべて終わりました。 

  次の会議は５月１６日火曜日の午前９時から開会をいたします。 

  本日はこれで散会をいたします。 

  どうもご苦労さまでございました。 

 

 

（午前１１時１９分 散会）  
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  ５番、千頭洋一君、６番、小松紀夫君（会期第１日目に会期を通じ指名） 
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議事の経過 

（午前９時００分） 

○議長（西村成君）   おはようございます。ただいまの出席議員は３５人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程に入る前に報告します。２３番、竹平豊久君は家族の通院介助のため欠席、

２８番、前田泰祐君は病気入院中のため欠席、８番、森本珠城君は車の故障のため遅刻

という連絡がありました。 

  議事日程は、お手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、一般質問を行います。順次質問を許します。 

  ５番、千頭洋一君。 

○５番（千頭洋一君）   おはようございます。５番の千頭洋一でございます。改めま

して質問の前に初代香美市長に無投票当選されました門市長に対しまして、衷心より

お喜び申し上げます。３万余の市民が今日まで築かれた実績、手腕を期待しております

ので、よろしくお願いいたします。 

  一般質問、通告書に従いまして、次の５項目につきまして質問させていただきますが、

市長就任後初の第３回定例会議でトップバッターということで質問の機会を得ましたこ

とは、光栄に存じます。 

  まず、第１点目ですけども、香美市長の将来構想、産業振興政策等についてでござい

ます。２点目が国道１９５号線及び県道の改修計画と、今後の見通しについて。第３点

目が、本年３月実施されました納税相談におきまして苦情があったと、そのことについ

てちょっとお伺いしたいと思います。４点目が防災対策でございます。５点目、最後で

すが、市町村合併に伴い地方銀行が撤退する懸念があるというが、その対応についての

ことでございます。 

  まず、第１点目でございます。 

  香美市の将来構想、産業構想政策につきましてでありますが、市長公約といたしまし

て、政策推進の基本理念、基本目標を「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなでつくるまち

づくり」をキャッチフレーズに提言してこられましたが、中山間部地域の市民は、身近

な福祉や暮らしの住民のサービスの低下、特に高齢者は切り捨てられるのではないかと

いう懸念がしておるところでございます。それに対しまして具体的な政策課題をお聞か

せいただければありがたいと思います。 

  また、農林業の振興でありますが、まず農業の現況であります。農業生産物の価格低

迷、燃料費の高騰、産地競合、輸入量の増大等、農産物の安全・安心、生産利益による

トレーサビリティなどに対しまして農業経営は非常に時間等大変なときがきております。

そこで少しでも生産者の顔が見え、安全・安心、新鮮で消費者に少しでも喜んでもらえ

るために、地産地消、地域ブランド化の構想等はどうかということについてお伺いさせ

ていただきたいと思います。 
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  林業振興でありますが、価格低迷する中で香美市には２つの森林組合もあり、本市の

約９割が森林というその中で、この森林の資源を有効活用、効率化するためには、まず

林道、作業道の整備が急務であるかと思います。その見通しについてお聞かせいただけ

ればと思います。 

  本市地場産業の一つであります鍛造業、打ち刃物、歴史と伝統のあるこの業界も従事

者の高齢化と後継者不足、さらに需要の低迷等によりまして生産量、額とも減少の一途

をたどっておるとお聞きします。この振興策をお聞きしたいと思います。 

  次に、観光施設の連携による交流人口の拡大とパンフレット作成でありますが、本市

には龍河洞を初めアンパンマンミュージアム、轟の滝、べふ峡等数多くの観光施設があ

り、今年のゴールデンウィークには、新聞報道によりますとアンパンマンミュージアム

には２万４,５００名、龍河洞には１万４,０００人の来場者がありました。このこうい

った方々の来場者を今までの点からではなく、面へとさらに交流の拡大をしていくため

にも、市内全域の観光箇所並びに詳細な案内図等が必要だと考えておりますが、いかが

でしょうか。 

  次に、国道１９５号線及び県道改修でございます。 

  まず、１９５号線のアクセス路線としてあけぼの街道がございます。現在八王子の東

の方、北本町３丁目ですが、（そこ）まで供用されていますが、その後、１９５号線の延

伸につきまして、土佐山田町市街地の交通渋滞解消のためにも杉田まで計画があるとお

聞きしますが、その後の延伸等整備計画についてお聞かせ願いたいと思います。 

  それともう一つ、物部川北岸の県道２１８号線日ノ御子土佐山田線、県道２１７号の

久保大宮線、それから、国道１９５号線と国道５５号線の連絡道の非常に幅員が狭いと

いった形で、地震等災害が発生したときには、香北町、物部町は交通が遮断され、孤立

することが懸念されております。これについて改修、整備計画等今後の見通しをお聞か

せ願いたいと思います。かつて１９５号線の杉田ダムの近くで、豪雨により土砂崩れの

危険性が発生したことがありました。香北町橋川野から物部川北岸を経て日ノ御子土佐

山田線を経由して、また杉田のダムのえん堤を渡って、国道へ迂回してきた経験もあり

ます。そのときにも大変交通がまひをしたことがございます。土佐山田町の本村から香

北町の五百蔵間には、幅が１車線しかなく対面通行もできず、交通のまひ状態になり、

また今世紀の前半には５０％の確率で発生が予測されております東海・東南海・南海地

震に対しまして、発生したときにはさらにその事態には想像を絶するものがあると思わ

れます。これに対して、北岸線の改修をお聞かせいただければと思います。 

  次に、香美市誕生の本年３月納税相談実施がありました。 

  そのときに、予定の時間を大幅にして（超して）住民からの苦情が相次いだといった

ことをお聞きしましたが、それの実態、原因、今後の対策等についてお聞かせいただけ

ればと思います。 

  防災対策でありますが、先ほど国道、県道の改修でもお伺いしましたが、今世紀の前
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半に発生が予測されております地震に対しまして、その災害を最小限に食いとめるため

にも、防災のハード、ソフト両面の対策の実態はどうか。災害が発生したときのライフ

ラインの確保はどうなっているか。自主防災、自治会の組織、この前の市長の報告では

３７組織があるとお聞きしましたが、その活動状況と地域住民のいかに防災意識をつく

っていくか、このことについてお伺いしたいと思います。 

  最後に、市中金融金庫、銀行、地方銀行での存在でありますが、香美市となった今日、

旧香北町、物部町には市中銀行の出張所、代理店等がございますが、国、県からの交付

金等の受け入れが減少すると近い将来市中銀行は撤退が懸念されておると思います。そ

の対応策について所見をお聞かせいただきたいと。 

  以上、５項目でありますが、よろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   おはようございます。千頭洋一議員のご質問にお答えをさせ

ていただきます。  

  合併をしまして２カ月余りがたったわけであります。さまざまな経緯の中で合併をこ

こに決定をし、推進をしていっているわけでありますが、先ほど千頭議員からもご質問

がございました香美市の将来構想、産業振興政策についてということでございます。こ

の香美市の政策推進の基本理念、いわゆる「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くま

ちづくり」これをこれから香美市の政策を進めていく上での基本構想として、将来構想

としてやはり推し進めていくことか重要であります。とりわけ５３８平方キロという広

大な面積の約９０％が山林地域であり、また同時に多くの農地は中山間地域にあるわけ

でありまして、そうした中で、いかにその地域の農業を守っていくのか、林業を守って

いのかということは、大変これから先の大きな香美市の課題であるというふうに認識を

いたしております。  

一番目の農業振興につきましては、先ほどそうした香美市の位置づけにあるわけであ

りますので、特に農林業を中心とする第一次産業の振興というものは、本市での重要な

政策の位置づけとして取り組んでいかなければならないというふうに思っております。

地産地消、あるいはブランドにつきましても、当然こうしたものを推進をしていくわけ

でありますが、この香美市には特にブランドとして全国に名を馳せたさまざまな農産物

があるわけであります。そうしたものに、より磨きをかけ、さらに全国のシェアを伸ば

していけれるような、そういう生産体系をつくっていくことも大変重要であろうという

ふうに思っております。  

また、林道につきましても、林業振興につきましてでありますが、特にそうした多く

の山林を有しております。人工林の多い中ではどうしても林道あるいは作業道というも

のが必要になってくるわけであります。とりわけ、今日林業の不振の中で、大変山林の

荒廃も目だっており、それがまた災害を呼ぶなど、多くの弊害等も生んでおるわけであ

りまして、やはり山に入りやすい態勢をつくるということは、これは大きな、いわゆる
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林業の振興に寄与できるものというふうに思っておりますので、そうしたものも十分に

考えていかなければならないというふうに思っております。  

また、地場産業の振興策であります。特に、鍛造業につきましては、伝統産業という

ことで、この香美市でも多くの業者の方が、事業者の方がおいでるわけでありますが、

しかしながら、それを取り巻く環境というものは決してなかなかたやすいものではござ

いませんし、また、同時に後継者不足、あるいは不況によりますところのその余波、そ

うした中で厳しい状況にあるというふうにお聞きをいたしております。さまざまなそう

した悪条件の中でも、やはり頑張っておられる皆さん方に対して行政としてしっかりと

した対応をしていかなければならないというふうに思っておりますし、また、今までに

も商工会等を通じて、やはりそうした手も打ってきたわけでありますが、今後も伝統産

業である鍛造業につきましての振興も常に行政としてしっかりとして見守っていく努力

が必要だというふうに思っております。  

また、観光施設の連携による交流人口の拡大等につきましても、ご承知のとおり、こ

の香美市には多種多様な観光施設、そして自然に恵まれたすばらしいそうした箇所があ

るわけでありますので、そうしたことを踏まえてこれからそれぞれの点を線に結び、そ

して面的な広がりを持って全市的な観光の政策によって交流人口あるいは観光客の受け

入れを図っていく体制を整えることが必要ではないかというふうに思っております。  

そして、金融機関の存続につきましては、合併に伴いまして、交付金の受け入れ態勢

は本庁扱いとなってくるわけであります。現存しております香北、物部の指定金融機関

の取り扱いがなくなってくるわけでありまして、そうしたことに伴いまして、先ほど言

いましたような、千頭議員からおっしゃられましたような撤退するのではないかという

ふうなご心配もあるわけでありますが、しかしながら、地域にとりましては、やはり金

融機関というものは、やはり社会的貢献の大変大きな度合いも持っております。また同

時に住民にとりましてはその身近なところに金融機関があるということは、大変大事な

ものでありますので、今後そうした撤退に結びつかないように行政としましても機会を

とらえてそうした要望、要請はしていくつもりでございます。  

なお、先ほど申し上げましたさまざまなこの農業振興を含め、具体的な政策につきま

しては、担当の方から答弁をさせていただきます。  

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。  

○農政課長（宮地和彦君）   それでは、千頭議員の農業振興についてお答えをさせて

いただきます。  

  政策観点については、市長の方より答弁をさせていただきましたので、個別の事業の

関係をお答えいたします。また、今議会におきまして、たくさんの議員さんから農業振

興、また農薬関係についてご質問をいただいております。いろんなお答えの中で重複す

る部分があろうかと思いますが、ご理解を願いたいと思います。  

  まず、千頭議員からの地産地消、地域ブランドについてお答えをさせていただきます。  
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  地産地消におきましては、現在学校給食、また他の食材を提供できる公共施設での地

元産米、これは補助事業導入後も感謝米を含め継続をされてきております。本年度の促

進事業でございますが、シイタケ体験学習、刃物まつりの料理講習、小学校料理教室、

そして農園活動などを計画しています。そのような取り組みを通じまして、地域農産物

への理解を得られることによりまして一般家庭や学校給食などにおきまして、米の消費

拡大、また地域産物の恒常的使用を促進していくことが必要と考えています。  

  また、一方では農業者が地域の消費者ニーズをとらまえ、生産する取り組みを行い、

産地直売所、また生産者販売コーナーの利用促進も拡充することになると考えています。 

  ２点目の地域ブランドにつきましては、これまでも全国に発信できる産地としまして、

一定の経過もあります。これからも特産品目の拡大も含め、地域特性を生かした付加価

値に追求の必要があると考えています。  

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。  

○林政課長（小松清貴君）   千頭洋一議員の林業振興とりわけ林道、作業道整備の見

通しについてお答えいたします。  

  林業振興には何と言いましても林道、作業道開設等の基盤整備が重要であると考えて

おります。そこで、現在の状況をもって見通しにさせていただきます。香美市の林道、

森林管理道の開設事業は、物部町内で県営林道が３路線、補助林道が物部町２路線、香

北町１路線の計３路線、市単独の自力林道が香北町に改良舗装を含みまして２路線あり

ます。合計８路線となっております。来年度中に完成できるのは、香北町の西又河野線

の改良舗装のみでありまして、その他については御在所線が２０年度完成、あとの路線

につきましてはおおむね７年から１０年以上要する路線であります。また、物部川南岸

を縦断します河口落合線につきましては、まだ２０数年かかる予定でございます。継続

路線につきましては、早期完成を図る必要があると考えます。また、新規路線につきま

しては、単独ではなく、国庫補助林道を計画したいと思っております。しかしながら、

県の補助が期待できない今日の情勢を踏まえまして、新規路線については慎重に検討し

ていきたいと思います。森林管理道の開設事業補助率は国が５０％でございます。  

次に、作業道についてですが、平成１７年度に計画したものを、順次現在施工中であ

りまして、平成１８年度は国庫の作業道約２ .５キロメートル、県単、その他の作業道

５ .１キロメートルを予定しております。来年度は実施３年目となり、見直しをかける年

度でもあります。間伐事業等の関係もありまして、森林組合から計画が上がったものを

審査し、承認し、実施しております。今後も森林組合が年度内に完了できる同程度の規

模の事業量を確保しまして、引き続き作業道網の充実を図っていきたいと考えておりま

す。  

○議長（西村成君）   商工観光課長、高橋千恵君。  

○商工観光課長（高橋千恵君）   おはようございます。千頭洋一議員の香美市の将来

構想、産業振興政策についてのご質問にお答えいたします。  
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  ③地場産業、鍛造業の振興策についてでございますが、香美市におきまして地場産業

の振興は重要な課題であると認識しております。４００年の歴史を誇る土佐打ち刃物や

フラフの製造は、伝統産業として後世に引き継がなければなりませんが、不況や後継者

不足により、年々従事者が減少している現状です。現在、市としましては、鍛造業の後

継者育成を図るため、事業所において鍛造技術の指導を行うことに対する補助や、刃物

まつりの補助を行っております。また、土佐打ち刃物のブランド商品拡大の援助や、二

世会運営事業の補助も行ってまいりました。今後、土佐打ち刃物のブランド化や販路拡

大に対して、商工会とタイアップしながら支援していきたいと考えております。そして、

将来的には観光も視野に入れ、体験もできる総合型土佐打ち刃物施設の整備の方向性も

検討したいと考えております。  

  次に、④観光施設の連携による交流人口拡大と、観光パンフレット作成についてお答

えいたします。  

  香美市が所属する高知中央広域市町村圏事務組合では、今年の６月１日より１１月１

５日までスタンプラリー事業を実施いたします。５カ所以上のスタンプを押すと豪華商

品の応募が可能となっておりまして、交流人口の拡大を期待しております。スタンプは、

全２３カ所に設置しており、本市については龍河洞、土佐刃物流通センター、アンパン

マンミュージアム、べふ峡温泉に設置することとなっております。さらに、本市におき

ましては、県の体験型観光推進事業の補助を受け、べふ峡温泉を総合窓口とした奥物部

の自然体験型観光メニューが完成しております。本年度からは、観光協会の支援も受け

て、普及活動やセールス活動を実施し、行く行くは香北町、土佐山田町でも体験型観光

メニューをつくっていくようにと考えております。  

また、香美市観光パンフレットについては、プロポーザル方式を採用し、審査会にて

企画提案資料を評価し、既に委託契約を締結しまして、１０月末に納品されることにな

っております。パンフレットは、３町村に納入実績のあった４業者に部数１万部、３２

ページ程度、１０月末納品等の仕様書で見積もり、企画案を提出してもらい、審査の結

果、一番安く評点の高かった市内業者に決定いたしました。今後、作成業者と打ち合わ

せを重ね、それぞれの自然や観光施設、祭り、文化、歴史などをバランスよく掲載し、

見やすく、皆様に手に取っていただける紙面づくりを協議しながらつくり上げてまいり

ますが、内容や構成作業でもご教授をお願いすることもあるかと思いますので、よろし

くお願いいたします。  

以上です。  

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。  

○建設都計課長（中井 潤君）   千頭洋一議員の国道１９５号及び県道改修につきま

してお答えを申し上げます。  

  県道高知山田線、通称あけぼの街道ですが、香美市内の工区は２１年度完成を予定し

て事業を進めてございます。本年度は、用地補償が中心となりますが、若干の調査費等
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が見込まれております。現在の事業認可区域以上の延伸につきましては、整備を進めて

おります区間の整備を優先に行っていきたいという県の見解でございます。道路関係事

業費が削減をされております現状では、何カ所でもの事業実施は難しく、集中投資で事

業効果を発揮したいという考えがあるようです。あけぼの街道以外の県道につきまして

は、全体としまして１ .５車線的な整備とかいう方針はあるようでございますが、路線ご

との連動を区切った全体事業費というものはないようでございまして、市町村の要望に

よりまして短期の計画によって改良や整備を行っております。市としましては、住民の

生活、防災の面からも毎年改良を進めていただけるよう要望してまいりたいというふう

に考えております。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   税務課長、高橋 功君。  

○税務課長（高橋 功君）   千頭議員の納税相談についてというご質問にお答えをい

たします。  

  ご質問にありましたように、納税相談で時間がかかったという相談日もございまして、

そういう言葉をいただいたこともあります。この件につきましては、現在まだ課税中で

ありますので、課題といたしまして、来年に向けて検討していきたいというふうに考え

ておりますので、よろしくお願いいたします。  

○議長（西村成君）   防災対策課長、田中育夫君。  

○防災対策課長（田中育夫君）   千頭議員の防災対策についてお答えいたします。  

  １点目の防災のハード面、ソフト面の対策についてでございます。防災のハード面に

つきましては、市役所本庁に防災行政無線局、移動系の基地局が４課に、陸上移動局の

車載型が４課の公用車に、携帯型として９台を配置しております。また、遠隔制御局を

防災対策課に設置しております。香北支所には同報系の親局が事務管理課に、中継局が

谷相に、遠隔制御局が２局、屋外各制御局が２８局、個別受信機を香北町内全戸に配置

しております。移動系としまして、基地局を事務管理課に設置し、車載型を公用車５台

に、携帯型を１１台配置しております。それから、物部支所には移動系の基地局を業務

管理課に設置し、公用車に６台、携帯型１１台の配置の通信体制でありますが、災害時

の情報伝達等を迅速かつ的確に行うため、通信設備の充実を図る必要があります。その

他、耐震改修等、耐震性の強化、確保を図るため、各関係各課と方策等推進に努めなけ

ればと考えています。  

  ソフト面では、耐震診断や自主防災組織の整備、広報等により防災意識の周知及び防

災知識の普及、啓発を図る所存です。  

  ２点目の災害が発生したときのライフラインの確保はどうかということでございます。

災害が発生した場合のライフラインの確保のためには、確保訓練及び情報化対応訓練に

努め、通信、電力、ガス、上下水道等のライフラインの地域企業等において行う代替手

段等の確保、関係機器の点検と使用方法の習熟等の訓練、ライフライン施設における相
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互応援も含んだ応急復旧等の訓練、情報ネットワークシステムによるバックアップの手

段の運用等の訓練、地域防災計画に基づき、関係機関相互の連携と協力体制の確保に努

め、迅速かつ的確な災害関係情報の収集、伝達及び広報の訓練を行い確保を勤める考え

です。  

  ３点目の、自主防災自治会組織の現況と地域住民にいかに意識づけをするのかという

ことを回答いたします。大規模災害の発生時、自分の命は自分で守る、隣近所で助け合

うことが基本であります。南海地震のような大規模な災害が発生したならば、広範囲に

及ぶ被害が想定されます。阪神・淡路大震災や新潟の地震ほか、隣近所での助け合いが

いかに重要であることが実証されております。そのようなことから自治会に自主防災組

織の説明会を促し、地域に出向いて自主防災組織の整備を実施しており、５月１日現在、

３７組織が設立されております。被害を最小限に抑えるために、なぜ自主防災組織が必

要であるかということの説明、またその役割と組織の構成、活動内容などの説明をして、

各地域の特性を生かした組織づくりに努めています。その中で防災意識の啓発や防災マ

ップの作成、防災訓練の実施による意識の高揚を図っている次第であります。全地域へ

の組織設立に努め、また広報等により防災意識づけの周知をしてまいりたいと思います。

活動状況でありますが、各設立された防災組織で勉強会、それから訓練などを行ってお

りますけれども、本年におきましては、高知県の防災集会のときに一斉の防災訓練を実

施したいと思っております。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   ５番、千頭洋一君。  

○５番（千頭洋一君）   千頭でございます。ただいま、門市長を初め各課長さんか

らそれぞれご答弁いただいたわけでございますが、非常に財政の厳しい折、皆さん非常

に頑張っておられるということを痛感いたしました。その中でちょっと２つばかりお伺

いしたいなと思いますが、高橋商工課長さんにお伺いしたいんですけれども、今回予算

計上を予定されております土佐打ち刃物の後継者育成技術指導者助成補助金が９０万円、

何か出てるようですけれども、もしおわかりならば、これは過去にもずっとあった制度

なのか、その内容とか、もしあったらその成果等お教えいただければありがたいと思い

ます。  

  それともう１点でございますが、高橋税務課長さんに改めて再度またお願いしておき

たいんですが、来年度の納税相談には今回のようなことが絶対ないように、ひとつお願

いしたいと。地域住民では、合併したらすぐこんなことになったかなという声を大分聞

きました。そのためにも、次期の納税相談にはスムーズな運営ができることをお願いい

たします。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   商工観光課長、高橋千恵君。  

○商工観光課長（高橋千恵君）   千頭洋一議員の２回目の質問にお答えいたします。  
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  後継者育成制度の補助金でございますが、月１０万円で１２カ月、１２０万円を本来

ですと計上しておりました。今まで、過去一度この補助金を出したことがございます。

しかし、後継者育成はなかなか難しい問題で、なかなかその方が従事するには、最終的

には至らなかったと聞いております。なかなか難しい問題でちょっと頭を痛めておりま

す。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   税務課長、高橋 功君。  

○税務課長（高橋 功君）   千頭議員の２回目のご質問にお答えをいたします。  

  納税相談につきましては、スムーズな運営を心がけておりますけれども、何せ３カ町

村が一緒になって、今度税務課が対応するということになります。それで人的配置、方

法、場所等総合的に検討いたしまして、スムーズな運営には努めていきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。  

○議長（西村成君）   ８番、森本珠城君。  

○８番（森本珠城君）   ８番、森本珠城です。今朝は出席が遅くなりましたことを深

くおわび申し上げます。申しわけございませんでした。  

  私は、暮らしと福祉を守る会の一員として住民こそ主人公の立場で丁寧な質問に努め

ますので、市長並びに関係担当者から率直で明快な答弁をいただきたいと思います。  

質問に入ります前に、門市長の初代香美市長就任を心よりお喜び申し上げます。公

私ともに大変お忙しいことと思いますが、健康管理には十分にお気をつけられ、香美市

発展のためにご活躍されることをお祈りいたします。  

さて、私は門市長に質問させていただくのはきょうが初めてでありますが、次の機

会を与えていただけるかどうか、まだわかりませんので、きょうは私の個人的な思いも

込めて頑張って行いたいと思います。３月議会と重複する点もございますが、市長の見

解を改めてお聞きするためのものですので、お許しを願いたいと思います。  

それでは、通告に従いまして質問いたします。  

まず、最初の質問として地域担当職員制度についてお伺いいたします。  

私は３月議会の一般質問でも旧物部村で実施されてきました地域担当職員制度につい

て、この制度の拡大と充実を求める質問を行いました。物部支所長及び企画課長の答弁

では、この制度の重要性と香美市としての取り組みの必要性について認識深い答弁をい

ただきました。また、その一方で職員の意識と努力、また労働環境の整備の必要性など、

今後の検討課題があることもお聞きしております。そのことも念頭に置きながら市長の

見解をお聞きするものですが、先日届きました広報香美の就任あいさつの中で、市長は

「香北町、物部村に多くの時間をかけて地域を歩き、住民の皆さんと対話する機会を持

たせていただいた。そこで共通して聞かされた言葉が合併して周辺部が取り残されはし

ないか、山間部が切り捨てられはしないかという声だった。年老いて先々のことが心配

だが、ここから出ていくつもりもないのでよろしく頼みますと祈るような言葉を聞いて、
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返答に窮したときもあった。厳しい環境の中にあっても、生まれ育ったその土地に愛着

を持つことは山間地に住む私には痛いほどわかる。少しでも不安を解消できるような政

策を心がけねばならないと強く認識した」と、このように語っておられました。また、

４月４日の高知新聞の中では、「ほとんどの地域で山を切り捨てないでほしいと言われ

た。これまで身近だった行政が合併で遠い存在になるのではとの不安があると改めて感

じた。解消策の一つとして職員が各世帯を訪問し、地域の実情を把握した旧物部村の地

域担当職員制度を検証し、制度の拡大も含めて検討する」と、このような抱負を語って

おられました。私は、双方の記事を読み、市長が物部の山間地域をご自分の足で歩かれ、

住民の皆さんと対話された中で、そこに住む方々の悩みや不安な思いを真っすぐに受け

とめてくださったことと、山間地が置かれた厳しい現状を理解してくださったことに対

し、大変うれしく心強く感じております。  

そこで、１点目の質問です。今後、市長が住民と対話し受けとめたこと、その目で確

認された現状などから解決策の一つと言われた同制度について市長のその思いを今後ど

のような形の制度として整えていかれるお考えなのかお聞かせ願いたいと思います。ま

た、旧物部村で集約している情報は、市長が地域に入り、見聞きしてきた実情も含まれ

ていることと思います。今後、香美市の取り組みとするとき、この情報は大変貴重な資

料にもなるものと考えますが、その内容の検証時期なども含めてお答えをいただきたい

と思います。きょうあしたのうちに実施をと求めるものではありませんが、山間地で厳

しい状況で生活され、今後どうなるかと不安でたまらない方々がたくさんおられるのが

現実ですので、この住民の方々の不安を解消するためにも、今ある課題を早急に解決さ

れ、できる限り早い時期にプロジェクトチームなどを設置され、協議体制を整えて速や

かな実施を求めるものですが、この点についても見解をお聞かせ願いたいと思います。  

  そして、２点目として同高知新聞の記事の中で、市長は「この厳しい時代をしのぐた

めには住民の力が必要。行政主導ではなく住民と行政が一体となって地域づくりを進め

る環境を整えることが私の仕事だと思っている」と、今後の抱負を語っておられました。

市長のお考えのとおり、住民と協働で行う環境を整備することは、今後の行政運営にお

いて非常に重要なことであると思います。これもさきの議会で申し上げたことですが、

職員の機動力をより効率よくするため、また住民力を発揮できる方法として、地域住民

の代表者による住民自治組織的なものを立ち上げ、地域担当職員制度と連携させる取り

組みも必要となるのではないでしょうか。この点についても市長の見解をお聞かせ願い

たいと思います。  

  続きまして、通院タクシー・バス運賃助成制度についてお伺いいたします。  

  この件は、旧物部村議会でも再三にわたりお伺いしてきましたが、本日は新たな提案

も含めて市長の見解をお聞きするものです。通院タクシー・バス運賃助成制度は、合併

前から旧３町村それぞれ異なった方式で実施されておりましたが、合併を機会に平準化

されました。これにより、旧香北方式の通院タクシー制度と、旧物部方式の通院タクシ
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ー及びバス運賃助成制度が事実上大幅な後退となってしまいました。参考までに旧物部

村の制度を例にとりまして、その内容の後退を具体的に申し上げますと、まず、通院タ

クシーですが、合併前は利用者の方に初乗り運賃５４０円を自己負担していただき、そ

れを超える運賃については２分の１が助成されておりました。しかし、合併後は、当初

の利用者負担額が１,０００円に引き上げられました。また、それを超える運賃について

も従来どおり２分の１の助成をするとはしていますが、助成限度額を新たに設け、１回

分の超過助成額を最高３,０００円で打ち切ることになりました。これだけの改定でも病

気を抱え定期的な通院を余儀なくされている高齢者や障害者の方々にとっては、非常に

大きな痛手となっています。そして、さらに大きい痛手があります。物部地区の場合、

年間利用回数が合併前の４８回から２４回に半減となってしまったことです。この改正

で１カ月平均で換算しますと、合併前には月２回の通院分が助成されていたものが、合

併により平均で月１回の通院分の助成になってしまいました。  

  そこで質問ですが、１点目は同制度の利用回数についてお伺いいたします。先ほども

言いましたが、合併後は運賃の自己負担がふえるだけでなく、利用回数まで半減してし

まいましたので、高齢者や障害者の方々に与える負担は非常に大きくなり、ぐあいが悪

くなっても受診を控えているという声も聞いています。私は、その結果が病気の悪化に

つながらなければいいがと大変心配しています。財政難の中での合併ということではあ

りますが、合併に際しての大きなうたい文句は「サービスは重く、負担は軽く」ではな

かったのでしょうか。市長も今回、香北、物部地区に足を運ばれ、それぞれの地域の現

状を見てこられましたが、特に物部地区の場合は急峻な山間地で生活されている高齢者

がたくさんおられますし、また、そのような地理的に不利な条件の中でありながら、そ

の方々の中には車の運転ができない方や、一人住まいの方も多くおられます。そういっ

た方々の生活実態をもよく理解していただき、せめて年間利用回数だけでもふやしてい

ただきたいと願うものですが、いかがでしょうか。  

  ２点目は、バス運賃の助成制度についてですが、現在実施しているのは、合併前から

制度があった物部地区だけです。香北、土佐山田地区には合併前からこの制度がなかっ

たという理由もあって、このような形になっているのでしょうが、このことによりタク

シー利用とバス利用に矛盾があるため、将来的な不安の声も上がっています。合併によ

り旧３町村は同じ香美市となったにもかかわらず、物部町の住民が香北町、土佐山田町

の病院に行くときタクシーを利用すれば一定の助成がありますが、バス利用では物部町

内での移動分しか助成されないということになっています。「どうしてバスも山田まで

にしてくれないのか」との声を多く聞いております。また、今後３年を目途に調整する

ことになっていますが、利用者の中には合併協議会当時の論議のように、物部だけに制

度を残すことはできないということになり、３年すればバスの助成は打ち切ってしまう

つもりではないかという不安の声も聞かれます。このような不安の声にも耳を傾けてい

ただき、高齢者などにこれ以上の負担をかけないように努めていただきたいと思います。
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このバス運賃助成制度について、香北、物部の住民が土佐山田の病院に通院した場合、

また土佐山田町の山間地で生活されている住民が通院する場合も助成対象となるように、

この合併を契機に思い切って香美市全域を対象路線にすることを検討していただけない

でしょうか。見解をお聞かせ願いたい思います。  

  続きまして、通院タクシー・バスに関連しまして、乗り合いタクシーについてお伺い

いたします。この乗り合いタクシーに関しては、他の自治体に先駆け着手した大豊町の

取り組みがあります。大豊町は広い山間地域に集落が点在し、住民の約半数が６５歳以

上の高齢者です。ＪＲ土讃線や町民バスなどの交通手段もありますが、自宅と路線が離

れていたり、経済的な理由などからハイヤーを利用することができない方々も多くいる

そうです。このため、高齢者を無許可で運ぶ白タク行為が繰り返されるなどの問題も表

面化しておりました。今回の取り組みは、このような問題を解消する手だてとして、ま

た、過疎地域での交通手段が限られている高齢者や障害のある方々の新たな足の確保策

として全国からも注目されています。この取り組みは大豊町内のハイヤー会社３社が計

画し、大豊町内に点在する８５集落を１４グループに分けて、目的地を町役場周辺、町

総合ふれあいセンター、本山町の嶺北中央病院、高知市内の４つに設定したものです。

同ハイヤーは前日までに予約を受け付けて同一グループ内の利用者の自宅を巡回し、乗

り合いで目的地に向かうというものです。また、利用料金はメーター運賃の３分の１程

度に設定しているそうです。このことに関しまして質問ですが、香美市の場合、３町村

が合併してその面積は５３８平方キロメートルと大豊町よりはるかに広い面積を有して

おります。しかも、その大半が山間地域です。特に、物部町の高齢者の中には大豊町の

場合と同じような悩みを抱えた方々がたくさんおられます。そのような現状を打開する

ためにも、大豊町のように乗り合いタクシーの運行を関係機関と協働して調査、研究し

てみてはいかがでしょうか。また、この乗り合いタクシー制度が実現すれば、香美市で

現在実施しています通院タクシー制度、バス運賃助成制度と併用することも考えられま

す。そうなれば、将来的に見ても運賃助成の軽減策にもつながっていくものと推測され

ますが、所見をお聞かせください。  

  終わりに障害者扶養共済制度についてお伺いいたします。  

  ４月の高知新聞に障害者の保護者らが掛金を支払って加入し、保護者らが死亡した場

合などに障害者に年金が支給される障害者扶養共済制度で年金の不支給が相次いでいる

との記事が掲載されていました。この制度を管理する独立行政法人、福祉医療機構の調

査によりますと、全国で少なくても４１８件の年金不支給が発生しているとのことです。

その主な理由としては、年金支給者には保護者の死亡から３年以内の申請が必要ですが、

残された障害者が、保護者らがこの制度に加入をしていることを知らなかったことが多

いとしています。また、制度には６５歳以上で２０年以上継続加入の保護者らに掛金の

納入を免除する規定がありますが、この調査対象はこの免除者に限定されたものであり、

加入者が死亡した後も残された障害者が制度の内容や手続き方法を知らずに、掛金を支
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払い続けているケースなどは調査対象となっていないことから、実際の年金の不支給は

もっと多いと考えられると、この調査についても疑問を呈していました。今回の調査結

果を受け、福祉医療機構は死亡から３年以上経過していても、理由があれば申請を受け

付ける特例措置を講じましたが、さかのぼった支払いは３年分までと条件をつけたため

に、一部に未払いのケースが出ているとしています。このことについてお伺いいたしま

す。  

  この新聞記事によりますと、高知県の場合は掛金を支払っている人には毎年の納付書

送付で状況把握しており、掛金免除者においても毎年各市町村が状況把握しているとあ

りましたが、それでもなお掛金免除者の住所移転などに伴う申請漏れが発生し、一部未

払いとなったケースがあるということです。香美市の場合には、こうした未払いのケー

スは発生していないのでしょうか。もし発生しているのであれば、その件数とその原因、

また今後の周知方法などを含めた対応策をお聞かせ願いたいと思います。  

  これで１回目の質問を終わります。  

○市長（門槇夫君）   森本珠城議員のご質問にお答えをいたします。  

  その前に、先ほど千頭議員、また森本議員からは私の市長就任に対しての温かい喜び

のご挨拶ということを本当にいただきました。ありがとうございます。ただ、私自身と

しましては、喜びというよりはこの大変な時期にこの仕事を仰せつかるということで、

この一月余り毎日が本当に大変な思いと同時にこの難局を皆さん方と一緒に乗り越えて

いかなければならない、そんな思いを日々新たにしながら、気持ちをそうした方向へも

っていく思いをしております。どうか、ご指導をお願いをしたいと思います。  

  そうした思いを募らせていますのも、やはり合併をした後、４０日余り各地域、特に

香北町、物部村の本当に私が足を踏み入れたことのなかった地域にもご案内をいただき

まして歩かせていただきました。そして、初めてお会いをする方々と本当に身近なお話

をさせていただき、いろいろと私の知らなかったこと、また地域の方々の思い、そんな

ものを私自身、この胸に受けとめてきた４０日間であったように思います。そうした中

で、先ほど森本議員もご紹介いただきましたように、お会いする皆さん方、本当にその

地域で一生懸命頑張っておられる、そんな姿を見せていただきましたし、同時にこの合

併についていろいろな思いをなされているということも感じてきました。事実、この合

併によって私たちの生活が後退をするのではないか、地域が寂れるのではないか、そう

いうお言葉も聞いたわけでありますが、そうした言葉の後には、私たちはここにしっか

りと根づいて生きてきているので、やはりこれからもこの地域で頑張って生きていきた

い、そうしたためには行政もしっかりとこの地域を守っていただけるそういう行政を進

めてほしい、そんな願いというようなお話をお聞きをいたしてまいりました。そして、

最後に明るく笑って、私らも頑張りゆうき、みんな頑張ってやらないかなあねと、本当

に明るいお気持ちを聞いたわけですが、そこにはやはりその地域地域、その町村でやは

りその地域を守っていこうというしっかりとした行政が、思い、意識が根づいていたん
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だなということも感じてきました。そういう思いで、大変そうした方々に不安を与えな

いような、少しでも生活に不安を与えないような、そういう行政をすることが大変大事

だということを改めて感じてきたわけであります。  

  そうした中で一つの制度として旧物部村で行われてきました地域担当職員制度、この

ことは職員がやはり地域に足を運び、そして地域の実態あるいは実情を事前に把握して

いることにより、日常の業務の円滑な運営、また災害時の速報体制が図れることなど、

大変行政としては大事な部分に当たるというふうに考えております。特に、山間地域の

道路事情や、また地域の生活環境の変化などを行政が情報して共有しているということ

は、住民の皆さん、特に高齢者の方々にとっては精神的な安堵感が得られるのではない

かというふうに思っております。合併しまして支所の職員も少なくなってきているわけ

でありますが、この制度を実施してきた経過と、実績を早期に検証しながら、そして今

後の対応と同時に山間地域での安全と安心して暮らせる地域づくりのために役立ててい

けれるような、そういう努力をしなければならないというふうに思っております。  

  また、住民自治組織の立ち上げにつきましては、提案をいただいたわけであります。

現在、香美市では南海地震等を想定いたしまして、自主防災組織の整備を図っておるわ

けであります。そうしたものとの連携、あるいはまた連動、そうしたものがあるかと思

いますが、今年も自主防災組織を３０組織ぐらい設立を目指しておるわけでありまして、

そのまず自主防災組織の普及に努めていくことも一つはこうした自主組織との連携もと

れるのではないかというふうに思っております。自主防災組織の意義というものは、や

はり今後、その地域をやはりそれぞれが改めて知ることによりまして、そして自分たち

の地域を自分たちの手でつくっていこう、そして同時に育て守っていこうという一つの

地域の協働意識、そうしたものがより高まっていくというふうに思っております。そう

したことによりまして、地域づくりにも反映でき、また、連動していける、そんなふう

に思っております。また同時に、先ほど言いました地域担当職員制度等の検証も行いな

がら、そうした連携も図れるものなら、やはり図っていくことも大変必要ではないかと

いうふうに思っております。  

  以上、ご質問にお答えをさせていただきます。  

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。  

○福祉事務所長（法光院晶一君）   森本議員お尋ねの通院タクシー・バス助成事業、

また、障害者扶養共済の件についてお答えをいたします。  

  まず初めに、通院タクシー、バス料金につきまして、この利用回数をふやさないかと

いうお尋ねでございました。ご承知のように３つの制度、思いは同じでございますけれ

ども、やはり内容が相当違っておりまして、この制度を調整して新しい制度としてスタ

ートさせたわけでございます。スタートしたばかりで高齢者など利用者の皆さん、また

これに協力していただいております事業者の皆さんに混乱がないかどうか、そういうと

ころを大変心配しながら慎重に見守っているというのが現在でございまして、私も前者
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にお伺いしましてご協力をお願いしておるところでございます。したがって、今はこの

制度が確実に定着をできるようにしなければならない、そういう時期だというふうに考

えております。将来的には財政負担も勘案しながら検討はすべきかというふうに考えて

おります。  

  ２番目の通院バス制度の全市への拡大でございますけれども、市全域に拡大するとい

うことにつきましては、財政負担、そしてまた市内には民間路線もございますので、こ

れの調整、そして公共交通としての位置づけの問題がございます。福祉だけの立場では

ございません。また、事務量についてのクリアというふうな課題もございますので、直

ちにこれを拡大することは困難というふうに考えております。  

  ３番目の乗り合いタクシー制度について共同研究してはどうかと、こういうお尋ねで

ございましたけれども、事業者によっては温度差もあろうかとは思いますけれども、そ

ういうお話があれば、ともに研究することはよいことだというふうに考えております。

また、ＮＰＯについてもこうした事業の拡大が法で認められておりますので、そうした

思いを持った方々が出てくれば、ともに話し合いをもちたいというふうに思います。  

  障害者扶養共済についてのお尋ねでございますけれども、ご心配をいただいておる不

支給というような実態は、現在のところまで調査をしましたところないということでご

ざいます。  

  以上でございます。  

○議長（西村成君）   ８番、森本珠城君。  

○８番（森本珠城君）   ありがとうございました。それでは、２回目の質問をさせて

いただきます。  

  地域担当職員制度につきましては、３月議会の支所長、課長同様に市長からの認識の

深い答弁をいただきまして、大変うれしく思います。どうかよろしくお願い申し上げた

い思います。  

  通院タクシー・バス運賃助成制度、これについては、質問通告では市長に答弁をいた

だくようにしておりましたが、福祉事務所長からお答えをいただきました。いつもなが

ら、二の矢三の矢が出せないような、奥歯に物を挟まない明確な答弁をいただきまして

感服しております。しかし、ここではいそうですかと引き下がるわけにもいきませんの

で、市長に改めてお伺いいたします。市長ご自身も山間地で生活されておられますが、

物部の場合は他の地域とは比べ物にならないような厳しい状況の地が多く点在していま

すし、そこに年老いた方々、体の不自由な方々が住んでおられます。その間、市長がそ

の目で見てこられた現状も思い出していただき、また、その方々の心の叫びも受けとめ

ていただきまして、山間地に住む人が希望を持てるような温かいお答えをいただきたい

と思います。  

  障害者扶養共済制度についてですが、香美市の場合は現在不支給は起こっていないと

いうことで、一安心いたしましたが、これから先にないとは言い切れません。先ほど紹



－19－  

介いたしました新聞記事に次のようなことも書かれていました。原文のままで紹介いた

します。「いくら任意の年金とはいえ事業主体は行政であり、受給者に思いをめぐらせれ

ば、民間の生命保険と同様の申請主義は不親切だ。改善されるべきは行政の対応だ。加

入者の状況を定期的に調べて周知していれば防げたはずだ。怠慢と言うしかない」と、

このように痛烈に批判しておりました。任意年金は障害者の生活安定を願って保護者が

掛けているものです。本来なら障害者が得られるべき当然の権利であるはずです。申請

漏れで不支給になるような制度では保護者の思いは浮かばれません。これは任意年金だ

けでなく、民間の生命保険なども同様です。保護者らが亡くなった場合にだれに通知を

するのかなども含めての制度化をする必要があるのではないでしょうか。香美市として

も、今後全国で起きているこのような事態が発生しないとも限りませんので、市独自に

毎年の加入者調査を実施するなどの手だてが必要と考えますし、また、加入者側も成年

後見制度の活用などの自己防衛策を講じる必要もあると思いますが、この点についての

見解をお聞かせ願いたいと思います。  

  ２回目の質問を終わります。  

○市長（門槇夫君）   森本議員の２回目のご質問にお答えをします。  

  法光院所長の答弁を変えてまで、私が言うことは一つもございません。完璧な答弁で

ありましたので、（言うことは）ございませんが、ただ、福祉通院タクシー等バス運賃助

成につきましては、実はこの旧土佐山田町でも福祉タクシーという名のもとに、この制

度をしておりました。私、議員のときに大岸議員さんたちと一緒にこの福祉タクシー制

度を取り上げ、そして制度をつくっていただいた経過がございます。なぜそれをしたか

ということは、もう言わなくてもわかるわけでありますが、そうした実情も大変物部地

域の実情、そうしたものも大変よくわかります。また同時に先般物部地域を歩かせてい

ただきまして、そして言われたこと、私たちも足をやはり大切にしてくれる制度を守っ

てほしいということも言われてきております。ただ、法光院所長からもお答えをしまし

たように、財政的な面、そうした面もクリアせないかん部分もあるわけであります。限

られた財政の中で、やはりこの広い市内を公平にしていくためにどういうふうな部分へ

力を入れる部分なのか。特に弱者と言われる方々に対してどのような配慮ができるのか

ということにつきましては、今後慎重に経過を精査しながら考えていかなければならな

い、そんなに思っております。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。  

○福祉事務所長（法光院晶一君）   福祉共済制度につきまして行政の責任というお話

でございましたけれども、こうした制度につきましては、行政も大きくかかわっており

ますので、そうした点で先進的な事例等につきまして今後研究を進めていきたいという

ふうに思っております。障害者を持つ親が高齢化に伴いまして、将来障害を持った子ど

もがどうなるのかという心配は大変切実であります。親が子どものために残した制度が
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活用できるようにということでございます。生命保険や火災保険、あるいは預貯金など

につきましてもきちんとこの障害者の子どもにいくのかどうかという心配は切実だとい

うふうに思います。一つの事例としまして、障害を持ったご家庭の中でそのお母さんが

病気になられたときに、日ごろから話し合いをしておりまして、その障害のある子ども

の兄弟に、何かあったときにはこれをきちんと使ってほしいというお話をされていたよ

うであります。そのために、きちんと制度が活用できるというふうな事例も、私も経験

をしております。そういった点で、お互いにそうしたすぐれた点を勉強しながら、制度

を生かせるように今後とも取り組んでまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いい

たします。  

○議長（西村成君）   ８番、森本珠城君。  

○８番（森本珠城君）   ありがとうございました。それでは、最後の質問をさせてい

ただきます。  

  しつこいようですが、通院タクシー・バス運賃助成制度について福祉事務所長にお伺

いいたします。  

  市長もおっしゃったとおり、所長の答弁は完璧なものでありましたが、もう１点だけ

お伺いいたします。法光院所長には物部村にこの制度がない当時から、再三にわたりこ

の問題について議会の場でお伺いをしてまいりました。ときには意見を戦わせてきたこ

ともありました。当時の担当課長としてこの制度の立ち上げ時から実態を細かく調査、

把握され、だれよりもこの制度に深くかかわっておられます法光院所長に最後に１点だ

けお伺いいたします。  

  ３月３１日の朝日新聞に香美市の合併について、「合併を急ぎ住民を置き去り、スケー

ルメリットを追及する余り市民に身近な福祉や暮らしのサービスが低下」という記事が

出ていました。この中で、市は３年後を目途にさらに制度を改める予定という記事とと

もに、所長の弁として「財政上この制度の運用は今も苦しい」ということが載っていま

した。財政上厳しいことは私も十分に承知しております。しかし、利用者の負担増が家

計を圧迫しているのも事実としてとらえていただきたいと思います。合併しても山間地

が置かれた状況が急激に改善されるわけではありません。逆に広域化したことで同制度

のように後退してしまったことがたくさんあります。今後の運用について、また見直し

の際にも所長が調査、把握しておられます。そして、蓄積されておりますその情報をも

とに、今よりさらにこの制度が後退することのないように、また、いかに財政的な面を

克服するのかなども研究をしていただき、制度の継続にご尽力をいただきたいと願いま

して、見解をお伺いいたします。  

  これで本日の質問をすべて終了いたします。  

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。  

○福祉事務所長（法光院晶一君）   お答えします。  

  私もそんなにたくさん議会に出たことはないんですけども、それほど上げられたら後
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が恐いんですけれども、なかなか上げてはいただいたんですけれども、十分なお答えに

はならないかと思いますけれども、議員が紹介されました紙面の件ですけれども、３年

を目途に見直すと、廃止もあるかもしれないというお話でしたけれども、私はこの間に

取材を受けましたけれども、私の真意とは少し違う表現だったなというふうに思ってお

ります。限られた紙面ですからいた仕方ないのかとは思いますけれども、３年を目途に

しなければならないものというものにつきましては、これは合併前からやっていた事業

で、同じ形でスタートしているものにつきましては、特に単独事業でやっているものに

ついては、これは見直しを当然しなきゃいけませんし、財政改革の中で当然やるべきこ

とだというふうに、そういうふうに認識をしております。ただ、合併の前とは少し違う

形になって調整をされたりとか、新しくなってスタートした制度につきましては、私は

３年を待って見直すというふうな考え方は持っておりません。私は、先ほどの答弁でも

申し上げましたように、利用者やそれに協力していただいておる皆さん方にとって困っ

た点や、非常に矛盾、こういうふうにすれば非常に改善ができると、財政負担がなくて

もやれるぞというふうな提案がございましたら、そういうものは１年の中でも改善をし

ていくべきだというふうに思っております。そういう点で議員の質問に十分お答えする

ことができませんけれども、よい方向であれば、３年を待たないでも改善をしてまいる、

そういう決意でございます。  

○議長（西村成君）   ３番、山﨑龍太郎君。  

○３番（山﨑龍太郎君）   ３番、山﨑龍太郎、通告に従い順次質問いたします。 

  まず最初に、ますますひどくなってきている格差社会についてお尋ねいたします。 

  ５月８日付高知新聞の一面に次のような記事が載っておりました。３０～４０代所得

格差拡大、'０２年まで１５年間、係数３０％増も。２００２年までの１５年間に所得格

差の度合いを示す指標値、ジニ係数が３０～４０代の男女で最大約３０％上昇したこと

が国立社会保障人口問題研究所の金子部長らの研究でわかった。厚生労働省の所得再分

配調査のデータを再集計した。６０代以上の高齢層でも所得格差は拡大したが、年金を

加えた再分配所得で大幅に圧縮されたのに対し、３０～４０代では税や社会保障による

改善が見られなかった。現役世代の格差は今後も拡大の可能性が指摘され、対応が課題

となりそうだ。ここで言うジニ係数とは、所得や資産の不平等さを示す指標でありまし

て、全員の富が全く同じ完全平等をゼロ、すべての富が一人に集中する完全不平等を１

とし、数値が１に近いほど貧富の差が大きいことを示しております。ジニ係数は社会保

障給付を含まない税引き前の当初所得ベースで、３０～４９歳の男性が１０.２から２

９.６％、３０～４４歳の女性が９.８から２３.３％に上昇した。２９.６％上昇したの

は３５～３９歳の男性だった。６５歳以上の男性と６０歳以上の女性もジニ係数が上昇

したが、年金給付により所得格差が改善されていた。'０２年の所得再分配調査によると、

当初所得の年収が１,０００万円以上の世帯が約１３％を占める一方、１００万円未満の

世帯は約２３％にのぼる。分析を担当した同研究所の小島室長は、現役世代では非正規
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雇用の増加や、成果主義への移行が、高齢層では賃金収入がなく、年金などで生活する

人の増加が背景と指摘しております。先ほどの結果は、２００２年までの結果であり、

それ以降はまだまだひどくなっております。ジニ係数は、この２０年間０.３４９１から

０.４９８３へ一貫して上昇してきました。特に１９９６年以降上昇率が加速化していま

す。橋本内閣の６大改革とその後の小泉構造改革のもとで、所得の不平等が大きく進行

してきたわけであります。ジニ係数が０.５というと、上位２５％の富裕層が国民所得全

体の７５％を得ているということです。逆に言えば、７５％の国民は国民所得のわずか

２５％しか得ていない。それが我国の現状なのです。日本は世界で有数の貧富の差の激

しい国となってしまいました。三位一体の改革で地方に痛みを押しつける政治は国民の

中流意識をも現実に奪い去っていこうとしています。私どもはこの社会的格差の拡大と

貧困の新しい広がりの根底には人間らしい雇用の破壊があると考えます。財界大企業に

よるリストラと、相次ぐ労働法制の規制緩和、雇用の流動化政策により正社員から派遣

やパートなどの非正規雇用への大規模な置きかえが起きている現実は、皆さんもご承知

のことと思います。小泉内閣の５年間では、正社員は２７０万人減少し、非正規雇用は

２８７万人増加し、全労働者の３人に１人、若者や女性では２人に１人が低賃金で無権

利状態の非正規雇用で働いているのです。あわせて、以前は税により格差は一定改善さ

れておりましたが、現在は税、社会保険料が収入の低下ほどに減少しないため、勤労世

帯の可処分所得は低下に歯どめがかからない状況であります。先進国と言われつつ、７

年間で２３万人もの自殺者が出ているわけでありますが、中高年男性の経営苦、生活苦

による自殺が数を押し上げた最大の要因であります。小泉首相は、「格差が出ることは別

に悪いことではない」と言い放ち、「負け組みは再挑戦すればいい。問題は挑戦しない待

ち組み」などと、格差拡大はあたかも国民の責任であるかのごとく申しました。市政運

営においても、格差拡大による低所得者層の増大は、新たな困難を生み出す要因ともな

ります。 

以上の点を踏まえて、格差社会に対する新市長の見解を伺います。 

私の周りでも、ここ数カ月の間に本市の２０歳代の若者３人が広島や名古屋、京都な

どに仕事を求め臨時の身分で働きに出て行きました。県下の有効求人倍率は０.５前後で

あるとともに、求人ニーズにおいても臨時、パート、アルバイト、嘱託等、非正規従事

者の活用を望む経営者が４６％と最も多いのが特徴であります。働く場のないニートが

数多く見受けられます。市内の雇用の状況とあわせ実態をお尋ねいたします。また、ハ

ローワークとの連携協力で雇用相談室の開設が図れないものかお尋ねいたします。 

サラリーマン等においては、ボーナスカットや昇給見送り、賃下げなどでかなり所得

を減らしている実態を見受けますが、ここ数年の所得の推移についてお尋ねします。１

月３日付朝日新聞のトップに就学援助を４年で４割増の記事がございました。受給率の

平均は、１２.８％であります。格差の広がりは子どもと教育にまで及んでいるのです。

就学援助制度は、義務教育は無償とした憲法２６条、教育基本法第３条、教育の機会均
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等等、学校教育法２５条などに基づいて、学用品や入学準備金、給食費、医療費などを

補助する制度で、当市でも申請に基づき援助制度が幾つかとられておりますが、準要保

護世帯については、一般財源化されたわけで、自治体により取り扱いの格差が生まれて

くるのではと今後危惧されております。そのような動きも踏まえ、当市における就学援

助の実態とそのことが教育にいかに影響を及ぼしているのか見解を伺うものです。 

続きまして、新庁舎問題等についてお尋ねいたします。 

合併後、５年を目途に新庁舎建設を行うと確認されておりますが、市民にとっても大

きな関心事でもあります。庁舎建設は十分な耐震性は必要ですが、簡素で機能的なもの

にし、多大な支出は控えるべきと考えます。なぜなら、財政シミュレーションでは２０

年間で職員数を最終的に３分の２にするとしておりますし、また、広範囲の行政エリア

の当市では一定の支所機能の維持、継続は必要不可欠と考えるからであります。後世に

大きな負担の先送りをしない努力をすべきと考えますが、以上の点を踏まえてお伺いい

たします。 

１点目に、庁舎建設の計画策定に関しては、住民の意向が反映される行政側の一定の

ルールづくりが大切であると考えます。今後のスケジュール等を含め、市長の基本姿勢

を伺います。 

２点目に、合併後、支所機能は住民サービスの面からいかに変化していったのかお尋

ねします。今後高齢者等の負担を最小限に抑えるには、可能な限り支所で住民要求が満

たされることが大切と考えます。支所の各係と本庁の各課の連携を強め、担当間の双方

向の情報交換で住民要求を解決していくなどの方向は、第一に取り組むべきと考えます。

また、住民は支所のあるべき姿として何を求めているのか、合併後一定期間が経過した

今日、アンケート等を実施してはと考えます。介護、医療、福祉等、総合的に対応すべ

く本課から出ていって１日をとり切って、支所で相談日を設定してはと考えますが、見

解をお尋ねします。 

３点目に、現在本庁まで手続き等で来られている市民に対し、公共交通機関を利用し

た場合、帰りの旅費補助できないものか、担当課で用事を済ませた後、日付入りのスタ

ンプを押したものを証明書にすればいいわけで、簡単に実行できると考えますが、その

ような考えをお持ちでないのかお尋ねいたします。 

続きまして、マンション問題についてお尋ねいたします。 

過日、あるマンション経営者の方と話をする機会がございました。この方は、家族向

けマンションを管理者に任せて、月々家賃収入を得ているわけですが、６室も空室がで

き、入居予定もなく大変であると申しておりました。現在のところは、収支はトントン

とのことです。しかし、今後のことを考えると、まだまだ長期のローンを抱え、展望を

持てなくなっていることは事実です。もちろん民間が行っていることですので、一定の

市場原理に基づいて動いてきたわけですが、３年前、その件を質問させていただいたと

き、２００室の空室が出るであろうとのご答弁でした。まちづくりの点からもマンショ
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ンの空洞化は地域の崩壊にもつながっていき、行政としては一定の規制や手だてを打つ

時期にきているのではないかと考えます。 

そこで伺います。平成１５年３月時点で旧山田町ですが、ワンルーム１,２７９室、家

族向け４０４室であったとうかがっております。現時点での部屋数及び空き室数を伺い

ます。また、平均的な敷金、家賃についてもお願いいたします。 

  ２点目に、前回質問した際には、答弁では供給過剰という認識ではなかったわけで、

マンション建設、経営については行政として指針をつくるような計画はお持ちでなかっ

たと記憶しております。現時点でも同じ認識なのか。空洞化は防がねばならないと考え

ますが、見解をお尋ねします。 

  ３点目に、町営住宅や県営住宅の申し込みは十数倍の確率で、住民がいかに低家賃の

住居を望んでいるかがうかがえます。住宅困窮者に対し良質な住宅を供給する役割を行

政は担っているわけですが、現実、建てかえ以外の建設の予定は持っていないわけで、

マンション経営者の現状を見るとき、空き室対策及び香美市の施策として家賃補助制度

等が検討できないものか。市外からの居住者を求めることは、人口増加、税収面から言

っても得策であると考えます。住んでよかった町には定住してみようと考えるのは当然

のことでありまして、本市の特色の部分をぜひプラス方向に転じていくようにすべきと

考えます。見解を伺います。旧物部村で行っている若者定住化推進条例を研究して、全

市的に展開していくことは重要であると考えるところです。 

  以上で１回目の質問を終わります。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   暫時１０分間休憩します。  

（午前１０時３３分 休憩）  

（午前１０時４５分 再開）  

○議長（西村成君）   正場に復します。  

  休憩前に引き続き会議を行います。  

  市長、門槇夫君。  

○市長（門槇夫君）   山﨑龍太郎議員の１回目の質問にお答えをさせていただきま

す。  

  格差社会についてということで、小泉政権の５年間の政治がもたらしたものとして、

どのようにこの格差社会に対する考えを持っておるのかというふうなご質問であったわ

けであります。ご承知のとおり小泉政権発足をして５年、またこの９月に任期満了をも

って退陣をするというふうな報道もなされておるわけでありまして、もうそうした中で、

いわゆる小泉政権の検証といいましょうか、そうしたものが今いろんな場面で取り上げ

られております。そうした小泉政権がなぜ発足をしたのか。この香美市の中で私が論議

をするようなものではないかと思いますけれども、ご質問でございますので、私なりの

思いを述べさせていただきたいというふうに思います。  

  いわゆるバブルの崩壊の後にその数年間は本当にいわゆる景気の低迷がずっと続いて
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きたわけであります。失われた１０年間というふうによく言われておりましたが、そう

した中で政治的なやはり有効な手段といいましょうか、そうしたものが手を打てぬまま

に、政治への不信感が募ってきておったというふうに思います。そうしたときに、すい

星のごとく小泉政権が誕生をしてきました。そのやはりキャッチフレーズは、最初は総

裁選挙の中で「自民党をぶっ壊す」ということまでいって、そして、本当に異端児のよ

うに登場し、そして構造改革を柱として「改革なくして景気回復なし」というスローガ

ンのもとで規制改革、あるいは市場経済の優先、競争原理などの政策を打ち出し、その

結果、今一部地域では、またあるいは企業では景気の回復も見られるようになったわけ

でありますが、その反面、勝ち組と負け組みとか言われるように、また同時に大都市と

地方の格差問題が今取り上げられてきております。そうしたことの中で、先ほど言いま

したポスト小泉というさまざまな取り上げ方がされておりまして、そうした中で小泉政

権の影と部分といいましょうか、そうしたいわゆるひずみの部分が政治問題化をされて

いるわけであります。地方にとりましても、いわゆる地方分権の推進というものが急速

に進みました。そうした受け皿、地方分権の受け皿として、地方の自立を促すための政

策の一端として、交付税の削減を初めとするところの三位一体の改革も行われたわけで

ありまして、いよいよ１８年度が最後の大詰めになってきております。そうした影響と

いうものは大変地方には大きいわけでありまして、とりわけ財政力の脆弱な地方にとり

ましては、今回の三位一体の改革、一定の効果はあったといわれておりますけれども、

地方にとりましては大変厳しいものであったというふうに思うわけであります。確かに、

地方分権の推進の中で、地方もやはりこうした国、地方あわせて莫大な債務残高の中で、

やはり地域、地方も自立をしていかなければならない、その意識の高まりはあったとい

うふうに思っておりますけども、先ほど申し上げましたように、やはり格差というもの

を大きく取り上げておられることも現実であります。そうしたものを踏まえて、やはり

今後政府にはやはり責任を持って国土の均衡のある発展、また全国に格差の広がらない

ようなそういう政策が求められておるというふうに思っております。同時に所得格差と

いう部分も大変言われておるわけでありまして、このバブルの経済の崩壊後に、いわゆ

る長期不況の中で労働条件も大きく変わってきたわけでありまして、そうした中で先ほ

ど山﨑議員からもお話がございましたように、非正規労働者がふえ、正規労働者が減少

するというふうな、そういう労働環境の変化等によります、また同時にフリーターある

いはニートそうしたものの増大、あるいは失業者の増大、そうしたものをあわせてやは

り格差の拡大が見られておるわけであります。今後、やはりそうしたものを是正をして

いくことが大変大事だと思います。特に、今働き盛りの中堅世代で格差が拡大をしてい

るということは、今後この社会保障を支えるいわゆる世代の、現役世代の不公平感とい

いましょうか、そうした思い、そうしたものが大いに出てくるのではないか、そんなふ

うに思っております。  

  次に、庁舎建設についてでありますが、庁舎建設、ご承知のとおりの狭隘であります
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し、また同時にこの本庁周辺、分散をいたしておりまして、大変ご迷惑をおかけをいた

しております。合併協議会の中で合併後おおむね５年以内に新庁舎を旧土佐山田町内に

建設をするというふうになっているわけでありまして、こうした５年以内という時期的

な部分を含めて、さまざまなクリアしなければならないことも出てくるわけであります

が、早急に取りかかっていかなければならないというふうに思っております。助役選任

などを済ませ、体制が整い次第、作業チームなりを内部に編制をしまして、内部でまず

協議をし、そして広く住民の皆さん方のご意見をお聞かせをいただくような、そういう

手順になろうかと思いますが、今のところまだそれに手を触れることができておりませ

ん。そういうことでございます。  

  なお、あとのご質問につきましては、担当課長の方からそれぞれ答弁をさせていただ

きます。  

○議長（西村成君）   商工観光課長、高橋千恵君。  

○商工観光課長（高橋千恵君）   山﨑龍太郎議員のご質問にお答えいたします。  

  格差社会についての中で、香美市の雇用状況と実態並びに雇用相談所の開設について

でございますが、香美市におきましても全国と同様にパート、派遣職員に対する求人が

多くなっております。本年２月現在、１人の求職者に対する有効倍率は、全国平均の１ .０

４に対し、高知市管内が０ .４７、香美管内は０ .５１となっております。香美市におき

ましても求人に対する比率は１５、１６年度は横ばいですが、１７年度からは上向きで

す。また、就職する方も若干ですが増となっております。ただ、全国に対しましては半

分の数値でございますので、県外へ就職せざるを得ない状況となっております。また、

香美市内の各人の所得格差についての資料は持ち合わせておりませんが、香美市全体の

給与所得者の所得の推移は年々下がってきております。ハローワークにおきましては、

失業者、在職者のみならず、Ｉターン、Ｕターンの希望者に対して、県外でも香美管内

でも相談できる仕組みとなっており、１対１の相談ができます。あえて、連携協力の雇

用相談室の開設はしなくても、相互に情報交換をしておりますので、必要に応じて相談

に応じれるものと考えております。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   学校教育課長、和田 隆君。  

○学校教育課長兼学校給食センター（和田 隆君）   山﨑龍太郎議員のご質問にお答

えいたします。 

  香美市の就学援助、準要保護世帯の実態に照らしてということでありますが、平成１

８年度における香美市教育委員会が認定する、次回の委員会で認定する予定ですが、準

要保護児童・生徒数は、児童数１０１人、生徒数６６人、合計１６７人になると見込ま

れています。児童数については全体の約７.６％、生徒数については約１１.１％となっ

ております。全体で見れば児童・生徒数の８.７％ということで、１０人に１人というよ

うな、それに近い割合になっております。そのようなことを考えますと、格差社会の広
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がりは家庭環境の変化ももたらしているでしょうし、少なからず教育にも影響を与えて

きていると思われます。香美市においては、このような経済的理由により就学が困難な

児童・生徒の保護者に対して、議員も言われましたように学用品、修学旅行とか医療費、

給食等の補助を行っております。そしてまた、１８年度予算にも１,２００万円弱の予算

を扶助費として計上させていただいております。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。  

○総務課長（鍵山仁志君）   山﨑龍太郎議員の支所機能についてのご質問にお答えを

いたします。  

  合併後の住民サービスについてでございますが、受付業務につきましては、支所でも

できるようにしております。支所に住民の方がおみえになったその日のうちには処理が

できませんが、後日には処理ができるようになっております。しかしながら、ご質問の

ように、今までできたことが合併後できなくなったこともございます。これにつきまし

ては、事務処理を行う上で職員の専門性が必要になってくる業務につきましては、どう

しても本庁で行う必要があるためでございます。住民には不便をおかけをいたしますが、

できるだけ支所で対応できるよう支所職員と本庁職員との連携を深めていくことが必要

だと考えます。  

  また、住民アンケートや総合相談日につきましては、現在準備を進めております地域

審議会での審議事項の一つとして、住民の方から要望、地域独自の事務事業及び地域住

民の方の利便等につきまして関係のある事務事業に関する事項を審議をしていただくよ

うに考えております。地域審議会よりそれらについて意見をいただいた中で、必要に応

じて検討していく必要があるというふうに考えております。  

  次に、支所で対応できない問題で本庁に来庁された市民に対し、公共交通機関を使用

した場合の旅費の補助はできないかということでございますが、現在旅費の補助は考え

ておりません。しかしながら、支所で対応できない問題につきましては、本庁職員と支

所職員の連携を深め、そういった問題に対する対応手法を確立することによって問題が

発生しないように努めていくことが必要であるというふうに考えております。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。  

○企画課長（濵田賢二君）   山﨑龍太郎議員のマンション問題についてお答えをいた

します。  

  部屋数ですけれども、税務課の資料といたしまして、２,４２２室という情報をいただ

いております。この数字につきましては、図面内容の記入がないものと、それからまた

公営住宅は含めておらないということです。なお、お尋ねの空き室数につきしまては把

握をしておりません。これは昨年実施をいたしました国勢調査においても経営内容を捕

捉されることへの嫌気があると推測をされること、入居状況については教えてもらうこ
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とができない業者が多く、そのため調査員がまさに夜討ち、朝駆けで可能な限り確認作

業を行ったような状況もございました。そういった事情によりまして、この点について

のデータを示すことがかなわないということをご理解いただきたいと思います。  

  なお、賃借料及び敷金等につきましては、市内の不動産業者に照会をしましたところ、

平均的な賃借料はワンルームやファミリータイプによって違うけれども、おおむね４万

円から６万円の範ちゅうであるとのこと。また、敷金等につきましては、おおむね２カ

月とのことでございました。なお、その不動産業者に参考までにお聞きをいたしました

ところ、経営の採算ベースにつきましては、ローンによるものは８割程度の入居率が目

途であるとのことでございました。入居率ですけれども９０ないし９５％程度ではとの

ことでしたが、昨年実施いたしました国勢調査の要図、これはそれぞれ地図に落とした、

番所なんかですと室までそれぞれ書き込んだものでございますけれども、これから見て

取れる実態もほぼこれに近い状態じゃなかったかと承知をいたしております。また、今

年は以前ほど学生の申込者がなかったとの不動産業者の方の話もお聞きをいたしました。

まちづくりの観点からは、定住人口の持つ影響力は税はもとより経済にとっても大きな

ものでありますけれども、行財政全体として見た場合、ご指摘のような助成制度の実施

については難しいのではないかと考えております。  

また、若者定住促進条例につきましては、合併協議の中で確認されたものを条例化を

いたしまして、事業執行をしておりますけれども、今後の総合計画の策定の過程におき

まして、若者のみにとどまらず定住促進策として何らかの施策を講じることについては、

相当の検討を要する事柄であると認識をいたしております。なお、そろそろ指針をつく

らなければならないではないかということですけども、民間事業者が需要を見込んで建

築をしているということになりますと、そういった規制を加えるという、この是非につ

きましては、経営手法との関係もございますので、議論の余地のあるところではないか

と思います。  

以上です。  

○議長（西村成君）   ３番、山﨑龍太郎君。  

○３番（山﨑龍太郎君）   ３番、２回目の質問を行います。  

  格差社会についてですが、生活保護世帯の増加については３月議会でも取り上げさせ

ていただいたわけですが、本市においてもかなり今後も増加していくと予測されますし、

予算を見ますと一般財源から扶助費として２億円、本年度入れるようになってますが、

ますます今後大変な運営を強いられてくるというふうに思います。また、今回議案とし

て承認２２号が出ているわけですが、課税所得２００万円以下の方は町県民税が５％か

ら１０％に倍加するわけで、所得７００万円以上の方は１３％から１０％に下がるとい

うようになっております。ますます格差を広げていく方向であります。言葉は悪いんで

すけれども、貧乏な方は落ちるところまで落ちなさいと、最後には生活保護のお世話に

なりなさいと、国が推進しているようにも思われるわけです。私は、市長には機会を見
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て都市と地方、社会的格差を広げるやり方は、先ほど市長が言われたように、国土の均

衡ある発展の上からも是正すべきであるということを、やっぱり国や政府に事あるごと

にご指摘いただきたいというふうに願うものです。見解を再度伺います。  

雇用の問題ですけれども、一つにはテクノパークへの進出企業には地元雇用の働きか

けは行ってきたのかお尋ねします。県下の水準から言ったら率は若干当市の場合はよい

みたいですけれども、やはり先ほど私が例にも出しましたように、若者たちが県外へ出

て行くというふうなことは、やはり何とも情けないような気持ちにさせられるものです。

行政として、町内の企業回りや、ハローワークとは情報交換等はしているというふうに

伺いましたけれども、住民の職に対するニーズの把握なんかは、すべきことはたくさん

あるように考えますけれども、そこら辺はどのようになっているのか伺います。それと、

所得は年々下がっているというふうな認識を示されましたですが、具体的にわかるので

あればどれぐらいの率で下がってきたのかということをお尋ねします。  

子どもと教育に及ぼす影響についてですけれども、全国平均から言いますと、低めの

準要保護世帯の率ではありましたけれども、これ先ほど述べました１月３日付の朝日新

聞には東京都足立区の就学援助のことが載っておりました。７割の生徒が就学援助を受

けている小学校では、将来の夢を３分の１の生徒が書けなかったとのことです。義務教

育段階でこんなに差があって、次世代の社会はどうなってしまうのかとの識者のコメン

トも載っておりました。現に経済力の格差が高等教育を受ける格差にもつながっている

のではないでしょうか。そのことを防ぐためにも、教育現場の果たす役割は大きいと考

えますが、教育を受ける格差を少しでもやわらげるために努力なされてる点、数々あろ

うと思いますけれども、それについて所見を再度伺いたいと思います。  

庁舎問題についてですけれども、作業チームを内部で立ち上げて広く住民に諮ってい

くという基本的な姿勢を伺ったんですけれども、まだまだこれからのことであるという

ことですが、土佐山田町内でということは合併論議の中で決まっているわけですけれど

も、時期や具体的場所、予算はあらゆる角度から論議されて当然でありますし、住民と

の情報共有のもと、先ほど作業チームがどこら辺まで企画立案していくのか、私は決し

てトップダウン方式ではない方向でお願いしたいと考えております。  

支所機能の問題ですけれども、アンケートや相談日については地域審議会で検討して

といくというふうな課長からの答弁がございましたけれども、やはり積極的に推しはか

っていく必要性を私は持っていると思います。旅費の補助は現実は考えてないというこ

とでしたけれども、やはり支所と本所の連携が早急にもっとよりよくなっていくという

ことが念頭に置かれるわけですけれども、やはり香北、物部の住民に迷惑をかけている

側面もあると課長が認識されている以上は、それも今後の研究課題として頭においてい

ただきたいというふうに考えます。答弁を求めます。  

マンション問題について伺いますが、なかなか民間がやっていることで入り込めない

ということも言われてたわけですけど、前助役の答弁ではもう少し踏み込んだ発言もあ
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ったというふうに私は認識しておりますけれども、空室数もなかなか現実わかってない

と。入居率については９０～９５％であろうというふうなことを言われてましたけれど

も、現実、１,７００弱ぐらいから２,４２２室に増加しているわけです。先ほどの申し

ました例から言いましても、かなりのところで青息吐息の現状があるんではなかろうか

と、経営者サイドとしましては。建てるときにはさまざまな業者側から相続の問題や、

それから確実に儲かる的な話もあわせて展開していったわけです。もちろん経営者側の

責任もあるんですけれども、入居する側は新しい物件ができますと、そちらの方に移っ

ていくという現状が多々見受けられます。行財政改革推進特別委員会では、定住人口の

増加策として都市計画の見直し等についても論議されているところですけれども、ここ

に兵庫県の五色町の人口増加の実績があります。この町は１９９０年に人口が１万人ま

で落ち込んでおりましたけれども、現在１万１,０００人まで回復しております。過疎地

に指定された五色町は、若者が定住できる町にと働く場と住まいの確保を最初に行った

わけで、企業誘致と公営住宅の整備に力を入れ、約４００戸の町営住宅と１００戸の県

営住宅で、約３,８００世帯の１３％の世帯が公営住宅に入れる現状をつくり出してきま

した。また、最近では近隣よりも安価で７００区画の宅地も分譲するという展開も見せ

ております。本市は財政面からも公営住宅の建設には乗り出せないわけであり、そうで

あるのなら、今後マンション問題とリンクさせて住宅問題を考えることが得策であると

思うわけであります。香美市若者定住化推進条例では、定住助成金や家賃助成金等を交

付する運びになっており、すぐれた側面を持っていると考えますし、物部町の問題とし

てのみとらえるのでなく、香美市全体が人口減に歯どめがかからない現状を見るとき、

人口増加につながる有効施策を行政としてつくり上げる必要があるのではないでしょう

か。今後、研究していくお考えはお持ちでないのか再度伺って２回目を終わります。よ

ろしくお願いします。  

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。  

○市長（門槇夫君）   山﨑龍太郎議員の２回目のご質問にお答えをします。  

  格差社会についてのことで、今後国や県に対して、やはり意見を言っていくべきでは

ないか。当然のことでございまして、やはりそうした機会をとらえて行っていかなけれ

ばならないというふうに思います。昨夜も小泉政権の総括的な分野の中で、ＮＨＫで改

革と格差ですか、それに対してのいわゆる懇談会をしておりました。竹中大臣、またニ

セコの前町長であります逢坂さんもおいでて、いろいろとお話をしておりました。最後

まで見ておりましたが、なかなか２人の意見はかみ合わんわけであります。当然政党が

違いますのでかみ合うはずもございませんけれども、やはり逢坂さんが言っておられま

した、やはりもっと地方、地域を見つめた行政をすべきではないかというふうな、端的

に言ったらそういう話をしておりましたが、やはり政治の軸足をどこに置くかというこ

とも大変大事だと思います。地方が本当にこういう疲弊をして、やっぱり厳しい環境に

置かれたときに、政治としてどこに軸足を置いて、そして政治を進めていくのかという
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のは大変大事なことだというふうに思います。そういう意味では、大変今新しい時代へ

向かって、そしてこの不況を脱却して、さまざまなな改革を通じ、そうした新しい時代

へ向けての産みの苦しみといいましょうか、その痛みがあるということも現実でありま

すので、やはり政治的な分野の中でその対応をきちっとしていくことが今求められてお

るというふうに私自身は思っております。  

  新庁舎建設についてでありますが、先ほど申し上げましたように、まだ本当に白紙の

状態でございます。そうした中で、本当に早急にそれに向けて体制を整えていかなけれ

ばならないというふうに思っております。ご意見をお聞きをいたしまして、先ほどの山

﨑龍太郎議員のご意見をお伺いをしまして、参考にさせていただきながら、今後取り組

んでまいりたい、こんなに思っております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   商工観光課長、高橋千恵君。  

○商工観光課長（高橋千恵君）   山﨑龍太郎議員の２回目の質問にお答えいたします。 

  テクノパーク進出企業につきましては、雇用奨励金補助制度もありますので働きかけ

を行っております。また、求人募集につきましてはハローワークを通じて行っておりま

す。 

また、香美市の全体的な所得の推移ですが、旧土佐山田で言えば平成１５年度から１

６年度に対し４.５％の減、平成１６年度から１７年度に対し０.３％の減となっており

ます。 

また、職員の雇用問題についての認識を持ち対応することについては、努めて努力し

てまいりたいと存じます。 

以上です。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。  

○総務課長（鍵山仁志君）   山﨑龍太郎議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  議員さんは積極的な対応が必要であると、今後の研究課題として答弁を求めるという

質問でございますが、支所機能についてすぐに対応できる問題は早急に対応したいと思

います。まず、この質問をいただいてからでございますが、香北支所と物部支所の方か

ら今までの、合併後今までのちょっと問題点を出していただきました。その中には、先

ほどから確定申告等の問題、あるいは物部、香北の支所からいただいた軽自動車の減免

の申請、これは基本的には支所では申請書は渡しますが、申請手続きは本所でしかでき

ないという問題については、早急に対応できる体制を整えていかなければならないんで

はないかというふうに考えております。 

  それから、庁議、課長会等で検討しなければならない問題につきましては、庁議の方

で検討していく予定でございます。どういう問題があるかといいますと、やはり今の段

階ではまだ支所業務と本課の業務の役割分担について、細かい細部の管理ができておら

ない状況もございます。こういう問題につきましては庁議、あるいは担当課も含めた中
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での対応をしていきたいというふうに考えております。 

  それから、アンケート、あるいは総合相談日の設置でございますが、これにつきまし

ては、やはり住民の意見を十分にお聞かせを願わなければならない問題でございますの

で、住民の利便性等に関する問題につきましては、やはり地域審議会の中で意見をいた

だきながら対応していきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。  

○企画課長（濵田賢二君）   山﨑龍太郎議員のマンション問題についての２回目のご

質問についてお答えをいたします。  

  規制についての件につきましては、前助役の発言もあったようですけども、私の考え

方として、私見というふうに受けとめていただきたいですけれども、規制緩和の時代に

あってということが一つは私の頭をよぎります。そういったこともあって、民間に入り

込むことについては、やっぱり議論の余地があるんじゃないかというふうに考えるわけ

ですけれども、現時点としまして、そういった規制を満たさなければならないような実

態にあるのかどうかということも一つは思いの中にございます。空き室の増大というこ

とになるかどうか、これは経営手法にかかわってくる問題もあろうかというふうに思い

ますし、そうであるとするならば、これは事業者によって工夫をされていくことが必要

であり、また期待もしなければならないというふうに思います。空き室がもしというこ

とである、まあ仮定に立って有効活用ということについては、人口増大策というのは本

市の政策課題でもございます。そうした点と密接にかかわる問題であるという認識に立

って議論をしていく必要はあろうかというふうに思いますけれども、これについては総

合計画策定の中で検討されるというふうに、もしそういうことが必要であるとしたなら

ば、というか検討があるとするならば、そういった策定作業の中で検討されるべきもの

と考えております。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。  

○教育長（原 初惠君）   山﨑龍太郎議員さんの格差社会における教育問題について

お答えをさせていただきます。 

  議員さんもご指摘のように、家庭の経済差、文化的差が子どもの教育に大きく影響し

ているのではないかということは、昨今大きく心配される面でございます。子どもたち

が夢や希望を持てるように、そのためにはたくましい体に豊かな心、基礎学力をしっか

り身につけた子どもに育成することが大事であろうかと思います。行政といたしまして

は、まず学校教育の充実をそのためには図らなければならないと考えております。香美

市といたしまして、今年度から来年度にかけまして、文科省より大きな３つの指定事業

を受けて学校教育に当たるようになっております。その中で特に義務教育の質の保証に

資する学校評価システム構築事業というのは、学校教育のあり方、教職員の資質の向上、
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家庭教育、地域の皆さん方に参加していただける体制づくり、こういった面で大きく教

育行政としてこれを取り上げることで何かできるのではないかと考えております。ちな

みにこの事業は、全国都道府県に１カ所と政令指定都市に課せられた事業でございまし

て、全国で６１指定、高知県では初めて香美市だけであります。この事業を行うことに

より、子どもたちの教育が少しでもよくなればと考えておりますので、また議員さん方

のご協力、ご指導もよろしくお願いしたいと思います。 

○議長（西村成君）   ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   ３回目を１点だけお聞きします。 

  マンション問題についてですけれども、前助役は規制をするとかせんとか、そういう

ことを私も前回聞いたときに、伺ったときに言ったわけではなくて、指針を出す方向で

ということについて、ごみ問題とか町内会との連携とか、さまざまやはりマンションが

浮いてしまってはいけないということで、管理者と、やっぱり組織と行政とが話し合う

ようなということで、なかなか規制には当たらないけど、やっぱり今の状態を行政とし

てきれいに分析をして、そういう方向でマンションの入居の状況とか、個別具体的なや

っぱり対応をして供給過剰であるかないかという認識まで踏まえて、ちょっと見解が違

うところもありますけれども、そういうことを今後検討課題としてやっていくべきでは

ないかということを申したところであります。課長からちょっと誤解した部分もあると

思いますけれども、やはりマンション問題難しい側面もあると思いますけれども、やは

りある側面、行政の課題として今後とも追求、研究していっていただきたいということ

を申し添えて、すべての質問を終わります。 

（答弁なしでよい）とのやりとりあり 

○議長（西村成君）   １６番、爲近初男君。 

○１６番（爲近初男君）   １６番、爲近です。通告に従い質問をいたします。 

  まず、消防団活動の充実強化についてです。 

  消防団は、行政区において防災体制の中核的存在となって地域の安全・安心を守る組

織として住民より大きな期待を寄せられています。しかし、物部消防団の分団によって

は、高齢化や社会環境の変化等により団員数の減少が進み、現在地域防災力の低下が懸

念され、災害時に十分な対応ができない現状になっています。消防団組織の分団活動は、

みずからの地域はみずからで守るという精神で地域に密着し、即時対応できる基本的な

組織ですが、定員３０名に対し、実員１４名というような現状が物部の状況となってい

ます。特に、昼間に出動要請があった場合、団員の多くが仕事上地域を出ている場合が

あり、出動時の最低人員の確保ができないために出動できない状況が考えられます。広

い面積を受け持っている各分団において、分団としての現状は非常に厳しい状況となっ

ています。全国的にも消防団員数の減少が続いており、地域に必要な消防団員の確保に

苦慮している消防団が散見されるということで、消防庁では団に参加しやすい環境をつ

くるため、組織の制度の多様化の面から特定の活動のみに参加する機能別団員制度を導
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入しました。既に取り組みが始まっているとのことでして、消防ＯＢ団員等を任用し、

住民の安全の確保を図っていくということでした。緊急を要する災害等に出動し、訓練

や行事には参加しない、執務手当てやけが等の対応はあるが、年俸は支払われないとい

うような取り組みがされているということです。こういう制度ができたことを分団長に

伝えますと、ぜひ自分の分団でも取り組みをさせてほしいということでした。ＯＢとい

いましても、団員としての豊富な経験と、体力的にもまだ大丈夫ということで、この制

度の導入を願っています。地域を守る組織として信頼を裏切ることなく十分な役割を果

たすためにも、香美市においてもこの制度を条例として整備する必要があると考えます。

見識をお聞きいたします。 

  次に、農業振興について質問をいたします。 

  本市の産業の一つの柱であります農業の振興、活性化は重要と考えます。しかし、国

内の経済情勢は景気の回復が言われているものの、企業の経営統廃合やリストラによる

先行き不安から個人消費は生活防衛が続いています。農業を取り巻く状況はというと、

農産物単価は総じて厳しく、高齢化に伴う担い手不足や原油の高騰による各種生産資材

の高騰、輸送費の上昇等、厳しい現状になっています。また、量販店主導の傾向は強く

なる一方であり、外食、中食の増加傾向の中で輸入野菜の台頭など流通変化に対しての

対応にも苦慮しています。そして、農薬の食品残留値や適用外使用の面で非常に厳しい

姿勢にも対応しなければならない状況になっています。こういう中にあっても、香美市

の平野から中間地、そして山間地の全体に夢を持って農業の担い手が確保できる状況が

継続されることが重要と考えます。ＪＡ土佐香美においては、８つの行政区が２つの行

政区となり、香美市としてＪＡや県など関係機関と連携を密にして農業の進行に当たっ

てもらいたいと考えます。ＪＡ土佐香美の園芸品目の中でも平野から中間地帯を中心に

したハウス施設を利用してのやっこネギやニラは基盤がしっかりしていて、総販売額の

多くを占め、安定感と力強さを感じます。販売額の１億円に足りない品目やこれから取

り組む新規品目には地産地消をも絡めた支援の必要があると思います。また、山間地農

業の振興も必要と考えます。傾斜地が多く、機械化しにくく効率的な作業ができにくい

環境ですが、気候風土に合った品目を選定し、栽培努力、創意工夫により高品質を目指

した取り組みがされています。また、その一方で山林に入り間伐等の作業をしていて、

それが健全な森づくりにもつながっています。また、集落においては、隣近所の高齢者

の世話もしながら地域の担い手として日々を過ごしている現状があります。この農業が

いつまでも生活の糧として継続しなければなりません。そして、担い手が順次確保でき

るような振興策がこれからも必要であると考えますが、見解をお聞きします。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   爲近議員の１回目の質問にお答えをさせていただきます。 

  消防団活動の充実強化についてでありますが、山間地問わず大変消防団員の確保とい
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うものは困難性があろうというふうに思います。とりわけ、山間地域においては、さま

ざまな条件の中で団員確保も困難を極めているというふうにも思うわけであります。し

かしながら、消防団の位置づけというものはやはり火災はもとより災害等への対応等で、

大変地域からは信頼と期待も担っているわけであります。そうしたことにかんがみ、や

はり団員の確保には十分対応していかなければならないというふうに思うわけでありま

すが、先ほど提案をいただきましたＯＢを再任用する機能的団員制度、そうした創設へ

の条例整備、そうしたことにつきましても、一定考慮しなきゃならんと思いますが、な

お、担当の方より詳細にわたっては答弁をしていただきますので、よろしくお願いしま

す。 

  農業の振興につきましても、特に、本市におきましては農業という位置づけは大変大

きな産業であるわけでありまして、平地、山間地を問わず、本市の重要産業の位置づけ

をもって振興を図っていかなければならないというふうに、常々思っております。特に、

山間地の農業は条件的にも耕地も狭いところがあるわけでありまして、農業をする上に

は大変厳しいものがあると思います。その中でご苦労されておりますが、そうした悪条

件を克服をされまして、物部村では全国に誇る日本一のゆずの生産が行われているわけ

であります。そうしたゆずを初め、平地にはたくさんの農産物がございますし、またか

つてはこの香美市は、やはり県下でも農業の先進地として、また同時に新しい開拓をし

てきた、そういう土壌の育ってきた土地でもあるわけであります。そうしたものを含め、

今後研究をしていく必要があると思います。また、今後の担い手の育成を初め、中山間

地の農業振興を図るためにも、また同時に中山間地域の保全のためにも、いわゆる行政

としての努力は惜しまないつもりでございます。どうかよろしくお願いをしたいと思い

ますが、この具体的な施策につきましても、担当より答弁をさせていただきます。 

○議長（西村成君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   １６番、爲近議員さんの消防団活動の充実強化についての

ご質問にお答え申し上げます。 

  現在、規則では３消防団１９分団ございまして、その総定数は４４２名というふうに

なっております。内訳は土佐山田消防団が１８８名で、香北消防団が１２４名、物部の

消防団が１３０名ということでございまして、定数に対する欠員は土佐山田消防団が１

３名、香北消防団が７名で、物部の消防団が３３名というふうになっております。ご質

問の機能別団員制度というのは、総務省の消防長が昨今の大規模な台風災害や中越地震

など多発した自然災害において、各市町村の消防団が住民の救出や救助、避難誘導など

に大きな役割を果たしたことから、地域の防災体制の充実を図るためには住民のさらに

幅広い層から消防団に参加する人を確保する必要があるという考えで、消防団員の活動

環境の整備に関する調査検討会を行いまして、まとめられた中にございます。機能別団

員制度のほか、機能別分団制度や休団制度、休む団制度ですが、なども同時に検討され

ております。この検討会の報告書を精査いたしましたが、これらを導入するにはかなり
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検討しなければならない課題が数多くございます。これまでは、団員さんにつきまして

は、欠員が出ますと地縁による勧誘といった方法での入団を進めてまいりましたが、こ

れ以外に入団募集などの方法も同時に検討しなければならないというふうに考えます。

他県では、市町村合併によって定数を削減した消防団や、合併により少なくなった支所

の職員を地域の消防団、８時半から５時１５分までですか、に入団させたところもござ

います。昼間の団員減少に対応するため、事業所と協定を結んだところや、松山市のよ

うに郵便局員を大規模災害などの特定の活動団員として団員というふうに入団させたと

ころもございます。なお、全国の実例をいろいろ参考にしまして、具体的な処遇、報酬

の面や手当て、また階級や服務関係を整理した上で３消防団の団長さんや幹部の方、ま

た関係者と十分協議したいというふうに考えております。爲近議員さんは物部消防団の

団長さんでございますので、地域の若年層人口の減少と団員の高齢化による団員数の減

少に対して危機感を持っておられることだと思いますので、地域の実情を踏まえまして

この地域に合った消防団体制を整えるため、なお一層のご協力のほどお願いしたいとい

うふうに思います。 

  以上、よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   爲近議員の農政振興策についてお答えをさせていただき

ます。 

  振興策はこれからも必要であるという中で見解をというわけで、これからもさらにと

いうご質問と受けとめましてご答弁をさせていただきます。今までも山間地、そして里

山地域、平野の条件を生かした特色のある農業を推進してきました。その各地域条件の

支援についても地域ブランドの維持、発展も含めてやってきたと考えております。現在、

平地も含め、特に山間地、中山間地においては高齢化問題、後継者不足、それから種々

の理由によりまして、その価格の低迷という状況でございます。そのような中、香美市

の販売農家も減少を続けております。そのような中、かい廃農地防止、また多面的機能

保全、そのような支援、基盤事業の導入、レンタルハウスなどの生産拡大事業、近代化

施設の導入、病害虫対策、各種団体への支援事業なども行ってきました。これからも国

や高知県の支援策等を導入できる体制を整備しながら継続していくことは必要と考えて

います。農業振興のためには、農業関係の機関、そして団体、そして林業、また商工業、

観光分野、そのような中で連携もとりながら情報の共有をしながら、これからも有利事

業の提案を進めていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   １６番、爲近初男君。 

○１６番（爲近初男君）   １６番、爲近です。２回目の質問をさせていただきます。 

  現在、物部消防団は１３０名の定員に対して８６名ということで、４３名の定員に至

っておりません。山火事や家屋の密集地等は特に多くの団員が必要でありまして、定数
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を大きく割り込んだ現状は早期に解決すべきですし、分団をあずかるものとして定数を

大きく割り込んだ団員数で地域を守らなければならない精神的な不安は大きなものがあ

ります。機能別団員制度は、定員数までは膨らませるというか、いっぱいまでふやすこ

とに対しての問題はないとお聞きしております。何とぞ１日も早い早期の対応を要望し

ますが、どう考えているか、再度お答えをお願いしたいと思います。 

  物部はゆず栽培が全国に通じるブランドとしてみんな頑張っています。始まって４５

年余りが経過しまして、２００戸ほどの農家が取り組んでおります。販売額は例年５億

円前後ですが、市場でも高い評価を受け、物部、香北の重要な産業となっています。こ

れを維持していけるのかが今後の課題となっております。担い手が少しでも確保できま

すように、またそのためにも施設、また作業道、また耕地の改造、狭地直し、新規の造

成、遠地の造成等の要望は各担い手としましては、逐次対応できるような返答が欲しい

状況も考えられます。それにこたえられる支援体制をお願いしたいと思いますが、どう

考えておられるのかお答えをお願いしたいと思います。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   １６番、爲近議員さんの２回目のご質問にお答え申し上げ

ます。 

  現在、物部消防団の方につきましては、ちょっと私と調査の時期が違ったかと思いま

すので、欠員数が数字が違っておりますが、いずれにしましても団員数、多くの団員数

が欠員となっておりますことは憂慮すべき点やと思います。ただ、先ほどからお話があ

りますように、この機能別団員さんにつきましても一定の見通しなり、導入するがため

のいろいろ調査なり、いろんなすり合わせ、また協議、検討することがたくさんござい

ますので、それらをなるだけ早い時期に対応しなければならないと思います。ただ、こ

こで先ほど申し上げました調査、消防団員の活動環境の整備に関する調査検討会という

のがありまして、それで出てきたことでございますが、ここで言う調査をしておりまし

て、この調査の中では、ちょっとこれは若干この機能別団員さんを導入するに当たって

の各自治体でかなり協議をしなければならないなというような事項も出ております。例

えば、これを肯定的に望む、いわゆる受け入れ側の団の調査をしたところ、肯定的なも

のより否定的なところが数字的に多いと。非常に報酬関係での調整とかそれらの問題も

出ております。また、基本団員さん、現団員さんのやはりモチベーションを下げるとい

うような影響を、なりますとまた大きな問題に発展しますので、それらの点について十

分課題を検討した上で整理しまして、また協議をお願いしたいというふうに思っており

ますので、なるだけ早い時期に取りかかりたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   爲近議員の２回目のご質問にお答えをさせていただきま

す。 
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  その担い手対策とか、また各部会のこれからの事業支援でございますが、一定香美市

において新しい組織づくりをしております。今年の３月に担い手支援協議会の設立を香

美市として設立しております。その中に各営農対策の部会、おのおのから声を上げてい

ただく場もつくって組織をしてまいります。その中で課題の抽出、それから事業提案等

も話されてくる経過がありますので、そのような対応をしてまいりたいと思っておりま

す。 

  それから、２００戸のやはりゆず農家につきましても、ゆずの部会、そしてまた集落

で合意形成のされた担い手としての部分も集落から手を挙げていただくところもこれか

らしていかなければならないと、そのように考えております。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   １６番、爲近初男君。 

○１６番（爲近初男君）   ３回目の質問をさせていただきます。 

  自分が提案しました機能別団員は物部の消防団の各分団の実情に最も合った制度と自

分は理解しておりますので、また検討の上、一日も早いその実行に向けた取り組みとい

うものをお願いしいたいと思います。そしてまた農業振興におきましては、担い手が順

次できて山間地の活性化が図れるように、今後ともよろしくお願いしまして質問を終わ

ります。どうもありがとうございました。 

○議長（西村成君）   昼食のため１時まで休憩いたします。  

（午前１１時５１分 休憩）  

（午後 １時００分 再開）  

○議長（西村成君）   正場に復します。  

  休憩前に引き続き会議を行います。  

  ３３番、宮地盾騎君。  

○３３番（宮地盾騎君）   ３３番、宮地です。一般質問について通告してあります人

事関係について、職員の分限に関する件、もう１点が職員の研修に関する件の２点につ

いて執行部のお考えをお尋ねしたいと思います。  

  まず、香美市職員の分限に関する手続き及び効果に関する条例について、まずこの新

市における条例の第１条にこの条例は地方公務員法第２８条第３項及び第４項の規定に

基づき一般職に属する本市職員の意に反する降任、免職及び休職の手続き及び効果並び

に失職の例外に関し必要な事項を定めるとなっております。そこで、この条例に該当す

ると思われる職員についてお尋ねしたいと思います。まず、通告にも記載してあります

ように、条例に該当すると思われる職員が男子職員で２名、この２名についてお尋ねす

るものです。まず、１名については、採用の時点から今日までの届け出やその取り扱い

について、もう１名については休職となっておりますが、休職に入ってから今日までの

届け出やその取り扱いについて。一応、通告にはこのように具体的に書いてありますの

で、ただいま朗読したような内容についてのお答えをいただきたいと思いますが、個人

情報にも触れると思われる部分があれば、その範囲を除いてお答えをいただきたいと思
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います。  

  また、地方公務員法第２８条降任、免職、休職等の第１項、それに書かれております

のが勤務実績がよくない場合とはどういうふうに解釈するのか。その点もお伺いしたい

と思います。あわせて、休職中の給与等はどのように取り扱いになっておるかお伺いし

ます。１点目はその点でお願いしたいと思います。  

  ２点目の職員研修ですが、職員研修については、これまで旧３町村それぞれで職員研

修を実施してこられたと思います。今回、合併によりまして香美市となり２カ月半ほど

経過してまいりました。職員数も多く、そして新たな事業分野も取り組むことになった

わけです。新市、香美市の発展は職員の行動により左右されることは極めて大きいとこ

ろがあると思います。したがって、職員研修は不可欠の要素があると思います。今後の

職員研修計画はどのような内容でいつごろ実施するおつもりがお伺いしたいと思います。

また、合併によりまして各課においても３カ町村の職員がそれぞれに配置され、これま

でと違った雰囲気もあると思いますが、課内研修を行うことについて、一応統括する総

務課といたしましてはどのようなお考えを持っておるか、積極的に推進するお考えがあ

るか、その辺もあわせてお尋ねをしたいと思います。また、職員研修規程などは定めら

れているか、この点もお伺いいたしたいと思います。  

  まず、１回目はその程度でお願いいたします。  

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。  

○総務課長（鍵山仁志君）   宮地議員のご質問、人事関係についてお答えをいたしま

す。 

  まず、香美市職員の分限に関する手続き及び効果等に関する条例に該当する職員の取

り扱いについてということでございます。地方公務員法第２８条第１項第２号の規定に

該当する職員でございまして、休職の処分を行った市職員に関するものであります。内

容につきましては、休職処分中の男子２名ということでございます。それぞれの職員の

届けや取り扱いを説明をすることで、職員個人が特定されることも出てくるかと思いま

すので、個人情報の取り扱いに問題があります。詳細な説明はできないものと考えてお

り、ご了承願いたいと思います。 

  まず、この条例により休職の期間は３年を超えない範囲において休養を要する程度に

応じ、個々の場合について任命権者、ここでは市長が定めるという規定になっておりま

す。医師の診断書はその都度、一般的には３カ月程度の診断をいただいての手続きとい

うことになります。延長により最長で３年を超えない範囲ということになっております。

それから、通常この２８条の分でいきますと、心身の故障による休職は３年を超えて療

養するときは地方公務員法第２８条第１項第２号の心身の故障のため、職務の遂行に支

障があり、またはこれに耐えない場合としてその意に反して、職員の意に反して免職す

ることができるということになっております。この、特に心の病につきましては長期に

わたるということで、私も何回か専門の医師から研修を受けておりますが、通常の場合



－40－  

で３年から５年というふうな療養期間が必要であると、現代病として社会問題となって

いることであります。この休職期間中につきましては、職員としての身分を保有すると

いうことであります。それから、この休職処分等に当たっての不利益な処分につきまし

ては、慎重を期すべきというふうな逐条解説もございます。適法、違法が訴訟の対象に

なることも考えられるわけでございますので、明確な根拠に基づいて行えなければなら

ないと。特に医師の権威のある診断等によって処分の根拠を明らかにする必要があると

いうふうに説明をされております。 

  次に、勤務実績がよくない場合とは、これは地方公務員法２８条の解釈でございます

が、勤務成績がよくない場合に該当する場合とは、職員の任命権者の客観的な判断によ

るということになっておりますが、飲酒とかかけごとなどの出勤状況による不良という

こととか、素質、能力、性格等に根差しているものに着目して判断するということにな

っております。 

  ２点目に心身の故障のため、一般的には病気、精神または肉体に故障があり職務に支

障を生じる場合、この取り扱い、こういうことが勤務実績がよくない場合というふうに

解釈をされております。 

  それから、給与の問題でございますが、基本的にはこの３年間の給与の取り扱いにつ

いては、１年までは給与が８０％の支給、それからあと１年半につきましては市役所の

方からは給料は出ませんが、共済組合の方から８０％ぐらいの療養給付といいますか、

給与に見合う分が出ます。それからあとの半年につきましては、互助会の方から約５０％

ぐらいの給与に見合う分が出るということでございます。 

  それから次に、職員研修の問題でございますが、１点目のことも含んでのことだろう

とは思います。職員研修につきましては、香美市職員研修規程及び香美市人材育成基本

方針に基づき、職務遂行能力の向上はもとより、政策立案能力を高め、質の高い行政を

推進できる職員の育成、能力開発に取り組んでいるところでございます。年間の研修計

画の立案は研修委員会で行い、それぞれ１７年度につきましては、３町村でやられてお

ったというふうにお聞きもしておりますが、土佐山田町の場合でありますと、内容につ

きまして新採用職員研修、自主防災研修、財務会計事務研修、不当要求防止研修、セク

ハラ防止研修、指定管理者制度研修、この指定管理者制度研修につきましては、３町村

合同でやっております。それから、接遇、これは平成１７年度はクレーム対応研修。合

併における３町村主要公共施設視察研修。自由研修として人権月間記念講演、男女共同

参画の講演会。それから保育研修といたしまして、食育について、保育所の食中毒防止

について、心のケア、健康体操、南海地震について、実技でこま遊び、折り紙、子ども

の心の発達についてが旧の土佐山田町での自主研修の内容になっております。 

  それから、こうち人づくり広域連合が主催する研修への参加ということでございます

が、これは３町村とも同じメニューで職員に呼びかけて参加をいただいておる研修でご

ざいます。この中身が階層別研修、これは新採から５年、１０年、あるいは、係長、課
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長補佐、課長研修までになっております。それから能力向上開発研修につきましては、

政策的なもん、あるいは各種法律、あるいは契約、こういう項目に関しまして専門的な

研修を行っております。それから地域づくり研修、ＮＰＯへの理解、自主防災研修、そ

れから地域のあるもの探し、このような地域づくりの研修を行っております。それから、

人材育成の環境づくり研修、これにつきましては人事研修担当者の研修、あるいは講師

養成研修ということになっております。こういうことにつきましては、案内を職員に対

して発送いたしまして、募集により対応しておるという状況でございます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   お答えありがとうございました。 

  再度もう少しお尋ねしたいと思いますが、職員研修については一定計画されてやって

こられておるというふうにお答えいただいたわけですが、いわゆる職員研修の徹底とい

うものを図っていけば、いわゆる執務というものがスムーズに行われる、そうすれば職

員に対する分限等の問題は自然と解消されるであろうと、こういうふうに考えるもので

すが、そもそも職員として採用された時点で各その時点における執行部といいますか、

市長から渡された宣誓書というものがあるはずです。これにはどのように書かれておっ

たか、今一度全職員も思い浮かべていただきたいとそういうふうに思うわけです。そし

て、地方公務員法第３０条の服務、この条項には「すべての職員は全体の奉仕者として

公共の利益のために勤務し、かつ職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しな

ければならない」と書かれておるわけです。このことについても職員が十分理解されて

いると思うか、その点についてお伺いしたいと思います。 

  また、現在１カ月以上にわたって、いわゆる長期の欠勤者は何名いるか、その辺をお

尋ねします。私は分限について職員の中にまだこの地方公務員法によって適正に処分さ

れるべき職員がいるではないかという、そういう認識を持っておりますが、課長として

そういう、そのような職員はあと該当する職員がいないというふうにお考えになってお

るのか、その辺をお伺いして質問を終わります。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。  

○総務課長（鍵山仁志君）   宮地議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  まず、採用時、市長に対して職員が宣誓をするわけですが、どのように書かれておる

かということでございます。ちょっとお待ち願います。この職務の宣誓の内容でござい

ますが、「私はここに主権が国民に存ずることを認める日本国憲法を尊重し、かつ擁護す

ることを固く誓います。私は地方自治の本旨を体するとともに、公務を民主的かつ能率

的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を執行する

ことをかたく誓います」ということで、市長に対して宣誓をするわけでございます。こ

の書かれておる内容が職員が十分に理解されて職務に当たっておるかということにつき

ましては、当たっておるということは十分に認識をしておりますし、そのつもりである
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というふうに思います。 

  それから２点目の地方公務員法第３０条の問題でございます。確かに３０条には服務

の根拠基準ということで職務遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念をしなければな

らないということで、義務が課せられております。これは当たり前のことでもございま

す。それから、この３０条に関しては職員は理解がされておるかということでございま

すが、これは当たり前のことでございまして、仕事が、職務遂行ができないものは去っ

ていただきたいというふうに考えております。 

  それから、この香美市の今の現状で一月以上長期に休まれておる方は何名おるかとい

うことでございますが、今、ちょっとカウントしてみますと、この休職者が２名、それ

から１カ月以上長期の病気休暇の方が３名、今の時点では合計５名ということでござい

ます。それから、やはり民間企業とこの地方公務員との問題でいきますと、公務員の方

はこういうふうに身分保障がされておるということでございますが、やはりこの研修も

含めまして職務専念義務を一層充実させていくということが、職員管理の部門といたし

ましては、十分機能していくような体制を整えていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ２０番、久保信君。 

○２０番（久保信君）   ２０番、久保です。 

  国民保護法案は職務執行者のときに３月議会で提案をされました。しかし、私はこれ

にはもちろん不信も持っておるわけでありますけれども、かなり多くの方々がこれにつ

いては不信もあったのではなかろうかというふうに思います。そこで、国民保護法案は

国民の権利侵害と直接かかわるため詳細かつ膨大となっております。この法律について

政府は日本が外部から武力攻撃されたときに国民を保護するものだと言いますが、結局

そうではありません。戦前日本がアジア侵略から太平洋戦争へと戦争を拡大した結果、

本土が攻撃され国土は焦土と化しました。しかし、政府は戦争を継続し、大都市や軍事

産業の所在地を中心に陣地をつくり、米軍を迎え撃つ体制づくりを進めてまいりました。

大本営は初回は銃後の戦闘であると強調しました。国民保護法案も基本は同じです。事

業者や医師、看護師など動員の必要や避難住民のための収容施設や臨時医療施設をつく

る必要があれば、都道府県を指揮して所有者などお構いなしに強制することになってい

ます。憲法で保障された財産権も基本的人権も大幅に制限されます。アメリカの戦争に

参戦するがための措置であり、到底私としてはこれは容認をできるものではありません。

緊急事態に対処するための措置を追加した点で言うと、テロやゲリラには現行法で十分

対処できるのではないでしょうか。テロに対しては警察が装備も含めて強力な備えをし

ています。ゲリラに対しては、既に自衛隊法に基づく強い部隊が創設され、激しい訓練

が実施をされているところであります。自衛権の行使はあくまで武力攻撃、侵略が発生

したことを受けた防衛権としての行使であります。その場に臨んで、戦時臨検をその場

に臨んで検査すること、防衛出動が命じられただけの自衛隊が実施できるとするのは従
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来の見解に反します。政府の見解に反しておるわけであります。恐れを含んでいるとい

うことは、自衛権行使の以前の状態だということですから、憲法が禁止する交戦権の行

使に当たることは明白であります。国民保護法、これは第１条でありますけれども、「こ

の法律は武力攻撃事態において武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護し、並び

に武力攻撃の国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにすることの重要性

にかんがみ…」、武力攻撃が５回も出てまいります。この１条だけで５回も出てくるので

あります。日本の武力攻撃の可能性についてはどのように考えておられるのか、政府は

北朝鮮が日本に本格侵略する意図を持っていないと判断しているが所見を問います。北

朝鮮が日本に侵略することよりも、アメリカの行う戦争に踏み込む法律が次々と成立し、

日本にとっても危険な状態にあると思うがいかがでしょうか。第１点目を終わります。 

  それから、２点目であります。 

  住民の信頼を集めるこの市町村の自主性がなければ絶対にできないプログラムだとい

うことにもなります。第１６条でありますけれども、市町村の実施する国民の保護のた

めの措置ということで、少し読んでみますと、「市町村ではこの法律のその他法令の規定

に基づき、第３５条第１項に規定による市町村長の国民の保護に関する計画で定めると

ころにより、当該市町村の区域にかかわる次に掲げる国民の保護のための措置を実施し

なければならない」とあります。１としまして、警報の伝達、避難実施要領の策定、関

係機関の調整、その他住民の避難に関する措置と、２番目に救援の実施、安否情報の収

集及び提供、その他住民の避難に関する措置、３番目に避難の指示、警戒区域の設定、

消防廃棄物の処理、被災情報の収集、その他の武力攻撃災害への対処に関する措置と、

４番目に水の安定的な供給、その他の国民生活の安定に関する措置、５番目に武力災害

攻撃の復旧に関する措置としまして、このようになっておりますが、これは市町村に最

も危険な役割を押しつけるものだと、押しつけておるわけであります。平時の国民保護

計画作成、訓練などの事務やまちづくりといった事務も規定されている。それだけに地

方自治体、地域の実情に合致し、地域住民の理解と協力のもとで進めなければならない。

それには地方自治体の自主性、自立性が尊重されなければならないと思うわけでありま

す。首長や議会、地域住民の意思に反して政府が強制できるものではないと思います。

国民保護計画をつくらないので国がかわって作成したでは、住民避難の訓練を国が代執

行したなどは何の意味も持たないのではないのでしょうか。地方自治法による国の関与、

とりわけ代執行は決定、指定などの公的な処分を前提にしたもので、法的な処分を伴わ

ない自立行為を予定したものではないわけであります。国民保護法が予定する事務は警

報、避難、救援であれ国民保護協議会の設置、国民保護計画の作成、訓練であり、復旧、

まちづくりであれ、自立行為が中心を占めております。こうした事務の性質から地方自

治法による国のかかわりは否定的に考えられるべきであろうかと思います。要するに、

国民保護法が法定受託事務とした趣旨は、戦争についての国家責任を明確にして費用を

国家財政で負担することを明確にすることが主眼でありまして、容易に、安易に地方自
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治法による代執行を認めるべきではないのであります。それだけに自立性、自主性が求

められるのではないでしょうか。 

  ３番目に、国民保護法には戦争と自然災害を同一視する考えが貫かれております。戦

争と災害を混同するこうした考えは誤りをはらんでいると言わなければなりません。い

かに努力を尽くしても回避できないのが自然災害であって、政府や地方自治体は万全の

対策として自然災害の対策を準備しなければならない。戦争とは人為的に引き起こされ

るものであり、戦争を発生させるのが平和的解決の努力を行った政府であることは、ア

フガン戦争やイラク戦争が証明をしております。戦争への最大の備えとは、戦争そのも

のを引き起こさないことであります。応急対策に絞っても戦争の被害と自然災害の被害

とを同一に考えることはできないのであります。自然災害は基本的に敵が占領地域を拡

大して追撃すること、避難先に爆撃が加えられるなどということはあり得ない。敵に当

てるのは意思を持たない自然であって、攻撃を加える敵は存在をせず、その敵と交戦を

している自衛隊、米軍の作戦を考える必要はないわけであります。要するに、被害救援

にして考えればよいのが自然災害であります。自然災害では自治体に第一次的な役割が

期待され、政府機関がバックアップするのが役割であります。都道府県主体とした災害

救助法はこの行動であり、災害対策基本法で認められる政府の指示もこれを基本にして

いるのであります。戦争や大規模テロなどの有事でも確かに住民保護の分野では地方自

治体の積極的な役割が期待され、イニシアティブの発揮も求められております。だが、

もう一方の侵害排除作戦にはアメリカ政府の事項に属していて、地方自治体の自主性や

イニシアティブなど入り込む余地はないのです。戦争と災害では応急対策も違うのであ

り、その違いは両者の本質の違いを異にしている全く本質の異なった自治体を被害が似

ているからと言う理由だけの理由で重ね合わせようとする危険の危機管理のイロハを忘

れた誤りであると思います。戦争を引き起こす政府を殊さら免罪するほかになりません。

改めて確認されることは、戦争と本質上違っているということです。現在のアメリカの

実情を見れば、これまた事実をもって証明をされておるのではないでしょうか。 

  次に、支所機能について質問をいたします。 

  これは住民の皆さんから聞いた声でありますけれども、介護保険とか、そして国民健

康保険、老人保健の減額証明書などは支所では取ることができないそうであります。老

人保健受給者証、障害年金、寡婦年金、死亡一時金なども取ることができない、これら

の事柄についても批判が相当強いわけであります。また、この固定資産税、これは４期

でありますが、全部払うと前納報奨金といいますか、これが返ってくるそうであります。

手続き上、本庁舎に来なければいけないと聞くわけであります。このことについても合

併時に十分説明をされておらないのであります。合併時に住民に十分説明をしていれば、

このような声はなかったのではなかろうかというように思います。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 
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○市長（門槇夫君）   久保議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  国民保護法についてのご質問であるわけでありまして、１番から３番まで３つのご指

摘があったわけであります。国民保護法におきましては、日本への武力攻撃の可能性で

あるとか、また特定の国が日本に侵攻する意図を持っていることは規定をされていなく、

あくまでも外部から武力攻撃があった場合の国民を保護するための措置についてである

ということをご理解をいただきたい、そのように思います。 

  次に、２番目の国民保護計画をつくらないのではという部分でありますが、国民保護

計画の作成は第３５条で市町村の国民の保護に関する計画を定めなければならないこと、

及びその作成手続きについて規定をされております。市町村の国民の保護に関する計画

は、武力攻撃事態等において市町村が国民保護のための措置を的確かつ迅速に実施する

ための行動計画であり、市町村長は国民の保護に関する計画を作成をしなければならな

いものであります。その計画は、市町村の国民の保護のための措置の実施体制、住民の

避難や救援の実施に関する事項、平素において備えておくべき物資や訓練等に関する事

項など定めるものであります。国や都道府県の機関との連絡体制、他の市町村との相互

応援協定、警察や消防との連携、調整を図らなければなりません。国民の保護のための

措置として円滑に実施するために、計画を作成したときには議会に報告をし、また住民

の理解と協力が必要でありますことから、計画を公表をしなければならないというふう

になっております。 

  ３番目の災害、国民保護法では戦争と同一視する考えが貫かれているのではないかと

いうふうなご質問でありますが、国民保護法は、武力攻撃から国民の生命や身体及び財

産を保護する法律であって、自然災害は災害対策基本法に基づいて、地域に係る防災に

関し地域内の関係機関の協力を含めた総合的な計画を定め、災害予防、災害応急対策及

び災害復旧の諸活動の円滑な実施を図り、防災の万全を期することを目的といたしてお

ります。国民保護に関する計画は、自然災害等には想定されていない市町村の区域を超

えた避難に関する事項や、さまざまな武力攻撃を伴う災害等への対処に関する事項など、

武力攻撃事態等に特有のそうした内容もあることから、地域防災計画と、また国民保護

計画とは別の計画として作成し、万全を期すものでありますから、混同した考え方で取

り組むものではないということをご理解をいただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   久保議員の支所機能についてのご質問に保険課の方の関

係についてお答えさせていただきます。 

  どのような事務をどの課が行うかについては、暮らしのガイドブックによって住民の

皆さんにお知らせをしました。しかしながら、支所で行う事務内容の詳しい部分まで十

分な説明にはなっていません。支所での取り扱い業務について詳しい内容のものを知ら

せていかなければならないと考えています。ご指摘の中で、介護保険の負担限度額認定
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及び国民健康保険の減額認定証は支所では受け付けだけで、発行は本庁で行っておりま

すが、老人保健の減額認定証は支所でも発行していますし、老人医療受給者証も支所で

発行しています。 

  それから、障害者年金、寡婦年金、死亡一時金の申請は支所では行っておりません。

本庁での受け付けしか行っておりません。また、支給はそれぞれ社会保険庁から振り込

みになります。 

○議長（西村成君）   ２０番、久保信君。 

○２０番（久保信君）   ２０番。 

  少し前になりますけれども２００４年の６月に成立した国民保護法案は、法文は２０

０条、これで文字数は１０万字にも及んでおるそうであります。日本は島国ですから相

当の船舶、航空機等の攻撃能力と輸送手段を持たなければ、これは保持をしていなけれ

ば日本に攻撃を仕掛けるのは不可能なことであります。このような国はアメリカ以外に

はないのでしょう。しかもアメリカの基地だらけの日本に侵略してくるなど、あるはず

はないと考えるものであります。この点を一つお聞きをしたいと思います。そして、自

爆テロ、新幹線爆破、サリン散布といった緊急対処事態が発生したとき、こういった事

態に対処する部分は警察であって、自衛隊は治安出動しかできないのであります。そも

そも外交が長引いても予測できるこの戦争と違い、テロは突発的に発生をする。だから

予測といった場面はまず考えられないのではないでしょうか。緊急事態へのこの対応は

地方自治体を主体にした住民保護と刑事、警察による予防、捜査にかかわる、捜査にな

る。軍事と治安とは性格を異にするものであり、一つの法律にまとめたからといって対

処が同じにはなりません。国には戦争を前提とした法整備ではなく、外交努力で有事を

避ける政治姿勢こそ求められておるのではないのでしょうか。外部から攻撃があったと

きと、こう言われましたが、それよりもまず、この外部からの攻撃ということはどのよ

うなことを指しておられるものかお聞きをします。 

  そして、２点目の国民保護協議会に諮問し、協議会の審議を経て議会に報告をするわ

けです。関係機関への通知、都道府県計画の基本指針であり、都道府県計画も市町村が

担当する避難等については、形式的なものになりはしないか、それぞれの地方自治体の

計画はみずからが責任を持つ実情に合ったものが作成をされなければ意味がなく、指針

が上位のものを受けて程度の意味しか持っていないのではないんだろうかというように

思います。協議は協議であって、同意するものではないのであります。同意を得るため

に相互に努力することであり、必ずしも同意は前提としないあることについてどうして

も同意できないのは都道府県の意見を尊重することになるとしており、市町村計画につ

いても同じようなことで、この点は政府も同じ解釈と考えられるわけであります。国が

都道府県計画に対して、あるいは都道府県が市町村の計画に対して協議を理由に矛盾を

強要することがあってはならないと考えますが、この点についてはどうでしょうか。再

度お伺いをいたします。 
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  ３番目です。２００４年は相次ぐ台風や新潟県中部地震で痛ましい犠牲が続いた年で

あり、年末に発生したスマトラ島沖地震は世界を驚かせた年でありました。この国の内

外で自然災害の被災者救援と復旧の努力が続く中で、阪神淡路大震災から１０年のとき

を迎えております。深刻な自然災害と向き合っている今、有事法制に組み込まれようと

しているすべての地方自治体に問われているのは、真に備えるべきは戦争なのか、それ

とも自然災害なのかということではないだろうか。実際に行う防災計画は、どこで何を

意味するというように極めて具体的であることから、対策の対象となる災害事件の内容

や場所を明らかにすることが自治体にとっても地域住民にとっても重要であるのであり

ます。自然災害は想定をされておらないと、このように言われたと思いますけれども、

私はもちろんこれは自然災害を想定してつくるべきだと、このように思います。この点

についてお伺いをいたします。 

  それから、４番目にはこの固定資産税、これはとにかく４期払って、それを払うのに

例えば香北町の庁舎では、支所ではいかないと、本庁舎に来て手続きをしなければなら

ないと聞きましたがいかがでしょうか。 

  ２回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   久保議員の２回目の質問にお答えをいたします。 

  外国からの侵略攻撃はないと思うがどうかというふうなご質問であったというふうに

思います。ご質問の中には、特定された国をもされておるわけでありますが、私自身も

今の国際情勢、私の本当に、どういいましょう、短絡的といいましょうか、本当に幅の

狭い視野の中で考えた場合でも、日本に余り攻撃をしてくるというふうな可能性はない

のかもしれません。しかしながら、やはりそうした国際的な状況を見たときに、先ほど

言いましたように、そうした武力攻撃があった場合に、やはり国民を保護するための措

置をするということが、今回の国民保護法の目的といいましょうか、そうしたものであ

りますので、そのようにご理解いただきたいと思います。 

外国からの攻撃とはどのような場合かということでありますが、外部から、先ほど言

いましたように、攻撃をせられる、する、そういう可能性が低いということもご指摘が

あったわけでありますので、もしそういうことがあったら、外部から攻撃があったらと

いうことを繰り返し、ここでお話をさせていただき、国民保護法の一つの目的というも

のがそういうものであるということをご理解をいただきたいと思います。 

また、自前の計画を立てることが大事ではないかというふうなことであったかと思い

ます。これは当然そうしたことといいましようか、それぞれの市町村が行動計画をつく

るわけでありますので、そういう方向になろうかと思います。ただ、国や都道府県の機

関との連絡体制、あるいはそうした他町村との相互応援協定とか、そうしたものも含ま

れてこようというふうに思います。 

また、自然災害、先ほど３番目の質問の中でお話がございました、この保護法、国民
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保護法に関する計画は、自然災害等に想定をされていない、いわゆる武力攻撃に伴う災

害への対処ということでございますので、その辺をご理解いただきたいというふうに思

います。 

○議長（西村成君）   税務課長、高橋 功君。  

○税務課長（高橋 功君）   久保議員の前納報奨金についてお答えいたします。  

  前納報奨金は、納付書にありますように、現在でしたら固定資産税６ .５％、２期分の

５％の月数ですので、今納めれば６ .５％の前納報奨金を引いた金額で納めていただくと、

こういうことになります。別に本庁へ来る必要はございません。どこでも扱えますので、

金融機関、支所等で扱えますので本庁へ来る必要はございません。  

  以上です。  

○議長（西村成君）   ２０番、久保信君。  

  通告以外は質問しないようにしてください。  

○２０番（久保信君）   最後の質問になります。  

  よそからの可能性はないと、こういうことであります。可能性はないのではないかと

言われましたけれども、そうしたら、実はその可能性はないのではないかと、場合によ

ってもないのではなかろうかと、もしそういうことがあったらと、こういうことで言わ

れました。そして、自然災害も想定をしていない方だからというようなことを言ったか

と思います。そこで、可能性がないのであれば、今地震とか防災面で特に言われて、毎

日そのテレビで言われております。そういう面の危険性がもっとありはしないかと、私

は思います。その点の見解はいかがでしょうか。  

  そして、これは通告以外になるんでしょうか。引き落としですね、とにかく４期固定

資産税を引き落とすという場合に、支所ではできないと、本庁へ来て初めてそれができ

ると、こういうように言われましたが、先ほどはそうでは、その支所でもできると言わ

れましたが、そうでしょうか。そのことについてお伺いします。  

  以上で終わります。  

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。  

○市長（門槇夫君）   ３回目のご質問にお答えをします。 

  外部からの攻撃は、可能性がないのではないかというふうなお話をしました。そうい

う可能性がないと思われるという、これは私の私見でありますので、１００％ないとは

言い切れません。あるということも想定をする部分があるわけでありますので、そうし

た場合に、やはり備えておくというのはこの国民保護法であろうというふうに理解をい

たしております。 

  それから、自然災害につきましては、先ほど言いましたように、この国民保護法に関

する計画は自然災害等に想定されてない部分をこの中で組み込むということであります

ので、自然災害とはまた別の部分だというふうに思っています。 

○議長（西村成君）   ３点目の件につきましては通告外でありますけれども、支所
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機能についてでありますので、一応関連する課長からお答えをさせていただきましょう。 

  収納管理課長、後藤博明君。 

○収納管理課長（後藤博明君）   久保議員さんの質問にお答えさせていただきます。 

  口座振替につきましては、収納管理課で取り扱っておりますが、各金融機関、支所、

すべてのところで手続きできますのでよろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   １番、利根健二君。 

○１番（利根健二君）   １番、利根健二です。通告に従いまして順次質問をさせてい

ただきます。 

  まず、高知工科大学の件ですが、昨年の９月議会に質問、提案させていただいた入学

時のオリエンテーションに土佐山田町として参加もして、地区防災ボランティア募集、

ごみの捨て方等を新入生に指導・告知、積極的にかかわっていくべきである。警察等は

安全講習など参加しているが、今まで当町はさせなかったかということにつきましては、

先日の市長報告で実現をできたということを知りまして、大変満足をしております。一

方で、私が議員になって最初の議会、そして昨年の９月の議会で京都の大学や高槻市の

市役所の例を出して質問させていただきました、大学が入学書類を送付するときに住民

票の異動案内を同送させていただき、入寮日と新入生のオリエンテーション時に住民異

動の受け付けを出向いてするべきであるということは報告がなかったように思います。 

  そこでお尋ねをいたします。協議の場でこの件についての提案は行いましたでしょう

か。また、行ったなら結果、行っていないのならその理由をお聞かせをいただきたいと

思います。 

  続きまして、２番目の各種委員会・審議会の件ですが、土佐山田町においては各委員

会・審議会の名称等を載せていただけるようになりまして、非常にありがたかったわけ

ですが、現在の香美市のホームページ上ではそれが見受けないように思います。そこで、

香美市においても各委員会・審議会の情報をホームページに掲載してほしいと思ってお

りますが、その予定はあるかどうかをお尋ねをいたします。それと、それぞれの委員会、

審議会において会議録はちゃんと作成をされていますでしょうか。いるとすれば、それ

は公開請求があった場合には公開される種類のものなのかもあわせてお願いをいたしま

す。 

  ３番目のブロードバンド環境のインフラ整備の件についてお尋ねをいたします。 

  内閣官房に設置された高度情報通信ネットワーク社会推進本部により、平成１３年１

月２２日にｅ－ｊａｐａｎ戦略が策定されました。「我国はすべての国民が情報通信技

術を積極的に活用し、その恩恵を最大限に享受できる知識双発型社会の実現に向け早急

に革命的かつ現実的な対応を行わなければならない。市場原理に基づき民間が最大限に

活力を発揮できる環境を整備し、５年以内に世界最先端のＩＴ国家となることを目指す」

としております。そのときの重点政策の一番目には「超高速ネットワークインフラ整備

及び競争政策として５年以内に超高速アクセスが可能な世界最高水準のインターネット
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網の整備を促進し、必要とするすべての国民が低価格な料金で利用できるようにする」

とあります。すべての国民です。そして、その実現のためにｅ－ｊａｐａｎ重点計画か

ら始まりまして、ｅ－ｊａｐａｎ２００２年プログラム、ｅ－ｊａｐａｎ重点計画、ｅ

－ｊａｐａｎ戦略２、ｅ－ｊａｐａｎ戦略２加速パッケージ等ずっと出てきております、

２００５年のＩＴ政策パッケージまで。しかし、このｅ－ｊａｐａｎ戦略の総論の部分

は、先ほど言いましたようにすべての国民をうたっておりますが、それぞれの項目の各

論の部分になりますと、決して１００％うたっているわけではありません。そんな中、

都会より利便性で劣る田舎こそ快適に暮らすための情報基盤整備が必要である。この先、

ブロードバンドを利用したサービスがふえることは確実で、現状のままではこの先田舎

と都市部の間で経済的、文化的格差が開く危険性がある。高度な情報基盤が整備される

ことにより、ＩＰ無料電話、テレビ電話による遠隔医療、介護、ショッピング、動画配

信などさまざまなサービスに余裕を持って対応できるのはもちろん、自然の中で仕事を

したいと考える在宅勤務者や小規模住宅業者のＩターン、Ｕターンの促進にもつながる

といった提言が数多く出されるようになってきました。そこで、本年の１月に次のよう

な発表が出されております。総務省は、過疎地や山村、離島などで高速インターネット

が可能になるブロードバンドの情報通信基盤を重点的に整備することを決めた。地域間

の情報格差の解消がねらいである。２００６年度に５２億５,７００万円を投じ、地域情

報通信基盤整備促進交付金を創設する。人口が少なく、地理的にも条件が不利な地域で

は多額の設備費が必要である。しかし、民間企業任せでは採算面から光ファイバーやＡ

ＤＳＬ、ケーブルテレビなどのブロードバンドサービスがなかなか進まない。政府は、

１０年度までにすべての家庭において快適な環境で高速インターネットが楽しめるブロ

ードバンドゼロ地域の解消を目指している。目標の達成に向けて民間企業の参入が期待

しにくい過疎地や離島、半島、山村、豪雪の各指定地域、沖縄県などに対象を絞り重点

的に予算を投入する。どんなサービスを地域で情報通信基盤の柱に据え、交付金を使っ

てどのような施設を整備するかは市町村の判断にゆだねられる。そのために、地域の実

情に応じて衛星インターネットの導入なども可能となる。国は、交付金のうちから市町

村に施設整備費の３分の１を交付するという内容でした。まだまだいろんなことが書か

れておりましたが、そういったことです。従来の土佐山田町であればそういった制度を

手がけることはできなかったと思いますが、香美市となった今、この制度が活用できる

のではないかと思います。こういった制度は、手を挙げなければ何もなりませんし、よ

そが取っていくだけですので、ぜひ我が市でも研究、検討をお願いをしたいと思います

がいかがでしょうか、お尋ねをいたします。 

  続きまして、自治会への職員の積極的参加をという項目へ移らさせていただきます。 

  町内会、部落会、防災会等の会合の現状を聞きますと、市職員のそれぞれの居住地域

への会合への参加が少ないようであります。そのことで職員の地域に対する意識に疑問

を持っている市民が少なからずいるとうかがっております。住民との協働を進めていく
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にはこういったことも一つの、障害の一つになるんではないかと私は思いますが、職員

は地域のことにもっと積極的に参加をしていく必要があるのではないかと思いますが、

所見をお伺いします。これも業務外のことで強制はできないと思いますが、何か意識改

革みたいなものができるのか、できないものなのかということをお伺いをいたします。

それと、それぞれの自治会で年１回の総会ぐらいは職務として、職務上で職員を派遣す

るということもあわせてお考えをいただけたらありがたいと思いますが、数少ないと言

ったらどうかと思いますが、住民とダイレクトに双方向で意見や情報を交換できる場所

というのがそう数多く存在しておりません。そういったことをするのは行政としても積

極的に動いて損はないと思いますが、そのところもあわせて所見をお伺いをいたします。 

  続きまして、文化ホール設立基金についてお伺いをいたします。 

  文化ホール設立を望む声が多くあります。庁舎併設等の方法もあると思いますが、可

能性をお伺いをいたします。先日、自分は吉田拓郎を聞きに松山のコンサート会場へま

いりました。駐車場を見てみますと、ずるっと並んでいるうちの３割ぐらいは高知ナン

バーながです。高知市内のホールへ何か仕事とか、お客さんとしてでも行くときに、結

構香美市の人が来ております。また、多くの香美市内の団体主催の催し物が香美市以外

のホールで行われている現状もよく耳にいたします。実は、期待のよりどころとしては

行政が行った町民アンケートで、町内の欲しい施設のナンバー１かナンバー２に文化ホ

ールがあった時期がありました。そして、その後、そのときはできませんでしたけれど

も、後年度に夢を託すべく文化ホール設立基金が創設されております。合併した今、香

美市の市民にとってみずからのホールを持つ最後のチャンス、本当に最後のチャンスや

と自分は思っております。単独のホール、または新庁舎併設という方法もあろうかと思

いますが、検討をお願いしたいと思います。また、それができない場合、先人たちが夢

を託した基金の取り扱いをどうするのかもあわせてお尋ねをいたします。 

  そして、最後の質問ですが、有澤音楽祭の基金を使って合併記念時にコンサートをや

ってはどうかと、これは提案になりますが、今年度基金の上積みをたしか行っていたと

思いますが、できれば本年度中に合併記念事業の目玉的な、一つの目玉事業として有澤

音楽祭を行ってみてはどうかと思いますが、それについての検討は行われましたでしょ

うか。また、その可能性があるやなしやということもあわせてお伺いをいたしまして、

１回目の質問を終わらせていただきます。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   利根議員のご質問にお答えいたします。 

  幾つかご質問いただいたことを少し手元でメモしているうちに聞き逃したことがある

かもわかりませんけれども、また後でご指摘をいただけたらと思います。 

  まず、高知工科大学の件についてですけれども、利根議員には常々ご提案をいただい

てということで、この問題を取り上げていただいておりますけれども、どう言いますか、

言われてするといえば後手に回った対応となりましょうし、提案を受けてということを
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言えば、発展的な取り組みという言い方もできるかと思いますけれども、これまでの質

問とか提案を受けまして、今回は工科大学との連携協議会の場で、具体的な言い方では

なかったですけれども、何らかの対応をさせていただきたいとお願いをしてあったとこ

ろ、工科大学からオリエンテーションの機会をいただき、ガイダンスを行ったところで

すけれども、今回のご提案のように事前に学校からの手続き通知として発する文書に同

封させていただくことが可能であれば、そうした対応も可能であるとの住民課長との協

議により、工科大に早速連絡をいたしましたところ、なお、検討させていただきたいと

のことでございました。これは入学式当日申請の受け付け、まあ言うたら住民登録の受

け付けをするというようなことを書き込むということになりますと、香美市以外の居住

地に住まわれる方に、住むことを予定されている方に誤解を与える恐れがあると。それ

もあわせてそちらの方で受け付けをしてくれるというようなとり方をされるとというよ

うな意見もございました。そういったことも含めて大学サイドの方ではなお検討させて

いただきたいという回答でございました。実施可能となった場合は、具体的な方法等に

ついても、住民課と工科大と協議も必要であろうかと考えますので、企画課といたしま

しては、調整に当たっていきたいと考えております。お尋ねの、初めのように提案の有

無についてはそういうことですから、具体的にそこまでの提案はしてございません。平

たく言えば、理由についてはそこまで気が回ってなかったということになろうかと思い

ます。 

  次に、各種委員会・審議会についてですけれども、ご承知のように現在のホームペー

ジにつきましては、旧３町村の基本的データを単に集約したようなものでございまして、

今後ホームページの改善を行うべく政策委託料を予算化していただいております。今後

は庁内組織の立ち上げ作業をしておりますけれども、この中で具体的なホームページの

制作作業において要望の件についてはつないでいきたいというふうに考えております。

なお、議事録につきましては、要約であれ何であれそれぞれ整備をしているものと考え

ております。それぞれ法令、条例に即して開示請求に対応することになろうかと思いま

す。 

  次に、ブロードバンド環境のインフラ整備についてですけれども、私、アナログ人間

といいますか、どうもこういったＩＴ関連については弱いですので十分な答弁ができな

いことがありましたらお許しをいただきたいと思いますけれども、香美市におきますブ

ロードバンドが利用可能な範囲と状況についてＮＴＴ西日本へ照会をいたしましたが、

公開はしていないとの回答であったため不明ですけれども、旧町村の中心エリアではＮ

ＴＴ西日本のウェブページで事業所の電話番号を入力して確認をいたしましたら、ほぼ

利用できるのではないかと推測されるような状況でございました。これも担当にお願い

をしてやっていただいた作業でございます。ブロードバンドに接続できない利用希望者

個人にとっては非常に切実な問題でございますけれども、平成１５年度の旧土佐山田町

では３.８％という普及率という数字でございまして、その後、ある程度の普及率が上が
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っているとは思われますけれども、全体としては需要が少ないこともありまして、住民

の不満として顕在化していない状況と言えるのではないかと思います。また、技術の向

上により少しずつは利用可能範囲が拡張されているんではと思います。それで、行政と

しましてブロードバンドの普及を促進するにはＣＡＴＶ等ある程度網羅的な事業になら

ざるを得ないこともありまして、こういうことにつきまして、財政状況からなかなか事

業化は困難でないかと判断をするところでございます。なお、ブロードバンド環境を底

上げすることで普及率をふやす事業は適宜安価の方法があれば研究をしていきたいとい

うふうに思います。利根議員の質問の中にもございましたように、すべての国民が利用

できるということは非常に理想的なことでございます。ご指摘のとおり、地方ほど欲し

いものであるということでありますけれども、地方独自ではなかなか対応が困難なこと

であると思います。お話の中にもございましたけれども、制度が使えるということもお

話にございましたので、そういったことについては研究、検討あわせて地方のといいま

すか、情報施策、情報化施策の対応については市長会等を通じて国等に整備を求める必

要があるのではないかというふうに考えます。 

  次に、自治会等への職員の積極的参加をという件につきましては、職員の居住地域と

のかかわりについては、ご指摘のような実態にあると推測をしております。また、お見

込みのとおり職務命令等をもって強制することはできませんし、また、そういった対応

をするべき性質のものでもないと考えます。ほかの議員さんからの質問にもありました

が、地域担当職員制度とも基本的に共通すると考えますが、住民に最も近い位置にいる

職員として、どうみずからを認識し、また地域住民であるとの自覚を持つかにかかって

いるというふうに考えます。ただ現地的にはそのことはわかっていましても、なかなか

一歩を踏み出す機会を持てないままいる職員がいるのも実態ではないかと考えると、地

域の側から声がけをすることがあったら、また状況が変わるのではないかとも思います。

そんなことでいいのかという思いもあるかもわかりませんけれども、物事を動かすとい

う意味では意識変革を待つことや、自覚を求めることよりもぜひそうした取り組みもお

互いにする必要があるんじゃないかというふうに考えます。なお、ご提案のあった件に

つきましては検討してみたいというふうに考えております。よろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   利根議員さんの文化ホール設立基金に関しましてご質問

にお答えします。 

  文化ホール設立を望む声が多くあると、庁舎併設等の方法もあると思うが可能性を問

うというご質問でございますけれども、文化センター建設基金は、現在１億７,５００万

円余りございます。基金はございますけれども、現在設立委員会等も設置しておりませ

んし、積極的にこの基金に積み立てをしているという状況でもございません。今後の方

向性につきましては、現時点では全くの白紙の状態であるというのが現在の状況でござ

います。そういう状況でございますので、今後新市としましても、新市の振興計画との
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絡みもございますので、振興計画の中でこういう問題が検討されていくのではないかと

いうふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   生涯学習課長、山崎泰広君。 

○生涯学習課長（山崎泰広君）   それでは、利根議員の有澤音楽祭基金を使って合併

記念コンサートをという質問にお答えいたします。 

  郷土出身の音楽家故有澤一郎先生を顕彰する音楽祭は旧土佐山田町で過去に昭和６２

年と平成６年の２回開かれ多くの方々が音楽を鑑賞されました。基金を使って合併記念

行事で開催してはどうかということですが、現在のところ具体的な検討は行っていませ

ん。それといいますのも、文化関係者におきましては、現在は香美市文化協会を設立す

べく準備の協議を重ねておりまして、今年度の芸術祭等についての計画の検討を行う予

定でございます。その中で、音楽祭についても協議したいと考えておりますが、準備の

期間の少なさや他の行事の開催などを考えますと、本年度中の開催の可能性は低いと思

っております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   １番、利根健二君。 

○１番（利根健二君）   それぞれに丁重なご答弁をいただきましてありがとうござい

ます。 

  １番の工科大学の件ですが、いろいろ協議の場に乗せていただいてるようで、ほっと

もしておりますが、自分が一番最初にこのことを提案してから、まあ言うたら４年間で

すよね。その間に当然交付金の算定なんかにも人口等が関係してくると思うがですけど

も、こういったことは、まあ言うたら余り汗をかかずに利益が取れる部分やないかなと

自分は判断をするわけですので、もし可能であるならばできるだけ早くやればいいのか

なと思いながら再度のお願いをいたします。また、香美市が実は県会議員の定数が１に

なりましたけれども、これが工科大生がおって、もしあと１,０００人ほど多ければひょ

っとしたら２人になってたんじゃないかなと。県会議員というのは行政の方とか、町民

なんかも高知県とのパイプを持って活動しておりますが、一つの大きな県政とのパイプ

役でありますので、これはあくまでも可能性の話で非常に失礼な話ながですけども、そ

ういった面でも４年前にやってないということに対して、私は非常に残念である思いが

しますので、スピードアップしてやれるものであればお願いを、努力をお願いしたいと

思います。 

  続きまして、各種委員会・審議会です。 

  今後具体的につないでいくということで、よろしくお願いをいたします。実は土佐山

田町のときに提案させていただいて、多分審議会の名称と、何に対する審議ということ

は載ってたと思うですけども、ずっとお願いしているメンバーですよね。電話番号とか

住所とかというとそれは個人情報等あって無理と思いますけども、どういった方が香美
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市のこういったいろんなことに対して話し合っているということを、皆さんが知るとい

うことはすごく大事なことじゃないかなと思うがです。大事な内容を話し合ってるんで

すから、それなりの責任感とか使命感を持っていると思いますので、その審議員とか等

になるのに、私は名前を隠して審議をしたいという人は現実的にはおらんと思いますの

で、そういったことも含めて検討の材料にしていただきたいと思いますが、それについ

てのご答弁をお願いをいたします。 

  インターネットのインフラ整備ですが、これ一つ県外の例ですけども、一つこれはや

っぱり自治体がなかなか対応窓口ができてなくて、県に対する陳情のやつやったと思う

がですけども、ちょっと読ませていただきます。実際にＩターンした人の声を紹介しま

す。Ｉターンをしています。ほとんどの地域でブロードバンドが使えず困っています。

ブロードバンドがありさえすればこちらに完全に定住したいと言っている半Ｉターン組

も大勢います。ＮＴＴはコストペイができないとのことで、なかなか交渉のテーブルに

もついてくれません。ブロードバンドさえあれば都会を脱出しこちらにつきたいという

人も多い現状です。これは多分、たしか福島県のやったと思いますけども、その方が開

設されてるホームページにこういった書き込みが全国からあったりもしますので、現状

３.８％確かに低いですけども、本当に望んでる人が、例えば門市長の家が今２２分か

かってダウンロードするやつが、ここらあたりでは０.８秒で、１,７００倍の差です、

スピードが。それほどの差をずっと存在し続けるというのが自分として、何か非常に許

せんことかなと思います。いろんなｅ－ｊａｐａｎ計画とかというのは、もちろんその

インフラ整備だけをうたってるわけやのうて、技術革新、セキュリティ関係とかいろん

なことをあわせて計画してますので、もちろんインフラ整備特化してない部分があって、

なかなか１００％活するための予算を全体的から言うたら余り大きい予算をとって振興

してないんやないかと自分自身は思うがです。そういった中で、今回離島、へき地に対

する予算もおりましたので、ぜひ研究をお願いをしたいと思います。 

  自治会の方ですが、自分なんかはいろんな地域活動をしている中でそれぞれの課の職

員さんたちともお話をしたりとか、行動をともにして、すごく地域で頑張ってる職員さ

んの姿はわかりますけども、町内会とか行くと大体が行政の悪口が非常に多いと。だか

ら参加率が下がるという、そういう悪循環に陥っているんじゃないかなという、そのす

ばらしい頑張っている姿を見せるえい機会でもあるし、だんだんに携わっている住民の

方もふえまして、そう言うてもいかなあえと、行政も頑張りゆうで、という方がだんだ

んにふえてきてます、ここ何年かで。そこの最後の一押しにできるだけ出て来れるよう

な制度を考えていただきたいと思います。 

  続きまして、文化ホール設立基金ですけども、実は去年あたりからあくまでもうわさ

ですけども、ちらりほらりと文化ホールの設立基金を取り崩して庁舎に足すぞとかいう

うわさが聞こえてくるような、聞こえてこんような、そういうことがございます。それ

を実は私すごい心配しましての質問でもありましたんで、もしそういうことがあるのな
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らなおさら併設もあわせてのご検討をいただきたいと思います。 

  有澤音楽祭の件につきましては、現実的にタイムアウトであればそれは仕方ないです

けども、こういった基金とかいうのも同じ使うんやったら、効果的に、効果的な時期に

物事を起こした方がいいと思いましたので、まだ検討の余地があるようでしたらよろし

くお願いをいたしまして２回目の質問を終わらせていただきます。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   利根議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  まず、高知工科大学の件ですけども、工科大生の存在、在住というのは、その財政に

与える影響と、非常に大きなものがございます。それはまさに言われるとおりですけど

も、交付税の算定基準というのは、国勢調査人口、国調の人口が算定基準になってきま

すので、住民基本台帳人口でございません。そんなことがございますもんですから、昨

年の国勢調査の時点においては、それこそ夜討ち朝駆けでしらみつぶしにつぶしていっ

たということがございますので、その点については一つご理解をよろしくお願いいたし

たいというふうに思います。 

  次に、各種委員会・審議会の件に関しまして、そのメンバーの氏名を掲載したらどう

かというご提案ですけども、氏名の表示については確かにおっしゃられるような効果も

期待をできます。その方にいろんなことをお尋ねしたりとか、こともできますけども、

インターネットというのは全国、あるいは世界につながっていくもんですから、中には

いたずらをする方もおるということのありますので、前回もこういったご質問をどなた

かからいただいた思いますけれども、名称を含めて公表については差し控えさせていた

だきたいというご答弁をしたかと思います。なお、この件につきまして改めてのご提案

でございますので、庁内組織での作業、検討作業の中ではなおつないでいきたいという

ふうに思っております。よろしくお願いいたします。 

  それから、ブロードバンドの件についてですけれども、確かにＵ・Ｊ・Ｉターンされ

る方からはそういう要望もありますし、もともとそういう環境の中から来られることが

多いということからすると、そういう対応も必要であろうかと思いますけれども、一方

で先ほども言いましたように、なかなか財政状況を含めて自治体としてできるかという

ことは、制度的なご提案もいただきました。提案といいますか教えていただきましたの

でそういったことも研究しなければならないというふうに思いますけれども、自治体が

かなりの負担を求められるということであるならば、優先すべき度合いからしてどうな

のかなということは若干お話を聞いておる中で感じたことでした。 

  それから自治会等への職員の積極的参加をという件につきましては、確かにそういっ

たその場に臨みますと、行政に対する不平、不満というものを聞かされる、それが嫌さ

に行きたくないというようなこともないわけじゃなかろうかというふうに思います。で

もやはりその聞くことは大事だろうというふうに思いますし、住民の方と常に接してお

ったら、いつまでもそんなこと言いやせんだろうと、むしろ一緒にやっていこうという
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ことになってくることは期待もされますので、おっしゃられることについては職員もそ

のあたりは特に意識し、自覚を持って臨むべきだろうというふうに思います。そういっ

た場を通じて行政職員として行政の進み方、あるいは現状について説明をする絶好の機

会であるというとらえ方も一面的にして臨めば、むしろ積極的な参加というところにつ

なげていけれる要素はあるんじゃないかというふうには考えます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   利根議員さんの２回目のご質問にお答えします。 

  文化センター建設基金を取り崩して庁舎建設の財源に充てるといううわさが流れゆう

ということだそうですけれども、それは利根議員さんが発信源のうわさやないろうかと、

このように思いますけれども、全然自分は聞いたことはございません。ちなみに、財政

調整基金以外の特定目的基金につきましては、それぞれの目的を達成するために積み立

てておりますところの基金でございますので、やはり文化センター建設をやめるという

のであればそれなりの理由を、やっぱりお示ししてやめると。それをご理解いただけな

ければ、やっぱり簡単にやめてほかの財源に回すというようなことにはならないと、こ

のように考えております。ですから、現時点でその文化センター建設基金は存在してお

りますから、香美市としましても建てるつもりで、現在のところは気持ちはおると、こ

のようにご理解いただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   生涯学習課長、山崎泰広君。 

○生涯学習課長（山崎泰広君）   それでは、利根議員の２回目の質問にお答えいたし

ます。 

  検討の余地があればということですが、繰り返しになりますけれども、芸術祭等の計

画の中で開催の時期や内容等を協議していきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   暫時１０分間休憩いたします。  

（午後２時３７分 休憩）  

（午後２時４８分 再開）  

○議長（西村成君）   正場に復します。  

  休憩前に引き続き会議を行います。  

  １０番、依光美代子君。 

○１０番（依光美代子君）   １０番、依光美代子です。通告に従って４項目について

質問をさせていただきます。 

  最初にノロウイルスについてお伺いをいたします。 

  昨年よりノロウイルスによる集団感染が次々と発生をしております。県内でも今年に

入り新聞報道のみですが、１月１２日県東部の施設でノロウイルス感染、１月１８日県
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内障害者施設でノロウイルス感染、入所者５人発症、１月２１日新たに県内施設２カ所

でノロウイルス感染、１月２２日ノロウイルスに県中央部の保育所で２歳児集団感染、

１月２８日新たに市内社会福祉施設で３８人のノロウイルス感染と、このように立て続

けの記事があり、県内外では死亡者が出たという報道もあったように思います。そして、

読者の広場には、３回ほどこのノロウイルス関連の掲載がありました。この感染原因は、

食べ物による食中毒とされていましたが、最近は食中毒以外に二次感染としてオムツ交

換時の接触や入所者の入浴での感染も指摘をされております。入浴の指摘を考えると、

施設以外にプールをも心配するものです。本市にあるさまざまな施設でのノロウイルス

対策はどのようにしているのかお尋ねをいたします。 

  一部の施設では塩素殺菌管理を強化しているとお聞きをしておりますが、塩素の使用

料は以前よりかなり多く使用しているのでしょうか。また、１施設でどのくらいの量を

使用しているのでしょうか、お尋ねをいたします。また、その塩素殺菌後の水が使用後

に大量に施設より近隣の河川に排出をされておりますが、その残留塩素が浄化槽内の微

生物や河川の浄化を促すバクテリアを殺してしまい、河川の浄化を低下させているので

はないでしょうか。また、残留塩素が河川の生態系に与える影響が心配です。近年、物

部川の濁水を大変心配するものの１人といたしまして、物部川の濁水の原因は森林の荒

廃や災害による影響が多くあると思いますが、住民である私たち一人一人が排水を少し

でもきれいにして出すということを心がけるべきだと思いますし、排水者は自分の排水

に責任を持つべきだと考えますが、河川への影響は大丈夫でしょうか。 

  また、レジオネラ菌は塩素で対応できるが、ノロウイルスは塩素で滅菌できないとい

うことを水関係の学会や専門家の間で言われていると聞いておりますが、３月初めだっ

たと思いますが、ＮＨＫで東京都が水道事業体で全国で初めて平成１８年度より河川水

や水道水についてノロウイルスに関する実態を把握するために調査をするという報道が

ありました。浄水処理が適切であれば、水道水でノロウイルス感染はすることはないと

しておりますが、心配をするものです。そこで、本市の飲料水、水道水の塩素滅菌の状

況や安全性についてお尋ねをいたします。 

  ２つ目に、森林資源の活用についてお尋ねをいたします。 

先日、開会日に市長が報告（の中）で本市の森林資源を生かしたいと言われましたが、

私もこの資源を生かし経済につなげたいと考えるもので、大変心強く感じました。本市

の約９割が森林です。この森林資源を経済につなげることが本市の大きな活力にもなる

と考えます。外からの経済を引っ張ってくることも大事ですが、すぐできることとして、

我が町で本市の木を使うことが先だと考えられます。金額にするとわずかかもしれませ

んが、我が町で使ってこそ、外へのアピールができるのだと思います。それから後に外

への働きかけが必要になると考えますがいかがでしょうか。この森林資源を有効に生か

すためにも、「住宅は木造で」と広く市民に呼びかける考えはないか市長にお尋ねをいた

します。また、本市の公共施設や公共工事にできるだけ本市の森林材を多く取り入れる
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ことはできないのか。近く建設予定の保育所や、５年以内に建つであろうと言われてい

る庁舎などには、ぜひ木をふんだんに使ってほしいです。木のコストが高いと言われる

かもしれませんが、このコストを落とすことが可能です。この研究を地元の工科大の連

携センターの武藤先生が行っております。ぜひ工科大と連携して研究ができないかをお

尋ねいたします。 

３つ目、エレベーターの管理についてお尋ねをいたします。 

本市の管理下における施設などにはエレベーターを設置しているところが何カ所かあ

ります。そこでお尋ねをしたいのですが、エレベーターは何カ所あり、メンテナンスの

状況と管理委託料はそれぞれ金額は幾らでしょうか。規模や設置年数などが関係すると

思いますが、旧３町村では管理委託に当たり発注基準があったのかなかったのか、また

新市ではどのように考えているのかお尋ねをいたします。 

最後に、健康予防についてお尋ねをいたします。 

私は、住民が住みなれた地域で少しでも元気に安心して暮らすことが私の願いでもあ

り、活動の原点になっております。高齢化が進むにつれ、医療負担が増加をしておりま

す。このことは、本人はもとより家族、行政にとっても大変な事態です。高齢化社会に

おいてはますます健康予防事業が重要になってきます。新市における予防事業について

お伺いをいたします。 

１、１８年度の健康予防事業はどのようなことを計画しているのか。それはどのよう

な効果をねらってのことかわかれば教えていただきたいと思います。 

２つ目、セレネのプールを使っての予防教室ができないか。既に旧香北町では実施を

しており、医療費の抑制につながっているということで、旧議会でも質問した経過があ

りますが、その対象を全町的に広めてほしいことと、また、メニューをふやしてほしい

ということを願うものです。その教室に合わせて巡回バスを出すことはできないでしょ

うか。その教室に行きたくても交通機関がなく行けないという方も多くいると思います。

茨城県大洋村ではプール施設を使って健康予防教室を行い、利用者のために巡回バスを

出すことで若い人から高齢者まで多くの方が利用して大変効果を上げており、医療費の

抑制にもつながっておりました。私も実際に見せていただきましたが、健康教室や筋ト

レ教室の多くの参加者があり、昼間、夜間、両方ともたくさんの方がありました。健康

教室も高齢者だけでなく、早い時期からの予防の取り組みが重要だということで、若い

人の参加できるメニューも取り入れ、生活習慣病予防にもつながり、医療費の負担の軽

減につながっているということでした。 

３つ目、地域へ出向いての健康教室を保健師、保健所、そして本市の開業医や看護師、

理学療法士などと連携してできないか。先日、高知新聞に「安芸市で出張ふれあい教室、

好評」という記事があり、専門医が地域に出向き病気のメカニズムを優しく解説するこ

とで病気について知っているようで知らなかったとか、これからは病気の予防に気をつ

けるよう努めようという気になったと毎回１００人を超す聴講生があったそうです。本
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市でも以前旧物部村では夜間に地域の公民館に出向き、脳疾患や高血圧予防の教室を行

っていたようです。脳疾患や高血圧予防にかなりなっていたようです。そして、医療費

のかなりの負担割合を占めているのが生活習慣病だと思います。この生活習慣病予防に

多目的コホート研究結果を生かすことができないかお尋ねをいたします。このコホート

研究とは、厚生労働省ががん、心筋梗塞、脳卒中、糖尿病、白内障などの生活習慣病の

発生には、食生活、運動、禁煙、飲酒などの生活習慣が深くかかわっておることに目を

つけて、生活習慣の改善によりこれらの病気の発生をある程度未然に防げるものと考え

て、それには科学的根拠が必要ということで行った調査です。全国で１１カ所の保健所

管内の幾つかの市町村を抜粋し、４０歳から７０歳未満の方を対象に、最初に食生活な

どに対してアンケート調査を行い、それをもとに１０年間約１４万人を追跡調査したも

のです。その調査に高知県では中央東保健所が平成５年よりかかわったものです。我が

町にある貴重な資料です。もしこれを独自でやろうとすれば、何億円という経費がかか

ります。ぜひ、この資料を活用すべきではないでしょうか。簡単にこの資料の説明をい

たしますと、肥満とがんの関係、それとかがんでもいろんながんに対して、そして飲酒

との関係、たばことの関係、そして飲酒が糖尿病との関係なんかもしてます。それから

自殺者、たばこを吸う人、吸わない人、それの関係だとか、それから食生活、食生活に

よってどうなのかということも、ずっと１０年間、１人の人を１０年間追って、１４万

人を対象に行ってます。高知県でもやって、こういう貴重な目で見てわかる資料ができ

てますので、ぜひこれを利用して健康教室なんかに利用したら、専門家の方だけでなく、

保健師さんで指導ができるのではないでしょうか。いかがでしょうか、お尋ねをいたし

ます。 

４番目に、児童に対するたばこ、アルコール、薬物などの学習会についてですが、以

前に平成１５年だったと思いますが、中学生に対するアンケートによると、たばこの喫

煙者の約半数は小学生の時期より喫煙の経験ありと出ており、またたばこやアルコール、

薬物については何となく悪いということを、ほぼ全員がわかっているが、どこにどんな

被害を与えるのかわかっていないという児童が多かったという結果が出ておりました。

ぜひ、この学習会を年に一度全校でできないものでしょうか。小さいうちのこういう教

室というのは、大変重要になろうかと思います。ぜひこの学習会にもこのコホート研究

の結果を生かせないものでしょうか。たばこの害とか飲酒に対しての害、そういうのも

これにきちっと出ておりますので、ぜひ利用していただきたいと思います。 

５番目に、子どもの歯磨きについてですが、子どもの歯磨き習慣は早い時期にやるべ

きだと思いますが、町内の幼稚園では歯磨き教室をしているのに、なぜ保育園ではでき

ないのでしょうか。２～３年前より保育所に働きかけをするが一向に聞き入れてもらえ

ないということを聞いております。保育所での歯磨き教室をぜひするべきだと思います

がいかがでしょうか。 

最後に、国保の平成１５年度の一人当たりの医療費が旧３町村の中で一番物部村が高
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くなっております。特に、若い人の医療費が高い原因は何かお伺いをいたします。訂正

します。平成１７年度です。訂正をいたします。平成１７年度の一人当たりの医療費。

薬価を分析されたことはないでしょうか。今、国もジェネリック医薬品の利用を進めて

おりますが、薬価が高いということではないでしょうか。以前にも薬価について旧議会

で質問をした経過もありますが、今年から厚生省がジェネリック医薬品、後発薬品の利

用を進めております。昨日も高知新聞に大きく掲載されておりましたね。ジェネリック

医薬品は同じ成分を含み、同様の効果を示す薬であり、値段は３割から８割安いと言わ

れており、長期間服用する生活習慣病の薬などでは、個人負担にかなりの差が出てくる

と言われております。うまく利用することで、医療費負担の軽減になります。国は患者

自身からのジェネリック医薬品の利用を進めておりますが、私も病院である高齢者の方

とお話をさせていただきました。そしたら、こういう方法がありますよというお話をさ

せてもらったんですけど、新聞で見て、知ってるけどなかなか自分からは医者に言い出

せないという声を聞かせていただきました。せめて管理下の診療所には行政側からこの

ジェネリック医薬品の使用をお願いできないものか、あわせてお尋ねをいたします。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   健康づくり推進課長、岡本篤志君。 

○健康づくり推進課長（岡本篤志君）   １０番、依光美代子議員の１点目のノロウイ

ルスについてのご質問の上段、本市にあるさまざまな施設でのノロウイルス対策につい

て、レジオネラ菌対策も含めてお答えを申し上げます。 

  昨年度、ノロウイルスによる感染症発生は高知県で２３件、そのうち中央東福祉保健

所管内では８件発生しておりまして、香美市関係でも３件の発生がございました。３件

はいずれも社会福祉施設でございます。ノロウイルスの特徴は１１月ごろから冬場にか

けて流行いたします。少量のウイルスで感染いたします。原因といたしましては、食中

毒ではカキなどの二枚貝の原因が多く、感染症としては施設職員や入所者、来訪者等に

よる保菌によるものが大半を占めることが知られております。福祉保健所におきまして

は、計画を立ててその予防に取り組んでいるところで、平成１８年度におきましても１

０月ごろに社会福祉施設の介護職員を対象とした講習会を２回、同じく給食関係職員を

対象とした講習会を１回実施する予定でございます。さらに、講習会終了後、全施設へ

の立ち入り指導を行うように計画しております。香美市におきまして、対象になるのは

高齢者施設やグループホーム、障害者施設など１４施設、それと保育園１１施設等がご

ざいます。なお病院につきましては、医療監視という形で実施することになっておりま

す。 

  一方、レジオネラ菌対策につきましては、全国的に平成１２年から１４年にかけて循

環式浴槽でレジオネラ肺炎に感染した事故が発生いたしましたことから、国や県が対策

をとっているところでございます。高知県におきましては、公衆浴法に関する条例があ

ることから、条例内の措置基準として、公衆浴場につきましては塩素消毒や年間２回の
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自主検査の実施等が義務づけられております。ただし、社会福祉施設の循環ぶろにつき

ましては、条例対象外で自主管理となっており、県としては相談を受け付け、助言を行

って安価で容易な塩素消毒による予防を進めているとのことでございます。高知県にお

けるレジオネラ菌による感染症発生は、平成１７年度はございませんでした。香美市に

おきましては、中央東福祉保健所とも連携協力しながら、今後とも施設や住民に対して

の啓発活動に努めてまいりたいと考えております。 

  次に、４点目のご質問の健康予防についてのご質問にお答えを申し上げます。なお、

ご質問に対しましては、健康増進と生活習慣病や疾病の予防の観点からお答えを申し上

げたいと思います。 

  まず、１番目の平成１８年度の事業計画につきましてお答えを申し上げます。平成１

８年度は合併当初ということもあり、旧３町村で実施しておりました事業を引き継ぐ形

で実施するように計画いたしております。基本健診や各種がん検診につきましては、検

診の組み合わせが異なってはきておりますが、できるだけ旧町村で行っていた回数と会

場を確保するようにいたしております。本年度より介護保険法の改正により、介護予防

検診を実施しておりまして、６５歳以上の方は全員この検診を受けていただくことにな

りました。検診の事後指導につきましても、要医療、要精密検診と診断された方への受

診勧奨や保健指導を行っていることとしております。また、介護予防検診でハイリスク

と判断された方につきましては、地域包括支援センターの介護予防事業へとつなげてい

くことになります。一方、一般高齢者向けのポピュレーション事業といたしましては、

本年度３地区をモデル事業といたしまして、定期的な健康教育を実施する予定としてお

ります。また、旧香北町の事業として実施いたしております糖尿病教室につきましては、

本年度、２年目の本年度は最終年となっておりまして、本年度中８回開催する予定でご

ざいます。また、食育も含めた食生活からの健康づくりにつきましても、積極的に推進

してまいります。母子保健を除く大まかな事業計画は以上のようになっております。 

  次に、２番目、健康センターセレネ利用の予防教室についてお答えを申し上げます。 

  平成１７年度まで旧香北町において介護予防の事業といたしまして、長寿運動教室を

健康センターセレネを運営する香北ふるさと公社に委託して実施し、転倒予防等の介護

予防効果が認められたところでございますが、このたびの介護予防法の改正による介護

予防事業の再編のため、本事業を昨年度末で終了したところでございます。しかしなが

ら、４月以降は、香北ふるさと公社が健康センターセレネの管理運営事業の一環といた

しまして、年齢制限を設けずに、香美市全地域に教室生を募集し、１日２組、週２日、

陸上と水中でのセレネ運動教室として実施しているところでございます。現在、１０２

名の登録がありまして、土佐山田町からも２６名が参加いただいております。残念なが

ら物部町の方のご参加は現在いただいていないようですが、土佐山田町と物部町へのマ

イクロバスでの送迎予定も組んで実施しているところでございます。今後、健康づくり

推進課といたしましても、検診の事後フォローへの活用や、市民の皆さんが自発的に健
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康増進や生活習慣病予防に大いにご利用いただければありがたいと考えておりますが、

今後とも教室生をふやしてもらえればと期待はいたしておりますものの、教室生の増加

を図るためには、送迎車両の定員の問題や教室運営にかかる経費の問題等の解決を図る

必要があり、健康センターセレネの管理運営の方向性とともに考えていく必要があろう

かと存じます。 

  次に、３番目上段の地域に出向いての健康教室についてのご質問にお答え申し上げま

す。中央東福祉保健所や医療機関の医師、保健師、理学療法士といった市内にある人的

な財産を健康教育等に有効に活用してはといったご提案をいただき、大変ありがたく思

っております。ぜひ実現できますよう庁内で議論を重ね、関係機関とも協議を行ってま

いりたいと思います。 

  次に３番目下段の多目的コホート研究結果の活用についてのご質問についてお答え申

し上げます。この多目的コホート研究は、議員よりご説明もございましたとおり、１９

９０年、平成２年からです。始まった厚生労働省研究班による事業でございまして、全

国で１４万人の地域住民の方に生活習慣や健康に関する情報と血液、検診データを提供

していただき、１０年以上にわたる長期追跡調査により、どのような生活習慣を持つ人

ががん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病などになりやすいか、またはなりにくいのかなどに

ついて明らかにする事業でございまして、高知県からは中央東福祉保健所と、対象地域

といたしまして旧野市町と旧香我美町が１９９３年、平成５年から参加いたしておりま

す。直接的には、現在の香南市のデータになりますが、香美市におきましてもほぼ同じ

ような傾向であることが推察されますことから、多目的コホート研究の結果を健康教育

等で活用することは可能であると考えております。大部分は、国の生活習慣病対策等に

反映されておりますが、最近の分析により新たなことも見えてきているともおうかがい

しております。今後、中央東福祉保健所とも話し合いながら、健康教育等で生活習慣病

等の予防に活用していきたいと考えております。 

  次に、４番目の児童に対するたばこ、アルコール、薬物等の学習会についてのご質問

にお答えいたします。児童・生徒に対するたばこ、アルコール、薬物乱用防止について

の学習会につきましては、主として福祉保健所の事業として小・中学校と連携しながら

行っております。香美市内小・中学校の平成１７年度の実績は、たばこと健康教室を佐

岡小学校と山田養護学校で、アルコールと健康教室を山田養護学校で、だめ、絶対薬物

乱用防止教室については鏡野中学校と香北中学校においてそれぞれ１回ずつ実施いたし

ております。平成１８年度につきましては、現在各学校への希望をとって調整を図って

いる時期で、事業が確定しておりません。健康づくり推進課といたしましても、福祉保

健所と連携をとりながら、今後とも事業推進や啓発等に努めてまいりたいと考えており

ます。また、先ほどご指摘のように、コホート研究もこういった中で活用できればと思

っております。あわせて、福祉保健所とも協議、連携しながら若年時からの取り組みが

できればと考えております。 
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  次に、５番目の保育園での歯磨き教室についてご質問にお答え申し上げます。 

  香美市におきましては、旧土佐山田町と旧物部村において幼稚園、保育園での歯磨き

教室を実施してまいりました。平成１８年度におきましても、その事業を引き続き実施

することとしており、内容といたしましては、土佐山田幼稚園と第二土佐山田幼稚園、

大栃保育園におきまして各２回ずつ、簡単なブラッシング方法や食生活、おやつについ

てのお話などを中心に実施することとしております。また、大栃保育園におきましては、

中央東福祉保健所の協力をいただき、弗素洗口、弗素で口を洗う事業ですが、について

も取り組んでおりまして、本年度で３年目を迎えるところでございます。今後の事業展

開につきましては、教育委員会とも協議を行い、保護者のご理解を得て歯磨き教室を未

実施の保育園にも広げていければと考えております。 

  以上、どうかよろしくお願い申し上げます。 

○議長（西村成君）   環境課長、阿部政敏君。 

○環境課長（阿部政敏君）   依光議員のノロウイルス対策の中の施設が流す残留塩素

が近隣河川の生態系に与える影響が心配ということについてお答えをさせていただきま

す。 

  塩素が一般的になりましたのは、水道法により昭和３２年から水道水の殺菌に使用さ

れ始めてからのようでございます。塩素は、紙パルプ、繊維等の漂白剤や消毒等の薬品

の原料として使用をされております。公共下水道の下水処理は病原性細菌などによる放

流先の汚染を防ぐ目的で塩素消毒を行い、川や海に放流をしております。放流に当たっ

ては塩素消毒後の残留塩素が環境への影響がほとんどない程度に保たれております。浄

化槽におきましては、設置後、処理方式や処理対象人員によって異なりますが、県への

登録業者による年１回以上の保守点検と、県の指定検査機関によります年１回の放流水

の水質検査が義務づけられております。この放流水の検査項目には、残留塩素も含まれ

ております。 

  以上、２点について説明させていただきましたが、いかなる場合でも塩素消毒をする

ときには必要以上に塩素を注入すると、河川等に放流された残留塩素が有機物と反応し

まして、生物への影響がありますトリハロメタンが精製される問題が生じてくるようで

すので、塩素を入れればそれで終わりというのではなくて、適正な注入割合を守ること

が重要となってきます。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   水道課長、佐々木寿幸君。 

○水道課長（佐々木寿幸君）   依光議員のノロウイルス対策の中で、本市の飲料水、

水道水の塩素滅菌の状況や安全性について聞くというご質問にお答えいたします。 

  水道水における水質検査につきましては、水道法第４条第２項の規定に基づきまして、

平成１５年５月３０日付厚生労働省令第１０１号によって規定されております。これに

は５０項目に及ぶ水質基準項目が決められておりまして、当市も当然この基準に合致し
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た水質検査計画を策定いたしまして、検査を行っている状況です。平成１８年の水質検

査計画につきましては、４月２８日に香美市のホームページの中、暮らしの情報、上下

水道の方で公表してありますので、そちらの方をご参照いただきたいと思います。なお、

平成１７年度における水質検査の結果につきまして、ｐＨ、味、臭気、色度、濁度、こ

の５項目を除く４５項目におきまして、基準値の１０分の１から１００分の１というふ

うな検査結果になっております。なお、先ほどの５項目につきましても、当然基準値内

で収まっている非常に良好な原水であるというふうな形での結果となっております。 

  次に、当市の水道水における塩素滅菌につきましては、末端、管路末端の家庭におけ

る塩素濃度が０.１ミリグラムパーリットル以上となるように初期注入を行っておりま

す。具体的には、季節変動がございますが、初期注入時における塩素濃度が０.４ないし

０.５ミリグラムパーリットル程度としております。これ以上の初期注入を行いますと、

いわゆるカルキが臭い、塩素が臭いというふうな形で、臭気による苦情が寄せられる場

合がございます。ノロウイルスの感染につきましては、先ほど岡本課長の方から答弁が

ございましたので重複する部分は削除いたしまして、水道水、いわゆる水質に関しまし

て、これらのウイルスによる、いわゆる人為的な感染は想定されておりません。ノロウ

イルスに限らず、コレラとかペストとかそういうふうな部分と同じような形になります

ので、そういうふうな部分の感染というふうなことは考えておりません。 

  次に、レジオネラ菌についてでございますが、レジオネラ菌につきましては、残留塩

素０.１ミリグラムパーリットル、先ほどの末端家庭での水道水の残留塩素の基準でござ

いますが、それで３０分ないし６０分以上、また初期注入であります０.５ミリグラムパ

ーリットルでは５分以上の時間で９９％殺菌可能であるというふうな結果でございます。

当市における水道水におきましては、現在の塩素注入量で安全性は十分確保されている

と考えております。ただ、レジオネラ菌につきましては、循環式の浴槽、いわゆる２４

時間ぶろであるとか、空調用の冷却棟、加湿器などで繁殖し感染源となるために、これ

らを有する施設、個人の施設ももちろんございますけれども、これにおける設備や器具

の使用、維持管理には十分な注意をしていただきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   依光美代子議員のご質問にお答えします。 

  森林資源の活用についてで、新市で森林資源を有効に生かすために「住宅は木造で」

と広く市民に呼びかける考えはないか、また本市の公共施設や公共工事にできるだけ本

市の森林材を多く取り入れることはできないかというご質問であります。いずれも木材

の地産地消に関するご質問だと解釈しております。 

  まず、基本的に住宅のような個人資産は、個人の意向が最優先されるわけで、個人が

さまざまな建築形式の中から選択し、準備された資金をもって建築されるものと理解し

ております。しかし、ご質問のとおり、香美市には住宅建築用材となり得る広大な森林
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を擁しているのも事実であります。現在、木造住宅を建築する場合には、県における木

造住宅支援を目的とした助成制度、高知安心の木の住まい助成事業があります。この事

業の情報を市の広報等を通じて紹介し、市民に周知したいと考えています。ここで簡単

に本事業を紹介させていただきます。平成１７年度に若干基準が緩和され、県の認証材

でなくて構わなくなりました。木材の住宅要件としましては、県内で伐採、生産、製材

され乾燥された木材を使用。構造としましては、着工前図面で審査されますが、建築基

準法の最低限のクリアとプラスアルファとして耐震を想定しました耐力壁、筋交いの入

った壁ですが、の量をバランスよく配置すること。次に、地域木材住宅基準としまして、

土台柱、３.５寸角ですが、これを４寸角、１２０ミリメートルを使用、また木材の使用

割合を全体の５０％から７０％未満とする場合、平米２,０００円の助成があります。ま

た、使用割合が７割以上になりますと、平米が３,０００円の助成があります。床面積の

上限は１３４平米までとなっております。助成金の最大は４０万２,０００円となってお

ります。 

  次に、高知県内では県産材利用促進協議会を県と市町村で設立し、木材利用拡大促進

を図っており、それぞれの林業事務所が事務局となっております。合併後はまだ会議等

の開催はされておりません。市の公共施設や公共工事についての木材利用ですが、旧物

部村では集成材による木製車道橋や大栃保育所に地元産材を活用した事例がございます。

別府にあります木製車道橋の奥物部高架橋は村産杉材、村有林４００立方、国有林２０

０立方、計６００立方を使用しております。大栃保育所については、詳細の資料を持ち

合わせておりませんので、割愛させていただきます。 

今後、市において建設される公共施設についての利活用を考慮する場合、建物の規模

等にもよりますが、主として内装面に主に使用されるのではないかと考えます。公共工

事につきましては、設計段階で木製カタログや木柵工等、これ間伐材使用ですが、を計

上されており、木材の利用を図っております。平成１８年度発注工事からは県森林局の

林道地産工事に倣い、順次工事看板等の木製化も図っていきたいと考えております。 

また、ご質問にありましたコストの低減等を図るための工科大との連携については、

今後まず情報交換から実施していきたいと考えております。 

平成１７年度完了工事の木材使用量をご報告し答弁とさせていただきます。香美市の

平成１７年度完了工事の木材利用量は１０５.９立方です。これは高知東中央事業事務所

と南国市、高知市の分でございます。この間、高知市、南国市、香南市、旧香美郡の中

で最も利用の多かったのは、旧香北町の５６.８立米、続いて物部村の４５.０立方とな

っております。 

以上です。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   依光議員さんのエレベーターの管理につきましてお答え

をさせていただきます。 
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  新市で管理しております建物は、それぞれの担当課で管理しておりますが、財政課の

方で一括して答弁させていただきます。 

  まず、エレベーターがありますのは８施設でありまして、保守点検の費用は総額で３

７６万６,０００円となっております。これは予算ベースであります。保守内容としまし

ては、最近のやつは電話回線を利用しました２４時間監視体制のメンテで、それから月

１回業者が来て定期点検をしていると、こういうような形のメンテが主流でございます。

ただ、プラザ八王子に関しましては、保守委託が行っていないという現状でございまし

て、年１回の法定点検のみを行っているという現状でございます。旧３カ町村での発注

基準というのはございませんけれども、保守管理の委託につきましては、基本的には導

入したメーカーの傘下になりますところの保守専門業者に委託しているというのが原則

でございます。新市でも現在の管理委託体制を維持していきたいと、このように考えて

おります。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   依光議員の物部村における若い人の医療費が高い原因は

何かというご質問にお答えします。 

  旧物部村において医療費の分析は行っていないのでわかりませんが、確かに旧物部村

において若人の医療費が他の旧土佐山田町、旧香北町の若人の医療費に比べて高くなっ

ています。若人といっても、国保で言う若人はゼロ歳から７５歳になるまでの、旧物部

村の若人の医療費が高い原因として、一つには急傾斜地など危険な場所が多いため、こ

けたりしてけがをした場合大けがになる可能性が高い。２つ目に専門病院が近くにない

ので、通院が困難なため、村外の病院に入院しなければならない。３つ目に、救急車で

の搬送の場合、救急病院まで時間がかかる。４つ目に、社会的入院も多い傾向があると

いうことを聞いております。５つ目には、人口が少ないため医療費のかかる人のわずか

な増減によって、医療費の増減変動率に影響を与えやすい、こういったことが考えられ

ます。 

  それから、ジェネリック医薬品の関係ですけれども、ジェネリック医薬品の市の診療

所における利用については、関係課と協議、検討したいと考えます。 

○議長（西村成君）   １０番、依光美代子君。 

○１０番（依光美代子君）   １０番、依光美代子、２回目の質問をさせていただきま

す。丁寧なご答弁ありがとうございました。 

  ノロウイルスに対して、私の母も施設におるもので少し心配しておりましたが、きょ

うのご答弁を聞いて安心をいたしました。ただ、塩素殺菌を従来よりはこのことによっ

てかなり強化をしているのでしょうか。その辺ちょっとご答弁なかったように思うんで

すけれど、例えば浄化槽ですが、年に１回点検をしておりますが、このたくさん使った

ときがその点検の時期であれば、これはきれいに浄化できてないということが明らかに
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なるんですけれど、ある一定期間をたつと、またその中での微生物がまたふえてきて正

常に働くという形ではないかと思うがです。下水道へ入っている分には下水道の終末で

またそこで処理をされますが、直接河川へ出ている場合には、浄化槽内からも通過をし

て残留塩素が川へ出てるんではないかということを少し心配するものです。何かその辺

で塩素に変わる方法がないか、またぜひ研究をお願いいたします。私も十分に知らない

んですが、まだ勉強不足ですが、最近オゾンによる滅菌方法のお話をよく聞くんですが、

医療器具とか食器とか食品、そして最近は農産物に農薬に依存しないバブル水、マイク

ロバブルオゾン水というのを活用して生産性を上げるとか、そういうことを聞いており

ますが、水道についてはそういうのは有効でしょうか。ちょっとわかれば教えていただ

けないでしょうか。 

  そして、２つ目の森林資源についてですが、林政課としてかなり努力をされてるとい

うことに頭が下がりました。ぜひ我が市で、我が町のこの森林資源をぜひ続いて使って

もらいたいと思います。先ほどお話聞くと、香北町、物部では旧町村で公共工事なんか

にも使ってくださってますので、ぜひ山田町でも工事なんかにもぜひ率先して使ってい

ただきたいと思います。 

  そして、３番目のエレベーターの管理についてですが、設置をしたときのメーカーさ

んに引き続いてお願いをしているということですが、他町村でこれがずっとそういう形

でやってたところが、新たに保守点検をしてくださるという工事店がありまして、そし

て価格を入札というか、しましたところかなりの差が出てきて、年間にすればかなりの

金額が差が出てきたということがあります。設置したときのいろんな取り決めもあろう

かと思いますが、ほかのいろんな保守点検、そういうことに対しても大きさや規模、設

置年数で価格が違ってくるだろうとは思いますが、その辺もう一度見直しというか、一

度点検をお願いをしたいと思います。 

  そして、健康予防事業ですが、その健康予防事業としてポピュレーション事業、今年

モデル地区として３地区やられるということですが、その地区はどことどこなんでしょ

うか。お尋ねをいたします。 

  そして、健診事業ですが、健診が今年から自己申告というか、申し込みをして、従来

でしたら希望調査表が送付をされてくるようになりましたが、それがやまりましたが、

その経過、どうしてやまったのか、そのことによって今回既に健診が各地域で始まって

おりますが、その状況などわかればお聞かせください。 

  それと、セレネを使っての運動教室、セレネを香北ふるさと公社がやってるというこ

とですが、ぜひ巡回バス、同僚議員からも先ほど出てましたよね。高齢者が通院に大変

苦慮しているということ。これを生かして縦割りじゃなく、お互いが連携してこのバス

を使ってこの健康予防教室にも来れる、通院にも利用できる、何か多目的に考えていけ

れる方法はないのか、またぜひ検討をお願いいたします。 

  それと、プールでの教室ですが、意外とそのプールでの教室があるって、私も一度チ
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ラシを見たんですけれども、なぜプールが使うことがよいものかというその効果、効果

の点も知らすべきではないでしょうか。例えばプールの水圧がかかることで心肺機能を

高めたり、水の抵抗により筋力アップができるだとか、水温が体の新陳代謝を活発にさ

せるだとか、水の中で運動することがその体重が浮力によって体への負担が３分の１に

減らして、ひざが痛い人でも安全に運動ができ、機能を高めることができるだとか、そ

ういう効果もぜひ知らせてあげると、もっと感心を持ち参加者もふえるんではないかと

思います。 

  それから、５番目の歯磨き教室についてですが、通告には書いてありませんでしたけ

れど、受け入れ側である保育所が今回幼保支援課ということになりましたけど、幼保支

援課の統括者である教育長さんにご所見をいただけないでしょうか。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   依光議員さんの２回目のご質問にお答えします。 

  エレベーターの管理でありますけれども、メーカー外の業者の活用も考えたらどうか

というご提案だったと思いますけれども、保守には、やっぱり機械ですので、機械がち

ゃんと動きゆうかどうかという点検が一つあります、点検をすると、毎日使うものです

から、エレベーターというのは。磨耗していく部品の関係もございます。磨耗している

部分とか、それから油の切れかかっちゅう部分とか、そういう部分についての点検、そ

れから電源ヒューズとかそういう部分での点検もございます。そういう消耗品に関する

部分については、やはり通常の業者が磨耗しちゅうよとかいうことがわかったとしても、

部品はそのメーカーから取り寄せんといけませんので、そのメーカーがいろんな三菱な

り東芝なり、メーカー名を挙げていいのかわかりませんけれど、幾つかメーカーありま

すけれども、そういう部品が取り寄せれる業者かどうかというのが、一番委託する側と

しては心配なということがございます。そういう関係で、メーカー直結であればそうい

う部品を取り寄せるということに関して安心感があるということで、そこに頼みゆうと

いうのはそういう理由があるということが１点と、それから、価格はかなり開きはござ

います。その開く内容は、一つは２４時間のチェックと、それから月１回の定期点検だ

けの業者と、それから今申しましたように磨耗する部品もございます。それから突然壊

れる部品もあるわけです。そういうときに、ただで部品代を出してくれる業者もござい

ます。それは結局どういうことかといいましたら、ほとんどふだんは壊れませんので、

そういうときのためにふだんから高めの保守料を出しゆうと、ということは保険を掛け

ゆうということですね、逆に言えば。そういうような形で、これをフルメンテと言うん

ですけれども、そういうような形でメンテをお願いしゆう業者もあれば、その壊れたと

きは部品代は別個に払うきということで、保守を委託しちゅう業者もございます。その

関係で高い、安いが出てくると。契約の中身によって高い安いがあるということを、あ

るということをご理解いただきたいというふうに思いますし、またメーカー外でなかな
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か部品調達等ができるかどうかということもございますので、現在のところ、とりあえ

ず消極的ではありますけれども、今委託している業者に今後も極力お願いしていきたい

というふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   水道課長、佐々木寿幸君。 

○水道課長（佐々木寿幸君）   依光議員の２回目のご質問でオゾン殺菌というふうな

形での水道水への処理は可能かというご質問ございましたので、手元にある資料の中で

わかる範囲でご説明させていただきます。 

  まず、オゾン処理によって、いわゆるその数値を下げることができるというふうな項

目につきましては、７項目ほどございます。まず、ブロムホルムというふうなやつ、そ

れは基準値が０.０９ミリグラムパーリットル以下と規定されております。そのほかにジ

オスミン、これは０.００００１ミリグラムパーリットル以下と。そのほかにフェノール

類、また有機物、味、臭気、色度等においてオゾン殺菌が有効であるというふうな形に

なっておりますが、これにつきましては、すべてこの値につきまして当市の原水では基

準以下になっておりますので、それが基準以上になったときに、いわゆるそういうふう

な処理が必要であるというふうな解釈で結構だと思います。ただ、オゾン殺菌と同じ能

力を有します活性炭処理というふうな形でも、この先ほどお話しました７項目につきま

しては同一の能力があるというふうな解釈で結構だと思います。ただ、オゾン殺菌につ

きましては、一般細菌及び大腸菌につきまして殺菌能力がございませんので、こちらに

おきましては、やはり塩素消毒ということで、一般細菌につきましてはほとんどの菌が

死滅いたしますし、大腸菌については完全に死滅すると。いわゆる安価でかつこの２つ

の菌に対して非常に有効である塩素というふうな形での注入が今後とも行われていくと

考えております。先ほどからお話しておりますように、いわゆる濃度の管理、そこを十

分に今後とも行っていくように気をつけてまいります。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   健康づくり推進課長、岡本篤志君。 

○健康づくり推進課長（岡本篤志君）   依光議員の２回目のご質問にお答えいたしま

す。 

  まず一つ目、ポピュレーション事業につきまして、本年度の取り組みですけれど、現

在１８年度土佐山田町については片地地区、それから香北町につきまして韮生野地区、

物部町地区については神池地区、その３カ所を予定しております。もちろん３カ所の方

が対象にはなっていくわけですけれど、ただ、我々としても多くのボランティア、また

いろんな形で携わっていきたいという人たち、勉強したいという方を育てていきたいと

思っております。ですから、ここの地区でやりますけれど、ほかからもたくさんの方に

参加してもらいながら、この事業を広げていきたいなと。モデル事業だけじゃなくて、

そのほかでもたくさんの芽が生まれるような形で、住民と協働できるような形で進めて
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いきたいと思っております。 

  それから、健診につきまして、今年から電話受付を主体としております。従来、希望

調査表をお配りして、希望をお聞きして、それからいろいろ日程調整して受診表を配付

しておりましたけれど、合併の協議の中で、やはりかなりの健診の事業量になってくる

ということもありまして、できるだけやはりご自分の健康をご自分できちっと管理して

いけるような、そういう住民意識の啓発というんですか、高揚を目指して、実はこの方

法をとってみました。若干、やはり受診率自体は落ちております。当初、やはり申し込

みが非常に少なかったということで、いろいろなメディアとか広報活動を通じながら周

知を図ってはきております。また、いろいろな職員間でアイデアも出しながら、自分た

ちが何ができるんだというところを話し合いながらも進めております。一つ、非常によ

かったのは、胸部のレントゲン検診車で市内をあちこち巡回しました。そのときに保健

師が、自分の受け持ち地区の保健師が同行しまして、胸部のレントゲン検診の場で検診

の方法の周知をさせていただいたのと、そこでも受け付けもさせていただきました。そ

ういったことも非常に功を奏しまして、受診量、それは当初よりかなり上がってはきて

おります。我々としても一生懸命手を尽くして、できるだけ新しい方法ではありますけ

れど、ご自身の健康について、ご自身でできるだけ管理を気を使っていただけるような、

そういう方向で進めさせていただきたいと思います。ちょっと時間もかかるかもしれま

せんけれど、長い目で見ていただければと思います。 

  それと、広報等を通じて、そういった面で健康、気をつけてくださる、そういう土壌

が育ってきますと、やはり広報をよく見ていただけると。そしてやはり市政全体にやは

り感心を持っていただけるじゃないかなと、我々も考えております。どうかよろしくお

願いいたします。 

  それから、巡回バスの件、運動教室に伴う巡回バスの件ですけれど、これを通院に利

用というのはちょっと今すぐなかなか回答ができないところではございますけれど、旧

香北町でもありましたけれど、こういう巡回、送迎バスを利用して日々の、日常の、例

えばセレネ近辺のお店への買い物とか、郵便局へ寄るとか、そういったことは随分され

てこられてました。ですから、今後もそれは可能じゃないかなと考えております。ただ、

通院につきましてはちょっと目的が全く変わってきますもんで、それはまたいろいろ話

し合っていかないかんとは思います。 

  それから、プールがいろいろな効果があるということをもっと知らせるべきではない

かということで、ごもっともだと思います。これからのプールのピーアール、運動教室

のピーアールにぜひそういった面を強調していければと思います。また、健康センター

セレネ、ふるさと公社の方とも話し合っていきたいと思います。 

  以上、健康づくり推進課の方からは以上です。どうかよろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   依光議員さんの保育園での歯磨き教室についてお答えさせ
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ていただきます。 

  保育園児から中学生までの健康予防事業につきましては、中央東福祉保健所、健康づ

くり推進課、警察署からいろいろとご指導をいただいて勉強をしているところでござい

ます。健康づくり推進課の課長さんも担当の方と一緒に私のところへも２回ほど来てく

ださいました。保育園の歯磨きだけでなく、先ほどのご答弁等にもありましたように連

携をとって、学校へ入って指導していただくような計画が進んでいるところでございま

す。その中でも話題にもなりました保育園での歯磨き教室の件でございます。私も保育

園が教育委員会の担当になりまして、いろんな会合もあり、また書類等も見せていただ

く中で、いろんなことも自分なりにもわかってまいりましたし、吉村課長や担当課とも

話し合ってはおります。４月３日に園長会をいたしました。そこでも園長さん方と腹を

割って話し合った中で、一つある課題も私なりに見つかりました。私も今毎日自分に課

せられた仕事は一生懸命はしておりますが、今の立場として仕事し過ぎてもいけません

し、言い過ぎてもいけませんので、何かあれではございますが、また、これからも歯磨

きに限りません、またいろんな方法で話し合えば進んでいけるんではなかろうかと考え

ております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   お諮りします。 

  本日の会議はこの程度にとどめ、延会にしたいと思います。これにご異議ありません

か。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに

決定しました。 

  本日の会議はこれで延会します。 

次の会議は、５月１７日午後９時から開会をいたします。 

 

 

（午後３時５５分 延会）  
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議事の経過 

（午前９時０６分） 

○議長（西村成君）   おはようございます。ただいまの出席議員は３５人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程に入る前に報告します。３８番、前田泰祐君は入院中のため午前中欠席とい

う連絡があっております。１３番、岡村優一君はおじさんの葬儀のため欠席、２４番、

岡本喜身君は通院のため欠席という連絡がありましたので、ご報告申し上げます。 

  議事日程は、お手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、一般質問を行います。順次質問を許します。 

  １５番、門脇二三夫君。 

○１５番（門脇二三夫君）   おはようございます。１５番、門脇二三夫でございます。

議長の許しを得ましたので、通告順に従いまして一般質問をさせていただきます。 

  日本の森林面積は２,５１５万ヘクタールで、この森林の持つ多面的な機能は林野庁の

試算では７４兆円、日本学術会議が農林水産大臣に答申をした内容、地球環境、人間生

活にかかわる農業及び森林の多面的な機能評価については７４兆９,０００億円であり

ます。林野庁試算では、鳥獣保護機能が含まれておりますが、日本学術会議のそれは入

れないなど、調査項目や調査区分などについての違いはあるものの、こうした試算の１

兆円程度の差というのは許容範囲だと理解するものであります。そこで、高知県の試算

のあった、また酸素供給量のある林野庁での本市の多面的機能を評価について、ただし、

今回は山の保水力の問題もあって、旧町村ごとに単純試算をすると次のとおりでありま

す。水源涵養機能、これは降水量の貯留、洪水の防止、水質の浄化を含んでおるもので

すが、物部町で４５６億３,０００万円、香北町で１８４億２,０００万円、土佐山田町

で１３６億３,０００万円、計の７７６億８,０００万円。それから、土砂流出防止機能

として物部町では１６４億９,０００万円、香北町では６６億８,０００万円、土佐山田

町では４９億円、合計では２８０億７,０００万円。それから、土砂崩壊防止機能として

物部町では８３億８,０００万円、香北町では３２億９,０００万円、土佐山田町は２４

億９,０００万円、合計の１４１億６,０００万円。それから保健休養機能、これにつき

ましては、物部町で５億３,０００万円、香北町で１億８,０００万円、土佐山田町で１

億８,０００万円、合計の８億９,０００万円。そして野生鳥獣保護機能としては、物部

町が３７億４,０００万円、香北町が１５億１,０００万円、土佐山田町が１１億６,００

０万円、計の６４億１,０００万円。それから、大気保全機能、これは炭酸ガスを吸収す

る力、あるいは酸素を供給するという意味で申しますと、物部町が炭酸ガスを吸収する

機能１６億９,０００万円、それに酸素供給金額が５４億４,０００万円、香北町が炭酸

ガスの吸収能力８億円、酸素供給能力というのは２２億３,０００万円、土佐山田町が炭

酸ガスの吸収能力５億３,０００万円、酸素を供給する能力１６億１,０００万円という

ふうになっておりまして、トータルで酸素を供給する力、あるいは炭酸ガスを吸収する
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合計は１２８億円ということになっておりまして、物部町のそれぞれの機能の合計が８

１９億円、香北町が３３１億１,０００万円、土佐山田町が２４５億円、トータルの１,３

９５億１,０００万円というふうになっておりまして、ここで単純試算というのは、森林

は山の傾斜、標高、木の種類、林齢、木の年齢という意味ですけれども、それと土壌等

の種類があって、当然これらに基づいたものでなくてはいけませんが、それぞれの機能

単価を森林面積に乗じたものであります。参考までに１０アール当たりの機能面での単

価、これは２９万４,０００円程度となっています。新田義孝氏の省エネルギーによるグ

ローバルなＣＯ
２
排出削減と緑化によるＣＯ

２
の推定、これは１９８９年によりますと、

熱帯雨林の１ヘクタール当たりの炭素の固定量は年間９.９トン、熱帯季節林では７.２

トン、暖温帯常緑樹林では５.８５トン、冷温帯落葉林では５.４トン、亜寒帯林では３.６

トンとされており、森林形態によって３倍近くの差が見られるのであります。我国の森

林は、暖温帯常緑樹林から冷温帯落葉樹林に属し、炭素固定量は５.８５トンから５.４

トンで、１０アール当たり６,０００円台の単価となって、ヨーロッパの場合大部分が亜

寒帯林で炭素固定量は３.６トン、森林の炭酸ガス排出圏が２０ユーロから３０ユーロで

取引されており、円換算で３,０００円から４,０００円程度となっておりますので、単

純試算でも現実に近い数値だと理解をしているところであります。 

  現在、連日のようにテレビや新聞等マスコミを通じ、地球温暖化や異常気象の問題が

取り上げられております。国は、京都議定書で炭酸ガス排出量を２００８年から２０１

２年までの期間に１９９０年比６％削減義務を課せられていますが、この６％削減のう

ち３.９％を森林に吸収させるとしているものであります。しかし、昨年２月に現状では

森林に吸収させる３.９％のうち、吸収量は２.６％にとどまり、目標に届かない。そし

て、その原因は林業の経営不振や森林整備の予算が不足しているとして、森林組合法を

改正し、全国に約９００ある森林組合を５００程度にし、経営基盤の強化を図るとして

います。しかし、森林組合の経営基盤の強化だけで森林整備が進むかと聞かれますと、

否としか言いようがありません。森林組合を利用する大半の山林所有者は５ヘクタール

未満と小規模面積で、かつその森林は点在をしており、集団施業による効率化も困難な

状況にありますし、こうした山林所有者の意見として「負担までして手入れはようせん」

が大半であります。国が３.９％を森林に吸収されると言うのであれば、間伐補助金では

なくて山林所有者、あるいは民有林の管理を担う森林組合に森林管理費として支払い、

負担が要らない、また放置林については市町村長がその判断で対応できるシステムづく

りが必要だとも考えているところであります。 

  昨年１０月２８日、気象庁が異常気象が長期間の気象変動に関する分析と予想をまと

めた異常気象リポート２００５を発表しましたが、この内容は大雨の増加傾向は地球温

暖化が影響しているとして、初めて温暖化と雨の関連性を指摘したものであります。こ

の内容によりますと、１日の降水量が２００ミリ以上の大雨の日数が過去３０年で１.５

倍にふえており、今後も炭酸ガスの排出量がふえ続けた場合、１００年後には１日の降
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水量１００ミリ以上の年間日数は、現在の１．５倍から２倍にふえ、特に西日本で増加

する割合が高いというふうに指摘をしています。また、国土交通省が明治時代から調査

したダム周辺の雨量調査では都市による降水量変化としては、小雨と大雨の幅が拡大し

ているとしています。物部町と香北町に位置する永瀬ダムは、戦後の産業振興のための

電力供給と下流域の人たちの安定した農業用水を望む声、洪水防止等を目的に建設され

た多目的ダムであり、完成当時は佐久間ダムに次ぐ全国２番目の貯水量を有するダムで

あったことはご承知のとおりであります。同ダムは本年で完成５０年目を迎えるわけで

すが、完成当時と比べますと、湖岸の崩壊や土砂の流入によって貯水量は確実に低下を

しています。気象庁や国土交通省の調査報告内容から水の不用なときの大雨や、水の必

要なときの小雨などが考えるために永瀬ダム上流部の降水量とダムへの流入量について

調査をいたしました。昭和３５年から平成１６年までの４５年間について調査した結果、

昭和３５年から昭和５０年後半までは、都市による降水量は２,１００ミリから３,２０

０ミリ以内で安定をしていましたが、その後、１,８００ミリから３,８００ミリとその

差は２,０００ミリと大きくなっていますし、最近の傾向として春から夏の雨が減少し、

秋から冬の雨が増加をしています。このことから昭和３５年から平成１６年の４５年間

を５年ごとに９区分し、水量に必要な雨量を試算し、実際の降水量と比較した結果、次

のとおりでございます。これは昨日皆さん方のお手元に手書きで大変汚い資料でござい

ますけれどもお回しをしております。表１の方で永瀬ダム上流の降水量と流入量という

ことで、実線が降水量、破線が流入量でございます。これは３つの特徴があるというふ

う考えております。昭和３５年から昭和５５～５６年までの雨の多い年、少ない年が

１,１００ミリ程度に、先ほど言いましたがなっております。ところが近年の幅は２,０

００ミリと拡大し、ちょうど昭和４７年、記憶に新しいところですけれども繁藤災害が

ございました。そして、その近年の雨の降り方は、その繁藤災害に近いような非常に災

害を受けやすい雨の降り方となっています。そして、２番目に降水量よりもダムへの流

入量が少ない年が目立つようになってきています。例えば平成８年、平成１３年、これ

は山に全く保水力がなくなったのではなく、吸収する力はあるけれども、昔のように一

定の水を保てなくなってきたというのが一つの原因だろうと思います。特に大雨のとき

よりも小雨の年、例えば先ほど言いました平成８年、平成１３年の雨量の少ないときに

は水を吸いますよ。しかし、大雨のときは吸ってないというのが現状でございます。３

番目に平成に入って降水量、流入量のグラフが重なりつつあります。これは先ほど言い

ましたが降雨量が直ちにダムに流れ込む現象をあらわしています。それから、右に第２

表として５年平均の降水量と流入量というふうに書いてございます。昭和３５年から３

９年までというふうにそれぞれ５年ごとに区分をしまして、平成１２年から平成１６年

の流入量と降水量を１００として見た場合、どういうふうになるかといいますと、昭和

３５年、３９年の流入量を得るためには試算降水量、右から２段目、Ｂとしてやってま

すが、２,９７８ミリが必要であった。実際の雨量というのは２,７１６.４ミリですけれ
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ども、試算上では２,９７８.１ミリの本来は雨量が必要ではなかったかというふうに推

計をしたところでございます。そうしますと、昭和３５年から３９年、一番右の端に英

文のＢというふうに書いてますが、１０９.７、それから４０年から４４年が１０８.５、

４５年から４９年が１１１.５、５０年から５４年が１０８、それから５５年から５９年

が１０８.３、６０年から平成元年までが１０３.２、平成２年から６年までが１０６.３、

平成７年から１１年が１０３.８というふうにそれぞれなっています。富士山に降った雨、

雪というのは８０年から１００年して涌水として地表に流れ出ると言われていますので、

ダム上流部に位置する物部町や香北町の山々の標高、あるいは山並みから考えますと２

０年から４０年だと考えられるのであります。試算降水量が８％を保っていた昭和３５

年から５９年の２５年間で見ると、平均流入水量は２５.４立方、降水量２,６６７ミリ

ですけれども、試算雨量としては２,９３０.７ミリとなっており、実降水量を９.９％上

回っています。同期の２５.４立方の９.９％は２２.５立方となりますので、年間７,８

８４万立方の保水力が失われたのではないかと思われます。これを施設園芸に使用する

かん水量から対象面積を推計しますと、１０アール当たり１回に必要な水の量は１０立

方ですので、３６５日かん水するとした場合、２,１６０ヘクタール分の水が少なくなっ

たということになります。そして、この数値は永瀬ダム上流部だけの量ですので、３町

の物部川に流入する森林面積で調整をしますと、最終では２,８７２.８ヘクタール分が

少なくなったことになって、ダムの完成当時のかんがい計画面積３,３２０ヘクタールの

実に８６.５％となっています。また、生活用水で見た場合、１カ月に３０立方使用する

と仮定したら、３４万９,５２４戸が１年間使用する量となるのであります。物部川は使

い尽くされた川と言われており、６つの発電所、３つのダム、下流域では井筋となって、

東は香南市、山北から西は高知市、大津介良までの田畑を潤し、生活用水、工業用水と

して利用されていますが、今この源流域の山々は確実にその保水力を失いつつあります。

旧物部村では保水力の確保を含めた森林の多機能を守り、かつ優良材を生産するために

森林管理や山林所有者の所得を確保するための森林ストックヤードの開設、作業道や搬

出間伐への上乗せ助成など、諸施策に努めてきたところであります。それと同時に忘れ

てはならないのが物部町や香北町、土佐山田町の山間部で効率の悪い収量の少ない田畑

を耕し、朝は暗いから夜は暗いまで山仕事をしておられる人たちがいるからこそ、保水

力はこれぐらいの減少にとどまっているのであります。しかし、こうした山間部の集落

は高齢化が進み、集落機能を失ったところもありますし、今まさに失おうとしています

ので、行政の果たす役割は大きくなっています。山への投資は直ちに結果が出るもので

はありませんが、将来を見越した施策をとることが下流域の住民の方に安定した生活用

水、農業用水を確保することにつながるのであります。 

そして、森林の持つ機能で最近注目をされているのが森林セラピーで、リラックス効

果やフィトンチットによる免疫力、抵抗力を高めるなどであります。ヨーロッパでは既

に医療行為として認められていますが、我国では森林セラピー基地としての候補地は２
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７カ所、うち森林総合研究所などでは１０カ所でリラックス度等について調査をし、ホ

ルモンコルチゾールの減少やがん細胞を抑えるナチュラルキラー細胞が活性化をするこ

とが確認され、本年４月１８日６カ所のセラピー基地と４カ所のセラピーロードが林野

庁の認定を受けたところでもあります。本県ではセラピーロードとして津野町が認定を

されております。現在、日本にある樹種でフィトンチットの多いもの、すなわち消臭、

脱臭、抗菌、防虫効果のある揮発油成分を多く含むと理解していただければと思います

けれども、乾燥葉１００グラム中濃度はトドマツが８ミリリットル、シキミ、４ミリリ

ットル、これは用材ではありませんけども、ついでヒノキが４ミリリットル、スギが３

ミリリットル、アスナロ、クスが２ミリリットル強となっており、このフィトンチット

は雨上がりの午前中に発生する量が多いと言われています。昨年１１月１３日嶺北地方

で開催をされた四国山の日に講演をされました大阪府在住の北山さんから興味深い提示

があり、それは現在建築用材としている外国産は白く、極めてシロアリの被害を受けや

すいというものでございました。四季があって多種多様な病気や虫から被害を防ぐため

に自主防衛として木々が発散するフィトンチットは国産材、特に降水量の多い地帯で生

産された木材に多く含まれるのではないかと考えられるのであります。今、国産材の価

格上昇を目的に不法伐採によるものを含めた輸入制限が言われています。まさにそのと

おりでありますけれども、こうしたフィトンチットの多いと思われる国産材のよさ、つ

まり以前県西部の幡多地方ではクスノキを栽培し、防虫剤の原料として収入を得ていま

したし、県内の山間部ではダニを防ぐために木くずを使っていました。こうしたことが

国産材のよさをピーアールすることにつながると確信をしているところであります。今、

森林は材価で評価をされていますけれども、多面的な機能を含めた評価が必要であり、

この機能を高めるためには適正な森林管理が必要であります。最近でも対費用効果とい

う大義名分のもとに人口の多いところに予算化配分がされがちですけれども、本市の森

林は１,３９５億１,０００万円の価値がありますので、５億円、１０億円投資をしても、

その対費用効果は大きなものだと確信をしています。 

そこで、お伺いをいたします。森林の多面的な機能を守る施策について２点お伺いを

いたしたいと思います。 

１点目は、市が直接行う事業についてであります。物部町、香北町に源を発する物部

川の源流域の山々は先ほど申しましたように、まさにその保水力を失いつつあります。

３月定例議会で佐々木水道課長の答弁の中では、日量３,０００立方の水源確保が必要で、

これに伴う供給施設などに要する費用は１５億円から２０億円と言われておりました。

緊急避難的に新しい水源を求めることは当然必要なことでありますが、物部川の水流が

減少し続ければ、幾ら新しい水源を求めても根本的な解決にはつながらないのでありま

す。旧物部村では先ほど申しましたように優良材の生産と水資源確保のために切り捨て

間伐の対象とならなくなった８齢級、８、９齢級、４０年から４５年制の搬出間伐につ

いては、県の補助金に立方当たり１,０００円の上乗せをしてきたところでもありますし、
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この搬出作業を効率よく進めるための林内作業道についても１メートル当たり１,００

０円の助成をしてまいりました。そして、その年間金額は３年間で平均約１,１００万円

程度となっています。山への投資は１０年、２０年で回収できるものではありませんけ

れども、今、手を打つことが必要ですし、新しい水源確保に伴う費用に比較しても１０

０年以上の予算編成ができる金額であります。そこで、物部川源流域、あるいは穴内川

源流域に位置し、水路保全等を目的とした搬出間伐や作業道開設事業等に対し、市とし

て旧物部村が実施していた上乗せ助成をする考え方はないか、その金額は３町の森林の

割合から年間１,９００万円から２,０００万円と推定をされるところであります。また、

このことが下流域に住んでおられる市民の生活用水、農業用水の確保につながると考え

ていますが、どのように思われるのかお伺いをいたします。 

２点目に、間接的事業導入についてでございます。高知県では「環境先進企業との協

働の森づくり事業」を実施していますが、これは企業と県、森林管理を担う市町村が協

定を結び実際の整備は地元森林組合が行うというものであります。また、農林中金では

創立８０周年の事業として１０億円の森林基金を創設しています。これは公益性の高い

民有林整備に取り組む民間団体に助成し、地球環境温暖化防止や水路保全など森林の多

面的機能を守るというものですが、日本経済新聞によりますと、基金は１０億円から毎

年１億円を取り崩し１０年間の継続事業だとしています。事業の対象となる森林や団体

は、荒廃が激しく面積も広い森林、対象団体としては地元ボランティア、ＪＡ、漁協、

森林組合などとしており、１団体当たりの助成上限は３,０００万円、基本的には毎年募

集ですけれども、継続して助成を受ける場合には最長５年のようであります。このよう

に企業や団体の協力を得て、市有林や民有林の手入れを行うことが可能ですので、県や

森林組合とも積極的に協議し、協働の森づくりに取り組むべきと考えているところであ

りますが、どのようにお考えなのかお伺いをいたします。 

２点目に木材の成分分析による差別化についてお伺いをいたします。 

本市の山間地域は全国的に見ても多雨地帯でありますが、こうした地域で育ったスギ

やヒノキは多くのフィトンチットを含んでいる可能性が高いのではと考えているところ

であります。例えば、スギの芯黒材は見た目が悪く、同じ立米数ですと重いこともあっ

て建築用材としては敬遠されがちで、スギ材の中でも価格は半額以下で取引されており、

その大部分は廃棄をされているのが現状であります。しかし、この芯黒材は昔から水分

を持ちやすい場所に使用されており、湿度からくる腐敗や、あるいはシロアリに対する

抵抗力も高いことが予想されます。ただ、これらは慣習的に行われていることであって、

科学的に証明されたものではありません。こうしたスギやヒノキの持つ特徴を最大限に

生かし、差別化のための成分分析について、高知工科大学等に成分分析を依頼する考え

はないかお伺いをいたします。 

３点目に、林道楮佐古松床線の市道化についてでございます。 

本市では国道１９５号線の改良と県道久保大宮線の拡幅に努め、東南海・南海地震に
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備えるとしていますが、これらの改良工事については可能な限り早期に実現をされるこ

とを願うものであります。しかし、これらの地震によって国道１９５号線が通行不能と

なった場合、県道久保大宮線も落石や山腹崩壊でアクセス道としての活用は不可能だと

思っています。理由としては、香北町猪野々地区から物部町柳瀬間は県道から垂直に２

００メートルから３００メートルのがけとなって、日常的に落石が多く、防護ネットを

張って落石による通行どめを防いでいるのが現状であり、余震のある間は危険で落石等

の除去作業もできないのが実情であります。そこで、災害時の緊急道として最も適当な

のが林道楮佐古松床線だと考えているところであります。この林道開設は香北町猪野々

地区、物部町楮佐古神池地区の人たちの悲願であったこともあって、香北町側ではアジ

サイやヤマブキが、物部町側ではサクラが植えられ、環境美化にも努めておられます。

そして、この道は古代の道であり、神池の神通寺について郷土歴史家の広谷喜十郎先生

は次のように述べられているのであります。朝野群載収録による永久３年１１１５年に

土州神通寺の者、国境要衝の地なり、建立の後、星霜不知機廻とあり、既に荒れ寺にな

っていた。１１１５年には既に荒れ寺になって、いつのときだったかということはわか

っていません。これについて国境要衝の地とあることから、高知県の地名、これは平凡

社ですが、では阿波国境に近いこの地にほぼ間違いなく、物部川下流域に識者、大川上

美良布神社、また、山を越えた槙山川流域に同じく小松神社が鎮座をすることなどから、

養老２年７１８年に阿波の国から直接土佐の国に入る間道、これは南海道でありますけ

れども、として開かれた新道は物部川沿いであったとする説もあり、都人の往来があっ

たと言われていると結んでいます。また、この道は純信、於馬が手に手をとって京を目

指した道でもありますし、物部町、香北町の境界には神池大日寺まで３３丁と記した丁

石も現存しているのであります。このように先人たちは災害を受けにくい最も安全な道

を間道として選んだものと思われます。私は物部村議会当時にもこの林道は災害時の緊

急避難道として、また山岳観光道としての利用価値も高い旨の質問をさせていただきま

したが、市長が所信表明の中でおっしゃられていました自主防災組織を結成したときの

効果も高まるのではと考えているところでもあります。 

そこでお伺いをいたします。林道の市道化については県民有林管理要領により、一定

期間８年間を経過すれば県知事との協議の上編入可能となっておりますが、市道化につ

いてどのようにお考えかお聞かせをください。 

それから、４点目に部落行政費についてお伺いをいたします。 

私の住む物部町では部落行政費として一定の基準を定め、それぞれの集落に助成をし

集落機能を維持してきたところでありますが、合併後、物部町内の自治会長から香北町、

土佐山田町の基準が適用されると、この助成金が大幅に減額されるのではないかと大変

心配をされています。私も神池部落の自治会長をさせていただいておりますが、同様に

危惧をしているところであります。現在、私の住む集落は４０世帯で年間２５万円から

２６万円の行政費をいただいておりますが、香北町、土佐山田町並みの基準になります
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と５万円前後となって、今までの同様の集落活動を行うとすると、１世帯当たりの部落

費を増額をせざるを得ません。しかし、現実的には負担増は不可能な状況にあります。

現在、私どもの集落では９名の独居老人、運転ができない方がおります。きのう、森本

議員から質問の中でおっしゃられたように、福祉タクシーの場合も１,０００円を差し引

いて増額、その上、上乗せの分の半額助成ということですが、私の集落には公共交通機

関がございません。そういった意味で言いますと、その独居老人の車を運転できない老

人の方々はすべてタクシーで病院に通うということになっておりまして、３００円の助

成しかないというのが現実でございます。現在の１世帯の部落費というのは年間１万

６,８００円、それに赤十字社、赤い羽根、それから緑の募金等寄附金をあわせますと２

万円近くの負担となって、国民年金だけで生活をしている方々にとっては現行でも大き

な負担となっているところでありますし、こうした状況は物部町以外の山間地域の集落

でも同様のことだろうと推測をしています。集落を守るためにすべて、あるいはほとん

どの世帯が自治会に入り、高額負担をしている住民の方々が負い目を見ないような施策

が必要ではないでしょうか。私は、物部町だけ今の基準を守れと言っているのではなく、

同じような問題を持つ山間地域に対する配慮、すなわち公務負担に耐えられなくなった

人たちが自治会を脱会することのないような行政のあり方を望んでいるところでござい

ますが、このことについてどのように考えておられるのかお伺いをいたします。 

５点目に、農薬の飛散（ドリフト）対策についてお伺いをいたします。 

国民の食品への安全・安心を求める機運の高まりから５月２９日、ポジティブリスト

制が導入をされますが、当該作物に登録されていない農薬は１日０.０１ｐｐｍ、登録農

薬は現行残留基準を超えた場合、その作物は加工品を含め流通販売は禁止となります。

この制度ができたのは、食品衛生法では残留農薬基準が設けられている２５０農薬しか

規制ができていないからでありますが、基準のない農薬でも国際コーディクス基準や欧

米などの基準を暫定的に用いるとしており、適正使用なら問題にはなりませんが、問題

となるのは一律基準であります。通常農薬は作物によって使用回数、濃度、収穫前の日

数が決められていますが、この一律基準は安全性は不明であるものの、人が摂取をして

も害がない基準として厚生労働省が定めたものであります。食品衛生法で定められてい

る残留農薬基準は、一日３回食べるであろう米や野菜のそれぞれの残留基準を積算をし、

人が一生とり続けてもその害を受けないことを想定し、決められています。最近、トレ

ーサビリティが注目されていますが、私が農業団体に勤務をしていたとき、２０年ほど

前になりますけれども、そのころから青果物の卸売り会社や生協などからは、使用ある

いは使用する予定の農薬などについての情報を求められてきたところでもあります。日

本の食品衛生法は諸外国に比べて甘いとの意見を聞くことがありますが、私は決してそ

うは思っていません。実際に行われている残留農薬検査は野菜を洗わずに食べる人がい

ることを想定し、分析の際は検査をする作物を洗わずにミキサーにかけ、その液をガス

クロマトグラフで分析をしています。農薬は、通常のその対象となる作物に対して使用
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回数、使用濃度、収穫前の日数を決められています。そして、その農薬は分解するので

はなくて、当該作物によって薄められるわけですので、本市の代表的な品目であるニラ

ややっこネギ、オオバのように表面積が大きい割りに体積の少ないものは農薬飛散の害

を受けやすいし、また、雨よけや露地栽培のシシトウガラシやオクラなどのように周囲

のほ場に他の作物が栽培をされている場合も同様であります。一般に粉剤の影響が一番

大きいとされており、粒剤の使用を進めています。しかし、粒剤でも浸透性の農薬の場

合は、そのほ場から河川に流れ出すことも考えられますし、また、大雨によってそのほ

場に隣のほ場の水が流れ込むということも考えるところであります。このように使用す

る場合は、その影響を受けることが考えられますので、粒剤についてもかなり慎重な対

応が必要ではないかというふうに考えているところでもございます。幸いにも高知県で

は高知新港にある高知県園芸連の敷地内に残留農薬を分析する検査センターがあって、

県下のＪＡは生産量に応じた検体数を決め自主検査をしているところでもあります。こ

のポジティブリスト制は一見農家にとってはマイナスと受け取られていますが、逆に県

内、あるいは市内の生産者にとっては外国産農産物との差別化を図り、追い風とするこ

とができるのではないかと考えています。そのためには、農家の農薬に対する正しい理

解が必要だと考えていますし、市としても広報以外に周知していることがあるのか。あ

るとすれば具体的にお答えをいただきたいと思います。 

以上で１回目の質問を終わらせていただきます。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   門脇二三夫議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  門脇二三夫議員、日ごろの議員活動あるいは情報の収集等によりまして、大変多くの

ご提議をいただきました。特に、森林についての思い、山間地域の生活についての思い、

そうしたものをお聞きをしたわけであります。特に昨今のこの森林の荒廃等におけると

ころのいろいろな弊害、そうしたものが言われているわけでありますが、先ほど議員の

お話にございましたように、やはり森林の持つ多種多様な機能、そうしたものの大きな

力といいましょうか、そうしたものが先ほどのお話でも改めて私自身感じましたし、ま

たその議員のさまざまなご提案に対しては、本当に頭が下がる思いでございます。そう

した中で、やはりこれからこの香美市の持つ、大きな面積を持つ森林地域でありますの

で、そうした面には配慮をしながら、やはりこの多機能を持つ森林の有効的な対応を図

っていくことが大変大事だというふうに思ってお聞きをいたしました。 

  以前、私は都会と地方との生き方のことについてどこかでお話をしたことがあります

が、私はそうした、このような考えを持ってきました。都会では、やはり当然現実的に

お金を生んでいることも、これはあるわけであります。しかしながら、半面、田舎、地

方ではお金も生んでおりますけれども、それより一番大事な命の源をはぐくんでいると

いうことをお話をしたことがございます。そうした観点に立って、やはり国策として進

めてきたこの植林を、やはり今国策としてどうしていくのか、そうしたことについては
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国としてきちっと示していかなければならないというふうに私自身は思ってきておりま

す。いろいろな事業等につきましても、今までもしてきておりますし、また今後もやは

り進めていくことが大事だというふうに私自身は思っております。いろいろご質問をい

ただきました細部の取り組み等につきましては、担当の方からご答弁をさせていただき

ます。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   門脇議員のご質問にお答えいたします。 

  門脇議員におかれましては、旧物部村議会より自前のデータをもとにライフワークと

も言える森林林業に関するご質問をいただき敬服いたしております。私の場合はまこと

に勉強不足で門脇議員ほど専門的な知識は持ち合わせておりませんが、当市の進めてお

る内容を説明させていただきます。 

  まず１点目の旧物部村で行われておった森林保全や水土保全を目的に８、９齢級の搬

出間伐等への上乗せ助成についてでございますが、当市におきましても８、９齢級の搬

出間伐の上乗せ助成につきましては、同額でございますが、立米１,０００円を県単補助

に上乗せし、本年度より全市に拡大し、総額１,０４０万円を計上しております。また、

ご質問で試算のとおり、作業道についても上乗せ助成をしておりまして、総額は約１,９

００万円になります。この上乗せ助成につきましては、今後も継続して実施し、森林整

備の促進を図り、水源を確保し、原木供給を図る等香美市の林業振興の施策の一つとし

て位置づけ、今後も実施していきたいと考えております。 

  次に、木の香り成分フィトンチットのご質問でございます。こちらの方は高知工科大

学等に成分分析を依頼する考えはないかというご質問でございます。専門的なことはわ

かりませんけれども、本市の林業の振興に効果が期待できるとあれば、分析依頼も視野

に入れて今後進めていきたいと考えております。 

  次に、間接的事業導入についてです。高知県で行っております環境先進企業との協働

の森づくり事業に関してでございます。これについてですが、京都議定書によります発

効以来です。施行以来企業も環境貢献を何らかの形で取り組みを迫られております。そ

の中で森林に目を向ける企業もあるわけです。高知県においても昨年文化環境部に担当

部署ができ、主に文化環境部では県外大手企業を対象とし、県森林局は県内企業をメー

ンに対応しており、両部署で推進チームが結成され、検討されております。契約済みの

ところの内容を見てみますと、森林施業への資金援助や間伐等の森林作業による交流と

か、社員研修的活用等が主なものであります。県は昨年企業のアンケートによる動向調

査を行いまして、企業のニーズの把握をし、その条件に合致する市町村との仲介を行っ

てきております。また、昨年は県内各森林組合からも要望をとったようですが、県内森

林で挙がってきたのは２件程度しかなかったということです。当市としましても、本年

より県と相互の情報交換を密にし、検討していきたいと考えております。契約の条件の

ポイントの一つは地域性も挙げられております。例えば、三井物産の場合は、いの町本
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川地区町有林４０ヘクタールが契約になっております。これは四国の水がめであります

早明浦ダムの上流域ということで森林施業の資金援助、社員の林業労働体験等のメニュ

ーとなっております。 

  それから次に、農林中央金庫の関係ですが、これは助成対象事業の募集が昨年７月か

ら９月に行われまして、全国から９３件の応募があっております。それで、その中で四

国内では愛媛県の新居森林組合、新しい居と書きますが、こちらの方の大規模団地１５

０ヘクタール規模のものですが、これが助成先として認定になっております。高知県に

は該当がありません。 

  続きまして、林道楮佐古松床線の市道化についてですが、林道の転用等が行われる場

合の取り扱いについては、昭和４９年６月２７日付林野庁長官通知によります。それを

受けまして県に林道管理要綱等がございます。ご質問のとおり、林道の転用については

補助金交付年度の翌年から起算して８年を経過した後に、社会情勢の変化等によって転

用等を行う場合は林野庁長官への報告、農林水産大臣への協議及び補助金返還等の手続

きの必要はなく、県との協議でよいことになっています。林道楮佐古松床線、延長１,７

２２メートルは平成１３年度が最初の補助金交付年度でありまして、現在４年経過した

ところであります。現時点での転用については困難な状況にあります。また、連絡して

おります香北町側の林道松床楮佐古線延長７６１メートルは、平成１１年度に完成して

おりまして、こちらの方は８年が早く経過するようになっております。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   門脇二三夫議員の部落行政費についてのご質問について

お答えをいたします。 

  言われますように、地域を支え、さまざまな活動を行うための資本、これは労力や金

銭などですけれども、いずれをとりましても負担が重くなり集落を維持することの大変

さがいや増していることは地域全体として抱える問題です。特に過疎の進む集落ではな

お厳しいものがあることは容易に認識し、理解をしておるところです。中でもご質問の

ような状況への対応といたしましては、実際には支出を制するか収入増を図るしか対応

策はないと見ます。しかし、現実的には収入増を図る方策は思いが及ばないことから、

支出を制することを考えざるを得ないかと存じます。負担軽減を図るために、行政から

の支援ということにつきましては、市自身にとっても他者、これは任意の団体等への支

援のためにそれを負担するだけの能力を有する状況ではないのではと見ております。な

お、合併に際しての調整といたしましては、行政広報等配付等に係る手当てといたしま

して、それぞれ均等割２万９００円、それから平地、それから山間部など地理的状況と

いいますか、地域の状況、それぞれに応じた段階性の世帯割を支出をしております。そ

ういう状況にございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   門脇議員のポジティブリスト制についてお答えをさせて
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いただきます。若干質問の内容と答弁が重複する部分もありますがご容赦を願いたいと

思います。 

  ポジティブリスト制、国民の健康保護のため厚生労働省の食品衛生法の食品成分規格

として設定されたものです。これにより、食品に残留するすべての農薬に残留基準を設

け、基準を超えた食品の流通を原則禁止するものです。従来の農薬取締法のもとで適正

に農薬を使用した場合、今回の食品衛生法に定める残留基準に違反することはないと考

えられますが、農薬の飛散により散布対象でない作物に飛散し、残留基準を超える可能

性も否定できません。そこで、これまで以上に農薬の適正使用について指導を行うとと

もに、制度の内容について各種広報媒体により周知の徹底を図っています。内容につい

ては、制度の説明や農薬使用に関すること、飛散防止対策などであります。県中央東農

業振興センターの管内において、昨年の実績は調べておりませんが、本年に入って農業

振興センター、ＪＡ連携のもと、各品目部会、営農指導員連絡会、生産者関係の場で約

２０回、対象参加数延べ約９００人、農業者の巡回指導においては約３０回、対象者数

延べ６００人、普及啓発資料としてパンフレットやチラシ、広報紙などの配付も総計で

３,０００部以上配付されました。また、香美市においても、高知県より依頼のもと広報

香美にて全世帯に配付を行いました。周知が重要と考えますので、これからも機会ある

ごとに周知に取り組んでまいります。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   １５番、門脇二三夫君。 

○１５番（門脇二三夫君）   ２回目の質問をさせていただきたいと思います。 

  まず、森の多面的機能を守るための施策について、間接的事業導入ということについ

てお伺いをいたしたいと思います。 

  実は、現在高知県で企業、環境に対してという意味と、それから高知県に算入してい

るのは今三井物産、それからコクヨ、荏原製作所などが入ってます。過日、私もちょっ

と知事と会う機会がありましてお願いをしたのは、ややもすると早明浦ダム上流域に目

が行きがちやと、しかし一番大切なのは、これは県の企業局も発電をし、年間平均５年

の平均で１億６,０００万キロワットの発電をしています。７円で売電をすると１１億

２,０００万円の売り上げがあるわけですから、何とか物部川の方へもっと感心を持って

ほしいということで、中央林業なりと協議をしていただいたらそれなりに配慮をします

ということはいただいてますので積極的に、もっともっと積極的にアプローチをかけて

いただきたいなというふうに思っています。それから農林中金がやっている事業では、

これは物部川というのは昔の香長平野、高知平野、一番の高知県の穀倉地帯を抱えてる

わけですから、ＪＡの土佐香美、南国市、高知市とも協議をして、ぜひともこれを引っ

張ってくるというのが農業生産者の生きる道でもありますし、山の人が生きる道でもな

いかというふうに考えてますので、そのあたりをもう一度お答えをいただきたいなとい

うふうに思っています。 
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  それから、部落行政費についてでありますけれども、これは私も先ほど言いましたよ

うに、自治会長を仰せつかっています。そして、大体年間４０日から５０日ボランティ

アなんですよ。これはもちろん手当てというのはありますが、役場に行っていろんな打

ち合わせをし、例えば今年、私どものところでは共同アンテナをやりました。そうする

と地権者への交渉とか、今すべて区長がやると。ですから、一番大切なのは、私は自分

としてはこうした議会の方でも出させてもろうてますし、区長手当てを減すということ

は考えてます。ただ、次に、そしたらやってくれる人がおるかということを考えたとき

に、大変な問題を抱えるわけです。ですから、それぞれ班長をこの前集めまして、削減

をする方、例えば今まで赤十字、あるいは緑の募金、これはその来るたびに班長さんに

呼びかけて徴収をしていました。そういったもんを削減をして手当てを少しでも減らす

という努力は検討しています。そして、この前赤十字社の寄附金はきました。１人一戸

当たり４５０円、これについてももう見直しをしよう、部落として幾らという金額を決

めた方がよくないかというふうに考えています。ですから、例えば去年４００円が４５

０円になって、一戸当たりそれが目途ですよというふうに負担増になって、先ほど言い

ましたタクシーの場合もそうなんですよ。最初１,６００円要ります。１,０００円カッ

トされて半額になると３００円ながですね。そういったことも積み重ねが部落の人には、

特に山間部、先ほど言いました、はっきり言いまして、上韮生川、物部川には槇山川と

上韮生川の２つの大きな支流がありますが、上韮生川の北側にすむ人、楮佐古、神池、

黒代、程野、笹という集落がありますが、ここは公共の交通機関がありません。すべて

タクシーです。そして、槇山川の南、影仙頭、これは比較的近いです、小川という集落

があります。ここも公共交通機関がありませんので、すべてタクシー利用になってきま

す。そういった弱者にしわ寄せが行かないような行政というのが必要だというふうに考

えていますし、それぞれの区長、我々は区長と言ってますが、今は自治会長という名称

になってますけれども、そういった人が継続をして仕事ができていく体制づくりをして

いただかんと、それを区長をする、あるいは自治会長をする人がおらんなったら、集落

機能というのは保てない。今度は市役所が直接いろんな事業を、いろんな募金をできる

のかどうかということを考えていただきたいなというふうに思っています。 

  以上で２回目の質問を終わらせていただきます。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   門脇二三夫議員の２回目のご質問の森林の多面的機能を守る

ための間接的な事業導入ということですが、このことにつきましては、特に環境面から

して先進企業等の、いわゆる目が森林地帯、地域に向いておるのも現実であろうと思い

ます。先日、県の企業局の方からおいでをいただきました。そして、物部川流域に対し

て企業局として何らかの対応をといいましようか、に向けて検討していきたいというふ

うなお話もいただいております。新たなそういう方向性もまた出てきておりますので、

またご相談もさせていただきたいというふうに思います。集落機能等につきましても、



－17－  

大変ご心配をいただいておりますし、特に山間地域、高齢化の中でさまざまななそうし

た問題も出てきておるわけでありますが、先ほど、議員もおっしゃっていただきました

ように、やはり集落でどのような生き方をしていくのか、方向づけをするのかというこ

ともまた、それぞれ集落の生き方等もあるわけでありますし、同時に集落の問題を考え

る一つの場にもなろうというふうに思います。そうしたことを積み重ねて、やはり行政

としてどうあるべきなのか、そうしたこともやはり考えていくことも大事だと思います

ので、今後ともよろしくご指導をお願いをしたい。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   門脇議員の２回目のご質問にお答えします。 

  県の企業局の関係につきましては、先ほど市長が答弁してくださったとおりでござい

まして、企業局、香美市には永瀬ダム、それから企業局の森、企業局の森林がございま

す。そういったこともございまして、４月に企業局の方から林政課の方にみえられまし

て、県単の間伐の上乗せ助成等を検討したいと。そして、企業局の方に林業の専門にや

っておられた職員の方、その方がもう現在おられるようで、その方が香美市の分でいえ

ば中央林業と検討して１９年度からの助成を検討段階に入っているということでござい

ます。 

それから、農林中金の件でございますが、高知市以東の流域で考えなくてはいけない

と思います。幸い、高知中央流域活性化センターの事務局が香美市の林政課にございま

すので、合併以来ばたばたしておりまして、まだ全然活動をようしておりません。先日

の林業の会合でも高知市の課長さんともお話をしたところでございます。早急に活動を

始めて、そういったことへの対応ができるような体制にしたいと思っております。 

以上です。 

○議長（西村成君）   １８番、植村佳三君。 

○１８番（植村佳三君）   １８番、植村佳三でございます。私からは６点にわたりま

して質問をさせていただきます。 

  最初は、市長の姿勢ということであります。 

  放射性廃棄物埋設で余りにも有名になっております青森県の六ヶ所村と同じようなこ

とが本市に持ち込まれている話をおうかがいをいたしました。六ヶ所村の放射性廃棄物

といいますのは、国内の原子力発電所から排出される低レベルの放射性廃棄物で、例え

ば原子力発電所の作業員が着用していた被服、軍手、取りかえられました配管やねじな

どの金属類などで、これをドラム缶に詰め込まれたものであります。このドラム缶に詰

め込まれた放射性物質は、３００年たたなければ自然界の放射能レベルまで低下しない

と言われております。この低レベルの放射性廃棄物を入れたドラム缶を地中に埋設する

には、まず地権者の了解を得る必要のあることは当然でありますし、また、地域の住民

の同意も必要であります。ところで、（土佐山田町）北滝本では地権者の了解は得られて

いるようでありますし、地元の部落長の話によれば、既に埋設の場所まで決まっている
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かのごとき状況下にあるとのことであります。その埋設場所といいますのは、土佐山田

町北滝本の小野町政時代にサーキットを誘致しようとしました、その地の一角のようで

あります。さらに、その部落長の話によれば、その予定地の部落では約８０％の住民は

了解しているということであります。しかし、その他の部落の住民たちには全く知らさ

れていないとのことであります。産業廃棄物の処理でさえ日高村のように村を二分する

かのごとき大問題となる時節であります。ましてや、低レベルとはいえ放射性廃棄物と

なりますと、産業廃棄物どころの騒ぎではありません。にもかかわらず、周辺の部落の

多くの住民に知らされていないというのは大問題ではないかと思うのであります。この

廃棄物の埋設場所としては全国で２０数カ所の候補地がありまして、地震帯、断層、そ

ういったような関係で北滝本も少しはそれにかかっておるようでありますけれども、ほ

かのところよりも北滝本がいい場所とされているようであります。ともかく、この問題

は見逃すことのできないとてつもなく大きな問題と言うべきであります。（土佐山田町）

北滝本へとの計画が進むようなことがあれば、議会も傍観できないことはもとより、市

長も意見を申さなければならないときがやってまいります。市長はこの問題をご存じで

しょうか。そして、今後この問題に対してどう対処していかれるのかをお尋ねをいたし

たいと思うのであります。 

  次に、本庁舎の建設であります。昨日同僚の議員が質問をいたしましたですけれども、

簡単に私の方からも質問をさせていただきます。 

  市役所の本庁舎につきましては、土佐山田町の時代から雨漏りが始まっていること、

手狭になって教育委員会を初め幾つかの課が分散していること、課が分散することによ

りまして行政機能が幾分低下せざるを得なくなっていること、及び住民に不便を来して

いること、地震対策を講じる必要があることなどのため、改築しなければならない時期

がきております。香美市になりましてからは、行政の規模が大きくなった分、庁舎がま

すます狭くなったわけであります。一方では、借家住まいの課があることによりまして、

かなりの賃料を支払っておりますけれども、もったいないと思うのであります。庁舎の

建設は合併後５年以内に実施するとの約束事がございますけれども、しかし、賃料の支

払いのことを含めまして諸般の事情を勘案しますと、先送りしないで一月でも早く建築

すべきであり、またそうすることが得策であることは言うまでもないのであります。建

築をするに当たりましては、場所の選定、規模、工費など難しい問題をクリアしなけれ

ばなりませんので、有識者を交えましたプロジェクトチームを早急に立ち上げまして、

建築に向かって進んでほしいと思うのであります。鈍行や特急を飛ばしまして新幹線の

スピードで取り組んでいただきたい、このように思うわけであります。 

  次は、市の存在感を高める政策についてであります。 

  全国のどこの自治体もそれぞれの特色を生かした静と動をアピールすることによりま

して、我が町の存在感を高めようとする時代に入っております。我が香美市につきまし

ては、その存在感を高めるための条件が多々あるように思います。また、そのために充
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実すべき事柄も多いようであります。初めに、その存在感を高めるための条件について

気のついたことを幾つか述べてみたい思います。 

  第１、香美市は専門家から地震に強い地域であると言われております。したがいまし

て市外の人たちに対しては、少しでも香美市に住居を建ててみようかという気持ちを起

こしてもらうために、香美市は地震に強いよと口コミをしたいものと思うのであります。

特に、市長や助役などは行動範囲が広いわけでありますので、アピールできる機会が多

いと思われますので、大いにアピールをしてほしいものであります。 

  第２、（秦山公園）子どもの広場は先日市長から報告を受けまして、利用者がびっくり

するほど多いことがわかりましたが、本市の規模の（秦山公園）子どもの広場は近隣に

はないようでありますので、大いにアピールいたしまして、市外の親子にもどんどん来

てもらえるようにより一層の努力をしてほしいものであります。 

  第３、主として観光のことについてであります。旧土佐山田町の時代から野市はどん

どん発展しているが、山田は寂れる一方だ、何とかならんもんかと住民から問いかけや

あきらめの声を聞いてまいりました。そういうとき、私たちは返す言葉がなくいたずら

に時が過ぎてきたのであります。といいますのが実情であります。しかし、よく見、よ

く考えてみますと、これからは香美市の取り組みによりましては香南市と違った意味で

存在感を高めることができると思います。香南市、特に野市は都市計画がしかれており

ませんし、企業の立地条件を初めとする意図によりまして、多くの企業が進出し、その

ためにぎわいがあることから、住民の言う発展があるのでありまして、特に行政の努力

によってその発展と言われるものが導かれたものではないのではないかと私は思ってお

ります。ところで、企業は山田に魅力を感じていないようでありますけれども、香美市

には観光、レクリエーション資源がたくさんございますし、文化的資源も抱えておりま

す。これらは、地域的に広範囲に点在しておりますので、これらの資源をどうやって線

で結んでいくか、長い時間をどう活用するかなど工夫の要るところであります。さらに

面的に魅力のある広がりのあるものが開発できればすばらしくなるものと思います。ま

た、アンパンマンミュージアムと（秦山公園）子どもの広場をうまく結ぶ手だてをすれ

ばより効果が上がるのではないかと思われます。ともかく、初めは行政主導で識者を交

えたプロジェクトチームを立ち上げて、知恵を出し合うなどの努力をしていかなければ

香南市とは違った意味で存在感のある、魅力のある香美市となると思えてなりません。 

  次に、市の存在感を高めるための条件を充実すべき事柄について述べたいと思います。 

  第１、あけぼの街道の早期完成であります。香北町、物部村への出入りや災害時の利

用のために、また工科大学、テクノパーク、龍河洞への出入りにもどうしてもあけぼの

街道は早期完成が必要であります。ネックになっているのは、佐野へ抜けるトンネルだ

と思いますけれども、香美市選出の県会議員にも骨を折っていただきまして、県へ強力

に働きかけまして完成を急ぐべきであると思うのであります。 

  第２、テクノパークの売却であります。これは県の仕事ではありますけれども、現場
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が土佐山田町内にございますので、人口をふやすという観点から惜しまない協力をいた

しまして、一日も早く完売できるように努力すべきであると思うのであります。 

  第３、美術館運営のことであります。土佐山田町にある美術館は規模は極めて小さい

のでありますのが、初代の三木京子館長が基礎を築かれ、現在の北泰子館長が美術館運

営の多様といいますか、多面的といいますか、精力的な活動によりまして利用者が随分

とふえているようであります。うれしい限りであります。このことにつきまして、私は

日ごろから館長に敬意を表しているところであります。参考となると思われますので、

石川県の金沢市に一昨年１０月にオープンをいたしました金沢２１世紀美術館について、

まず述べてみたいと思います。ここは展示品が難解とされます現代美術が中心であるに

もかかわらず、入館者は年間１５０万人で、実に日本の美術館の平均入館者の３０年分

に相当するという記録的な数字だと言われております。金沢市の人口は４５万人だそう

でありますから、高知市よりもはかるに多く我が香美市など比べ物になりません。した

がいまして、入館者数を比べることは到底できないのでありますけれども、金沢の美術

館は運営の工夫によりまして難解なものでも見に来てくれることを教えていると思うの

であります。その工夫といいますのは、子どもと地域に焦点を当てた集客に知恵を絞っ

ているということであります。ただ、美術館の規模や館の中にレストランもあるなど、

比較にならない点はあります。本市の場合は、先ほども申し上げましたように運営につ

いて北館長が非常勤でありながら懸命に工夫されまして、入館者アップに努力している

わけであります。行政、教育委員会はぜひともこの館長をバックアップして館長が動き

やすいようにすべきであると思うのであります。また、私たち議員や市の職員は、努め

て作品の鑑賞に時間を割いて美術館に立ち寄るようにしたいものと思います。また、美

術の鑑賞、特に難解な近代美術などについて希望者が館長から鑑賞の仕方を教えてもら

うこともあっていいのではないか、こんなにも思うわけであります。 

  次は、市有土地の維持管理についてであります。 

  市有の空き地で狭くはありますけれども、子どもの遊び場に適しておりまして、現実

に子どもたちがどんどんと遊んでいる空き地があります。こういう空き地はあちこちに

あると思いますけれども、ここで取り上げますのは土佐山田町秦山町２丁目の元町営の

庚申住宅跡地であります。今、どことも少子化のため街の中でも、田舎へまいりまして

も、子どもの数が少なくなっているのが現状でありますが、あけぼの街道周辺にはマン

ションやマンション風の賃貸住宅が建ちましたことから、入居者は高齢者ではなく若い

人たちがほとんどであります。したがいまして、子どもを含めた若者の家族が非常にふ

えております。山田小学校の教員から聞いたところによりますと、生徒の大方半分はあ

けぼの街道周辺に住む子どもたちであると、大げさかもわかりませんけれども、そのよ

うに言っているほどでございます。そのようなことから、ここで取り上げております庚

申住宅跡地には、かなりの子どもたちが集まってまいりまして遊んでいるのであります。

あけぼの街道周辺には、格好な遊び場がないからであると思います。先日、そこを見て、
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のぞいてみますと、サッカーボールが３個も転がったままになっておりました。ところ

で、この空き地の南側と西側に１軒ずつ住宅が建っておりまして、それぞれにガラス窓

がございますけれども、既にボールでガラスが割られたことがある状態であります。ま

た、子どもが庭に飛び込んだボールを追いかけまして庭に入りますと、子どもは好奇心

が旺盛でございますので、どんないたずらをするかわかりません。したがいまして、そ

の２軒のお家は窓を覆う、あるいはフェンスを設けるなどしてもらえないだろうかとい

うのが願望であります。財政課は単なる市有財産の維持管理というとらえ方ではなくし

て、少子化対策、それから将来は国益に影響するこの少子化の問題、この対策の一環と

とらえまして、そういう観点からの財政主導で維持管理をすべきではないか、このよう

に思うのであります。 

  次は、自治会の立て上げと広報紙の配布についてであります。 

  香美市が目指しております住民とともに歩むまちづくり、つまり住民参加について、

市は広報、広聴制度を積極的に活用することを目指しております。ところで、旧山田町

の時代から問題となっておりましたけれども、行政が「広報紙は全町へ配布」と言いな

がら、自治会をつくっていない、特にアパートやマンション、マンション風の賃貸住宅

の住民などに対しては配布されることが少ないのでありまして、そのため情報の共有に

ならないことが多かったのであります。あるいは、アンケート調査を実施いたしまして

も、この人たちの分が脱落していたはずであります。したがいまして、アパートやマン

ションの多い土佐山田町では、この人たちの自治会立て上げや、自治会への加入をどう

するかが課題となっております。ところが、現実はアパートやマンションなどの場合は

結構出入りがございますので、自治会の立て上げや加入には難しい面がありまして、そ

のため、行政は情報の伝達に苦慮しているのが実態であります。だからといいまして、

手のつけようがなく、このまま放置すればこの問題は半永久的に解決できず、住民とと

もにということはきれいごとに終わってしまうのであります。これについて、私は一挙

に自治会の立ち上げというよりも、せめて広報紙などを交代で配布していただくような

お願いをしてみることから取り組んでみてはどうかと思うのであります。その場合、全

市的に寄附をお願いする、例えば歳末助け合いとかいったような、そのほかの寄附のお

願いはどうするかが問題となりますけれども、そのときは広報紙などを配布してくれる

ことになったところでは、そこに改めてのお願いをしてみる方法もあります。どの方法

もだめであるならば、その建物の所有者なり管理者の承諾を得まして、建物の空き地の

一角に簡単な広報紙などの置き場をつくって協力してくれる住民のところへ毎回送り、

そこに広報紙などを置いてもらって、自由にとってもらうようなことも考えられるので

あります。とにかく、工夫してみる必要があるのではないかと思いますけれども、いか

がでございましょうか。 

  最後であります。中山間地域対策についてお尋ねをいたします。 

針葉樹、広葉樹の豊富な山は国土を保全し、緑を守り、水資源を確保する、つまり水
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を蓄え、生活水を保全し、土砂の流出や洪水を防ぎ、水を浄化するなど私たちの安心生

活のもとをつくるという極めて重要な役割を担っております。これらは、林業や農業の

守り手が山に住んで、山や田畑を維持管理することによって守られていくわけでありま

す。そして、下流域の住民は、その恩恵を受けているわけでありますし、したがって山

の問題は単に山に住む人たちだけの問題ではなく、下流域の住民の問題でもありますの

で、山をどうやって守っていくかをともに真剣に考えていかなければならないのであり

ます。そして、水源地の人々に感謝をしなければならないのでございます。 

広報とさやまだ平成１４年６月号を見ますと、４ページにわたります特集記事が載っ

ております。それは山田堰井筋土地改良区のものであります。大見出しは、「水源地物部

村に感謝米を」というものでありますが、この記事の一部を紹介をいたしたいと思いま

す。「高知平野では、物部川の農業用水が隅々まで、まるで人間の血液のように流れ、大

切な役目をしています。源流の水は私たちの大切な命の水なのです。平成１３年の春に

今まで経験したことのない大規模な渇水が起こりました。下流域では水が水田まで届か

ないところも出たため、改めて源流域の森林の保水の力を痛感したことでした。この水

は山からの贈り物であることを再確認し、命の水をこれからはもっと大切に感謝の気持

ちで守っていこうではありませんか。物部川水系の合同堰など管理する山田堰井筋土地

改良区、組合員３,１１９名は、香美郡物部村に感謝米を寄贈することを決めました。土

地改良区が水源地の保安林を所有、管理している事例はありますが、上流域からの用水

で育てたお米を現物で寄贈することは全国でも例を見ない運動です。私たちが住んでい

る高知平野、香長平野は物部村の白髪山を源流とする清らかで豊富な物部川の水の恩恵

を受けて発展してきました。その昔、川の流れるところや水のあるところに人々が住み、

集落が形成され、やがで野中兼山がつくった農業用水路が流域の荒地を潤し、農業を発

展させ、また舟入川によって高知市の浦戸湾まで続く運河となり、上流、下流の交流を

深め、県下第一の米の主産地が形成されてまいりました。しかし、自然の物部川は渇水

と洪水の差が激しく、安定した水利用はできませんでした。そこで、上流域のご理解の

もとダムが３カ所完成して安定した水供給がなされるようになり、特に永瀬ダムは一番

大きく、物部村の人々に大変な犠牲をおかけいたしました。このダムの完成によって山

田堰より県中央部へ２市１町の農地にかんがいが行われ、農家の人々はそれまでの厳し

い水事情から解放されることになりました。また、発電にも利用され、用水路を流れる

水や、水田に流れた水は地下水の水源や防火用水など生活に欠かせない命の水となって

おります。この命の水も上流域での山林地帯のたゆまざる育林と管理によってこそ、そ

の恩恵にあずかれるものだと思います。上流山林地域の適正な管理とダムがなければ雨

水は一挙に太平洋へ流出し、洪水の被害が大きいと考えられます。この意味で、物部川

流域の上流部と山田堰受益地域とは一心同体の、いわば運命共同体と言えると思います。

上流部と下流部が協力し、流域全体を適正に管理し水利用を図ることが大切です。」以上

であります。ここに山田堰受益地域とございますけれども、上水道として利用しており
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ます土佐山田町の全体も受益者と言えるわけであります。先日、山田堰井筋土地改良区

で伺ってみますと、平成１４年から毎年物部町の湖水祭りのときに贈呈をしてるいると

いうことでございました。改めて３,０００人余りの改良区の組合員の方々に敬意を表し

たいと思います。このことは、甫喜ケ峯疎水によりまして、水源地から恩恵を受けてい

ることへの感謝の思いも変わることはございません。 

次に、山を守り、そこに住む人たちの安心生活についての投書が先日の高新のあけぼ

の欄に物部町の５７歳の女性の文章が載っておりましたので、紹介をしたいと思います。

「私の卒業した学校は一つも残らないかもしれません。この美しい自然いっぱいの奥物

部を、このままで次の世代へと残してやりたいのです。大人の私たちの責務です。何と

ぞ下流の方々の協力もお願いをします。田舎でも若い人たちが子どもを育て、豊かに暮

らしていける生活が保障されればと願います。美しい自然の中で老いも若きもなかよく

して水を、自然を、そして奥物部を大切にしていきましょう。ともに香美市となった土

佐山田町、香北町の皆様、よろしくお願いをします。」以上でありますけれども、身につ

まされるような文章でありますが、これは物部町全員を代表した願望であり、市長への

メッセージとも受け取れる文章であります。私たち、下流域に住む者として心したいも

のであります。先ほど門脇議員から山の保水減少につきまして危機感を訴えられました

が、水源地の問題は深刻であります。山を守り、そこに住む人たちの安心生活をどう守

っていくか、行政に課せられた責任は重い。この大きな問題を市の重要な政策の一つ、

柱の一つと位置づけまして、昨日も、先ほどもいろいろと指摘がありましたけれども、

具体的なあらゆる問題を集約をいたしまして、それぞれに検討を加えることはもとより、

国や県の政策を取り入れまして、また、協力も得ながら、具体的な形で山を守り、そこ

に住む人たちの安心生活を進めていただきたいと思います。この問題は、市長の決断を

要する大きな問題であることを指摘をいたしまして、答弁を求めたいと思います。よろ

しくお願いをいたします。 

以上で終わります。 

○議長（西村成君）   暫時１０分間休憩いたします。 

（午前１０時４０分 休憩） 

（午前１０時５２分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   植村佳三議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  市長の姿勢ということで、（土佐山田町）繁藤北滝本地域が低レベル放射線廃棄物の埋

設地として計画が進もうとしているようだがということでありまして、その事実を知っ

ているのか、また今後の対応についてということでお聞きをされたわけであります。こ

の件に関しましては、行政に対しましても何ら正式な話もあっておりませんし、内容に
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ついてはお聞きをいたしておりません。ただ、今年に入りまして１月と２月に関係者に

よりまして、地元に対して勉強会あるいはまた説明をされたということをお聞きをいた

しております。そのような形でありますので、行政に対しましては、まだ何らそれに対

する説明なり、また報告等もお受けをいたしておりません。そして、そういうことであ

りますので、今後の対応につきましても、そうしたことがもし行政の方にあるとするな

らば、やはり慎重に取り扱っていかなければならない問題であるというふうに感じてお

ります。 

  庁舎の建設についてでありますが、ご承知のとおり、本庁舎、大変狭く、また同時に

分散をいたしております。そうしたことから協議会の中でも特に庁舎建設につきまして

は、おおむね５年以内に建設をするというふうな協議会での話し合いもなされておるわ

けであります。そうしたことを考え、また同時に位置のことであるとか、また規模のこ

とであるとか、そうした調整を図っていく上には、相当の期間も要るわけでありますの

で、５年ということから考えますと、早期にやはりこれについての取り組みをしていく

ことが重要だというふうに考えております。体制が整い次第、さきの議員にもお話をさ

せていただきましたが、内部的な協議を進めていきたいというふうに思っております。 

  次に、市の存在感を高める政策についてということでございます。たくさんのご指摘

をいただき、その対応につきましては、本市の存在感を高めるための、大変大きな材料

であるというふうに考えております。特に、南海地震等の災害の観点から考えた場合に

も、県下でも地盤の最もかたい地域だというふうにお聞きをいたしておりますので、災

害に強い町としての存在感もアピールできるのではないかというふうに思います。 

また、高知工科大学のある町、またそれと同時にそれと連携してのテクノパークへの

企業誘致、そうしたことによりまして、雇用の促進と、そして人口の集積を図れる、そ

してそれを相まって町のにぎわいを高めていける、そういうふうに思っております。ま

た、それにふさわしいだけのアクセス道の整備、あけぼの街道の早期完成も待たれるわ

けでありますし、同時に一部先行取得をしております佐野地区へ抜ける、いわゆるアク

セス道、これにつきましても、既に県等にもお話をさせていただいております。このこ

とによって香北町、物部町とのいわゆる一体感、そうしたものも増してくるわけであり

ますので、早くこれの認可を取りつけれるような方向に県議さん等にもお願いをいたし

まして、進めてまいらなければならないというふうに考えております。 

そして、多様性に富んだ物部川流域の観光スポットの、それぞれの連携を図り、そし

てピーアールをして観光客の増加と交流人口の増加へ向けての政策も実施をすることも

必要であります。そして、今、多くの子どもたちでにぎわっております子どもの広場や、

また同時にいろいろと植村議員からもお話をいただきました県内でも小さいながらもき

らっと光っております美術館の存在というものも大変本市の大きな魅力であろうという

ふうに思っております。本市にはまだまだたくさんのかけがえのない宝物といいましょ

うか、そうしたものが多くあるわけでありますので、それぞれにさらに磨きをかけまし



－25－  

て、そして、安全で安心して暮らせる魅力いっぱいの香美市をアピールし、その存在感

を高めていくことが重要だというふうに思っております。 

以上、あとの質問に対しましては、各担当よりお答えをさせていただきます。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   植村議員さんの市有地の維持管理につきまして答えさせ

ていただきます。議員さんの新しい観点からのご提案ありがとうございます。 

  市内には、ご質問の場所以外にも遊休地はございますけれども、これらのうちでは不

法投棄なんかがございます関係で、それを防ぐために有刺鉄線なんかを張りめぐらせて

管理しているところもございます。財政課としましては、行政目的を持たない、いわゆ

る遊休地、普通財産なんですけれども、これは極力保持しないようにというのが基本原

則でおりますけれども、いろんな関連で、先ほどの場所でありましたら旧の町営住宅を

廃止した残地ということでごさいますけれども、そういうところは極力売却をすると。

行政目的が済めば普通財産として売却をしていくという方針で臨んでおりますけれども、

なかなか売却がうまいこといかないということもございまして、今日に至っているとい

うことでございます。そうした中で、議員さんのおっしゃられた遊休地につきましては、

子どもさんが遊んでもらえる場所でありますけれども、今の市の財政状況、それから管

理体制の現状でありましたら、なかなかここにフェンスを張るということまではなかな

か難しいというのが現状でございます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   植村議員さんのご質問、２点についてお答えをいたしま

す。 

  まず、自治会の立ち上げ及び加入促進と広報紙の配布についてというご質問ですけれ

ども、まず窓口におきましては、転居や転入等のタイミングで自治会への加入促進の案

内文により呼びかけを行っておるところでございます。広報につきましてですけれども、

アパートやマンションなどにつきましては、自治会として配ってくれているところもご

ざいます。また、自治会組織としてではありませんけれども、管理人等により施設ごと

に広報配布の取り扱いをしてくれているところもございますが、ご指摘のように大方は

そうした状況にはございませんで、それ以外の入居者といいますか、配っていただけな

いような入居者につきましては、公共施設とか量販店等にて広報を手にされているのが

現状でございます。今回、合併に当たりましてはガイドブックの中にどうした場所にあ

るかとかいうような紹介も含めて書いてあったかと思います。また、最近ではその町内

会に属しておると申しますか、個人住宅の方でも自治会組織への加入をしないと、もし

くは退会するといったケースが多くなりまして、広報についても個人郵送を求めること

が多くなってきました。もとより自治会組織は任意の団体でございますが、一方で行政

運営における役割にも期待をしておりまして、こうした傾向は看過できないと考えてお
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ります。また、行政事務の負担を考えると、現在は合併時のままで引き続き従前同様に

郵送等について取り扱っておりますけれども、こういった個別郵送につきましては大変

大きな負荷になっておりますところから、早急な検討、見直しを迫られておりまして、

早い段階で今後のあり方について再検討を予定をいたしております。個人郵送につきま

しては、自治会組織を育成するという方向にとっては反作用につながることも懸念材料

でございます。行政の方からそういった情報を直に自分に回してくれるということなら、

あえてその町内会に加入する必要はないというような声も、直に私どもが接しておりま

すので、そういったところで懸念を持っておるところでございます。なお、ちなみに香

南市では個別郵送はしていない模様でございます。しかし、私どもは住民参加のために

は、住民に情報を発する責務も行政にはありますので、個別郵送の見直しをするのであ

れば、住民と情報との接点について新たな工夫、創造を行うことも必要であると考えて

おります。 

  次に、中山間地対策ですけれども、中山間地域では高齢化と過疎化が進行し、環境を

維持することが困難になることが予想もされ、かつまた現実としましてはそうした状況

が進行しているというふうに認識をしております。そのため、中山間地域の多様な機能

の維持保全や、住みなれたところで生活できる、あるいはＵ・Ｊ・Ｉターンなどの受け

入れについての諸施策の充実が求められております。本市の９割になんなんとする森林

地域、イコール中山間地域におけます施策への取り組みにつきましては、本市の将来を

左右することは言うまでもございません。そうしたことからも、合併協議におきまして

は、中山間地域の振興について大きく議論をされてきたところですけれども、その経過

の中で「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くまちづくり」という基本理念にまとめ

られたと認識をしております。この理念にのっとりまして、平野部と中山間、それぞれ

に住まう市域住民みんなが課題を共有し、中山間地域の振興への取り組みを進めなけれ

ばならないと考えます。おっしゃられますように市政の重要課題としてこれから取りか

かります総合計画については、ご教示、ご指摘、あるいはご提案をいただいた点をしっ

かりと抑えて策定に当たらなければならないということは言うまでもありませんけれど

も、植村議員さんがさっきご質問の中で言われました市長の決断をということにつきま

しては、この策定の中で市長の決断もあるのではなかろうかというふうに、私は推察を

しております。なお、県でも同じその課題を持っているということもございますことか

ら、こうした計画はもとより、いろんなその事業につきましても県とも連携を図ること

が必要であると考えます。この連携の手法につきましては、県企画支援員をパイプ役に

お願いをするのも新しいそのシステムであるというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   １８番、植村佳三君。 

○１８番（植村佳三君）   １８番、植村佳三でございます。２回目の質問させていた

だきます。 
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  最初は、放射性廃棄物の問題でございますけれども、この問題が具体化をして進む、

それからまた行政の方に話がある、そういったようなときには、こういう問題はおくれ

のない対応をせんといかんということがございますので、そこな点をしっかりとおくれ

のないように対応をお願いをしたい、このように思います。 

  それから次の、市の存在感の問題でありますけれども、これは私が香南市の方との比

較を交えましてお話を申し上げたわけですけども、確かに香美市におきましては存在感

を高めるための資源というものがたくさんあります。ですので、問題はこれを高めてい

くには行政マンのやる気次第だと私は考えています。ですから、これから私がよく市政

を見守っていきたいなと、こんなに思っております。 

  それから、市有地の関係ですけども、市有地の維持管理の関係ですけども、せめて２

軒の家に１つずつの窓がございますので、その窓にガラスが割れないような方法を講じ

ることが、とりあえずできんのかということをお聞きをしたいと思います。 

  それから、自治会の問題ですけれども、先ほど私申し上げましたように、アパート、

それからマンションが一番の問題でございますので、その一角に私申し上げましたよう

な場所を構えまして、そこに常に置いておくというような方法をとってもらえることは

できないのかなと、こんなに思います。 

  それから、最後の山間の問題ですけれども、これは何と言いましてもきのうからきょ

うにかけまして、それだけでも随分ととにかく山を守っていくということと、それから

あそこに住んでおられる方々の安心生活をどうしていくかという、大きく分ければ２つ

の問題があると思うわけですけれども、それを１つの柱にしまして、たくさんの具体的

な問題を掌握していただいて、どうしても継続的といいますか、永続的に守っていかな

いかんわけでございますので、これは市長の決断をどうしても聞かんといかんと、私は

こんなに思っています。そういうことでもう一度お答えをお願いをしたいと思います。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   植村議員の２回目のご質問にお答えをさせていただきます。 

  繁藤の北滝本への問題でありますが、これにつきましては、おくれない対応をすべき

ではないかということであります。心して、やはりこうした問題につきましては対応し

てまいる所存でございます。 

  次に、この存在感を高めるためには、やはり行政のやる気を持って取り組まなければ

ならない、当然のことであります。先ほど申しましたように、たくさんの資源、有形無

形の資源が本市にはあるわけでありますので、そうしたものにさらに磨きをかけながら、

そして住民の皆さん方のお力もお借りして、この香美市の魅力を高めていく、存在感を

高めていくということは大切なことでありますし、当然行政としてもそうしたことに職

員も一緒になって取り組んでいくことが大事だというふうに思います。 

  また、山間地域の取り組みについて市長の決断といいましようか、そうしたお話です

が、私も昨日から、またきょうにかけても山間地域の生き方、思いにつきましては、私
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の可能な限り、思っていることはかなりしゃべらせていただきました。その思いは皆さ

ん方にも通じていただいておるというふうに思っております。しかしながら、それを行

政にどのようにして反映をしていくのかは、これからいろいろな具体的な施策の中でこ

れを遂行していくことになろうかというふうに思います。そのことにつきましても、心

で皆さん方の思い、そして山間地域の思いを心で受けとめながら、それをやはり行政の

具体的な施策の中に反映をしていく、それが大事だというふうに思っておりますので、

以上お答えをさせていただきます。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   植村議員さんの２回目のご質問にお答えします。 

  窓に対する対策ができないかというご質問でございますけれども、近隣のお宅に迷惑

をかけるということは、非常にいけないと思いますし、まずは子どもさんに対する遊び

方の注意とかいうようなことで、注意書き等で対応していきたいと。そして、子どもさ

んにもそこで遊んでいただく分には構わないけれども、ルールを守って遊んでいただく

ということを学習していただくと。そこから対応していきたいというふうに考えます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   植村議員さんからの２回目のご質問で、広報紙の配布、

入手方法についての具体的な提案をいただいたわけですけれども、先ほども申し上げま

したように、現在ではその公共施設、これは市の関連施設、あるいは郵便局であるとか

いったところ、それからまた量販店に置かせていただいて、手にされていただくような

方法もとっておるわけです。マンション、あるいアパートの近くに箱をということです

けども、これは先ほど１回目のご質問の中で発言もございましたように管理者との関係

もございますので、そのあたりとの話も必要であろうかと思いますけれども、このこと

についてはそういった公共施設、あるいは量販店に置くことについては、これまで議会

の皆さん方からのご提案もございまして、そういう取り扱いをしてきた経過もございま

すし、先ほど私申し上げましたように、新しい工夫、創造によって広報を手にしていた

だくようなことも考えないかん、あるいは情報が伝わる手段といいますか、そういった

ものを講じていかないかんというふうに思っておりますが、例えば不特定多数の方々が

利用される施設、店舗、今以上により広げていくということと、これはその手に渡す、

入手をされるという部分では、紙そのものを持ち帰るということじゃなくて、情報その

ものを手にしていただく、すなわち閲覧というような形も考えていかないかん。よりい

ろんな場面で情報を手にしていただくということを考えていこうとは思っております。

元に戻りますけども、箱等の設置につきましては、それぞれアパート、マンションの管

理者等の部分もございますし、そこに送ったりなんなりするその手のこともございます

で、ちょっと私が今ここでそうしますというご返事はちょっといたしかねますので、そ

の点、今後検討するということでご理解をいただきたいというふうに思います。 
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  以上です。 

○１２番（笹岡 優君）   議長。 

○議長（西村成君）   議事進行？ 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   先ほどの北滝本への低放射能廃棄物の埋設地の問題につい

て行政側の対応としては、極めてあいまいやと思いますし、議会としてもこの問題をや

らないと、これはもう市のイメージにかかわる問題が、地元では説明会をされよると。

それを役場に、市役所に（話が）きてから対応するらあいう行政側の対応でえいのかと

思います。こういう問題は政治的な背景がないはずがないわけですので、その辺を含め

てやっぱり議会としても対応を考え…。 

○議長（西村成君）   笹岡議員、一般質問で、それは緊急を要することについては

また後で、議員の一般質問でありますので。意見としてはわかりましたので、後ほどお

聞きいたします。 

  次、６番、小松紀夫君。 

○６番（小松紀夫君）   議長のお許しをいただきましたので、一部重複する部分がご

ざいますけれども、通告に沿いまして一般質問をさせていただきますが、その前に門

市長におかれましては、合併の初年度という非常に大きな時代の転換期に、また三位一

体の改革の影響による厳しい財政状況の中、香美市の初代市長に就任をされたところで

ございます。今後のご活躍をご祈念申し上げるところでございます。 

  それでは質問をさせていただきます。 

  １点目は、市長の政治姿勢についてお伺いをいたします。 

  新市が発足をいたしまして早２カ月余りが経過をいたしました。旧３町村はそれぞれ

に特徴を持ち、またそれぞれに課題を持った中、香美市としてスタートしたばかりでご

ざいますが、この新市誕生と同時に早急に取り組むべき課題や将来を見据えた長期的な

課題など、課題は山積をしております。数多くの課題の中には、合併によるメリットを

十分に生かした効率的、効果的な行財政の確立や、多様な観光資源を共有した観光の振

興など、合併効果による施策の推進や、合併によって地域の声が届きにくくなるのでは

ないかという物部町、香北町の住民の不安に対する対応、さらに少子高齢化対策、広域

交通網の整備、雇用の拡大など多種多様でございます。このようなさまざまな課題の中

で、まず第一に取り組むべき事項といたしまして、旧３町村の住民の一体感の醸成とい

うことが考えられるのではないかと思います。なぜならば、旧３町村の平野部と中山間

地域の住民がお互いを理解し合い、一体となって香美市が直面するさまざまな課題を共

有するということが、課題に取り組む際の住民理解にもつながり、円滑な政策実施につ

ながると考えるからでございます。そこで、旧３町村間の住民の一体化を図るための具

体的な施策をお伺いをいたします。 

  また、市長の所信表明にございました「声なき声に耳を傾ける」という言葉がござい
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ましたですけれども、それを実践するために、例えば旧３町村単位での座談会等の計画

があれば、それをお伺いをいたします。 

  ２点目といたしまして、新市での政策調整についてお伺いをいたします。 

  さきの合併協議会では、旧３町村が実施をしてきました各種の事業や政策が調整をさ

れましたが、中には新市で検討、また新市において調整、新市において作成、また何年

かはその事業を継続し、その後事業の必要性に応じて調整をする、そういうふうになっ

ているもの。またさらに新市においても引き続き実施する方向で検討するというふうな

少し濁したような表現のものもございましたが、今後この香美市において調整がなされ

る事業、政策につきまして、調整作業の中に旧３町村それぞれの地域性や個性を持った、

そのような意見、そういうものをどのように反映をしていくのか調整作業のシステムを

お伺いいたします。 

  ３点目ですけれども、重複する部分でございますけれども、新庁舎建設計画につきま

してお伺いをいたします。 

  新庁舎建設につきましては、こうほく３町村合併協議会におきましておおむね５年以

内に土佐山田町内に建設をするということが確認をされておりますが、住民の利便性、

職員の職場環境、また耐震性等を考えますと、なるだけやはり早期の建設が望まれると

私も思っております。そこで、建設計画のスタート時期をお伺いをいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   小松紀夫議員のご質問にお答えをいたします。 

  市長の政治姿勢ということで、旧３町村の一体化を図るための具体的施策、あるいは

また声なき声に耳を傾けるためのこと、そうしたご質問をいただいたわけであります。

合併をいたしまして２カ月余りがたつわけであります。そうした中でさまざまな事務事

業等の対応等につきましても、この議会でもご指摘があるように、さまざまな課題もあ

るわけであります。そうした中で、よりこの合併の意義をやはりこれから先追求をして

いかなければなりません。また同時にやはりご指摘のとおり、この旧３町村の一体感と

いうものを早めて、また同時にそれを進めていくことがまず大切であろうというふうに

思います。そのためにもまずはやはり不公平感のない行政を行っていくことが大変大切

であろうというふうに思います。行政は住民に信頼される存在であらなければならない

のでありますから、行政の仕事を通じて住民から信頼される香美市の確立を図っていき

たいというふうにまず思っております。そして、具体的にも、今行政連絡会、あるいは

地区長会でありますが、そうしたものを物部、香北で開催し、また同時に一体感を図る

ためにも、全市でそれぞれ１回開催をすることを現在想定して進めております。また、

それぞれの旧町村にはたくさんのイベント等もあるわけでありますが、そうしたイベン

トにも全市からの参加を呼びかけるなど、一体感のそのようなことからして、一体感の

高揚に努めてまいりたいというふうに考えております。また、声なき声を聞くというこ
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とは、私自身行政を預かる者としまして、大変大事なことであるというふうに思ってお

ります。住民の方が何を思い、そして何を伝えたいのか、そのことをいかに感じること

ということは大変大事な事であり、また同時に困難なことでもあります。しかしながら、

やはり小さいことにでも心を砕き、また心で受けとめる姿勢が大事だというふうに思っ

ておりますので、そのように対応していくことを心がけてまいりたいというふうに思い

ます。そのためにも、できるだけ地域に出向き、そして地域の声を聞くことが重要と考

えておりますので、私自身が小集落にも機会あるごとに出かけさせていただきまして、

そして意見交換やら、あるいはまた交流をする機会があれば、そうしたことにも心がけ

てまいりたいというふうに思っております。 

  次に、庁舎建設についてであります。この件につきましては、既に多くの議員の方々

からご質問があったわけであります。この本庁舎は狭く、また各所に分散をしておりま

すので、住民の皆さんには大変ご不便やらご迷惑をおかけをいたしております。特に、

なれない旧香北町、旧物部村の皆さん方には大変ご迷惑をおかけをしておると思います。

新庁舎建設につきましては、先ほども全員にもお話しましたが、５年以内を目途に建設

をするというふうな協議会内容がございますので、早期に取りかかることが重要でござ

います。建設計画のスタート時期ということでありますが、先ほど来申し上げておりま

すように、助役、収入役等の選任を済ませ、体制が整い次第、取り急ぎ内部調整を進め、

具体的な建設計画を立てていかなければならないというふうに考えております。 

  以上でございます。 

  あとの質問につきましては、各担当からお答えをさせていただきます。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   小松議員の新市での政策調整についてというご質問につ

いてお答えをいたします。 

  ご指摘のように、合併協議の段階で相当数の事務事業が合併後にゆだねられておると

いうことになっております。それぞれにつきましては、新しい体制の中で調整、検討が

進められているものと見ておりまして、特に市長のもと執行体制が整えばその作業は随

分加速されている状況というふうに考えておりまして、その結果としまして条例整備等

の必要なものについては順次上程をされ、審議をお願いをしていくことになってござい

ます。とにかく日々の業務を進める中でというか、走りながら考えておるような状況で

ございますので、その点はご理解をいただきたいと思います。なお、３町村の意見のつ

きましては、それぞれに設置される地域審議会を初めといたしまして、関係団体等との

かかわりなどさまざまな機会を通じて反映されるように、特に留意をしなければならな

いと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ６番、小松紀夫君。 

○６番（小松紀夫君）   それぞれのご答弁どうもありがとうございました。 
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１点目、市長の政治姿勢の中の一体化を図るための具体的な施策につきまして、各旧

町村単位での地区長会、また全市での地区長会の開催ということでございましょうか、

また全市的なイベントを計画をされるというふうなご答弁でございました。非常に大き

な単位でのそういう交流を持つような行事やイベント等も一つのこれは一体感をつくる

ためには方法であるというふうに思いますけれども、さらにもう少し小さい単位でも交

流をすることが考えられるのではないかと思っております。１つ例を出させていただき

ますけれども、現在この香美市内ではナイターでソフトボールリーグを行っていると思

いますが、これは土佐山田町と香北町で別々に、土佐山田町リーグは旧土佐山田町内の

チーム、香北町では旧香北町内のチーム、それに香北町のリーグの中に旧物部村のチー

ムも１チーム入っておりますけれども、そういうことで別々にリーグ戦を開催を、実施

をされておりますけれども、これを、できましたら香美市のソフトボールリーグとして

１つにすれば、こういうスポーツを通じた住民の交流ができ、これまで以上に有意義な

ソフトボールリーグになるのではないか、そういうふうに思います。このような各種ス

ポーツとか文化協会、また小・中学校の教育現場、その他各種団体で子どもから高齢者

まであらゆる分野でそういう交流を通じ、住民の一体感を醸成するというのも一つの方

法ではないかと考えるところでございますけれども、市長の見解をお聞きしますと同時

に、スポーツ関連、文化協会等ですから、もありますから教育委員会の見解もお聞きを

いたします。 

また、新市での政策調整につきましては、地域審議会等の意見等も聞いて調整をされ

ていくということでございますので、そのように実施していただきたい、そういうふう

に思います。 

庁舎の建設計画でございますけれども、昨日来から同じ質問が出ておりますが、答弁

の中では内部で作業チームを組織をまずして検討し、広く住民の意見を聞いていくと、

そういうことでございますが、合併協議会の中か分科会の中でかちょっととその辺の記

憶が定かではないですけれども、この庁舎建設については旧３町村から同数の人選をし

て、そういう協議会のようなものを立ち上げるというふうなことを聞いていたような記

憶がございますけれども、確認を兼ねましてご答弁をお願いをいたします。 

以上、２回目の質問といたします。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   小松議員の２回目のご質問にお答えをします。 

  全市的なイベントというふうにとらえられておりましたが、私、各種、各地域で行わ

れているイベントに全市民が参加できるような、そういう呼びかけをしていきたいとい

うふうにお答えをしたつもりでありますのでご了解いただきたいと思います。 

  また、一体感につきましては、既にさまざまな協議会等も香美市、今までは旧それぞ

れの町の協議会等があったわけてありますが、香美市何とか何とか協議会とか、さまざ

まなそういう方向に既に進んでおります。また、同時にご提案いただきましたスポーツ
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等のイベント等も、やはりこれから先そうした香美市の一体感を醸成するためには大変

大事な部分であろうと思います。そうした部分につきましても配慮し、考慮していかな

ければならないというふうに思います。 

先ほどの庁舎建設につきましては、先ほど言いましたように、まずどういうふうに取

りかかっていくかということを、うちの中で話をしていかなければならないというふう

に思っております。そうしたことから先ほど言いました、お話がございました各市町村

での実践、そうしたものも改めてそうした中でお話をさせていただきたいというふうに

思います。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   ２回目の小松議員のご質問の中で、市長が１回目にお答

えをいたしました３町村単位での座談会等の取り組みの件について、私の方から少し具

体的に今考えておることをお答えをさせていただきたいと思いますけれども、まずその

地区長会につきましては、香北、物部ではそれぞれ実施するということについては、そ

れぞれの地域でこれまで確認をして決めてこられておることだというふうに承知をして

おります。全市一体的なことにつきましては、やはり新しく市としてスタートした段階

では、今共通認識としてお互いに皆持たなければならないもんがありゃせんかというこ

ともありますので、それぞれがそれぞれでそういった会を持つことは必要ですけれども、

全市としてみんなに集まっていただいて、そういった場でそれぞれが、どう言いましょ

うか、今お互いに、初めに言いました共通認識として持たなければならないようなテー

マもあろうかと思います。そういった部分について、行政としましては情報提供を、施

設を、またお互いに抱える課題、問題があろうかと思います。こういったことについて

お互いに出し合う中で、そういうその状況を知っていただきたいということと、またあ

るいはどうにか対応しているところもあろうかというふうに思いますけれども、そうい

った実践例を含めたものについてもお聞きするなど、そういった意見交換の場として全

体に集まっていただいてというふうな考え方をしております。これまだ時期的にはいつ

かということについては考えておりませんけれども、年度内には実施をしたいというふ

うに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   ご質問がありましたので、私の方から教育にかかわること

を述べさせていただきたいと思います。 

  地域との連携ということで、ご承知のように土佐の教育改革ではすべての市町村に地

域教育指導主事を置きまして、いろいろ取り組んで進めてまいったわけでございます。

その地域教育指導主事が中心になりまして教育関係で地域ぐるみのいろいろなイベント

と申しますか、それを進めておったものの調整を図るということが大事であったわけで

すが、実は、こんなことを申したらあれですけれど、１７年度には香北町には地域教育
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指導主事はいませんでした。不要論といいますか、研修指導員はおったわけですが、け

れども引き続いてやっておった行事もありましたので、一応３つのところから出しまし

て調整をしながらですが、本当に毎日が進んでおりますので走りながら、調整をしなが

ら進んでいっております。例えば公民館活動におきましてはアシ舟づくりとか交流キャ

ンプ、交流キャンプは昨日学校訪問をしました。アシ舟づくりはもう済みましたが全市

に呼びかけております。また、育成センターで子ども会活動があるわけですが、それも

間もなく立ち上げの方向でいっておりますが、全部単位子ども会は山田が５０、香北が

２、物部が１とかの数ですが、そういったところで活躍することも皆で話し合いますし、

６月に行われますインリーダー研修も全市の小学校の子どもたちに呼びかけるようにな

っております。 

  それから、美術館活動ですが、美術館も１０月だったと思います。１１月だったかも

わかりませんが企画展の中に新市発足の記念企画展として、山田、香北、物部の３カ所

で同時開催をいたしまして、もちろん関連のある小原先生の作品も物部には展示をさせ

ていただくというようなことで計画をしております。 

  それから、図書館につきましても、ちょっと中央といいますか、山田の図書館の館長

もかわったということもありまして、先日も香北、物部の図書の担当の者も一緒になり

まして研修会を開く、県から指導者を呼んでそういうこともしております。それから連

携をとっていく方向につきましては、今度の広報に載せるようになっておりますので、

またそれも見ていただいたらと思いますが、そういったことでみんなが連携を取り合い

ながら、一緒にやっていくと。例えば物部の企画しておりますグリーン何とかいうよう

な企画も全部呼びかけるとか、山岳、山登りも全部呼びかけるとかいうような方向はと

っておりますが、まだまだ走りながらですので十分な話し合いはできていませんが、そ

んなことですのでご理解いただきたいと思います。 

○議長（西村成君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   ４番、大岸眞弓です。私は、任期中最後の一般質問を住民こ

そが主人公の立場で行いたいと思います。 

  質問に先立ちまして、ちょっと１点、通告書の訂正をお願いします。８ページの行革

推進法案関連で②ですけれども、「ＡＤＤ」、学校関係で聞いておる「ＡＤＤ（注意欠陥

障害）」としておりますが、これが「ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）」と訂正をしてい

ただくように、これは原稿ミスでございます。事務局のミスではありません。よろしく

お願いします。 

  それでは、順次質問を行います。 

  まず、行革推進法案の地方自治体への影響からです。 

  国家公務員を５年間で５％以上、地方公務員を４.６％以上純減するという行政改革推

進法案が衆議院を通過しました。純減の主たる対象としているのは、公務員全体の約８

割を占める地方公務員で、国が配置基準を定めている教育、警察、消防、福祉の分野で
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の削減であり、この影響は地域住民の暮らしを直接支える地方に一段と重くあらわれる

ことは必至です。例えば、消防庁の資料においても、管轄する人口が５万人未満の消防

本部は充足率がわずか６３.３％という数字が出ており、生活保護を担当するケースワー

カーも国基準の８４％の充足率に抑えられています。国基準は、ごく最低限のものであ

って、保育所などは基準どおりでは子どもの安全を守れないとして、自治体で上乗せし

て運営されているという実情があります。政府は、この行革推進法のほかに大手クレジ

ット会社が国民年金保険料の徴収業務をできるような仕組みが組み込まれている市場化

テスト法案も今国会に提出、会期中に成立させる構えです。これらの法案は地方の実情

など顧みることなく、経済財政諮問会議の有識者と大臣の間で方向づけされ、閣議決定

がなされました。全く国民不在の法案であり、合併したばかりの香美市にとっても市政

運営に困難をもたらすものととらえますが、まずこの行革推進法案への市長の見解をお

尋ねするものです。以下、順次具体的にお伺いをいたします。 

  ①の消防署ですが、国は人口などをもとに消防職員数を決めておりますが、本市にお

いては常備消防職員の国基準を充足できているでしょうか。非常備の香北、物部、土佐

山田の各分団の状況につきましては、昨日の爲近議員へのご答弁で明らかにされたとこ

ろです。各分団とも欠員が生じており、地域防災力の低下が心配されています。特に、

物部などは今後生産年齢層の流出が危ぶまれ、人の確保がますます困難になってくるも

のと思われます。昨日の質疑以上のご答弁は出ないかもしれませんが、今後の見通しに

ついてお尋ねします。 

  次に、これまで消防費は３町村割り勘で賄われてきましたので、人口約５万人の南国

市に匹敵する消防費を組むことができてきておりました。ここに平成１６年度のもので

すが、データがありますのでご紹介しますと、常備消防費につきましては、土佐山田町

で２億９,０００万円、香北町で１億２,０００万円、物部村で９,５００万円、そして非

常備につきましては、土佐山田町で３,３００万円、香北町で約２,４００万円、そして

物部村で３,０００万円と合計５億９,０００万円以上の消防費、南国は同じく平成１６

年度で６億円の消防費となっております。こういうふうに南国市に匹敵するような消防

費が組むことができておったわけですが、合併によりまして財布が１つとなりました。

これまでの水準を維持していけるかどうか、その影響についてお聞きをいたします。 

  次に②です。教育の分野です。行革推進法案では児童及び生徒の減少に見合う数を上

回る数の純減をさせるとして、職員数、教職員の数を減らそうとしています。日本の小・

中学校は現在４０人学級が基準です。学校現場や保護者からは子どもたちに目が行き届

かないとして、３０人学級を求める運動が全国的に起こりました。こうした長年の取り

組みの末、地方で独自に３０人学級を始めるところも出、また文部科学省も昨年８月に

は３５人程度の学級編制を立案しておりましたが、この法案が出るや計画を取りやめて

しまいました。今、学校現場では教職員の多忙化、うつ病などによる長期欠席等問題と

なっている上、発達障害や児童虐待の対象となっている子どもなど、特別な教育支援を



－36－  

要する子どもが出現しており、手厚い教員の配置が求められているところだと思います。 

  そこで、お尋ねしますが、香美市立の小・中学校で３０人を超す学級が何クラスある

でしょうか。また、今述べたような現状で教職員の配置はふさわしい数が確保されてお

りますでしょうか。そして、今後の見通しについてもお伺いをいたします。 

  次に③です。生活保護を担当するケースワーカーの充足率は、全国的には国基準の８

４％となっています。合併により、担当部署では福祉事務所としての事務の立ち上げや、

障害者関連、介護保険関連のめまぐるしい改定とも重なり、大変な作業であったと推察

されます。 

  ここでお尋ねします。合併で広い面積をカバーしなくてはならないわけですが、調査

活動などへの影響はどうでしょうか。また、ケースワーカーの配置は国基準を充足でき

ているでしょうか。現在、１人のケースワーカーが何世帯をもっているのかお尋ねいた

します。また、基本的に生活保護などの相談業務は本庁まで足を運ばなくてはなりませ

んが、香北町や物部の方々には出てくること自体が大変なことです。保護費の受け取り

もやはり本庁まで本人が出向いてこなければならないのか、そうした影響についてお尋

ねをするものです。 

  次に④です。香美市内の保育所の職員の配置状況はどうでしょうか。国の基準は現在

ゼロ歳児３人に対して保育士１人、１歳、２歳児は６人に１人、３歳児は２０人に１人、

４歳児、５歳児は３０人に１人という基準になっています。保育所の全国的な実情は国

基準では運営が困難なため、基準の１.７倍の保育士が配置されていることが行革推進法

案の国会質疑の中でも明らかになっております。逆に言えば、国基準どおりでは子ども

たちの安全を守りかねるので、自治体としては上乗せしてでもやる必要があるというこ

とだと思います。本市においても、非常勤の保育士の補充などでやりくりしているとこ

ろではないでしょうか。 

  以上、踏まえた上で保育所職員の配置状況についてお伺いをします。また、今地域の

子育て支援としての機能も保育所に求められることとなっております。そして、そのニ

ーズは年々高まる傾向もあります。運営状況の現状と見通しについてお伺いします。 

  次に、学童保育です。 

  先日も登校中の小学生が火をつけられてやけどをするという事件がありました。今、

子どもたちをめぐる環境は最悪の事態となっています。保護者の心配も大きく、放課後

の児童を預かる学童保育の役割は、今後ますます大きくなっていくのではないでしょう

か。学童保育はもともと必要とするお母さんたちや指導員さんらの粘り強い運動で支え

られてきました。児童福祉法の改定で、６条に学童保育が位置づけられることにより、

行政の支援も進んできたところです。香美市におきましても専用施設も１カ所ですが設

置され、指導員の常時２人体制もとれるようになりました。そして、お聞きしてみたと

ころ、学校との連携もスムーズにいっております。しかし、まだまだたくさんの課題を

抱えおり、体制はいつも不安定な状態です。 
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  聞き取りによりまして、資料を作成しましたので、１枚目の資料をごらんになってく

ださい。市内に７カ所の学童クラブが設置されておりまして、まず、上からですが「片

地（学童クラブ）」です。ここは始めた当初は一けただったと思うんですが、現在３１人

の登録人数を数えるまでになりました。常時２２～３人の子どもが行っております。１

年生１９人中１３人が新たに学童クラブに加入をしております。保護者負担金が６,００

０円、そして開所時間ですが、４月は１年生の関係で１時から、そして５月から２時半

から５時半までという時間帯を開所しております。指導員数が常時２人体制ですけれど

も、３人でローテーションを組んでやっておると。そして、時間給ですが７００円から

９００円まで。これはお聞きしてみますと、７００円から始まりまして、何十円単位か

で徐々に昇給がありまして９００円まで。無資格の指導員さんには８３０円で頭打ちだ

ということです。場所は片地の多目的集会所で行われております。委託によって運営を

されております。 

  そして、山田小学校の「くじら学童クラブ」、ここも委託によって運営をされておりま

すが、現在登録者数が１０６人とマンモスの学童クラブとなりました。常時７０人くら

いですが、７０人の子どもが一堂に集まったときの状態を想定してみますと、大変なも

のだと思います。保護者の負担金が１カ月５,５００円、兄弟割を設定しておりまして、

２人だと１人４,０００円、合計８,０００円の負担です。１時から６時まで専任の指導

員さんが詰めまして、そして２時から６時まで通常行います。７人でローテーションを

組んでおります。常時５人体制です。時間給は７００円から８００円の間、場所は元香

美教育研究所、山田小学校の空き教室のようなところが二部屋、三部屋ですか、借り切

って使われております。 

  そして、楠目小学校にあります「うぐいす学童クラブ」は、昨年まで直営でしたけれ

ども、今年から委託になりました。常時５０人ぐらいで登録児童数は８２人、保護者負

担金は５,５００円で、ここもやはり兄弟割を設定しておりまして、２人で９,０００円

です。１時から５時半まで、ほぼ常時３人体制です。そして、時間給は９００円、これ

は直営のころからのものがずっと維持をされておりまして、新しい指導員さんであろう

が、経験を積んだ指導員さんであろうが、初めから９００円の時間給です。そして、専

用施設です。交通費も支給されております。ここは学校訪問、心配な子どもさんなどが

ありますと、学校訪問をたびたび行うとか、それから学童のニュースなどのお届け、子

どもを時には送ったりとか、車をたびたび使用しますので、一律３,０００円の交通費を

支給する体制をとっているようです。 

  そして、「香長学童クラブ」は、ここも委託です。そして、登録児童の数が４３人、常

時３６～７人。ここも当初は二けたあるかないかで始められました。保護者負担金が

５,０００円、２時から６時半、３人でローテーションを組んでおります。時間給はごら

んのようなとおりで、場所は、施設はコミュニティセンターです。交通費はキロ２０円

の計算で支給をされております。 
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  土佐山田町の宝町にある「たけのこ学童クラブ」ですが、７０人の登録人員です。そ

して常時４０人ぐらい、保護者負担金が１,５００円。これは、ほかと比べて格段に安い

わけですが、おやつ代に消えているそうです。障害児の方を４名あずかっている関係で、

その加算がついておりまして、委託金がほかより格段に多額の委託金がありますので、

そういうふうになっております。そして、常時２人、３人でローテーションを組んでお

ります。時間給についてはごらんのとおりで、宝町の集会所で行われております。土曜

日もうぐいす同様開所をしております。 

  「大宮小児童クラブ」、現在３５人、そして保護者負担金はごらんのような状態で、開

所時間も下校時から６時までと言っておりましたが、子どもたちは２時くらいからぼつ

ぼつ来始めます。そして常時２人体制で時間給がこういう状態で、旧老人憩の家で、役

場の近くの旧老人憩の家で運営をされております。ここは直営です。 

  そして、物部の学童クラブ（「もんべえクラブ」）につきましては、これは和田課長さ

んに私は直接お聞きしたものを表にいたしました。ごらんのような状況です。場所は開

発センター、そして現在直営で運営をされている、こういう現状になっております。 

  それで、見ていただきますと、一目でわかりますように、同じ市の学童クラブであり

ながら、保護者の負担金、そして開所時間、土曜日の開所のあるなし、指導員さんの待

遇もまちまちといった状況です。施設面の悩みでいいますと、まず「片地」では多目的

集会所のホールをお借りしていますが、隣の部屋に土地改良区がある関係で、その土地

改良区で事務を常時とっておられます。子どもたちが元気いっぱいだと相当な音量にな

りまして、指導員さんが気兼ねをして抑制しますが、すぐに元の状態で双方が困ってお

ります。また、健診とか高齢者学級のときなどは、そこを明け渡さなくてはなりません。

「香長」にもこういった面があります。そして、もともと多目的集会所でありますから、

子どもたちがとりきるのには無理があるわけです。その施設面での悩みと働く時間が３

時間で、こういった時給ですので、指導員さんが長続きをいたしません。「うぐいす学童

クラブ」でもやはり指導員さんの処遇の問題、また最近学校同様に発達障害など丁寧な

対応を求められる児童がふえておりまして、ますます専門性が必要とされております。

「香長」でも指導員さんの処遇の問題、保護者会の運営の苦労などお聞きしました。宝

町の「たけのこ」では、舟入と山田小学校両方の校区からの児童を受け入れてやってお

ります。子どもたちの屋外の遊び場がないことが悩みです。「大宮小」では学校から少し

離れたところで行われておりまして、やはり専用施設への要望がありました。大宮小学

校改築の折に校庭にという話も一時あったようにもお伺いをいたしました。また、宝町

の学童クラブですが、先ほどご紹介しましたように、障害児を４名程度受け入れている

ということで、委託金もほかに比べて加算が多いわけですけれども、ただ、この賃金で

加配の指導員さんが必要数確保できているかどうかがちょっと心配な点でございます。

全体の聞き取りからうかがえるのは、専用施設を望む声と指導員さんの確保の苦労と処

遇についてでした。子どもたちの状況からして、学童クラブが質、量ともに安定的に運
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営されることが求められているのではないでしょうか。 

  そこで、お尋ねをいたします。合併が年度がわりとか新学期の行事などとも重なり、

事務は多忙を極めていると思いますが、香美市内の学童クラブの現状について把握をし

ておられるでしょうか。また、こうした現状から指導員さんを市職員としての位置づけ

ができないかどうかお尋ねをいたします。 

  次に、女性政策です。 

  １９９９年男女共同参画社会基本法成立施行の年、高知市内に男女共同参画センター、

開館当時は高知市女性総合センターと言っておりました。愛称ソーレです。それができ

ることによりまして、高知県の女性政策は目覚しく進歩しました。同基本法の理念に沿

いまして、社会の慣習や制度、法の中にある男女の不平等に目が向けられ、それらの是

正のため具体的な取り組みが動き出しました。ソーレでは第一線で活躍する講師を招い

てのさまざまな講習会や催しを幅広く行い、女性の能力を高めるエンパワーメントの取

り組み、またＤＶや児童虐待など家庭内暴力の防止にも力を注いできています。香美市

でも女性パワーを磨き、存分にまちづくりに生かしていくようにするため、女性会館の

設置ができないでしょうか。拠点となる施設があれば、市内にある各所女性団体の交流

の場、香美市の人材育成の場として生かすことができます。既存の空き施設の利用、例

えば児童館との併設も視野に入れ検討できないかお尋ねをいたします。 

  次に、雇用の問題です。昨日の山﨑議員とは違った観点からお尋ねをいたします。 

  格差社会ということが盛んに言われ出しました。小泉構造改革と結びつけて検証が始

まっています。中でも不安定雇用の問題は深刻です。高知新聞の夕刊にもひとり立ちで

きない若者の実態がシリーズで取り上げられておりますが、ここに私の知っている例を

一つご紹介したいと思います。南国市に住むＡ君、高知市のコンピューター関係の量販

店に勤めています。Ａ君は今の職場に週４日、１日９時間半、休憩時間３０分というこ

とで、そして時給７５０円のアルバイト契約で入りました。しかし、３カ月過ぎから勤

務を減らされ、シフトも不規則になりました。バイトだから仕方ないと思っていました

が、月収は５万円に減り、健康保険、国民年金にも入ることができず、家賃を払うと食

費も残りません。知人に食べ物をもらったり、空腹の余り食用油も飲んだりしました。

ここで、そんなときに同じバイトの仲間が退職をし、Ａ君はここでやらなければと思い

立ち、知人と相談して職場と団体交渉を行いました。繰り返し交渉する中で、昨年５月

に週４０時間、時給８００円、雇用保険、厚生年金、健康保険を約束させ、昨年９月に

は完全実施をかち取ることができました。これは、実話でして、ほかにも私の身近には

長時間労働や残業代を支払ってくれないなど、無権利状態に置かれている話を幾らでも

お聞きします。不安定雇用のもとに置かれると将来に希望が持てません。結婚も視野に

入らず、少子化に拍車がかかります。また、税収にも大きく影響してきます。紹介した

Ａ君のように法令違反をやめさせ、労働基準法に沿って労働条件を改善させることがま

ず解決の第一歩です。これは基本的人権や生存権にもかかわる問題であり、これくらい
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常態化すると行政としても看過できないのではないでしょうか。 

  そこで、お尋ねします。市の相談所の中に雇用問題を取り入れることはできないか。

何でも相談等があると思いますけれども、労働問題の専門家を配置して行う必要がある

と思いますし、これこそが人権教育ではないかと思います。 

  以上、お尋ねをいたしまして、私の１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   昼食のため１時１０分まで休憩いたします。 

（午後０時０２分 休憩） 

（午後１時１０分 再開） 

○副議長（山本芳男君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  西村議長が他の公務のため午後１時から早退をいたしましたので、ただいまから議長

を交代をいたします。 

  ４番、大岸眞弓君に対する答弁をお願いをいたします。 

市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   大岸眞弓議員の行政改革推進法案の地方自治体への影響につ

いての答弁をさせていただきます。 

  大岸議員からご質問がありましたとおり、本市では合併したばかりでありまして、本

庁、支所の業務量に応じた適正な職員配置や旧３町村の人事交流等も今後十分に検証し

ていかなければならない状況となっております。合併前の旧３町村時代には、特に過去

５年間で勧奨退職の廃止や、また合併により大勢の職員が退職いたしておりますので、

４.６％減の数字だけで他の類似団体との比較できる問題ではないというふうに考えて

おります。 

  以下、担当の方から答弁をさせていただきます。 

○副議長（山本芳男君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   ４番、大岸議員さんの行政改革推進法の地方自治体への影

響についての１点目、消防関係のご質問につきましてお答え申し上げます。 

  初めに、常備消防職員の配置基準は充足できているかとのご質問につきましてお答え

申し上げます。 

  消防吏員は特別法であります消防組織法に基づく市町村長の補助機関たる職員であっ

て、同法第１２条第２項に消防職員の定数は条例で定めるということになっております。

香美市の職員定数条例での消防の事務部局の職員は６５人というふうになっております

が、本年４月１日現在、５７名でございます。消防には、消防力の基準というのがござ

いまして、これまではこの消防庁の告示であります基準に基づきまして、各市町村にお

いて消防力の整備を進めてきたところでございますが、昨今の消防を取り巻く環境の変

化により、消防の各分野において増大するニーズに的確に対応する必要性が一段と高ま

ってきております。このため、時代に即応した体制整備を進めるため、新しい常備消防
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体制のあり方について国の方で協議を重ねまして、昨年消防力の基準等について一部改

正が行われております。改正では、名称も消防力の基準というこれまでの表現から、消

防力の整備指針ということに改められております。各市町村が消防力の整備を進めるに

当たっての単なる目安ではなく、この指針を整備目標として地域の実情に即して具体的

な整備に取り組むことが要請されております。この指針に基づきまして、職員数を試算

をしてみますと１０５名ということになります。香美市にははしご車がございませんの

で１５名を控除しまして９０名が基準ということになろうかと思います。本部職員は除

かれますので、現在総務部門の１１名を除いた現在４５名がその対象になりますが、こ

れを９０人の倍とするのは到底無理ではないかというふうに思われます。この整備指針

に基づく計算は、救急車の予備車を今現在配備しておりまして、２台ございます。また

工作車を以前に導入しておりますが、必然的にこういった装備をしますと職員も確保す

べきであるという、こういう論理になろうかと思います。それは当然と言えば当然でご

ざいますが、「現有の体制でこれまでに火災や救急等においてその「○○○○○○○○」

（後に「対応に特に問題はなかった」と訂正あり）や、また支障はなかった」と聞いて

おります。これまでなかったから今後もないかという保証はございませんが、これまで

の発生頻度や実数での過去の統計数値等から判断いたしますと、計算上十分ではないに

しても、不足しているとは言えないというような表現での充足だとご理解いただきたい

というふうに思うところでございます。現実に救急車が２台救急搬送に出た後、もし火

災が発生した場合など通常考えられますあらゆる想定に基づきまして出動態勢等の確認

は常に万全を期しております。このように消防力の整備指針にございます地域の実情に

即した消防力の整備に取り組むため、消防本部といたしましては人口や面積、また財政

力等を勘案の上、当面は資機材の充実と訓練等による、職員が非常に現在若うございま

すので、訓練等による職員の職務能力の向上に取り組んでおりますので、ご安心いただ

きたいと、こういうふうに思います。 

  次に、各分団の機能維持について今後の見通しでございますが、昨日１６番の爲近議

員さんのご質問にお答え申し上げましたが、全国的に過疎地域や中山間地域では若年層

人口の減少と近隣市町村への通勤者の増加等によりまして、消防団への参加を希望する

住民が減少しております。地域における消防機関としてその役割を果たすため、消防団

の機能を維持することは課題でありますし、責務でもございます。地域の安全確保にそ

の能力を十分発揮できるよう基本団員の確保と同時に、それを補完します機能別団員制

度など対応策を早急に検討してまいりたいというふうに考えております。 

  次に、合併による消防費への影響についてでございますが、予算書をお配りしたとき

に予算提案説明書にもございましたように、目的別の歳出で当初予算を昨年度、１７年

度と比較いたしますと、率で６.２％、金額で約３,０００万円ぐらいの減少となってお

ります。１６年度は組合議会の関係もございました。また、公債費等が編成方法が変わ

ってきておりますので、消防費のみを比較いたしますと約６００万円程度の減少だとい
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うふうに理解をしております。これは合併のいかんにかかわりませず、厳しい財政状況

でございますので、歳出削減を図るには消防予算につきましても一定の削減はやむを得

ないというふうに考えております。しかし、勤務体制が異なる勤務体制でございますの

で、手当てにつきましては一律削減をしておりますので、しかるべき時期に見通しを立

てて増額をお願いしなければならないというふうには考えております。また、香北分所

の消防ポンプ車が老朽化がしておりますので、これの早期の買いかえ。それと消防力の

整備指針にも示されております耐震性の高い新消防庁舎の建設というような当面の課題

もございますので、これらに対応していきたいというふうに考えております。 

  以上、よろしくお願いします。 

○副議長（山本芳男君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   大岸議員さんの３０人を超す学級とＡＤＨＤほか特別な教

育支援の要る学級についてのご質問にお答えをさせていただきます。 

  ３０人以上のクラスでございますが、小学校４校で８クラス、中学校２校で１５クラ

スとなっています。小学校は、ご承知のように１～２年生は３０人学級、３年生は３５

人学級というのを導入いたしましたので、大宮小学校などではこれが多く採用されてお

ります。そういった関係で山小でもあるんですが、３０人を超すクラスは率から言えば

小学校は少なくなっています。ちなみに内訳を申しますと、楠目小学校が２クラス、山

田小学校が４クラス、舟入小学校が１クラス、大宮小学校が１クラスとなっております。

中学校におきましては、鏡野中学校と香北中学校は通常学級全クラスが３０人を超して

おります。それで鏡野が１２クラスで、香北が３クラスということで１５クラスという

ことになっております。少人数指導とか、習熟度別指導とかいうことを取り入れてやっ

ていますが、この人数からくる面では中学校でよりわかる楽しい授業を創造することが

大切であろうと考えております。 

  それから、ＡＤＨＤほかの子どもに対する対応でございますが、これも前回のご質問

でも、ある議員さんにお答えしたと思うんですが、そういう子どもではないかと思いま

しても、学校や親たちがそういうような取り組みをしまして診断をしてもらうとか、病

院へ通うとかいうようなことをしなければ、その人数として把握することはできないわ

けでございます。山田町内の学校５校で１１人おります。その中には、障害児学級へ入

級している者もいますし、通常学級に在籍して勉強している者もいます。児童支援とし

ての加配は山田小学校と舟入小学校に１名ずつついております。が、教育支援センター、

ふれんどるーむの方に教育相談員を３人雇っておりまして、その者たちが延べ週９日学

校へ出向きまして支援に当たっております。加配のいただいた数がいいか悪いか、多く

教員を配置できるに越したことはありませんので、その辺はわかりませんが、今後につ

きましては子どもの様子も見ながら対応していきたいと思います。ただ、教員の配置は

私の大きな仕事であるわけですけれども、量もありますけれども、質も大変大事だと私

は考えて、教員の人事異動には苦労をしております。 
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  それから、学童についてのご質問ですが、担当の課長の方からお答えさせていただき

ますが、ご承知のように去年度から山田町は教育委員会の方に管轄がまいりましたが、

本当に話し合いもしましたけれども、十分な対応もできておりませんが、早くから合併

しましたらすべてが委託になるというように決まってもおりましたので、そんな点もあ

って私も腰が引けておったのかもわかりません。ただ、２月になりまして、今年の、直

営で残っておりました楠目、大栃、大宮のうち楠目だけが委託になって、大宮と大栃は

１年間だけ直営で残るということが２月になって専門部会で私も知ったわけでございま

すが、今のところはその２つが直営で、あとは委託となっております。ご質問にありま

したように、安定的に場所や賃金、教育内容も考えていかなければいけないと思います。

ただ、今年になりまして、「うぐいす」の先生と「香長学童」の保護者４人が別々ですが、

私のところへ来てくださいまして、いろいろ話もしていかれました、また今後とも担当

課長を中心に対応していくと思いますので、よろしくお願いします。 

○副議長（山本芳男君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   私の方からは生活保護に関する件についてお答え

をしたいと思います。 

  ケースワーカーは現在４名でございまして、平均で７５世帯を担当しております。現

下の厳しい社会状況の中で相談が相次いでおりまして、その中にはもう既に８０世帯を

担当している職員もございますし、この４月からスタートした職員につきましても、７

２世帯を担当していただいておるような状況でございます。非常にふえておりまして、

ご指摘のように社会福祉法に決められております８０世帯に平均でも迫ろうかという状

況でございますので、これにつきましては、やはり職員の増員についても検討しなきゃ

いけない状況となってきております。ただ、当初人員の配置は５名をいただいておりま

したけれども、課内の異動で１名福祉係の方に回しております。と申しますのは、昨年

の郵政改革、衆議院解散というようなことで、日の目を見ないんじゃないかと思ってお

りました障害者自立支援法が、その後急遽成立するということになりまして、この春か

ら大幅な改正ということになりまして、この担当する職員がいないということで、本市

の場合ですと最低２名程度必要なところなんですけども、この担当する職員が必要とい

うことで、課内異動したような事情もございまして、生活保護の方も、また福祉の方も

職員は大変なご苦労していただいておるというふうな状況でございます。 

生活保護に関しまして、支所への、余り負担をかけないようにというふうには考えて

おりますけれども、支所長を初め相当手を尽くしていただいた事例もございます。支所

での相談ができないというようなことで、本所へいかなければならないんじゃないかと、

こういうお話がありましたけれども、非常に足が不自由な方でありますとか、車上で生

活している方とかいう場合には、直接現場にうかがったり、自宅にうかがったりしなが

らその事務をしております。 

それから、生活保護の受給につきましては、支所で受けられますし、また振り込みと
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いう方法もございますので、従来と変わりはないということで被保護者の方には格段の

変更はないということでございます。 

以上でございます。 

○副議長（山本芳男君）   幼保支援課長、吉村泰典君。 

○幼保支援課長（吉村泰典君）   大岸議員の行革推進法案関連で、保育職員の配置状

況、運営状況の現状と見通しについてお答えいたします。 

  香美市におきましては、平成１８年度は公立保育園１０園で運営をしているところで

ございます。必要職員数は１１９名でありますが、約３７％の４４名が長期臨時職員で

ございます。近年、少子化対策や子育て支援対策により、保育園の果たすべき役割が大

変大きくなってきておりまして、そのために職員数も多く必要とされ、臨時職員に頼ら

ざるを得ない状況になってきております。しかし、臨時職員にはやはり正職員のように

は責任を持たせられないところがあり、早番、遅番等のローテーションも組みづらく、

保育をしにくいところがございます。今後、本市におきましては、旧土佐山田町から香

美市へ引き継いだすこやか子育てプランを実施していくことに伴い、保育園が子育て支

援の中核施設として子育て支援センター事業や、保育業務が円滑に推進できるよう職員

の配置を要望もしてまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   学校教育課長、和田 隆君。 

○学校教育課長（和田 隆君）   大岸議員のご質問にお答えしたいと思います。 

  学童保育の現状の把握ができているかと、それと指導員の臨時職員としての位置づけ

についてですけど、大岸議員、かなり詳しく質問の中で説明されましたので、それと教

育長もかなり詳しく説明されましたので、重複するところがあるかもわかりませんが、

よろしくお願いしたいと思います。現在香美市には７つの学童クラブがあり、登録児童

数は３８９人となっております。施設については専用施設を持つ楠目小学校の「うぐい

す学童クラブ」以外は地域の集会所やコミュニティセンターなどの公的な施設を利用し

ている現状があります。現在指導員数は臨時的な方を含めて２３人と把握しております。

経営形態で言いますと、委託方式をとっているのは土佐山田町の５つの学童クラブ、山

田小学校の「くじら学童クラブ」「たけのこ学童クラブ」、楠目小学校の「うぐいす学童

クラブ」、片地小学校の「片地学童クラブ」、香長小学校の「香長学童クラブ」というこ

とになります。市の直営方式をとっているのが大宮小学校の「大宮小児童クラブ」、それ

と大栃小学校の「もんべえクラブ」の２つがあります。市としましては、合併調整の中

でもでしたけど、地域の実情も考慮しながら経営形態は委託していくという方向で検討

してきた経過もありまして、「大宮小児童クラブ」、「もんべえクラブ」についても近いう

ち、１９年度ぐらいには委託方式で行っていこうということで調整をしております。学

童保育におきましては、家庭環境の変化も言われてますし、放課後に子どもたちが入所

して安心して生活が送ることのできるこのような施設の役割は大きくなっていると考え
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てますので、今後とも各児童クラブと十分に連絡、連携をとりながら充実した児童クラ

ブになるように努めていきたいと考えています。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   ふれあい交流センター所長、甲藤みち子君。 

○ふれあい交流センター所長（甲藤みち子君）   大岸議員の女性政策についてお答え

いたします。 

  女性会館の建設につきましては、女性問題の解決や男女共同参画の推進に大変有効な

施設であると認識はいたしておりますけれども、既存の施設を利用するとしても人事面

や財政的なこともあり、現在は設置を考えておりません。女性政策につきましては、県

の男女共同参画センターを初め、各関係機関と連携をとりながらの運営を行ってまいり

たいと考えております。 

○副議長（山本芳男君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   大岸眞弓議員の雇用問題についてお答えいたします。 

  現在、社会福祉協議会におきまして、法律相談をはじめとして無料の各種相談を行っ

ております。その中には、身の上相談や心配事相談も含まれ、仕事がない、あるいは生

活が苦しいなどの相談もございます。その中で、高齢者雇用対策となるシルバー人材セ

ンターも活動しております。皆様のご相談の状況に応じまして、ハローワークや福祉事

務所と連携することもございますので、特に雇用問題を取り上げて相談室の中に組み込

むことは考えておりません。しかしながら、昨日山﨑議員の質問にお答えいたしました

ように、商工観光課の職員も切磋琢磨いたしまして、相談に来られた住民の方には親切

丁寧に相談のお話をよく聞き、もろもろの補助制度もお示ししたり、必要な機関を紹介

するなど適切な対応をしてまいりたいの所存でございます。また、同じくふれあい交流

センターにおきましても同様に相談に応じております。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   ４番、大岸です。２回目の質問を行います。 

それぞれに丁寧なご答弁をありがとうございました。ただ、ちょっと最初の行革推進

法案に関連してですけれども、市長にお伺いしました所見、ご答弁いただいたご所見で

私がお聞きしたかったのは、こういう法案がもし成立をしますと、地方自治体に対して

どういう影響があるかが、どういう影響があるかというふうな、それについてどういう

ふうにお考えなのかという点をお聞きしたかったわけです。そして、他の教育長とか福

祉事務所長、消防長についても同様です。この法案の中身ですね、これが導入されます

とふやす方向ではありません。減す方向でございますので、その辺への影響等への見解

をお聞かせ願えればと思います。 

そして、ちょっと順不同になるかと思いますが、気のついた点から申しますと、学童

保育に関しましては、私が最終的にお聞きしているのは、安定的に運営していくために
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その指導員さんを臨時職員としての位置づけができないかということに対してのご答弁

がございませんでしたので、よろしくお願いをいたします。 

あと順次、再質問を行っていきたいと思います。各担当部署からのご答弁によります

と、いずれも十分に足りておるという状況ではない。そして、消防関係にしましたら、

常備消防の職員、これは条例で決められておるということをお伺いしましたが、６５人

に対して５７名、一言でいいましたら条例違反の状況ではないでしょうか。それで、た

だ指針も示されましたけれども、対応によるこういう人員配置でもって、これまでにそ

の対応にはその手落ちとか支障はなかったというふうに申されました。私はまさにここ

だと思うんですけれども、今回の質問に当たりまして保育所の職員の方にちょっとお聞

きをしたところ、人は足りておるけれども、ふだんはわからない。何もないときにはこ

れでうまく何とか努力をしてやっておるけれども、何年か前にお昼寝の時間にぐらぐら

っと地震がきたことがあって、そのときに起きておる子どもならパッと誘導ができるわ

けですが、寝ておる子どもをこの人員配置でどういうふうに誘導して安全を、子どもた

ちの命を守る行動がとれるかと、非常に不安であったというふうにお聞きしました。や

はり何もないからいいではなくて、何かあるそのときに非常時にどういうふうに対応で

きるかというのが、ここが私はやはり国の基準の意味だと思うんです。さらに消防に関

して言いましたら、広大な面積をカバーしなければいけないわけですので、おっしゃっ

たように人員の確保等については、これからも早急に解決をしていただきたいと思うも

のです。 

そして、ケースワーカーさんの、少ない人員で障害者自立支援法の関係もあって非常

に苦慮されながら努力をされておるご様子をお伺いしました。所長のおっしゃったとお

りかと思いますけれども、私が心配しますのは、そういう現場で働いておられる職員の

方の健康の問題を逆に心配をいたします。初日の質問でしたか、出ておりましたけれど

も、健康を長く害されておる職員もおられるということで、そういうふうにも影響もし

ていくと思いますので、なお、気をつけて業務に当たっていただきたいと思います。 

それから、教育環境、教育問題ですが、教育長からのご答弁によりますと、やはりそ

の３０人を超すクラスが小・中、中学校は全部で小学校にも何クラスかあってというふ

うなご答弁でしたけれども、子どもたちの数は減っているのに、なかなか３０人学級が

実現しない。これは教育現場から上がってきた、そして保護者の皆さんから子どもの状

況を見て３０人学級を望む声がもう何十年も前からあるわけですので、何とか子どもの

数が減ればクラスを減さないで、均等にクラスになべて必要な教職員を配置していく。

そして手厚い教育をしていくという方向が、やはり少子化対策としても、それからまた

教育の今荒れの問題が言われてますけれども、そういう教育の荒れを解消するためにも、

そういう配置をしていただきたいと思うものです。学童保育に視察に行きましたときに、

１年生の子どもさんがどこの保育に行きましても、まず私の周りに寄ってきます。珍し

いからだと思うんですけれど、それで、それとなく寄ってきて、名前を聞いて、それか
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ら名前を言うと、うちのお母さんと同じ名前やとか、おじいちゃんがこうでねとかいう

話をたくさんしてくれました。それに丁寧に私は答えて子どもたちの相手になったわけ

ですけども、非常にかかわりを持ってもらいたい子どもがふえておるなと。保育園でも

言っておりましたけれども、自分の方だけ見てほしいという子どもさんがすごくふえて

きて、きちんと対応すれば年齢を越したらそういう状態ではなくなっていくけれども、

きちんと対応してあげなければ５歳になっても６歳になっても、やっぱり構ってもらい

たい、いろんな、それがいろんなふうに甘えてくるとか、反発するとか、そういうふう

にあらわれるというふうに言っておられました。だから、子どもには本当に小さいとき

から周りの大人が丁寧に対応することというのが、今一番大事なときだと思った次第で

す。こういうところへ、この国家公務員法によりまして、地方公務員をまだこれ以上削

減する、それは基準を下げてのことですので、さらに現場が悪化すると思うわけですが、

基準を下げて４.６％以上純減するというそういうことが行われました場合に、地方に対

する影響、これ交付税にも関係してくると思うんですけれど、そういう影響について何

かありましたらご答弁をお願いをいたします。 

それで、この行革推進法案の閣議決定されました経過につきましてちょっと述べまし

て、背景を説明をしたいと思います。この公務員の純減方針というのは、経済財政諮問

会議の民間議員の作成した案というのがほとんど無修正で採用されたことが明らかにな

っております。民間議員とのやりとりの中で、麻生、今外務大臣ですけども、当時の麻

生総務大臣がこのように述べております。「ＧＤＰに占める、いわゆる一般政府の職員の

人件費の割合というのは、日本はＧ５の国では最低の６.８％、フランスの１３.５％、

アメリカの９.７％、ドイツの８.０％、イギリスの７.４％というのが実態であるという

ことも頭に入れておいていただきたい。日本だけが非常に多いという印象を持っておら

れたら、それは間違っている」というふうに述べまして、その民間議員の提案に対して

抵抗をしております。経済財政諮問会議というのは、２００１年の省庁再編の目玉とし

て国政に関する内閣総理大臣の指導性を強化するとして、内閣府に設置されました。こ

れ２枚目の資料でちょっとわかりやすいかと思って説明するのにつけておりますが、前

回の議会の一般質問で笹岡議員が作成した資料ですが、これが一番わかりやすいのでも

う一度説明をしますと、上が以前の政策決定過程です。そして、下が小泉政権発足後の

政策決定過程です。上の図で言いますと、この族議員とか省庁とか業界団体ですね、鉄

のトライアングルと言われるところで調整をしまして、それが政策審議会とか事務次官

とかに働きかけ、あるいは根回しをしまして、全体の政策が決定づけされて国会で決ま

っていたわけですが、小泉内閣になって自民党をぶっ壊すと言って、族議員を排除して

郵政民営化も実施してしまったわけですが、族議員が排除されたのはいいとしましても、

やはりそこに経済財政諮問会議という小泉首相が議長となった会議が政府の政策決定過

程の中に入れられました。それがこの図のように関与しまして、政策が決められていく

ようになったわけですが、この経済財政諮問会議が一番、まあ言うたら右の表にありま
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すが、注文なり発言をして政策が決まっていってるわけです。それで麻生総務大臣がこ

のように抵抗しましても、結局その経済財政諮問会議の案が通ってしまったということ

があります。他の審議会などとは異なりまして、総理大臣が議長になって関係閣僚と民

間の有識者４名で構成されていることは、今言いましたが、その表にありますように、

４名の議員というのは、民間議員からはトヨタ自動車の奥田会長、日本経団連の会長で

もありますウシオ電機の牛尾会長、経済学者の本間大阪大学教授、東京大学の吉川氏、

これらの民間議員は諮問会議以来ずっと不動です。この４名が連名でこの表のように改

革案など提案して、それを同僚議員である大臣と議論して方向が決定されるという運営

になってしまっています。今回、質問に取り上げましたその公務員の定数削減計画とい

うのは、２００４年１２月２４日今後の行政改革の方針の中で、平成１７年から２１年

の５年間に１０％以上削減と決められました。同時に、ただ同時に国の方、政府の方は

国民に必要な行政分野の増員は認めていく、こういう案は残したままで閣議決定をされ

ていたわけです。しかし、この４名の民間議員が公務員の削減というのは数だけではな

く人件費の削減もと閣議決定を覆しました。それまで政府がタブーとしてきた純減を削

減の手法として強引に採用させてきたという経過があるわけです。こうした国会の動き

が郵政民営化とか合併とかノンストップで進められまして、そのしわ寄せがすべて地方

にきています。愛知学院大学の教授の宮井氏がこのように述べておりますが、「諮問会議

による内閣の機能の簒奪、すなわち閣僚の多くが議論に加わる機会のないまま、内閣の

一部のメンバーと数人の民間人、匿名のスタッフだけで政府の重要な政策や方針を事実

上決めてしまう」という実態と述べまして、「財界という特定集団が国家機構の頂点に公

然と入り込み、政府の政策全般に対して直接的かつ恒常的に影響力を行使する足場を得

たことは、国民主権とこれに基づく代表民主性の原理をないがしろにするもの」と警告

をしておりますが、まさにこのとおりではないでしょうか。選挙で選ばれる国会議員で

もない財界の代表が閣議決定を覆してまで政府の政策を変えさせる、こんな異常事態は

戦後の政治史上ありませんでした。今、地方自治体とか住民は小泉内閣に翻弄されてい

ると言っても過言ではないと思います。昨日、山﨑龍太郎議員へのご答弁で、いみじく

も首長が言われたように、地方政治の長がどこに軸足を置いて政治をしていくかが厳し

く問われているときだと思います。 

ここで市長にお伺いします。必要なときには、国のこうした政策と対峙し、香美市民

の暮らし、福祉を体を張って守るという立場に立つことが求められているのではないで

しょうか、ご所見をお伺いいたします。 

そして、学童保育についてですが、今後とも安定的な運営のために、知恵を絞ってく

ださるということでございましたが、ちょっと二、三指摘もしたいと思います。直営と

委託に分かれてしまった経過についてはお聞きをいたしました。本来私は直営でなされ

るべきものと思っておりますが、順次公平な扱いになっていくものと思われます。それ

で、ただ、この一つ委託と直営があることがわかりまして、それでもその学童保育の最
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終的な責任の所在は、やはりその設置者の市にあると考えてよいわけですね。これを１

点確認をしておきたいと思います。そして、今、私が申しましたけど、指導員さんの処

遇がこういう状態ですと、たびたび指導員さんがかわる、そしてそれから保護者の方は

子どもが卒業したり、学童保育が必要でなくなりますと、保護者も離れていきますので、

運営委員さんもしょっちゅうかわる、そのたびに指導員をどこかから確保してこなくて

はならない、こういうご苦労がもう延々続いているわけです。せめて、ですから職員、

指導員さんを市の職員としての位置づけは無理かどうか、最初にもお聞きしましたが、

お聞きしておきたいと思います。 

そして、もう１点、学童保育の運営の仕方のさまざまは、地域性とかにも関係はして

くるかと思うんですけども、そういう特徴については考慮をしましても、交通費がつく

とかつかないとか、それから時給ですとか、保護者負担金のこの格差ですとか、こうい

ったものについては一定市としても基準を示して、そのように指導もしていくべきでは

ないでしょうか。このことについてもお聞きをいたします。 

それから、それに関連いたしまして、国、県からの委託金の積算根拠がわかりました

らお尋ねをいたしまして、私の２回目の質問といたします。 

○副議長（山本芳男君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   大岸議員の２回目の質問にお答えをします。 

  行政改革推進法案についての地方の影響についてどう考えておるかということであり

ますが、大変厳しい内容の中で、やはりこの法案が進んでいるわけであります。先ほど

申し上げましたとおり、本市は合併をしたばかりでありまして、そうした今回出されて

おりますことを通じまして、やはり適正な職員配置や、またあるいは今後のこの市とし

ての状況の中を踏まえて、検証していかなければならないと思っておりますが、しかし、

こうした状況が出るということ自体、地方交付税の削減を初め、また広いエリアを持っ

た行政区域としては、この削減につきましては大変厳しい状況になろうというふうに思

います。また、こうした状況に対して、この進めてきておるプロセス、そうしたものに

ついてはきちっと国に対して物を言う、体を張って阻止すべきではないかということで

ありますが、市長会などを通じてこうしたことには積極的に発言をしなければならない

というふうに思います。しかし、同時にやはり私たち地方に住む者だけではなくて、一

番この国政の中で、そしてこうしたことを身近く感じておる、特に国会議員、県選出の

国会議員には、我々よりもっと身を張って、体を張ってこのことについては検討しても

らわにゃ、私はいかんと思います。 

○副議長（山本芳男君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   大岸議員さんの２回目のご質問にお答えさせていただきま

す。 

  行革推進法案につきましては、先ほど市長さんの方からも申されましたので、私の方

から教育関係について申し述べることは余りできませんが、ただこういったこともあり
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まして、平成１８年度の教職員の数につきましては、大分人数が少なくなるのではない

かというようにヒアリングの中では言われておりました。言われておりましたけれども、

県教委の努力もあったと思うんですが、実質余り数は変わってはおりません。香美市全

体を見ましても、いろんな形で加配はついておりまして、香美市全体で２人ぐらいでし

ょうか。きちっとした数は持っていませんが、減ってはおりません。いろんな形で各学

校に今までと変わらない加配はつけてくださいました。議員さんがおっしゃった中で、

議員さんが学童保育とか学校とかいろいろ行ってくださると、子どもたちが甘えてくる、

丁寧な対応を教員がしているのかどうかというようなことがございました。確かに、子

どもたちが今置かれている現状を考えますと、社会状況、家庭状況、学校の教員の指導

方法とかもあろうと思いますけれども、初めに申しましたような社会状況や家庭状況も

大きく私は影響しているのではないかと思っております。家庭でどういうように子ども

たちが暮らしているのか、また学校教育として教員も人数がふえれば教育が十分できる

ものではないと私はしょっちゅう教職員には申しております。人数が多くても、やはり

この先生一人一人の人間性、指導力というのが大きくかかわってくるのではないかと、

そんなにも思っております。いずれにしましても、昨今の現状に見られますように、子

どもたちにしわ寄せがいっておるような社会現象でございますので、いろいろな面でど

うすればいいかということは教育行政を預かる者として、またご指導いただきながら考

えていかなければならないと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   学校教育課長、和田 隆君。 

○学校教育課長（和田 隆君）   ２回目の質問にお答えします。 

  指導員として市の臨時的職員としての位置づけができないかということですけれども、

市としましては、ずっとこれからある委託方式でやっていきたいという方向でやってお

りますので、その委託料の中に指導員の費用等含めた形で委託していくということでや

っていきたいと考えています。その中で、安定的に位置づけができるようなまた委託料

等についても今後検討する必要があると思います。 

  それと、責任の問題なんですけど、市が委託するわけですから、最終的な責任はもち

ろん市の方にもあるように考えます。それと、あと開所時間とかいろんなさまざまな条

件がかなりそれぞれの学童保育によって違いますけれども、一定の基準はやっぱり市と

してこれから順次整えて整備していかなければならないと考えています。 

  それと、委託料の積算根拠ですが、これは国のいろんな基準単価がありまして、何人

から何人までの学童さんを幾らというふうな基準があります。また、それに障害児の方

を受け入れた場合は幾らとか、それを積み重ねるような形で国の基準に基づいて委託料

を積算して出しております。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   ４番、大岸眞弓君。 
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○４番（大岸眞弓君）   私の３回目の質問を行います。３回目といいましてもちょっ

と聞き漏らしがありました、２回目で。女性政策のその女性会館、あるいは拠点の設置

についてですが、維持費とかそういう職員配置等の問題で、今のところ考えてないとい

うふうにご答弁だったわけですが、これはやり方によって私は可能ではないかと思うん

ですが、職員の方を配置されないでも、町内のそういう女性団体の方を、そういう方を

募って運営に当たっていただくとか、例えば土佐市などでは女性センターというところ

がありまして、そこはワープロ教室とか料理教室とかいろいろ、いろんな取り組みをさ

れたりしておりますが、ここには職員の方が１人配置をされていたわけですけれども、

そういう形でなくっても、そういうふうにヒアリングを行って応募もしてみると、その

運営に当たる方を。そしてその方たちがそういう拠点ができましたら、そこでいろんな

企画を立ち上げて発信していくというふうな、そういう形でも無理なものかどうかご検

討いただきたいということで、ご答弁をお願いいたします。 

  それから、雇用問題に関しましてですが、私が言っておりますのは、さまざまに相談

事項がいろんなことで起きておるから特に必要はないということでしたけども、雇う方

の雇用問題とかではなくて、道路条件の改善ということで法令違反をしている場合もあ

るわけでして、そういうことの詳しい方の専門家の指導があれば、自分で解決できてい

く、何人もの方がそれで助かっていくわけですので、そういう労働条件の改善について

の専門的な知識を授けてくれるところというか、相談に乗ってくれるところ、これが必

要ではないかという観点でお尋ねをいたしましたので、再度ご答弁を求めまして、私の

すべての質問を終わります。ありがとうございました。 

○副議長（山本芳男君）   ふれあい交流センター所長、甲藤みち子君。 

○ふれあい交流センター所長（甲藤みち子君）  大岸議員の３回目の質問にお答えいた

します。 

  女性会館の設置についてですけれども、男女共同参画センターのような組織を考えて

おりましたので、やはり専門性の高い指導員がいるとか、またいうようなことも考えて

おりましたけれども、今大岸議員のおっしゃったような内容であれば、現在ふれあい交

流センターで、またそういうようなことを考えることも可能ではないかというふうにも

考えております。ただ、指導員とか職員のあり方についてはちょっと研究する必要もあ

るかと思いますが、最近、先ほどの質問にもありました障害を持つお母さんの方から相

談がありまして、職員として置くわけにはいかない、事務局を置くわけにはいかないん

だけれども、こちらを事務局がわりに会議室等に使って皆さんの会議をこちらで使って

いただいていいですよ、私たちでできることは教えていただけましたら一緒に勉強して

いきたいというようなお話も進めておりますし、そういうことも含めまして、そのため

にうちの施設もございますので、そういう方面、また先ほどおっしゃっていただきまし

た先進地などの研修もいたしまして、研究をしていきたいと考えております。 

○副議長（山本芳男君）   商工観光課長、高橋千恵君。 
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○商工観光課長（高橋千恵君）   大岸眞弓議員の３回目のご質問にお答えいたします。 

  労働条件の改善についての専門的知識についてのご相談ということでございましたが、

やはり職員一丸となりましてご相談に応じて適切なそれぞれの機関を紹介するなどして

まいりたいと存じます。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   ２番、山﨑眞幹君。 

○２番（山﨑眞幹君）   ２番、山﨑眞幹でございます。今期定例会の初日の市長の市

政方針は、この地域の未来を託された者の真摯で、謙虚で、そして適切な現状分析を持

って語られた静かな、本当に決意が市長の言葉で語られまして、市長の人柄がよく出た、

まことに感動的なものでありました。私の心も本当に少なからず少し揺さぶられまして、

うるうるをしてしまいました。かつて、行革の関連いたしまして質問したときに、これ

はリーダーというものはどうあるべきかというお話を質問したわけですけれども、小さ

いものでは家族やサークル、クラブ、自治会でも会社、企業というような大きな集団で

あっても、あらゆる集団の方向性というものがその長の考え方や思いに負うところが大

きいと考えるが、町長は行政運営の目的をどのように考えておられるかというふうにお

尋ねをしたときのお答えもいただきました。こういう言い方はまことに失礼だとは思い

ますけれども、今回の表明というものは、そのときのお答えとは比べ物にならないほど

簡潔で責任感にあふれるものでした。いわく、声なき声大切にする行政、地域資産の活

用に心がける、調整項目を尊重する、身の丈に合った行政運営に努める、公正公平で市

民から信頼される行政運営に努める、こういうことでした。そういう思いをお聞きすれ

ば、あとは知恵を集め力をあわせてそれぞれの現場でそれぞれの方針に従って、粛々と

行政を行っていくということだけでいいというふうに私は思っておりますので、あえて

ここで一般質問はもうしなくていいのかなというふうにも一瞬思いましたけれども、今

回、私が市議会議員として任期最後の一般質問でもありますし、森本珠城議員もおっし

ゃっておりましたけれども、次はないかもしれませんので、ここで私なりに今までの思

いをこれに残さないというか、思いをつないでおくために通告に従いまして順次お尋ね

をしたいと思います。今回の質問は、３月議会の質問のほぼ続きでして、質問事項は同

じ本予算が調整されたことを受けて再度お尋ねするものと、さらに関連するものでござ

います。そして、あと一つ、きょう本当に私は何か市長に泣き所をつかまれたような気

がしまして、２回ぐらい本当にまたうるうるとしてしまいました。一つは、地元の本当

に選出の県議会議員の責任を言及されたとき、そして、国会議員の責任について今言及

されました。これは本当に大事なことと思いますので、そういう気持ちを常に持って行

政運営に当たっていただきたいというふうに思っております。 

  それでは、まず、香美市振興計画についてです。 

  今回、関連予算としまして委員報酬が３０万円、委員費用弁償６万４,０００円、製本

費が７６万５,０００円、委託費６００万円が計上されておりまして、いよいよ始めると
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いうことになりますけれども、３月議会でも同じような趣旨で、つまり香美市振興計画

の策定については香美市まちづくり計画の骨子を大きく変えるようなまとめ方は、合併

時の公約に違反すると考えるが、委託とはどの部分を考えているのかとお尋ねをしまし

た。今回の合併により、香美市全体が過疎地域自立促進特別措置法の過疎地域に当ては

まることとなり、旧香北町、物部村で立てられておりました過疎地域自立促進計画前期

を受け継ぐ形で過疎地域自立促進計画後期が策定されたことなど、経緯、内容等につき

ましても一定の説明もありましたけれども、自治体の将来像を明確に示して、その運営

上最も上位となるのは、香美市振興計画だと思いますし、今回はある意味で新しく市に

なったという意味ですけれども、ゼロからのスタートとなりますから、物事を整理し、

見通しや風通しをよくする絶好の機会だと思います。振興計画の目指す将来像というの

は、それぞれの地域が望み、その実現についてはそれぞれの立場で努力を重ねながらと

もに進むことを合意し、その推進を行政に付託されたものでありますので、どの事業に

ついてもその推進を図ることができることに越したことはありませんが、振興計画が総

花で許された時代は既に過ぎ去ったものと考えています。それぞれのその推進が望まれ

る過疎地域自立促進計画後期にある事業についても、振興計画策定時にはいま一度精査

をしながら香美市まちづくり計画の目次に沿った並べかえを行う必要があると考えます

が、見解をお尋ねをしたいと思います。 

  次に、行政運営に当たっては、住民の意見が反映された運営に心がける必要性につい

ては言うまでもありませんけれども、どのタイミングでどこまでをということについて

は、異論があるところだというふうに思います。昨年１１月９日に合併先進地でありま

す安芸高田市で合併によるまちづくりにつき研修を受けた際の資料としていただいた、

安芸高田第１次市総合計画策定に関する基本方針の３の策定体制、（２）の市民参加にお

きましては、このようにうたっております。「今回の総合計画の策定は、基本的には新市

建設計画を踏襲する形で作成するため、住民意向に関するアンケート調査等は新市建設

計画策定時に実施されており、今回は実施しないこととします。ただし、総合計画審議

会においては、自治進行組織の代表者と幅広く市民参加に努めていきます」とされてい

ます。私もその考え方に賛成ですし、香美市の場合も香美市まちづくり計画の概要版、

裏表紙にまちづくり計画の策定に向けての歩みということで、平成１５年１月４日から

ずっと平成１６年２月までの経過が載っております。そして、その香美市まちづくり計

画概要版を全戸配付し、そこにある将来像をもって住民説明会を行い、合併を選択した

以上、香美市まちづくり計画は行政が、これもさっき言いましたけれども、住民に対し

て約束した公約でありまして、香美市振興計画の策定に当たってはその経過と結果を尊

重し、そこからスタートを切るべきだと考えます。成果品を得るまでの流れとタイムス

ケジュールをお尋ねした３月議会の答弁では、住民アンケートについての言及があった

と思いますけれども、合併の前提となった新市建設計画をもとに総合計画の策定を図り

ながら、審議会で十分な審議をいただくという高田市の考え方についてどうお考えかそ
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の見解をお願いをいたします。 

  続きまして、安芸高田市は平成１６年３月１日の合併でして、ちょうど平成１８年３

月１日の合併の香美市にとっては、特に先輩でして、時期が同じ３月１日ということで

ありまして、特にその後の流れやタイムスケジュール等の点で参考になることがたくさ

んあると思います。先ほど言いました安芸高田第１次総合計画策定に関する基本方針の

策定スケジュールには、庁内、市議会、審議会、市民、それぞれの分限と時間の流れが

わかりやすく示されています。３月議会の答弁では委託の要因として、状況の変化や時

間と手間などを挙げられていたというふうに思いますけれども、この資料に当てはめる

とどの部分を委託業者にと考えておられるのか、６００万円というお金ですが、お尋ね

をしたいと思います。 

  続きまして、同じく安芸高田市の第１次総合計画策定に関する基本方針の３、策定体

制１、庁内体制では組織機構の違いはありますけれども、高田市と香美市の組織機構の

違いというのはありますけれども、「総合計画の策定に当たっては全庁的な体制で取り

組むこととし、本庁各部局幹事課に策定担当者を置き、部局内、部局間の総合調整を行

うこととします」とあります。その体制で策定計画が行われたと思います。香美市振興

計画の策定は、市政運営の大もとをつくる本当に大事な作業ですので、旧町村ごとの行

政運営の違いや人員不足を初め、さまざまな要因はあるとは思いますけれども、何とか

専任体制をとりながら時間をかけて十分な検討を行っていただきたいと考えるものです。

３月議会の答弁では策定に当たって専任体制はなかなかとりにくいのではないかという

ことでしたけれども、その見解について、それは現在もおかわりがないのかということ

についてお尋ねをしたいと思います。 

  そして、予算がつきましたので、香美市振興計画審議会の委員は、これも条例にのっ

とって任命されるというふうに思いますけれども、第１期目となる今回は、特に旧町村

間の割合等もあり、一朝一夕にはなかなか難しいところもあるのではないかと考えます。

各委員には、自治体の置かれている現状についての認識、そして合併に至るまでの経過、

素案策定に至るまでの経過、そして何よりも地域に対する思い、バランス感覚などが問

われると考えます。香美市振興計画審議会委員の内訳と合併協議会委員であった学識経

験者の位置づけについてお尋ねをしたいと思います。 

  そして、振興計画についての最後の質問ですけれども、３月議会ではまだできていな

いということでありました、この香美市まちづくり計画で推計されておりました財政計

画の現状と見通し及び主要施策に係る普通建設事業の概算事業費の現状と見通し、これ

を過疎地域自立促進計画後期との関連も含めてお尋ねをしたいと思います。過疎地域自

立促進計画については、４年間でいろんな事業を盛り込みまして２６０億円というふう

なお話もお聞かせいただきました。一方、このまちづくり計画におきましては、主要施

策に係る普通建設事業の概算総事業費、１０年間で２０６億円ですから、かなりの話し

合いをしながら事業を精査していかなければならないというふうに思いますし、そこの
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点も含めて見解というか、現状をお聞かせをいただきたいと思います。 

  次に、地域審議会でございます。 

  今回、地域審議会として９１万８,０００円の予算が計上されておりまして、委員の公

募ももう既に始まっています。香美市のホームページでも委員さん公募ということで、

公募しております。これが締め切りが５月２２日ですから、まだ委員さんになりたい方

は応募できるわけですけれども、私の知り合いも応募しました。したらしいです。話を

お聞きしますと、ちょっと勘違いをしておりまして、地域審議会というのは各地域ごと

の審議会ではなくて、香美市全体の審議会だというふうに思ってた方がいますけれど、

それはさておきまして、これ公募が始まっておりますので、設置要綱及び地域ごとの公

募の現状、きょうは１７日ですか、現在、２２日の締め切りでございますけれども、１

７日現在の応募の状況ほか、これ１５名の委員さんで構成するということにたしかなっ

てたと思うわけですが、昨日の総務課長の答弁等で地域のいろんなお話も聞くようなこ

とを答弁をされてたと思いますが、そうすると、果たしてその１５名の委員さんという

ことで、どうなるのかなという気も若干いたしましたので、その委員さんの構成、そし

て並びにやはりこの合併に深くかかわってまいりました合併協議会委員であった学識経

験者の位置づけ、これについてお尋ねをしたいと思います。 

  続いて、行政改革についてですけれども、香美市行政改革大綱策定までの流れとタイ

ムスケジュールにつきましては、３月議会でお聞きをしましたが、それ以降の行革大綱

策定に向けての進捗状況をお聞かせを願いたいと思います。検討委員会委員につきまし

ては、５月に委嘱ということだったと思いますけれども、もう委嘱はされたのでしょう

か。これもやはり３旧町村が一緒になりまして、最初の行革ですので、かなりその３町

村にわたるある種の人員選定といいますか、選択に配慮しなければいけない部分がある

のではないかという思いがしますので、その点も含めましてお尋ねをしたいと思います。 

  次に、保育園についてですけれども、これ、保育園運営委員会委員については、これ

はこの間まで保育所（運営委員会）だったんですけど、保育園運営委員会委員について

は、３月議会の答弁では市長決定後にということでしたが、決定しまして、本予算で１

８万円が計上されています。これにつきまして、委員会の設置の時期、所掌事務、委員

選定等委員会発足に向かっての進捗状況全般についてお尋ねをしたいと思います。 

  そして次に、本予算で、これ山田町時代のすこやか子育てプラン、これからの香美市

の全体のいわゆる子育てプランの中でやりました保育所の、いわゆる新設整備、この中

で重要なことであります、Ａ保育所、Ｂ保育所ということで、最初に整備するＡ保育所

に子育て支援センターを併設していこうという計画があったわけですけれども、その計

画が実施計画の中で見ますと、１８年度から取りかかるということで、建設用地の決定、

そして用地取得交渉をとにかく１８年度でやりたいというその建設計画や実施計画が組

まれております。そして、今回本予算の中で不動産鑑定料として１７３万４,０００円が

計上されております。これは、いわゆるＡ保育所、これの建設に向けての予算でしょう
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か。そのことについてお尋ねをしたいと思います。 

  次に、昨日同僚議員の質問に対して、私なりの課題も見つかりましたが、今の立場で

やり過ぎるのも云々というコメントもされておりました。教育長にお尋ねするわけです

けれども、私の個人的な思いといいますか、保育所に長年、私が昭和６３年にこちらの

方へ帰ってまいりまして、そこからのおつき合いになりますので、もう随分長いわけで

すが、その中でいろいろと思いをしたりしてきたその保育所についてのさまざまな問題

があります。そのことについて私の個人的な思いといたしましては、原教育長の指導力

を今後も期待をしたいというふうに思っているわけですけれども、そのことも、そうい

うふうに私が思っているということを心の片隅に置きまして、実際教育委員会が、実際

に保育所を、保育園を所管しての率直な感想と今後の展望、これは３月議会にもお聞か

せをいただいたわけですけれども、再度お尋ねをしたいというふうに思います。 

  そして、その次、これは山田町時代の１２月議会のことだったと思います。これも同

僚議員さんがアンケートのことについて、新改保育所の保護者会がまとめましたアンケ

ートについての質問を聞いて、あらぬことか少し暴走しかかりまして、いろいろ口走っ

たことがあったわけですけれども、この新改保育所保護者会がまとめたアンケート、い

い意味でも悪い意味でも一石を投じているというふうに思うわけです。そのアンケート

について、その後どのような対応をとられたか。そして、今後に何か生かせるものはあ

ったのかなかったのか、その点についてお聞かせを願えればというふうに思います。 

  続いて、高知工科大学についてですけれども、工科大はご存じのように今年開学１０

周年を迎えまして、全学的にさまざまな企画が予定されているというふうにお聞きをし

ております。工科大ができるまで、そしてできてからこの土佐山田町というものがどれ

だけ工科大に対して有形無形の支援をし、ある意味貢献をしてきたかということについ

ては別の、かつてお尋ねもし、やってきたわけですけれども、このはえある１０周年と

いうことで新たなスタートを切ろうとしている工科大、これについてその記念行事に絡

んで、これに関連して、例えば今置かれております連携推進協議会やその他の場でこの

ことについて協議がされたり、また話題となったことのあるかないか、このことについ

てまずお聞かせを願いたいと思います。そして、３月議会でいろんな工科大との関連の

事業なり、プロジェクトが進んでいるのではないかということでお聞かせを願った一つ

の、その中の一つですね、商工観光課の方からお聞かせをいただいたわけですけれども、

これ社会システム工学の草柳研究室と龍河洞の方で定期的に行われている活性化に向け

ての、できることからやっていこうプロジェクト、これは私が勝手に言っているわけで

すけれども、何というプロジェクトか知りませんので、そのプロジェクトを、今も月１

回だと思いますけれども、定期的に龍河洞の方と話し合いを持ちながら進めているとい

うふうにお聞きをするわけですけれども、その現状につきまして進捗状況等わかりまし

たらお聞かせを願いたいというふうに思います。 

  次に、本当に物部川です。 
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  この物部川、本当にこれはもうずっと言わせ続けてもらってますけれども、この物部

川に関連いたしましては、関連してきょうも２名、３名とたくさんの心強い同僚議員の

発言もあったわけですけれども、３月議会以降でも３月２１日には高知工科大でみんな

で考え、ともに行動する物部川と題してフォーラムとミニコンサート、そして４月２３

日には河口と片地川の合流点で一斉清掃、河口の方では４２名の方が参加され、片地川

の合流地点では１８９名が参加しました。この１８９名の中には高知工科大学社会シス

テムの環境経営学の渡辺先生の研究室の学生がかなり、７０人ぐらいでしたか、参加し

まして、この学生たちは物部川ジャンボリーにも参加したわけですけれども、一斉清掃

を行いました。そして、４月２９日には物部川じゃあじゃあ降りと言われてますけど、

また例によって雨の見舞われました。物部川ジャンボリーが行われるなど、その折には

市長も朝から清掃、参加していただきまして、おまけに企画課からはお祭りやぐらをお

貸しいただきまして、それに市旗まで立てさせていただいたという、非常にいろいろお

世話になったわけですけれども、そういうふうにたくさんのイベント等も開かれてやっ

てるわけです。それぞれに活発な動きがされていますけれども、そういう関係者の本当

に思いや願いというものと裏腹に５月７日からの雨で、これ１１日現在ですけれども、

これはこの質問通告書をつくった日ですが、目の前には本当に濁流が流れておりまして、

きょう１７日、私いつも橋を渡ってこっちへ来るわけですけれども、相変わらず濁水が

流れているわけです。市長が議会初日に触れられました、これ１０日の高知新聞ですけ

れども、１０日の高知新聞の夕刊の記事は読んでみますと、７日以前の調査がもととな

っていますから、そのときに鮎生育過去最悪と、濁水長期化が原因とこれになってたわ

けです。だから、これは７日の雨の前ですから、そのときでも過去最悪ですから、これ

はもう今年の鮎は息の根をとめられたかもしれないなというふうに私は個人的に思って

いましたら、案の定１５日の夕刊の記事が出まして、「鮎漁第一陣物部川さお出せず。」

こういう記事が出てしまいました。内容をちょっと、皆さん惨状はご存じだと思います

ので、と思いますけれどもちょっと読んでみますと、「物部川は１６年に相次いだ台風災

害で上流域の山林が崩壊し大量の土砂が流入、以来まとまった雨が降るたびに濁水が長

期間続き、鮎の生育環境が極度に悪化している。同漁協は落ち鮎漁の禁止や産卵場の造

成などに努め、昨シーズンは約３００万匹の大量遡上に成功した。ところが、今年は遡

上期の２～４月に大雨で濁りが長期間継続、４月上旬に放流した稚鮎も定着せず、過去

最悪の状況になっていた。物部川はこの日も濁ったまま。同日朝の同漁協の調査では、

戸板島橋付近の水は透視度が８センチしかなく、同漁協の楠目幸成」楠目専務ですね、

「も鮎の生息には最低でも３０センチは欲しい。これでは来シーズンのための親魚は全

く育たないだろうと肩を落とした」と。まさに思ったとおりの結果となってしまいまし

た。もうこれは本当に一刻の猶予もないわけです。 

  高知県がこの物部川に清流保全条例、この物部川の清流保全条例をつくろうというこ

とでやっておりまして、それが物部川２１世紀森と水の会に委託してまとめた物部川清
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流保全計画素案、これあるわけですけれども、それには５０年後の物部川は１００年前

の物部川、「天然鮎が湧き立つ川」を目指すとされています。そして、そのために必要だ

と考えられるさまざまな施策がうたわれているわけですけれども、先ほど言いましたよ

うにこの清流保全計画は当初平成１７年に成案をやる予定で平成１５年に着手され、私

たちも地域で活動する一つのＮＰＯとしてその最初から参加をさせていただき、いろん

な意見も出させていただきやったわけですけれども、この平成１７年６月に環境保全課

に成果品としてこの素案は渡されているわけです。ところが、５月１１日、平成１８年

です、５月１１日に清流環境課、清流環境保全課が清流環境課と何とか課に分かれたん

ですけれども、問い合わせたところでは、まだ庁内での検討や刷り合わせが行われてい

ないということでしたので、このままでは平成１８年度に計画ができ上がるかどうかも

とても怪しい状況です。そんなことは何より、管理者がそこがだれであろうが源流域か

ら中流域でこの川のおかげで暮らしを立てている当事者の私たちが、本当に刻一刻と深

刻さを増すこの現状を目の前にして、だれかに言われなければいろんなすべての条件が

整ってからでなければ、何か計画ができ上がってからでなければこの惨状に立ち向かえ

ない、一歩も前に進めないなどということであってはならないと考えます。３月議会で

も物部川に利水、治水、親水等でかかわるあらゆる個人や団体が一堂に会し、課題の共

有や情報交換を通じてお互いを知り合い、豊かな清流を取り戻すために知恵を出し合う

こと、その場が今こそ必要だと考えるが見解を問うと、同様のお尋ねをいたしました。

きょう、ほかの同僚議員の質問に対する答弁の中でも、県も動きをしていただいている

というふうなこともあります。この後の質問で少し関連についてお尋ねをするわけです

けれども、本当にこの私の知っている物部川でも、永瀬ダムが５０年になると言いまし

たけれども、ダム、多分できた直後ぐらいの記憶がずっとあります。そのときには本当

に川面を澄んだ風が渡り、たくさんの生き物をはぐくみ、夏の子どもたちや川辺に暮ら

す人たちに楽しい川遊びや季節ごとのさまざまな恵みをもたらしてくれた物部川、そこ

にあることで人々の命を暮らしを支え、心に潤いを与えてくれた物部川、その懐で楽し

く懐かしい日々を存分に当たり前に過ごしてきた私たちが、今この源流域から河口に至

るまで静かに広がっている惨状を前にただただ立ちすくむのみなどということであった

ならば、香美市がどんなすばらしい将来像を描いても、この水系にはぐくまれてきた運

命共同体としての地域に未来があると思えないわけです。これは３月議会でも言わせて

いただきました。ですから、今こそやっぱり香美市が率先をして物部川に豊かな清流を

取り戻して、あした来る人たちのためにすばらしいふるさとをその人たちに手渡すため

の第一歩を当事者である私たちが本当に手を挙げて、このことについて一歩歩みを進め

ることが私たちの未来にとって本当に喫緊の課題だというふうに考えていますけれども、

見解をお尋ねをしたいと思います。 

  きょう、同僚議員の門脇議員も山に対する本当に熱い思いの中で、保水力の点から緻

密な分析と、そして今まで旧物部村で行われておりましたさまざまな試み、努力につい
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てお聞かせをいただき、感銘を受けました。それも続けなければいけないというふうに

思っております。その同じ視点といたしまして、物部川のやはり惨状の原因の一つとい

うものは、その源流域の森林の荒廃でありまして、この問題に関しては源流域の森林に

手を入れながら、水源地域の環境を全般的に整えていくことが解決への第一歩だという

ことについては、門脇議員と同じ意見だと、そのことについては皆さん余り異論がない

というふうには思います。そして、そのための私が考えるそのための第一歩となるかも

しれない記事が、これが４月１２日の高知新聞に発表、掲載をされました。これが銘建

工業が本県進出という記事でした。くしくも銘建工業には昨年１１月１０日、安芸高田

市の研修の後でしたけれども、土佐山田町の議会議員として研修でお邪魔しまして、そ

の当時、その折に木質バイオマス発電について、そして木質バイオマス事業利用の現状

について、今後の課題と取り組みの方向性について、集成材の製品についての４点につ

いて詳しく説明をいただきました。そして、特に集成材に関連しては社長みずから、中

島社長みずからが説明員となりまして、そのときたくさんの説明をいただきました。そ

の中で木材の供給地としての高知県の可能性、魅力について言及をされておりました。

そして、この４月１２日の高知新聞によりますと、銘建工業は県内の業界関連会社など

にも新会社への出資を呼びかける予定と。ラミナを含む板引きの製材工場を新設し、年

間４万立米程度、４万立方メートル程度原木ベースでスタート、将来は状況を見て増産

する計画だ。設置場所は未定だが、早急に適地を確保し具体的な事業計画を立てる。製

造はすべて乾燥材と。当面ラミナは岡山の向上に陸送し、製材品は加工度により本県か

らの出荷も想定する。投資額は約１０億円と、こういうふうに書かれておるわけです。

やはり、山のことを考えたときに、そこに一つの企業を興す、森林組合その他の今まで

のたくさんの方々の努力は努力です。それも本当に敬意を表するものですけれども、ま

た一つの新たなそこに仕事というものを創造して、その中で、その銘建に行ったときに

勉強させていただいたといいますか、チップをつくっていたわけですけれども、それは

産廃をいかにして再利用するかという視点でのことでした。だから、メインにちゃんと

した仕事があり、その産廃がまた一つの価値を生んでいくというふうなシステムでした

ので、すごく現実的やなというふうに私は思いました。今までの関係者の方々にはなか

なかいろんな私たちの知り得ない、私の知り得ないこともたくさんあると思いますので、

それがすべて正解だというふうには思っておりませんけれども、話をする、いろんな検

討する一つの材料にはなるのではないかなというふうに思いますので、そのことについ

てお尋ねをしたいと思います。そういうこの銘建工業進出について記事が出たわけです

けども、その件について森林組合を初め、林業関係者からの問い合わせ等はあったでし

ょうか。 

  ２点目が、この件につきまして県が、やはり県が少しリーダーシップをとっているよ

うにも思いますので、県からの働きかけというものが行政なり何なりに対してあったで

しょうか。 
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  そして、今回の件と、県が主催しております「とさかみ木質バイオマスエネルギー勉

強会」、これは毎月、私の持っている資料によると第４木曜日の夜に銘建の中島さんを初

め、バイオマスに関係するいろんな方をお招きして講習会をやっている、勉強会をやっ

ているものですけれども、何か関連があるのでしょうか。その点についてお聞かせを願

いたいと思います。 

  続きまして、地域資産です。 

  市長も所信表明の中で地域資産の活用に心がけるというふうに言及をされておりまし

たけれども、香美市は本当にたくさんの地域資産に恵まれています。しかし、それらの

潜在、顕在している能力を必ずしも全部発揮し切れていないのが現状ではないかという

ふうに考えます。そこで、合併を機にそれぞれの資産を今までよりも多くのたくさんの

目で、上から下から斜めから、いろんな確度から眺めて、これを広い意味で地域の幸せ

のためにと、知恵を出し合わなくてはならないというふうに思います。今回の予算では、

観光コンベンション協会負担金が１２２万円、ちなみに平成１７年度の土佐山田町の予

算書におきまして、同じことではないかと思いますけれども、これコンベンション推進

協議会賛助会費というのがありまして、これは多分同じかなというふうに思いまして、

名前は違いますけど、これが３７万円でした。それが今回の１２２万円ということにな

っております。そして、香美市観光協会運営事業補助金が１４６万３,０００円、これは

去年度は山田のことですけれども、土佐山田町観光協会事業費補助金が９０万円、そし

て香美市の観光パンフレットを作成委託費が３００万円ということですよね。これが計

上されていますので、これらに関連して幾つかのお尋ねをしたいと思います。 

  高知新聞の５月９日の新聞によりますと、今年のゴールデンウィーク、４月２９日か

ら５月７日に県内の観光施設主要２３施設だそうですけれども、利用者は１８万８０３

人、去年に比べて８.５％増だそうです。そして、アンパンマンミュージアムには２万

４,４４７人、龍河洞には１万３,７８６人、のいち動物公園には２万１,５２０人という

ふうに利用者が発表されております。このアンパンマンミュージアム、龍河洞、のいち

動物公園、そして、これをめぐります観光コンベンション協会、私たち香美市が１２２

万円の負担金を出しております観光コンベンション協会が、この期間中にＭＹ遊バスわ

くわく号というのを運行をいたしました。そこでお尋ねをしたいわけですけれども、こ

のバスは、去年度からずっと運行されておりまして、今年も継続的に運行されることに

なっております。１１月の土・日・祝日までが運行されるわけですけれども、この間、

このバスを利用してこの諸施設を回られたのは何名あったでしょうか。そのうち、高知

駅、はりまや橋、これ一便と二便だけなんですけれども、高知駅、はりまや橋から乗車

した方は何名であったのかをお尋ねをしたいと思います。 

  私自身も実は５月４日にお昼の時間帯でしたけれども、中心にアンパンマンミュージ

アムから龍河洞、そして秦山公園を回ってみました。どの施設も本当にたくさんの方が

おいでになってまして、ゴールデンウィーク期間中には秦山公園にもたくさんの来場者
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があったのではないかというふうに思いますが、一体どのぐらいの来場者があったのか

お尋ねをしたいと思います。 

  高知県の有名人、高知県唯一の有名人というのが坂本龍馬ということであることには

皆さんそれについて異論はないと思うわけですが、ところがどっこい土佐山田町では、

やはり身近といいますか、坂本龍馬の影は見たことなくても秦山先生や野中兼山のその

方が身近であることには変わりはないわけです。その谷 秦山先生の名をいただいた秦

山公園というのは、私は将来的には墓所の整備を含め、多数の整備計画をちゃんと立て

て、あるかもしれませんけれども、香美市の文化拠点の一つとして整備することにより、

この地域全体のより大きな幸せの種とすることができるのではないかというふうに考え

ますし、そうすべきではないかというふうに思います。そして、そういうふうな地域づ

くりの先槍、推進を行うのが行政の役目だというふうに思ってますので、そこでちょっ

とお聞かせをしていただきたいわけですけれども、秦山公園というものに期待する役割

ですとか効果につきまして、以下の各課の見解をお尋ねをしたいと思います。企画課、

建設都計課、そして生涯学習課、商工観光課。この方々の秦山公園に期待する役割、そ

して効果についてその見解をお尋ねをしたいと思います。 

  そして、香美市誕生を機に、香美市及びその近接観光地の紹介、宣伝並びに観光施設

の充実、改善を図り、観光事業の振興と産業の発展を期することを目的とするとして、

香美市観光協会が新たに出発するわけです。この出発に際しては本当に私はこれだけの

たくさんの資産を持っていますし、いいものをたくさん持ってるわけですから、これは

大いに期待をするわけです。その中で、事務局としての商工観光課は、この新たな出発

に際してどのような抱負を持っておられるのかをお尋ねをしたいと思います。 

  次に、観光パンフレットの作成、これ３００万円で、昨日、課長の答弁によりますと、

もう既に市内の業者に製作を委託されたということでございましたけれども、やはりた

くさんの関係者が見ても、だれが見ても十分すばらしいというふうなものになっていた

だきたいというふうに思いますので、やはり観光協会なりのメンバーとか、それだけで

はないと思いますけれども、中に分科会、そしてほかの学識経験者、より多くの意見を

入れるための実行委員会のような組織をつくりまして、その案とか意見の集約ですね、

それを業者の方とやりとりをするようなことをするつもりがあるのかないのか、私はそ

ういうことを少し、ある程度、それはどこまでさっきも言いましたけど、いろんな人の

意見を入れるかということに関連しますが、できる限り、ある程度やった方がいいよう

に思いますので、そういうつもりがあるのかないのかということをお尋ねをしたいと思

います。 

  やっと最後の合併記念行事に行きつきました。新市合併記念行事について３月議会以

降の進捗状況をお尋ねします。 

  これで１回目の質問を終わります。 

○副議長（山本芳男君）   暫時休憩いたします。 
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（午後２時４８分 休憩） 

（午後３時０１分 再開） 

○副議長（山本芳男君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  ２番、山﨑眞幹君。 

○２番（山﨑眞幹君）   すいません、答弁者の方にお願いします。いつもお願いして

ますけども、多勢に無勢ですので、ゆっくりと、たくさん聞いてますので、よろしくお

願いをしたいと思います。 

○副議長（山本芳男君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   山﨑眞幹議員のご質問にお答えいたします。努めてゆっ

くりお答えさせていただきますのでよろしくお願いいたします。 

  まず、香美市の振興計画についてですけれども、暫定で３００万円の予算をいただき

ましたけれども、答弁のときにも申しましたが、私、やっぱり腹が膨れんという思いが

ありまして、この際合併スタートの段階でしっかりした計画をつくりたいという思いか

ら、予算の増を改めてお願いいたしまして、さっき山﨑議員から言われましたような金

額といいますか、理解に基づいて予算が改めて計上されまして、上程をされております。

ぜひ審議についてよろしくお願いをしたいと思います。合併後の姿をどうするか、それ

が合併合意の前提でありまして、その資料といたしまして作成されたものが、新市建設

計画でありまして、本市では香美市まちづくり計画として策定されたものでございます。

したがいまして、依拠する法律は違いましても、これから策定する総合計画が香美市ま

ちづくり計画の骨子を大きく変えるということは当然考えられないこととして認識をし

ております。この点を明確にした上でプロポーザルへの参加業者を求めたいと思ってお

ります。また、総合計画の策定手法といたしましては、これまでは３層構造で大体どこ

ともつくってきております。いわゆる基本構想、基本計画、実施計画というそういった

構成とすることとなっておりますため、建設計画の目次に沿った並べかえが可能かどう

かということが別にまた一歩であろうかというふうに思います。そうしたことも含めま

して、今後の策定作業につなげていきたいというふうに思っております。 

それと、安芸高田市の策定の手法に係る見解をということですけれども、企画課とし

ましては、総合計画はまちづくり計画よりもより具体の住民意識や意向を伺う必要があ

ると考えておりまして、アンケート調査を想定をしております。なお、自治振興組織の

代表者等の参加もという、安芸高田市の例が出されましたけれども、それも一つの手法

ではありますけれども、安芸高田市は安芸高田市なりの組織の立ち上げの経過もありま

すことから、我が市としまして生かせるべきところは取り入れていきたいというふうに

思っておりますけれども、必ずしもそういった安芸高田市なりのことがありますので、

そのあたりはご理解をいただきたいと思います。 

次に、業者への委託につきましては、具体的にこの部分をどうということを示す段階
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にはございません。例えばここの部分をこの計画の流れの中で切り取って、ここをその

委託するということにはならない、いわゆる一連の流れの作業はともに作業を進めてい

くという考え方ですので、どの部分を委託するかというようなことは具体的にお答えす

ることにはならないというふうに思います。むしろ、企画課といたしましては、この策

定にどう望むのかということから申しますれば、いわゆる丸投げはしない。今回の計画

策定は新市としての初めての計画となりますことから、業者とともに策定を進めること

によりまして、これまで未経験でありました計画策定に係るノウハウの取得に最も重点

を置き、かつそのマニュアル作成も行い、今後は自力での計画策定を行う道筋をつける

ということを明確にしておき、量的に処理しなければならないこと、あるいは法令のく

くりなどのこともありますので、そうした部分については業者にゆだねること、今後は

そういうことがあったとしても、基本的にそんなスタンスには次期以降の計画策定につ

いては立てないということで臨みたいというふうに思っております。言いますなれば、

基本事項やその法令に関することなどは、ともに作業をすることによりまして、計画書

という成果品とともに、今回は計画づくりノウハウと、それに伴うマニュアルも成果品

として手中におさめるという考え方でありまして、そのことについて担当職員との確認

事項もしてございます。 

次に、３月議会におきましては、総務課長からも答弁がありましたとおり、専任体制

はとれないということの認識についてのご質問ですけども、これは変わっておりません。

むしろ一層厳しい状況に課全体がなっております。現在の人員でできる限りのことはい

たしますけれども、従来よりの業務でも事によれば置き去りにしなければならないこと

もあると考えておりましたけれども、時間の経過とともに３町村での事務をあわせても

ったときに、実質的には広報担当職員が１名増となっただけであること。また、合併初

年度につき、年次をずらせて作業をするということにはなりませんで、同時に取りかか

らなければならないことがたくさんあり、今回の質問数を見ても理解をいただけると思

いますけれども、若干ご紹介をいたしますと、この策定作業の担当職員の所掌事務です

けども、総合計画のほかに政策調整会議、政策主幹会議、電源地域振興指導事業、工科

大学連携、ダム周辺環境整備事業、市町村活性化総合事業など、また今年策定すること

になっている中央広域市町村計画策定メンバーでもございます。それ以外にも定住支援

促進事業や都度都度の各課にわたっての調整作業ともひとりでになっております。そう

いった状況ですから、専任で事に当たるという体制でないということのご説明にさせて

いただきました。 

次に、委員の任命につきましては、まちづくり計画との関連もございますことから、

合併協議においてかかわられた委員については、相当の協力をいただかなきゃならない

と考えております。特に、お尋ねの学識経験者につきましては、念頭に置いて調整に当

たりたいというふうに考えております。 

次に、高知工科大についてですけども、開学１０周年を迎え、それを記念する企画が
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されているということについては、交流広場でその情報に触れた記憶がございます。具

体の事業については承知をしておりません。工科大の連携協議会は、助役を副会長に充

てていることもございまして、両者の間では助役が決定した後に早い段階に連携協議会

の会議を開催したいということで調整をしております。その場で計画について話が出る

か、もしくは今回のこともございますから、こちらの方からお尋ねをしたいというふう

にも考えております。 

秦山公園に期待する役割、効果についてということですが、一言で言いますと、本市

の元気度を高める一つの核施設としての役割を果たし、期待する以上の効果を果たして

いるのではないかというふうに考えております。先ほどの質問にもございましたとおり、

願わくば、あわせてこの際、まさにそこに存在をします歴史、資産、こういったものを

認識し、あるいはその一歩進めて学びの場としていただくようなことがあれば、これは

幸いだというふうに思います。 

次に、合併記念行事についてですけども、３月議会以降は全く進捗しておりません。

その折の答弁といたしまして、市長との協議を待ってと申し上げたと記憶しております

けども、市長が当選されて後協議を行った結果、庁議として全庁的に取りかかる必要が

あるだろうということで、助役選任等の体制が整った段階で協議を行うということにな

っておりまして、日程的にはこれから具体的に詰めないかん作業になってきますけれど

も、スケジュール的にはそういう形で臨んでいきたいというふうに考えております。 

以上です。 

○副議長（山本芳男君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   山﨑議員さんの香美市振興計画についての中の財政計画

の現状と見通し及び主要施策に係る普通建設事業の現状と見通し等の関連も含めて問う

ということにつきましてお答えをします。 

  まず、新市の財政計画というのは、計画期間内のすべての歳入歳出を予測するわけで

ありますから、将来の行政水準のあり方とか、それからまた普通建設事業で言えば過疎、

辺地を含む普通建設事業の計画の中身というものに大きく左右されてくるわけです。こ

のため、振興計画の進展を待たなければ正式な財政計画というのはできない、つくるこ

とができないということをご理解いただきたいと思います。財政計画というのは、財政

サイドで勝手につくれるものではないと。どういうふうな方向でどういうふうにするの

かということが、まず前提にありますので、それができない限り財政計画というのはち

ょっと立たないということでございます。ただ、その財政計画を立てる上で一番キーポ

イントとなるのは、やっぱり歳入の一番の基礎となりますところの一般財源の見通し、

これは非常に大事な部分だと考えております。この一般財源の見通しにつきましては、

これは早急につくりたいと考えております。ただ、今現在、いろんな制度がさま変わり

している現状でありますので、なかなか１０年先を見越して一般財源を見通すというこ

とは非常に厳しいんではないかと。また、１０年となるとちょっと推測に推測をせんと
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いかんというようなことがあって、精度が落ちるんではないかというふうに考えますの

で、精度を高めるために５年程度の比較的短期な一般財源見通しを作成したい、このよ

うに考えております。財政計画をつくる際には、基本的には一般財源見通しを立てて、

そこから固定的な経費を推計しまして、一般財源からその固定的な経費を引いた残り、

残りと言うたら語弊がありますけれども、引いた後の一般財源に普通建設とか臨時的な

経費と、それからまたそれに付随する特定財源を加算して、そういうものを足し込んで

財政計画というのは立てていきたいと。そういうような形で立てることによって、比較

的精度の高い財政計画というのが立つのではないかというふうに考えております。今ま

での振興計画というのは、基本的な理念とか方向性というものが主に中心となっており

ます。そういうものが中心となった振興計画が多かったんですけれども、合併のときに

つくったまちづくり計画ではそれを裏づけるために財政計画も立てておりますので、こ

の合併の協議会でつくったまちづくり計画に近い形で、かなりシビアな財政計画も振興

計画と連動しながらつくっていきたいと、このように考えております。そういうことで

ございますので、企画の新市の振興計画の進展に合わせて財政サイドとしましても、い

ろんな財源とかいうものを勘案しながら一緒につくっていきたいと、このように考えて

おりますのでご理解をいただきたいと思います。 

そしてまた、蛇足でありますけれども、蛇足は言うに及ばんとは思いますけんど、今、

財政計画は今ないですけれども、今の現時点での財政計画というのは、合併協議会で策

定された財政計画が新市の正式な財政計画であると、このように認識をしております。

それはなぜかと言いましたら、合併特例法の５条で指定された建設計画、そしてそれを

裏打ちするための財政計画でありまして、これは県会の承認もいただいておりますし、

総務大臣の承認もいただいていると、こういうことでありますので、現時点での財政計

画というのは合併協議会でつくったときの財政計画が新市の今のところ財政計画である

と、このようにご理解いただきたいと思います。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   山﨑眞幹議員の地域審議会についてお答えをいたします。 

  地域審議会の委員の公募が既に始まっている。その設置要綱及び地域ごとの公募の状

況とほかの委員の構成並びに合併協議会委員であった学識経験者の位置づけを問うとい

うことでございます。地域審議会の設置につきましては、合併協議会で確認され、平成

１７年３月に議決された土佐山田町、香北町、物部村の廃置分合に伴う地域審議会の設

置に関する協定書、これには合併前の旧町村ごとに審議会を置き、それぞれの審議会の

委員は１５名以内をもって組織するということになっております。また、委員につきま

しては、地域審議会の当該区域に住所を有する者で、要件といたしまして公共的団体に

属する者、学識経験を有する者、公募により専任された者で各それぞれ５人以内という

ことになっております。各地域審議会の５月の、きょう付でということでございました。
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原稿を書いたのが５月１２日でございましたが、ちょっと確認をしたところ、きょう現

在の公募の状況でございます。土佐山田町で４名、香北町で２名、物部町ではございま

せん。応募があっておりません。それから締め切りは５月２２日ということでございま

す。それから、合併協議会であった委員さんには、原則として地域審議会の委員として

専任をすることとしております。ただし、今のこの予定の中にはその議会議員は除いて

おります。また論議をする場がございます。そういうことで除いております。また、公

共的団体に属する委員としましては、農協、あるいは森林組合などから委員さんを選任

することとして、今現在準備を進めております。 

  それから次に、行政改革についてでございます。３月議会以降の行政改革大綱策定に

向けて進捗状況について問うということでございますが、３月にご質問をいただきまし

てスケジュール的なものをお示しをしておりますが、それから行政改革推進本部会の本

部長につきましては、助役を予定をしておるということでございまして、香美市での体

制が整ってから庁内の組織づくりをまず行いたいというふうに考えております。今回は、

本来なら平成１７年度から２１年度までの５カ年の計画でございますが、合併による関

係もございまして、１８年度から２１年度までの４年間の計画になる予定でございます。

また、総務省から新地方行政改革指針による地方行革の推進ということで、行政改革大

綱と集中改革プラン、この２点ということになります。体制が整い次第取りかかりたい

というふうに考えております。 

  それから、検討委員会の委員さんの選定につき、例えば旧町村ごとの配慮等のあるな

しを含め問うということでございます。それから、委員さんについてはもう委嘱をした

のかということでございますが、民間の検討委員会の委員さんの選定については、もち

ろん旧３町村から選定をするようには考えております。委嘱はまだでございます。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   幼保支援課長、吉村泰典君。 

○幼保支援課長（吉村泰典君）   山﨑眞幹議員の保育園についてのご質問にお答えい

たします。 

  まず、保育園運営委員会発足の進捗状況についてでございますが、保育園運営委員会

の立ち上げにつきましては、現在内部での人選はできまして、これからお願いをする段

階になっていきます。構成ですが、保護者の方、それから保育士、それから住民の方、

学識経験者ということでございますが、その方々の構成で所掌事務につきましては、保

育園運営上のことや、すこやか子育てプランの振興についてご意見をいただき、また話

し合いをさせていただくものでございます。 

  次に、不動産鑑定料、予算に計上されているものですが、その目的は何かというご質

問でございますが、最初にプランに基づき最初に取得する保育園の土地がＡ保育園の用

地になると思いますが、新設園、Ａ保育園・Ｂ保育園ともいつ候補地が出てきても対応

できるよう１８年度から両方の分の鑑定料を計上したところでございます。 
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  次に、新改保育園保護者会のアンケート結果を受けてその後の対応についてのご質問

でございますが、新改保育園ではアンケートをいただいた後に保護者会と懇談会をもち

まして、一部ではありますが改善できるところは取り組んでおりまして、その後も継続

して職員会で話し合いを続けているところでございます。一方で、旧土佐山田町保育園

におきましては、保育内容は各園間統一して行われてきた経緯がありまして、単独の園

だけで保育内容を変えるのが難しい現実があります。また、場合によりましては保護者

や担当課とも意見が相違するものがございます。今後においてでありますが、合併して

所管が教育委員会へ移ったところでございますが、今後保育内容につきましては、教育

委員会の中でも論議をいたしまして、教育委員会と園長会等現場との意見交換、また協

議をすることにより、よりよい保育内容にしていきたいと思っているところでございま

す。 

  以上でございます。 

○副議長（山本芳男君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   山﨑眞幹議員さんの保育園についてお答えさせていただき

ます。 

  いろいろと期待をされましてご質問をいただきますが、私も十分なこともできません

し、また、昨日も依光議員さんにも答えさせていただきましたが、大変私の今のこの議

会における立場も微妙でございまして、いろいろ言うこともはばかられます。しかし、

再三再四何人かの方にご質問いただきますので、いつかは言わなければいけないかもわ

かりませんので、率直なこの今までの感想を言わせていただきたいと思います。 

  この１～２年ではないですが、私が不思議に思っていたことがあります。それは私も

ずっと、生まれてずっと土佐山田町に住んでいますので、いろいろ知っておることです

が、土佐山田町内の保育所ですね、今までやったら、保育所の運動会と七夕祭りだと思

うんですが、よく黄色とかオレンジの紙で案内がまいります。ずっと各家にだれが配っ

ておいでのかわかりませんが、郵便ポストに入っているので、もう皆さん議員さんもご

存じと思うんですが、私も神母ノ木におりますから、いつも入っております。それを見

て私が不思議に自分なりに思っていたことは、日は違っていてもどこも内容が同じであ

るということ。そしてそのチラシを作成しているところが土佐山田町職員労働組合保育

部と書かれていることであります。私の、多少数年前はその呼び名が違っておったかも

わかりません。私は、ずっと学校に勤めておりまして、教育長にならせていただきまし

てからも地域との連携の教育が大事であると。地域にもいろんな方法で教育委員会とし

ても知らせて、広報等で知らせていただきました。また育成センターだよりとか、ＰＴ

Ａだよりとか各学校の知らせていただいて、皆さんにご協力を願っておりますが、教育

委員会とか学校とかの、ＰＴＡとかいう発行のもとにやっておるわけでございます。そ

こが保育所と違うなと、ここ数年学校教育と保育所は違うなと思っておりました。それ

から、幼保支援課が同じ教育委員会のフロアにまいりまして、数カ月がたったわけです
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が、先日保育士の１年間の研修計画書というのが私のところに回ってまいりました。判

はもうたくさん押してありました。教育委員会では私が最後の端ですので、保育、幼保

支援課の職員の判もあったでしょう、もちろん課長や次長の判もありまして、私が判を

押しました。まだこちらの方に余白があったので、本庁の方へ回っていった、私のとこ

ろでとまりではなかったと思います。それを見ましたら、ある人の名前で、個人の、そ

の人が世話役じゃないだろうかと思います。１年間、私も詳しくは覚えていませんが、

サークルが幾つか、総務課で認められた職員研修だと思います。サークルが幾つかある

と思うんですが、そのサークルの中でいついくかにどんなことをするとかいう１年間の

細かい計画がもう手書きでびっしり書かれておりました。私もそれを見まして、まあ毎

年このようにやっていることだろうと思いまして、だれに聞くでもなし、自分も判を押

して次へ回しました。 

  それから、もう１点、正直にというかいろいろ言ってるんですが、今月号の広報には

香美市内のすべての学校の案内を載せさせていただきました、小・中学校の。校長の方

で書いてきました学校の経営方針を出したわけでございます。次、何月になるかわかり

ませんが、１０園あります保育園の紹介をさせていただけたらいいな、したいなとは私

も思ってるんですが、その前に実は、これは生涯学習課長と話したんですが、生涯学習

大会というのをします。そのときに、しおりをつくって生涯学習の観点からどんな事業

をしゆうとか、一番初めには教育委員会の方針とかいろいろ載せてるあるわけですが、

その中に小・中学校につきましては、今月の広報へ載せたよりはずっと詳しく１ページ

を提供しまして、学校の方針、重点目標、重点活動等を載せてあります。教育委員会に

保育園もきましたので、そのしおりにも保育園も載せれたらいいのにねとか、載せるよ

うに頼もうかねえとかいうような話を課長といたしました。そういうような状況でござ

います。私が考えてみますのに、もう私が言うまでもありませんが、保育園と学校教育、

生涯学習も含めてですが、管轄が違います。一方は厚生労働省であり、教育行政、今ま

での教育委員会内のものは文部科学省であります。義務教育について言いますと、文部

科学省から指導要領とかいろいろ決まるわけですが、県の教育委員会がございまして、

そして私たちの地教委がございます。県教委と地教委はパートナーシップというような

ことでお互いが連携をとりながら、校長に任せてあります学校に対しまして、管理運営

を校長を中心に任せてあるわけですから、県教委並びに地教委が指導、助言をしながら、

またＰＴＡや地域の方々のご意見を聞きながら、校長が主になって学校経営をしておる

わけでございます。そこが研修計画一つをとりましても、保育園と学校とは違うという

ことがここ数日前にわかりました。私もそのもとであります保育園の厚生労働省から示

されましたものをきちんと勉強しているわけでもございません。これからはそういうこ

とも勉強しながら、どういうようにやっていったらいいかなと、自分なりには考えてお

ります。 

  先日、香南市の教育長にこういう話を聞きました。同じ会へ行くのでしたけれどもお
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くれました、島﨑教育長は。どうしておくれたかというと、保育園の園長、小・中学校

の校長と一緒に園長・学校長会をしよったので、いろいろ課題はあって、自分もきちん

と、あの人は早くに教育長になることが決まったわけですから、先日の臨時議会で。自

分としての方針も言い、話し合いをしておったからおくれたというような話でした。私

がどうなるかはわかりませんが、香美市としましてもいつの日か園長・校長会を一緒に

開けまして、ずっと就学前から中学校まで縦の系列のとれた、しかも山田高校（後で「大

栃高校」の追加あり）、山田養護学校、高知工科大がございますので、大学まで縦の連携

をとれたすばらしい教育ができればそれにこしたことはないなと思っております。 

  以上であります。 

○副議長（山本芳男君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   山﨑眞幹議員のご質問にお答えいたします。 

  私には５点のご質問をいただきました。 

  まず、高知工科大学についての中の龍河洞活性化研究会、これが正式名称でございま

すが、進捗状況についてお答えいたします。３月議会でも申しましたように、現在も高

知工科大学におきまして毎月１回勉強会を開催しております。３月の会の中で龍河洞の

周辺地域を歩いてみようということになりまして、３月２１日に研究会参加者が周辺調

査・研究の踏査を行いました。また、４月の会では自然を大切にした上で長期的な視野

に立って龍河洞周辺を魅力ある地域にしていくためにも合意を得たものから順次着手し、

サクラ等の花木の植樹も順番に実践していこうということを再度認識したところでござ

います。山と川、棚田や歴史的な貴重な資源を残し、活用するため、地域周辺住民がで

きることから初めていくことを改めて話し合いました。次回は、７回目の会でございま

すが、５月２４日、水曜日６時から高知工科大学で行う予定ですので、山﨑議員もぜひ

ご参加ください。 

  次に、地域資産についてでございますが、今年のゴールデンウィークはＮＨＫ大河ド

ラマの「巧名が辻」や「土佐２４万石博」の影響で高知市への入り込み数が大変ふえて

おります。その中で、アンパンマンミュージアム、龍河洞も上位に位置し、べふ峡もあ

わせて今後も香美市の重点観光地としてピーアールしていきたいと考えております。 

ＭＹ遊バスわくわく号の乗客数は４月２９日から５月７日の９日間で、４０３人の利

用者数でした。また、ＪＲ高知駅発の乗車数は９３人です。はりまや橋からは４月から

の累計値ですが、２５人、土佐山田駅は２３人の乗車となっております。ちなみに５月

４日は１１７名の乗車をいただきました。ルート変更によりＭＹ遊バスわくわく号の成

果は若干ながらでも出ていると存じます。このバスに係る香美市の負担は、１８年度は

６０万円となっております。 

  続きまして、秦山公園に期待する役割、効果につき各課の見解を問う、④商工観光課

でございますが、商工観光課への秦山公園に対しての問い合わせも非常に多ございます。

休日には多くの利用者でにぎわっており、親子たちがふれあう場として整備された優良
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施設であると考えておりますので、今後さらに利用者の増を図るために観光パンフレッ

トなどの掲載を充実させ、香美市への観光施設の一つにしたいと考えております。また、

秦山公園及び土佐山田スタジアムの近くに食事ができるところがないとの不満の声も聞

いておりますので、今後地場産品の食料を使った料理など提供できる販売施設整備を観

光協会、商工会、各種団体等と協議を重ね、将来に向けた方向性を具現化できればと考

えております。また、観光協会の事務局としての抱負でございますが、香美市となりま

して、多くの観光施設ができましたし、熱意や思い出のある人材にも恵まれました。大

変うれしく感じております。１人でも多くの住民の皆様に観光協会に入っていただいて、

一緒に香美市の自然のよさや施設を、そして歴史や文化、ひいては祭りや温泉などをピ

ーアールし、ともにふれあい、交流を図っていきたいと思っております。観光協会は、

会員の皆様に会費をいただいて運営していく団体でございますので、会員の皆様のご意

見、ご協力のもと進めていきたいと存じておりますので、よろしくお願いいたします。 

  最後に、観光パンフレットの作成に当たっては、観光協会に分科会や実行委員会のよ

うな組織づくり案や意見の集約を図るつもりのあるなしを問うのご質問にお答えいたし

ます。香美市としましての観光パンフレットにつきましては、現在各旧町村の観光パン

フレット在庫を考慮いたしまして、半年後を目途に作成するように進めております。で

きるだけ新しい写真を掲載したいので、取材や撮影の期間を考えますと、分科会や実行

委員会といった組織をつくる時間がございませんでした。観光パンフレットの作成につ

きましては、商工観光課及び各支所の観光担当者と受託業者と協議しながら進めており

ます。正確な情報を掲載するために、関係する課や団体、そして観光協会の理事会等に

は校正作業にご協力いただく予定となっております。また、定例議会での提示は時間的

に難しいと思いますが、職員の皆様にもパンフレットに対するご意見や方針についてご

教授いただければ参考とさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   山﨑眞幹議員の物部川につきましてのご質問にお答えをさせ

ていただきます。 

  常に、いつも山﨑議員におかれましては物部川を切なく愛し、また思う心、伝わって

まいります。そうしたことによりまして、山﨑議員だけではなく、やはり香美市にとり

ましても物部川は切っても切れない川でありますし、なくてはならない川であります。

その川がご承知のとおり、今は目も当てられないような流れ、惨状にあるわけでありま

して、そうした状況を見るにつけ、その流域で毎日その流れを見て、また育ち、そして

川と生活をともにしてきた人たちにとっては何とも情けない思いをしているのではない

かというふうに察します。２月と４月、そして先日の大雨によりますところの濁流は先

日も新聞に出ていましたように物部川の鮎にも致命的な打撃を与えることとなりました。
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そうした現場を見たいという思いの中で、１１日の議会の開会日の午後に支所の案内を

いただきまして、岡ノ内の災害現場を視察に行きました。そして、同時にべふまで足を

伸ばしまして、昨年の災害を受けたキャンプ場も見てきました。本当に自然のしわざと

はいえ、本当にあれほどまでになるのかということをつぶさに見、またこの惨状をやは

りこのままにしておくということは、香美市としては受け入れがたいことだというふう

に感じております。豊かな清流を取り戻すためにも、やはり努力を惜しむことなく、本

市だけではなく、関係機関、あるいは民間、行政が一体となって取り組むべきだという

ふうに思います。このことは３月の議会でも職務執行者にご質問をされたようでありま

す。しっかりと職務執行者からは引き継ぎをいただいております。そういうこともつけ

加えさせていただきますが、この現状につきましては、やはり機会あるごとに訴えてい

かなければならないと思います。本市だけでなかなかこの源流域の復旧等につきまして

は、厳しい件があるわけでありますので、県議会議員、幸いにして香美郡の、旧香美郡

の３名の県議会議員は、この香美市出身の方ばかりであります。そういうことで、その

方にも訴えていきたいし、また同時に国会議員にもそうした惨状もきちっと伝え、そし

て国の制度、県の制度、そうしたものを駆使しながら復旧に努め、同時に物部川の流れ

を豊かな美しい流れに取り戻していきたい、そんな思いをしております。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   すいません、答弁漏れがありましたのでつけ加えさせてい

ただきたいと思います。座った途端に反省をいたしました。「大栃高校」が抜かっておっ

たと思います。まだ香美市の教育長になってないなと反省いたしました。訂正しておわ

びいたします。 

○副議長（山本芳男君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   山﨑眞幹議員のご質問にお答えします。 

  私への質問は、銘建工業が本県進出に伴う３点の質問でございます。 

  まず１点目の森林組合を初め、林業関係者からの問い合わせ等があったかということ

でございますが、合併後につきましては森林組合や林業関係者からの問い合わせは林政

課には全くございませんでした。 

次に、県からの働きかけ等はあったかということですが、これも県からの意向調査や

打診は新林政課には全くございませんでした。マスコミ発表で初めて知った次第です。

ただ、この企業進出につきましては、林野庁が進める新しい施策の関係がございまして、

県森林組合連合会、林業関係団体とか、こういった企業等で前段での協議等をされてお

ったようです。と申しますのは、今回、林野庁の進めます、いわゆる製材とかハウスメ

ーカー等が生産計画を立てて、それに伴う原木の安定供給を図ることによりまして、地

域材の利用拡大、森林所有者の収益向上、森林整備を図ることを目的とした新生産シス

テムを構築するということでございます。このモデル地域としてこの４月に全国１１地
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区が内定をしております。その中に、高知中央東部地域というモデル地域がありまして、

香美市はこの中に含まれます。新生産システムに当たりましては、新生産システムモデ

ル基本構想を策定しまして、林野庁に提出するものです。実施事業体としてまず最初に

高知県森林組合連合会が名を連ねております。以下、素材生産業者、流通業者、木材加

工業者、森林組合、その他の構成メンバーとして今回名前が挙がっております進出企業

の名前がございます。 

それから３番目ですが、今回の件と県が主催している「とさかみ木質バイオマスエネ

ルギー勉強会」とは何か関連があるかということですが、ご承知のようにとさかみ木質

バイオマスエネルギー勉強会は、県の森林総合センター内に事務局がありまして、加温

ハウス農家等の会員の方、２５名くらいですが、２月に銘建工業の視察を行っておりま

す。また、県工業技術センターではバイオマスボイラーを森林総合センターに設置しま

して、既に実証実験に入っております。また、ＪＡ土佐香美では、ペレットボイラー導

入及び普及を今後３年間で計画しておりまして、この勉強会は本年３月から約１年間開

催する予定と聞いております。現在のところの関連は、ペレット燃料の製造業者と、そ

れを使用する農家との関連と理解しております。山﨑議員さんのご質問は、企業誘致等

を絡めてのご質問と思います。県に聞きますと、現在のところは企業進出の約束を取り

つけただけということでございます。マスコミにもう出たときには既に幾つかの物件の

候補地がございまして、もう既に視察を済ませておりますが、企業の条件を満たす物件

がない状態であります。企業は当然進出に当たっては最小の経費で最大の利益をもうけ

ようとします。私が県から聞いた一つの条件を申しますと、敷地は大体１万坪、しかも

用水の単価は上水道じゃなくて、安価であること。また、２０トントレーラーが入る進

入路等が必要ということでございます。そういうことで、幾つかを視察しましたが、ど

こも該当するところが現在の状態ではないということとなっております。 

○副議長（山本芳男君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   山﨑眞幹議員の地域資産について、秦山公園関連で

答弁を申し上げます。 

  秦山公園の子どもの広場は昨年の１１月５日に開園をしまして、約半年が経過をして

おります。４月末までの入場者数は、７万４,５３０名でございます。ゴールデンウィー

ク期間中の４月２９日から５月７日までの間は、１万２,８２７名、そのうち５月３日か

ら５日までの３日間では６,９１０名が入場をいたしてございます。 

  次に、期待する役割、効果ということでございますが、秦山公園は、都市公園の近隣

公園として整備を進めてまいりました。この近隣公園と申しますのは、子どもの遊び場

や、子どもから高齢者が散歩、散策、運動ができ、市民にふれあいやゆとりを与えると

ともに、文化的な生活のできる場を提供することを目的に整備をしたものでありまして、

目的どおりに多くの方々に利用されているというふうに思っております。利用の形態で

すが、休日の利用者は市外の方が多い。それから、平日は近所のリピーターが多いよう
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で、今後も安心して利用していただくためにルールを守って使っていただくよう、利用

者に働きかけたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   生涯学習課長、山崎泰広君。 

○生涯学習課長（山崎泰広君）   それでは、山﨑眞幹議員の地域資産について秦山公

園に期待する役割、効果につき各課の見解を問うというご質問にお答えいたします。 

  秦山公園内には、生涯学習課が管理する土佐山田スタジアムとゲートボール場があり

ます。両施設は、社会体育施設として整備されたものであり、その視点からの意見を述

べさせていただきます。両施設は、利用者の競技力の向上や健康づくりに役立っている

ほか、市民の交流の場となっております。公園が整備されるにつれて訪れる方々がふえ

ており、一層交流が進むものと思っております。とりわけ、土佐山田スタジアムは、利

用が増加していることに加え、プロ野球よさこいリーグや四国アイランドリーグの試合

会場となっているため、県内外から多くの方々が訪れ、香美市の知名度アップにもつな

がっているのではないかと考えております。また、スタジアムを訪れた人が子どもの広

場など、公園を知ることになり、公園全体として利用者増につながっているのではない

かと思っております。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   暫時時間を延長いたします。 

  山﨑眞幹君。 

○２番（山﨑眞幹君）   ２回目の質問を行いたいと思います。 

  あと残された時間１８分ぐらいしかありませんので、なかなか大変ですけれども、ま

ず、こんなに質問たくさんするのが悪いのかもしれませんが、この香美市の振興計画を

めぐってですけれども、やはり私４年間、今年で４年目ですけれども、ゼロからある種、

議会議員としてはゼロから携わらせていただきました。その中で、もう皆さんには当た

り前のことかもしれませんけれどもわかったことがあります。それは、やはりこの行政

を運営していく中で、実はその行政運営の大きな根底となる２つの大きな柱があるので

はないか、いわば３つですけれども、そればまず一つは、法令と条例、法と条例ですよ

ね。そして、地域の未来を、法と条例が一つであって、そしてもう一つは振興計画、そ

してそのもう一つが、今先ほど前田課長の方も言われてましたけども、その振興計画を

裏づける財政計画があると。これで地域運営のいろんなものについてはこれがすべても

ととなって運営をしていくというふうに、運営をされているんではないかということを、

やっと３年目の、もう４年目ですか、４年目の間際になって気がついてまいりました。

ということは、それがもし間違いでなければ、やはりこの振興計画というものは、これ

から先のこの香美市の明日の姿を担うものですから、できるだけ慎重に、そしてこれは

合併をして、新しい市になったわけですから、くどく言うわけですけれども、アンケー

ト調査をして、そしてそれぞれの小委員会でも検討をして、まちづくり計画を立てたわ
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けです。その中で皆さんがこの地域はこういうふうな振興をしましょう、こういうふう

な振興をしましょうということでできてるわけですから、とりあえずそれをスタート台

にしない限り、先ほど企画課長の話では、アンケート、より多くの意見を伺うためとい

うふうなことでアンケートという話がありましたけれども、それって私とは少し意見が

違うなという気がしました。やはり、合併の前提となる皆さんに約束をしたこのまちづ

くり計画を、いわゆる財政計画と一緒に仮想の計画もありますよね、それも一緒に肉づ

けをしていく作業に、それに対してよりたくさんの時間を使うことが、本当にその公約

を果たしていく第一歩、それができればもう本当にあとは、その盛り込んだものを粛々

と苦労しながら、知恵を出しながら、努力しながら達成していくことではないかという

ふうに思うわけでして、ぜひ、そこの辺をもう一度、私はそういう見解なんですけれど

も、どうなのかなということについてはお答えをいただければというふうに思います。 

そして、先ほど小松議員さんですか、小松議員さんの中で３町の、いわゆる一体感を

どうすれば醸成できるかという話がありました。その中で、文化的なものとか、それか

らスポーツを通じての一体感の話がありましたけれども、私はこの振興計画をみんなで

各地域からきちっと委員が出て、みんなでこれを検討していくことが別の意味で本当に

一体感を図れる大きな道ではないかなというふうに、ずっと思っています。それを思っ

ていますので、もう本当に合併協議会の終わりのころから、合併協議会の中でこれを始

めようやないかとか、いろいろそういうことをずっと言いつつ、皆さんにご迷惑をかけ

たわけですけれども、その気持ちは私はずっと変わっていませんので、何かスタートを

大事にすることが、今一番大事ではないかなというふうに思います。その点、何か見解

がありましたらお聞かせを願いたいと思います。 

そして、専任体制のことになるわけですけれども、本当に厳しい状況はよくわかりま

す。厳しい状況はよくわかりますけれども、事ほどさように重大なことなんじゃないで

しょうか。その振興計画をきっちり立てて、１００年の計じゃなくても向こう５年、１

０年、その中に振興計画ができれば、今皆さんがいろいろと、きょうも何名かの方が庁

舎の位置はどうかとか、いろいろお聞きになってましたけれども、これは私の個人的な

見解ですけれども、振興計画がきちっとできれば、自然とその庁舎の位置も決まるんで

はないかなというふうな気がしています。そんなことも含めて、ぜひお願いをしたいと

思います。 

そして、ちょっと僕聞き漏らしたかもしれませんけれども、香美市振興計画審議会委

員の内訳というのをお願いをしておりましたけれども、何か聞かざったような気がしま

す。それに関連して、条例がありまして、これ、条例がありまして、僕も持ってます。

それで、市議会の議員とか教育委員会の委員、農業委員会、市の職員、市の区域の公共

団体の役員及び職員、学識経験者、こうありますけれど、これはこれのとおりなのか。

ちなみにこれ余談ですけれども、この安芸高田市のこの同じ組織を見ますと、これがま

だ並びが全然違うんですよ。安芸高田市の場合は、まず一番目に市民の代表ということ
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です。その次が学識経験者、３番が市議会議員、４番が関係行政機関、各種団体の役職

員、これが並びが逆、全く逆、それはどうってことないかもしれませんけど、気持ちの

問題かなみたいな気もしますので、これはちょっと余談ですけれども、お知らせをしま

す。 

そして、地域審議会についてですけれども、これ山田は辛うじて４名、まだ日があり

ますけれども香北は２名、物部はゼロということで、これ公募の委員がもしゼロだった

場合はどのような割りふりをされるおつもりなのかをお聞きをしたいと思います。 

保育園についてですが、この委員会、保育園運営委員会の役割というのは、これから

本当にすごく大切な役割を担ってくると思います。そして、その新改保育所でとったよ

うなアンケート等についても、ぜひそういう中で検討いただきまして、私もその保育所

の現状というか、その運営されているシステム、そしてその保育内容についてのそうい

ういろいろなことがあるかということは、十二分に承知をしています。そして、一時私

もこの土佐山田町職員労働組合保育部が出した年間の活動の１２カ月とじたものがある

んですけども、それの表紙を飾ったことがあります。ちびっ子広場で、前に笹岡議員と

一緒のときだったと思いますけれども、彼はドラムをたたきまして、私はギターを弾い

て歌を歌ってという姿が、彼は映ってなかったような気がしますけど、私がこう映って

ですねそういう時代もありました。あった中で、いろんな経過もあって今、今日にいる

わけですけれども、この壇上に立たせていただいているわけですけれども、ぜひ教育長

さんにもいろんな率直な意見を聞かせていただきましたので、結果はまたこの次の楽し

みということで、ぜひいつの日か、やはりいつの日かこういうことをやりたい、こうい

うことを実現したいという気持ちが、私は一番大事だといつも思っています。だから、

きょう本当に市長の態度といいますか、それに私は個人的にはすごく感銘を受けるわけ

でして、先ほどもありましたように、それぞれの地域の中で、それぞれの方がそれぞれ

の与えられた責任、特に公務員、特別公務員も含めてこの地域の振興、地域の運営を任

された者の責任について、本当に率直に明確に言及をされて、それがうそ偽りがないと

いうことが伝わってくるということが、僕はすごく大事であります。私にとっては響き

ます。そして、教育長のいつの日かそういう会がしてみたいという、それもすごく私に

とっては響きますので、それを期待をしております。 

物部川につきましては、皆さんありがたいお言葉をいただきまして、市長からもいた

だきました。ぜひこれは私がここでお願いしたいのは、とりあえずそういう場を香美市

として何かの形で１回設けてもらえないかなということです。そういう場を、どんな形

でもいいと思うんですよ。その知恵が僕はないんで市長にお願いをしています。ぜひ設

けてください。そして、きょうの午前の一番の質問で門脇議員さん言われてました。と

にかくそれ以外にも、森については例えばリタイアメントタウン構想でありますとか、

工科大の学生に対して少し開放して、そこでダッシュ村みたいなことをやってみたらど

うかとか、そして、協働の森の話もありました。たくさんのアイデアを持っている人が
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たくさんいるんですよ。それをぜひ一度みんなの話を自分も聞いてみたいなという、聞

かせてほしいという気がします。その中から最初の一歩を、これは現場のある話ですの

で、その森をどうするかという話ですので、机上の空論ではありません。それを現場の

ある話の一歩をぜひ歩みたいというふうに思っております。その辺の橋渡しの方をよろ

しくお願いをいたします。 

地域資産についてですが、これやっぱりそのＭＹ遊バスわくわく号ですよね、４０３

人というのはある種さんざんな結果じゃないかなと、これは率直な意見です、思います。

それで、課長の話だと１８年度は６０万円ということで負担をしてます。この前のとき

に山田を通ってという話をさせてもらったんですけれども、これを見ると、山田を通っ

たはよかったんですけれども、もう２回だけ１便と２便が高知駅からはりまや橋を通っ

て山田に来て、山田に帰って来ることがないんですよ、山田の駅へ、たしか。何で山田

の駅へ帰って来ないのか。私の言ったのは、山田の駅からアンパンマンへ例えば行って、

そしてずっとのいち動物公園まで帰って、空港へ行って山田の駅、いわゆる空港と山田

の駅というのを何でつなぐ線ができないのかなという思いで、こないだその話を、大分

前ですけどもさせていただいてます。その件について山田の駅がということで課長さん

も骨を折られて、山田へ来るはよかったんですけども、何か来方がいまひとつ不満だと、

私は不満です。その件について何か意見があったらお聞かせを願いたいと思います。 

笹岡議員は時計持ってます、僕は持ってないんで後ろを振り返りながら、あと何分か

なと思ってます。とりあえずはそこまでのことで２回目の質問を終わります。 

○副議長（山本芳男君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   山﨑眞幹議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  まず、まちづくり計画、いわゆる建設計画と総合計画との性質っていいますか、寄っ

て立つところといいますか、まちづくり計画につきましては、合併によりどのような町

を目指すかというくくりでつくられる計画書でございます。次に、総合計画につきまし

ては、実際にどのようなまちづくりを行っていくのかということを具体的に書き込む、

くくる計画書でございます。このあたりがありますので、ひとつそこら辺はそういった

ふうに理解いただきたいというふうに思っています。通常こういった総合計画などとい

う大きな計画をつくるときには、まさにその山﨑議員がご指摘をされるように慎重に扱

う必要がございます。とすれば、短期間につくる計画ではないということで２年ほどか

けるとかいうことが一般的にはございますけども、今回はまちづくり計画書がございま

すので、ゼロベースからの計画策定ということではない、すなわちそのまちづくり計画

書を総合計画に継承していくという基本的な考えはあろうかと思います。そういう観点

から極めて短期につくりたいと。とにかく新しい町がどう動いていかないかんかという

ことを早く決めないと財政計画も引っ張っておることですし、その観点からもできれば

年度内に仕上げたいというふうなことで計画をしております。また具体的にそういうス

ケジュールも立てなければならないというふうに考えております。その住民意識をどう



－77－  

とるか、アンケート調査を私が、私の思いとして語ってきました。このことについて非

常にこだわりを持っていただいておりますけれども、まちづくり計画を策定する段階で

のアンケートというのは、こういった町を、町にしたらという、いわゆる合併に向けて

の思いの中での、ある意味もやもやとした思いでのアンケートに対する答でなかったか

というふうにとらえておりますし、今回は具体的なことをもっと突っ込んでお聞きせな

いかんということもありますから、その明確なものがむしろまちづくり計画で示された

意識というよりも、むしろもう少し明確なものがいただけるんじゃないかというとこに

そのアンケートに対する期待をしておるところでございます。 

  それから、委員の選任についてですけれども、私先ほども申し上げました合併協議に

おいてかかわられた委員については、相当の協力をいただかなければならないと考えら

れるという、もって回って言い方をいたしましたけれども、総務課長がその地域審議会

の委員について言及をされました。やはりここら辺に私は重きもって対応していきたい、

念頭に置いておきたいと思っておりますけども、いわゆる学識経験者、この方々につい

てはやはり地域審議会委員の皆さんの中からかかわっていただくことがまちづくり計画

をつくってきた過程、それから合併協議の過程で十分いろんなことにかかわられてこら

れておりますので、こういった方々の経験だとか知識だとかいうものをここに生かす必

要があろうかと思いますので、委員の選任についてはそういうことを念頭に置きながら、

私ども企画の原案としては選任に当たっていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   山﨑眞幹議員の地域審議会について２回目のご質問にお

答えをいたします。 

  公募委員のゼロの場合はどうするかのという質問でございます。この合併の協議書の

中では、そのことについてはうたわれておりませんが、この組織の中で審議会委員は１

５人以内をもって組織するというのがございます。それから、公共的団体に属する者、

学識経験を有する者、公募により選任された者、人数はそれぞれ５人以内ということに

なっておりますので、ここらあたりの解釈が県にもちょっと見解もいただき、１５人以

内が先に生きるのか、あるいは細部の５人以内が生きるのか、それによってメンバーが

違ってきますので、２２日までの間には確認もしていきたいというふうに考えておりま

す。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   山﨑議員の２回目の質問にお答えさせていただきます。 

  物部川の清流を取り戻すための市としての具体的な取り組みでありますが、現在旧山

田町の中でもＮＰＯを初め、漁協を初め、また改良区、そうした方々が数々の物部川に

ついてのイベントを初め取り組んでいるわけであります。そうしたことを含め、ただ、
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市としてやはりその役割を果たすためには、そういうことも大事だというふうに思いま

す。ぜひ朝晩に物部川を見ゆう山﨑議員にも知恵と力をお貸しをいただきたいと思いま

す。 

○副議長（山本芳男君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   山﨑眞幹議員の２回目の質問にお答えいたします。 

  ＭＹ遊バスわくわく号でございますが、まずコースにつきましては高知観光コンベン

ション協会によりますと、今のコース設定がぎりぎりの運用であると聞いております。

また、高知駅発土佐山田駅龍河洞コースの２便のみが運行することになっておりまして、

山田駅に帰って来れないということでございますが、１日乗り放題９００円のこの切符

で龍河洞間の土電バス、そしてアンパンマンミュージアム土佐山田駅のＪＲバス片道を

利用することができますので、帰って来れるようになっております。有効にご利用くだ

さい。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   ２番、山﨑眞幹君。 

○２番（山﨑眞幹君）   最後の質問をさせていただきます。 

  覚えているうちからやりますけれども、そういう意味じゃないんですよね、高橋さん、

わかってると思いますけれども。そういう意味じゃないんで、ぜひ大きなお金をコンベ

ンション協会に対しては出してるわけですから、やはり出してる地元のことを最大限私

は担当する者としては考えていただきたいというふうに思います。ぜひ山田から空港で

すよね、空港、山田、空港を結びながらその地域地域に回るバス、それも普通の土電バ

スじゃなくって、私は乗るだけで楽しくなる、例えばボンネットバスであるとかそうい

うバスを運行していただけるように、ぜひ今度コンベンション協会の方と話し合いをす

ることがあるようでありますならば、要望していただきたいと思いますけれども、お返

事をお聞かせいただきたいと思います。 

  そして、秦山公園ですけれども、それぞれの課がこの公園に対して期待し、役割、期

待する役割効果が語られました。こういうことですので、市長、ぜひこの皆それぞれの

課がこういう思いを持ってますので、こういう思いを含めたこれから先のそういう計画

があるかもしれません、あるかもしれませんけれども、そういうものをぜひ整えながら、

本当にここは山田、いや香美市にとって重要な地域の文化資産になると思いますので、

これを活用するように本当に市長の最初の所信表明でありますように、地域資産を活用

ということがありますので、ぜひ活用していただきたいというふうに思います。 

  そして、地域審議会ですけれども、これ総務課長、お聞きしますけれども、これ山﨑

龍太郎議員に対する答弁の中で、住民との意見を十分聞かせてもらうということで、そ

の地域審議会というものを、をも予定をしているというふうな答弁があったやに思いま

すが、余りこの人数が少なかったり、いろんなことがあるとそういう機能が果たして十

分に果たせるのかなという心配が今少ししましたので、その点についてお聞かせを願い
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たいと思います。 

  そして、振興計画ですけれども、交わらないところはもしかしたらあるかもしれませ

んけれども、やはり総合計画というものが具体的なものであるというふうに、当然具体

的なものはその実施計画の中で具体的になるわけですけれども、今までの私が見る限り、

例えば第３次、第４次の土佐山田町振興計画というものがそれほど具体的であったかと、

それに盛られたことについて、それほど一生懸命その事業が遂行されたかというと、そ

んなことはなかったように思います。まさに総花ではなかったかと。今回は、財政課長

が言うように、今ある唯一の財政計画は、まちづくり計画の後の財政計画であるという

ふうにはっきりと明言を余談でされてますので、それはそれが正解なわけです。だから

理由のないものを積み上げてるわけじゃないんで、その積み上げたことを大事にして、

まずはそれをやるべきじゃないかという私の、それは最後まで交わらない意見かもしれ

ませんけれども、意見ですので、よろしくお願いをします。そういう意見もあるという

ことで考慮して、頭の隅に置いていただければいいです。 

  工科大との連携です。これ大学の動きとして私の持ってる資料ではどこに当てはまる

のか。一般県民、地元、高校生、子ども、企業、一般社会、大学生、学資負担者、卒業

生、教職員、開学功労者ということでたくさんのメニューを構えております。１日も早

く、これまた地元が何か置かれていくんじゃないかなというふうな気もしますので、連

携協議会なり何なりでこのことを早くこちらから…。 

○副議長（山本芳男君）   １分切りましたので。 

○２番（山﨑眞幹君）   １分切った。はい、進めていただければというふうに思いま

す。もし資料が必要であるならば、この資料をお渡しをしたいと思います。 

  これで私の一般質問をすべて終了いたします。どうもありがとうございました。 

○副議長（山本芳男君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   順不同で答弁をさせていただきます。 

  ３回目の質問で、地域審議会の関係でございますが、住民との意見を十分に聞かせて

もらうという山﨑龍太郎議員への答弁があったと。それに対してそういうことであれば

委員数は足りるのかということでございます。この地域審議会での協議事項のこの３点

につきましては、市町村建設計画の変更、市町村建設計画の執行状況、その他市長が必

要と認める事項ということになっております。ただ、この協定書には書かれてはござい

ませんが、他の市町村、合併したところの市町村の審議事項というのが参考でちょっと

いただいておりますが、その中にはやっぱり地域住民からの要望、地域独自の事務事業

及び地域住民の利便等関係のある事務事業に関する事項ということが入っております。

これが私が山﨑龍太郎議員に答弁したような中身でございます。そういうことから、こ

れにつきましては、やはり関連のある香北支所、物部支所とも十分に連携をとりながら

やっていかないかんと。ただ、その委員数が足りるのかということでございます。なお、

１５名以内ということにはなっておりますので、ただこの協定書はやはり原則守らなけ
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ればならないということでございます。その手法についてそういうケースがほかの自治

体にあっておるかどうかも県の方でも確認もいただきながら、ちょっと意見を聞いてい

きたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   ３回目の山﨑眞幹議員のご質問にお答えをいたします。 

  従来、策定をしてきておりました計画についていろいろ思いを持たれてはおりますけ

れども、この間申し上げておりますように、今回の総合計画の策定に当たりましては、

丸投げはしないということも含めまして、私ども新しい町の立ち上げに当たってよりよ

い計画を策定していきたいというふうに思っておりますので、期待もしていただきたい

ですし、むしろ手伝いもしていただきたいと、特に山﨑眞幹議員はこの議会を通じまし

て熱い思いを語りかけていただきました。そういったことを受けまして、いただいたこ

とを念頭に計画の策定の準備、あるいは策定作業に当たっていきたいというふうに思っ

ておりますので、よろしくお願いをいたします。 

  それから工科大との関係につきましては、たしか市長が評議員でなかったかと思いま

すけれども、そういった場、あるいはそれから連携協議会の場を通じて市として果たす

べき役割をきちっといただいて、そういった認識のもとに役割を果たしていきたいとい

うふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   山﨑眞幹議員の３回のご質問にお答えいたします。 

  山﨑議員のご提案のＭＹ遊バスわくわく号の件は、高知観光コンベンション協会にお

伝えします。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   １７番、比与森光俊君。 

○１７番（比与森光俊君）   お疲れのところを非常に申しわけない。通告に従いまし

て一般質問をしますが、初めに新市長抱負の１番ですけど、これは森本議員とも重複し

ますので省かせていただきます。そして、２番目の新庁舎につきましても、市長が非常

に意味は同じで言葉に苦慮していますので、これも外させていただきます。よろしくお

願いします。 

  新生香美市とともに市民の注目と期待を受け、初代門市長が誕生されました。改め

まして心よりお喜びを申し上げますとともに、広大な香美市のリーダーとして、ダイナ

ミックかつ精力的な行政のかじ取りにまい進され、市民の期待に十分こたえていただけ

るものと信じていますので、よろしくお願いいたします。 

  通告の２番の観光での分、観光面に関しましてでありますが、観光振興は香美市にと

りましても、これからのまちづくりの柱となるべきだと考えます。過日のゴールデンウ
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ィーク期間のアンパンマンミュージアムの人気ぶり、奥物部の自然、そして龍河洞、香

美市には魅力ある観光資源があります。商工会の役割も重要になってこようかとは思い

ますが、これらを広角的に全国に発信し、より多くの来訪者を気持ちよく迎え入れ、に

ぎわいと活力あるまちづくりを目指すべきと考えます。政府にあっても地域再生策の柱

として観光立国を抱え、２１世紀のリーディング産業として大きく育てようとしていま

す。そのために、観光立国推進戦略会議を開き、その取り組みを検討しているところで

あります。香美市にありましても、観光産業と位置づけ育てていく必要性を感じます。

観光産業と位置づけ発展の戦略を進めていけば、おのずと農産物や打ち刃物を含めた地

場産業の発展にもかかわってくるのではないでしょうか、市長のご所見をお聞きいたし

ます。 

  次の、「地域づくりを進める環境を整える」も、森本議員と重複しますが、いまひとつ

市長に具体的な答弁を求める意味で質問させていただきます。今後の抱負の中で、「この

厳しい時代をしのぐためには住民の力が必要、行政主導でなく住民と行政が一体となっ

て地域づくりを進める環境を整えることが私の仕事だ」と述べられています。住民のま

ちづくり意識の向上や積極的な参加を促し、市民、事業者、行政が協働する中で自助、

共助、公助の地域づくりが必要であります。住民自治の確立に向け行政としての受け皿

づくりや体制整備がますます求められると考えます。市長の述べられました地域づくり

を進める環境を整えるとは、まさにこのことだと思いますが、現在の思いの中でより具

体的なお考えをお尋ねいたします。 

  次の新庁舎は飛ばしまして、議会議員選挙について質問いたします。 

  ９月に実施されます議会議員選挙への万全な対応について質問いたします。先月香南

市において実施されました議会議員選挙では、その開票作業の不手際には言葉にならな

いほどのずさんさを感じました。通告のときに提出しました折、（配付された一般質問要

旨の）後ろから２番目のページにその開票の経過が入れてくれてますので、見ていただ

ければと思います。お手元の参考資料を見ていただければ一目瞭然であります。私も開

票結果を注目して見守ったわけですが、本当にうんざりすると同時に、強い憤りを感じ

ました。携帯電話での候補者同士のやりとりも耳にする中で次のようなエピソードがあ

りました。３回目（の速報）までゼロ票である候補は、「今、女房に確認したら間違いな

く候補であるご主人に入れた。候補者自身も自分に入れた。ここまできてゼロ票はない。

２票は絶対にある。」事実あった話です。また、１時間５０分後の５回目（の速報）まで

ゼロ票の候補、僕が言うのは失礼やったと思いますけど２人か、ゼロ票の候補は「今女

房と２階にいるが、２人で飛びおりようか相談している。」これも事実話していました。

最終的には、この２人の候補者は当選していますが、市民からも大変な非難を浴びてい

ました。また、こんなことも住民の中では意見として言ってました。ゼロ票が続く候補

者に対し、これまで職員に対しいじめを繰り返した候補者がゼロ票らしい。こういった

悪ふざけの言葉さえ出てくる始末です。香南市選管ではこのような事態を招いた原因と
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して立会人に回す手前で票がたまり、そこからの票が偏った。旧５カ町村の職員同士の

連携が不足していた。票の回し方を指示する職員が不在であった。立会人の点検が遅い

場合には、十分な注意ができなかったなど、４点にわたりその原因を指摘しています。

どのような理由があるにせよ立候補者をばかにし、有権者に対する裏切り行為であると

言わざるを得ない選管のまずさであると思います。９月には香美市でも議会議員選挙が

実施されるわけですが、香南市の結果を教訓とし、スムーズな開票作業が行われますこ

とを強く望みます。香南市選管の述べましたようにすべての面での準備不足とならない

よう、市議会議員選挙に限らず万全な準備をお願いするところであります。この香南市

の開票作業をどのように受けとめられるのかお尋ねするとともに、香美市の今後の対応

についてお聞きしたいと思います。 

  次に、ポスター掲示板の設置場所についてお尋ねいたします。香南市では３３人の立

候補者があり、その設置場所には苦労されたのではないかと思われる場所もありました。

香美市では、市長選挙と同じ場所ではスペース的に設置が困難な場所もあるのではない

かと心配します。４カ月も先の選挙であり、何人の立候補があるかも未定であるため、

今から準備もおかしなことかもしれませんが、転ばぬ先のつえということもあります。

ポスター掲示板の設置場所につきましては、万全の準備が必要ではないかと思います。 

  そこでお尋ねいたしますが、旧３カ町村にはそれぞれ何カ所の設置場所があったので

しょう。そして、香美市としては何カ所を想定しているのか。香南市と同じぐらいの立

候補者があった場合、掲示板は４０人ぐらいの対応をされると思いますが、スペース的

に大丈夫でしょうか、お尋ねをいたします。 

  次に、観光地や施設などへの道路案内標識の充実について質問いたします。 

  土佐山田スタジアムではアイランドリーグ開催前に立て看板を担当課職員が何カ所か

に設置していますが、その努力と苦労は大変な作業だと思います。本当にご苦労さまと

申し上げる次第です。限られた規則の中での作業だとは思いますが、現行の状態では市

外または県外から訪れる方々に対し、少しお粗末ではないかと思います。例えばあけぼ

の街道西詰めの三差路では、領石方面から来ますとアイランドリーグの看板は西向きで

電柱に固定されていて、大変確認しづらいものです。また、５５号線方面から来ますと、

あけぼの街道入口で直進と右折の２車線になり、スタジアムを知っていて右折車線に入

るとアイランドリーグの看板が目に入ります。右折車線に移動してから気づくのではな

く、その手前からアイランドリーグは次を右折してくださいというのは、案内板の役目

ではないでしょうか。他の場所でも少しおかしな設置があります。また、以前に質問し

まして、以後設置されました八王子宮入口の龍河洞への看板ですが、工事のため何度か

取り外され、道端に横たわる龍河洞の文字を何度か目にしました。現在は、ただ立てか

けてあるだけという感がぬぐいきれません。 

  以上２カ所の例を挙げましたが、土佐山田スタジアムや龍河洞に限らず、子どもの広

場など施設や観光地などへの案内標識は観光面からも香美市を訪れるお客様の目線に立
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って、主要箇所に常設の標識が大切ではないかと思いますがお考えをお尋ねいたします。 

  以上ですべての質問を終わります。 

○副議長（山本芳男君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   比与森光俊議員のご質問にお答えをします。 

  ２つも取り下げていただきましてありがとうございました。簡潔に答をさせていただ

きます。 

  まず、観光を一つの産業として位置づけ、観光産業を育てる取り組みが大切であると

考えるが所見を聞く。合併をいたしまして、本当に私ども日ごろ気づいてなかったさま

ざまな多種多様な観光資源があるということを、今回この合併によりまして知ってきた

わけであります。そうしたさまざまな本当に多種多様なその資源を生かしたならば、必

ずそうした観光産業という形の中で香美市が位置づけられる部分もあるというふうに思

います。 

  また同時に既設の観光場所だけではなくて、やはりこの香美市全体が一つの観光スポ

ットといいましょうか、やっぱり今の時代に心のいやしとかいろいろあるわけですが、

そういうものを求めれるこの地域であるというふうに、私自身思っております。そうし

たものを、香美市全体を生かして、そして現存しておる観光地をより相乗効果の中で高

めていくということも大変大事だというふうに思います。そういう意味では、この香美

市全体をピーアールすると同時に、観光施設等もピーアールをし、まだまだ大きく伸び

る要素もあるわけでありますので、そうした条件からして、これからも民間の力を借り

ながらも、香美市としての観光産業が育っていくような、そういう土壌をつくっていく

ことが大変大事だというふうに思っております。 

  次に、市長の言う「地域づくりを進める環境を整える」とはということでありますが、

ご承知のとおり大変財政的にも厳しい状況の中であるわけであります。そうした中で、

地域づくり、まちづくりを進めていくということは、これから大変大きな課題であろう

というふうに思います。今日までややもすれば行政任せ、あるいは行政に頼ってしまう

という状況から、どうしても脱却をしてそして、ともに地域づくり、まちづくりに汗を

かいていこうという、そういう環境をつくっていかなければならないというふうに思っ

ております。しかしながら、口で言うはたやすいではありますが、それを本当に地域で

具体的にどう興していくのかということについては、すぐにはなかなかできないだろう

というふうに思います。長い歴史の中でそういうことができてきておるわけであります

ので、すぐにはできないかもしれませんが、やはりそういう心を持ちながら、地域に臨

んでいくことが、まず行政から臨んでいくことが大事だと思います。そのためには、や

はり今自主的にまちづくりに取り組んでいただいております各種団体、あるいはＮＰＯ、

そうした方たちともやはり連携を図りながら、また協力を得て、そして行政と住民が一

体となったまちづくりをまず進めていく、まず一歩から進めていく、このことが大事だ

と思いますので、実践をしていきたいというふうに思います。 
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○副議長（山本芳男君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   比与森光俊議員の議会議員選挙について、１点目の香南

市での開票作業の件でございます。 

  香南市の新聞報道では選挙立会人の前で票が並べなくなったことが主な原因というふ

うに言われております。この公職選挙法の第６条では、市町村の選挙管理委員会は選挙

の結果を選挙人に対して速やかに知らせるように努めなければならないというふうな規

定がございます。これは市町村の選挙管理委員会に課せられた義務でございます。それ

から、この立場として開票立会人が心がけておらなければならないことは何かというこ

との中に、点検の際のメモ等はなるべく簡単にして開票事務を滞らせないこと。やはり

開票作業には協力をしていただかないかんというふうな内容が記されております。それ

で、旧の土佐山田町の選挙管理委員会では、この開票作業へ入る前に立会人に対しまし

て候補者の利益代表という形の身分を持ち、さらに有権者に早く開票結果を公表すると

いう公益的な職務をあわせて持っておるというご説明をさせていただきます。それから、

開票作業を正確で迅速に行うため、完全有効投票及び有効投票は複数の職員のチェック

をしております。計数機、カウントする機械です、これについても２回通した票である

旨を説明をいたしまして、スムーズな開票作業への協力をお願いをしております。これ

はあくまでも協力のお願いでありますので、完全有効投票及び有効投票を１枚１枚めく

っていっても、これは公職選挙法の規定では違法とはならないということです。そこで、

やはり立会人を届け出る候補者側にもこの点は協力をお願いをしていきたいというふう

に考えております。本市でもこの香南市での開票作業を教訓といたしまして、今まで旧

３町村それぞれ異なった開票作業を行ってきたものを統一した形に事前研修を含めて周

知をしていきたいというふうに考えております。 

  それから、２点目のポスター掲示場の設置に関してでございますが、ポスターの掲示

場につきましては、立候補者の予定がまだ今の段階では明確ではございませんが、例え

ば４２名が立候補するとした場合、縦に３段で１枚分のポスターの掲示場が４５センチ

の幅になります。これがすべて１４区画で４２名分になります。この横の長さが６メー

トル３０ということになります。それに向かって右の端に選挙ポスター掲示場、平成１

２年何年何月執行香美市議会議員選挙公営ポスター掲示場というのが右が表示がありま

して、それからは香美市選挙管理委員会の表示を入れます。それの幅が３０センチから

４０センチぐらいになろうかと思います。それを入れますと約７メートル、非常に横に

広いポスター掲示板になるということでございますので、ちょうどその８月の終わりか

ら９月の中旬までにかけまして台風シーズンということがございますので、その補強に

ついては十分な対応をしておかなければならないというふうに考えております。そこで

ご質問の旧３町村での議会議員のポスターの掲示場数でございますが、従来、土佐山田

町では議会議員は９３カ所、香北町が７２カ所、物部村が６０カ所、合計で２２５カ所

ということでございます。まだ、この香美市のポスター掲示場の予定は選挙管理委員会
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の方へは諮っておりませんが、しかし現在職員が現地調査をもう済ませております。そ

の香美市での案の案でいきますと、約１５０カ所を想定をしております。内訳を言いま

すと、土佐山田町で６８カ所、香北町で４１カ所、物部町で３８カ所、大体こういうと

ころの想定をしておるということでございます。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   比与森光俊議員の案内標識のご質問にお答えいたし

ます。 

  観光におきましては、遠くからのお客様をスムーズに施設においでていただくために

も案内標識は大変大切であると思います。私も休日に農免道路などを走っておりますと、

よく呼びとめられます。動く広告塔であることの喜びを感じておる次第です。観光案内

標識につきましては、香美市となったことによる修正も含めまして設置していく必要が

ありますので、現在調査、見直しをしている段階です。土佐山田町観光協会、物部村観

光協会での標識は各観光協会での設置となっておりますので、６月２日に予定しており

ます香美市観光協会の総会において予算が承認されましたら進めてまいります。 

また、八王子宮入口の龍河洞の案内板につきましては、早速点検いたします。 

  また、土佐山田スタジアム等の各施設への案内板につきましては、担当課にも諮る必

要がございますので、調整をしてまいりたいと存じます。 

  以上です。 

○副議長（山本芳男君）   お諮りします。 

  本日の会議はこの程度にとどめ、延会にしたいと思います。これにご異議ありません

か。 

「異議なし」という声あり 

○副議長（山本芳男君）   異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会とするこ

とに決定しました。 

  本日の会議はこれで延会します。 

次の会議は、５月１８日午前９時から開会をします。 

  どうもお疲れさまでございました。 

 

 

（午後４時４７分 延会） 
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議事の経過 

（午前９時００分） 

○議長（西村成君）   おはようございます。 

  ただいまの出席議員は３８人です。定足数に達していますので、これから本日の会議

を開きます。 

  議事日程に入る前に、昨日の大岸議員の一般質問に対し、消防長より訂正の発言を求

められていますので、許可をいたします。消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   早々に失礼申し上げます。昨日の４番大岸議員さんのご質

問に対しましての答弁で不適当な言葉がございましたので訂正をさせていただきたいと

思います。行革推進法の地方自治の影響についての中での消防に対してのご質問でござ

います。それの１点目の常備消防職員の配置基準は充足しているかというようなご質問

に対しての答弁でございますが、「現有体制でこれまでに火災や救急において対応によ

る○○○や支障はなかった」というところでございますが、この「○○○」というのは

余り適当ではございませんので、「対応に特に問題はなかった」というふうに訂正をさせ

ていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   一般質問を行います。 

  ３０番、大石綏子君。 

○３０番（大石綏子君）   皆さん、おはようございます。 

  ３０番、大石綏子でございます。一般質問３日目のトップバッターとして質問をさせ

ていただきますが、その前に市長さんにおかれましては、２日間の一般質問へのご答弁、

それから私は選挙前にミニ集会へ参加させていただきましたときの誠実な対応、そうい

ったこと、非常にお人柄が、誠実なお人柄があらわれていることに感銘を受けておりま

す。今後は、だれにも左右されない門市長としてのカラーを出されていかれますこと

にご期待申し上げて一般質問に続けさせていただきます。通告に従います。 

  財政の現状とその見通し、それに伴う今後のまちづくりについてお聞きいたします。 

  市長に当選されましてすぐ、３日目だったと思います、高知新聞に、新聞は４日目で

すね。「門初代香美市長に聞く」。大見出しでは「林業振興に力」、小見出しでは「住民

満足度向上へ努力」というタイトルで、今後の抱負を語られた記事が載っておりました。

その中で、住民サービスの低下を強いる前に行政はもっと努力が必要、合併の意義は行

財政運営の効率化とありましたが、今、最も重要な課題に対する市長の決意をお伺いい

たします。 

  ２点目に、市民にわかりやすい行財政改革が必要だと思います。そこで、行政評価シ

ステムについての構築をお伺いいたします。 

  ３点目に、厳しい財政的制約の中、少子高齢社会での福祉政策の充実、住民に身近な

社会資本の整備、あるいは災害に強いまちづくり等重要政策課題に対応していくため、

市の担う役割及び財政需要は増大していくものと見込まれます。そこで香美市の財政状
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況と今後のまちづくりについてお聞かせください。このことは、香美市まちづくり計画

の中で示されております４７ページから５１ページに記載されていますが、合併協議会

で示されました財政計画の現況変化はいかがでしょうか。その後の変化がありますでし

ょうか。また、合併に伴う交付税の効果額の見通し及び合併包括措置の内容、ちょっと

私は勉強不足で交付税は１０年間そのままで３町村の今までの交付税、そういった関連

することぐらいしかわかりませんが、合併に伴いましてのその効果、それの金額の見通

し及びそれとの関連だと思います。合併包括措置の内容、その見通しをお伺いいたしま

す。 

  ４点目でございます。これは私で６人か７人、８人くらい庁舎建設の質問がございま

すが、私は、私の思いといたしまして、新庁舎は広い敷地で地場産品の木材を使い、木

造づくり、２階ぐらいが適当でしょうか。そして、必ず起きるだろうと言われる地震対

策に対応できる庁舎、またやがて来る次の合併も考え、それに対応できる損のない、ま

た財政を考え、幾ら特例債が使えるといいましても借金は借金でございます。損のない

庁舎が必要だと思っております。もちろん、３町村の地の利のその利便性も考えなけれ

ばならないと思います。そこで、本予算には３億円という積み立てが計上されておりま

すが、この根拠をお伺いいたします。 

  ２点目の質問といたしまして、県はリタイアメントタウン構想、いわゆる団塊の世代

の移住促進事業への取り組みを始めました。意欲のある市町村には支援を行う考えがあ

るそうです。また、県内の経済人などが県移住ビジネス研究会を結成するなど活発化を

見せ始めております。今、田舎暮らしを望む都市生活者を呼び込み、地域活性化をねら

う移住ビジネスは団塊世代の大量退職者を前に全国的に活発化を見せ始めました。本県

も本年度から専任職員を置き、全県的な取り組みを目指しているようでございます。そ

こで、香美市におきましても、団塊の世代へのアプローチとしてこの事業への認識、地

域活性化のために移住促進への方策を考えたら、お考えになったらいかがでしょうか。

１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   おはようございます。 

  大石綏子議員のご質問にお答えをいたします。 

  多くの議員の皆さん方から今回もご質問をいただいておりますが、十分なお答えをで

きておりません。一生懸命、私のできる範囲内の頭の中で答弁をさせていただいており

ます。十分なことができてないことをお断りを申し上げます。 

  まず、大石綏子議員の行財政問題、合併の意義は行財政運営の効率化でありというこ

とと、３番目の厳しい財政的制約の中でという中、この２点、そして庁舎建設の件、こ

れを私の方で答弁をさせていただき、以下、関係課長の方からも答弁をさせていただき

ます。 

  今回の合併は、いわゆる一つの合併の持つ意義といたしまして、地方の行財政状況の
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悪化に伴い、これは地方だけでない、国もあわせてでありますが、合併によって効率化

を図り、行政コストを下げ、住民サービスを少しでも下げないようにする努力が求めら

れているわけでありまして、今後、ますます少子高齢化社会の進展の中での社会福祉政

策や、また安心・安全のまちづくりのための行財政需要は高まると考えております。し

かしながら、合併をしたからといって決して、財政的にはなかなか厳しいものがあるわ

けであります。そうした中で、いかにこれらの要望にこたえていけるのか、またいくの

か、そうした状況から見て大変厳しい状況にあるということは否めない事実であろうと

いうふうに思います。国は、地方の今の状況を見据えて、今後自治体の財政破綻に対し

て従来の行政的手法にかわって、自治体にも破産制度の導入を考えるようになってきて

おります。そのようなことからしましても、相当の覚悟を持って行財政改革に取り組む

姿勢が必要となってきます。住民に強いる前にまず内部から努力すること、改革するこ

とが、まず大切ではないかというふうに考えております。今後、財政の厳しい中で、ま

ちづくりを進める上で、大切なのはいかに住民の満足度を図っていくか、これが大きな

ポイントとなろうというふうに思います。住民としては、自分たちが払っている税金が

どのように使われているのか。そうしてそれが行政サービスにどのように反映をされて

いるのかを、やはり一生懸命注視しているというふうに思います。そのためも、住民の

まちづくりへの参画と、また情報の公開が不可欠だというふうに思います。行政は外に

対してオープンでならなければなりませんし、公開・参画の方向を目指すことが必要で

あります。そして、最小の経費で最大の効果を上げるよう努めなければならないと考え

ております。特に、財政状況が厳しい現状ではなおさら簡素・効率の観点から行政の体

質を厳しく見詰めていかなければならないというふうに考えております。 

  次に、庁舎建設基金の３億円が計上されているがという点についてであります。庁舎

建設につきましては、これまでにもお答えをしてきたとおりでありますが、基金につき

ましては、将来建設するおおよその必要経費から見て、それに見合う相当の金額を積み

立てることといたしております。全体的な費用は庁舎の規模、機能等によって決まって

くるものであります。まだ現時点での試算には限界がありますが、他の事例からしてお

よそ３０から３５億円ぐらいが必要ではないかと思われますので、今後５年間で１５億

円の基金を積み、現在の持っております基金２億円余りとあわせて１７億円の基金とな

ります。そして、残りを合併特例債等で賄っていくことになりはしないかと考えており

ます。しかし、庁舎に大きくお金をかけるということは将来の公債比率にも大きく影響

が出てくるわけであります。余り外観にこだわることなく、機能的で簡素で本市の身の

丈に合った庁舎建設でなければならないというふうに考えております。 

  以下、担当の方から答弁をさせていただきます。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   おはようございます。大石議員の行政評価システムの構

築についてのご質問にお答えをいたします。 
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  行政評価システムの構築につきましては、平成１７年３月２９日付で総務事務次官か

ら地方公共団体における実施改革の推進のための新たな指針の策定についての通知があ

っております。平成２１年度までの予定で行政改革大綱及び集中改革プランを策定する

ように準備を今現在しておるところでございます。この行政評価につきましては、総務

省が同日に出した新地方行政改革指針による地方行革の推進の中で、積極的に活用する

ようにということが書かれております。行政改革推進本部の本部長は、今現在助役を予

定をしておりますが、香美市での体制が整ってから作業に入り、行政評価システムの導

入及び評価の結果の公表も含めて検討をしていきたいというふうに考えております。 

  なお、ちょっと先進地として四国では高松市の方で、もう既に導入がされております。

ちょっとこの中身を紹介をいたしますと、この高松市における事務事業評価システムに

つきましては、評価主体による区分ということで、内部評価と外部評価と２点に分けて

やっております。内部評価につきましては、主管課が１次評価を行いまして、それから、

行政改革のプロジェクトチームが２次評価を行っておると。それから、この内部評価で

ございますが、対象事業が１,９１７事業。莫大な事業数でございますがこれを対象にし

てきておるということでございます。結果的に、過去６年間で事業が廃止されたりある

いは縮小されたりしたその評価についての経費節減額がで約１５億円ということでござ

います。それから、この外部評価につきましては、平成１７年度、ちょっとおくれてか

ら導入をしているようでございます。この評価対象事業が内部評価と違いまして、３５

事業。要は主要な事業に絞っておるという点でございます。それから評価委員につきま

しては、大学の助教授とか、あるいは公募による議員でございます。それからこの評価

の結果の公表の取り扱いについてもこの外部評価の一つの仕事という形になっておりま

す。それで、今後における課題でございますが、一つ目は、外部評価委員から出された

この各高松市の部局の取り組み姿勢について温度差があると、やはりその内部と外部か

ら見た目と、内部から見た目とかなり温度差があるという指摘がございます。それから、

この外部評価の結果の公表のあり方について、この点については外部評価部会の評価結

果が委員会へ報告をされ、それから市へ提出されたものを公表しておると。この公表に

よりまして、市は外部評価結果のとおり見直しを実施する方針であるというふうに市民

に受け取られると。あくまでも意見でありますので、それが直接反映されておるという

ようなとられ方をしちゅうと。こういうことについて、やはり今後検討しなければなら

ないという点で、今後の課題になっております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   大石綏子議員さんの３番目の合併に伴う交付税の効果額

見通し及び合併包括措置の内容とその見通しを問うと、ここの部分につきまして答弁さ

せていただきます。 

  交付税の効果額でございますけれども、普通交付税の関連では、一つ目としまして、
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合併加算分としまして、まだもらってないんですけども、今年の分は。平成１７年度の

資料をもとに試算をすれば、約６,５００万円が見込まれます。そしてまた、これは増加

分に違いないんですけれども、市制への移行に伴う生活保護費分としまして予算要求額

の４分の１を試算しますと約２億円という形になろうかと思います。それから３番目と

しまして、市制移行に伴う社会福祉事務所の運営費が算入されますけれども、これが試

算では６,６００万円という試算をしております。合計しますと、１、２、３でざっと３

億３,１００万円を見込んでおりますけれども、これは７月に交付税確定、試算表ができ

てきますので、その時点でこの試算と合うかどうかがはっきりすると、こういう状況に

なろうかと思います。ただ、これだけ増額分はあるんですけれども、一方で交付税は加

算、それはあくまでも需要額の加算であって、実際にもらうのは需要額から収入額を引

いた差額をもらうということが１点と、それからもう一つ大事なことは、その基礎にな

っているのが人口とか面積とかいう部分が非常に大きなウエートを占めてます。そうい

う意味で言いますと、平成１７年度の国調によりまして、香美市の人口は約９００人減

少しました。この関係で、１人当たり１０万円の影響額が出ると推測をしますとですね、

ざっと９,０００万円の今年度はマイナスになると、初手から。去年までは、交付税は国

調の人口を５年間使いますので、その関係でですね、去年までと結局初手から９,０００

万円は減ってくるということが言えるんではないかと。それから、今後、この算定基礎

の人口は、１８年度以降５年間使われていくから、その間ずっと９,０００万円ずつ少な

くても減ってはくるであろうということが１点と、それから国の交付税の予算総額では、

対前年度比で５.９％の減少をしております、交付税自体が。それを単純に当市でも

５.９％減少すると単純に見込めば、去年約５１億円余り交付税いただいてるんですけれ

ども、これの５.９％ということになると、３億、ざっと３億円の減少になると。プラス

要因としては３億３,０００万円余りあったんですけれども、マイナス要因も人口減とか

交付税の総額が落ちてるとかいうことで、３億９,０００万円ぐらい減ると。その突く引

くで、差でですね考える必要があるんではないか。ただ、国の総額が減るから単純に当

市のもらえる分が減るということには、イコールではなりませんので、そこはもう少し

ですね７月の交付税の算定を見てみないと詳細なことはわからないということは言える

とは思います。こういう状況であるということを一つご確認いただきたいということと、

それから特交なんですけれども、特交はですね合併加算分を今年は２億７,０００万円見

込んでおります。当初予算では特交も７億５,０００万円を計上しておりますけれども、

かなり合併加算についてはですね、これは算式がございますので、その算式に基づいて

特交はこれぐらいふえるであろうと。これはまだもらっておりませんので、あろうとい

うことです。いうことです。普通交付税の加算、今言いました加算分の中でですね、普

通交付税の合併加算分の６,５００万円と、特別交付税の合併加算分の２億７,０００万

円、これが議員さんの聞かれておりますところの合併包括措置の内容でございます。ち

なみに、その普通交付税は１８年度から５カ年間の措置があります。６,５００万円は計
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算上では５年間いただけるという見通しが立つ。特交の方につきましては、１８年度は

２億７,０００万円ですけれども、１９年度には１億６,０００万円、それから２０年度

には１億１,０００万円と減ってきまして、２１年度からは特交の措置はなくなると、こ

ういう一応措置の内容になっております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   大石綏子議員の移住促進事業についてお答えをいたしま

す。 

  この件につきましては、ご紹介のありましたように民間においても具体的に動き始め

ておりますし、県におきましてもこれまでのＵ・Ｊ・Ｉターン事業とともに、いわゆる

第１次ベビーブーム世代が大量に退職をされる、この方々を本県に移住してもらう取り

組みとして、この４月にはそれまでの構想からリタイアメントタウン事業として、具体

的な事業と展開をすべく政策推進課へ専任職員を２名配置し、体制を整えたものですが、

去る４月２４日には本市への説明として来庁されまして、意見交換を行ったところでご

ざいます。その折に、県の担当としても明言をしておりましたけれども、この事業につ

いては専任職員を置かなければ、現実的には対応し得ないとのことでした。本市には旧

香北町においてこうした傾向の事業に取り組んだ経過がございますので、一定のノウハ

ウはあるので、ぜひ県においては具体的な支援策として人材の派遣という支援をいただ

きたいと。また、この事業をモデルとして幾らかの自治体でやりたいとの構想もお話が

ございましたので、ならばこの事業は必ずしも県庁の机の上でなくてもできると。むし

ろ現場にいた方がより条件的にいいのでは、そういう意味からもモデル事業を本市でや

っていただき、また現在県へ専任として配置をされている職員のいずれかにお越しをい

ただければ最もよい条件が整うのではないかというご意見を申し上げましたところ、否

定的な反応もございませず、こういったヒアリングをあちこちでやっておるようでござ

いまして、そこらあたりから出てきました意見も含めまして、持ち帰って検討するとの

ことでございました。本市としての方策は、長期的には総合計画としての位置づけで対

応していかなければならないと思っておりますけれども、短期的な取り組みにつきまし

ては、先立って話しました県との話し合いにより、今後どういうふうにそのことが動い

ていくのか、このあたりの動向を見ながら整理検討、調整をしていかなければならない

というふうに思っております。人材を得るということは、人口増という町のイメージア

ップだけではなく、パワーアップ、あるいはそのグレードアップにもつながるのではな

いかというふうに考えておりますので、私の思いといたしましては、どうにかして体制

が整えばという前提ではありますけれども、ぜひ取り組みたいという思いがございます。

また、やらなければならないというふうにも、ある意味認識をしておるところでござい

ます。 

  以上です。 
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○議長（西村成君）   ３０番、大石綏子君。 

○３０番（大石綏子君）   ２回目の質問をさせていただきます。 

  市長さんからご答弁いただきました。その決意はよくわかりました。そこでですね、

私は住民サービスの低下を強いる前に行政はもっと努力が必要、この言葉をとらえると

いう言い方はおかしいですけども、聞いていただきたいことがあります。それは、一番、

おとといのトップバッターで千頭議員からも質問が出ましたけれども、３月の納税申告

のときです。３月半ばでしたか、ちょうど美良布地区でございまして、その申告に来ら

れた８８歳の高齢者の方が１１時前に入られて、帰ったのは何と午後３時前だったと。

２時間、３時間待たされた、それで、もちろん申告に来られた方はお昼も、昼食もとら

ず、またそこの担当の職員の方も昼食もとらずに一生懸命やられておったと。あちらこ

ちらで香北の集落センター、あそこは３月といえども非常に、ちょっと空調設備も悪く

て寒いところでございますが、あちらこちらかたまっていろいろ不平の声が漏れていた

そうです。私は美良布地区でそういう声が実際に聞こえてきたものですから、千頭議員

も心配、私も本当に何とも情けないという思いがいたしました。こういうことは、合併

した当初ですので、ある面は仕方がないとはとらえてもいいと思いますけども、しかし、

やはり、多分職員さんからもこの情景は把握されたと思います。今後、縦割り行政では

なくて、何が大切かと言いますと、やはり横割りのそういった連携、そういうものが非

常に大切になってくるのではないかと思います。これに対しまして、課長さんからはご

答弁が以前、おとといあったと思いますが、市長からやはり今後、やはり連携を持って、

また合併しますと物部、香北、山田と離れております関係で、ある面は支所長に権限を

持たせて、例えば具体例を今述べました、税の申告は、高齢者の方は名前を書いて判を

ついたものを出すだけで終わってしまうんです。税務を担当された職員もそこにはいら

っしゃると思いますので、やはり素早い対応というか、そういったものは必要ではない

かと思います。それが優しい行政と言われるところだと思います。 

  それから、これが１点目です。行財政は本当にわかりにくい、そういう、勉強不足、

私個人は勉強不足と言えますけども、市民の方にはもっとわかりにくい面があると思い

ます。そこで、ちょっと課長さん方にお伺いしますと、財政というのは家計と同じ、自

分ところの家計と同じというふうに考えたらどうですかと、それが一番わかりやすいと。

やはり入ってくるものが限られている、あるいは下がっていく。じゃあどこをどうすれ

ばいいかというのが、自分の家計を考えればわかることだと思います。そういうことは

先ほどの市長の決意にも、また新聞紙上等でも今後組織の見直しとか、人件費削減、そ

ういったことにも取り組まれてるということが聞かされておりますので、承知はいたし

ておりますが、しかし、合併をした当初といいますのは、やはりどの地区にとりまして

も公平・公正に、それを公明に取り組んでもらいたい。それが実際どこでどういうふう

に目に見えるのか、そういったところも少し市長さんにはお答えをいただきたいと思い

ます。厳しい中、あれもこれもという時代から、やっぱりあれかこれかと選択を強いら
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れる、そういうことになっておりますので、そうなるとなおさら合併してよかったとい

う効果は、すぐにはあらわれないことはわかりますけれども、やはり合併して何んちゃ

あようならんねと、こういうことが聞こえてこないように、そういった行財政運営をし

ていただきたいと思います。 

  それから、新市庁の庁舎の建設でございますが、３億円の根拠はわかりましたし、や

はり借金はつくらない方がいいという市長のお考えもよくわかりました。そこで、やは

り位置とかそういったものに、場所、位置、それは早く決めた方がいいと思いますけれ

どもいかがでしょうか、お伺いいたします。 

  それから、総務課長さんにお伺いいたします。高松市の事例を出していただきまして、

大変参考となりました。県内での状況はどうでしょうか。これがまた外部評価というの

が、やはりこれは必要だと思います。内部の方がわかってやっていられることと、外部

の方の評価はやはり違うと思いますので、香美市もこういうとり方をされていかれるで

しょうか。私は外部評価の方もお願いしたいと思います。それを公表のまた部分が非常

に重要かと思います。やはりわかりづらい、税金が何にどう使われているか、それが本

当に評価の効果があり、ためになっているかということを市民の方にわかっていただく

ことが、これが住民参加につながっていくと思いますので、このことをお願いしたいと

思います。わかりやすい、そういう評価システムですね。 

  それから次に、移住促進ですが、課長さんのお気持ちもよくわかりました。まさしく

Ｕ・Ｊ・Ｉターン政策にも通じるものがありますので、県との連携ばかりではなくて、

市独自の方策、先ほどの人口減がいかに財政につながっていくかということもよくおわ

かりと思いますので、わかりますので、市独自の方策、例えば都会へ、県外へ出ておら

れる方に、こちらがふるさとである方に働きかけをするとか、また移住体験ツアーや滞

在型観光も、やはりこれにつながっていくものと思います。必要と思います。ちょうど

香美市は町、里、山がそろったバランスのよい自然環境、また空港や高速道路へのアク

セス等地の利も生かせる位置にあります。人口増につなげる努力は必要と思います。今

朝の高知新聞の「土佐あちこち」のコラムの中にも、高知市鏡吉原地区にある市の貸し

出し農園、ふれあい農園のことが紹介されています。それは市が今年から退職し始める

団塊の世代を主なターゲットに、新たに鏡、土佐山地区で計４０区画ほど造成するとの

ことです。このように地域活性化のためにアピールする方法はいろいろとあると思いま

す。総合計画を待たずに、短期的な取り組みとして早くから移住促進に関連する事業を

取り組み、前向きに、先ほどのご答弁は前向きな、個人的には前向きなというふうにと

らえましたけども、なお関連事業としまして早くに取り組んでいかれるようお願いした

いと思います。 

  それから、この交付税のことです。今回の予算計上、１０款の交付税には、今年のは

出ておりますけども、その包括措置、特交のことですが、これ３年間でおよそ、これ人

口規模として６億円程度のように、それを３年間でというふうに聞いておりますが、こ
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れが２億７,０００万円、１８年、１９年が１億６,０００万円、２０年が１億１,０００

万円、このことに当たるわけでしょうか。合併してはるかにその効果がやはりあらわれ

ると見た方が、見るべきなんでしょうか。そういう点をお伺いしたいと思います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   大石綏子議員の２回目のご質問にお答えをさせていただきま

す。 

  ご指摘のありました納税手続きの行政対応のあり方、このことにつきましては、私も

お聞きをいたしております。そうした対応の中で、住民の皆様方にご迷惑をおかけをし

たということもお聞きをしておるわけであります。今後は、本所、支所との連携を強め

て、やはりそうした状況には対応していかなければならないと思います。特に、納税に

つきましては、やはり納税者の皆さん方に気持ちよく納税をしてもらうということが大

変大事でありますし、またその手続きも、やはりスムーズにして、そしてその納税者の

皆さん方のお気持ちを大事にするということも大変大事だと思いますので、今後はそう

したことに配慮しながら、対応をしていかなければならないというふうに思います。 

  また、合併をして、やはり目に見える効果を上げることの大切さ、また努力が必要で

はないかというふうなご趣旨の質問であったわけであります。当然、そうしたいろいろ

な具体的なことの中で、そうしたことが必要かというふうに思っております。大変合併

をしましても、やはり財政的には先ほど言いましたように厳しい環境、状況にあるとい

うことは否めない事実であります。合併をするときの判断、さまざまな論議をして合併

したわけであります。あのときに、じゃあ合併をしなかったらどうなるのか。合併をし

なかったときにはこの住民に対する持続的なサービスが継続できるのか、そうしたこと

もより皆さんと一緒に真剣に論議をしたわけであります。そうしたことを考えた場合に、

やはり少しでも行政サービスを今の合併をしない状況の中、合併をしないずつ現状でい

くときよりも、やはり合併をした中でも少しでもサービスを落とさない努力、そして少

しでも合併をした効果、そうしたものが出るような努力をしていかなければならない、

そんなに思っておりますので、ご指導もお願いをしたいというふうに思います。 

  また、庁舎建設につきましては、位置については早く協議をということであります。

この間、何回かお答えをさせていただいておりますように、特に位置についても当然ど

うあるべきかと考えなければなりません。一定の体制等が整えば、やはりそうしたこと

を早急に論議をしていかなければならないというふうに思っております。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   大石議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  この行政評価システムの導入、県内での状況はどうかということでございますが、詳

しくは調べてはおりません。しかしながら、かなり以前からですね言われている項目で
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ございますので、この導入しておる自治体はあると思います。実際に聞いたこともござ

います。 

  それから、内部評価と外部評価、こういう体制を整えていくのかということでござい

ますが、これは行革の委員会の中でやはり検討しなければならないということでござい

ますが、体制としてはこの民間の委員さんからなる行財政改革推進委員会というのが設

置されますので、それを当てるということはできると思いますが、そうした場合、やは

り各団体の長じゃなくて実動部隊といいますか、そういう方に委員さんになっていただ

いた方がええんじゃないろうか、そういう場合は、そういうふうにも考えられます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   大石議員さんの２回目のご質問にお答えします。 

  包括的特交措置の中身についてでございますけれども、当市では総額５億４,０００万

円を計算しております。その根拠につきましては、計算式がございますけれども、２億

円をベースにしまして、それに２,０００円と増加人口を掛けて、それにある計数を掛け

てとかいうような、そんな形で特定の計算式に基づいて計算した結果が、当市では５億

４,０００万円であったと、こういうことでございます。それを先ほども述べましたよう

に、１年目に半分、５０％、ですから２億７,０００万円になると。その２年目で３０％、

それから３年目で２０％、これが特交に対するですね包括的な支援措置の中身になって

おります。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   大石議員の再質問にお答えをいたします。 

  ご指摘のように、市独自で取り組みをしなければならないということは、これは申す

までもないことですけれども、やっぱり肝心なところはどこにあるかというところにつ

いて、私はしっかり認識を、自分がみずからしておかなければならないというふうに思

うんですが、先立って県の方でＪＴＢの部長さんですか、お招きをして勉強会をされた

折にも、やはり専任体制をとらなければこのことについてはできないんだよということ

がはっきり言われたということもありますので、私といたしましては、私の思いは思い

としてですけれども、やはり組織として、現実として仕事をする上では、人、知恵も含

めてですけども、それから物、金というものがどうしても必要になってきます。そうい

った意味から、おっしゃられましたツアー体験であるとか、広域的な取り組みも考えな

いかんわけですけども、こういったものについても、やはりそれに当たるについてはそ

ういった前提条件が、どうしても一定必要でございます。このあたりをどう整えるかと

いうことが課題でありますけども、いただいたご意見、あるいは大石議員からいただい

た意を呈して、このことについては課として、あるいは組織としてどう対応していくか

ということを検討もしてみたいというふうに思います。 
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  以上です。 

○議長（西村成君）   ２６番、原 心一君。 

○２６番（原 心一君）   皆さん、おはようございます。２６番、原 心一でござい

ます。通告に沿いましてご質問をさせていただきますが、今回の質問につきましては、

議員の皆さん方数多く重複した質問になっておりますけれども、また私なりにご質問を

させていただきますので、どうかよろしくお願いをしたいと思います。 

  香美市の発展は第一次産業の発展なくして発展はないと考えますが、先日の市長の所

信のあいさつでも第一次産業の発展に力説をされていました。そうした中でも、全国に

誇れる産品がこの香美市にはあるわけですが、まず、物部のゆずは
○
物 のマークで出荷を

され、全国の市場で一番高い評価を受けております。ゆずといえば、馬路の「ごっくん

馬路村」であったり、また北川村、大豊の加工されたドレッシング、またドリンク等も

高い評価を受けておるわけですけれども、加工することによって付加価値を付け、その

地域で一つの産業として発展をすることも高い評価を受けるかもしれません。ただ、加

工ゆずについては、品質面では下級品は加工に回すということで、物部のゆずについて

は品質がよ過ぎるために加工にはなかなか回せないということで、黄玉で生食用に利用

されております。そういうことであり、今まで培ってきた生産に対する技術力が非常に

高いと考えるわけですが、ゆずにつきましても一時期販売高１０億円に手が届く年もあ

りました。現在においては５億円ぐらいと厳しい販売となっておりますけれども、カラ

ーリング施設も新しくできるというふうなことも聞きました。今後も生産面において厳

しい急峻な地形でもあり、生産拡大についても苦労が多いと思うわけですけれども、今

後、香美市として、香美市の農政課としてどのような支援ができるのかを伺いたいと思

います。 

  また、香北におきましてもニラ、大葉、そして菌床しいたけと県下でも希少価値の高

い品目の産地でございます。県下の大葉の生産者の団体である大葉サミットが香北町で

開催をされたと聞きましたが、行政として何か協力することがあったのかを伺いたいと

思います。大葉、菌床しいたけも中国からの輸入が多く、価格の下落が続いている状況

と考えられますし、何か支援の方法はないかあわせてお伺いをいたしたいと思います。 

  また、土佐山田では重点５品目としまして、やっこねぎ、ニラ、青ねぎ、オクラ、ブ

ロッコリー等の生産の拡大を行ってまいりましたが、ブロッコリーについては一番多い

ときから言いますと、現在においては１０分の１以下の作付と減っております。やっこ

ねぎにつきましても、全国の販売高は２番目ということでありまして、全国市場では非

常に高い評価を、位置づけをいただき、品質面においては全国一という評価をされてお

ります。これも一番多かったときは２５億円ぐらいを販売する時期がありましたけれど

も、現在においては１６億円台という現状であるわけです。消費者も給与の目減り、そ

して安いものにすぐ手が出るという現象のあらわれであるようにも考えられますが、そ

ういうことで価格の低迷が続いています。農業を支えてきた人たちの高齢化率も非常に
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高くなる一方で、生産者の減少も予想され、担い手確保、また、支援をしていくことが

大事になると思われますが、行政として何か手助けする点がありはしないかを伺いたい

と思います。 

  そして、林業の活性化につきましても重要な点が多いと考えられますが、香美市の面

積５３８平方キロメートルの面積のうち、９０％以上が山林で占めている、その豊富な

森林資源をこの我が町で活用することを考えるべきだと考えるわけですが、竹を燃料用

にペレット化する方法も開発されたというふうなことも聞きますし、木質バイオマスに

研究を取り組む必要がありはしないかと考えるところであります。香南市の農業公社で

は木質のチップを燃料にするスイス製の温室ボイラーを導入、研究を進めております。

また、とさかみ（木質）バイオマスエネルギー勉強会も発足をし、加温ハウスの農家が

取り組んでいると聞きました。一段と石油製品が高騰している今、加温園芸農家の大変

なコスト高によって苦労をしている現状であります。そうした中で、香美市にある温泉

施設で使用している加温用のボイラーの耐用年数、また交換の予定年はいつか。また、

今後は石油に頼らず木質バイオマス、また竹ペレットなどを使った燃料と切りかえてい

くボイラーに変更し、香美市の森林を有効活用をするモデル的なそういうふうな施設に

してはどうかと考えるけれども、この点についてもお伺いをしたいと思います。 

  続いて、ポジティブリスト制度についての質問をいたしますが、５月２９日からいよ

いよ施行ということになっております。食品衛生法の改正により導入をされる制度で、

全食品に、常に食品に農薬残留基準の設定をして、すべての農薬を規制対象とする制度

であり、残留基準がなかった農薬に対しても国際基準などを参考にして基準値を設定す

るものであります。新制度では、残留基準がなかった農薬など６１６品目について、当

面国際基準を参考にした暫定値を適用し、国際基準もない場合には一律の０.０１ｐｐｍ

を残留基準とし、食品の安全委員会から今後５年間で独自の基準を検討するとあります。

また、残留基準を超えない農薬が散布の対象ではないが、作物に、隣の作物に消毒をし

た場合に飛散をし、その作物が販売禁止になるのではないかとの不安が広まっています

が、そうした中で、ＪＡまたは園芸部の生産部会では周知徹底や指導体制の強化をして

いますが、家庭菜園等でつくる場合に隣地に対する対応、飛散による対応ですが、まだ

不十分と考えられます。行政として広報等十分理解をしてもらう必要があると考えるわ

けですけれども、農水省は制度の導入にあわせて産地での残留農薬自主検査が必要な場

合、強い農業づくり交付金、食の安全・安心確保交付金の活用を呼びかけております。

基準を超えた残留農薬が検出をされると出荷できなくなるなど、生産の不安感が強い中、

自主検査を高知新港で園芸連の中の敷地内でですね県の残留農薬検査センターでＪＡ出

荷場のＪＡからの出荷物については、出荷量、また販売高をもとに年間計画の中で無作

為に抽出をして検査を行っております。経費を少しでも抑えるためにも交付金を活用す

ることが大切と考えますし、安心につながる制度の内容の周知徹底や、指導体制の強化

を図り、安心につなげるためには交付金の申請の主体は、ＪＡもしくは市町村、自治体
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で実施計画を立て県に申請許可を受けることが助成の条件となっておるということです

が、香美市としての対応方法をお伺いをしたいと思います。 

  続きまして、土佐山田町の市街地東部の雨水排水の対策についてお伺いをしたいと思

います。 

  この件は、私ども何度か質問をさせていただきましたが、先日、農業委員会の会合の

中で山田の委員でですね中組部落の一部の人たちと、中組の北部地区の現状を話し合う

ということで、現場に出向きまして話し合う機会がありました。そこで、改めて質問を

させていただくものですけれども、まずあけぼの街道の東、鏡野中学校までの進捗の予

定と、それから東、農協出荷場の北側から東への予定の年次を伺いたいと思います。こ

の道路の延長に伴い、中組を経由して土生川への雨水排水がされておりますけけれども、

中組地区の人たちはこれ以上の受け入れはできないと強い反対があり、中組北部の浸水

解消するための工事も行われるというふうに聞きました。工事の内容等を、どういうふ

うな方法で行うのかをお伺いをしたいと思います。 

  また、大雨のときには、商店街の東部地区において浸水があるわけですけれども、そ

の件については皆さんもご承知をしておると思いますが、１９５号線の道路の側溝を改

良するとか、この庁舎の東側の道路、都市排水路のように百石町から、私は分水をして

東に向かって排水管を入れ、山田堰付近で物部川に放流するという方法を考えるべきで

はないかと思います。これを行いますと、上井川、中井川、舟入川への増水も緩和もで

きますし、南国市への浸水対策にもつながると考えられます。東部排水対策促進協議会

も立ち上がっておりますけれども、協議会で再度協議をし、研究をしていく方法を考え

るべきと思うわけですけれども、この点についてもよろしくお願いをしたいと思います

ので、ご答弁お願いをいたします。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   原 心一議員の農業振興対策についてお答えをさせてい

ただきます。 

  ご質問の中では担い手の確保の重要性、また各特産品の支援についてのことをお聞き

になったと思います。まず担い手対策でございますが、昨年の３月に新たな食糧、農業、

農村基本計画が今後１０年程度の国の施策展開の羅針盤として策定をされております。

食糧自給率向上を目標設定するとともに、農業生産の担い手の確保も重要と位置づけて

おります。その中、国の基準とする担い手の要件につきましては、香美市の農家は少数

でございます。しかしながら、香美市の農業経営者の頑張っていこうという農業者を幅

広く認定しまして、担い手の位置づけを現在進めております。少なくても国や県の支援

策も導入できる体制整備も重要ですし、地域の特色に合った農山村特有の資源活用のた

めにも集落の合意形成をされた担い手確保も必要です。合併に向けていち早く３月、本

年３月に設立をしました香美市担い手育成総合支援協議会の中で、実態に即した担い手

を明確にして認定農業者の育成確保、集落による生産者組織の育成を進めていこうと思
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っております。特にお聞きになったゆず、大葉、またニラ、やっこ等の特産品の各品目

についても、各部会のつながりも生まれます。そして、今まである生産者組織との営農

推進協議会等で、これからの課題を抽出していただき、熟度のある事業についてはこれ

からも提案をしていこうと考えております。 

  ２点目の、ポジティブリスト制度についてでございますが、さきの質問にもお答えを

させていただきましたが、今検査体制については残留農薬の、検査体制につきましては

現在ＪＡ、生産者団体、高知県園芸連の出荷体制の中、行われております。補助事業の

活用は施設において既に設置済みで、ランニングコストの関係で今後も共同で利用する

ことになると考えております。香美市としましても、高知県、また生産者団体との連携

の中、今後の動向を見据え、指摘の交付金事業等の活用も検討していきたいと考えてお

ります。 

また、家庭菜園のことをお聞きになりましたが、特に家庭菜園までに手を入れる香美

市の対応としては考えておりません。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   原 心一議員の香南市にある温泉施設のボイラーの耐用

年数と交換年、そして木質バイオマスを燃料とするボイラーに変更していく考えはない

かというご質問にお答えします。 

  現在、香美市にある温泉施設はべふ峡温泉でございます。べふ峡温泉は、昭和６０年

に林業構造改善事業で完成をいたしております。べふ峡温泉には浴場ボイラー、これ本

体が現価格で１８６万円いたしますが、これが２基あります。耐用年数は１３年です。

耐用年数からいくと交換予定年は１基が３年後で、１基が１０年後となっております。

総合運転や３カ月前の点検を行い長期使用を目指しております。また、暖房用ボイラー

が１基あり、これは本体価格が１０１万円であります。これはもう既に２０年を経過し

ておりますけれども、随時、この間に随時部品の交換や修理を行い、現在に至っており

ます。木質バイオマスボイラーの導入については、旧物部村で県の指導のもと平成１４

年に３００キロワット級の生チップボイラーの試算検討を行っております。ボイラー設

備については、その後開発、改良が進んでおり、単純に現在に置きかえることはできま

せんが、当時の検討内容といたしましては、システムといたしまして木質生チップボイ

ラー３００キロワット、価格が約４,５００万円でございます。附帯の集じん装置が５０

０万円、この新設とピーク時のチップボイラーの停止時にバックアップとして重油炊き

ボイラーの併用で検討をしております。 

  次に、施設の冷暖房用の熱源設計と、給湯施設の熱源設計、運転時間は１日１８時間

でございます。３番目としまして、チップは製材の端材や樹皮などを活用、燃料チップ

費はトン当たり５００円から１,０００円で試算をしております。 

  次に、ボイラーの形状ですが、ボイラーの形状規格は幅５.５メートル、長さ１２.５
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メートル、高さは煙突を含みますと約１１メートルとなっております。これには施設改

造費や配管工事、チップサイロ等の諸施設、附帯施設の経費が含まれておりません。 

  次に、効果ですが、これでこの交換によりましてＣＯ
２
の削減効果は年約３２１万円、

燃費の節約は年間９４５立方のチップを用いた場合、年約８５万円になるという検討結

果が出ております。このように、木質バイオマスボイラーの導入については施設の大改

造を含む膨大な建設費の発生、設置場所の問題、べふ峡温泉の経営の安定等を考慮し、

またコスト面での大幅な有利性が見当たらず、導入は難しいとの結論が出ており、実現

に至っておりません。市としましては、環境面や森林資源の有効活用を考えると、重大

な問題でありますし、その効果もありますが、現時点では既設のボイラーの綿密なメン

テナンスを行いながら使用していきたいと考えております。ただ、将来的な導入も一つ

の視野に入れて試算、検討等は今後も行っていきたいと考えています。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   原議員さんの東部雨水排水問題に関連しまして、あ

けぼの街道の予定をご質問いただいておりますので、お答えを申し上げます。 

  千頭議員さんにも最初にお答えを申し上げましたとおり、県道高知山田線、通称あけ

ぼの街道でございますが、香美市内の工区は鏡野中学校の通りまでは平成２１年度の完

成を目指して進めております。本年度は用地補償が中心となりますが、若干の調査費が

見込まれております。鏡野中学校以東につきましては、事業認可をとらなければなりま

せんけども、県の方は現在整備を進めております区間の方を優先をするという考えがご

ざいまして、現在のところ以東の着手については未定でございます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   下水道課長、久保和昭君。 

○下水道課長（久保和昭君）   ２６番、原議員の３番目、土佐山田町東部雨水排水に

ついてのご質問に建設都計課に引き続きお答えをいたします。 

  まず、中組北部地域の浸水対策につきましては、去る４月１８日に地元説明会を開催

し、浸水対策の工事概要などにつきましてご説明申し上げ、地域の方々にある一定ご理

解、ご了解をいただいたところでございます。また、対策工事の概要といたしましては、

中組北部の雨水排水の通過量の軽減策としまして、土佐山田ファミリア西側排水路で雨

水増量しました排水を中央雨水幹線本管へ流入さすため、既設排水溝改良工事を５カ所

と、北部地域を通過しています排水路の流下能力を上げるため、既設暗渠排水管の断面

拡大工事を２カ所を予定しております。なお、この工事の予算につきましては、今議会

に提案させていただいております。議決をいただいた後発注、８月末の完成を見込んで

おります。 

  次に、商店街東地区の百石町１丁目、国道三差路交差点付近と同２丁目市民グラウン

ド南の住宅区域で豪雨時にたびたび道路冠水が発生しています。議員さんのいわれる対

策の東部排水ルートも過去に検討されたようですが、多額な経費等の問題で実現性が低
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く、計画に至らなかったようでございます。また、上井川、中井川、舟入川は、豪雨時

に市街地から流下します雨水の受け皿にもなっており、下流域の南国市への浸水被害の

要因にもなっております。今後も雨水浸水対策につきましては、香美市だけでなく、南

国市と連携調整を図りながら浸水被害の解消に努めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ２６番、原 心一君。 

○２６番（原 心一君）   説明をいただきましてありがとうございました。ボイラー

のことですけれども、奥物部の温泉に対するボイラーのいろいろの試算とか、また計画、

設計、あとのランニングコスト等についてもご説明いただきましてありがとうございま

した。金額を聞きますと、なかなかすぐに取り入れるということもできないかと思いま

す。私が申しましたスイス製のボイラーにつきましても、１基１,０００万円という話を

聞いておりますし、あそこは公社がやっておりますので、個人が対応ということではあ

りませんので、そういうことも視野に入れるかもわかりませんが、一個人でそういうボ

イラーを導入するということはなかなか難しいことであろうと思います。ただ、銘建工

業に視察に行ったときも、岡山県の近くにネポンという温風器の工場があって、そこで

ペレットを燃料とするボイラーを開発中ということも聞いておりますので、そういうも

のができるのを待ってですね導入を図っていく方法もとらないかんじゃないろうかとい

うふうにも考えます。 

排水路の問題ですけれども、経費的なこと十分わかります。わかりますが、まだ鏡野

中学校から東への道路の見込みは未定であるというふうに聞きましたけれども、ぜひと

もこの未定の分についてですね、この物部川に今庁舎の東側の道路の下を都市排水路が

通って、物部川に雨水を流しておりますけれども、道路ができると平行して行っていか

んと、現状の道路を掘ってやるということになると、結構大がかりな工事にもなるし、

経費も高いものになろうと思います。そういうことですので、見込みは見込みであろう

かと思いますけれども、今からですね、設計をする段階のときから、ぜひともそれには

必ず雨水排水を入れ、鏡野中学校のあたりの水は東に分水をしてといいますか、西にも

う持ってこずに、東に全部持っていくというふうな方法を考えていくべきだというふう

に思いますので、その点を十分考慮に入れて、今後設計をするときにはお願いをしたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

これで質問を終わります。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   原 心一議員の２回目のご質問にお答えします。 

  ボイラーの関係ですけれども、ボイラー、木製のチップボイラーにも生とペレットボ

イラーとございまして、チップボイラーの場合は生のままでいくと、１００％いくとい

うことです。燃料がチップの、生の場合は安いと。ペレットの場合は施設費用は少ない

ですけれども、燃料が高いということになります。それで、市としましてもそういった
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ペレットボイラー、チップボイラーとの様式とか、そういった検討につきましては、機

械が性能改良が進んでおりますので、いろんなタイプのボイラー等も検討していきたい

と思います。ただ、温泉の場合は、浴場施設を本館から前に出しておりまして、ボイラ

ー自体を設置するところがございませんので、その温泉施設、浴場までの配管工事とか、

施設の改造工事というのは相当膨大なものが必要でございまして、なかなか建設費自体

が想定できないような高額なものになると考えてます。木質バイオマスを考える場合に、

やはりその改造ではなくて新規の施設を設置する場合に早急に検討して設置するような

考えを持って進んだ方がいいのではないかというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   原議員さんの２回目のご質問にお答えを申し上げま

す。 

  あけぼのの工事と下水の工事につきましては、現在２カ月に１回程度の定例会をもっ

て協議をしてございますので、その席上で協議ができるものというふうに考えておりま

す。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   下水道課長、久保和昭君。 

○下水道課長（久保和昭君）  原議員さんの２回目のご質問にお答えしたいと思います。 

  東の水は東へというご意見でございますが、流域、流すところの流域が違うので簡単

にはいかない、国交省、物部川を管理する国交省との協議とかいろいろありますので、

その辺を踏まえてやりたいと思います。今、あけぼの街道に中部雨水管の進捗率が約７

８％ですので、あと２２％残っております。議員さんの提言もありましたが、現計画に

加味できれば、将来的に検討も行いたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ２６番、原 心一君。 

○２６番（原 心一君）   先ほどの答弁で流域を変更ができないというふうな話があ

りました。わからんことはありません。ただ、やはりそれぞれ地域で秦山公園のグラウ

ンドのあたり、あそこも約７ヘクタールを南に落としよったものを北に落としてますし、

この駅前というか、庁舎の東側の道路の下のですね、この雨水管も本来は流域が違うの

でいかんということであったのを、それぞれその当時の担当の人、また町長等が努力を

して変更していただいて、認めていただいておりますので、そういう努力をしていただ

きたいということですので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   原議員のご趣旨は十分に認識をいたしております。担当課と

もなお調整を図り、また県、国とも調整を図りながら、そうしたことも十分に考慮して、

今後は進めてまいりたいと思います。 
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○議長（西村成君）   暫時１０分間休憩いたします。 

（午前１０時２０分 休憩） 

（午前１０時３２分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。着席してください。大岸さん、中澤さん着

席してください。 

  ２８番、前田泰祐君。 

○２８番（前田泰祐君）   ２８番、前田でございます。私の質問は大変単純なもので

ございますけれども、答弁の方も単純に簡潔にお願いいたします。通告に従いまして順

次質問をさせていただこうと思います。 

この災害対策関連でありますけれども、この香美市はへき地の山間部に点在する民家

の大変多い市でございまして、大変心配をされると思います。災害発生時の対応につき

まして市長の政治姿勢をお伺いをしたいと思います。さきに、今発生をしておる災害に

ついてお話をしておかなければならないと思っておりますが、このがけが崩壊、がけが

崩壊をした事件でありますけれども、発生をいたしましたのは２月２６日早朝のことで

ございました。ある民家の裏山が突然崩れてまいりましたが、このときの雨量は、２５

日から２６日にかけまして２２８ミリ程度のもので、大変降雨量の多い当地にとりまし

ては、さほど心配をされるような雨量ではありませんでしたけれども、何といってもこ

の地域は地すべり危険地域指定を受けておるような脆弱な地盤地域でありまして、その

ため長時間の水を含んだためにですね突然崩壊につなかったのではないかというふうに

思っております。この家はと言いますと、香北町、物部にも多く見られますように、急

峻な山肌にへばりつくように建っておるような家でございまして、裏山が幅５メートル

ぐらいですか、高さも４～５メートルでございますが、それが崩壊をいたしまして、土

砂が家の裏側、壁面でございますけれども、そこに大きな音とともに崩れ落ちて、襲っ

てきたと言った方が適当ではなかろうかと思うわけでございますけれども、その崩れた

１メートルぐらいの上のところには、横に長く１０メートルぐらいですか、亀裂も入っ

ておるような大変危険な状態となっております。当然、その崩れますと下の家の裏側の

水路はふさがれまして、雨が多いために、水はみるみるうちに水路にたまる。そうする

と犬走りから通風孔から、犬走りを越えて通風孔から中に入り込もうとする状況になっ

ておりました。私が連絡を受けまして行ったときには、ご主人はその雨の中落ちてくる

土を懸命に取り除いておりましたけれども、自分の家でございますので自分で守るとい

うことは当然のことではありますけれども、私もほうっておくことはできずに手伝った

ことでございましたが、取り除いても取り除いても上から土が滑ってくるというような

ことで、大変心配をいたしましたけれども、そんな状態の中で担当課の方にすぐ連絡を

と考えましたが、ちょうどその日は日曜日でありましたので、水路の確保だけをいたし

まして、月曜日に担当課の方に連絡をさせていただきましたけれども、早速現地調査に

出向いてくれると迅速な対応をしていただきまして、大変心強くも思いましたし、まこ



－22－  

とにありがとうございました。その方が申されるのに、がけ災の対象になると、これは

なるので後日再調査、検証に来るからと言われて帰られたわけでありますが、そんなこ

とでご主人も大変安心をしておりました。ところが、ところがでございます。３月に入

りまして、どうもやってもらえるようにならん、困ったが何とかならんろうかという相

談がございました。これはどうしてかなと思って聞きますと、この受益者負担金の問題

でございました。担当課の方に正してみますと、以前は６分の１、受益者負担が６分の

１であったのが、この１５～６年ごろから４分の１になっておるというようなご返事が

ありまして、その工事の積算額というのが工事額からしまして負担金も大変多額になる

ことから、支払いはとても無理やと、そんなお金はよう構えんというようなお話でござ

いました。しかし、私にはこの負担金というこの問題はですね、公平の理念といいます

か、それから外れた、逸脱した行為はできないけれども、何とかそのほかに適応する事

業はないかというような研究もしてみるし、行政の方にも相談もしてみるからというこ

とをそのご主人に、私は返事をするほかはありませんでした。その後、ご主人は自分で

少しずつ取り除く作業をしておりますが、このあたりは破砕帯であることから、たまっ

た土を取り除くと、すぐまた上からずり落ちてくるというようなことでありまして、作

業は繰り返しているのであります。大規模な崩壊も予想されることから、下に入るなと

言いましたけれども、落ちてくる土は取っておかないと雨の日にはもう必ず水路があふ

れるので、急傾斜地の危険な状況下でも作業は続けなければならないのあります。その

後、４月１０日、１１日にかけましても、また２２５ミリという雨が降りました。５月

に入りまして、つい先日でありますけれども、ここにも３３７ミリという降雨量があり

まして、大変心配をいたしましたけれども、大きな崩壊もなく安心をしたことでござい

ました。これから雨シーズンに入るので、その方はいつでも逃げ出す用意だけはしてい

る。避難をするような用意だけはしておるというふうなことを言っておられましたけれ

ども、この家には子どもも１歳とか４歳児もおられまして、避難をするとしても大変で

あろうというふうに思うわけでございます。これまで事例を申しましたように、今現実

に災害が発生をいたしまして、危険にさらされている住民が存在をしているのでありま

す。今、この防災だとか予防だとか言っている場合ではないのではないかというふうに

思うわけでございまして、何か適切な事業なりを検索をして、不安な生活を強いられて

いる住民を一刻も早く救ってあげることはできないものでありましょうか。負担金の用

意のできないものは、家屋、人命がいつ奪われるかもしれないという危険から逃れるこ

とはできないものかと思います。現状に即した対応、処理をすることも私は行政の責務

でもあろうかということも思っております。しつこいようでありますけれども、再度申

し上げますが、この地区は地すべり危険地域の指定を受けていることを忘れないでほし

いと思います。今起きている一例を申し上げましたけれども、この地区だけではありま

せん。香北、物部にも急峻な山肌にへばりつくように建てられた民家を多く見かけます。

ここもこのような問題のある災害が多く発生するのではないかと心配をするところであ
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ります。さて、市長はですね、安全・安心、やすらぎと、住んでてよかったと思える香

美市が基本理念であるというふうに提唱されてこられたと、私は思っておるわけでござ

いますが、このさまざまな災害に対しましてどのようなビジョンをお持ちなのかお尋ね

をしたいと思います。 

さて、次に少子化対策に関連する質問をいたします。 

日本の児童人口は２０１０年には３分の１まで激減をするであろう、社会基盤にも大

きな影響を及ぼすであろうということで、大変危惧もされておりまして、政府におかれ

ましても、昨年少子化対策推進本部を設置をいたしましてですね、乳児に対し手厚い補

助制度、また雇用保険の３事業というようなことは検討されているようでありますが、

この香美市におきましても児童数が近年激減をしておると。毎年５０人ずつ減っておる

というようなことも言われておりますが、大変心配をされる状況でありまして、何と言

いましても産みやすい、育てやすい環境づくりが少子化対策としては重要課題であると

いうふうに思うわけでございます。こんな中で、今年２月、子育てプランが策定をされ

まして、保育所での充実したサービスの提供等画期的な諸計画が提起されました。この

乳幼児時代、年齢と申しますか、は人間形成の出発点でありまして、大変大事にしなけ

ればならないと思っております。さて、保育所再編計画、実施計画ですね、の中でであ

りますけれども、私、最初、このプラン、実施計画を見せていただきましたときに、Ａ

園とＢ園というものを新設するわけですが、そのＡ園決定後に住民説明会があるという

予定になっておりました。これはいかんぞと思っておりましたところ、市長の諸般の報

告でですね、６月からこの説明会を始めるということで、大変安心をしたわけでござい

ますが、これは最初に行わなければならない重要なことであるというふうに思っており

ますので、十分に住民の理解を得られるよう意見交換等もお願いをしたいというふうに

思っているところでございます。 

次に、用地の件でありますけれども、新設するＡ園、Ｂ園については児童定数をそれ

ぞれ１８０人規模と想定をされていることから、広大な用地を確保する必要があると思

われます。計画案によりますと、Ａ園は１８年度に用地の決定をしたい。２０年度着工

して２１年４月には開園をする。Ｂ園については２０年には決定したい。２３年の開所

ということになっておるわけでありますけれども、この用地についてはそれぞれ議論は

されておられるかと思いますけれども、この大よその検討というか目途はついておられ

るのか。また既存の残す、２園残すというようなことでありますが、その中で新改保育

園については駐車場用地の確保をしたいということでありますが、この周りには大変上

田でありまして、用地交渉も難航するのではなかろうかということが予想されるわけで

ありまして、もう早い段階から取り組まなければならないのではなかろうかというふう

に思うわけでございますが、１点目にそれぞれのＡ園、Ｂ園、またこの新改保育園の用

地についての進捗状況、話し合いはどこのあたりまでいっておるのかということをお伺

いしたいと思います。 
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次に、２点目としてこの新設される、再編されることによって休廃園となる施設につ

いては、どのような再利用施策を持っておられるのかお尋ねをしたいと思います。 

最後になりますが、統廃合したために１８０人規模のところへ３０人ぐらい入れてと

いうわけにはいかなくて、振り分けになろうかというふうに思うわけでございますが、

そのために通園しなければ、行かなきゃいけない園が遠くなりまして、通園困難となる

ご家庭もあろうかと思いますが、何かそのあたりの施策は考えておられますでしょうか。

例えば、園児を集めて回るバスとか何とかというようなことも考えておられるんではな

かろうかというようにも考えますが、その点もよろしくお願いをいたします。 

次に、郵政公社関連でございますけれども、無集配局化が進められようとしている件

につきましてお伺いをいたします。 

公社の再編案は、まだ流動的であるようにも思えるわけでありますけれども、１９年

１０月の民営化発足をにらみまして、全国の４,７００の集配局のうちですね、１,００

０局を無集配局とする案が提示をされたところであります。高知県内の編成については

検討中ということにしながらも、７１局の集配局を４５局にするという報道がありまし

た。この香美市ではですね、貯金、保険とかいうこの集金業務とか、（郵便物の）集配に

ついても山田の本庁といいますか、本店といいますか、ここを拠点にしながら物部の岡

ノ内も安丸も美良布の局もですね繁藤の局も当然そうですが、全部無集配局とするとい

うことを視野に検討されているということが伝わってきております。公社におきまして

は、最近、対象局となる局のある市町村については既に説明を行っているというふうに

聞いたわけでありますけれども、この香美市には当市にはありましたでしょうか。もし

あったとすればどのような説明があったのかお聞きをしたいと思います。とにもかくに

も、この案を香美市が容認をするようなことになれば、当然この分割をされたこの会社

方式というようなことになりまして、住民との密接なこれまでのような関係は薄れまし

て、利用頻度は薄れるかと思いますし、それが薄れて、利用頻度が薄れてくると郵便局

はいろいろ経済効果もなくなってくるわけですから、そういった部門は徐々に廃止され

ていくんではなかろうかと。そうなってくると、やがてはその局自体も消滅していくこ

とは必至であろうというふうに考えるわけでございます。これまでへき地山間部に点在

する集落の多い香美市の住民にとりましては、いわゆる郵便屋さんというのはよき相談

相手でありまして、山峡に住む人たちの地域間の情報をもたらしてくれるありがたい存

在の便利屋さんでもあったわけであります。このようなことをかんがみてみましても、

過疎地の住民に対する局員のこれまで果たしてこられた貢献度は多大なものがあります。

もしも、市内の山間地にあるどの局をとりましても、無集配局となれば疲弊はすること

はもう、疲弊は急激に進行することは必至であるというふうに思うわけでございまして、

効率のみの施策を容認をすることなく、現集配局の存続を強く要望すべきと考えるもの

でありますが、市長のご所見をお伺いをいたしまして１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 
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○建設都計課長（中井 潤君）   前田議員の災害に関連しまして、市長に質問をされ

ておりますが、具体的な事象もございますので、私の方から少しお話をさせていただき

ます。 

  通常土砂崩れが発生いたしますと、役所に連絡が入ります。間を置かずに職員が現場

に入りまして状況の確認をしてございます。そして、危険度や緊急度などを判断をいた

しまして、避難をするかしないかとかいうようなことを協議をし、写真を撮って後日測

量にまたうかがうということになっております。お話のように、土砂が落ちてくるとい

う状況でありましたらですね自主避難をお願いをしたい。人命にかかわることですので、

自主避難をお願いしたいというふうに思います。ご質問の方は、家の裏のがけが崩れて

いまして、３月３日に測量をさせていただきました。復旧するにはがけ地住家防災対策

事業というものを適用することといたしまして、測量による概算事業費及び個人負担額

をお伝えをいたし、申請書をお渡ししてございます。香美市としましては、危険箇所す

べてに対応するということができませんし、市単独で対応する財政的な体力もございま

せん。本例では、それぞれ自主負担は大きくはなりますけれども、採択できる事業とい

たしましては、がけ地住家防災対策事業あるいはがけ地近接危険住宅移転事業という２

つしか今のところ該当がございません。急傾斜地の指定ということになりますと、住家

が５戸以上の連担とかいういろいろの条件がございます。それぞれの事業にそれぞれの

採択の基準というものがございますので、農政、林政、公共を問わずに基準に合えば対

応していきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   前田泰祐議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  災害関係につきましては、今建設都計課長の方からお話がございました。中山間地域

の多い香美市でありますので、そうしたことに大変今回、これから多く遭遇することと

相なろうと思います。前田議員からもご提示がございました繁藤地区でのこのような状

況も大変雨の多い繁藤地区ではたびたびこのようなことが出てくるわけであります。私

も議員をさせていただいておりますときに、何回となくこのようなことには遭遇をいた

しました。そして、何十件となくその人の対応もさせていただきました。しかしながら、

やはり制度のハードルというものがなかなか高くて、やはりそれを飛び越えて市単独で、

あるいは当時は町単独でやるということの厳しさというものも痛切に感じてきたわけで

あります。しかしながら、そうした要望もあるわけでありますけれども、先ほど中井建

設都計課長から言いました、やはり制度というものの中で、それを今の段階の中で、財

政需要の大きい中でこれを飛び越えて、市単独でこれをやるということにはなかなかな

らないのではないかというふうに思っております。また、安心・安全についてのまちづ

くりということは、大変私自身も重きを置いているわけであります。特に、南海地震等

の想定をされる中で、これから住民の方々が、やはり安心な、安全な中で過ごしていく、
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大変大きな課題だというふうに思います。現在自主防災組織の設立を初め、各地域で自

分たちの地域は自分たちで守り、そして守っていこうという機運も高まってきてくれて

おるわけでありますので、そうしたものを大切にしながら取り組んでまいることが大変

大事だというふうに思っております。 

  次に、郵政公社の関連の問題でありますが、郵政公社は平成１９年１０月の郵政民営

化に伴い、集配業務を統括センターや配達センターへ移管する案を打ち出そうとしてお

ります。新聞報道の後に本市にも四国支社の方が説明にまいりました。本市では報道ど

おり繁藤、美良布、安丸、岡ノ内が対象であるということでございました。郵政民営化

の大きな目的ですか、さんざん国会でも大もめにもめたわけでありますが、郵便局と簡

易保険で３００兆円を超える巨額信金を官から民に資金還流させることであり、サービ

スの低下はしないということで政治問題にもなり、また前回の衆議院選挙ではさまざま

なことが持ち上がったわけであります。この再編計画に、案につきまして、もし再編を

されますと、本市のようにエリアが広く山間地、過疎地の多い本市におきましては、郵

便物の配達や小包の集荷などスピード面で住民の利便性の低下につながるというふうに

考えております。説明に来られましたときに、このことは事実上サービスの低下につな

がるという考えを伝えましたし、そうしたことによって市民の利便性の低下につながら

ないように努力をしていただきたいというふうに強く要望をしました。 

  以上でございます。なお、ほかの質問につきましては、担当の方から説明を申し上げ

ます。 

○議長（西村成君）   幼保支援課長、吉村泰典君。 

○幼保支援課長（吉村泰典君）   前田議員の少子化関連で新設保育園関連の用地の検

討、そして廃園となる園の利用施策、もう一つ通園の方法等についてのご質問にお答え

いたします。 

  さきの広報の、香美市広報の創刊号で、保育プランであります「すこやか子育てプラ

ン」につきまして、そのプランの目指すもの、趣旨について掲載をさせていただきまし

たが、次の段階といたしまして、住民の方、保護者の方も含みますが、説明会を６月に

させていただきたいと思っております。その説明会の趣旨は広報の創刊号に出したこと

の同じ趣旨なんですが、プランがどういうものを目指しているか、香美市での保育園の

将来像、子育て支援、そういうことについてのその趣旨、目指すものをご説明をさせて

いただきたいということで、一つは次の６月１日の広報に掲載するようにしております

が、６月１８日の日曜日ですが、午後１時からと、それから６月２２日の木曜日午後７

時から、いずれも中央公民館で説明会をさせていただきたいと思っております。そのほ

かに保護者の方を対象といたしまして、もう一つ説明会をする予定です。この方はまだ

日程が決まっておりませんが、６月中にしたいと思っております。そして、それからあ

る程度この保育プランの振興がある程度具体性が出たときに、また次の説明会を計画し

たいと思っております。その他、ご要望があれば説明会は随時出向いて行いたいと思っ
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ております。 

  用地についてでございますが、用地につきましては、あちこち任意に候補地を想定し

ているところでございますが、早いうちに幾つかに的を絞りまして調査検討の上、交渉

に入っていけるようにしたいと思っております。 

  次に、プランに伴う休廃園についてでありますが、休園、廃園に該当する園は８園と

なりますが、あとの利用施策につきましては、今のところ決める段階には至っておりま

せん。今後におきまして、プランの振興と平行して幅広く意見を求めながら市全体とし

て総合的に検討していくべきと思っております。 

  通園につきましても、保護者の方々のご意見や全体的な交通対策等の総合的な論議の

中から方法を見い出していきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   ２８番、前田泰祐君。 

○２８番（前田泰祐君）   ２回目の質問をさせていただきます。 

  この災害の問題でありますけれども、自主避難をしてもらいたい、いうふうなお話で

ありましたけれど、今、先ほど申しましたように、ここには大変こういう危険、崩れや

すい土地でありますし、避難もこれから先雨が降るとすることは何回か起きてこようと

思いますけれども、今申しましたようにここに１歳とか４歳とかというまだ子どもさん

がおります。まだ抱えた子どもがおりまして、大変であろうかと思うわけでございます

けれども、今、単独の事業は無理だというふうなお話でございました。それはそれとし

まして、そうであろうと思います。思いますが、何か有利な制度というものを探してい

ただくような研究と申しますか、もしていただきたいなというふうに思っておるところ

でございます。これは、たわしのところは繁藤のことだけですけれども、繁藤じゃなく

て、香北、物部の方にもいっぱいそういった地域と申しますか、土地柄、傾斜地にへば

りつくように建てられた家というものがあるわけでございます。これまであったかどう

かは、そういう災害があったかどうかはわかりませんけども、これからもそういった事

件も考えられるわけでございまして、何かできることがあるんじゃないかなと、してや

って助けてやることはできるんじゃないかなというふうな思うわけでございますので、

ひとつよろしくお願いを申し上げます。 

  次に、少子化の関連でございますけれども、これは計画でありまして、これから土地、

用地につきましても説明をしながらの中でいろいろ考えていくということでありますの

で、私がちょっと早くこれは質問し過ぎたかなという気もしておるところであります。 

  それから、もう１点、大変、一つだけ、これは質問というよりもですが、これまでも

統廃合についてはいろんな市長さんも提案をされてこられましたし、何度かそういった

場面にもおうてきたわけでありますけれども、全部これまでは計画倒れになってしもう

たというふうなことがありますが、今後は、これは大変すばらしいプランでありますの

で、計画でありますので、これはぜひとも計画倒れにならないようにお願いしたいとい
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うふうに思うものでございます。 

  それから、この郵政の問題でありますが、利便性の低下につながらないように申し入

れをしたということでありますが、これはこちらの方でこれはいかんろうという話はで

きないのかどうかわかりませんが、これはどうしても現在の集配局はですね存続をして

いけるように、何とかこの地域、地域と申しますか、地を挙げて要望していかなければ

いけないと。今、何でもそうですが、効率性といいますか、そういったものを重点的に

考えて、いろんな国かそういう公社とかそういうようなものは市町村の方に押しつけて

きておるわけでございまして、私はこれは断固として反対をせにゃいかんというふうに

考えておるものでございますが、よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   前田議員の２回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  有利な制度を探していただきたいというお話でございます。安心して生活をしていき

たいというお気持ちはお察しをいたします。利用できる制度につきましては、日ごろか

ら気をつけてございます。今後もそれには続けて努めてまいりたいというふうに考えて

おります。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   前田泰祐議員の２回目の質問にお答えします。 

  郵政のこの郵便事業の再編につきましては、大変懸念をされるわけです。そもそも郵

政民営化につきましては、かなりの論議をしたわけです。こうしたことも想定をされる

ということの中で、旧山田町議会でも、また、ほかの議会でもそうであったと思います

が、反対の意見書なり、そうした行動も起こしたわけであります。そうした中で、国会

の方であのような形になりました。大変心外に思ったことがありました。地方の声は国

に届かないのかというふうに思いをしたのも、皆さん方も同じだというふうに思います。

きちっとそうしたことを、やはりこれから責任を持ってこの郵政民営化に賛成をした人

は責任を持ってやるべきだというふうに私はあえて思います。 

○議長（西村成君）   幼保支援課長、吉村泰典君。 

○幼保支援課長（吉村泰典君）   前田議員から叱咤激励をいただきました。このプラ

ンにつきましての実施につきましては、これは大変重いプランであります。必ず実施し

なければならないと決意しておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   ９番、山岡義一君。 

○９番（山岡義一君）   ９番、山岡でございます。私は、３点、在宅介護手当の問題

について、香美市の本庁舎について、宝町教育集会所について質問をやります。 

在宅介護手当の支給でございますが、平成１８年２月の広報の議会だよりで、本町（旧

土佐山田町）で物部村ベースで支給すると１,９２０万円が必要となり、介護制度の中で

サービスを利用していただくとして支給していないが、特に合併後激変緩和策として今
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後３年間を目途に、一月５,０００円を支給することが協議会で決定したと載っています

が、この記事を見て誤解をしまして、この記事を見たというふうに、この記事を見て土

佐山田町住民にも支給されるものだと、当時の門町長に直接電話があったと聞いてお

ります。このことについてお尋ねを申し上げます。 

また、土佐山田町住民にも在宅介護手当を支給する考えはないかお聞きを申し上げま

す。私は、当時の門町長に電話のあったときに、甲藤ふれあいセンター所長、当時の

吉村福祉課長とともにお会いしましたが、本人の言うことには、在宅介護手当は家庭で

常時介護を必要とする者の、介護者に対してその労に報いるために支給されるものであ

り、この趣旨からして香美市のどこに住んでいようが、当然支給されるべきであり、介

護施設で入所した場合、当然自己負担を必要とするが、多額の町負担が必要となる。な

ぜ支給されないのであろうと、不公平感を募らせていました。また、この方は２４時間

介護が必要であり買い物にもままならない状態であると言っておりました。 

それとともに、香美市本庁舎の建設でございますが、これからの手順と時期の決定、

設計、庁舎の位置等について質問の要旨がありますが、同僚議員へのお答えとして助役

の選任後、作業チームを編成して取り組むということでありますが、合併後５年のうち

に建設という制約がありますので、５年という期間には、期間は余裕があるようですが、

その準備を急ぐ必要があります。また、本庁舎の位置については、現庁舎の周辺住民か

ら現在の位置で建てかえの陳情が出ておりますが、これについても門市長さんもご存

じのことと思います。過去の議会の中で、私の一般質問に答えて現在位置での建てかえ

を明言することを避けてきましたが、門市長のリーダーシップを発揮のもと、現在位

置での建てかえを明言する時期ではないかと思います。この点についてお尋ねを申し上

げます。 

次に、宝町教育集会所でございますが、ここは外壁に数カ所クラック、いわゆるひび

割れが見られます。私は、外から見ただけでございますので、数カ所のクラックが見ら

れますが、恐らくもう少し丁寧に見たら相当多くのひび割れがいっておるものと思いま

す。また、雨漏りにより天井がはがれている状態でございますが、平成１７年度に防水

工事を行うということでありました。これは実施されてないように思いますが、実施さ

れたのでしょうか。今後の、また改修計画についてお尋ねを申し上げます。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   山岡義一議員のご質問にお答えをします。 

  在宅介護手当ての支給についてということで、以前の私の広報への記載文章等につい

てのことについてご質問があったわけであります。在宅介護手当てにつきましては、合

併協議会で協議を行いました。対象者は合併の前日における支給者とし、合併後３年間

をもって廃止をする。支給額は、香北町の例により実施するということに協議決定をし

ました。ご指摘のとおり、１２月議会、これは幾井洋一議員の質問に答えての答弁であ
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りましたが、広報での文章が誤解を与えるような書き方、また十分その点が配慮ができ

ていない書き方となっておりまして、そのことに対しまして、住民の方から直接電話も

ございました。中身につきましては、先ほど議員のおっしゃったとおりでありますが、

協議会の協議の結果、それまで土佐山田町で実施していなかったため、また、同時に多

くの財源を要することも含め、支給をできないというお話をいたしまして、一定ご了解

をいただきました。またそのときには、あわせてそれまで土佐山田町で支給されていな

かった家族介護用品の支給が住民、非課税世帯に対しまして要介護４と５の住宅高齢者

を介護しておられます家族に支給額上限６万円を償還払いとして支給するということも

あわせてお話をしたと思っております。そのときに、大変私の至らない文章のために誤

解を与えたことを改めておわびを申し上げます。なお、今後も今議員からお話がござい

ましたように、土佐山田町での支給はということでございますが、今後も在宅介護手当

てにつきましては、旧土佐山田町の支給は考えておりません。 

  香美市本庁舎の建設についてこれまでのいきさつ、また周辺住民からの現位置での建

設についての要望等もお聞きをいたしておりますし、その文章も出てきておることも把

握をいたしております。しかしながら、これまで答弁で述べさせていただきましたよう

に、明言すべきということでございますけれども、残念ながらここで明言をすることは

できないことをお許しをいただきたいと思います。 

○議長（西村成君）   生涯学習課長、山崎泰広君。 

○生涯学習課長（山崎泰広君）   それでは、山岡議員の宝町集会所の改修についてお

答えを申し上げます。 

  宝町集会所は、昭和５３年に建築された施設で、既に２７年を経過しております。こ

のため、防水押さえのモルタルが相当劣化をしておりまして、大雨や台風時にはたびた

び雨漏りをするようになっておりました。そのため、昨年１１月中旬から本年１月中旬

の間に、屋上や玄関、テラス、ベランダ等の防水シートを張りかえるなどの防水工事を

施工いたしました。現在のところ、雨漏りはとまっておりまして、今後につきましては、

状況を見ながら対応していきたい考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ９番、山岡義一君。 

○９番（山岡義一君）   ２回目の質問を簡単に行います。 

  在宅介護手当の問題でございますが、十分に市長の話で聞くと了解をしますけれども、

激変緩和策としてとはいえ、公平と公正をモットーとする門市長として、在宅介護手

当の旧土佐山田町住民に対しても支給するべく十分に政策として生かすべく、研究の必

要はないか、そのあたりをお尋ねを申し上げます。 

  また、本庁舎の問題でございますが、この位置については、門市長は腹の中でもう

決まっているのではないかと思います。明言をする時期が早く来るように期待をしまし

て、期待をするものでございます。 
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  また、宝町教育集会所でございますが、１７年度に防水シートを張ってるということ

でございますが、見てのとおりふれあいセンターの外壁工事をやりました。そのために

も余計宝町教育集会所の古さが目立っておりますが、このままこの状態のままでおきま

すと、今後、何年かおきますと改修費用が余計かさむというふうに思います。早期に改

修計画を立てていただき、改修計画に取り組むつもりはないかお尋ねをしたいと思いま

す。 

  以上で私の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   山岡義一議員の２回目のご質問にお答えをさせていただきま

す。 

  在宅介護手当てにつきましての本庁での政策として、旧土佐山田町での支給を決断す

べきというふうなお話でございましたが、協議会での協議というものは大変重いもので

ありまして、これにつきましては、旧土佐山田町での支給は現在のところ考えておりま

せん。 

  また、本庁舎の建設の場所の位置につきましても、ただいまの意見は意見としてお伺

いをいたしておきます。 

○議長（西村成君）   生涯学習課長、山崎泰広君。 

○生涯学習課長（山崎泰広君）   それでは、山岡議員の２回目の質問にお答えをいた

します。 

  改修計画に取り組む気はないかというご質問ですが、教育委員会といたしましても、

他の施設のこともあります。財政的なことも考えながら検討していきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   １１番、片岡守春です。私の質問についても重複するとこ

ろはあろうかと思いますけど、回答をよろしくお願いします。 

  まず、裁判員制度についてお尋ねをします。 

  司法に国民が参加する裁判員制度は２００９年に始まります。裁判の判決は国民の常

識とかけ離れていたり、罪のない人が有罪になる冤罪が数多く発生する、その原因の一

つに試験に合格して、研修後、社会経験の少ないまま裁判官になるキャリア裁判官制度

が挙げられます。これを改める上で刑事裁判に国民が参加する新しい制度は大きな意義

があります。しかしながら、制度の実施を前に最高裁が最近行った国民アンケート調査

の結果は、実施に向けた多くの課題を浮かび上がらせています。新たな裁判制度に理解

は示しながらも、みずから裁判員として出廷することに消極的な国民が６割にのぼりま

す。昨年２月に行った内閣府の調査の７割に比べると前進があるものの、以前高率であ

ります。参加をためらう理由では、日程調整が大変が１位で６５.３％、その次に心理的

に不安、裁判に行くまでの移動が大変、金銭上の負担、健康や体調が心配等々が並びま
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す。サラリーマン層からの回答では、裁判への参加の障害を取り除くため、会社の経営

者や幹部の裁判員制度への理解、仕事を休んだ場合、会社が有給休暇扱いにする。収入

減少の場合の補償等の対策を求める声が６割にのぼります。子育てやお年寄りの介護を

している人の声も切実です。必要なときに、介護、育児、施設の利用と施設利用の場合

の経済的保障など要望があります。一般的な社会的理解を広げるにとどまらず、経営者

の意識を変えること、施設の拡充や経済的支援、社会的な環境づくりが必要であります。

日程調整の困難を挙げる人が多いことから、裁判の開催方法に工夫をするなど、裁判員

の参加しやすいあり方を検討しなければなりません。裁判員の心理的不安にも対応すべ

きです。有罪、無罪の判断が難しい、人を裁くのはいやだなど、新しい制度にさまざま

な不安が持たれるのは当然であります。なじみの薄い法律用語の言いかえなど、裁判を

身近でわかりやすいものにする必要があります。国民が裁判官のお手伝いをするような

制度ではなく、対等で自由に本人の意見を述べることができる制度をどう保障するのか、

国民が主人公と言える裁判制度にしなければなりません。日本共産党は、裁判へ国民が

参加する制度の実現を強く要求して、主張してまいりました。欧米諸国でもそれぞれの

歴史や特性を持ちながら、地方への国民参加を図っています。日本の司法、裁判員制度

を根づかせるためには、政府は裁判員に指名された人が心置きなく参加できるよう、制

度の充実に力を尽くすとともに、あわせて地方自治体の責任も大きなものがあると思う

わけであります。この制度は、国民の義務という面もありますが、三権の一つでこれま

で国民がほとんどかかわることのできなかった司法権に参加するという、国民の権利と

して積極的に理解すべきだと思うものであります。よって、以下の点について質問をし

ます。 

  新しく導入されるこの制度に向けての行政の認識をまずお伺いするものです。この制

度は、選挙人名簿登録者から無作為に抽出された２０歳以上の国民が対象でありますが、

法律で決められた理由がある人については、裁判員となることを辞退することができる

わけであります。その具体例としましては、７０歳以上の方、学生、または生徒である

方、重い病気、障害により出頭困難な方、父母の葬式への出席等の社会生活上の重要な

用務があることなど、やむを得ない事由とありますが、本市における裁判員候補者とな

り得る対象者はどれほどな数になるのかお伺いをします。この問題については、行政独

自で制度の理解を普及はできるものなのか。説明には裁判官や弁護士、専門家との連携

が欠かせないと思うわけですけれども、今後の対応を伺います。 

  また、大変大きな制度の導入でございますので、全市的な取り組み、住民の皆さん方

に内容が理解できるような具体的な説明が必要と思います。そのスケジュールについて

お伺いをいたします。 

  次は、残留農薬基準の強化についてお尋ねをします。 

  今月２９日に施行される新たなポジティブリスト制度に対し、生産地では条件整備を

求める声が強くなっています。同制度は、農薬などの使用の管理を厳格にする積極面が



－33－  

あります。ポジティブリスト制とはどういうものでしょうか。ポジティブリスト制とは

農薬や飼料、添加物、動物用医薬品について食品に残留する基準をすべて設定すること

から、積極的という意味でポジティブな制度と言われています。一定基準を超えると販

売が原則禁止となります。今まで国内外に残留基準のあった農薬はそれを採用し、して

いない農薬は０.０１ｐｐｍ、１キログラムの作物中に１０万分の１グラムという一律基

準を設定しました。現行は残留基準はある農薬だけを対象にしているため、基準のない

農薬は事実上野放しになっていました。今回の制度について農水省は、これまでどおり

使用基準さえ守れば残留基準を超えることはない、農薬対策室、としていますが、農薬

飛散による残留農薬検出について、農家が対策を求めていることも農水省は認めている

わけであります。少量多品目の本県、本市の場合では、農薬が隣からかかってきて、そ

れがもとで基準を超える残留農薬が検出されることもあり得るわけであります。問題と

なるのは、異なる作物が近接する場合です。果物には残留基準があるものの、野菜や米

には安全基準づくりが間に合わなかった農薬があります。こうした場合の残留農薬基準

は、一律０.０１ｐｐｍとわずかな痕跡程度といった厳しいものとなっておるわけであり

ます。ポジティブリスト化による残留基準が設定された農薬は、７９９と言われており

ます。すべての使用基準を理解するのは難しくなっています。そこで大きな役割を果た

すのは、都道府県に置かれている農業改良普及員、農協の営農指導員であります。しか

し、農業切り捨て政治と生活関連の公務員削減の行政改革の中、改良普及員はピーク時

の３分の２以下になっています。営農指導員も農協合併と縮小、再編成のもと、毎年全

国的には減り続けています。本県でも果樹と野菜が近接している産地は結構あります。

農業改良普及員は少なくなって、個々の農家まで足を運べなくなっているとの嘆きもあ

ります。こういう現状を踏まえて質問をします。制度への導入による周知と対応に行政

はどのようなかかわりを持っているのかお尋ねをします。 

  農薬の中で、国内外に基準のない場合は、人の健康を損なう恐れがない量として、一

律０.０１ｐｐｍで決まったわけです。これは隣接するほ場から農薬飛散がわずかでも農

産物から基準を超える残留農薬が検出される懸念がある生産者はどのようにこの問題を

受けとめているのかお伺いをしたいものです。 

  地域の生産状況にあわせて共通して使用できる農薬情報を自治体として早急に作成す

べきではないでしょうか、お伺いをします。 

  国民の健康を守るということで規制が強化される、その責任を農家に一方的に押しつ

けている、飛散防止ネットや農薬が飛散しにくい粒剤などに切りかえることで、農家の

コスト増になるという全国的調査も出ておりますが、上昇する費用の助成、こういうこ

とを求めてくる声もあろうかと思います。行政の今後の対応を伺うものです。よろしく

お願いします。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   片岡守春議員の裁判員制度についてお答えをいたします。 
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  まず、裁判員制度の導入の行政の認識ということでございます。２００９年の５月ま

でに導入される制度でございますが、選挙人名簿から選ばれた２０歳以上の市民が裁判

員として裁判官と一緒に刑事訴訟の審理を担当する制度でございます。その事件の内容

でございますが、殺人など重大事件で、原則的には裁判官３人、裁判員が６人、多数決

で有罪、無罪を決め、量刑も判断するということでございます。多数意見に裁判官、裁

判員双方が１名以上含まれてといるということが原則ということになっております。ま

た、審理を迅速化し、裁判員の負担を軽減するため、昨年１１月施行の改正刑事訴訟法

におきまして、審理に２日以上かかる事件ではできる限り連日開廷を行いまして、審理

を行わなければならないと、この規定が新設がされております。さらに裁判員の個人特

定防止のための裁判官と同じ法服、服ですね、服のこういう案とか、検察官によります

容疑者取り調べの様子を録画、録音する捜査の可視化の試行も行われるようでございま

す。ただ、最高裁が行った全国アンケートでは参加をしたくないとする人が６１％に達

しております。それはご質問にもあった件でございます。理由としては、日程調整が大

変とか、あるいは心理的に不安という声が多く上がっております。最高裁刑事局につき

ましては、このアンケート結果を具体的に何が障害になった理由かということがわかっ

たということで、今後の対応がされることと思います。現段階では、まだ仕事を休暇の

扱い、あるいは育児、介護の問題、あるいは経済的保障、心理的不安等、まだ問題がい

ろいろあると考えております。不安解消をする上でも、制度の理解を深めてもらうため

にも、香美市としてこの制度の啓発活動に協力をしていきたいというふうに考えており

ます。 

  次に、２点目の対象者数でございます。これにつきましては、衆議選のですね投票で

きる方ということになります。平成１８年３月２日の香美市選挙人名簿の定時登録の登

録者数で言いますと、２万５,０９４人でございますが、大体この範疇ではなかろうかと

思います。なお、県内で裁判員に選ばれる候補者の予定者につきましては、ちょっと説

明を受けた段階ではですね、１年間に１,０００人に１人の確立ということになります。 

  次に、この制度の普及には裁判官、弁護士、専門家の連携は欠かせないものと考える

ということでございます。平成１７年９月２６日には、高知地裁、高知地検、高知弁護

士会の法曹三者の代表が橋本知事に対しまして、この広報活動などの県との連携を要請

をしております。この中で、質問の中でですね香美市として行政だけでこの制度の普及

はできないかという質問でございますが、やはり、この説明をする中で、法的な部分も

含めてかなり立ち入った中での質問も予想されますので、専門家による説明会、あるい

は講演会が必要であろうというふうに考えております。 

  それから、４点目の全市的な取り組みは今のところ考えているかということでござい

ますが、平成１６年６月１８日に高知地裁の方が来庁しまして、説明を受けました。そ

の後、制度の啓発用ブックレット、パンフレットの備えつけを行っております。これに

つきましては、本庁とか、あるいは出先機関にですねこのチラシを置いて啓発を行って
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おります。また、検察庁からは広報への掲載への協力とか、あるいは市内での各種行事

等でのピーアール依頼も受けております。この各種行事等のピーアール依頼でございま

すが、今年からということになっておりますが、ある一定の人数がそろう会合等がある

場合は、要請があれば出て行って説明するというふうな形だと思います。 

  それから、法務省では広報用のビデオでございます。「裁判員制度、もしもあなたが選

ばれたら」というふうなですねＤＶＤ版のビデオを、広報用のビデオを製作をしておる

ようです。監督は俳優の中村雅俊さんが監督をしております。まず、今後の取り組みで

ございますが、まず職員の研修の方でですね取り組むように提案をしていきたいという

ふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   片岡議員のポジティブリスト制導入についてのお答えを

させていただきます。制度についてどういうものかというご質問もありましたので、お

答えが若干２度目になろうかと思いますが、お答えをいたします。 

  当制度は、国民の健康保護のため厚生労働省の食品衛生法の食品成分規格として設定

されたものです。これにより食品に残留するすべての農薬に残留基準を設け、基準を超

えた食品の流通を原則禁止するものであります。以下、４点ほどのご質問について、ま

ず制度の導入、周知、対応に行政のかかわりでございますが、当制度においては、普及

指導、また営農指導の専門的指導の必要性から、対応については国、高知県、また生産

者団体連携のもと周知対応を行っており、香美市においてはなかなか専門の指導部門も

ありませんので、周知の部門で協力をさせていただいております。 

  ２点目の生産者側の懸念の受けとめ方でございますが、これまでどおり農薬取締法に

基づいて登録農薬の使用、適用農作物、農薬ラベルの使用表示は生産者において一定の

理解のもと、生産履歴等が記帳されていると考えています。直接生産者からは聞いてお

りませんが、農家にとって農薬を選ぶのもそれぞれの工夫が必要ですし、隣家の、隣接

の農家の作物への飛散にも留意することも負担となっていることは間違いはありません。 

  それと、農薬情報を自治体として早急に作成すべきではないかという点でございます

が、これについてもケースがいろいろあります。農薬使用基準を守ってその対象作物に

ついては、残留農薬基準を超えることはありませんが、隣接する農作物への飛散を心得

ることが最も重要であります。農家の使用においては産地の条件により適正があり、今

実験とか研究などの検証中の部分もありまして、専門指導を農業振興センターやＪＡ営

農指導員に相談を願いたいと考えています。全農なんかのサービスなんかで農薬の情報

についても組み合わせなんか、周辺作物の基準値も簡単にチェックできるような窓口も

あります。そこもなかなかパソコンとか、そういうところで開かないかんいう部分もあ

りますので、まずは香美市農家については、専門の指導のできるところへご相談を願い

たいと思います。 
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  それから、４点目の費用の助成、粒剤等に切りかえるコスト増についての費用の助成

でございますが、これについては、現在生産者にとって負担増であることはもう間違い

ありません。指摘の費用負担に係る助成は現在は考えられておりません。なお、これか

らも関係機関との連携の中、国とか高知県の動向を見ながら香美市としても対応してい

きたいと、そのように考えております。今現在、コストのかからないノズルの交換とか、

散布方法の具体的な方法とか、それから暴風ネットの安価な方法とか、農地へ障壁作物

なんか簡単に植えて、飛散がないようなところも検証中でございますので、そういう情

報もこれから発信していきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   昼食のため、１時まで休憩します。 

（午前１１時４８分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   １１番、片岡です。２回目の質問をします。 

  裁判員制度の問題で、課長さんのお答えの中で私が第４に質問をしましたこの全市的

な取り組みということでは、非常に軽く、軽いというか、具体的な点が私は聞き漏らし

たかもしれませんけど、はっきりしなかったので、その点についてもう一度お願いをす

るものです。この制度いうものは、非常に重たい、住民に対し、市民に対して重たいペ

ナルティーが実際かかってくるわけなんです。どんなことかといいますと、守秘義務と

いうことで、守秘義務が設けられたのは、裁判の公正さやその信頼を確保するとともに、

評議で裁判員や裁判官が自由な意見を言えるようにするためですと、評議で述べた意見

や経過が明らかにされると、後で裁判批判されることを恐れて、率直な意見を述べこと

ができなくなる恐れがあります。さらに、評議の秘密を守ることは裁判員の保護、プラ

イバシーの保護や報復、いわゆるお礼参りを防ぐ意味で身体の保護にもつながると考え

られます。このように守秘義務は、裁判員制度を円滑に運用する上で極めて重要なもの

であると。それから、守秘義務には２通りあるということでよね、評議の秘密と、まず

第一に評議の秘密、それから第二として評議以外の裁判員としての職務を行うに際して

知った秘密に分けられるということで、まず第一に評議の秘密には、例えばどのような

経過を経て結論に達したかということ、評議の経過（裁判員や裁判官がどのような意見

を述べたかということ）その意見を支持した意見の数や反対した意見の数、評決の際の

多数決の人数が含まれていると考えられます。第二として評議以外の職務上知り得た秘

密には、例えば記録から知った被害者など、事件関係者のプライバシーに関する事項、

裁判員の名前などが該当します。このような事項は当事者が他人に知られたくないもの

が含まれている可能性が高く、不必要に明らかにされないようにしなければならないこ
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とから守秘義務の対象とされるということで、まず第一によねこの裁判員に対して候補

者になった場合に、理由なくして欠席した場合は１０万円以下の過料がかかってきます。

また、プライバシーその他の秘密を外部に漏らすということをした場合はよね、懲役６

カ月以下、または５０万円以下のというその罰金が課せられるという、重たいペナルテ

ィーがあるわけですけれども、私は、この制度の普及というのは、少なくともこの地方

に住んでる方にとっては、地方自治体が責任を持って普及、理解に努めなければならな

いと思うわけですけれども、私は先ほどの答弁の中で、土佐山田町で何カ所かをやると

か、旧香北町、物部村でも多くの人を集めて説明するとかいうような答弁があるかと思

ってましたけれども、これは制度の普及に県からの指導やマニュアルとかいうものは実

際きてないものかどうか。それから、この制度の理解と普及がなされたというその判断

をよね行政としてはどういう基準で、どういう基準をお持ちか、その点についてこの明

確にご答弁をお願いするものです。 

  それから、農薬の関係ですけれども、過日農政課の方とお話をしましたところ、今ま

でも高知新港の方では検査をされていた、農産物の出荷に際しては検査をしていたけれ

ども、これからはもうどんどんどんどん検査検査と、それから市場でも抜き打ち的な検

査もやられると。検査なくして物が売れないというような形が考えられるのではないか

というようにもお聞きもしたのですけれども、課長さんの見解はこの点、農家への影響

とかそういうことについてはどのようにお考えかお答えをお願いします。 

  それから、もう１点は、今この制度の実施を前に日本水産やニチレイなどの食品企業

は、中国で生産、加工する農作物にこの制度に対応した安全対策を進めて、より安い原

料を調達し、日本への輸出増加をねらっていると言われるわけですけんども、こういう

本市のような園芸作物を農業の主体にしてる地域への輸入の増加ということに対する影

響がどのように出てくるとお考えか、私見でも結構ですので、お答えをお願いするもの

です。 

  ２回目を終わります。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   片岡議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  ４点目の全市的な取り組みについての答弁が軽いということでございますが、基本的

にですね協力の要請ということですので、積極的にそれに基づいて対応というのは非常

に難しいということです。やはりその地方事務につきましては、自治法に定められた行

政事務を行うということでありますので、あくまでも協力要請ということで、それに対

しては十分にお答えはできるかどうかわかりませんが、できる範囲で協力はしていくと

いうことでございます。 

  それから、２点目のですね市民のペナルティー、要はこの裁判員制度へ裁判員として

かかわった方のペナルティー、これについては確かに、この問題がこの制度の一つのポ

イントだと思います。やはり、この守秘義務が課せられておるということで、１点目は
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評議の秘密、２点目がその他ということでございますが、やはりその意見を述べたり、

あるいは記録から知り得た秘密、これについて現実的には、その裁判に被告としてかけ

られた方のですね個人の秘密を知るわけですので、それに対して裁判員が外部に秘密を

漏らすということは、基本的にはあってはならないということで罰則規定が設けられて

おるということです。これは次の質問の理由がない欠席についての罰則規定でも触れら

れておりましたが、やはりかなり重い罰則、５０万円以下、懲役刑も含まれておると。

それから２点目のですね基本的にはどういう場合に欠席といいますか、欠席が認められ

るかということでございますが、これは原則的には裁判員と選任されたからには辞退は

できないと、基本的にはできないということです。特例として７０歳以上の方とかです

ね、あるいは地方公共団体の議会の議員さん、これについては会期中に限る、学生、生

徒、それから病気、けがで出席ができないとか、あるいは父母の葬儀と、こうい理由が

ございますが、かなり厳しい罰則があると。この点がですねやはり通常会社に勤務して

おる方が、確かに仕事を休んでも解雇されないような分につきましては、法律でかちっ

と禁止はされてはおりますが、しかしながら現実問題として、果たしてこれが完全に各

企業に普及できるかというところも一つの問題点だと思います。 

  それから、この啓発についてのマニュアル等について県の方からきておるかというこ

とでございますが、県の方からのですね取り組みについての指導等については私の方へ

はきておりません。それから、今現在動いておるのは、裁判所の方の事務局の方が動い

ておるということでございます。ただし、今年の１２月にですね日本司法支援センター

高知事務所というのが高知に開設をされます。そこがかなり啓発関係に携わっていくん

じゃないろうかというふうに、今のところちょっと私の方では感じております。 

  それから、制度の普及したかどうかの判断をどこでするのかということでございます

が、これにつきましては、ちょっと私の方では判断をしかねます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   片岡議員の２回目のご質問にお答えをさせていただきま

す。 

  検査についての農家の影響でございますが、今現在、園芸連の中で検査体制をとって

おりますが、あくまでも自主検査の状況でございます。販売額とか出荷額等によりまし

て、ロット数、点数を決めて自主検査を行っております。これから一つの品目とかいろ

んなところで食品衛生法に係る部分で検査のケースがふえてくるやもしれません。今、

原則出荷体制の中でこういう点数を安全・安心のもとで示していこうという体制でござ

います。もう１点お聞きした輸入品のこと関しましては、これも食品衛生法に基づく残

留農薬検査、この部分についても製造、加工施設等の立ち入り時には国の方でも定期的

にやっております。輸入食品等の関係につきましては、市場で加工品が出回っておりま

すが、その部分においても輸入時に検査について年間計画を立ててですねやっておるは
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ずでございます。そういう対応のことでこの今回の法見直しも一定の基準のもとにこれ

から一定適正管理ができるという法律と自分は理解しております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   ３回目の質問をします。 

  １点だけお尋ねをしますが、公務員がこの制度によってその対象者ということで裁判

員制度で呼び出しがあった場合の有給扱いはするのかどうか、その１点お願いします。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   ３点目の質問で、公務員がこの裁判員制度の対象になっ

た場合有給扱いするのかということでございます。これにつきましては、可能性はもち

ろんくじで決めていくわけですので、あります。そういう中でですね、職務義務免除と

いう条例もございます。それに照らし合わせて判断をしなければならないと思います。

その項目の中には、裁判所からの要請とかいいますか、呼び出しがあった場合の対応に

ついては設けられておりますが、ただ、市長の権限の中にですね、やはりそういう重要

事項について職務義務免除が認められる事項もございますので、その範疇に入るかどう

かの検討はさせていただきます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ３２番、坂本 節君。 

○３２番（坂本 節君）   ３２番、坂本 節でございます。一般質問を行います。私

は５件の事項について通告してありましたので、順次質問をしますのでよろしくお願い

いたします。 

  まず、第１点として集落の整備についてでございます。 

  集落整備の目的は、その集落に居住する住民が安全に、かつ安心して住める条件の整

備であります。主たるものは交通、通信であります。道路災害発生など緊急事態へ即時

対応できる対策について、現時点で整備が十分でないと思われる地区について整備実現

にどう取り組まれるかについて、地区名を紹介しましてお聞きしたいと思います。 

  まず、岡ノ内部落百尾地区で集落道の延長と、迂回路がないので岡ノ内別府線林道か

ら国道１９５号への連絡道開設でありますが、その迂回路として計画されているコース

は、林道開設当初にコースの変更によって中止となった約６００メートルぐらいの開設

されている道路があります。それを利用して延長開設することが合理的であるとの地元

の意見であります。他の１件延長開設の件でありますが、旧物部村当時、岡ノ内部落か

ら開設要望の陳情書が村議会に提出されて、付託された産建委員会は現地調査の上、地

区民の意見も聴取して審査の結果、採択と決定されていたものであり、この案件は、香

美市が引き継ぎ開設できる方策について取り組むべきと考えますがいかがでありましょ

うか。 

  次に、連絡道の開設について、同じく岡ノ内（部落）中内地区からも岡ノ内別府線林
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道への連絡道を開設の要望があります。この連絡道２線は、当中内、百尾地区だけの迂

回路ではなく、ここより下流の国道が災害を受けた場合には、国道通行の車の迂回路と

なるので、大変重要な路線となります。まずは現地の調査をしてみるべきではないかと

思いますが、いかがでございましょうか。 

  次に、林業振興についてでありますが、林業につきましては一昨日からの同僚議員の

方々の質問にも大変流域の清流保護、森林の災害の件が心配されまして、多くの発言、

質問もありまして、非常に理解の広がっていくことに感謝をしておるところでございま

す。林業は、大別して人工林の手入れ、間伐をするのが森林の整備と、成木を伐採して

用材とする木材生産でありますが、現在最も重要なことは、これが効率的に行えるよう

基盤整備を現在も行っているが、規模を落とさずに継続して進めるべきと思いますが、

それは作業員が現場に森林作業員でありますが、安全に短時間で到着できる林道の開設

であります。林道のない遠く高い林地に通うことは、長時間を要するし、疲れもします。

木材搬出にも林道は必要であるし、開設事業中は雇用の場でもあります。できる限り早

期に全森林域へ林道開設によって森林の手入れ、間伐によって森林の活性化を図り、保

水力を高め、山崩れを防ぎ、それが治山治水、濁流の原因もなくすることになると思い

ますが、そういう観点から現在開設中の林道については早期に完成と、また物部では基

幹林道の２つの工区が、といいますか１本の林道の中の工区でありますが、２つの工区

が完了し、それに次ぐものとして、杉熊舟ケ谷線と市宇程野から別府への２線について、

これはこの森林域の幹線林道的役割の果たせるものであると思いますので、早期に着工

できるよう対策を講じるべきと考えますが、いかがでございましょうか。 

  次に、森林の大敵には風水害もありますが、山火事もあります。林道そのものも防火

線ともなり、消火活動への生命線でもありますが、これに加えて林道の直近に防火用貯

水槽を可能な限り設置することについてお伺いします。 

  次に、林道の災害早期復旧について。昭和３０年から４０年ごろにかけて開設された

林道は空石積みが多くて、現在では中ぶくらみや半崩れ状態でそのままかなりの長期間

放置されているところもありますが、下は畑や山林で人が作業にも入ります。車が落ち

るか、石が落ちるかわからない、まさに農業も命がけというようなところもあります。

というのは事実でありますが、これまではどのように崩れかけても全体が完全に崩落し

なければ補助事業の対象とならないというのが実態でありましたが、これでは何ともな

らないので対応策を講じなければならないと思いますが、いかがでございましょうか。 

  次に、山間農地の保全、災害防止、復旧についてでございますが、物部町は全体が山

間であり、農地も当然傾斜地、急傾斜地が大部分で、石積みの水田、畑であります。そ

の石積みが崩壊寸前でありますが、農作業はその上でも下でも行われているのが実態で

あります。危険性も多分にありまして、これも全体が崩落しなければ補助事業での復旧

工事はできないというのがこれまでの実態であります。規模が大きく、個人では当然復

旧工事ができる程度のことではなく、現在の放置の状態であります。平地では災害でも
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ありませんが、ほ場整備事業など大型事業も実施されて、農地整備もされておりますが、

農地、農業行政の不公平ではないかという声もありますが、このことについて見解と対

応策についてお聞きしたいと思います。決して平地で大規模なほ場整備事業をするのに

異議を申すわけではございませんが、山間農地の立場を理解していただける農業行政を

望まれているところでございます。 

  山間で最もその地域に定着感があるのも農地を所有して農業を営んでいる住民であり

ます。山間で農地を守り、山を守る、まさに治山治水、源流域での一角を担う防人でも

あります。必要な施策を先送りすることは住民、農民の意欲を失することにもなるので

はないかと思いますが、対策についてお聞きしたいと思います。 

  次に、県道関係について。 

  物部町内は３線の県道が通じておりますが、狭隘で対向できる区間はわずかでありま

す。県道は、当然県が維持管理に努めるべきところでありますが、現状では最小限必要

とする規模の改良工事も余り行われてないところもあります。このままでは次第に縮小

されるのではないか、路線によっては近年改良工事は全く施工されていない区間もある

のではないかと思いますが、そこで最も早急に改良工事の実現を要する区間について関

係地区から旧物部村に要望書を提出されていたと思いますが、紹介をしまして旧物部村

が受けた地区の要望を香美市が引き継ぎ、県へ申し、押し上げて地区民の要請にこたえ

ていくべきではないか、そうしたことが合併した香美市の住民に対する責務ではないか

と思いますので、その要請のあった区間について申し上げます。 

  それは、安芸物部線の入口で、高尾から頓定の入口付近で、約６００メートルぐらい

の区間が最も改良工事が必要であると思いますが、埋め立て工法により国道へ直結で施

工すれば距離的には４分の１程度になるのではないかと思いますが、まずは現地の調査

が必要かと思いますが、いかがでございましょうか。 

  次に、通信施設の整備についてでございます。 

  現在の通信関係の状況は、申すまでもなく携帯電話が主体となり、その利用ができな

い地域は全く不便な状態に置かれております。物部町で上韮生地域北部と槙山地域の押

谷地区から東部、岡ノ内までは国道ではところどころで通じますが、岡ノ内以東では国

道筋で携帯電話が利用できるところは全くない状況で、通常でも大変不便で、早急に利

用できるようにならないかと言われるのがべふ峡等に来る観光客、その他林業、土木関

係の仕事をされている方からの要望、また台風とか災害時には電話線とともに電灯線が

故障すれば電話は一切不通となり、アウトであるということでございます。特に、別府

地区からも早期に利用できる、携帯電話が利用できることへの期待が強いところですが、

その携帯電話の中継施設をＮＴＴ関連通信会社のＦＯＭＡが昨年１１月から開始してい

たところでございますが、最も必要な別府地区について既設の無線通信施設があるとい

うことで、携帯電話のエリアの拡大、拡張に支障が生じたのではないかと思いますが、

要はここで別府地区は中止というようなことにならないよう香美市として打つ手がある
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のではないかというように思います。この無線電話の既設の施設というのは、中部森林

管理省の関係ではないかと思います。別府部落の森林管理事務所の室内の一角に定置さ

れているようでございますが、通常、一般の人はなかなか利用しがたい、事故とか何と

か災害があったときにはどうにか利用できるけれども、時間的にも非常に容易に利用で

きる状況でないということで、別府地区からは非常にこの携帯電話の利用ができるエリ

アの拡大の施設を待っておる状況であります。 

そういうことで第１回の質問を終わります。よろしくお願いします。 

ちょっと抜かりました。まだ１カ所、これは市長さんもうご存じじゃと思いますが、

部落道から迂回路について頓定部落からも希望が、申し出がありましたが、これはミニ

集会の場で門市長さんもお聞きになられたと思いますので、十分その地域の意向とい

うのは確認ができておると思いますので、そういうことも踏まえまして、ひとつ期待の

持てるご答弁をお願いをしまして、第１回の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   坂本 節議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  合併後、私自身、今までのご質問にもお答えをずっとしてきましたが、大変実情を把

握していない香北町、物部村を訪問をさせていただきまして、地域の実情を知るととも

に、山間地での厳しい環境の中で生活をされておられる方々とお会いをし、お話をする

機会をいただきました。そのときには、これまでも述べてきましたように、大変厳しい

環境の中で生活をしている皆さん方からは、やはり合併においても、合併をされても、

やはり生活ができる、ここで生活ができる環境を保持してほしいということでありまし

た。そういう意味からも、先ほどこの５点、５点につきましてご質問があったわけであ

りますが、どれも大変大切なことであります。そうしたお話の中で、特に感じたことで

ありますが、やはり長年その地域で住んでおる方にとりましては、周囲がどのように厳

しい環境でありましても、やはりその地が安心して暮らせるベースであれば、やはりそ

の地域その地域でずっと一生住んでいきたいと、そんなことを思うのは当然のことであ

ろうというふうに思います。私自身も自分の家の周囲がそういう地域でありますので、

特に実感をいたしてまいりました。そういうことから、やはり集落整備につきましては、

常に心を砕いてまいらなければならない、そんなふうに感じてまいりました。そして、

森林林業の振興のための林道の促進、またその維持管理、同時に厳しい急峻なところで

農作業をされておられるわけでありまして、山間農地の保全、あるいは県道の改良、そ

して今ではほとんど当たり前になってきました携帯電話等の通信ができる通話網の整備

などなどたくさんのまだ多くの課題が山間地域には山積をいたしておるというふうにも

実感をいたしております｡同時にこうした現況、現状を、やはり把握しながら、地域の皆

様方にもご協力をいただき、そして何はともあれ財政状況がこういう状況でありますの

で、財政の許す範囲内でのできることから推進をしていかなければならないというふう

に考えております。 
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  あと、この具体的な取り組み、施策につきましては、それぞれ支所長なり担当の課の

方でお答えをさせていただきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   物部支所長、萩野泰三君。 

○物部支所長（萩野泰三君）   坂本議員さんの集落整備についてお答えいたします。 

  １点目の岡ノ内部落百尾地区部落道の延長工事についてでございますが、市道百尾線

の延長につきましては、地元より強い要望もありまして、当時現地調査もいたしました。

しかしながら、地形的条件、単価面におきまして開設することが困難ということで、平

成１４年度に単独事業になりまして、乗用モノレールを設置した経緯がございます。 

  １点目の２番目でございますが、岡ノ内別府線林道から国道１９５号線への連絡道、

また２点目の岡ノ内（部落）中内地区から岡ノ内別府線への連絡道開設についてでござ

いますが、両線ともこれ袋道でございまして、岡ノ内別府線につきましては一昨年の台

風災害によりまして、別役地区が一時孤立状態になったこともありますので、迂回路を

兼ねました連絡道の必要性についてはあると思っておりますが、両線とも高低差が１５

０メートル前後あり、地形的にも大変急峻で、大変な事業費を要しますし、今のところ

該当する補助事業もございませんので、早期に開設することは困難かとは思われますが、

今後とも関係担当課とも協議また調査もしていきたいというふうに考えております。な

お、林道岡ノ内別府線は県営工事で現在開設中でございますが、完成すれば国道の迂回

路として、また林道振興にも大きく寄与されるものと思っております。しかし、現在の

進捗率からいきますと、完成までには１０年近くかかるんじゃないかというふうな予想

もしておりますので、この線につきましては終点側の野々内側からも開設する、着工す

ることができる道でございますので、こういうことも視野に入れまして、早期に完成で

きるよう県にも要望していきたいと思っておりますので、またお力添えをお願いしたい

と存じます。 

  ３番目の頓定部落から中谷川拓線への連絡道開設についてでございますが、これにつ

きましては、西頓定部落より中谷川キウネ地区を通りまして、林道の拓線から分岐した

市道拓岡舞線への連絡道のことと存じますが、この様子につきましては、現在幅員が２

メートルから２メートル５０ぐらいの間伐作業道が開通しております。地形的にも緩い

ところでございますので、若干の改良を行えば連絡道として機能を果たすのではないか

というふうに思っております。なお、東頓定部落から、これ市道の頓定線の終点でござ

いますが、市道拓岡舞線への中間あたりへの作業道、これは幅員３メートルございます

が、これにつきましては、現在森林組合で開設中でございまして、１８年度をもって開

通する予定でございますので、この路線につきましても連絡道として利用できるものと

存じます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   坂本 節議員の林業振興策について林道関係のご質問に



－44－  

お答えします。 

  まず最初に、林道事業の概略を簡単に説明しまして、それから説明させていただきま

す。 

  まず、林道事業には県営と補助営、自力とありますが、県営は県が事業主体となって

実施するものです。補助営は国庫補助、県費等をいただき市町村が実施するものです。

自力は市単独でやる林道でございます。市としましては、自力林道については、検討を

する、今のところ余地がございませんので、国庫補助林道事業について簡単に説明させ

ていただきます。 

  国庫補助林道、補助営林道につきましては、補助営林道整備事業と間伐等促進対策緊

急整備事業の２種類がございます。補助営林道整備事業には、森林管理道の開設という

ことになっております。森林管理道の利用区域面積が当市は過疎振興山村等の指定を受

けておりますので、利用区域が３０ヘクタール以上、補助率は国が５０％、県が１５％

で、１８年度県内１０路線のうち、３線、御在所線、押谷線、影仙頭線を香美市が占め

ております。それから、間伐等促進対策緊急整備事業は、補助率は国が５０％、県が１％

で、同じく利用区域は３０ヘクタール以上です。ただし、間伐等早期な緊急の森林整備

効果が求められております。平成１８年度は県内４路線で計画されておりまして、本市

には該当がありません。森林整備の能率の向上を考えますと、作業員の作業現場への到

達時間等は当然林道の全体計画策定の際、資料となり得るものです。特に、地形が急峻

で作業道の開設が困難な地域については、一定の利用区域があれば林道の開設しかない

とも考えます。杉熊舟ケ谷線は、べふ峡温泉から下、約１キロぐらい下ったところに流

れ込んでおります杉熊川沿いに国有林道杉熊林道がありますが、その奥から広域間林道

河口落合線の４工区にあります舟ケ谷地区までの林道だと推測いたしております。また、

市宇程野・別府間の林道につきましては、市宇宮ノ瀬地区から入りまして、程野という

集落から別府地区にかけての物部川の北岸を区域とした林道だと考えております。杉熊

舟ケ谷線は、河口落合線の４工区から分岐していくわけでございまして、幹線というよ

りもどちらかというと河口落合線の支線的役割を担うのではないかというふうに考えて

おります。それから、市宇程野から別府間の林道につきましては、昨年度物部村議会で

も検討されまして、継続審議になった路線であります。市宇程野・別府間の林道につき

ましては、県営林道の岡ノ内別府線の計画当時、物部町の岡ノ内から別府までの林道の

開設の計画でありましたが、市宇程野地区に林構林道程野線の開設に伴い、程野から別

府までの区間が立ち消えになった区間であります。周辺の利用区域面積等を考えますと、

相当数の利用区域を抱え、重要な路線であり、幹線的役割を持っております。林業基盤

整備の根幹であります林道の開設につきましては、市としましては、今後旧３町村全体

の林道も整備計画を策定した上で検討していきたいと考えております。 

  次に、山林火災防止のための貯水槽の設置についてでございます。これにつきまして、

調査の結果、山林火災消火用に設置しております貯水槽、もしくは防火水槽ですが、香
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美市には１カ所でございます。場所は広域間林道河口落合線の３工区、物部町岡ノ内ｺﾀﾞ

ﾆ地区に現場落ちの４０トン級の防火水槽を１基設置をしております。これは、平成５年

の別役山大規模山林火災の後、広域間林道河口落合線が防火林道の認定を受けまして、

補助事業で設置したものであります。 

  ここで簡単に防火林道の説明をさせていただきます。防火林道整備事業は林野火災の

消火活動を円滑に実施し、林道の有する防火機能をより高度に発揮させることを目的と

して、防火林道の開設とあわせ防火及び消火活動に必要な林道附帯施設を整備する事業

ということになっております。林道附帯施設とは、防火水槽、貯水池、これは１基当た

り４０立方を標準としております。消防利水については可能な限り谷川等の自然水を利

用するものとする。取りつけ道の整備もできます。また、ヘリポートの設置及びヘリポ

ートと消化機材等の保管庫、林道等との間の取りつけ道、ヘリポートの廃止施設等の附

帯施設を整備できるようになっております。 

  次に、防火樹帯の整備として、尾根筋等の防火効果の高い箇所において行い林道の束

帯としての防火樹帯の整備をし、その幅は１２メートルを標準とする。また標識等の設

置も事業でできるようになっております。山林火災の消火活動に防火水槽、貯水槽の設

置ということでございますけれども、林政課としましては、林道開設事業では補助対象

となりませんので、設置の方は難しいと考えております。 

  次に、林道災害での崩落前の早期復旧工事の実施についてですが、崩落前の予防工事

ということでございます。林道の災害には法面崩壊が多く見られますが、崩落前の早期

復旧工事といいますのは予防工事となりまして、災害等の補助対象とはなりません。ま

た、空石積みのふくらみ等も小規模であれば災害対象とならない場合もございます。そ

の林道に迂回路がなく、また奥に人家がある等主要生活道等の役割を持つ場合には、市

の財政的な検討を加えた上で単独事業で乗り切る等を行っていきたいと思います。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   坂本議員の農地保全と災害復旧についてのお答えをさせ

ていただきます。 

  香美市におきしましても、各地域に山間農地もございます。いろいろな面で地形的な

格差があることは理解をしております。農地保全につきましては、原則農家の耕作力に

よる負担が大半であります。ご指摘の崩壊寸前の農地については、崩壊しなければ予防

工事はありません。災害復旧ということに関しましては、今までも、旧土佐山田町にお

きましては採択基準外という中でも有利起債、災害起債を充当しまして一定の負担率の

もとで対応しておりました。これも新香美市におきましても、農作経営の継続ができる

ように努めていくという中で提案をしてまいります。規模が大きな耕作継続のできない

土地が放置されているという件につきましては、今お聞きしますと、事後要件になろう

かと思いますが、もちろん災害対応が適用になろうと考えております。 

  それと、今現在中山間地域直接支払制度という制度の中で、やっぱり災害対応等にな
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らない小災害というか、ちょっとした農地の利用できない部分については、農地保全と

いう観点の中でこの事業を継続することによって、何とか利用していっていただきたい

という思いがございます。また、個人受益では対象となっておりませんが、活性化の共

同取り組み、それから維持管理事業も、これも負担金事業でございますが、必要と提案

していくような形はとっておりますので、その点もお答えさせていただきます。不公平

という言葉にはなかなかお答えもしづらいですが、今までもその地域の特色の中でいろ

んな支援事業も継続されてきたと思います。地域性によってその事業効果とか、また、

自然環境の保全とか、活用計画なども考えながら、今まで進めてこられたと思いますの

で、その観点もこれからも忘れずに対応していきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   坂本 節議員の県道の改良につきましてお答えを申

し上げます。 

  当初、千頭洋一議員さんにもお答えしましたように、県は路線ごとの全体的な計画と

いうのは、改良計画というのはございません。市町村からの要望によりまして短期の計

画で対応しているということでございます。具体的な箇所がございましたら、個々に県

へ要望してまいりたいと思っております。今回、安芸物部線の入口付近６００メートル

ということですので、支所とも連携をとりまして、県道改良箇所の一つとして要望して

いきたいというふうに思います。なお、本路線につきましては、災害の防災の観点から

平成１７年度にも落石危険箇所の対策工事を実施しておりまして、平成１８年度にも予

定をされておるというふうにお聞きをしております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   坂本 節議員の通信網の整備についてお答えいたします。 

  携帯電話が利用できないエリアは、ご質問のありました旧物部村に限らず、本市の山

間部全域に多く存在をしておりますけれども、民間事業者がどの程度自社の通話エリア

を拡大するかは、それぞれの事業者によって規模も範囲も異なっております。しかしな

がら、携帯電話が普及し、防災面など住民生活の上でも欠かせないものとなっておりま

す今日、本市といたしましては、事業者が対応していないエリアにある集落については、

防災行政上通信回線の確保をするという観点から、衛星携帯電話など、これらの設置場

所、あるいはその維持経費負担等の課題もございますけれども、こういったことを勘案

しながら整備を図る必要があると考えます。この点は、直接かかわります防災対策課と

財政状況とも踏まえて協議、調整、検討行う必要があろうと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ３２番、坂本 節君。 

○３２番（坂本 節君）   ２回目の質問を行います。 
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  市長さんから大変、何と言いますか、地域住民の気持ちをくんでいただいた非常に心

の温まるご答弁であったと思います。全体的に、ただいまご答弁はいただきましたが、

現在こうしてやらなければならない事業が残っているということは、多少その困難性が

あって残っておるということもありますし、できるものでも一度にその経費の協力とい

うのもできないために、できてないということもありますし、ここは行政機関の職員の

立場というか、だけではなかなか困難なものがあろうと思います。そういう点で、ひと

つ政治的な立場で市長さんにかなり思い切った施策を講じ、香美市が単独でできるもの

では当然ないわけでございますので、県・国の方へ働きかけてやっていただける工夫を

ぜひともお願いしたいと思います。まとめた質問であり、要望と思えるような発言であ

りますけれども、そういうことをぜひお願いをしたいと思います。 

  それで、林道などの災害で即もう災害に至るまでその手がつけれんという、これは現

に私の集落であったわけですけれども、そこは４メートルぐらいの高さの石積みで、中

が膨らみ、電柱の支線が通ってて、その支線に支えられて崩落を一時しのいだというこ

とがあったわけですが、その下はゆず園で、その農家は作業にも入らないかんと。いつ

崩れるか、通行する車が落ちてくるかわからんという状況があったわけです。それでも

災害という診断ができなくて、落ちるまではと、完全に崩れるまではできないというこ

とで、とうとう崩れてしまってから、今年の２月ごろに復旧工事はできたんですが、そ

ういうところがまだあるわけです。いつ崩れるか、鉄板も敷いたりとか、いろんなこと

でしのいでおりますが、重量車は当然通行もできない状態でありますのが、これが現在

の法制度のもとで復旧工事をするのが認められないということで、いつまでも放置して

よいものかどうか、それはできる工夫をしていただかにゃいかんと思います。それが政

治の、行政より政治の判断の役割じゃないかというように思いますので、そういう点で

ひとつ市長さんのこれからの手腕をひとつ期待したいところであります。 

  これは、農道にしても同じわけです。農道にももう擁壁が外に大分倒れかけまして、

ガードレールの基礎も半分もげまして、それでもまだ災害にならんということで、その

下でもやはり農業を営む人は作業をせないかん。いつ割れた半分が落ちてくるかわから

んけれども、個人の力でそれを処理することができない。自然に落ちてくるのを待ちな

がら、落ちてきたものを処理するということで、そういう場所もまだあります。これも

職員の方で確認をしておることであろうとは思いますが、それでもなかなか復旧という

のはできない。これが今のその地方行政の、何と言いますか、矛盾というか欠陥といい

ますか、やらにゃいかんことができない。その一方でやらないでもおけることもやっぱ

りやっておるわけですが、それが必要でないわけじゃないわけですけれども、そうした

ものができる不安なく安心して作業ができる、農業が営める周辺の関係範囲のこうした

ものを復旧していくということを、これは現在の職員の方に言っても無理じゃと思いま

す。これはやはり市長さんの政治力といいますか、判断で、県なり国に突き上げていっ

て、やってもらうしかないのではないかと思います。 
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  それと、通信網の整備ですが、課長さんからご答弁をいただきましたが、これは別府

地区の場合は、やはり先ほども申しましたが無線通信施設があるように、これは国費で

やっておられると思いますが、現在物部町内でやられておる無線、ＦＯＭＡにしても、

これは当初敬遠されまして、会社の費用でやるには採算がとれんということで放置され

ていたんじゃないかと思いますが、計画はあると言うけれども、実施の計画になってな

いということであったのが、昨年から着手したわけですが、それには物部村長の方から

総務省の方に陳情もされたと思いますが、それでそうした条件の悪いところへある程度

の国費を投じて通信施設をつくるという事業があったのではないかと思います。そうい

うことで、一足早く安田町ですか、それとその前に徳島県の東祖谷山村はあの条件の悪

いところでほとんど必要とするところでは、どこでも携帯電話の利用ができるというの

を聞いたのが３年ぐらい前ですので、取り組みいかんによっては方法はあるということ

であろうかと思いますので、そういうことで早期に不便をきたしておる地区の、ひとつ

便利に利用できるような体制をひとつぜひともつくっていただきたいと思います。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   坂本 節議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  相対的な事業を含め、いわゆる政治的な判断を要することが多いというお話の中で、

やはりリーダーシップをとってトップの決断をする場面があるという当然のことであり

ますし、私も日々この首長にならせていただきまして、毎日がその決断イコール住民の

皆さん方に対するさまざまな責任、その思いをしながら過ごしております。しかしなが

ら、この限られた財政の中であります。いかに継続的に、持続的にこの香美市を発展さ

すのかという将来的なことも考えて、やはりそこにはそうした体制、対応がなければな

らないというふうに思っております。ときには、政治的な決断もしなければならないこ

とがあろうかと思います。しかし、それぞれやはり政治的手法というものは、それぞれ

の人間の持ち味であります。私は、今までこの政治的判断をする場合でも、一定そのプ

ロセスを大事にしてやってまいりました。そのプロセスはやはり職員が一生懸命さまざ

まな過程を踏んで、そして、それをやはり市長に上げてくる。その過程をきちっと大事

にして、そしてやることが私は、私の大事な部分ではないかと、そんなふうに思ってお

ります。トップダウンも大変大事でありますが、トップダウンも行き過ぎると、やはり

職員のいわゆる、何と言いましょうか、思い、そんなものも上がってこなくなるだろう

し、通じなくなるのではないか、そういうことも職員の思い、そうしたものも大事にし

ながら、総合的に判断をしていくことを私は大事にしていきたいと、そんなに思ってお

りますので、どうか今後ともご指導をお願いをしたいというふうに思います。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   坂本 節議員の再質問についてお答えをいたします。 

  通信網の整備につきましては、聞き及んでいるところでは、本市にはその移動体通信
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の鉄塔が香北町永瀬に１基ございます。これも含めまして分科会の中での協議であった

というふうに聞いておりますけれども、利用世帯あるいは利用者が相当さる場合は、費

用対効果についてもしんしゃくをしながら検討していかないかんこともありますけれど

も、この分科会の課程においても、特にそうしたまとまった要望があるとは聞いてはい

ないという報告も受けております。また、一方で特に日常的な部分は別にしましても、

防災の観点から見ました場合には、こういったその通信網の通信回線については確保す

る必要がございますので、みずから努力することもさることながら、市長会等を通じて

防災はやっぱり国策で対応していただかないかんものもありますので、そういった手法

も講じながら対応してまいりたいというふうに思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   坂本議員の２回目のご質問にお答えたします。 

  林道の災害関係で、なかなか実施が遅かったというご質問でございます。多分、私が

推測しますに林道宇筒舞線の工事ではなかったろうかと思います。ご承知のように、昨

年度台風１４号で旧物部村は数十カ所の災害を受けておりまして、小規模のものについ

ては若干おくれ、また宇筒舞線のご指摘の工事につきましては、単独工事であったと思

います。災害の補助をもらう査定を受けるような手段がとれなかったというところでご

ざいます。余りにも事業量が多過ぎたということでございます。また、鉄板を敷いてい

るところがあるとかいうご質問ですが、これも林道宇筒舞線であろうと思います。この

件につきましては、４月に中央林業事務所の班長と担当の方に来ていただきまして見て

もらっておりまして、１カ所は空石積みのところが膨れてくるっております。石と石の

間が相当のすき間が出ておりますので、これは災害復旧工事に、早期に災害復旧工事を

行いたいと考えております。もう１カ所は、路側側が欠落して鉄板を敷いておるところ

だと思いますが、これについても林道の改良工事等を検討し、もう県の方には打診をし

て、県の本課までいっております。今後そういったことで検討したいと思います。また、

なるべく早目に災害復旧工事として査定を受けれるような体制をとっていきたいと思い

ます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   すいません、先ほどの答弁に係りまして補足といいます

か、ちょっと確認をさせていただきたいのもございますけれども、ＦＯＭＡの鉄塔が事

業者によって、たしか建てられておるやに、今お聞きをいたしましたけれども、今年の

３月現在のＮＴＴドコモが出しております資料によりますと、平成１８年９月までに予

定をしております拡大されるエリアの中には入っておりませんので、その後の状況が変

化したのかどうかわかりませんけれども、私どもの資料ではそういう状況を承知してお

りませんので、なお、補足として確認をさせていただきます。 

  以上です。 
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○議長（西村成君）   ３２番、坂本 節君。 

○３２番（坂本 節君）   ちょっと質問が舌足らずであったかもしれませんので、ち

ょっと一言伝えておきます。ただいま、企画課長さんの話ではＦＯＭＡでは計画に入っ

てないということですけども、それは現実にはもう中継塔は設置するということで、大

栃の上に用地の確保もしまして進めております。それで、それから上流域にも中継、小

型の中継塔設置するということで用地の相談もしましてですね、地主さんの承諾も受け

ておりますが、ただ、別府へ行ったときに、後からこれは恐らく総務省の方から単独で

通信会社だけで費用を投じてやるには、どうも経営的に成り立つところでないというこ

とで、国費の要請をしたのであろうと思いますが、そういうことで、用地の相談もして、

一番奥の集落の別府地区も用地の確保をしております。ですが、その後どうもそれが当

初の計画どおり進みにくうなったということをＮＴＴの高知の担当の方から、４～５日

前に私聞きましたので、それがやはりどうも同じ国費でやるということになれば重複す

るということで、どうも早速にいかんということになりつつあるのではないかという気

がしますので、そうなると、これは別府地区は本当に災害のときなど通信関係はまず途

絶えてしまうということにもなりかねんということで、これは別府の区長さんからの話

で、私がお聞きをしておるところですので、そのようにひとつ理解をいただいて、今後

の対応策をひとつお考えいただきたいと思います。 

  それから、私が先ほどちょっと農地のことで質問が抜けましたが、この農地というの

は水田で、全面的に放棄しておるのではなく、石垣の付近だけがずっと放棄されている

と。もう水が、稲作をしておりますけれども、水がかからないと。ただ、ちょっと情報

を取ったところによると、水のかからない水田は一応災害と認めて復旧工事をした例も

あるという情報も入ってはきております。それがどこかということについては、まだこ

のところでは申しませんけれども、それはあるということで、畑の場合は対象にならな

いけれども、水田の場合は水がたまらんと、これはその価値がないということで、一応

災害と認められるということで復旧工事をしたと。それもかなりもう災害が崩れるのが

もう目前という形であろうと思いますが、そういうことで、少なくとも４分の１から５

分の１ぐらいを放棄しておるわけで、全面放棄ではないので、そういうことでできれば

何とか対応策というのがないかということでお聞きをしたわけでありますので、そうい

うことでご理解をいただきたいと思います。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   坂本議員の再度のご質問にお答えをさせていただきます。 

  農地の石積みの胴ぶくれ、腹ぶくれのことだと思います。本来、農業施設の畦畔につ

いては、死に体という形でですね機能がない場合には災害の提案で採択となる可能性も

あります。今ご指摘の現地の状況が、今お話だけでは十分わかりませんので、またその

現地も見せていただくような機会をとりたいと思っております。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   坂本さん、ええですかね？ 
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  ７番、山崎晃子君。 

○７番（山崎晃子君）   ７番、山崎晃子です。私は、暮らしと福祉を守る会の一員と

して通告に従い質問させていただきます。 

  初めに、高齢者や障害者の福祉についてお伺いいたします。 

  私は、これまで介護、福祉の仕事に携わってきましたが、福祉の施策はここ数年で大

きく変化してきており、私たちの思いとは反対に福祉や医療の後退を感じずにはいられ

ません。特に、介護保険制度の導入は、戦後の福祉を支えてきた措置制度を解体し、国

の責任が放棄され、市町村を保険者とする新保険制度として実施されました。つまり、

サービスをよくすれば保険料にはね返る仕組みに福祉の土台が変えられたのです。また、

障害者福祉も措置制度から支援制度となり、さらに障害者自立支援法へと移行し、障害

者が人間として当たり前の生活をするために必要な支援を益とみなして負担を課すとい

う障害者の生活実感から大きくずれたものになっています。これは憲法第２５条や国際

障害者年の理念でもある障害者の人権保障、自立と社会参加の実現から後退するもので

す。 

  そこでお伺いいたします。市長はこのような福祉の現状について、また今後福祉のあ

り方についてどのような認識をお持ちなのかをお聞かせいただきたいと思います。 

そして、次の点についても市長の見解をお聞きいたします。国は構造改革の名のもと

で財政負担の削減を推し進めていますが、真っ先に福祉施策が切り捨てられるのではな

いかとの不安が大きくなる中で、自治体の果たす責任はますます大きくなってきていま

す。市町村の取り組み方次第で地域間格差はさらに広がり、私たちの暮らしは大きく違

ってきます。高齢になっても、障害があっても住みなれた地域で安心して暮らしたい、

この思いはだれもが共通した願いであると思います。住民の声を大切にし、そんな普通

の生活ができるよう、住んでいてよかったまちづくりが期待されるところです。香美市

の場合、急峻な山間地域があり、日常生活圏域は一つの考えにそぐわない面もあり、そ

れぞれの地域での拠点づくりが必要と考えますが、この点についてはどのようにお考え

でしょうか。 

次に、障害者自立支援法について幾つかの問題点をお聞きいたします。 

障害者福祉を大きく変える法律である障害者自立支援法は、昨年１０月３１日に成立

し、今年４月から順次施行されることになりました。政府は、障害者の地域生活と就労

を進め、自立を支援するとしてこの法律を提案しました。しかし、障害者とその家族に

大幅な負担増を強い、障害が重く制度の利用の多い人ほど負担が多くなるという応益負

担の導入に対し、障害者団体などから自立支援どころか自立を妨げ、生きる権利を奪う

と強い反対の声が上がりました。その声は全国各地に広がり、その結果、廃案となりま

した。しかし、政府は特別国会に再提出し、強行に可決してしまいました。その成立を

受けて４月から施行された障害者自立支援法の特徴は、利用者負担を応能負担から応益

負担にする。障害種別の利用額の制限緩和、通所施設などの設置主体の規制緩和、施策
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の提供主体を市町村単位にする。利用できる事業、給付金額、利用の量を決める６段階

の障害程度区分の導入、障害者福祉事業の再編、利用計画を作成する相談支援事業者制

度の導入などとなっています。 

まず１点目に、応益負担についてですが、支援制度では応能負担であったため、費用

を払っていたのは、ホームヘルプサービスの場合、利用者の５％程度で、残りの９５％

の人は無料で済んでいました。それが、障害者自立支援法では応益負担となったため、

生活保護世帯以外の人はすべて１割負担とされ、一挙に１万５,０００円から４万円以上

の負担増となりました。もともと、応益負担は障害者福祉とは相容れない負担方式です。

障害が重く、多くのサービスを必要とする人ほど負担が重くなり、お金がなければ支援

が受けられない事態となります。これは障害者自立支援法の第１条にはその目的として、

障害者が自立した日常生活、または社会生活を営むことができるよう支援を行うとあり

ますが、これからも逸脱するものです。支援の幅は広がっても、応益負担制度の導入に

より、利用料が支払えないために、実際には必要な支援を受けることができなくなる人

が増加することが考えられます。 

そこでお伺いいたします。先ほども申し上げましたとおり、応益負担を導入したこと

により、利用者負担の増加は深刻な問題となっています。利用料が支払えないため、必

要なサービスが受けられないなどのケースも現実に発生しています。また、利用料が支

払えないために、施設からの退所を余儀なくされた人や、通所を断念したという人の話

を聞いております。しかし、その方々は自宅で自立した生活ができているわけではあり

ません。利用料の負担増のために仕方なく自宅に帰ったというのが現実なのです。いわ

ば、障害者自立支援法で応益負担とされたことの被害者とも言える方々です。この点に

ついて見解をお聞かせ願いたいと思います。また、香美市として把握している負担増の

影響と今後の対応策などもあわせてお聞かせいただきたいと思います。 

２点目は、食費等の実費徴収についてお聞きいたします。これまでは、身体・知的障

害者施設での食費、光熱費や水道料については利用者の自己負担はありませんでした。

今回、地域で生活している障害者との均衡を図ることを理由に、施設での食費として食

材料に加え調理員の人件費まで含めて、全額自己負担とされました。また、入所施設の

日用品費や、光熱費、水道料などもすべて自己負担となりました。さきにも申し上げま

したように、利用者が利用料の応益負担で大きな負担増を強いられています。さらに、

それに加えての新たな負担の増加であり、利用者をますます圧迫するものとなっていま

す。このことについて見解を求めます。 

３点目に、自立支援医療に関してですが、公費負担医療のうち、育成医療、更生医療、

精神通院医療の３つの制度が自立支援医療へと変わりました。公費負担医療制度は、そ

れぞれの目的から独自の役割を果たしてきましたが、制度を一つにすることで国の負担

を減らす目的があります。これまで、育成医療や更生医療は所得に応じた応能負担で、

精神通院医療では５％負担でしたが、すべて原則１割の応益負担になりました。自己負
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担の仕組みが大きく変わることによって、大幅な負担増とともに、心臓手術や人工透析

など高額の医療費がかかる疾患ほど給付範囲が大幅に縮小されることになります。負担

額が大幅にふえたことから、受診の中断や延期により障害の重度化を招く事態が危惧さ

れますが、このことについてはどのような認識をお持ちなのかお聞かせ願いたいと思い

ます。 

４点目は、利用者負担の軽減措置についてお伺いします。軽減措置として、自己負担

上限設定があります。福祉サービスの利用者負担は原則１割ですが、所得に応じて月額

上限額が設定されます。その額は、生活保護世帯はゼロ円、低所得１は１万５,０００円、

低所得２は２万４,６００円、一般は３万７,２００円となっています。しかし、低所得

１の場合、障害年金２級の月額６万６,０００円に相当する収入のうち１万５,０００円

を負担しなければならず、収入の２割を利用料として支払わなければならない状態は、

到底配慮などとは言えるものではありません。所得を判断する世帯の範囲は、原則とし

て利用者本人の属する同一生計世帯とされます。支援制度では、本人、扶養義務者の収

入が対象でした。家族収入を合算するこうした方式は、利用者中心という流れにも逆行

するものです。異なる給付サービスを利用した場合、合算して負担上限が適用されると

いう負担額の上限管理がありますが、対象となるのは介護給付と訓練給付の組み合わせ

だけに限られています。自立支援医療、舗装具、地域生活支援事業はそれぞれ別途に上

限管理されます。したがって、各制度をあわせて利用する場合は、それぞれの上限額ま

で自己負担が求められるので、多額の負担が必要となります。 

そこで質問ですが、利用者負担の軽減措置は状況に合わせて幾つかありますが、これ

らの措置の手続きはすべて申請主義となっていますので、利用者が軽減策を知らずに申

請していない場合などは軽減措置を受けられないことになります。行政の説明が不十分

なためにまだ申請できてない事態が起きていると聞いていますが、相談会の開催など周

知徹底を図ることが重要なのではないでしょうか。この点について、香美市の場合は対

象者への申請手続き方法などの説明、周知は十分に行われているのかお伺いいたします。 

５点目として、就労支援についてお伺いいたします。訓練等給付では、施設系として

自立訓練、就労移行支援、就労継続支援があります。また居宅系としては共同生活援助、

いわゆるグループホームがあります。障害者自立支援法の大きな目玉として、訓練等給

付による就労支援の強化が挙げられていますが、これは大きな問題を起こす危険性をは

らんでいます。就労支援は、具体的にはまず一般就労や就労移行支援事業に挑戦してみ

て、難しいと判断されれば、それ以外の働く場を利用することになるという仕組みです。

就労支援は重要な課題ですが、何が何でも一般就労というのでは、多くの重い障害のあ

る人たちは立つ瀬がありません。そもそも多くの場合、地域に受け皿となる事業所がな

いのが現実です。また、共同作業所などの事業所における工賃のアップも目指されてい

ますが、そのために仕事の確保についての具体的な手だてはとられていません。これら

のことについての見解と香美市としての状況をお聞きしますとともに、その対応策もあ
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わせてお聞かせいただきたいと思います。 

６点目に、障害程度区分判定についてお聞きいたします。介護給付の障害程度区分判

定は、訪問調査の聞き取り調査に基づくコンピューターによる１次判定と、市町村審査

会の２次判定によって決定されます。訓練等給付は１次判定結果で障害程度が確定しま

す。認定調査は身体障害、知的障害、精神障害の３障害について共通の調査事項に基づ

いて行われます。調査項目は１０６項目にのぼり、このうち７９項目は介護保険の要介

護認定調査の項目と共通で、２７項目が障害者独自の調査項目となっております。しか

し、自閉症及び器物を破壊したり、他人を傷つけたり、著しい強度行動障害がある場合

などでは判定区分に疑問を感じると現場からの声を耳にします。本人の実態が正しく反

映されるような調査が求められます。また、介護給付では、ここで判定された障害程度

区分に応じてサービス利用に制約が加えられるほか、事業者に支払われる報酬単価が障

害程度ごとに決定されます。訓練等給付では、区分ごとの報酬単価の決定とともに、サ

ービス利用の優先順位などを判断する材料とされます。しかし、本来障害程度区分の等

級によってサービス利用を制限するようなことはあってはならないことです。なれ親し

んだ現在の施設が利用できなくなる。必要な量のホームヘルプサービスが利用できなく

なるといったことが起きる可能性があるため、個々の支給決定が必要度に応じたもので

あるかどうかの検証が必要だと考えます。障害者の実態と支援ニーズを十分に反映した

判定を行い、支給を決定するべきと考えますが、これらの点についてどのような認識を

持って対応されるのか、香美市の現状もあわせてお聞かせいただきたいと思います。 

最後に、障害者の生活を支える福祉サービスや事業についてですが、これまでの支援

制度では施設支援事業と居宅介護事業の２体系でしたが、自立支援法では介護給付事業、

訓練等給付事業、地域生活支援事業の３体系に再編されました。自立支援法では、これ

まで別々だった知的障害、身体障害、精神障害の３障害を一元化して支援策が行われ、

約６０～７０種類あった事業、施設が３体系、約２０種類に簡素化されました。地域生

活支援事業は今年１０月から位置づけられることになっていますが、地域の特性や利用

者の状況に応じて柔軟に実施することにより、効率的、効果的に事業実施が可能な事業、

地方分権の観点から地方が自主的に取り組む事業、生活ニーズに応じて個別給付と組み

合わせて利用することも想定される事業、障害者保健福祉サービスに関する普及啓発等

の事業について市町村はその実施の権限を大幅に委譲するものとされています。市町村

が実施主体となる事業が大きく広がり、地方自治の観点からも地方の自主性が求められ

ることになります。具体的には、相談支援、移動支援、コミュニケーション支援、日常

生活用具給付事業、地域活動支援センター事業が必須事業となる方向が示されています。 

以上のことに関してお伺いいたします。 

昨年１２月の主管課長会議で示された案では、必須事業以外に新設制度も挙げられて

おり、かなり多面的に事業を展開することが求められています。しかし、これらの事業

を展開するには相当額の財源が必要になってきます。市町村が行う事業の負担割合は、
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国が２分の１、都道府県が４分の１、市町村が４分の１となっていますが、地域生活支

援事業は裁量的経費であるため、財源の不安定さは否めません。個別給付予算の４,１３

０億円に対して、地域生活支援事業は半期で２００億円程度しか計上されていません。

また、統合補助金となって市町村に委託されるため、市町村においては一般財源に繰り

入れることになり、障害のある人の支援に活用される保証はなくなってしまいます。さ

らに、今後市町村格差がますます広がることも懸念され、そうなれば障害者自立支援法

の当初の目的とも矛盾することになります。このことについてどのように考えておられ

るのかお聞かせいただきたいと思います。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   暫時１０分間休憩いたします。 

（午後２時３２分 休憩） 

（午後２時４５分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   山崎晃子議員のご質問にお答えをします。 

  大変不勉強でございまして、この点について十分なお答えが、私自身できるかどうか、

本当に申しわけなく思います。高齢者、障害者福祉について私の思い、考え方だけ述べ

させていただき、あとはそれぞれ担当の方で現実問題についてお答えをさせていただき

ます。 

  特に、高齢者福祉、また介護保険制度の改正、あるいは障害者自立支援法の設立、そ

うしたいろいろめまぐるしく今保険制度が大きく変わってきておるわけであります。そ

うした根底には何があるのかということを思ったときに、やはり少子高齢化の中で、こ

れから先そうした制度をより守り、また同時に医療費の軽減等を図っていく、そうした

ことを国の中で考え、そして介護の介護保険制度の変更の中では介護予防に力点を置い

た、やはり包括支援センターによるところの運営というものを打ち出しているというふ

うに理解をいたしております。確かに、そうした国の制度等の変更の中で大きくそれぞ

れの対象者の方々、いろいろと変更になる部分があるわけでありますが、これも大きく、

先ほど山崎議員が言われましたように、国としての行き方の中で、将来のやはりこの少

子高齢化の時代を見据えた中での制度改革であろうし、また介護保険制度のさまざまな

方向を決めておるのではないかというふうに思っております。福祉が後退をしていると

いう現実につきましては、やはりそういう思いはいたすものの１人でありますけれども、

先ほど言いましたように、将来的な部分をかんがみた場合には、やはりこのようなこと

もあり得るのかなというふうに思う次第であります。答えになったかならんかわかりま

せんが、お許しをいただいて、あとは担当課の方でご説明をさせていただきます。 

○議長（西村成君）   保険課長、岡本明弘君。 
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○保険課長（岡本明弘君）   山崎議員の高齢者、障害者福祉についてのご質問にお答

えします。私の方からは介護保険事業に関してご質問にお答えします。 

  まず１点目の福祉のあり方についてですが、介護保険制度の導入などで利用する本人

が負担金の支払いをすることはやむを得ないことだとは思います。また、これら新たな

制度の設置は、家族の負担の軽減にもなっていると考えています。しかし、収入が年金

しかない者などにとって、生活費を削減しなければならなくなるし、本人にとって負担

金が高いとか、年金額を上回るような状況があり、制度を利用しづらい、利用できない

という現実もあり、福祉が後退していると言われていることも承知しています。 

  ２点目の、介護保険計画における日常生活圏域のことについてお答えします。こうほ

く３町村合併協議会の新市将来構想の中では、３町村の速やかな一体化を促進する計画、

つまり住民が一体となるための計画になっています。また、山間部では高齢者を支える

人材が不足しており、圏域を分けるより、市として一体となって市内から山間部までの

全域の人材確保ができるようにするためにも、市全体を生活圏域と設定しました。 

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   山崎議員のご質問にお答えをしたいと思います。 

  大きなテーマの高齢者・障害者福祉についてという中身の中に、障害者自立支援法に

関しまして必要な支援を益とみなして負担を課すことについて福祉のあり方を問うと、

こういうことがございますけれども、その大きな後のテーマの障害者自立支援法の中に

詳しくお尋ねでございますので、そちらの方を中心にしてお答えをさせていただきます。

特に、その障害者自立支援法について１番の応益負担に伴うサービスの受けられないこ

とに関する見解と対応と。また２番に施設における新たな費用負担について、このこと

に関する見解と対応と。そして３番目に自立支援医療の原則１割負担に伴う受診中断等

についての見解と対応という、つまり新たな負担が生じたことに対してのお尋ねであり

ますので、このあたりにつきましては、ひとつまとめてお答えをしたいと思います。 

  障害者福祉に限りませず、他の福祉制度につきましては、応益応能負担、これが原則

になっております。障害者自立支援法につきましても、将来他の福祉制度と統合、調整

をしていくというふうな展望がございますから、そうした点が大変色濃く出た制度と現

在なっております。この５月１日でございましたけれども、市内、また香南市の方の障

害者福祉施設、作業所の皆さん、そして専門のお医者様、それから県の福祉保健所の職

員の皆さん、そしてもう１人市の健康づくり推進課、福祉事務所の職員も集まっていた

だきまして、この障害者自立支援法に関して、現在の状況などについてお話をおうかが

いをしたところであります。ご指摘がありましたように、市内の施設からもですね退所

が生じているというふうな報告がございまして、大変今後拡大するのではないかという

ふうに心配をしておるところでございます。特に、この５月にその費用負担を求めると

いうことで、新たなそういう退所者がふえてくる可能性がございますので、この５月の

動きというのが大変心配をしてみておるところでございます。といいますのも、障害者
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が施設から出ましてどこへ行くのかといいますと、やはり自宅と、自宅で閉じこもると

いうふうなことに、これまで前進してきた障害者制度がどっちへ行き着くのかという点

で大変心配をしておるところでございます。こうした実態につきましても、国の方では

何らかの見直しを図るのではないかというふうには思うんですけれども、市としまして

は、今後早急に障害者自立支援法に基づく障害者福祉計画策定委員会等を立ち上げまし

て、可能な施策を検討していきたいというふうに思っております。障害者の負担軽減に

ついては、いろいろあるわけですけれども、最後に施設の行う軽減制度も現在できてお

ります。そうした軽減制度を行う施設につきましては、市としても財政的応援をしてい

きたいというふうに考えております。 

  次に、利用者負担軽減に関する周知徹底はできておるかということでございますけれ

ども、サービスが中断するということは大変なことでございますので、利用者にこれま

で広報などを通じてお知らせもしてきましたし、また、大きく複雑に制度が変わるとい

うことで、相当の時間を使いまして電話などで直接説明をしてきたところでございます。

しかしながら、大変残念なことですけれども、理解に乏しい障害者、また家族というふ

うなこともありまして、十分に行き届いてないという実態もございます。そうした中で、

施設の職員の皆さんが詳しく説明をしていただいたり、指導もあったりしてですね、そ

ういう力がありまして、軽減のできるような申請がなされてきております。しかし、そ

れでも十分に制度がわからなかったりとか、取り組みができなかって、実際に問題に直

面するというところもあります。こういう場合は、変更手続きで出て来られるわけです

けれども、その場合につきましては、可能な限りですねそれには対応するようにという

指示を出しておるところであります。 

  次に、共同作業所の仕事の確保等についてでありますけれども、この就労の勧めとい

うのは大変大事なことではあるんですけれども、就労を具体的に結びつけるということ

は大変困難だということは、施設側の皆さんのご意見でもあります。また、仕事の確保

についても現在大変厳しい状況でありまして、お話を聞かせていただいてはおりますけ

れども、残念ながら打開策を持ち合わせていないというのが実態でございます。 

  それから６番目に、判定基準につきまして実態を正しく反映をさせる調査とか手だて

はやっておるのかということですけれども、調査につきましては、市の保健師によって

行うことになっておりますけれども、調査結果の１次判定と審査会が行う２次判定の間

では、これまで精神障害、知的障害の分野で大変変更率が多いということがわかってお

ります。そこで、障害特性を加味した調査項目を加えるなど、現在改善が進んでおりま

して、主治医の意見書を十分活用することによって、相当改善が進んだというふうに聞

いております。また、県内の市町村審査会の委員は大体平均で５名でございます。その

うち、１名が医師ということで構成をしておるようでありますけれども、香美市としま

しては、香南市と共同設置をすることを目指しておりますけれども、その中の委員につ

きましては、７名で当たっていきたいと、７名で医師はそれぞれ専門性を重視しまして、
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４名を配置したいというふうに考えております。判定する場合は５名でありますけれど

も、それをカバーをしていただくプラスアルファで２名の委員を選定をする予定にして

おります。 

  地域生活支援事業の障害者支援保障となる補助金についてお尋ねでございましたけれ

ども、地域生活支援事業につきまして今後どのようにやっていくのかということについ

て、施設の方にもお話を伺っておりますけれども、施設の方では非常に積極的に答えて

いただいております。しかし、補助金について、その裁量に関する部分について市が関

与することができるかといいましたら、それはなかなか関与できない。施設の運営のこ

とでございますので、そのあたりは直接その補助金の使い道についてですね云々するこ

とはできないというふうに理解をしております。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   ７番、山崎晃子君。 

○７番（山崎晃子君）   ７番、山崎晃子です。２回目の質問をいたします。 

  利用者負担の軽減措置ということに関連してお伺いいたします。 

  ５月２日の高知新聞に読者からの障害者サービスの自己負担軽減を望むとの投稿があ

りました。それをちょっと紹介させていただきたいと思いますが、障害者サービスの自

己負担軽減を望む。私は、１９９５年から中村市の在宅障害者デイケアを毎週２回利用

しています。家族以外の人と接する機会の少ない在宅障害者にとって、デイケアは社会

性を養う貴重な場であり、陶芸やカラオケなど各自の趣味が生きがいにもなっています。

このデイケアの利用者負担額は１０年以上も昼食と工芸などの材料費のみの５００円に

据え置かれてきましたが、４月から障害者自立支援法によってほとんどの利用者の負担

額が大幅にふえました。私の場合、従来の材料費５００円に加えてサービス利用料の１

割負担の３７８円、食事提供体制維持費４２円が毎回加算され、送迎のある日はさらに

往復１０８円払わねばならなくなりました。送迎のない日で５００円から９２０円、送

迎のある日は１,０２８円と一挙に約２倍の値上がりで多くの障害者が不満を訴えてい

ます。４月１９日付の本紙によれば、８都道府県と１２０の市、区が自治体独自の障害

者負担軽減策を実施しているとのことです。高知県と四万十市でもぜひ軽減してほしい

と思いますという内容の現状と切実な思いが込められているものでした。これに対して、

５月１３日付で高知県健康福祉部障害福祉課長が高知県としての考えを説明していまし

たが、県としては独自の負担軽減策は検討していない趣旨の内容でした。当面の課題と

して利用者負担の重さから、必要な支援施策が受けられない事態をできるだけ防ぐため

に、不十分ながらも設定されている減免などの制度を活用することになりますが、今後

香美市独自の支援施策を研究、実現していくことも大切だと考えますが、見解をお伺い

いたします。 

  次に、障害者自立支援法の導入は、利用者負担の増大のみならず、施設側にとっても

深刻な問題です。２００６年度予算で公費から支出される施設の報酬が３割から４割に
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引き下げられ、施設の運営が困難になり、結果として利用者サービスの後退を招きかね

ない深刻な事態も起きていると聞いています。サービスを提供する側の施設は、報酬は

減ることによって運営が難しくなった場合に、まず何を削るかと言えば、それは真っ先

に人件費ということになります。このことは、マンパワーの不足を招き、さらにサービ

スの質の低下をさせることにもつながります。この点についても見解をお聞きしたいと

思います。 

  最後に、障害者自立支援法に関連して、先ほど答弁の中から福祉事務所長の方からも

お話がありましたが、障害者福祉計画についてお伺いしたいと思いますけれども、この

障害者福祉計画は、平成１８年度中に策定することになっているということで、サービ

スの必要量の推計とともに、その整備についても具体的な方向性を盛り込むことが求め

られています。しかし、こうした推計や基盤整備等についても、どのように行うのか、

地域で利用できるサービスが実際にあるのかなどの地域の実態を把握しないままでは実

際にサービスの利用につながるのか疑問は残ります。 

  以上の点を踏まえて、香美市の場合、地域の実態をどの程度把握しているのか、また

地域で利用できるサービスは充足しているのか、そしてどのような方法で策定していく

のかをお伺いいたしたいと思います。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   山崎議員、２回目のお尋ねについてお答えをした

いと思います。 

  具体的な市の軽減の方法はというふうなお尋ねでございました。また、施設の運営に

ついてはどうするのかと、こういうふうなことでございましたけれども、今後、障害者

自立支援法成立したこの中で、障害者福祉計画が、市の独自のものがつくられるわけで

すので、こうした中にですねできるだけ障害者、あるいは家族、そうした切実な立場に

ある方にも参画をいただくような形でですね、その施策を考えていきたいというふうに

思っております。また、計画につきましては、今後策定委員会を立ち上げると同時に、

ニーズ調査にも入らせていただきまして、本市におけるニーズ、あるいは供給する側の

施設の能力といったものも推しはかりながら計画を立てていきたいというふうに思って

います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ７番、山崎晃子君。 

○７番（山崎晃子君）   ７番、山崎晃子です。３回目の質問をいたします。 

  その利用者負担の軽減措置についてですけれども、全国では独自の軽減策を実施して

いるところがあります。軽減策で最も多いのは低所得者の負担減ということで、市町村

民税非課税世帯に対し、東京都は本来１割の利用者負担を３％、宇都宮市は入院時の食

費を除き医療費を免除、三重県はグループホーム入所者の家賃を補助しています。グル
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ープホームの家賃補助は、千葉市は全利用者が対象となってます。全利用者に対しては

新潟市も本人負担分の２割を負担しています。福岡市は、２年間１カ月の負担上限額を

引き下げていたり、京都市の方は年収約２３０万円以上を除く世帯を対象に所得区分を

細分化し、在宅サービスの負担上限額を国の基準の半額に抑えています。精神障害者向

けでは、福井県は障害者手帳１、２級の通院費用を無料化、松江市は通院費の上減額を

所得にかかわらず月額１,０００円としているなど、このような軽減策を行っているとこ

ろもありますが、財政面というところもかかわってくるかと思いますが、そうしたもの

も考慮して検討する余地はないんでしょうか。この対象者は、介護保険の対象者に比較

すると人数も少ないわけですから、例えば１割負担を数％軽減するなどの策も考えてみ

てはどうかなというふうに思いますので見解をお聞かせ願いたいと思います。 

  以上で私の本日の質問をすべて終了します。 

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   山崎議員、３回目の質問についてお答えをしたい

と思います。 

  具体的な提案が今ございましたけれども、全国の中ではさまざまな取り組みがあるよ

うであります。滋賀県も非常に先進的な取り組みをやっておるところでございますけれ

ども、この自立支援法ができて実際に進み始めた中では、相当予定と狂った状況が生じ

ておりまして、なかなか前進しないというような報告も受けております。一度始めた制

度につきまして、さまざまに後退したりとか変更したりするということは、障害者にと

りましても大変不安なことでございますので、安定的にサービスをしていくためにも慎

重に今後取り組みたいというふうに思っております。また、この障害者自立支援法がで

きましたことで、いろんな波紋が障害者サービスだけでなくて、いろんな問題が生じて

くるんではないかというふうに心配をしております。その一つとしましては、障害者年

金によりまして生活をしているのは障害者でなくて、障害者の家族もそれによって生活

をしているという実態がございます。そうした障害者の年金がこのサービスの負担とし

て使われる中でですね、家族が生活ができなくなっていくというふうなことも現実に起

こりつつあります。そうした社会問題がこれから起こってくるようなことも想定されま

すので、そうした点で大きな議論をしながら進めてまいりたいと思いますが、この障害

者自立法につきましては、大変複雑でわかりづらい制度になっております。そのことも

障害者や施設の方、あるいは理解者、行政の職員もこの制度からですね遠ざけている感

がいたします。そういった点で、みんなに理解のされるわかりやすい制度にしていきた

いと、進めて市の計画については皆さんに十分理解のできるようなものにしていきたい

というふうに考えておりますので、ご理解をよろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   １９番、幾井洋一君。 

○１９番（幾井洋一君）   １９番、幾井洋一でございます。通告に従いまして順次質

問をいたします。 



－61－  

  ここに教育基本法の解説を書いた本がございます。これは教育基本法の制定にかかわ

った人たちがそれぞれの条文に思いを込めたその思いが書かれておるものでございます。

この本に教育基本法制定に深くかかわりました文部省の教育法令研究会の２人の顧問の

うちの１人でありますところの文部省調査局参事を兼ねる東京大学法学部の教授田中二

郎氏が序文を書いております。その中で、戦前を簡単に振り返っている部分を資料につ

けてありますので、ちょっと読んでみます。教育文化の面においても、少なくとも外観

上だけは一応近代国家の体裁を整備することができた。しかし、こういう形の上だけの

地位の向上とうわべだけの体裁の整備さえ、我々の気づかなかった大きな犠牲を代償と

したのである。すなわち、政治経済の面においては官僚と軍閥と財閥の力がそこに確固

として抜くことのできない地盤を確立し、国民大衆はいつまでも封建的遺制のうちに、

封建的遺制といいますと、戦後生まれの方にはわからないかもわかりませんが、不都合

な理不尽なしきたりで、それを破ることも覆すこともできなかった全く自由のない社会

でございました。ただ、官僚と軍閥と財閥の支配の対象として拘束されてきたのであり、

教育文化の面においても、政治経済の発展に伴い偏狭な国家主義的教育文化の育成に専

念し、国民大衆はいまだかつて近代的ルネサンスを経験することなく、ほとんど無自覚

のままに今日に及んだと言ってよい。国家として、国民として、本当の意味での反省を

してみる機会は、いかんながらほとんどなかったと言っても言い過ぎではない。かよう

にして、今日の敗戦にまで至った経過を顧みて、遺憾きわまりないものがあるが、今敗

戦を契機として国家として、また国民として根本的な反省の機会を与えられたことは、

考え方によっては一つの典型とも言うべきで、災いを転じて福の源とすることこそ我々

に課せられた重大な責任と言わなくてはならんと、こういう反省の上に立ってポツダム

宣言を受け入れてこの基本法はでき上がったのでございます。そこでこのことに関しま

して、現在の日本はここで言われているように、戦前と同様、政治経済の面においては

官僚と軍閥のかわりに米軍、アメリカと財界が地盤を確立して、国民はその権利を侵害

され続け、教育、文化の面におきましても偏狭な国家主義的教育文化が押しつけられて

きているのではないでしょうか。この点、現在の日本社会は、戦前同様の実態が再現さ

れているのではないかと考えます。それを名実ともに戦前のように国家主権のもとで官

僚、財界、軍、米軍が支配する社会にするために、最高法規である憲法改正とこの教育

基本法改定がたくらまれているとしか判断できません。国家主義、専制主義の国家体制

に逆戻りさせないために、子どもたちにそのような社会の中で教育を受けさせないため

にも、教育基本法の制定は阻止しなければならないと思うが、その点どうお考えかお伺

いいたします。 

  続きまして、資料につけてありますのが昭和２２年３月１３日の衆議院本会議におき

まして、高橋文部大臣が教育基本法の提案理由並びに内容の概略を次のように述べてお

ります。簡単な文でございますので、これも読ましていただきます。民主的で平和的な

国家再建の基礎を確立いたしまするがために、さきに憲法の画期的な改正が行われまし
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た。これによりまして、ひとまず民主主義、平和主義の政治的、法律的な基礎がつくら

れたのであります。しかしながら、この基礎の上に立って真に民主的、文化的な国家の

建設を完成いたしまするとともに、世界平和に寄与すること、すなわち立派な内容を充

実させますることは、国民の今後の不断の努力にまたなければならぬことはもちろんで

ございます。そうして、このことは、一にかかって教育の力にあると申し上げてもあえ

て過言ではないと存ずるものであります。かくのごとき目的の達成のために、この際教

育の根本的刷新が断行せられるとともに、その普及徹底を期することが何よりも肝要で

ございます。かかる教育刷新の第一前提といたしまして、新しい教育の根本理念を確立

する必要があると存ずるからであります。それは新しい時代に即応する教育の目的、方

針を明示し、教育者並びに国民一般の指針たらしめなければならないと信ずるからであ

ります。次に、これを定めるに当たりましては、これまでのように詔勅、勅令などの形

をとりまして、いわば上から与えられたものとしてではなく、国民の盛り上がりまする

総意によりまして、いわば国民みずからのものとして定むべきものとでありまして、国

民の代表者をもって構成せられておりまする議会におきまして、討論確立いたしまする

がために、法律をもっていたすことが新憲法の精神にかなうものといたしまして、必要

かつ適当であると存じた次第でございます。さらに、新憲法に定められておりまする教

育に関係ある諸条文の精神を一層敷きえん具体化いたしまして、教育上の諸原則を明示

いたす必要を認めたのであります。さて、これらの教育上の諸原則並びに、さきに申し

述べました教育の根本理念は、単に学校教育のみならず広く家庭を含めました社会教育

にも通ずるべきものでありまして、これらの根本理念並びに原則は、個々の教育法令に

別々に掲げることなく、基本的な単一の法律に期待いたしまして、その他の教育法令は、

すべてこの法例に掲げまする目的並びに原則にのっとって制定されるべきものとするこ

とが適当であると考えるのであります。この法律をこれがために教育基本法と称したの

であります。以上、申し述べました理由に基づきまして、この法案を作成いたしました

のでありまするが、この法案は教育の理念を宣言する意味で教育宣言である。あるいは

教育憲章であるとも見られましょうし、また今後制定されるべき各市の教育上の諸法令

の準則を否定するという意味におきまして、実質的には教育の関する根本法たる性格を

持つものであると申し上げうるかと存じます。したがって、本法案には普通の法律には

むしろ異例でありまするところの前文を付した次第でございますと、あと各条提案して

おりますが、お目を通しておいてください。 

このような立場でつくられました教育基本法が改定されようと、今国会で審議されて

おります。このことから２枚目の資料でございますが、２つの条文を比較しながら質問

したいと思います。 

現憲法の前文は、第１節で、われらはさきに日本国憲法を確定し、民主的で文化的な

国家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示した。この理想

の実現は根本において教育の力にまつべきものであると、憲法の理想を実現するために、
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教育への期待を示しております。第２節では、われらは個人の尊厳を重んじ、心理と平

和を希求する人間の育成を期するとともに、普遍的にしてしかも個性豊かな文化の創造

を目指す基養育を普及徹底しなければならないとしておりますが、その解説には、この

本に載っております解説では、教育の目指すべき基本理念、すなわち個人の尊厳を重ん

ずるという、ここはこの前文がすらすら読んだらいかんそうです、ここは。個人の尊厳

を重んずるということは、民主主義の基本でございますから、その尊厳を重んずるとい

う基礎の上に教育が行なわらなければならないとしております。そこで、もとへちょっ

と戻りますけんど、解説では、われらはのわれらとは、我ら日本国民ということであり、

新憲法の前文にある日本国民ないしわれらというと同じく、この法律が全く国民の意思

に基づいて判定せられたものであることを明らかにしていると。民主的な国家とは、一

般に民主主義を基調とする国家の意味である。したがって、それは単に政治的な民主主

義国家のみを指すのではなく、社会的、経済的、文化的方面にも民主主義が実現される

国家でなくてはならないと金森国務相が質問に答えております。また、この３節では、

ここに日本国憲法の精神に則り、教育の目的を明示して新しい日本の教育の基本を確立

するため、この法律を制定するとなっておりますが、金森国務相は引き続きまして、一

体人間というものは他人をもってかえることができない貴重なものであるがゆえに、そ

れを粗末にしてはならないということを一つの原理としている。繰り返して言うが、民

主主義における個々の人間は卓絶した価値を持っている。彼らの利益を国家の利益に従

属させてはならないと強調しております。ところが、改定案では、第１節で民主的で文

化的な国家をさらに発展させると、さらにと、現時点に立ったものとなっており、世界

の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うと同じ言葉を使っておりましても、現

行の決意が願いに後退をしております。また、先ほどの質問にもありましたように、医

療制度、年金等の国民の福祉を連続後退させていながら、人類の福祉に貢献できるので

しょうか。また、「教育に期待を込めた根本において教育の力にまつべきもの」が削除さ

れております。そして、第２節では「真理と平和を希求し」の「平和」が「正義」に変

えられており、「公共の精神や伝統の継承」ここで言う伝統は天皇制のことを指しておる

はずでございます、が挿入されています。第３節の日本国憲法は、第１節が現時点に立

っていることから、現憲法ではなく、第９条を中心に改悪される憲法を指しているよう

にも受け取れます。 

そこで伺います。「根本において教育の力にまつべきもの」が削除されたことと、「平

和を希求する人間の育成」が削除されたことは、一体であるべき現憲法と改定教育基本

法が乖離させられたものと受け取るが、その点どう把握されているかお伺いしたいと思

います。 

次、第１条、教育の目的、教育は人格の完成を目指し、平和的な国家及び社会の形成

者として真理と正義を愛し、個人の価値を尊び、勤労と責任を重んじ、自主的精神に満

ちた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならないと期待する人間像と
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いいますか、理念を具体的に示しておるのに対しまして、改定案では必要な資質を備え

たとされています。必要な資質とは、国家有用の人間像でだれがどう判断するのか、そ

れは次の第２条に描かれているものではないかと考えます。現行の第２条、教育の方針

といたしまして、教育の目的はあらゆる機会にあらゆる場所において実現されなければ

ならない。この目的を達成するためには、学問の自由を尊重し、実際生活に即し、自発

的精神を養い、自他の敬愛と協力によって文化の創造と発展に貢献するように努めなけ

ればならないとなっておりますが、この点につきまして、金森国務大臣は、本条は学問

の自由を尊重するとともに、実際生活に即することをうたっている。実際生活に即する

ということは、教育なり学問なりが実際生活を基礎としてそこから出発して行われなけ

ればならず、またかくして得られた成果が実際生活の中へ浸透していかなければならな

いというものである。学問の本質は真理探求の精神に基づくものである以上、精神の本

質たる自由というものが抑圧されるところに、その十分な活動が生まれないことは当然

である。民主政治は、多数決制であるが、その多数が真理から離れれば民主政治は必ず

金権政治や多数者圧制の手段と化するであろうから、この真理から離れることを救うた

めに学問の自由が実現され、真理探求、真理愛の精神が充満することにならなければな

らないというふうに答弁しております。それに対しまして、改定案の方は、方針ではな

く目標として、５項目を挙げ、教育勅語の徳目的内容に当たるような２０余りの徳目を

列挙し、その態度を養うこととしております。皆さん、その徳目数えてみてください。

もう読み上げません。これらの徳目に対する態度の到達が学校での点検項目となると考

えられますが、その点どう認識されているかお伺いいたします。中でも５項の伝統と文

化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うこととして、愛

国心が盛り込まれています。愛、だれもが経験する愛、恋人を選ぶには多くの人の中か

ら自分がすてきだと思う人を選べばよいが、一つしかない国、選んで生まれてきたわけ

ではない国、それを法律で愛せよとすることは憲法第１９条思想及び良心の自由を踏み

にじるもので、国に従うことを強制されることとなる。３月１９日の貴族院本会議での

高橋文相の答弁は、前文の普遍的にしてしかも個性豊かな文化の創造を目指す教育とあ

るのは、健全なる国民文化の創造、ひいては健全なる祖国愛の精神の涵養を含むものと

考えると答弁しております。また、人格の完成、これがやがて祖国愛に伸び、世界人類

愛に伸びていくものと考えると述べていることからも、愛国心は教育基本法の実現で全

うできるものとされていたもので、わざわざ否定する必要はないものでございます。改

定基本法に規定される愛国心は、偏狭な戦前のごとき愛国心で、日の丸・君が代ととも

に学校教育の中で最重点的に追求されるのではないか。既に'０２年学習指導要領に愛国

心が規定されたとして、福岡市の小学校で愛国心を通知簿で評価していたことを見まし

ても、必ずや香美市の子どもたちも通知簿で評価されることになると考えるが、愛国心

を基本法に明記することのねらいをどう認識されているかお伺いしたいと思います。 

第３条、教育の機会均等は改定案も同じでございますが、改定案には２項が新設され
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まして、「国及び地方公共団体は障害のある者がその障害の状態に応じ」ということが入

っております。１９４７年の学校教育法は、盲・ろう学校、養護学校は設置が義務づけ

られましたが、知的障害、肢体不自由、病虚弱の子どもたちを対象とする養護学校設置

は先送りされ、要求闘争の中で１９７９年、３２年後にやっと義務制とされました。そ

の後も病弱児の教育保障、学習障害や高機能自閉症など特別な支援が必要な子どもたち

のための教育の充実を求める運動など、今日に至るまで戦いは続いております。その要

求を切り捨てるための規定ではないかと危惧いたしますが、その点、どう判断されてい

るかお伺いしたいと思います。 

第６条の１項は同文でございますが、改定案の２項の中ほどから教育を受ける者が学

校生活を営む上で必要な規律を重んずるとともに、として校則等の押しつけを図る文面

となっています。香美市の子どもたちも文科省のつくった校則を準用した規則で縛られ

るようになるのではないかと思います。現行の２項は、法律に定める学校の教員は全体

の奉仕者であって、自己の使命を自覚し、その職責の遂行にとどめなければならない。

このためには、教員の身分は尊重され、その待遇の適正が期せられなければならないと

しております。改定案は、９といたしまして、教員の項をおこしております。今のと比

べまして９、教員、法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶え

ず研究と修養に励み、その職責の遂行に努めなければならないこと。そのためには、教

員の身分は尊重され、その待遇の適正が期されるとともに、養成と研修の充実が図られ

なければならないこととしております。民主主義教育の原則である全体の奉仕者が削除

され、権力によって与えられる崇高な使命に置きかえられております。そして、改定案

の１０を見ていただきますと、家庭教育として、１項で父母その他の保護者は、子の教

育について第一義的責任を有するものであってと、保護者に責任を押しつけており、２

項で家庭教育を支援するために必要な施策を講じるとして、家庭教育のあり方に介入す

る規定となっております。これは行政の行き過ぎではないか、人権の侵害ではないかと

考えます。そして、１０条教育行政といたしまして、教育は不当な支配に服することな

く、国民全体に対し直接に責任を負って行われるべきものである。そのために２項は、

教育行政はこの自覚のもとに、教育の目的を遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標

として行われなければならないとしているのに対し、１６、改定の１６、教育行政とし

て４項を列挙している。１項の書き出しは、「教育は不当な支配に服することなく」と同

じ同文になっておりますが、中間報告では、「教育行政は不当な支配に」となっておりま

した。しかし、余りに批判が大きいために引っ込めたようでございますが、続く国民全

体に対し直接責任を負ってという解説によりますと、国民の意思と国民全体に対して直

接に責任を負うということは、国民の意思と教育との間にいかなる意思も介入してはな

らないのであると解説されております。民主教育の大原則を投げ捨て、この法律及び他

の法律の定めるところにより行われるべきものと、ときの政権党の恣意的方針に教育が

左右されることになるし、権力の教育への介入が強化され、戦前のような国家主義的フ
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ァシズム教育が推し進められることになります。それは２項の教育行政は必要な諸条件

の整備確立を目標として行われなければならないを無視して、教育に関する施策を総合

的に策定し、実施するとし、１９、改定の１９、教育振興基本計画として、基本的な計

画を政府が定めるとして、国民の意思と教育の間に国家意思が入り込み、国民の意思と

教育を遮断しております。 

以上、見てきますと、この基本法の改定にかかわった田中二郎氏の言う戦前の教育の

反省をかなぐり捨て、高橋誠一郎文相の提案理由や、その他の政府答弁をほごにして、

教育内容を全然同様に国家権力が握ろうとするものです。これに対し、子どもたちが権

利として学ぶことができる普遍的な諸原則を政府に保障さす現教育基本法を生かすこと

こそ求められているのではないかと考えるが、教育長は現基本法と改定基本法の本質を

どう認識され、今後の香美市の子どもたちのためにどのような教育が望ましいと考えて

おられるのかお伺いしたいと思います。 

○議長（西村成君）   幾井議員、資料に基づかんづく、通告に基づいて質問してく

ださい。わかりにくいですので。通告に基づいて質問してください。 

○１９番（幾井洋一君）   これを全部書いたら本になる。 

○議長（西村成君）   通告に基づいてしてください、通告に基づいて。 

○１９番（幾井洋一君）   次に移ります。 

  学力世界一で注目をされましたフィンランドでございますが、その秘密は１クラス２

０人前後の少人数学級、競争や順位づけとは無縁な教育にあると言います。フィンラン

ドはもともと幼いうちから振り分ける複線型の教育体系をとっておりました。１９６２

年度、ヘルシンキ大学から客員教授として招かれた早稲田大学の中嶋 博教授が、ヘル

シンキ大学の教授や学校教育庁長官らに日本の教育基本法、学校教育法、学校教育法施

行規則などを紹介し、それをもとに６・３制の総合制度を提案し導入することになった

のでございます。フィンランドでは、'７２年から'７７年の５カ年計画で、全国に総合

制の学校を建設しました。その結果、ＯＥＣＤ、経済協力開発機構が１９８２年の対フ

ィンランド教育審査で総合制を高く評価したのを皮切りに、２００３年の国際学力調査

では高成績かつ学力差が小さかったことが示されたのでございます。日本の教育基本法

を参考にした国はほかにもフランス、ブラジル、メキシコ、フィリピン、コスタリカ等々

と多いのでございます。日本の教育体系を取り入れ、それを尊重している国の学力が向

上し、みずからの国の教育体系を無視する国の学力が低下することは当然の帰結ではな

いでしょうか。この点、どう把握されているかお伺いしたいと思います。 

  続きまして、国民投票でございますが、憲法改正のための国民投票法案について、憲

法解釈から質問をいたします。 

  政府は、憲法第９６条１項の改正方法のみを問題にしております。各議員の３分の２

以上の賛成で発議、国民投票の過半数の賛成を必要という形式のクリアで改憲をしよう

として、他の重要な問題は無視しております。その３枚目の資料につけてありますが、
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改正を定めた、その憲法の９６条の２項は、天皇は国民の名でこの憲法と一体を成すも

のとして直ちにこれを交付するとしているのです。自民党の憲法草案を見る限り、現憲

法と一体を成すものとはとても言える代物ではありません。この憲法と一体を成すもの

でない限り、改憲はできないということでございます。それは、国民主権の原理を憲法

前文で、これは人類普遍の原理であり、この憲法はかかる原理に基づくものである。我

らはこれに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除すると明記した上、第１０章最高法

規の第９８条、資料にありますが、この憲法は国の最高法規であって、この条規に反す

る法律、命令、詔勅及び国務に関するその他の行為の、行為までですね、前文または一

部はその効力を有しないとしているところから、この憲法に反する改正憲法は存在し得

ないが、市政を預かる責任者としてどう認識されているのかお伺いしたいと思います。 

  現憲法の原理は、国民主権の原理、基本的人権尊重の原理、平和主義の原理が基本原

理とされております。その根底にあるのが個人の尊重という根本原理とされています。

個人の尊重に由来する基本原理を変更することは、現憲法との同一性が害されるので、

改正できないとするのが憲法学者の通説で、改正限界説と言われております。この改正

限界説をどう認識されているのか続けてお伺いいたします。 

  次に、投票法の方へ入ります。憲法調査推進議員連盟の日本国憲法改正国民投票法案、

２００１年１１月の条項について説明いたします。第１３条、国民投票運動に関する規

制といたしまして、公務員等の地位利用による国民投票運動の禁止としまして、第６４

条で地方公共団体の公務員の運動を２年以下の禁錮、または３０万円以下の罰金つきで

禁止しておりますが、市職員のどのような行動が地位利用に当たるのかお伺いしたいと

思います。 

  憲法９９条で、公務員はこの憲法を尊重し擁護する義務を負っておりますが、改定さ

れるまではこの条項が生きているのが当然で、だから、改定されるまでは現憲法を擁護

する立場に立つべきではないかと思いますが、その点の見解もお聞きしておきます。 

  第６５条で教職員にも１年以下の禁錮または３０万円以下の罰金つきで地位利用の運

動を禁止しております。市の各校では平和教育をしておりますが、子どもの質問に対し、

憲法が変えられたら平和教育ができなくなるとか、あなたたちは主権者でなくなるなど

の答えをすればどう判断されるのかお伺いしたいと思います。 

  そのような子どもたちの質問に答えられない事態の発生は、教師への信頼関係に影響

するが、その点どのようにとらえておられるのかお伺いしたいと思います。 

  そして、新聞紙または雑誌の虚偽報道等の禁止として、第６９条で新聞紙または雑誌

は虚偽の事項を記載し、または事実をゆがめて記載すれば２年以下の禁錮または３０万

円以下の罰金に処せられます。また、放送事業者の虚偽報道等の禁止として、第７１条

に日本放送協会は一般放送事業者は虚偽の事項を放送し、または事実をゆがめて放送す

ると同じく２年以下の禁錮または３０万円以下の罰金に処するとしています。いわゆる

マスコミに対して処罰の対象としている虚偽の事項、事実をゆがめての報道はだれが判
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断するのか。こんなあいまいな表現でマスコミの報道にたがをはめることは許されない。

市民が必要とする真実が伝わらないことにはなりはしないか。どう認識されているのか

お伺いしたいと思います。 

  ４月１２日の与党の修正案を見ましても、資料につけてありますが、報道機関は虚偽

の報道や事実を歪曲した記事等を、マスコミ対策の強化と、その上、ちょっと後へ出て

おりますが、報道に関する基準の策定と自主的な取り組みに努めるようとしているのは、

自主規制をせよということで、政府の改憲の本質を国民に知らせることなく、何が何で

も改憲を押し切ろうとしている態度でございます。１９０９年の新聞紙法の再現をする

ような感じを受けます。国民のために国家権力の横暴を抑える憲法を、自民党がつくっ

た憲法に変えるために投票にかり出される国民には、自由な討議、討論が保障されるべ

きでございます。言論の自由、表現の自由、報道の自由を抑えてまで改憲を強行するの

は、日本を専制的国家にして、アメリカと一緒に海外侵略をする国にするためだとしか

考えられないが、その点の認識をお伺いしたいと思います。 

  次、共謀罪へ移ります、一番最後の。 

  民主的刑法の大原則は、罪刑法定主義、すなわち国民に何が罪であるかを明示し、違

反すればどのような罰を受けるかを法律で明確に定めているものでございます。そして、

犯罪の結果、被害が生じたときに処罰するのが大原則です。実行行為がされても被害が

生じなかった未遂を処罰するのは、殺人未遂罪など本一部に限られております。ところ

が、現在国会で審議されている組織的犯罪処罰法の共謀罪は、２人以上で犯罪の実行を

話し合い、合意すれば、そのこと自体を犯罪として扱うという、行為ではなく意思を犯

罪とするもので、戦前の治安維持法がそうであったように内心の自由を侵す思想弾圧法

規になると法曹団体や市民団体、労組が強く反対をしております。政府は、共謀罪の対

象は組織的犯罪集団に限定され、一般市民団体や普通の会社、労働組合は対象にならな

いと弁解しているが、法務省の国会での答弁で最初は正当な団体として発足しても、途

中から組織的犯罪集団と認定される場合もあると答えています。組織的犯罪集団へ変質

したかどうかを決めるのは警察です。結局、そのときの政府に忠実な警察の恣意的な判

断で乱用、弾圧されることに何の歯どめもありません。 

○議長（西村成君）   暫時時間の延長をします。 

○１９番（幾井洋一君）   共謀罪が設けられれば当事者だけしか知らない共謀を処罰

するために、盗聴の拡大、協力者、スパイの使用、自首すれば刑を減軽するという密告

の奨励など、無法な捜査が横行する恐れがあります。そうすれば、市民の思想や言論、

表現の自由が侵されるだけでなく、息が詰まるような監視社会になり、文字どおり自由

に物の言えない社会になることを否定できないが、共謀罪についての認識を承りたいと

思います。 

  ４枚目の資料の右側は法務省のホームページから取ったものでございます。これを見

よってどうもまゆつばだと思いましたので、国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合
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条約、これを何とか手に入れまして、まず、Ｑ１なぜ今組織的な犯罪の共謀罪を新設す

るのですかという質問に、この条約は締約国に対し重大な犯罪の共謀等を犯罪とするこ

とを義務づけていますが、これは組織的な犯罪は計画や準備段階に関与するものが多く

存する一方で、計画性が高度であり、組織の指揮命令等に基づいて行われることから、

犯罪の実行に至る可能性が高く、またひとたび犯罪が実行されると重大な結果や莫大な

不正な利益が生ずることから、これに効果的に対処するためには犯罪の実行に着手する

前の段階の一定の行為を処罰する、処罰の対象とすることが不可欠であると考えられた

からですと書いてありますように、莫大な不正な利益対策としているとおり、下の１、

共謀罪等に関する条約、４つ目の角でございます。これは国際条約でございますが、そ

の第５条１項のＡを見てみますと、次の一方または双方の行為として、括弧して犯罪行

為の未遂または既遂に係る犯罪とは別個の犯罪とする、これ、意味がなかなかわかりま

せんでしたけんど、考えてみましたら、まだやってない、いわゆる未遂といいますか、

失敗をしたか、それからもう犯罪を犯したのか、それをのけるというんですから、準備

段階ということだという意味だと思います。だから、計画中の犯罪を指していることか

ら、戦前の悪名高い治安維持法で使われた共謀罪という言葉をよみがえらせたのでしょ

うが、条例には共謀という言葉は出てきておりません。共謀罪という言葉はどこにも出

てきておりません。ただ、共謀という言葉が１カ所出てきております。この条の規定に

従って定められる犯罪に参加し、これを共謀し、これに係る未遂の罪を犯し、これをほ

う助し、教唆し、もしくは援助し、またはこれについて相談することと、ここに一つ共

謀という言葉が出てきております。ところが、日本政府は共謀罪、共謀罪と共謀罪を振

りかざしております。第５条の１、金銭的利益その他の物質的利益を得ることに直接ま

たは間接に関連する目的のため、重大な犯罪を行うことを１または２以上の者と合意す

ることであって、国内法上、求められるときは、その合意の参加者の１人による当該合

意の内容を推進するための行為を伴い、または組織的な犯罪集団が関与するものとして

おりますように、ここでも金銭的、物質的利益を得させない目的でつくられた条約であ

るということが言えます。それは、その右側の第６条１項のａをその財産が犯罪収益で

あることを認識しながら、犯罪収益である財産の不正な期限を隠匿し、もしくは偽装す

る目的で、または前提犯罪を実行し、もしくはその実行に関与した者が、その行為によ

る法律上の責任を免れることを援助する目的で当該財産を転換し、または移転すること。

ⅱその財産が犯罪収益であることを認識しながら、犯罪収益である財産の真の性質、出

所所在、処分、移動もしくは所有権、または当該財産に係る権利を隠匿し、または偽装

することとされておりますように、不正利益を、この６条は不正利益を利用させない手

だてとして規定をされていることでも裏づけられるのでございます。しかし、しかるに、

左側の２法案、下の端の角でございますが、共謀罪の規定として、第６条の２を書いて

ありますが、読んでも妙に何を書いてあるやらわかりませんが、これは上の条約のとこ

ろを見てください、もう一つの条約、第２条用語のところの（ｂ）重大な犯罪とは、長
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期４年以上の自由を剥奪する刑、またはこれより重い刑を科すことができる犯罪を構成

する行為をいうと、要は４年以上の刑に処せられる犯罪をすべて対象にするということ

を書いてあるのでございます。国際組織に金銭的、物質的利益を得させないとする条約

の目的も、我が国の刑法の原則も投げ捨て、４年以上の刑に処せられるすべての犯罪に

共謀罪を適用しようとするのがこの処罰法でございます。この共謀罪の新設をＱ１の最

後の方にこの条約が義務づけるところに従い、組織的な犯罪の共謀罪を新設する必要が

ありますとしております。そして、Ｑ６の国際組織犯罪防止条約に基づく法整備なので

すから、組織的な犯罪の共謀罪の対象を国際的な犯罪に限定すべきではないのですかと

設問をして、Ａ、国際組織犯罪防止条約は、国際的な組織犯罪に対処するための国際協

力の促進を目的としていますが、組織犯罪に効果的に対処するため、各締約国が共謀罪

を犯罪するに当たっては、国際的な性質とは関係なく定めなければならないと明確に規

定。同条約第３４条２としており、国際性の要件を付することを認めていないので、こ

のような国際性を要件とすることはできません。また、実際問題としても、仮に国際性

を要件とすると、例えば暴力団による国内で組織的な殺傷事犯などの共謀が行われた場

合であっても、このようなものは国際性の要件を満たさないから、これを共謀罪として

処罰できなくなってしまいますが、そのようなことは不合理ですとしてありますが、暴

力団や振り込め詐欺などは、現在の国内法で対処できまして、わざわざ共謀罪を新設す

る必要はないものでございます。右側の第３４条、条約の実施といたしまして、１、締

約国はこの条約に定める義務の履行を確保するため、自国の国内法の基本原則に従って

必要な措置をとる。自国の国内法の基本原則に従ってとなっております。そして、それ

は第４条主権の保護というところの１、締約国は国の主権、平等及び領土保全の原則並

びに国内問題への不干渉の原則に反しない方法で、この条約に基づく義務を履行する。

２は他国に裁判権は及ばないということを書いてあります。そして、第６条の１を見ま

しても、締約国は自国の国内法の基本原則に従い、そして第３１条防止のところの第２

項を見ましても、締約国は自国の国内法の基本原則に従い…、 

○議長（西村成君）   幾井議員、あと３０秒です。 

○１９番（幾井洋一君）   はい。書かれておりますように、自国の基本原則を曲げる

ことを要求されているのではないということでございます。 

  次までいかんな。 

○議長（西村成君）   幾井議員、時間です。 

○１９番（幾井洋一君）   終わり？ということで、時間が来ましたので終わります。 

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   幾井議員さんからご質問いただきました教育基本法と、フ

ィンランドの教育、国民投票案についてお答えをさせていただきます。 

  今国会に提出されております教育基本法案につきまして、学習する機会を与えていた

だきましたことに感謝しております。私が取り寄せました文科省の教育基本法改正等プ
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ロジェクトチームの資料によりますと、議員さんもご心配といいますかおっしゃられて

おったこととも符合する部分もあるんですが、このように書かれております。教育基本

法の改正は、抜本的な教育改革の第一歩です。学校を初めとした教育の現場においても

新しい教育の目標や理念が教育基本法に明示されることから、より充実した指導や取り

組みが行われることが期待されます。また、文部科学省では、教育基本法の改正後に新

しい教育基本法の理念を具体化するための制度改正等を行うとともに、早急に教育振興

基本計画の策定に取り組みたいと考えております。この基本計画に盛り込まれる施策の

総合的かつ計画的な推進を図ることにより、教育改革をさらに加速させてまいります。

教育基本法の改正についてお問い合わせのある方はここまでというような、もとにある

資料をもとにお答えをさせていただきます。現在、私自身の考えておりますことを答え

させていただきますが、勉強不足でありまして、十分なお答えができるかどうかわかり

ません。議員さんからもたくさんの資料もいただきましたし、ご質問もいただきました

ので、また後日資料を読ませていただき、また、昨日の党首討論でもこの教育基本法が

出ておったということでございますが、国会で、今国会で審議されることになりますと、

それを見守り、自分なりの考えをしっかり持って、今後に生かしていきたいと考えてお

ります。 

  それでは、順次お答えをさせていただきます。 

  まず、教育基本法の制定から、議員さんもおっしゃいましたように半世紀以上が経過

いたしました。私も戦前生まれでありますが、子どものときに比べますと、全体的には

教育水準が向上し、生活が豊かになりましたが、その一方で都市化、少子高齢化が進展

し、教育を取り巻く環境は大きく変化いたしました。義務教育につきましては、その根

幹をなします機会均等、水準確保、無償性はどうしても堅持され、生涯学習については

国民一人一人が自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるように十分に議論い

ただきたいと考えております。改正されることが、即戦前の国家主義になるとは考えた

くありませんし、考えられないと思っていますが、十分なことはわかりません。 

  次、前文についてであります。改定案の前文には公共の精神を尊び、豊かな人間性を

備えた人間を期し伝統を継承し、未来を切り開く教育の確立となっております。未来を

切り開くというその根本は何でしょうか。私は平和を希求する人間の育成であると考え

ます。 

  次、１条、２条の方針や目標についてでございます。第１条は教育の目的で、人格の

形成、国家社会の形成者としての国民の育成であるとなっています。第２条は、目標と

して重要と考えられる具体的資質が５項目掲げられています。態度を養うということで

ありますが、態度というのは養う面と育つ面があると私は考えます。自然に育ってくる

ことがより望ましいと考えております。 

  次、愛国心についてであります。子どもたちには、みずからに誇りを持ち、家族や仲

間を愛し、ふるさとや国を愛する人に育ってもらいたいと私は思います。それは即平和
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を願うことに通じると受けとめております。心の問題は教える面と、教えるといいまし

てもともに考えるという意味の教える面ですが、その面と内面からわいてくるものがあ

ると考えます。内面から自然にどういう心を持ちたいかということがわいてくること、

そういうことが望ましいのはもちろんであります。ただ、教育は不当な支配に服するこ

となく、法律の定めるところにより、国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の

協力のもとに、公正かつ適正に行われるべきものであります。市の方針のもとに、各学

校方針が定められ、そして各学校で評価表は作成されます。 

  次、第３条です。特別支援を必要とする子どもであります。障害のある者が十分な教

育を受けられるように、教育上必要な支援を講じるために新設されていると書かれてお

ります。決して、障害のある者を切り捨てるものではあってはならないし、切り捨てる

ものではないととらえております。なお、今後十分に見守っていきたいと考えます。 

  次、９年の教育の期限の削除ということですが、確かにそういうことは文言は見当た

りませんが、義務教育は何年であるか明記されていませんけれども、打ち切るものでは

ないと考えております。 

  次、男女共学についてであります。この男女共同参画社会を推進している時代であり

ます。その背景を考えましても、当然男女平等の社会の構築はすべきであります。 

  次、校則についてです。校則はよりよい社会人に成長するために定められるものであ

ると考えます。 

  次、家庭教育についてであります。家庭生活は子どもを育てるための土台であります。

昨今の社会状況を見ましても、家庭教育の再生向上は重要なことでありまして、土佐の

教育改革でも我が市の教育行政でも重要なものとして取り組んでいます。親の背を見て

子どもは育つと言われています。 

  次、どのような教育が望ましいかということでございます。たくましい体に豊かな心

を持ち、基礎、基本を身につけ、生きる力を持った子どもたちを育てたい。そして、未

来に大きく羽ばたいてほしいと願っています。学校、家庭、地域が一体なった教育を推

進したい。そして、行政もよりよく開かれたものとなり、市民の声に耳を傾け、みんな

に信頼される組織となり、ソフト面、ハード面のバランスのよい教育行政に当たるため、

最大限の努力をしたいと考えております。 

  次、フィンランドの教育についてであります。日本の学力が低下しているということ

はいろいろな調査で言われており、明らかにもなっています。戦後６０年を経て、社会

状況は激変しました。もちろんよくなった面も多いですけれども、格差社会が広がり、

学力差は家庭の経済的文化的差からきていることも事実であろうと考えます。ある調査

によりますと、勉強だけが人生ではないと答えた若者が４０％だったという記事も見ま

した。先日の教職員総会におきまして、大崎教育長さんが、とにかく勉強は自分でする

ものである、家庭でするものであるということを中学生には身につけさせたいとおっし

ゃっていました。私も自分の家庭を見ましても、また、中学生を見ましても同じように
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考えております。 

  最後に国民投票法案であります。第６５条には、教育者の地位利用による国民投票運

動の禁止となっておりますが、教育公務員としては当然のことであろうと思います。教

員は、みずからの資質の向上に励み、指導力の向上を図ることに全力で当たり、子ども

だけでなく、保護者や地域の人々にも信頼される人間になることが第一条件であろうと

思います。 

  以上、いろいろ抜かったこととか、言い足りなかったこともあるかもわかりませんが、

１回目の答弁とさせていただきます。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   幾井議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  私には、憲法解釈についてということで、１番、２番、３番はもう担当にしていただ

きます。１、２、４、９、１０とお答えをさせていただきます。 

  １番ですが、前文や第９８条でこの憲法に反する一切のという云々ですが、質問の趣

旨からしまして、この９８条の条文に反する改正憲法は認められないのではないかとい

うふうなことだと思いますが、正式なルールにのっとり、手続きを踏まえての改憲され

た後には、これに当てはまらないものと私自身思います。 

  ２番目の憲法学者の改正限界説をどう認識しているかでありますが、改憲限界説がど

んなものか、私認識をいたしておりません。憲法学者であれば、それについての見解が

述べることができると思いますが、残念ながらそのような頭を持ち合わせておりません

ので、答弁できません。 

  ４番目の憲法第９９条、憲法擁護義務を負っているが、改訂までこの条項が生きてい

るということでありますが、ご質問のとおり、当然改定されるまでには現憲法を尊重し、

また擁護する義務を負っていると考えております。 

  次に、９番目でありますが、マスコミに対しての処罰の対象としての虚偽の事項等に

つきましては、だれが、許されないがどう認識されているかということでありますが、

まずマスコミには報道の自由と同時に、報道内容につきましては一定社会的、その責任

については社会的義務を負っておるというふうに思って、前提にありますので、そのよ

うな報道がなされないというふうに自分自身思っております。 

改憲の強行は日本を専制的国家としてアメリカと一緒にという云々につきましては、

これは見解の相違であろうと思いますが、改憲の強行がなされておらないと思っており

ます。民主主義のルールにのっとって、その方向で進んでいってもらえるものというふ

うに信じておりますので、その認識ではないというふうに思います。 

以上です。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   幾井議員の国民投票法案について、③の市職員の運動を

禁止しているがどのような行動が地位利用に当たるのか伺うということです。 
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  現在、この法案につきましては国会の方で審議をされておる状況でございます。非常

に不明確な部分もございます。日本国憲法改正国民投票案第６４条の公務員等の地位利

用による国民投票運動の禁止、これがうたわれているわけですが、あくまでも案という

ことでありますので、この案の中身、６４条を見てみますには、公職選挙法の準用規定

がございません。ということは、今の段階でこの解釈、解説による解釈ができないとい

うことで、お答えにつきましてはご了承いただきたいということでございます。 

  それから次に、共謀罪についてでございますが、この共謀罪につきましては、１番目

がですね共謀罪についての認識を問うということ、２番目はですね、途中でちょっと質

問がどこら辺までいったか私も十分わからない状況でございます。１番、２番について

ですね質問の途中まで回答させていただきたいと思います。この共謀罪の認識について

でございますが、この共謀罪の新設を柱とした名称が、組織犯罪処罰法、これの改正案

でございます。２０００年に国連総会で採択された国際組織犯罪防止条約を批准するも

のであります。国内法を整備する必要があるとして提出されてきた法律案ということで

ございますが、私も正確にはわかっておりませんが、これまで二度廃案となっていると

いうことでございます。昨年の秋にこの特別国会でも継続審議ということになっており

ます。日本も国際社会の一員としてこの条約を早期に締結し、国際社会と協力し、一層

効果的に国際的な組織犯罪を防止するため、組織的な犯罪の共謀罪を新設しようとして

おります。これにより、国際的な組織犯罪から日本を守り、暴力団による組織的な殺傷

事件や振り込み詐欺のような詐欺事件などについてその実行に着手する前の段階での検

挙、処罰が可能となり、事前に被害の発生を防止できるなど、組織的な犯罪集団が関与

する重大な犯罪から国民を守ることができることとしております。ご質問の盗聴やスパ

イ活動等の捜査が横行するのではないかということでございますが、これに対して説明

では国民の一般的な社会生活上の行為が本罪に当たるものではなく、組織的な犯罪集団

が関与する重大な犯罪行為に限りとされておるようでございます。共謀罪の新設により、

新たな捜査手段を導入するものではないというふうにされております。しかしながら、

今国会で修正して審議入りさせた政府与党案でございますが、これまで同様の内心の自

由の侵害や冤罪を招く可能性があることや、一般市民団体の取り締まりの根拠に使われ

る恐れがあるなど、与党側の攻防が行われております。新聞報道によりますと、５月１

２日の衆議院法務委員会理事会で適用対象をより具体化した修正案が提出をされており

ます。共謀罪について労働組合その他の団体の正当な活動を制限するようなことがあっ

てはならない。この文言を明記をされておるようであります。また、処罰の対象行為を

犯罪実行に資する行為から、実行に必要な準備その他の行為に限るというふうに修正が

されておるようでございます。さらに、日本弁護士連合会、日弁連といいますが、法務

省のホームページのコーナーに対しまして、共謀罪の設立範囲のあいまいさ、あるいは

処罰の対象となる団体の範囲の不明確さ、一般的な社会生活上の行為が共謀罪に問われ

る可能性が残っておるという、このような疑問点を指摘をしております。このように、
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新聞紙上、あるいはインターネット等によりまして認識をしておりますが、再修正案も

提出されておりまして、今後国会の方で十分に論議をしていただきたいというふうに考

えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   お諮りします。 

  本日の会議はこの程度にとどめ、延会にしたいと思います。これにご異議ありません

か。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに

決定しました。 

  本日の会議はこれで延会します。 

次の会議は、５月１９日午前９時から開会をいたします。 

  どうもご苦労さまでございました。 

 

 

（午後４時３１分 延会） 
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議事の経過 

（午前９時０１分） 

○議長（西村成君）   おはようございます。ただいまの出席議員は３７人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程に入る前に報告します。３１番、森安 正君が森林組合の総会のため欠席と

いう連絡が入っております。 

  議事日程はお手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、一般質問を行います。順次、質問を許します。 

  ３４番、西山 武君。 

○３４番（西山 武君）   おはようございます。３４番、西山でございます。質問に

入る前に、通告書の２０ページの１行目の中ほど、「森林の他面性」と書いてありますけ

ども、「多方面に」と直してください。多い、方向の「方」に面積の「面」です。「多方

面にわたる効用」と、ちょっと原稿が間違ってたかどうかわかりませんけども、よろし

くお願いします。 

  一般質問も４日目に入りまして、執行部も議員各位も少々疲れが見えてきたころでご

ざいますが、本日一日で終わると思いますので、しばらくの我慢をお願いいたしたいと

思います。 

  まず、門市長にりとましては、香美市の初代市長としてこれからの市政に対しまし

て、今までより数多くの市民からの要望や、また市長として実施したい事業、市民のた

めにしたいことが数多くある中で、厳しい財政事情のもと、思うに任せない状況下での

市長就任に対しまして、そのご苦労を思いやるとともに心から敬意を表するものでござ

います。今後、健康に留意されまして、香美市の発展のために公明で公正な市政運営を

心から期待しております。 

  それでは、通告に従いまして質問をいたします。 

  まず、林業振興についてですが、多くの同僚議員からも多方面からの質問が出ていま

したし、市長の公約の第一位でもあります。市の面積の約９割を森林が占め、優良な山

林資源を持つ香美市としては当然のことであると考えます。森林の効用は空気の浄化作

用、すなわち炭酸ガスを吸収して酸素を供給し、地球温暖化を防止する作用や、降った

雨水を地下水として水がめにため、保水作業等多方面にわたっております。この中で、

水をためる効用は、広葉樹林が一番すぐれていると言われておりますけれども、人工林

でも適宜管理された森林であれば、十分にその広葉林に負けない匹敵する保水力が確保

されると言われております。そのためにも、間伐の促進が不可欠であると考えます。現

在、少ないながらも間伐に対する補助金があり、そこそこの間伐が行われていますが、

間伐された木材は、林道や作業道のないところではほとんど利用されることなく放置さ

れております。これは間伐してから枝を払い、玉切りをし搬出して原木市場まで出す費

用が販売代金で賄えないことによるものが大きな理由だと考えられます。この放置され
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た間伐材が集中豪雨や大雨のときに流出したり、雨水をせきとめて一時的にダムのよう

な状況になり、耐え切れなくなって崩壊して土砂の流出や山林崩壊、水害等の原因にな

っておると考えられます。ある意味では、間伐が災害の原因をつくっているということ

にもなりかねません。このような災害防止をする観点からも、また資源の有効利用の観

点からも、間伐材を山から搬出して利用することが重要であると考えます。しかし、現

状では間伐材を市場に出して経費的にあうのは林道や作業道のそばの山林に限られてお

ります。これを解決するためには、林道や作業道の整備が最重要であり、旧各町村でも

積極的に取り組んできていましたが、財政面からもその膨大な延長は早急には完了する

ことは難しいのが現実であります。そこで、間伐材搬出に対して補助金を出しはどうか。

その間の、間伐してから後の投資以上の収入があれば間伐材は市場へ出てくるはずです。

毎年のように繰り返される災害復旧を考えると、災害予防の観点からも補助金を出し間

伐材を市場へ出せるようにしたら、かえって費用の軽減につながり、資源の有効利用の

面からも大いに利点があると考えられますが、これに対してどのように考えられるかお

伺いします。 

  次に、作業道、香北町萩野・土佐山田町間線についてお尋ねします。 

  これも林業振興策の一環として２月に完成したということでございますが、大変喜ば

しいことです。設計幅員３メートルとのことですが、先日走行してみますと、実際は４

メートルぐらいの幅員があり、大型トラックが十分通行可能と見受けられました。しか

し、残念ながら作業道と接続している両側の市道が幅員が狭く、特に土佐山田町側は合

流した市道の幅員は２メートルぐらいです。その土佐山田町側の合流点からテクノパー

クへ侵入している２車線の県道まで、約４００メートルです。そのうち、１００メート

ルは今年度の市道拡幅事業が決定して予算も組まれております。残るは約３００メート

ルでございます。この間は、平たん地であり、山側に用地の余裕も見受けられ、拡幅す

る可能性が非常に高いと考えられます。大型トラックが通行できる市道の拡幅を行えば、

せっかくでき上がったこの作業道も有効に利用されると考えられますが、厳しい財政状

況下でありますけども、今後この市道の拡幅を検討していただきたいと思いますがいか

がでしょうか。また、この作業道ですが、この作業道に限らないと思いますけども、作

業道というのは林道と違って、その施工が、平たく言えば雑でございます。山腹を切り

まして、土砂をついてそのまま路面にしているような状況でございます。２月完成した

ということで、私が知ったのは５月の連休明けでございましたが、早くも路面はその間

の雨によりがたがたになっております。作業道ですので、使用するときに路面は補修し

て使えばいいということでございますが、その谷川の路壁はついた土砂をそのまま盛っ

て路壁にしております。今も、今年は雨が多くて、雨が降ったりやんだりしております

けれども、これから梅雨時に向かい、集中豪雨や大雨が降ったら、この谷川の路壁がつ

えないか、かえって林業振興のためにつくった作業道が別の災害の発生の引き金になり

はしないかと心配されますが、この点についてどのように考えておられるかお伺いした
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いと思います。 

  質問の最後ですが、庁舎建設についてでございます。 

  多くの同僚議員から質問があり、出尽くした感もありますから、改めてお伺いいたし

ます。本庁舎は老朽化が著しく、狭く行政効率も悪く、旧土佐山田町でも早急に改築の

必要性が言われていました。今議会冒頭の開会日は雨で、後ろにバケツを置いて、雨水

を受けて議会が開催される。このような議会はめったに全国を見てもないんじゃないか

と思われますが、合併後５年以内に改築ということになっておりますので、今の庁舎に

大幅な改修の費用をかけるのは非常にもったいないことです。早急に改築の必要がある

ことは、執行部の皆さんもご理解してることだと思います。また、今回の合併にともな

い、課もふえ、また本庁舎勤務の職員もふえました。今の本庁舎では、本庁舎、西別館、

北庁舎、教育委員会等々名称ですら全部覚えられないくらい分散しております。どこに

何課があるか職員の方に聞いてもすぐに答えが出てこない状況ですし、市民の方が来庁

されて、自分の行きたいところを探すのは大変な状況でございます。これは、市民が不

便なばかりでなく、行政の中でも効率が大変悪くなっておると考えられます。合併協議

会の合意事項の５年以内の新築というのは、最大限の猶予期間と考えて、市長の今任期

中には新築、完成という決意で取り組まなければならないと思いますが、どうでしょう

か。今朝の新聞に四万十市の庁舎建築の記事が載っておりましたが、今決定しても２１

年ですか、完成が、というような計画になっております。５年以内に完成するというこ

とだけ考えましても、早急に取り組み、その方策を講じる必要があると思います。また、

近い将来に必ず発生すると言われております南海地震をも視野に入れての構造決定や、

場所の選定をする必要があります。この機会に庁舎も余裕のある設計をし、広範な地域

から来庁する市民のため、また来客者のためにもゆったりとした駐車場のあるところを

選定する必要があると考えます。現在のこの場所は敷地も狭く、客観的に見てもとても

その必要面積を確保することができないと考えますが、土地の確保には地権者、所有者

の同意が要ることでございますので、早急に候補地を決め、交渉し、確保する必要があ

ると考えますがどうでしょうか。このような大きな庁舎建設の大事業につきましては、

委員会を決めて、そこで議論することが当然でしょうけれども、大きなタイムスケジュ

ール、５年という制約がありますので、初年度には何をし、２年度に何をし、最終建築

着工はいつという大まかなスケジュールを決めて委員会なりを設置して検討する必要が

あろうと思いますけれども、いかがでしょうか。 

  お伺いしまして、１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   おはようございます。西山議員のご質問にお答えをさせてい

ただきます。 

  まず、林業振興についてであります。本議会でも多くの皆さん方からも林業政策につ

いてご質問がございました。その折々に答弁をさせていただいておりますが、改めまし
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て林業振興についてのご質問にお答えをさせていただきます。本市を語る場合に、やは

り森林・林業抜きにしては語れないほど、香美市における林業の位置づけは大きいもの

があるというふうに認識をいたしております。森林は、産業だけではなくご指摘のよう

に多方面での機能を有していますので、本市だけではなく、やはり日本の大きな資源で

あり、貴重な財産であるというふうにも思っております。そのような位置づけにあるに

もかかわりませず、国の林業政策は余りにも脆弱であり、山の荒廃が続いているわけで

あります。今、多くの建築材料は外材に頼っているわけでありますが、世界の環境問題

が論じられている今こそ、外国材から自前の国産材への転換を図るべきだというふうに

考えます。そうすることにより、山により目が向き、そして手入れが行き届き、今瀕死

の状況にある山に活力が戻ってくると思っております。そのような国に対しての政策を

訴えなければなりませんが、香美市として果たさなければならない振興策につきまして

は、先ほど言われました間伐の促進を初め、その間伐材の有効利用につきましても、森

林組合とも連携を図りながら進めてまいらなければならないと思っております。ご提案

をいただきました間伐材の搬出に対しての補助金を出したらというふうなお話をいただ

きました。財政的な状況もありますが、そうしたご提案にも耳を傾けることも必要かと

思いますが、なお、対応に向けて、いや対応に向けてじゃなく、そのことをまた慎重に

審議をしてまいります。あわせて、林道、作業道の整備等も当然今までも推進をしてき

たわけでありますので、これからもやはり林業、作業道がより整備されることは、やは

り山に入りやすい環境を整えることでありますので、そうしたことも重要視していかな

ければならないというふうに思います。 

  庁舎建設につきましても、本当に今回多くの議員からご質問をいただきました。それ

だけ庁舎問題はせっぱ詰まっておるというふうに感じております。議員からもご指摘が

ございましたように、この香美市の本庁舎は大変分散をいたしておりまして、本当にお

客さんにはご迷惑をおかけいたしておりますし、また、効率的な事務ができていないと

いう部分も大いにあるわけであります。そうした状況を考えた場合、やはり早急に建て

かえる必要は当然のことであります。そうしたことを前提に置きまして、早急にそのス

ケジュール、また同時に方策等も検討してまいらなければならないというふうに思って

おります。 

  以下、担当の方からご答弁をさせていただきます。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   おはようございます。西山 武議員のご質問にお答えを

いたします。 

  西山議員からは、人工林の保水力等々の多面的機能により、優良な山林資源を香美市

が有しているということでございます。香美市は、県内、四万十町、四万十市に次ぎ３

番目の現況森林面積４万６,７９０ヘクタールを有し、林地の土壌や雨量等、森林の生育

環境に恵まれており、スギ材を例にとりますと、心材が赤く上に伸びるため、年輪幅が
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そろい、高知県産材の中でも建築用材として高い評価を受け、住宅用の注文材として受

注することもあります。また、樹高が高いということは、当然材積も多くなり、森林所

有者や林業関係者にとっては同じ森林でも有用な山林資源と言えます。さて、その優良

材の多い市の森林資源の間伐の促進、間伐材の有効活用についての対応ですが、香美市

の平成１７年度間伐実績面積は、土佐山田町３１１ヘクタール、香北町２３４ヘクター

ル、物部町３９８ヘクタールの計９４３ヘクタールにとどまっております。どの地区も

作業道や林道の整備がおくれ、間伐等森林整備のおくれが目立ち、林業生産性の悪化を

招いており、間伐促進の基盤づくりとして林道の早期完成はもとより、引き続き作業道

網の整備を図る必要があります。また、間伐施業や作業道整備の大半を担い、森林整備

の核となる森林組合や林業事業体の育成強化を図る必要もあります。平成１８年度は、

当初間伐計画面積を１.０３％アップの９７０ヘクタールとし、内訳は土佐山田町約３２

７ヘクタール、香北町約２２８ヘクタール、物部町４１５ヘクタールとし、促進を図っていき

ます。 

  それから作業道についてですが、作業道につきましては、作業道の管理者が市ではな

く森林所有者等になっております。また、作業道は林道とかいう規格がございませず、

いわゆる掘り飛ばし的な道が多ございますが、危険な箇所が発生した場合等々は管理者

のもとで補修を行ったり、通行どめ等危険のない状態にする必要があると思います。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   西山 武議員の林業振興について、建設都計課関係

のご答弁を申し上げます。 

香美市になりまして３カ月を経過しましたけども、まだまだ旧物部村、香北町の方に

は見知らぬところが多くありまして、早く覚えるようにしなければという思いでありま

す。西山議員の言われました道路につきましても、日浦の集落までは知っておりますけ

ども、状況が十分には把握できておりません。せっかくつくった道ですので、有効に利

用することは必要なことと考えております。市内には整備、あるいは改良すべき路線が

多くありまして、すぐには着手という話にはなりませんけども、整備すべき路線という

認識で業務に励んでまいりたいというふうに思います。 

以上です。 

○議長（西村成君）   ３４番、西山 武君。 

○３４番（西山 武君）   ３４番、西山でございます。２回目の質問をさせていただ

きます。 

  まず、林業の振興につきましてですけれども、間伐材の搬出に対する補助金、市長の

答弁は検討する、どうか、というような感じでございましたが、単独の市町村が間伐材

を搬出する費用を補助するのは大変なことだとは理解しております。高知県は、全国一

の人工林率を誇っておる県でございますので、間伐の必要な山林は、県下至るところに

あります。そこで、県内の各市町村の市長が連携をとってですね、国に対して間伐材を
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市場へ出す補助を国の施策として取り上げられるように、ぜひ運動していただきたいと

思います。 

それと、作業道につきましては、必要性を認めていただきましたので、今後拡幅に向

けて検討をよろしくお願いいたします。 

また、庁舎につきましては、その狭隘さ、現状を皆さん執行部の方もご理解しており

ますので、これから先まず機会がないと思って、将来にわたって長く使える、どのよう

な事態にも対処できるような庁舎が建設されるように、英知を絞って、やはりタイムス

ケジュール、大まかな方向性をつけて、そして委員会では細かいスケジュールを組んで、

ぜひできてよかったと言える庁舎の建設に向けて努力をしていただきたいと思います。

香美市がよりよく発展することを願いまして言っておりますので、よろしくお願いいた

します。 

これで２回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   西山議員の２回目の質問にお答えをさせていただきます。 

  間伐材の搬出に対して補助制度を国に対して要望ということであります。このことは、

市長会の中でもこうした各市の中で持つさまざまな要望等について取りまとめをして、

そして関係機関、国に対しての意見書等を出す機会があるわけであります。そうした機

会をとらえまして、やはりおっしゃられましたように膨大な森林面積を有しておる我が

市のやはり大きな意見といいましょうか、そうしたものを集約したものであるという思

いの中で、これを要望していくように、ぜひやっていきたいというふうに思います。 

  次に、庁舎建設でありますが、当然そうしたことを考慮に入れ、視野に入れて検討を

していくことも必要だというふうに思います。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   搬出間伐に対する補助というご質問の答弁が抜かってお

りまして申しわけございません。搬出間伐については、１８年度も市の方で助成、補助

をするようになっております。１８年度予算にも出ておりますが、森の晼たち育成事業

で搬出間伐としまして、２,３００立方に対して、市は立方１,０００円の補助をいたし

ます。これは県補助が立方３,５００円ございますので、それの上乗せ補助と思われます。 

  それから、同じく緊急間伐総合支援事業の中で、搬出間伐８,１００立方に対しまして、

これも同じく立方１,０００円の補助をするようになっております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ３４番、西山 武君。 

○３４番（西山 武君）   ３４番、西山でございます。先ほど聞くのを忘れておりま

したので３回目の質問をさせていただきます。 

  作業道ですが、管理は森林組合が管理するとなっておりますけれども、施工、補助金

を出して工事をする補助金を出したのは行政じゃなかろうかと思います。つくるのはつ
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くって、あとは管理して突き飛ばしでできて、管理は森林組合がしなさいよと。どんな

ことがあっても知りませんというんじゃかえって無責任じゃないかと思いますが、そこ

のところをどのようにやるかお伺いしたいと思います。 

  それと、搬出間伐に対する補助金が出てると言いますけども、数年前ですが、物部川

の１９５号線を走ってまして、対岸に渡る方法、簡単にない、橋がかかる前ですか、と

ころは、外から見た感じでは経級３０センチぐらいあるような間伐材が放置されており

ます。やはりケーブルを張るとか、そういう費用がかかるところでも出して、１本、２

本じゃありません。ある程度の面積の間伐材を出して合う補助金があれば、資源の有効

利用の面から言っても間伐材は、要はその間の費用がペイして、少しでも手元に販売代

金が残れば山林所有者は積極的に間伐をし、優良な山林をつくり、ひいてはそれが森林

の効用を果たす、保水能力を高めるとかいろんな効用があるわけですので、それに見合

う間伐補助金が出てるか、いわゆる作業道等に隣接して費用がかからないところであれ

ば、先ほどの補助金が出れば搬出できると思いますけれども、それじゃなくて、そうい

うところの間伐も必要ですが、ある意味では水源地の源流域というのは、作業道、林道

が少ない地域だと思うんですよ。そこの山林が手入れされておりますと、水不足だとか

山林の崩壊というのは非常に少なくなると考えます。国は農業には手厚い保護政策をし

ておりますけども、そのほんの何％かでも林業に向けていただければ、国土の７割を占

める山林がよみがえり、水、空気すべてがうまくいくと思いますので、その手助けにな

ると思いますので、市長におかれましては、いろんな機会をとらえて森林施業に対する

国の確固とした政策を講じるように提言をしていっていただくようにお願いしたいと思

います。 

  これで、私の３回目の質問を終わりますが、香美市が今後ますます発展することを祈

って３回目の質問を終わります。どうもありがとうございました。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   西山議員の３回目の質問にお答えします。 

  西山議員の山を思う気持ち、そして香美市を思う気持ち、大変ありがたく、また伝わ

ってまいりました。その思いをこれからの香美市の中で国に対して、県に対して、やは

り積極的に意見を述べ、そしてこの香美市が山の中で本当にすばらしい市になっていけ

るように、そういう努力をしてまいりたいと思います。なお、今後ともご指導をよろし

くお願いをいたします。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   西山 武議員の３回目のご質問にお答えします。 

  源流域の搬出間伐が重要ということでございますが、緊急間伐総合支援事業の内訳を

言いますと、国見の場合は、旧国見です、国見森林の場合が４,０００立方と圧倒的に多

いわけですけども、そのほかでは溝渕林業が７００、香美森林が９００、それに対しま

して源流域の物部は２,５００立方ということになっておりまして、搬出間伐も源流域を
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相当重要視してやっておるということでございます。 

  それから、作業道につきましては、森林所有者の受益者ですが、一定要件のもとで開

設しているものでございまして、林道のような公道ではございませんので、森林所有者

もしく関係者で管理をしていただくことになっております。 

○議長（西村成君）   ２５番、島岡信彦君。 

○２５番（島岡信彦君）   ２５番、島岡信彦、通告に従いまして一般質問をいたしま

す。 

  生涯教育についてですが、今日の子どもたちの体力の低下、青年期、中年期における

生活習慣病患者の増大、高齢者の生きがいづくりといった社会状況を考えたとき、日常

生活の中で生涯にわたっていつでも気軽に楽しめるスポーツを実践することは、健康の

保持や体力の向上に役立つだけでなく、スポーツを通じて多くの人々の交流を図ること

ができるなど、明るく豊かで生きがいのある生活を営む上で大きな意義があると考えま

す。また、ライフスタイルの変化などにより、地域の連帯感が希薄化しつつある中で、

地域においてスポーツを通じて気軽に住民がふれあう機会がつくられ、地域の連帯感を

高めていけるものであると考えますが、生涯スポーツにおけるこれまでの取り組みと課

題については、また、今後の計画についてはどのように考えておられるか。また、住民

に対しての軽スポーツの発信、普及することについての取り組みについてはどうである

か。 

  ２点目、社会体育施設でありますが、社会施設関係についてですが、秦山公園、土佐

山田スタジアムは、アイランドリーグの開催や、軟式野球の全国大会、先ごろではホッ

ケーの全国大会など利用頻度も上がっていると考えますが、社会体育関係者の方々につ

いては、土佐山田スタジアムのナイター化を望んでいる方々の声も聞こえます。この施

設のさらなる利用の促進を図るためにもナイター化が必要であると考えますが、どのよ

うに考えておられるでしょうか。また、人工芝グラウンドであるためにメリットがある

反面、県内においては土のグラウンドがほとんどのために、専用のスパイクを購入しな

ければいけないという面もあるので、一例挙げますと、本市鏡野中学校野球部なども練

習、試合等に使用できない状況にあります。さらなる施設の利用頻度を上げるためにも

金属スパイクの使用を認めることはできないか。 

  次に学校教育であります。 

  本市の学校においては、各学校がそれぞれの教育目標を掲げ、学校、家庭、地域の連

携を深めながらそれぞれの地域の実情に沿った特色ある学校運営を行っていると認識し

ています。先ごろの新聞にもございました鏡野中学校で３年生の選択授業の中にゴルフ

を取り入れていることや、発育教育での朝食提供は、全国的にマスコミでも注目され、

時代のニーズに沿った取り組みであると考えます。環境教育を初め、さまざまな教育の

あり方を各小・中学校が創意工夫を凝らし、地域や学校の特色を出しながら行っており

ますが、このたび、山田小学校において教頭２人制を導入された経過と、学校運営での
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その目的についてはどうか。また、他の学校への導入についてはどうか。 

  次に総務関係でありますが、施策の一つの柱でもあり、市長も言われておりました職

員の資質の向上の上から一番大事なことは職員の心と体の健康であると考えます。先ご

ろ同僚議員の質問での職員の長期休暇、休職者についての総務課長の答弁にもありまし

たが、心の病気については療養が長期にわたることや、また、現代病として社会的な問

題となった点も踏まえると、職員の健康管理については重要であると考えますが、この

点の取り組みはどのようになっておられるか。 

職場づくりのあり方ですが、合併して施策が異なる３つの町が一つになるということ

は、業務内容も複雑化し、業務量もふえていると考えます。統一していくことは時間と

労力がかかると思います。国や県からの事務事業もふえる中で職員の業務内容は一段と

厳しいものとなり、戸惑いや不安もあるのではないかと考えます。合併し、市として発

展していくためには今後の職場づくりが重要であると考えますが、その点についてはど

のように考えておられるか。 

これで第１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   生涯学習課長、山崎泰広君。 

○生涯学習課長（山崎泰広君）   島岡議員におかれましては、いつも社会体育並びに

社会体育施設にご心配をいただきまして、本当に心から感謝を申し上げます。 

  それでは、私の方から生涯スポーツにおけるこれまでの取り組みと課題について、並

びに土佐山田スタジアム関係のことについてお答えを申し上げます。 

  生涯スポーツにおける取り組みは、まずスポーツ環境の整備が挙げられます。市内に

は、社会体育施設として市民グラウンドや武道館など１７施設を整備し、また、小・中

学校体育施設として校庭や体育館の開放事業を行っており、各施設をスポーツ団体が定

期的に利用しております。各種スポーツの普及振興の取り組みにつきましては、競技ス

ポーツにおいてはこれまで３カ町村体育大会や、町民体育大会の開催、県大会などへの

選手派遣などのほか、体育会やスポーツ少年団へ補助金を交付し、団体活動を援助して

おります。また、気軽にできるスポーツの普及につきましては、軽スポーツ大会や少年

スポーツ交流大会を開催し、普及に努めております。特に、軽スポーツ大会には年々種

目や参加者がふえてきており、今後はグラウンドゴルフやペタンク、ビーチボールバレ

ーのほかマレットゴルフ、ソフトボールバレーなどの実施が予想されております。これ

らの種目の中には、関係者の努力もあって現在では団体としての組織化も進み、その活

動も市内だけにとどまらず、広く他の市町村とも交流を行っています。 

  一方、課題につきましては、施設整備面では市内体育施設の老朽化があります。これ

らの施設は、建設後おおむね２０年を経過しており、毎年何らかの補修をしております。

各種大会での運営面では、大会参加者が固定化する傾向があることや、開催場所の確保

の問題などがあります。今後は、合併前の各町村の伝統的な大会の継続や、関係機関、

体育指導員と連携をとりながら生涯スポーツの推進に努めていきたいと考えております。 
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  次に、土佐山田スタジアム関係では、まずナイター設備につきましては、秦山公園特

別委員会と旧土佐山田町との間で夜間の野球場は使用しないとの約束をもとに建設をさ

れておりますことから、現在のところ考えておりません。また、金属スパイク使用につ

いては、土佐山田スタジアムの人工芝は耐用年数が１０年から１５年と言われておりま

して、メーカーによりますと、金属スパイクに対応した商品ではないので、使用により

芝が切れるなど、早期に張りかえが必要になってくる可能性があるとのことであり、原

則禁止をしております。規制緩和につきましては、今後の施設利用状況やグラウンドの

状況を見て検討していきたいと考えております。（後に「秦山公園特別委員会」を「秦山

公園建設特別委員会」と訂正発言あり） 

  以上です。 

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   島岡議員の学校教育についてお答えさせていただきます。 

  平成１８年度の教職員の人事異動につきまして、学校の抱える課題や保護者などのニ

ーズに的確に対応し、教育活動の充実を図るために教頭の職務を充実させようと、そし

て学校の組織全体を活性化させようという県の方針のもとに教頭の複数配置校をふやす

という施策がとられました。実際には、県下で小・中・高・養護学校を含めて４６校と

なり、２０校がふえました。義務教育関係では東部教育事務所関係では山田小学校と野

市小学校、安芸中学校に複数制が採用されました。この複数制について話がありました

とき、私のチャレンジ精神が旺盛なところもありまして、鏡野中学校と山田小学校への

導入を考えました。けれども、もろもろのことがありまして、山田小学校だけにそうい

う制度を導入して、今日に至っております。大体ベテランと若手の組み合わせというこ

とになっておりまして、管理面と指導面に分担した形を多くとっている山田小学校もそ

ういう形だと思っています。どうして山田小学校と鏡野中学校へいったかということで

すが、それは子どもの数が多いということもありますが、特に山田小学校は学力向上の

文科省の指定研究校としての今年が最終年度で、発表の年でもありますので、そういう

ことを考えました。それとまた同時に、先日山﨑龍太郎議員さんにお答えいたしました

全市で受けました大きな、これ学校を評価する研究ですが、その中でも特に鏡野中学校

と山田小学校が中心校となっております。２学期には文科省より審議官が３人、４日間

両校に指導、視察に来るようにもなっております。そして来年度もこの指定は市全体と

して続くわけでございますので、来年度は鏡野中学校へも教頭２人制を導入したらどう

かというような方向もあろうかと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   島岡議員の総務関係、職員の健康管理についての取り組

みについてお答えをいたします。 

  健康管理についての取り組みは、人間ドックは主に３０歳以上の職員を対象に実施を
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しております。胸部Ｘ線検診、成人病予防検診は人間ドックを受診しなかった職員を対

象に実施をしております。健康相談日は毎月１回開催をして、それ以外にも随時相談を

受け付けはしております。保健師の職場巡回、これは年に２回、従来土佐山田町が職場

巡回を行っておりましたのは、３回を行っておりましたが、合併して人数が多くなった

ということもございまして、年に２回と。血圧測定等も定期的に行っております。保健

だよりは毎月１回発行しております。各検診の受診後の指導につきましては、胸部Ｘ線

検診、成人病予防検診の結果について、保健師が把握し指導に当たっております。人間

ドックの健診結果につきましては、受診者本人から保健師に診断結果を連絡し、それに

応じて保健師が指導、相談を行っております。年１回開催しております職員衛生委員会

では、職員衛生に関することや、保健室への要望を各職場から集め、産業医も出席をし

ていただきまして、検討しております。内容につきましては、公務災害等の状況、健康

診断の実施状況、各職場からの要望等であります。個々の職員衛生委員会での協議結果

につきまして、今年の４月１日からは各職場から要望のありましたたばこ対策、これに

つきましては、庁舎内禁煙がこれによって実施をされております。なお、産業医により

ます職場巡視も年１回実施をしております。 

  次に、合併後の職場づくりのあり方ということでございますが、現在、本庁機能の分

散化や、支所、出張所の業務に対する意思決定の徹底は、庁内会議等で検討し、連携を

深め、業務がスムーズに行えるよう取り組んではおります。合併前、旧３町村の事務事

業の管理運営につきましては、それぞれ微妙に違っておりました。合併後、問題点が少

なからず出ております。また、異動により職場環境が変わり、さらに制度改正等も重な

りまして事務事業が増大をいたしまして、精神的にメンタル面の病気休暇の職員も何名

か出ておる状況でございます。３月の課長会ではこうした状況も踏まえまして、各管理

職は課員に対し目配り、気配り等を行っていただきまして、職場内でのコミュニケーシ

ョンづくりなど十分な配慮をお願いをしたところでございます。健康管理、労務管理は

一体的なものとして健康に関する相談、仕事上での悩みの相談など職場内での環境づく

りも含め管理体制を充実強化していきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ２５番、島岡信彦君。 

○２５番（島岡信彦君）   ２５番、島岡です。２回目の質問をします。 

  生涯学習、その金属スパイクの件でありますが、よさこいリーグ時に購入いたしまし

たスイーパーという砂の微調整ができる、砂入り人工芝のため砂の微調整ができる機械

を購入しておりますので、砂を極端に多くすれば、人工芝の磨耗が防げるのではないか

と考えますが、その辺については。 

  そして、ナイター化でありますが、アイランドリーグ時は子どもの広場を閉園されて

いる状況で、計画当初は昭和５２年の都市公園、地区公園であり、町民対象の施設であ

ったものが、スタジアムでのよさこいリーグの開催、アイランドリーグの開催、また子
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どもの広場については、昨日の答弁の中で１カ月大方１万人で、供用開始から１１月の

４月までで７万人という来園である点を考えたときに、今後はナイター化も含め時流に

乗った施策の展開という点から、あそこが核とするならば、もう一度事業計画等を見直

す必要があるのではないかと考えます。その点についてはどうですか。 

  次、３点目でありますが、このたび教育長におかれましては、教頭制を新たに手を挙

げられたということで、私の、人事のことでありますが、山小で校長先生が男性、教頭

先生２人男性であります。といったときに、男女共同参画といった社会の中から、女性

のというようなこともあります。その点について。 

  次に、職場づくりでありますが、常々門市長は現場主義、ほんで現場主義をモット

ーにしておりますが、これだけ公務員に対する風当たりが強い中、職員の働きやすい職

場づくりについて、市のトップである門市長のご所見を伺いたいと思います。 

○議長（西村成君）   生涯学習課長、山崎泰広君。 

○生涯学習課長（山崎泰広君）   まず、１回目の答弁の中での訂正事項がありますの

でお願いをいたします。 

  ナイター設備について、「秦山公園特別委員会」との間の約束というふうに申しました

が、正確には「秦山公園建設特別委員会」ということですので訂正をさせていただきま

す。 

  それでは、島岡議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  まず、砂を多く入れてスイーパーでならしながら使えたら金属スパイクの対応もでき

るんではないかという点と、時流に乗ってナイター化を考えてはということでございま

す。まず、砂を多く入れてやるという場合、利用の仕方にも違ってこようかと思います。

まず試合を行う場合と、繰り返し練習を行う場合は芝に対する負荷、磨耗の仕方も違っ

てこようかと思っております。また、ナイター設備についてもですね、近所のご理解が

得られるということであれば検討の部分には乗ってくると思いますが、なお、今後につ

きまして、社会体育施設運営審議会等で意見をいただきながらですね、その辺を検討し

ていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   島岡議員さんのご質問にお答えいたします。 

  私も女性であります。男性も好きですが女性も好きです。ただ偶然にそのようなこと

になっております。ちなみに鏡野中学校は、若手のピチピチの女性の教頭を採用してお

ります。東部教育事務所管内で中学校の女性の管理職は鏡野中学校の教頭が１人であり

ます。それから、大宮小学校にも舟入小の女性の教頭を昇任させて、校長として赴任を

させております。そういった全体の目で見ていただきたい。これからも女性の管理職は

大いに登用して活躍していただきたい。後輩をつくりたいということに、私の気持ちに

変わりはありません。 
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○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   突然のご指名いただきましてありがとうございました。島岡

議員の職場関係についての答弁をさせていただきます。 

  合併をしまして、職員の方も大変いろいろと大変な部分もあろうと思います。特に、

メンタル面での配慮、そうしたものが大変大事になってくるわけでありますが、やはり

この職場にあって、やはり働きやすい職場、そうしたものをやっぱり構築していくこと

が大事でありましょうし、また同時に適正な、そのためには適正な職員配置、そうした

ものも気をつけていかなければならないと思います。特に、今、心のやっぱり悩み、そ

うしたものを持つ職員もおるわけでありますので、そうした面にも配慮しながら、やは

り職員とのコミュニケーションを大事にしてやってまいりたいと、こんなに思っており

ます。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   おはようございます。１２番、笹岡 優です。私は、住民

こそ主人公の立場で、日本共産党の公認議員として質問します。香美市議会議員として

臨時議会で緊急質問がない限り、最後の質問になると思いますので、新執行部におかれ

ましては、元気に明快な答弁を求めるものです。 

  小泉政権が発足してこの５年間、構造改革、改革の名のもとに、痛みに耐えればあす

はよくなるとトップダウンの強引なやり方で国の形を変える改革が推し進められてきま

した。しかし、その改革の本質は、アメリカ言いなり、財界・大企業等一部の特権的な

勢力への奉仕というむき出しの新自由主義路線、弱肉強食路線であったことが明確にな

っています。本来、改革はよくするためのもの。ところが構造改革路線は、国民の所得

格差を拡大し、勝ち組、負け組の深刻な格差社会、二極化をつくり出しています。この

政治的な構図は、都市部と地方、過疎地域との対立と格差をつくり出し、公務員と民間

を対立的に描き出し、現役世代に高齢者の存在が大きな負担として対立させるなど、極

めて恣意的に持ち込まれた考え方です。また、他方で男女間の対立して描かれており、

男女共同参画社会づくりに逆行する男女賃金に格差の拡大、ＤＶ、セクハラ等本来協働

のパートナーであるべき男女間に大きなストレス社会のひずみとして矛盾と対立をつく

り出しています。また、市長の諸般の報告でも触れられていましたように、強引なやり

方で市町村合併の嵐は全国３,２３２市町村から１,８２０、４割の市町村が激減させら

れてしまいました。社会が発展するというのは、これまで先人たちが築き上げ、「みず穂

の国」から長い営みで培ってきた日本の農業を衰退させ、そして多額の借金で田畑を売

っても返せない深刻な現状にまで追い込み、また一方で地方、地域地場産業を崩壊させ、

日本の「ものづくり」の土台を壊す。そして豊かな自然を壊すことなのでしょうか。こ

れが発達していく、社会が発展するということなのでしょうか。今、農家、農業経営者

の農地まで取り上げる事態になっています。やっこねぎやニラ生産農家でもその所得を

維持するためには、１４時間労働を余儀なくされている現状は、資本主義経済システム
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の根本的な矛盾からのものであります。小泉政権の規制緩和、新自由主義路線は一層そ

れに拍車をかけることになりました。本来、資本主義の規制が取っ払われますと、規制

緩和されますと、本当に弱肉強食になるわけですので、結局農家の方々の所得保障をし

ない限り、その農産物を買うのはサラリーマン層なわけです。そのサラリーマン層がど

んどん所得が落ちていくと、農家の所得というのはとれ以下に落とされていくと、こう

いう資本主義の矛盾のシステムがどんどん今働いているわけです。人間として、社会が

発展する、そして豊かさとはどういうものなのか、よく立ちどまって振りかえるときに

きていると思います。私たちは、右上がりの高度成長期に生まれ育った世代ですから、

ある意味においてはよき時代であったかもしれません。しかし、一方で走り続けてきた

つけが、今大きな社会的な矛盾として広がっています。若者に働く場所、働く機会も保

障しない社会をつくってしまいました。私たちの身近でも若者に仕事がなく、あったと

しても契約、派遣、請け負いなど極めて不安定な、また体を壊すぐらいきつい実態があ

ります。また、環境の破壊と悪化の進む地下化石燃料エネルギー依存の温暖化、その弊

害、そして社会の継承者であります子どもたち、出生率の激減等深刻な事態に直面して

います。国民は勤勉に働き、誠実に努力してきたのではないでしょうか。どこから日本

の進路が狂い出してきたのでしょうか。以上の点を踏まえて、日本の現状と小泉政権の

本質について認識を問うものです。 

  皆さんの添付資料で、通告の中に入れてます。これはですね経済同友会終身幹事の方

で品川正治さんです。この方の内容で、この前のですね高知新聞５月１４日のとき、高

知にも来ています。１３日の日に高新文化ホールで開かれた市民グループ、サロン金曜

日ドット高知という主催のもと、「次の世代にも平和憲法を引き継ぎたい」というタイト

ルで行われた、そのときの品川さんの含めてですね、ちょっとこれ紹介しますと、左の

方に、価値観は同じでない。マスコミは日本とアメリカの価値観が同じだとか、共有し

ているとよく言いますが全く違います。アメリカは戦争している国であり、日本は平和

憲法を持つ国です。価値観が一緒のはずがありません。私自身も戦地で戦った人間です

が、戦争になれば自由や人権ではなく、勝つためにということが最高の価値になります。

命のようなだれもが疑わない価値でさえ、「鴻毛の軽きにおく」のが戦争です。アメリカ

は戦争のために大西洋では英米軍事同盟を１００％動員してます。今、イラクで本当の

意味で戦っているのは米英軍です。太平洋では日米安保条約をどう動員するかが、アメ

リカにとっての大問題です。日々報じられる基地問題も米軍と自衛隊の一体的運用も、

安保条約がいかに軍事同盟化していくかという、アメリカの基本的な政策から生まれて

います。しかし、アーミテージ前国務副長官が言うように、日本の憲法９条第２項、戦

力の不保持・交戦権の否認をなくさない限り、本格的な軍事同盟化はできません。憲法

９条２項のもとで、日本がこの６０年間主権の発動によって外国人を１人も殺していま

せん。また、日本は、軍産複合体をつくらず、世界第２の経済大国になりました。これ

アメリカとの違いですね。これは世界史が知らなかった新しい経済モデルです。ちょっ
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と飛ばしまして、右の下の方の２段目、下から２段目です。いまや憲法９条２項の旗は

ボロボロです。しかし、旗ざおは皆さんが放していない。それをアメリカとの同盟のた

めに放すと言ってきているわけです。アメリカの要求に沿う小泉構造改革、経済の方も

日米で違います。アメリカは絶えずグローバリズムという言葉を使いますが、この言葉

はもはや経済用語ではなく、アメリカが戦争に勝つ上での戦略用語です。そして、アメ

リカは毎年「年次改革要望書」で「郵政を変えろ」、「医療制度を変えろ」と迫っている。

それに乗ってきたのが小泉政権の構造改革路線であり、今の格差社会、不安社会、不信

社会に結びついています。したがって政府が言っていることには矛盾が至るところにあ

ります。そして、下の憲法９条のところですが、９条擁護は世界史的な取り組み、こう

いう状況の中で、私たちは何をすればよいのでしょうか。それはアメリカとは価値観か

違うことを前提に、日本の生き方はどうあるべきかを問い直し、日本としてはこの道を

選ぶという次の国家目標を明確にすることです。その国家目標は憲法９条２項を守り抜

けるか、抜けないかによって全く変わります。守り抜いた場合は、平和憲法を持つ日本

として外交や経済を運営することになるのです。もともと経済は企業社会のものではな

く、国民生活のためにあります。今こそ国民の出番です。日本が絶対的に戦争をしない

国だとなれば、まず中国と日本の関係が変わります。日中関係が変わって、日米関係が

変わらないことはあり得ません。憲法９条２項を守ることは世界史的な取り組みです。

決して受け身の仕事ではありませんというのが品川さんです。ですから、この方が言っ

てるように、アメリカと日本とは根本的な価値観が違う。今、アメリカは戦争をしてい

る、戦時体制の国なわけですので、そこでもう一つの資料は、今お手元の資料に、添付

資料できょう回しましたが、資料Ａというので、これが右の方の①のところからが、今

度の在日米軍の中身です。右の上の方にあります米軍の第一軍司令部が、米軍のアメリ

カのワシントン州にある陸軍の第１軍団司令部を神奈川県の座間にもってくる。そこに

陸上自衛隊中央即応集団司令部を新設すると。だから、米陸軍とまさに自衛隊の、陸上

自衛隊の即応部隊がそのまま座間に集結するわけです。そして、こういう形の再編がさ

れますが、特にこの地域に関係するのが下の岩国の関係です。岩国へ厚木にあります空

母艦載機を配備するということになってます。これについては後で触れますが。そして、

それに対して下にはですね日本全国でこの基地に関係するところを中心に、反対の声が

上がっています。それを紹介してみます。そして、３番目のところは、今年の思いやり

予算の中身です。そこに三沢なんかが５５億円、横田基地にも３５億円、横須賀なんか

は４５億円、岩国にしても、本当にすごいですね、これ。２５０億円のかけて、今滑走

路をつくってますが、やるという、この思いやり予算があります。下の④番に見ていた

だいたら、自衛隊の旅団化がこの四国ででも、これまで第２混成団でしたが、旅団化に

格上げされました。そして、香南市に普通科連隊が、これまで施設隊でしたが配備され

るということで、旅団化というのは、師団が一番大きいですが、旅団というのはコンパ

クトに動く実戦部隊です。それが四国にも配備されることになります。そして、左の上
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の⑤のところですが、見ていただいたとおり、私たちのアジア、世界の動きというのは、

もう非同盟、どの国とも軍事同盟を結ばないというのが今もう世界の流れになってます。

アジア地域の２３カ国の状況の中でも、右の上に書いてますが、非同盟は２０カ国です。

軍事同盟結んでない。そして、中国もオブザーバー参加でもう入ろうとしている。軍事

同盟を結んでいるのは日本と韓国だけなわけです。そして、左側の⑥番目に書いてます

が、まさに日本が軍産複合体といいますか、軍事化していく企業の姿があります。今度

三菱重工業はパトリオットをですねつくるそうですが、ミサイル防衛構想の中で、まさ

にアメリカの方向に動いているのではないでしょうか。 

  以上の点を踏まえましてお聞きします。在日米軍、そして自衛隊との一体の再編強化

は、日本の永続的な従属をもたらします。アメリカの軍事戦略に忠誠な行動を余儀なく

され、それは戦後６０年を経ても屈辱的な日本国民の運命、行動を目下の子分として扱

っているのではないでしょうか。この在日米軍の再編強化に連動して宿毛湾への米海軍

イージス艦、これはですね、が入る、艦が、寄港が現実的に進められているとき、ただ

ならぬ事態が動いていると思います。特に、山口県岩国への米海軍空母艦載機部隊の配

備は、香美市にとっても看過できない大きな問題です。これが私が去年調べてきました

内容です。こういう埋め立て、もう既にこれ以上進んでますが、この愛宕山から地下ト

ンネルでどんどん土を運んで今埋め立てて、３,０００メートル級の新しい滑走路をつく

ってます。ですから、先ほど思いやり予算でも多額の金を使っているわけですが。そし

て、イージス艦の配備の問題でもまさにこれは空母艦載機の配備が１３０機配備するわ

けですので、それが房総沖から土佐湾まで空母を持ってきて、その護衛にイージス艦が

要るわけです。ですから、岩国から飛んだ飛行機が練習して空母に降りていくと。逆に

空母がたって岩国に戻ってくると、こうなったら、もうまさに松山空港、高知龍馬空港

は米軍の練習基地となってしまって、管制官が３人以上ふやさなければ、民間航空の関

係は運行できないということが言われてます。そういうことになっていく地域にこの地

域がなることになります。これまでも、阿南から入り、木頭村を通って早明浦ダムの演

習で、低空飛行訓練で墜落しましたが、まさにこの再編強化というのはですね大変危険

です。ですから、今なぜこのツープラスツーの関係で、高知県で軍的に使える、今港が

ないかということで探してる。今、港を探した中で、今やろうとしたのは高知新港です。

もう一つは宿毛湾、須崎湾は入れないそうです、浅瀬で。だから宿毛に入って、その辺

の地ならしをしていくというのが今回の行動です。この前、高知新港にも予定だったそ

うですが、大きなタンカーがとまってたために入れなかったということですので、もう

着々と軍事的な行動はですね先走ってると。私もこの前、去年のきょうの出来事という

内容で、日本の自衛隊がですねグアムでもう爆弾投下訓練をやってると、アメリカの指

導のもとに、いうテレビで報道をしてましたが、実態は法律より早くいってるというの

が今の現状です。国の基地被害に悩む関係自治権者を無視し、一方的に進める在日米軍

再編強化についてどのような見解をお持ちなのか、まず一つ聞きたいと思います。 
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  ２番目に、この在日米軍再編強化と一体不可分の関係にあるのが憲法の改正と教育基

本法の改正の動きであります。特に、自民党の憲法改正案は、これはですねもうむき出

しの自衛隊を自衛軍にするということを、もう織り込みました。そして、９条の２項を

ですね取っ払って、憲法の９条２項というのは戦争放棄の内容をやるために、陸・海・

空軍、その他の戦力、これを保持し、国の交戦はこれを認めないというのを取っ払って、

まさに自衛軍は国際社会の平和と安全と確保のために国際的に協議して行われる活動及

び緊急事態における公の秩序を維持し、または国民の生命もしくは自由を守るための活

動を行うことができるという自民党案になっているわけですね。まさにこれが憲法改正

の中身であるわけです。９条改正によって軍事行動を地球的規模で可能にするいくさ道

だと思いますが、有事法制、国民保護法、そして共謀罪という、共謀罪はきのうは妙に

消化不良になったと思いますが、５月９日付の高知新聞にだれのための広い適用かとい

うので、共謀罪についてこう書いてます。これまで２度も廃案となり、昨秋の、去年の

秋ですね、特別国会でも継続審議となった共謀罪の国会審議は山場を迎えたということ

で、本国会で修正して審議させた政府与党案だが、これまで同様内心の自由の侵害や、

冤罪を招く可能性がある謀議に加わるだけで処罰が可能になる。そうした道を開く法案

には反対である、社説でこう書いてるわけ、高知新聞は。そして、最後の端に権力を持

つ側にとって反対の立場や思想の国民を裁量で取り締まることのできる法律は魅力的で

ある。今回適用範囲が広いのはだれのためだろうか。現行法で摘発事項を重ねて国際犯

罪を防ぐ道筋もあるはずだということを高知新聞の社説に書いてます。など日本の進路

が大きく狂いだしているのではないでしょうか。この点についての見解をお聞きするも

のです。 

  一方、このような動きは対中国戦略を念頭に置いたものであります。ミサイル防衛構

想自身がですね中国抑止に浮き彫りという、高知新聞にこういうのが出てました。アジ

ア地域の平和と共存、アジア共同体づくり、特に東南アジア友好協力条約（ＴＡＣ）や

東南アジア非核兵器地帯条約の動きにも逆行します。今ですね、このアジアの地域は先

ほども非同盟がふえてますが、同時に東南アジア友好協力条約というのを韓国、ロシア

も加入しまして、武力行使の放棄、紛争の平和解決、内部問題の不干渉など国家間の行

動規範としてこの条約を結ばれていってるというのが、今アジアの地域の状況です。そ

して、東南アジア、非核兵器地帯条約も中国が署名し、ロシアをやって、今アメリカ、

イギリス、フランスに対してこの条約そのものにですね一緒に協力せえということを、

まあ言うたら迫ってるわけです。今、そういうやっぱり平和への息吹があるわけです。

そして、もう一つ高知新聞が紹介しましたが、５月８日付にアジア協力の強化というこ

とで、地域通貨単位ということで東南アジア諸国連合と、日中韓国のＡＳＥＡＮプラス

３という財務省会談で、東アジア通貨の価値を比較できる共通為替指標、地域通貨単位

の創設の返答をして合意したと。まさに通過もこれからやろうということで、結局ＥＵ

化をやっぱりやっていこうというのが、今アジアの流れであるわけです。靖国問題を含
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め、孤立化と深刻な外交の行き詰まりに陥っています。中国に生産工場を置く地域産業

への影響を含め、この方向に日本の未来はありません。この土佐山田町でも穂峡山刃物、

私が前勤めてましたセイレイ工業も全部中国工場ありますし、ミロクもそうです。高知

県でも中国との本当に経済的な胃袋、つながってる状況です。経済も胃袋も大きくつな

がっているアジア近隣諸国と友好を壊すアメリカの窓からしか見ない、アメリカ頼みの

外交では打開できなくなっていくと思います。この点について国際化の広がる高知工科

大学の市長として、見解を伺うものです。 

  ４番目に、さきの議会で小泉政権の経済財政諮問会議のシステムが政策決定の根本を

変え、財界等の民間人の諮問委員の発言が現実に政策化されている現状を明らかにしま

した。きのうの中で大岸議員がその資料を使ったわけですが、そして、小泉構造改革の

本質がイギリス、アメリカで失敗した新自由主義路線の推進であり、資本主義の最大の

弱点である弱肉強食を極限まで推進する規制緩和、民営化として社会保障の後退である

ことを指摘してきました。そして、社会保障の後退です。この５年間の小泉政権の構造

改革路線についてどのような評価と見解をお持ちなのか、政治認識の問題としてお聞き

します。 

  ５番目に、小泉政権の暴走は、さらなる国民生活の破壊、地方自治の形を変えようと

しています。これがですね、合併させられた日本全国の地図です、これが、こういう形

に色分けされてるんです。もう本当に日本の地方の形が変えられてしまいました。四国

でもこういう形で変えられてますので、これ色がついてるところは全部合併したところ

です。特に愛媛県なんかはすごいです。７０市町村が２０になってしまったわけで、私

も町を聞いてもどこにあるのかわからないような状況にまでなってますが、そこでです

ねお聞きします。ここに特に異例の竹中総務大臣から地方行革の推進に関する大臣書簡

というのが届いてるんじゃないでしょうか。こんなん今まで初めてですね。直接大臣か

ら市町村議長まで届いてるという話なんですが、私は総務大臣就任時の会見で地方の意

見を尊重しながら三位一体の改革を実現することが、私の重要な使命であると申し上げ、

加えて私の努めは小さな政府等担当大臣であると申し上げました、ということを言って

ですね、何を言ってるかというたら、各地方公共団体におかれては、明確な数字目標を

掲げた計画の策定プラン、プラン、改革の実施、ドゥー、それから改革の成果の検証、

チェック、計画の見直し、アクションとサイクルのＰＤＣＡサイクルを確立し、不断の

改革に取り組まれ、一層の定員の純減の上積みを確保されるようお願いいたします。地

方公務員の給与についても国民の厳しい目が向けられていますということで、こういう

通達と同時に、規制改革民間解放の推進についても言及してます。市場化テストについ

ては、国が率先してみずからの事業対象とした制度を整備することとしておりますが、

重ねて先進的な地方公共団体が自発的に導入、実施することを阻害しないよう、法令の

改正等を行うこととしています。市場化テストにつきましても、改革の新たなツールと

して積極的な活動をご検討いただきたいと存じます。市場化テストというたら、公共が
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やりゆう仕事と民間と競わせてどっちがえいかを入札させてやるというやり方で、どん

どんどんどん民間に売り渡していこうという内容なわけですが、これを全国の市町村長、

議長まで送りつけ、集中改革プランの強要、行革推進法、市場化テスト法など地方自治

体を解体させる大変危険な動きになっていると思います。また、戦後医療体制の根幹を

崩壊させる医療改正が国会で今審議されています。この前、厚生労働委員会で強行採決

されました。７５歳以上の方々に、高齢者の方々に新たな医療保険制度を新設し、保険

料を年金から天引きする内容であり、また、介護医療型ベッドの廃止をし、今介護保険

等でですね療養型病床群で入っている方々をどんどん廃止されたら追い出すことになる

わけですね。同時に入院患者も病院から追い出すための全国のベッド数を激減させる。

そして、混合医療の導入など高齢化の進む香美市にとっては看過できない深刻な影響を

及ぼす内容を含んでいます。市民の暮らしと地方自治体の影響をどのようにとらえてい

るのか見解を伺うものです。これは高知新聞のあれで、南国中央病院の山本さんが特集

でこうやって載った内容です。その内容について書いてますので、高知県はベッド数が

最も多い県ですので、これやられますと、深刻な影響を受けるということを書いてます。 

  大きな柱の２番目に、今国がむき出しの国民いじめ、格差社会を強めているとき、地

方自治体の果たす役割がますます重要になっていると思います。市民に直接結びつく市

政のあり方は、市民の暮らしと営業にとって最後のよりどころであります。今求められ

ている市政運営の基本は、可能な限り市民の暮らしと営業を応援する施策を優先するお

金の取り方、使い方の工夫ではないでしょうか。市民を守る防波堤としてむだな事業の

見直しと予算の主役を市民生活応援型に思い切って切りかえ、地域循環の地域経済づく

りに傾注することだと考えます。そのためにも、市民との信頼関係を土台に、参加、公

開、協同の取り組みを前進させる政治姿勢が求められていると思います。今日的に市政

の果たす役割についての認識と、それを進める政治姿勢について所見をお聞きするもの

です。 

  ３番目の大きな柱に、市政に携わる者として排除の理論、立場をとるべきでないと思

います。旧町村でも政治的な違いや社会的な違いなどを理由に排除する傾向がまかり通

っていたと感じました。同和問題をあれぐらい取り組んできたのに、基本的な人権問題

についての認識が広がっていないと私は感じました。基本的人権とは何なのか。ここに

中学校の教科書、鏡野中学校で使っている教科書を持ってきてます。公民的分野です。

この中にもちゃんと基本的人権を書いてます。その基本的人権について何なのかという

ことをですね、ぜひお答えしていただきたいと。どういう認識と見解をお持ちなのかお

聞きするものです。 

  ４番目に大きな柱で、合併に伴う弱点とならないように克服すべき課題を幾つかの確

度からお伺いします。 

  合併による財政的なメリットを具体的にお聞きしたいと思います。同僚議員の答弁の

中で、基本財政需要額への参入として、普通加算分と生活保護などの関係で３億３,００
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０万円ふえるという説明がありました。これは基準財政需要額ですので財政課長も言っ

たとおり全体のパイが小さくなったらですね、それは結局マイナスに働くわけですが、

また特別交付税で３年間で５億４,０００万円見込んでいるとしています。しかし、この

歳入に対する歳出はどうなっているのでしょうか。問題は、明らかにしていただきたい

問題として、合併に伴う経費と消えていってしまえば、その支援策は市民の暮らしと営

業を応援する自由に使える一般財源とはなりません。まさにそれは補助金的な意味合い

になってしまいます。歳入があったとしても歳出が伴うのであれば、結局合併したとし

ても、新たな合併に伴う歳出がふえただけであってですね、それは合併に対する財政的

メリットと言えないわけです。その点の内容について正確な答弁を求めるものです。ま

た、中・長期的な、特に一般財源確保の観点から財政計画とその見通しを示すべきと思

いますが、これは財政課長も言ってました。一般財源の確保についてのですね中・長期

的な展望について検討せんといかんと。どういう検討をするのかぜひその辺を具体的に

お願いしたいと思います。 

  ２番目の面で日ノ御子線の拡幅工事がどのような必要性と、その目的は何だったでし

ょうか。私自身も見た関係で、大変幅が広いわけですが、道の拡幅幅もどれぐらいの幅

なのかわかればですねそれもお願いしたいわけです。また、完成までの計画と、どれぐ

らいの計画が。その計画すべてやった場合のどれぐらいの総事業費が必要なのか。そし

て、それは財源内訳としてどうなのか。起債が何ぼ、一財が何ぼ等含めてですねお願い

したいと思います。 

  ３番目に、大比から堀田へかかる橋のその目的と、その事業費、財政内訳を含めて全

体計画をお聞きしたいと思います。戸数は数戸しかないわけですが、橋があれば一番え

えわけです。しかし、今本当にこの財政状況の中でやっぱり橋をかけるというのは多額

のお金が要るわけですので、かけた以上それをどういう目的に使っていくのか。その辺

がですね整合性がなければあの橋がやっぱり生かされてこないと思うわけですので、そ

の辺を含めて今後どうするかというのをお聞きしたいと思います。 

  ４番目に、市立の大栃診療所の問題です。特別委員会に平成１６年度分の所得青色申

告所の決算書が出されました。これを見まして私もびっくりしました。これはですねあ

のお医者さんの方に医療行為をそのまま委託しているということで、売上金額、それか

ら１１名の方々に支払われている給与を差し引くと、その最終的なお医者さんの所得金

額がでてきます。１億５,０００万円から１１人の方々がもらっているお金とお医者さん

の給与が。そして、この１億５,０００万円の売り上げの中の８,５６４万５,０００円が

国保会計等の、国民健康保険による売り上げであるということを見ました。私も全国の

お医者さんの賃金実態を調べてまいりました。医師の関係で見ますと、５０歳で全国平

均でいっても最高もらっいる方で９２万５,０００円、月額。これ大体１５倍してますか。

１０倍したら９００万円ですわね、１５倍。だからこの方々やったとしても２,０００万

円、だから全国平均で２,０００万円と。医科大学卒業して新採のときは、大体５００万
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円程度らしいです。ですから、これどこを見てもそんな金額をもらっている医者の平均

でならないわけですね、これ。ですから、なぜこんなことになるんかなというのがあり

ます。この公の施設としての管理面でも問題があります。まず事務長がいないことが問

題ではないでしょうか。公の施設というのは市の建物です。そこに市の職員がだれもい

ない。医療行為を委託しているのであれば、少なくとも施設管理者を置く必要があると

思います。また、薬剤師等医療体制としての職員配置はどうなっているのでしょうか。

市立大栃診療所は旧物部村地域を核とする香美市の安全・安心のまちづくり、医療と介

護、福祉の一体性、連携など今日的に求められている地域要求等にこたえるためにも経

営形態の改善は不可欠です。あの地域は本当にですねせっかく市の診療所があるわけで

すので、本当に高齢者の方々が安心できる一大スポットとして生かしていくためにも、

この診療所の経営形態を含めた抜本的な見直しが必要じゃないでしょうか。全体的なま

ちづくりに関連して、その現状についての認識と、その改善の必要性についてお聞きし

ます。 

  ５番目に、５月３１日の出納閉鎖が近づいています。ゴルフ場からの負担金の見通し

についてはどうでしょうか。この間、固定資産税の見直し等されて、かなりの減額等が

起こったということになっております。その減額がどればあになったのか。その減額も

含めまして入金する、入る見通しについてお聞きしまして、１回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   暫時１０分間休憩いたします。 

（午前１０時２９分 休憩） 

（午前１０時４６分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   笹岡議員のご質問にお答えをいたします。 

  議員、質問をする前に香美市議会での質問、最後の機会だというふうに承りました。

笹岡君は新しき道を求めて進まれるということもお聞きをいたしております。私ども一

緒に議席をともにしたこともあるわけであります。その中で感じておりますことは、本

当に舌鋒鋭く、執行部に対して論陣を張るその姿勢には感銘をし、また同時にこの町で

はあだたん男じゃというふうに思ってきました。これからは、高き志の中でその目的に

向かって頑張っていかれますようご祈念を申し上げます。 

  それでは、順次ご質問に対して答弁をさせていただきます。 

  まず、国の動向に関する認識についてということで、１番目の基地被害に悩む関係地

方自治権者を無視しという云々でありますが、このたびの日米両政府は、日米安全保障

協議会委員会ツープラスツーを開き、在日米軍再編の最終報告に合意いたしましたが、

関係自治体との同意がないままでの合意であるとの指摘であります。在日米軍再編の最

終報告は、米軍基地の集中する沖縄などの負担軽減を図るものであり、また一方では日
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米の軍事的融合を進め、日米同盟の変質をもたらすものであるとも報じられています。

また、それに伴う経費負担は３兆円にのぼるとも言われており、この財政難のときに莫

大な経費を使ってまでしなければならないということは、それだけ国の重要政策として

の位置づけにあるのではないかということが認識をされます。 

防衛関係につきましては、国策として取り組みでありまして、私にははかり知れない

重要な部分があると感じております。また、関係自治体の受けとめ方も報道されており

ますが、基地を返還した自治体、受け入れなければならない自治体、それぞれの今後の

対応につきまして、政府は責任ある姿勢をもって臨むことがまず大切であろうというふ

うに感じます。 

次に、憲法改正の動きの中で、９条の改正につきましてということにつきましてであ

ります。私は、旧土佐山田町議会でもたびたび９条改正についてのご質問をお受けした

ことがございます。そのときには、私は憲法９条によって今日まで日本の平和は保たれ

てきたおったというふうに認識をしておるということを答弁をさせていただきました。

そういう意味から、私自身、９条の改正には今もって賛成をしかねるところであります。

また、さきごろ、各地の街頭での９条改正の賛否についての投票結果も出ておりました

が、改正反対が約８割だということは、多くの国民が９条に国の平和を託していると感

じていることがうかがえるわけでありまして、日本の平和の進路が狂わないように、今

後も注意していかなければならないと考えております。 

３番目の、このような動きはアジア近隣諸国との友好を壊すということでありますが、

日本はアジアの中の一国であり、アジア近隣諸国と友好を保つことは大変重要なことと

認識をいたしております。国の安全保障上において、日米関係も大変大事ではございま

すが、特に近年アジア外交において中国、韓国との関係が不安定化をされておるという

見方をされておりますが、私は近隣諸国との安定的な友好は、日本にとっても経済、外

交の上からも重要と考えます。 

４番目の、この５年間の小泉政権の構造改革についてどのような評価と見解を持って

いるのかというふうなことでありますが、９月の自民党総裁選を控えて、今その点検が

さまざまな角度から行われておると思います。経済政策では、景気を浮揚させたとの評

価とともに、所得や雇用で格差を拡大させたとの批判があるなど、小泉政権の陰と陽が

語られておられますが、私自身、率直な受けとめ方としては、改革のスピードが時には

余りにも早く、国民に理解されないまま、また一部同意も得られないままに一方的に進

められた改革もあり、その結果が今日の社会情勢を生み出し、また同時に格差社会を拡

大した原因にもつながるのではないかと感じております。また、この５年間は地方にと

ってもまことに厳しい現実を見せつけられたこの５年間であったというふうに実感をい

たしております。 

  次に、小泉政権の暴走はさらなる国民生活の破壊をということにつきましては、確か

に小泉政権の改革は、地方にも国民にも痛みを伴うものでありましたが、一方、国の財
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政状況を考えた場合、国も地方も行財政改革を初め、今日まで異常に膨れ上がったぜい

肉を取り、スリム化を図り、将来の超少子高齢化社会に備えることは、現実問題として

大切なことであると考えます。今、痛みに耐えながらも将来の子や孫たちのためにでき

ることをしておくことは、今を生きる私たちの責務だとも考えております。 

地方自治の役割とその認識と政治姿勢につきましての１点目でありますが、財政運営、

経済の鉄則は、「入りを図りて出を制す」と言いますので、行財政の急迫している今日、

ご指摘のとおり、特に留意していかなければならないことと考えております。市民との

信頼を大切にし、市民との協働の取り組みを確立するよう努力してまいります。そのた

めにも、情報の共有化が大切であることに変わりはございません。参画、公開、協働を

旨とする政治姿勢を貫いてまいりたいと考えております。 

次に、政治に携る者の基本姿勢について、市政に携る者として排除の理論、立場をと

るべきではないというふうなお話でありますが、私自身いかなる場合であっても、いか

なる理由があっても政治に携る者として、また、市政を預かる者として差別的な言動、

また排除の理論、立場をとることは許されるものでないことは承知いたしております。

常に我が身を律しながら、何事においても公平で公正な市政の運営に心がけてまいらな

ければと考えております。ただ、この身の至らないばかりにご迷惑や不都合をかけてい

ることが多々ありますことは常に反省をいたしております。 

以上、私の方からの質問に対してお答えをしましたが、あとは各担当の方から答弁を

させていただきます。 

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   笹岡議員さんの基本姿勢についてというご質問にお答えさ

せていただきます。 

  日本国憲法に定められておりますとおり、基本的人権は侵すことのできない永久の権

利であり、国民に保障する自由及び権利は不断の努力によって保持しなければならない

と示されていますが、それはきちっと守っていかなければならないと考えております。

先日、県教委主催の行政の者が集まる人権の会がございました。そのときの教育長部会

のテーマは、特別支援教育と不登校問題でありました。このように、県もそうですが、

やはり学校教育にとどまらず、生涯教育におきましても、地教委といたしましては、７

つの視点を中心に、人権教育の推進と啓発活動に取り組んでいかなければならないと思

っています。私も本当にあっという間に６年間が過ぎてしまいましたが、この６年間も

そういうような気持ちで自分自身は取り組んできたと考えております。しかし、いろん

なこともありまして、十分なこともできなかったと反省はいたしております。皆さん方

にまたご指導いただきましたことに、大変感謝をいたしております。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   笹岡議員さんの克服すべき課題の中の合併による財政的

なメリットを具体的に明らかにするとともに、中・長期的な財政計画と見通しを示すべ
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きということにつきまして、お答えしたいと思います。 

  まず、合併の財政的な効果の一番は、やはりスケールメリットにあるんではないかと。

財布が大きくなったと、これが一番のメリットやないかなというふうに財政では考えて

おります。財政規模が大きくなりましたことによりまして、バランスのとれた予算措置

が行えるようになったということが挙げられるのではないかということです。そして、

議員さんがご指摘をされておりましたとおり、交付税の合併に伴う加算措置というのは

基本的にはですね合併に伴う諸経費の財源支援というのが基本的な考え方ですので、包

括支援措置とかいうのがメリットになっちゅうということではないというのはご指摘の

とおりであります。ただ、合併に際しましては、合併算定替えという形でメリットはご

ざいます。一つの市であればですね、一定の基準で歳入歳出を諮ってあれするわけです

けれども、それをこの１０年間は旧町村単位で措置してくれると。こういうメリットは

ございますので、この算定替えのメリットはですね生かしていかんといかんではないか

と。ちなみに、人口の似通っておりますところの高知県の土佐市、土佐市とはほとんど

人口が拮抗してるんですけれども、しかも、ご承知のように交付税は需要額から収入額

を引いた差額をくれるわけですけれども、その土佐市とはほとんど地方税の歳入も似通

っております。香美市が、１６年度の実績なんですけれども、香美市が３カ町村合計し

まして２３億８,０００万円余りなんですが、これに対して土佐市は２３億３,０００万

円弱と、ほとんど似通っていると。人口がほとんど一緒で、面積は５倍ほど違うんです

けれども、単純に需要額から収入額がほぼ一緒やというふうに理解するならば、その交

付税の差額がじゃあどれだけあるのかということですけれども、その差額が約１２億円

あります、土佐市との。一般算定の場合であれば土佐市並みの交付税しか来ないんです

けれども、算定替えによりまして、単純にはいきませんけれども、一つの指標としてで

すね１２億円の差があると。この１２億円の差を今後歳出面でスケールメリットを生か

しながら、先ほど市長も述べましたように、出るを制しながらですね、しかもバランス

のいい予算措置をすることによって、効率的な財政運営ができるのではないかと、この

ように考えております。 

  それからまた中・長期の財政計画でございますけれども、これまだ市ができたばっか

りでありまして、なかなかできてないというのが現状でございます。そしてまた、過日

もご説明しましたとおり、中・長期の計画となりますと、やっぱり新市の振興計画と大

きく結びついてきますし、また、どういう部分にどういうその行政的な支援をしていく

かという、そういう新市の方向性にも物すごくかかわってくることでございますので、

この中・長期の財政計画というのは、やはりいましばらくのご猶予をいただかなければ、

なかなかつくることが困難であると、このように考えています。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   笹岡 優議員の克服すべき課題の２番と３番につい
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てお答えを申し上げます。 

  この２番の日ノ御子線ということで建設都計課長に聞かれておりましたので、市道の

方を随分調査をいたしまして行き着いたところが谷相線でした。市道谷相線について調

査をしましたことをお答えさせていただきたいと思います。日ノ御子線、市道谷相線だ

と思うんですが、本路線は地区住民唯一の通学、生活、産業用道路で、起点付近は改良

されておりますが、幅員狭小部分が多くあり、通行に支障をきたしております。また、

通学等にも危険なため、改良して交通の安全を図るものということでございまして、平

成１７年度から１９年度までの３カ年の事業費は１億５,０００万円でございます。うち、

国庫支出金が８,２５０万円、起債が６,４１０万円、一般財源３４０万円となっており

ます。 

  それから③大比から堀田へかかる橋の目的と事業費、財源内訳ということでございま

す。この市道堀田宮ノ前線は、旧物部村のときに地域振興定住促進を目的としまして、

住宅地造成の計画がございました。その住宅地の造成につきましては、残土を利用しま

して少ない経費で造成するように計画をしておりまして、大型トラックの入れるような

幅の広い道ということで計画をされております。対岸には、４戸が生活をしてございま

す。本年度で完成の見込みでございまして、道路、橋、今年度を除きましてですね、道

路、橋の総事業費は３億５,９６５万５０円でございます。財源内訳につきましては、交

付金１億９,３０３万円、過疎債が１億５,０００万円、一般財源が７９３万５,０５０円

となっております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   健康づくり推進課長、岡本篤志君。 

○健康づくり推進課長（岡本篤志君）   １２番、笹岡議員の４点目、克服すべき課題

の４番目、市立大栃診療所に関してのご質問にお答えを申し上げます。 

  大栃診療所につきましては、旧物部村の歴史の中でさまざまな困難を乗り越え、現在

の管理体制に落ちついているものでございます。管理面や職員体制につきまして、問題

点もあろうかと存じますが、現体制につきましては、高知県におきましても穏やかな運

用との認識をいただいているところでございます。現在の管理体制につきましては、旧

物部村の行政や議会を初め、多くの皆さんが無医地区にはしてはいけないとの熱い思い

で取り組んでこられた結果でございまして、そのような背景の中での診療所の経営形態

であるとともに、地域要求にこたえ、また地域づくりの中へ位置づけられて、村立診療

所としてその役割を果たしてきたものと認識しております。しかしながら、これからの

香美市における地域づくりを考えます上で、地域医療の核となる本診療所は、地域の住

民の医療、介護、福祉を守り、さらにそれらを向上させる大きなかぎを握っており、現

在の体制のままで置いておくことが必ずしも最良ではないかもしれません。今後どのよ

うに地域医療の核施設として改善を図り、その機能を十分に発揮させていくのかにつき

まして、十分に協議を行い検討していきたいと存じます。どうかよろしくお願いいたし
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ます。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   笹岡議員のゴルフ場からの負担金の見通しの経過につい

てお答えをいたします。 

  陳情書を受けた後、再三の土佐山田観光開発株式会社との協議、また同社の実情説明

後、土佐山田町議会でも再協定の内容案などを説明させていただきました。その経過を

もちまして、平成１８年１月２７日に土佐山田観光開発株式会社との再協定を締結をし

ました。協定に基づく内容でございますが、未済、今までの未済負担金総額を債務とし

て計上する。１７年度支払い金額の決定、１８年度以降の支払い額の決定方法、支払期

限の決定などを約款とし、１７年度は４００万円を納入しました。 

  また、固定資産税につきましては、関係土地の地目がえなどによりまして評価額の一

定の見直しがされ、会社への減額があります。金額については、個人情報に関連する部

分と思いますので、お答えを避けさせていただきます。１８年度以降について１７年度

をベースにしまして経営状況等を考慮しまして、上積み額を決定するよう協議をしてま

いります。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   丁寧なご答弁ありがとうございます。 

  まず、市長におかれましてはありがたいお言葉をいただきましてありがとうございま

す。ただ、私の質問の中心的なあれは、市長も戦後生まれの方ですので、教育長等はご

存じと思いますが、この品川さんが言っている内容自身がですねやっぱりどう受けとめ

るかということです。やっぱり日米軍事再編成というのは、これは額賀防衛庁長官も言

っているように日米安保条約の新たな段階と、こういうことを言っているわけですので、

それを何をあらわすかということなわけです。まさに、日本の基軸が変わるという辺の

動きになってきてるということを見なければなりません。それが基軸が変わったら、方

向性が１８０度変わったら、すべてが戦争を勝つため、戦争を進めるためにどうなのか

という基準になってくると。価値観が１８０度変わるわけです、こうなったら。そした

ら、国の制度や地方との関係を含めてですね、すべてそれが優先し出すという価値観に

なるということなわけです。今、もうその一つの、まあ言うたら動きとしてもうあらわ

れてきてる、これぐらい地方をいじめ、そして弱者いじめ、きのうも障害者の自立支援

法の内容も言われましたが、障害者まで大なたをふるってくるような、もうむちゃくち

ゃな状態が起こってきゆうわけでしょう。ですから、市町村合併もまだ第二幕があると

いわれゆうわけです、平成、１,０００までと。ですから、もう強引でも国の形、地方の

形を変えていくという、そこには何があるかということを見とかないと、これは地方政

治を預かる者としては大きく誤ってくる可能性あるし、これから国民保護法等を含めて

市民の立場をとるのか、国の言うことに従うのか、大変大きな政治的決断を求められる
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事態が発生するのではないでしょうか。その点を含めましてちょっともうですね、もう

一度資料を示しながら、ちょっと考え方を聞きたいわけですが、３枚目、Ｃという資料

を見ていただいたらわかりますが、それの⑮番のところに、下の方の右の下、⑮番のと

ころにアメリカを中心とする主な軍事同盟の動向ということで書いてますが、これを見

ていただいたらわかるとおり、もう世界の中のアメリカとの軍事同盟といったらもう解

体もしくは縮小にいってるということで、特に注目すべきところはですね、下から３番

目にある韓国との関係にあるんです。アジア地域で日本と韓国だけがアメリカとの軍事

同盟を結んで、アジア地域では軍事同盟を結んでるのは２つの国だけなわけですが、韓

国は、米駐留兵を'０８年までに２万５,０００に縮小し、基地面積を３分の１にするこ

とですと、合意したということで、基本的にはもう韓国はアメリカ軍に出て行ってもら

いたいという方向に動いてるわけです、出て行ってもらいたい。なぜかといえばアメリ

カがおるがために南北の統一というのはできないわけですわね。そして、常に北朝鮮と

の脅威になっていくわけですので、そういう形に動いてます。しかし、日本の場合は右

にあります⑭のところに書いてますが、在日米軍司令部と共同統合運用調整所として自

衛隊統合幕僚監部つくって、もう日米の一体で動く方向に、もう既にこういう編成をさ

れていきゆうというのが中身であるわけですし、自衛隊基地のやっぱりあり方も再編が

先にやられるということがあるわけです。そして、資料Ｄを見て、４枚目を見ていただ

いたらわかりますが、これはミリタリーバランスの関係で世界の軍事費の関係ですが、

見ていただいたらわかるように、右の地図のところに金額書いてます。防衛予算の億ド

ルですが、アメリカ突出してますね。２,７０６億ドル。そしてロシアが６３０で日本が

５３８億ドルと。そして、ずっと韓国からずっときて中国がある７４億ドルと、ですが、

こういう軍事予算の差がある国含めて、が軍事行動を起こす、日米一体となって、どう

いうことになるのか、世界に与える脅威が。だから、これ見ていただいてもですね、そ

れから同時に先ほど言ったミサイル防衛構想から含めて中国を視野に入れてるというの

を紹介しましたが、中国とそしたらそういう軍事行動を起こすことが、本当に日本の未

来の方向なのかということです。アメリカは、２つの中国路線をとってます。台湾を独

立国と見てるんです、中国と台湾は。日本の場合は一つの中国ですね、両方、中国の一

つの領土として台湾を見てるわけです。だから、台湾関係を含めて、だからなぜグアム

に接するのか、海兵隊を、グアムに。ハワイにある。グアム、ハワイ、そして沖縄、日

本というこの一体は中国戦略のために移設を今度するわけですよね。そして、そういう

配備をするわけですので、私自身のですねここで市長に聞きたい認識は、こういう方向

に未来があるのかということと同時に、これが平和に向かっている方向なのかというこ

との現状認識をお聞きしたいわけです。 

  ４番目の点ですが、Ｂに戻って、２枚目の資料に戻っていただいたら、すいません、

ちょっと先ほどの資料で下をちょっと紹介します。下に、４枚目の資料の下に⑰番書い

てますが、これ見ていただいたらわかるとおりですね、日本が世界で第２番目のＧＤＰ
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の国内総生産の国なわけです。 

  そして、中国が今６位であるわけですが、それから韓国等あるわけですけど、こうい

う国自身が戦争をやることになったらどういう経済的な影響も含めて、軍事行動やるこ

とが、緊張感をつくることが、まさにこれは本当に人間として、人類として理性的な行

動が求められることではないでしょうか。この全体的な数字を見ていただいたらわかる

とおりですね、世界に大きな打撃を与えることになるのではないでしょうか。 

  そして、すいませんＢの方に、２枚目の方に見ていただいて、４番目の件ですが、経

済財政諮問会議等の小泉さんのやってきたことでは、これも紹介しましたが、この間の

庶民には消費税の大増税をやって、大企業、お金持ちには大減税ということで、もとも

と法人税としては４２％やったわけですね。それをどんどんどんどん、毎年毎年という

か、段階的に下げてきて、現在では３０％まで法人税は下げられました。ですから、法

人税を下げれたということは、これが地方交付税の財源にも大きな影響をしてきたわけ

ですね。法人税の財源であるわけですので。ですから、結局、地方交付税の特別会計が

赤字になっていくと。地方財政計画に、地方が本来交付税として、まあ言うたら交付さ

れんといかんお金の金額、全体の合計金額に対して税収で入ってくる交付税財政のこれ

が赤字になっていくという形になってくる。庶民には逆に、'８９年消費税実施されて、

'９７年に消費税引き上げがされたわけです。そして、それをちょっとグラフ化したのが

⑧の資料です。範疇分類別、それから家計支出の割合の推移ということで書いてますが、

上の個人的再生産費用という、家庭でどんどんどんどん生活していくための再生産費用

というのは、こういうカーブでどんどん減ってきてしまったわけです。そして、社会的

な体裁と言われる部分は、どうしても義務的に要る金というのは出て行きますので、そ

して、下の税金社会保障費の負担がどんどんふえてると、下から２番目、あるわけです。

ですから、今所得が伸びないのに、義務的に要る金がどんどんふえていくというのがこ

の実態でもわかるわけでして、これが格差社会のですね仕組みとしてつくってきてるわ

けです。そこで、先ほど市長も言われました⑨のところの資料を説明しておきますと、

⑨の資料が３兆円というお金の負担の中身です。国民にこれから定率減税の全廃で起こ

る１.７兆円のお金が、介護保険や医療保険等の引き上げ、改悪等で乱される金の３年分

が３兆円に等しいと。そして、もう一つですね、消費税１％も３兆円になるんです。で

すから、この軍事行動を起こす国になるということは、一方で莫大なお金を構えなけれ

ばやっていけないわけですね。ですから、基軸が変わりだしたら、もうむちゃくちゃな

国民への負担を強いることになってくるわけです。右⑩のところを見てもろうたらいい

ですが、高齢者は金持ちかということでつくりました。これがですね大体高齢者の方々

の所得のバランスというか、分布なわけです。右の下の方に書いてます。ですから、ほ

とんどの方々がやっぱり１５０万円から２００万円、１００万円から１５０万円のとこ

ろにおるわけでして、ここに今大なたを振るってきてるのが政府の今の状況ではないで

しょうか。そういう含めてですね、ぜひちょっと市長にも考えていただきたいのは、小
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泉さんのやってきてるというのは、国の赤字というか、借金があるからどうこうじゃな

いわけです。借金があるやったら、この３兆円なんかやめなければなりませんわね、本

来は。ところが、そうやなしに、借金をつくった原因さえも明らかにしない中で、本当

にこういう国民に犠牲を強いり、新たなですねむだ遣いに乗り込もうとしているわけで

すので、この点についてもう一度小泉政権の本質についての、やっぱり中身をしっかり

とらえる必要があるんじゃないかと思います。これは本来、これまでの自民党政治のや

ってきた、やっぱりお金の取り方、使い方を極端にゆがめてきたのが、この５年間の中

身ではなかったかと思うわけです。本来、お金の取り方、使い方といったら、税の公平

さというのは民主主義の入口の問題ですわね。それを大きくゆがめてきたのが、小泉さ

んの中身ではなかったかと思います。そして、それを都市部と地方と対立させ、地方と

の関係でもゆがめてきたと思います。 

  そこで、２番目の大きな柱の辺でちょっとお聞きします。２番目の大きな柱の問題で

すが、私は市政をやる場合に、市長自身も言われました市民に信頼されてですね、お金

の使い方含めて、多分暮らしと営業を応援するという形で強めていただけるということ

に思うわけですが、ただここでぜひ研究と議論をしていただきたいのは、市政において

も二極化が生まれるということなんです。こういう時代になった場合、だから、街中と

周辺部との関係での格差が生まれる。ですから、機械的平等論ではいかないということ

なんです。なぜかといえば、同じ香美市であっても、同じサービスは均等じゃないんで

す。なぜかというたら文化センターつくったとしても、文化センター使うためには、山

の山間地におる方々、高い車代を払ってですね出てこなければ利用できない。同じ施設

があったとしても利用できるには格差があるわけですね。ですから、そのために市の中

でもやっぱり市民との合意形成をして、やっぱりそのお金のバランスの使い方をやっぱ

りデカップリングや山間地直接支払いのあるように、利便性の悪いところとのどうやっ

ぱりそのコミュニケーションというか、一体性を持っているかということでは、機械的

平等論ではいかないということなんです。その辺のやっぱりまちづくりのですね合意形

成を今やる必要があるんやないかと。それをやらなければですね、全部確認する。だか

ら、中心部におる方も田舎にも、中心部はまた中心部でいろんな悩みがあるわけですね。

ですから、そこに山間過疎地に住む方々と、中心部に住む方とのやっぱり対立関係を生

み出さないような工夫と手だてが要るのではないかと。そのためには、やっぱりそこの

辺の議論をしっかりするというですね、やっぱり市民合意形成の手だてがまちづくりに

は絶対必要になってくる。そうしないと、合併の弊害が大きなひずみとしてあらわれる

ことがあるわけですので、お金の使い方を本当に、香美市でも経済的な、一定安定して

る方々やなしに、本当にね暮らしや営業を応援しなければならないところに、ちゃんと

したお金を使うと。同時にそこのやっぱりバランス性を考えるというのが、まちづくり

に大変重要やないかと考えます。その点での見解を求めるものです。 

  ３番目の問題です。市長も基本的人権ということですが、やっぱり教育長とは何回も
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論戦の中で、どうしてもこの点がですね人権といったらもう７つという、もう人権侵害

事件というそれになってるわけよ。教科書等も書いてるように、日本国憲法も市民革命

に見られた考え方を受け継いで、人が生まれながらにして持つ権利、これを基本的人権

として保障してるということですので、生まれながらに、人としての保障ですので、そ

れはですねやっぱりどう言うかな、人権侵害という狭い枠じゃないわけですね。そこの

辺をちゃんととらえて国家や社会的強者がやっぱり国民や弱者に対して守る権利をちゃ

んと認識するということが大事ですので、市長を含め教育長にもこの点についてお願い

したいと思います。確かにきのうの教育長の答弁ですばらしい答弁をしていただきまし

た。教育長の理念として教育理念、教育基本法の理念として、未来を開く平和の希求を

する人間育成が教育の原点やと、そういう人間をつくることが人間形成ということで、

まさにそのとおりなわけですよね。教育長のそういう、やっぱり大変見識の高い内容、

平和であってこその教育ですので、その辺では基本的人権についてもですねもう一度こ

の点についてのお考え方をお聞かせ願いたいと思います。 

  次に、第４の関係で、財政課長が言われたものですが、算定替えがやっているメリッ

トという言い方をするところに、なかなかおもしろいなと思いました。合併しなくって

も算定替え、同じような旧町村で計算があるわけですので、合計金額は同じなわけです

ので、なぜそれが算定替えがあるかという、問題はスケールメリットという大きゅうな

った中で歳出削減をどうするかというのが、メリットであってですよね、ただ、私たち

も言ってましたが合併しなくても、その財政効率をやるための共同事務というのは可能

であるという判断もしてましたが、土佐市は、同じですけど、今３０何億円の基金ため

てますね、知ってますでしょうか。ですから、土佐市の財政状況をぜひ調べてください。

３０数億円の基金をためてますので、財政健全化計画をつくってですね、ぜひそれは知

っておりましたら、ぜひ答えていただいて、そういうコンパクトだからこそやっぱりち

ゃんとむだなところは省いて、本当に絞り込んで必要なところにお金を使うということ

をやったら、ああいう状態の中でもちゃんと基金を積み立て、健全財政をやるというこ

とができるわけですので、それは大きくなればええんじゃなしに、問題はやっぱりその

辺の運営のあり方であるわけです。ですから、そこはぜひ見なければなりません。 

  そこで、ちょっと答弁が抜かってというか、一般財源の確保の観点はやると言ったん

じゃないんですかね、この前、大石議員の答弁で。ですから、難しいやなしに、一財の

ですね、まあ言うたらシミュレーションはやるべきやないかと思います。その辺の見通

しはいつになるのかお聞かせ願いたいと思います。 

  あと、日ノ御子線は、これは申しわけございません。西又河野線というて、あっこま

で河野とは思いませんでしたので、わかりましたら、これお願いします。日ノ御子の公

園の方に入っていく、あるいはそこを拡幅工事をしているということで林道らしいです

ね、林道ということで、それがわかれば。そしたら支所長の方にお願いします。目的と

ですねあれを。なかなかまだ路線とあれがまだインプットされてませんので申しわけご
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ざいません。 

  それから、大比、堀田の関係の橋の関係についてはですね、これは住宅造成というこ

とで、今後そういう計画も含めてやるのか。その辺の計画等をお願いします。 

  診療所問題について私ちょっとお医者さんの所得等の金額は取り消させていただいて、

実態に合わない多額という表現にかえさせていただきたいと思います。そして、ちょっ

とこの中で健康づくり推進課の課長、岡本さんの方から答弁がありましたが、管理面で

どうなのかというのはどうでしょう。公の施設ですので。管理が、まあ言うたら市の職

員がだれもおりませんわね。置いてないでしょう。公の施設の管理についてはどうなの

かという点が一つと、薬剤師と医療体制はどうなっているかについての答弁がなかった

わけですが、その辺はどうなるでしょうか。やっぱり香美市の市立の大栃診療所となっ

たわけですので、やっぱり確かにこれまでの延長線の一定の経過はあるとしても、やっ

ぱり市は市としてのやっぱり医療行為をしてるわけですので、責任ある体制をとってや

らなかった場合、その事故が起こった場合の責任はだれが持つかという問題。ですから、

そこがですねやっぱりこれまでの延長線との関係ではいけない部分に出てきるんではな

いかと思うわけですので、その点についてお聞きしまして、２回目の質問を終わります。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   笹岡議員の２回目のご質問にお答えをします。 

  何点かこれから市政を運営をしていく上でのご教授をいただきました。これから市政

に携る者として、先ほどいただきました言葉を旨としてやっていかなければならないと

いうふうに思っております。特に、さまざまな情勢の中で国の基軸が変わっていってお

る、そういうふうなご指摘の中でもやはり市民の立場に立って行政をするということは

当然私の使命であり、責務であるというふうに感じております。また、本当にこの国が

平和に向かっている方向なのかというふうな、この品川さん等のお話を聞く中での、お

話であったわけでありますが、やはり国は国民の平和と福祉を守る義務を持っているわ

けでありますので、そのことについては国としての責任を果たしていただけるものと、

そう信じております。 

  小泉政権の本質につきましては、これは笹岡議員とは交わるところもないかもしれま

せんが、一定小泉政権で果たしてきたことも、やはり今の時代を受けてのことであろう

というふうに認識をいたしております。また、これから先、この香美市の中でも特にこ

の平野部と過疎地域とのバランスのとれた行政、それを進めることは大変大事なことで

あります。特に、まちづくりを進める上でも大事でありますので、そうしたことにも心

を砕いてまいりたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（西村成君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   笹岡議員さんの２回目のご質問にお答えさせていただきま

す。 
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  私は、小学校４年のときに終戦になりました。ずっと山田に住んでおりましたので、

直接空襲は受けませんでしたが、佐岡空襲や高知空襲も身近で感じておりました。そし

て、教員になりまして、戦後ずっと平和教育を子どもたちに教えてまいりました。その

中で、どうして戦争に向かって世の中が進むのか。平和を維持するにはどうしたらいい

かというようなことを教員として考え、子どもたちと学習する中で集団になることを縛

る、そして報道の自由を認めないが何よりも学校で子どもたちに教育をすることが戦争

に向かうのか、平和に向かうのかの中心になるというようなことを考えて教育をしてま

いりました。この議会を通じましても、かつて、そういった自分の考えのもとに一緒に

勉強をしてきた当時の子どもが立派に成長しまして活躍している姿を数名見まして、大

変うれしく思いますし、まっすぐその子ども時代の顔が浮かんでまいるわけですが、こ

ういったことができますのも、やはり戦後６０数年、平和が続いてきたからであると平

和のよろこびを今もかみしめるわけでございます。議員さんがおっしゃいましたように、

生まれながらにして持っている人としての権利は、生きる権利、自由の権利は守ってい

かなければならないと思います。議員さんにもいろんなことをご指導いただきましたこ

とを感謝しております。そういう教育が人間をつくる中で、大変重要な位置を占めてお

るということで、今、世の中がどっち向いているかというようなことは、私には十分な

こともわかりませんし、申し上げる立場でもありませんが、本当に自分自身として、何

か教育長をしていることが恐ろしくなるといいますか、不安になるというか、そういう

ときもないではございません。笹岡議員さんにもご指導いただきましたこと、本当に感

謝しております。人間としてどう生きるべきか、平和を求めてどういうように教育に携

わっていくかということは、きちんと自分の中で日々考えながらこれからも進んでまい

りたいと考えておりますので、どうかよろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   笹岡議員さんの２回目のご質問にお答えします。 

  まず、土佐市が財政調整基金を３０億円も積み立てているということにつきましては、

全く知りませんでした。教えていただきましてありがとうございます。合併の算定替え

が全然新市のメリットではないというふうにおっしゃっておられましたけれども、そう

ではないと考えております。財布が一つになることによりまして、財政規模が大きくな

る。そして、その算定替えもそれに伴ってもらうと。しかし、同時にですね規模が大き

くすることによって事務費経費の削減、合理化、こういうものが進めることができると、

そうすることによってその算定替えを生かすことができる。ここにメリットがあると。

こういうふうに言いたかったわけですが、そう伝わってなかったということで、非常に

舌足らずであったと思います。 

  それと、一般財源の見通しでありますけれども、一般財源の見通しにつきましては、

大石議員さんにもお答えしましたが、５年ぐらいを目途にしまして、この秋にはですね

あらかたの見通しをつくりたいというふうに考えております。また、その見通しを生か
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した形で、振興計画にも使っていただければというふうなことを考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   香北支所長、二宮明男君。 

○香北支所長（二宮明男君）   笹岡議員さんの２回目のご質問の克服すべき課題の２

点目、林道西又河野線につきましてお答えを申し上げます。 

  本議会では登壇はないと思っておりましたので、急遽でございまして心構えもできて

なくどきどきしておりますが、十分なお答えができないと思われますがご容赦をお願い

をいたします。林道西又河野線の拡幅工事の必要性、目的につきましては、幹線林道で

あり、また沿線集落の生活道でもあること、沿線には森林施業モデル地区、また日ノ御

子河川公園、キャンプ場等があり、県内外より多くの観光客の方がおいでになっており、

特に夏場につきましては、３.６メートルと狭小な幅員のため、たびたび通行車両の行き

違いが生じ、支障をきたしております。このため、当路線で最も通行量の多い起点より

キャンプ場までの区間５００メートルを幅員５メートルで整備し、交通の円滑化を図る

とともに、通行車両の安全を確保するための工事でございます。なお、総事業費につき

ましては、現在のところ２億９,５００万円でございまして、財源内訳は過疎債が２億

９,１７０万円でございまして、残りが一般財源でございます。この工事につきましては

１８年度中に完了予定でございます。 

  以上、よろしくお願いをいたします。 

○議長（西村成君）   健康づくり推進課長、岡本篤志君。 

○健康づくり推進課長（岡本篤志君）   笹岡議員、２回目のご質問にお答えをいたし

ます。 

  大栃診療所へのご質問でございます。管理面につきまして、事務長の配置についての

ご質問でございますけれど、今まで物部村の中でこのことについて議論をされたことは

なかったとおうかがいしておりますし、県についてその面での指導、そういったものも

なかったと聞いております。 

  次に、薬剤師の配置についてどうなのかということでございますけれど、薬剤師の配

置につきましては、医療法上では病院は必ず置かなければならないとなっておりますけ

れど、診療所につきましては、医師３人体制の場合は１人置かなければならないことに

なっておりまして、大栃診療所の場合、医師２人体制なので置かなくても問題はないと

いうことでございます。 

  それから、事故があった場合の責任問題についてのご質問でございますけれど、ケー

スによるかと存じますが、基本的には市の施設での事故につきましては市の責任になろ

うかと存じます。管理、責任の問題も含めて今後検討をしていきたいと考えております

ので、どうかよろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   物部支所長、萩野泰三君。 

○物部支所長（萩野泰三君）   笹岡議員さんの住宅計画の件につきましてお答えを申
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し上げます。 

  堀田の造成地につきましては、１７年度をもって道路計画は終了いたしました。今後

につきましては、残土等の土砂を入れ、造成を図り、地盤が安定すれば９ないし１０戸

の土地が確保できるものと思います。そうした点で、今後市営住宅的なものを建てるの

か、また分譲住宅にするのか、建物を建て、それを売るのか、また土地を分譲するかに

ついては、今後協議をしていく所存でございます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   教育長、ぜひお体に気をつけて頑張ってください。まだお

別れではございませんので、まだ９月までしわくおりますので、よろしくお願いします。 

  市長におかれましては、小泉政権に対する評価はいろいろ角度はあるかもしれません

が、ただですね、よく見ておかなければならないのは、やっぱり地方に対して極めて大

きななたをふるってきてるということですので、分権と言いながら、実際は中央集権を

強めていく形に動き、財源は移譲しないということになりますので、市長におかれまし

ては、これから本当に合併、そしてこういう新市をまちづくりということでは、これか

らの任期４年間を苦労されると思います。ぜひそういう意味では先ほどお体にも気をつ

けまして、ただ、言ったように住民合意形成の中で進めなければならない部分がたくさ

んあると。その中でのやっぱり一番のものの考え方は、やっぱり二極化が今どんどん対

立関係に持ち込まれてきてますので、やっぱり中心部と周辺部との関係を含めたお金の

取り方、使い方の公平という意味の考え方の市民合意形成というのを絶対やらないと、

また大きなやっぱり行き詰まりになる原因になるんではないかと思いますので、その辺

ではぜひ頑張っていただきたいなと思います。そして、市長自身も言われました。県選

出の国会議員の方には責任を持ってもらいたいと言われましたし、企画課長もまちづく

りの総合計画を丸投げせず、政策策定に対するノウハウを含めて自力をつけると。まさ

にこれがですね今市長、そして課の幹部の姿勢として必要ではないでしょうか。やっぱ

り国に対してしっかり物を言い、そして上げると同時に、自分たちでその言える自力を

つけるという、この２つの視点を持ってぜひ努力していただきたいなと思います。 

  日本の政治で、これぐらいゆがめられてきた原因には、選挙制度を変えられた面があ

ります。全国３００小選挙区で刻まれましたので、３００の小選挙区で通る方々すべて

１人勝ち組の方ばっかりです。人口２５万から３０万のところで一選挙区で、３００に

刻まれてます。法律をつくる４８０の衆議院のうちの３００がこの小選挙区で決まって

しまうと。高知県においても高知市の半分の１区、それから高知市の南と東で２区、西

が３区という本当に市会議員より狭いところで国会議員が１人決まり、高知県の半分の

ところで１人が決まるとかいうむちゃくちゃな選挙制度で法律をつくる衆議院が勝ち組

ばっかりの、そして人口で議席をそういう形で分けますので、都市部中心の議員をやっ

ぱり余計になってしまうという仕組みになってしまいました。ですから、もう一つの大
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きなひずみが政党助成金です。少々政党が国民の方向を向かなかっても自分たちの政党

の取り分は、全部税金によって賄ってくれるという仕組みをつくりましたので、もう住

民の声が届かなくなったと。ですから、まさに強権政治を強めることになるわけです。

そこでもう一つ起こってるのが自民党の政党としての権限になってます。さきにも紹介

しましたが、県会議員の公認だけやなしに、今回報道されてますが市町村議の公認等を

含めた内容まで中央が一括統制していくという方針が出たらしいです。新聞報道ありま

したが、そういうことになれば、党内民主主義はなくなり、何か本当に今国の動向の大

きな基軸が変わる方向に政権政党も何か大きく変わりつつあるんじゃないかという危惧

を持ってます。ぜひ党内民主主義も発揮されてですね、自民党が間違ったところは間違

ったと言えるブレーキを踏んでくれる勢力を求めているわけです。ぜひそういう意味で

は、ある首長がこう言ってます。小泉改革について誘って抱かれて泣かせて捨ててとい

う、知事が言いましたが、小泉政権に期待したもののですね、しまいには捨てられゆう

ということを言ってます。そうならないためにも、今本当に地方の方々がしっかりとし

た視点と手だてを打っていかなければ、やっぱり末端行政ですので、市長を含めて職員

は住民との本当に摩擦とストレスを持たされる結果になっていくと思います。これがや

っぱり県と違うところのやっぱり末端行政の厳しさと思うわけですので、あります。私

もこの間県を調べました。県の最高予算が６,２００億円でした。ところが現在４,３０

０億円まで２,０００億円も減ってるんです。ですから、今三位一体の改革というので、

交付税の激減というのは、県に大きななたを振られてます。ですから、国の補助金やる

のにしても県にお金がないわけですので、裏打ちする金ないわけで、事業できない。で

すから、今本当に高知県の田舎を守るためには、しっかりとした自治意識を持って頑張

っていただきますことをこころより念じまして、門町長、本当に長いことお世話にな

りましたが、まだ、門市長、すいません、長いことお世話になりましたが、まだ９月

まではしわくおりますので、今後ともいい議論をしていきたいと思いますので、よろし

くお願いします。ありがとうございました。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   笹岡議員のご指摘、ありがとうございました。小泉政権につ

きましては、確かに地方にとっては痛みの伴う改革が多かったわけであります。そうし

たことにきちっと反論をでき、そして力強い地方行政、そうしたものをつくり出してい

かなければならないというふうに思っております。笹岡議員におかれましても、ぜひ一

つの政党にこだわることなく、ぜひ住民こそ主人公の立場で志す政治の中でどうぞ頑張

っていただきたいと思います。 

  どうもありがとうございました。 

○議長（西村成君）   １時まで昼食のため休憩します。 

（午前１１時４８分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 
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○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  ３５番、中澤愛水君。 

○３５番（中澤愛水君）   ３５番、中澤です。今議会、最後２６番目と、本来なら２

７番目になる予定でありましたけれども、１名の方が取り下げておるということで２６

番、かつてない人数の中で多岐にわたる質問が同僚議員から出されました。初めての議

会で門市長ほか執行部の方々には大変お疲れのことと思いますけれども、最後１名の

議員の一般質問ということでご容赦をいただいて暫時の時間質問をさせていただきたい

と思います。 

  私は、一応わかりやすい通告と、非常に簡潔に書いた通告をしてございます。私のポ

リシーとして余り通告を詳細に書いておりますと、大体今までの一般質問は最後の方と

いうことで、１３名やるとき１２番目になったり１３番目にしたことが、私の議員生活

の中で大半でありましたので、余り詳しく書きますと、先にやられる方に一応引用せら

れまして、骨だけしか残らないということでありまして、できるだけ簡潔に書いてあり

ますので、詳細な答弁をお願いをしたいと思います。それで、重複するところもあろう

かと思いますけれども、大とりということでご容赦をいただきまして、重複を余り気に

せず総括のつもりで一般質問をさせていただきますので、その点もご容赦をお願いをい

たしまして、通告に従いまして一般質問を行います。 

  私は、まず行政の問題とまちづくり、そして建設都計の問題、産業振興の問題の４点

につき通告をいたしております。初日のときに通告文書を見せていただきましたら、落

丁がございまして、非常に簡単な通告のことになっておりましたが、落丁を補正をして

いただきましたが、まだ２点だけミスプリがございますので、訂正をお願いをしたいと

思います。行政の欄の５点目の２行目の最後に、「適用運用」となっておりますけれども、

私のパソコンの原稿では「適正運用」ということになっておりますので「用」、用いると

いうのを「正しい」という字にご訂正をいただきたいと思います。それから、まちづく

りの５点目の最後の方に、「事の」という字が入っておりますが、これは必要ございませ

んのでお取りをいただき、「市民づくりの施策を問う」ということに文章を訂正をしてい

ただいた上で質問に入りたいと思います。 

  それでは、行政で、まず第１点目、合併後の香美市においても行財政改革は最重要課

題である。行財政改革の重点項目としての具体的重点項目取り組みの姿勢について質問

をいたします。具体的対応取り組みは、助役が選任されてからとのことでありますが、

市長並びに総務課長にお伺いをいたします。国と地方自治体の関係を上下主従から対等

協力へ転換する地方分権一括法が施行され、分権は実行段階へ入って数年が経過をしま

した。国、県の権限移譲や関与の縮小により、市町村は政策や条例を独自で立案制定し、

地域の課題を自力で克服していくという政治形態へ大きく変わってまいりました。そこ

で、今までの陳情、国、県への依存型行政から転換し、自己決定と自己責任が自治体住
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民に強く求められていることはご案内のとおりであります。安定した自治体運営のため

には行財政の大幅な見直しと改革の実行、分権時代に対応できる自治体改革、財政構造

改革が不可欠であると考えます。国連経済社会局の世界高齢者人口統計によると、２０

５０年には世界の人口の２１％に当たる１９億６,３００万人が６０歳以上になるとの

予測を示しております。我が国においては、２０５０年には６０歳以上の人口は４,６３

０万人と推定されております。また、６５歳以上の高齢者１人に対する１５歳から６４

歳までの生産年齢人口は、現在の３.７２人から２０５０年には１.４０人に激減すると

指摘をしております。我が国でも時代の変遷と国の財政悪化により、財政構造改革が進

められており、地方交付税などの総額抑制など、厳しさが一段と増し、地方の実情を無

視した全国一律の改革が断行されています。香美市の１８年度の一般会計当初予算案で

は、歳入歳出予算総額が１４７億３,６６９万４,０００円、市の歳入の根幹をなす市税

は２１億７,５３５万４,０００円で、歳入不足を補うため、財政調整基金繰入金が８億

４,８０９万７,０００円が計上されております。景気回復の目途は依然立たず、税収や

地方交付税など、自治体収入の先細りが懸念される中、自治体は一層の合理化が努力が

求められており、今後とも一段と予算編成の厳しさが増しております。産業基盤の強化、

確立や定住人口の増加など、歳入増加への地道な政策努力を積極的に展開することはも

ちろんであるが、さらに市民からは特別職、議員歳費や給与、ボーナスのカット、昇給

の見直しや職員数の削減等の人件費抑制、さらにはサービス行政の見直しも含めた聖域

なき歳出の見直しが不可欠であるとの声も聞かれております。地方分権、市町村合併と

地方自治体の基盤の変革とともに、自治体を取り巻く環境は一段と厳しさを増しており

ます。加えて、住民の目や地方自治体へのニーズも大きく変化しつつある自治体として

の生き残りのためには、住民との情報の共有と協働、総合的な行財政改革、行政全体の

視点に立ち、偏りのないバランスのとれた真の改革が迫られております。香美市におい

ても執行部、議会がそれぞれの立場から連携しながら、行財政改革への取り組みが進め

られております。しかし、部署によっては、それらの意識と改革への取り組み姿勢や進

度に大きな温度差があるともお聞きをいたします。これらの課題も含めて、抜本的対応

についてお尋ねをいたします。 

  香美市の合併協議の段階での想定人口から、現在３万を割り込み、かつますます高齢

化も進んでいる。合併後の香美市の市政を維持し、健全な発展と住民の福祉の向上と住

民サービスの維持向上を図るためにも、行財政改革は市政の重要な課題と位置づけられ

るものであります。旧土佐山田町では昭和６１年３月に第１次行政改革大綱を、平成８

年２月には第２次行政改革大綱を策定し、一定の成果を上げてきました。さらに平成１

３年３月に策定の第３次行政改革大綱においては、土佐山田町が目指す行政改革として

単に目先の行政のスリム化に終始することなく、町民ニーズにこたえうる簡素でかつ創

造的な行財政運営を、さらには町民参加による開かれたまちづくりに主眼を置き、一歩

進んだ土佐山田町を目指すとしながら、その重点項目として、１、事務事業の見直し、
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２点目に組織機構の充実強化、３点目に、民間委託の推進、４点目に職員の意識改革と

職場の活性化、５点目に情報化の推進、６点目として定員管理と給与の適正化、７点目

には自主財源の確保、８点目、町民参加による開かれた町政の推進、９点目として広域

行政の推進を掲げておりました。香美市における行財政改革への取り組み課題と重点項

目は何か、また行財政改革の重点項目への具体的な対応策と取り組み姿勢、さらに限ら

れた財源の中でいかに効率的な行政運営ができるのかという命題にこたえるためにも、

どのような実施計画を立てていくか、現時点での計画策定に対する基本的取り組み姿勢

への考えをお聞きしておきます。助役ができてから本格的であろうかと思いますけれど

も、助役がいなければできないという話ではございませんので、市長、総務課長のお考

えをお聞きをしておきます。 

  ２点目には、香美市が合併して３カ月目を向かえたが、合併後の市民からの声と問題

点を行政はどのようにとらえて受けとめているか、また市民からの声の聴取方法、住民

参加の方策について質問をいたします。地方分権一括法の施行により、地方の時代と言

われる現在、通達や実例による行政運営から、自己決定、自己責任の行政スタイルへの

転換、国による指導、監視から、行政課程の公開、説明責任の履行、住民参加型行政と

住民監視による住民監視システムへの改革が求められております。従来の行政裁量の見

直しとともに、民主的自治体運営と、その手法の確立も重要となってまいります。最近、

政府は自己責任や痛みを強要、強調して一方的に負担を押しつける構造改革を推進する

法制度改革を進めており、日本国憲法が国民主権、平和主義、基本的人権の保障と並ん

で、明治憲法にはなかった新たに保障した地方自治も現在危機的状況を迎えています。

地方交付税の削減、三位一体の改革、強制的な市町村合併、これはまあ異論があろうか

と思いますけれども、私はこういうふうに、香美市では該当いたしませんけれども、全

国的、一般的に言いますと国主導で行われたということで、ここでこういうふうに用い

ております。香美市には合致した問題でありませんので、その点はそういうふうに説明

をしていただきたいと思います。いわゆる「西尾私案」や第２７次地方制度調査会の中

間報告においては、国が自治体の存在や地方自治の内容をあたかも自由に決定できるか

のごとき憲法を全く無視した論議が平然とまかり通ってきました。しかし、地方に住む

我々は、このような現実を直視し、憲法の保障する住民自治を堅持し、発展させるため

には公正と公開、行政の透明性確保や住民参加のあり方についての考察が一段と重要と

なってまいります。住民参加は、住民自治の中核をなすものであるが、従来の住民参加

制度については、さまざまな問題点が指摘され、その形骸化が批判されることが少なく

なかった。近年、これらの問題点を克服しようとして、新しい住民参加制度で導入され、

または従来の参加制度運用に改革が加えられてきております。日本国憲法が保障する地

方自治を実現し、住民自治の前進と発展のためには、自治体行政の実態的公共性を踏ま

えた上で、手続き的公共性を確保するために、積極的な情報の公開とともに、住民参加

制度のあり方、自治体や住民の活動の現状や、具体的な政策を含めて自治体の現実態の
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考察が必要であると考えます。香美市において住民参加をいかに位置づけ、今後どのよ

うに施策に生かしていくかお尋ねをいたします。 

  また、合併後、特に旧香北町、物部村の市民、現在は物部町でありますけれども、市

民は不安や不便も多いと思われますし、当初聞かれた中心から遠い地域は切り捨てられ

るのではないかと不安の声を払拭し、調和のある香美市の発展と融和と協調をいかに図

るか。合併してよかったと市民から共感の得られる施策をどのように考えているのかお

聞きをいたします。また、合併により生ずる市民の不安に対し、日常市民に接する職員

の対応姿勢や、心優しい気配りも不安、不便の解消に重要な一要素と考えられます。市

民の声ではありますが、支所に手続きに行くと、「その事務は支所ではできない。本庁へ

行くように」と言われて、本庁に行ったが、職員の対応が不十分で不親切であったとの

声も聞かれます。職員研修と資質の向上、職員教育へどのように取り組んでいくのかお

聞きをいたします。これは全員の職員でありません。立派な職員がたくさんおりますけ

れども、一部の職員であったと思います。たまたまお会いになった職員の対応が問題に

なったと思いますので、その点もお断りをしておきます。自治体の究極の目的は、住民

の福祉の増進であり、地方自治法はその手段となる事務事業の執行については最小の経

費で最大の効果を上げるものであるべきこと。また、組織及び運営の合理化に努めなけ

ればならないことを定めております。しかし、国の三位一体の改革や、長引く不況の影

響で地方自治体を取り巻く環境が一段と厳しさをます中、地方自治体を取り巻く社会情

勢の変化に機動的に対応しなければならないにもかかわらず、公務員の事務執行能力、

実務体制が落ちてきているように思われます。適正な行政の執行、住民サービスの向上

が喫緊の課題であります。地方公務員法には、すべて職員は全体の奉仕者として、公共

の利益のために勤務し、かつ職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなけれ

ばならないと規定をしております。香美市においても新採教育の充実を図るとともに、

必要に応じて随時一般教育、特別教育、派遣教育、職場研修、自主研修を行うなど、職

員の資質の向上への積極的な取り組みが求められます。地方公務員法３９条には、第１

項で職員にはその勤務能率の発揮及び増進のために研修を受ける機会が与えられなけれ

ばならない。第２項では、前項の研修は任命権者が行うものとすると規定をしておりま

す。この規定と、香美市人材育成基本方針に基づいて、香美市職員研修規程が定められ

ております。そして、香美市職員研修規程によりますと、研修は職務の遂行に必要な知

識、技能及び教養の向上と職務を民主的かつ能率的に運営する公務員意識の高揚を図り、

全体の奉仕者としてふさわしい職員の養成に努めることを基本方針とするとして、一般

研修、特別研修、派遣研修、職場研修、自主研修等を予定しております。 

  そこでお尋ねをいたします。香美市ではどのような職員教育を定期的、随時的に実施

していくのか。また、実務能力、事務執行能力、会計事務処理能力、技術技能を高める

ための職員教育を行う上での問題点は何か。その取り組みの実態と課題もお伺いをいた

します。 
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  続きまして、機構改革の問題につきまして質問を行います。 

  機構改革、課等再編の課題と見直し、特にコンプライアンス行政の確保、法務部門の

強化拡充、行政財産・備品管理部門の強化、監査事務局の充実強化について質問をいた

します。合併による機構改革、課等の再編がなされ、体制整備と人事の刷新が行われ、

時代的要請に伴う各部署の充実強化が図られております。その事務の執行、事業の進捗

状況については、常に検証しながら住民福祉の実現と行政サービスの向上のための評価

が必要であります。地方分権が進められる中での行政活動は、情報の公開、情報提供に

より、住民とともに行政情報を共有しながら、住民参加と協働による行政の推進と実現

が重要であります。合併後、余り日時がたっていないが中間的に総括しておきたいと考

えます。今回の合併による課等の再編と人事に伴う評価はどうか。課等の再編は、初期

の目的を十分満たすことができつつあるのか。また、人事については、いつの時代でも

みんなが納得し、完全で高い評価を、合意を得ることは難しいと言われております。そ

の実務に当たっては、地方自治法、香美市条例、規則、規程に照らし、法令順守にも十

分意を配し、慎重に取り組むとともに、職員の労力がそのポストで十分発揮できるよう

気配りも必要であります。反省点もあろうと考えるが、現段階における現状認識と課題

をどのようにとらえているか。合併後約３カ月目を迎えた今の時点での評価と分析、並

びに課題につきお伺いをいたします。行政の執行は、予算と法律に基づいて公益を実現

するものでなければなりません。日々の業務でも、法務部門の充実強化が指摘されてお

りますが、体制強化の実態はどうかお伺いをいたします。また、行政財産・備品の管理

は重要でありながら、その取り組みが不十分でありましたが、備品や財産台帳の整備に

積極的に取り組むための行政財産・備品管理部門の強化と、その実態と進捗状況につい

てもお伺いをいたします。 

  続きまして、監査事務局には、今回専属職員が１名配置されましたが、香南市では、

選任の監査事務局長と３名の職員が配置されているとお聞きをいたします。香美市にお

いては、監査事務局の充実強化につき課題が残されていると考えますが、今後事務局体

制の充実強化を図る考えはないかお伺いをいたします。 

  次に、行政におけるコンプライアンスの確保について質問をいたします。最近、高知

県の特定業者による不祥事と、幾つかの自治体における事件が報道されておりますが、

これらの不祥事の行政に与える影響は、市民の信頼失墜と経済的損失など、はかり知れ

ないものがあります。行政のチェック制度としては、議会、監査委員、オンブズマン、

行政監査、外部監査の導入等が考えられます。しかし、現在、地方公務員の業務は多岐

にわたり、多様化、複雑化が進んでいるとともに、行財政改革の進捗により職員一人一

人が処理する事務量は次第に増加してきております。これにより、新たな業務に対する

既存のチェックシステムの機能が低下したり、どの制度を用いても、人員や調査能力な

どの執行リソースの面で限界があります。他方で、最近地方分権の進む中で住民に新た

な義務と負担が一層求められてきており、行政の透明性、公平性と、行政の法律的執行
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につき、住民の監視意識も一段と強まっております。そこで、限られた予算の中で地域

住民の信頼を確保し、自治行政に理解と協力を得ながら、円滑な行政を行っていくため

には、公務員倫理の確立が必要不可欠であり、そのためにも職員一人一人が全体の奉仕

者であることを再度自覚し、職務執行に努めることが必要であることは申すまでもあり

ません。 

  そこで、お尋ねをいたします。本市にとっても透明で公正で信頼を確保することので

きる行政の運営の法令順守、コンプライアンス行政が必要と考えるが、所見をお伺いを

いたします。 

  続きまして、４点目の住民基本台帳、住基ネットのその後の状況と課題と対処策につ

いて質問をいたします。個人情報保護法の施行により、一段とプライバシー保護の意識

の高まりが見られます。住民基本台帳法に基づく閲覧制度の現状と運用状況はどうか。

また、住民基本台帳ネットワークについて、きょうまでの運用上の実態と課題はどうか。

さらに住民のプライバシー保護、セキュリティにおける問題点とその運用策をお聞きを

いたします。 

  ５点目、地方分権下での行政についてお聞きをいたします。公正で透明性のある自治

と参加の保障された行政運営、民主的統制が求められるが、香美市の課題と運営手法の

現況と対応策につき質問をいたします。地方自治法の制定から５９年が経過した今日、

地方行政を取り巻く環境はこれまでとは全く違った動きが生じております。それは今ま

で国が地方交付税や国庫補助金、補助負担金によって地方自治体を財政的にコントロー

ルしてきた中央集権的自治からの脱皮であり、地方問題への転換との位置づけも可能で

あります。地方分権一括法と分権改革、その受け皿づくりとしての市町村合併の推進、

国から地方への権限の移譲、規制緩和や機関委任事務の廃止などめまぐるしい動きが見

られます。しかるに、近時強行されている国主導の地方分権改革、特に地方の実情を無

視した全国一律の規制緩和と三位一体の改革は、地方の自主性と個性ある自治体の発展

を阻害するとともに、大きな影を落としつつあります。ややもすると、これらの改革に

は真の意味での住民自治の視点が欠けており、憲法に掲げられている地方自治の本旨に

基づく地方公共団体の自治権の確立と展開には、いまだ多くの課題を抱えております。

過度の改革への盲従は、個性ある地域社会、人間の共生の場の喪失にもつながりかねま

せん。たとえ機関委任事務が廃止されたとしても、財政を通じた国から地方へのコント

ロールが可能であるならば、国と地方の関係は依然として上下主従の関係が存続をいた

します。その意味で、地方財政度が地方の自主性を裏づけるものとして、きちんと整備

されなければなりません。近年の地方自治の変遷は、従来の中央集権的行政指導、通達

行政の手法では、過去の経験から言っても社会の変化に伴う多様化した住民ニーズと行

政課題に十分対応することは困難であります。行政課程を公開して、住民などの参加を

求めるための行政手続き、住民参加の法理の整備が重要となります。行政の適切な説明

責任の履行、行政情報の共有と公正で民主的な手続きが住民に保障されなければなりま
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せん。行政手続法、情報公開法の制定、地方自治法の改正は、その手続き的正義の保障

を支援するための一つの方策としても義務づけられるものであります。行政の透明性の

確保と、民主的統制実現への幾つかの手法と、公務員法、公務員倫理規定、服務規程、

条例等の遵守と、その実践は住民のための公正な自治体運営にとって喫緊の課題であり

ます。香美市の行政運営の課題と、運営手法の現況と対応策につきお伺いをいたします。 

  続きまして、まちづくりにつきまして質問を行います。 

  まず、まちづくりの第１点目、学園都市構想への取り組みについて質問をいたします。

工科大学も開学以後大学院も併設され、多くの学生が学び、大学の貴重な歴史を刻みつ

つ、有為の人材を社会に送り出し、だんだんと大学の名声を高めつつあります。今、ま

さに工科大を中心に香美市には人、時、場所の三拍子の発展の可能性がそろった感がい

たします。長年にわたって築き上げられてきた歴史と伝統と文化、災害に強く天恵の地

の利を生かし、産業振興や雇用確保、さらには工業団地への企業誘致、人口定住への期

待を含めて、千載一遇のチャンスとして積極的にとらえ、行動を起こすべきではなかろ

うかと思います。今後のまちづくりのためには、物部川流域の広大な香美市の土地と豊

富な山林資源、水資源を産学官の共同研究の素材として、また、地域内の独創的なテー

マとして積極的に活用しながら、香美市の飛躍発展のために学園都市構想、研究都市構

想によるまちづくり考えてはどうか。また、これらの物的、人的資源を最大限に有効に

活用し、他の市町村がまねすることのできない、特色ある全国に発信できるまちづくり

に積極的に取り組む考えはないか、将来的展望と課題と構想につきご所見をお伺いをい

たします。 

まちづくりの２点目、工科大学の香美市での位置づけと産学官の連携の経過と課題に

ついて質問をいたします。その後、工科大の連携軸の模索も進められているともお聞き

をしますし、積極的な取り組みと施策の展開が図られていることをご期待をいたしまし

て、質問をいたします。５３８平方キロメートルの面積を有する香美市にとって、広大

な山地と豊富な山林資源、水資源の活用と積極的な産業の振興策が大きな課題となって

まいります。工科大学、林業総合センターや高知大学農学部、さらには県工業試験場、

工業団地等関係機関、関連施策との連携のもとで、森林・林業・林産業の活性化と、地

域振興のための研究と積極的な施策の展開、町おこしを図るべきと考えるが所見をお伺

いいたします。 

また、産学官の研究開発拠点として独立行政法人科学技術振興機構が四国内で唯一工

科大学内に設置した「研究成果活用プラザ・サテライト高知」のその後の活動状況はど

うか。このサテライト高知の活動範囲は、四国４県が対象で、工科大の研究棟に入所し、

平成１７年１０月から本格的な活動に入っているとのことであります。この事業のメー

ンは、大学や公的研究機関、企業との共同研究で、地域内での独創的なテーマを募集し、

事業化に向けた試験研究などを行うのが目的であるとのことであります。工科大学や、

「研究成果活用プラザ・サテライト高知」の香美市での位置づけと、産学官の連携によ
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る、連携にこれら関係機関や関係施策と香美市のかかわり、産学官の連携のために工科

大学の地元、香美市としてこの事業に対して地域に関連、密着する独創的研究と、例え

ば農業園芸産品の生産や有利販売につながる科学的技術の開発や、山林資源の活用、さ

らにはバイオテクノロジーなどの研究テーマを選定し、積極的にかかわっていく考えは

ないかをお尋ねいたします。工科大学の地元でありながら、工科大学を活用し切ってな

いとの声も聞かれます。また、せっかく工科大との連携が行われても、その活動状況や

成果が住民に伝えられていないのではないかと思われます。今後、工科大学の連携の成

果につきどのように情報発信を行うかについてもお伺いをいたします。 

まちづくりの３点目について質問いたします。香美市内への誘導表示板、市内各施設

への案内板の設置について質問いたします。同僚議員の質問もございましたが、重ねて

質問をいたします。香美市内への誘導表示板、市内の各施設への案内板の設置の点検と

見直しをする考えはないか。さらに必要箇所への新たな設置が必要と考えるが、所見を

お伺いをいたします。植線沿いの農地で作業をいたしておりますと、特に連休や休日に

は何台かのマイカーの運転手から秦山公園子どもの広場や奥物部への道順を聞かれます。

市内に住んでいる者は、気づかなくて不便も感じないわけでありますけれども、市外か

ら来る人には不便を与えていると考えられます。市外の人の目、立場に立って早急に点

検をする考えはないかお尋ねをいたします。 

４点目、新庁舎建設への取り組みの進捗状況について質問をいたします。この点につ

きましては、今議会２６名中６名の議員から質問がありまして、非常に緊急度と感心の

高い問題であります。この議場でも雨漏りがしまして、バケツを据えておるような状態

の中で、非常に緊急性のある問題でもありますので、助役選任を待たずに、もう合併後

すぐに取りかかっておると思いますので、重ねて質問をしたいと思います。一応、庁舎

建設の規模についてはさきの答弁で３０から３５億円ぐらいの予算規模で基金を１７億

円ぐらい積み立て、残りは特例債を充当するとの市長からの答弁がございました。その

ように私は理解をいたしておりますが、現段階で踏み込んだ答弁も期待できないと考え

るので、詳細の質問は割愛をいたします。ただ、検討へ着手する具体的時期についての

目途と、助役以下どのような体制でどのような手順で検討を進めるか、またおおむね５

年以内との合意が合併協議会でなされておりますが、基本的な作業スケジュールにつき、

市長の腹づもりをお伺いをしておきます。 

５点目、人口定住と元気市民づくりについて質問をいたします。合併後、香美市の人

口は３万を割り込んで減少傾向にあるようであります。人口の減少は、市の活力に大き

く影響を与えるとともに、まちの、市の発展にとって深刻な問題であります。物部町、

香北町、土佐山田町のバランスのとれた人口定住への取り組みが求められております。

また、せっかく人口が定住しております住民の健康維持向上、元気市民づくりのための

施策の展開も重要であります。人口定住と元気市民づくり施策について所見をお伺いを

いたします。 
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続きまして、建設都計問題について質問をさせていただきます。 

まず、建設都計問題の１点目、あけぼの街道、これは東道路への接続の点と、予岳前

工区についての質問でありますが、これの進捗状況と旧土佐山田町市街地の活性化のた

めの都市基盤整備への取り組みについて質問をいたします。あけぼの道路が南国市の農

免道路に接続してかなりの年月がたちましたが、東道路への接続がいまだに実現をされ

ておりません。最近、工事も農免道路西側で一部再開され、信号機も設置されました。

今後の香美市の発展や観光客誘致の上からも、一日も早い高知市までの全線４車線化の

実現と、南国インターからの利便性の確保が大きな課題でもあります。また、このあけ

ぼの道路の東部への延伸である予岳部落の前から佐野大橋へ通じる道路は、完成すれば

物部町、香北町、土佐山田町を結び、さらに南国市や高知市への幹線道路として大変重

要な路線であります。新しく誕生した香美市にとってその発展と利便性に大きくかかわ

っているところから、一日も早い実現が望まれております。この取り組みや見通しにつ

いて過去の議会でも再三質問をいたしましたが、予岳前については道路用地が確保され

てかなりの年月がたち、県や町の担当者も、当時の町ではありますが、随分入れかわり

ましたが、当時の県南国土木事務所との具体的協議事項は両者において十分引き継ぎが

なされているのか。年月の経過により風化することのないように、その確認はされてい

るのかお伺いをいたします。その後の県との話し合いや取り組みの経過と、事業認定の

見通しはどうかお尋ねをいたします。 

また、あけぼの街道の進捗により、ＪＲより北側のまちづくりがだんだん進みつつあ

ります。反面、土佐山田町の従来のＪＲ線路より南側の商店街は空き店舗も目立ち、活

気が感じられません。本市は東西に長い商店街を中心に市街地が形成されており、東西

の道路に対して南北を結ぶ道路網が未整備であります。長期的まちづくりの展望からＪ

Ｒ線路の高架化による南北一体のまちづくりが不可欠であります。また、合併の際の市

制施行の要件の一つに、一定の市街地が形成されていることが求められておりました。

まちの顔としての市街地の活性化も重要と考えます。ＪＲ線路が南北の調和ある市街地

の形成と発展を阻害しており、ＪＲ線路高架化については、過去にたびたび提案してき

た経過もありますが、現実には困難を伴うとしても、根気強い働きかけと取り組みが不

可欠であります。かつ重要でもあります。また、踏切事故によりとうとい生命が奪われ

るという悲しい事故も後を絶たない現実がございます。踏切事故防止の上からも、今後

積極的に関係機関へ働きかけ、運動を展開する考えはないか、その現状認識と今後の取

り組みについてお伺いをいたします。 

さらに、南北の住民の利便性を図り、立体的で有機的なまちづくりのため、新町・西

町線の早期改良工事が期待されておりますが、その取り組み、見通しはどうかお尋ねを

いたします。 

また、そのほかにも駅周辺を含めて南北道の整備が不十分であり、商店街の振興と基

盤整備のため、あけぼの街道と商店街を結ぶ南北道路の整備計画につき所見をお伺いい
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たします。 

旧商店街は、公共下水道事業の進捗とともに衛生的で快適な町となりましたが、年々

シャッターの閉まった店舗が増加し、活気や人々のにぎわいもなく、昔の面影も失いつ

つあります。特に、商店街から一歩路地裏に入ると、通路は狭隘であり、住宅の建てか

えもままならないのが実情であります。老朽化した空き家や放置された空き地も多く、

空洞化が見られます。商店街の背後地の宅地や住宅が整備され住環境が整い、消費者人

口が商店街のすぐ近くに定住すれば、町にもにぎわいが戻ってくるものと思われます。

商店街の振興のためには、客の好みに合う品ぞろえ、心の通う接客態度と真心のこもっ

たサービス、楽しい買い物のできる店づくりなど、個々の商店みずからの創意工夫と経

営努力や商工会等の支援も必要でありますが、行政における町の活性化への積極的な施

策の展開も重要であります。そこで、商店街活性化のため、市街地の区画整理と住環境

の整備計画への積極的取り組みをする考えはないか。また、商店街活性化のための行政

の役割は何か、そのための具体的施策をどのように考えているかお伺いをいたします。 

建設都計の２点目、ＪＲ土佐山田駅の旧町道２０７１号線の局部改修、拡幅計画のそ

の後の経過についてお尋ねをいたします。旧町道２０７１号土佐山田駅百石線において、

特に土佐山田駅駐車南東角はＪＲの駐車場が直角にはみ出しており、見通しも悪く、危

険であることが以前からたびたび指摘されております。何度かＪＲ駐車場の南東の角地

を取得して町道の直線化工事の必要性につき一般質問を行った経過がございます。そし

て、昨年の議会での一般質問で、担当課長から改良拡幅の目途がついたとのお話を伺い

ました。しかし、その後、現在まで改修されておりません。その後のＪＲとの交渉や直

線化工事、改良工事への作業の進捗状況はどうなっているかお尋ねをいたします。 

続きまして、３点目の秦山公園子どもの広場の開園後の現時点での総括と、今後の取

り組みと問題点について質問をいたします。秦山公園の子どもの広場も供用開始、開園

より約半年が過ぎましたが、開園後入場者、利用状況はどうか現時点での総括と今後の

取り組みと問題点についてお伺いをいたします。利用者人口は約今まで７万人というこ

とをお聞きをしましたが、その利用状況の内容がわかりましたら、具体的なものがわか

りましたらお知らせをいただきたいと思います。また、管理運営と公園を利用する上で

の問題点はどうか。先進地施設での事故による訴訟事例もお聞きをしますが、当施設に

おいてはその対策と対応は十分か。平成１７年３月の工事監査の指摘にありましたが、

事故防止と施設の有効利用のため、利用者からのヒヤッとしたこと、ハッとしたことな

どを記入してもらい、管理者では気のつかない利用者からの目線での注意点などのアン

ケートなども備えておいて、利用者に書いてもらうなども必要であろうとの技術士から

の指摘もいただき、皆さんにご紹介をした経過もございます。そのような指摘にも耳を

傾ける必要があると思うが所見をお伺いいたします。 

産業振興につきましてご質問をいたします。 

まず１点目、農林業の振興の課題と積極的で具体的な振興施策、対応策、取り組み姿
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勢につき質問をいたします。香美市は、物部川を中心に香長平野の北東部に位置する平

野地帯から中山間地帯を経て、山間、山岳地帯へつながる広大な土地に多種、多様な農

業経営や林業経営が営まれております。農林業の振興の課題と積極的で具体的な振興施

策、対応策、取り組み姿勢につきお示しをいただきたいと思います。 

２点目の、商工業、観光の具体的進行施策について質問をいたします。地場産業の育

成と商工業、商店街の振興への取り組みと、観光を含めた商工業振興への今後の具体的

施策の展開と取り組み姿勢についてお伺いをいたします。今年の連休期間中、高速道路

高知道の利用者台数は、高知道開設以来最高を記録したとのことであります。主な理由

は、ＮＨＫドラマの放映や、土佐二十四万石博の開催が原因とのことでありますが、香

美市への影響はどうか。また、観光行政には観光レクリエーションの振興も一つの選択

肢として挙げることができると思いますが、今後観光レクリエーションの振興に取り組

んでいく考えはないか質問をいたします。香美市は、多種多様で豊富な資源に恵まれて

おりますが、多様ですぐれた資源を最大限に生かした施策の展開が不十分でもあろうと

の指摘もあります。今後、物部川流域の観光資源を中心として、香美市内の多種多様で

豊富なすぐれた観光資源をどのように有機的に活用し、観光施策を展開するか、また、

観光施策と関連させながら商工業とも有機的につなげていくことも重要と考えますが、

物部町、香北町、土佐山田町の観光と商工業の育成と振興策をどのように展開するか所

見をお伺いをいたします。 

続きまして３点目で、農林業、商工業ともに後継者不足が言われて久しいが、行政と

してのその具体的対応につき質問をするということでありまして、これは同僚議員から

も後継者につき質問もあり、答弁もございましたが、農林業、商工業の持続的発展と産

業の継続維持発展のためには、個々の経営者が独自の経営と企業努力、加えて堅実な経

営基盤の確立が求められることは言うまでもありません。しかし、後継者に恵まれない

企業や経営体、産業組織は一時発展しても、世代交代をスムーズに行うことができず、

いずれ廃業や転業に追い込まれたり、消滅を余儀なくされます。農林業、商工業の継続

的な発展振興のためには、現在の経営者に対する産業教育と自己研修による資質の向上

はもちろんでありますが、後継者の確保と育成が保障されなければ不可能であろうと考

えます。行政としてその具体的対応策につき所見をお伺いをいたしまして、１回目の質

問を終わります。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   中澤議員のご質問にお答えをいたします。 

  まず、行政についてということで、１点目の合併後の香美市においても行財政改革は

重要課題であるが、重点項目とその具体的対応策、取り組み姿勢について聞くというこ

とでございます。行財政改革推進本部会の本部長につきましては、助役を予定をしてお

ります。香美市での体制が整ってから取り組むように考えてはおります。しかしながら、

それまでにですねある一定の準備をしておかなけりゃならないということで、今現在民
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間の検討委員会委員の選定について人選の準備に入っております。総務省から示されて

おりますところの新地方行革指針による地方行革の推進として行政改革大綱、それと集

中改革プランは本市では平成１８年度から２１年度までの４年間の計画を予定をしてお

ります。というのはですね、合併の関係で本来ならば平成１７年度から２１年度までの

５カ年となる予定でございますが、合併の市町村につきましては、合併時から検討に入

っていただきたいということでございます。 

それから、総務省から示された重点項目についてでございます。事務事業の再編、整

理、それから民間委託等の推進、これにつきましては、指定管理者制度の活用も含んで

おります。定員管理の適正化、総定員の４.６％以上純減を目指すということでございま

す。手当ての総点検を初めとする給与適正化、これは給料表の運用、退職手当・特殊勤

務手当等の諸手当の見直しということでございます。それから、第三セクターの見直し、

経費節減等の財政効果などになっております。目標の数値化や公表についても求められ

ております。今後、新体制によりどういうことを検討すべきかということでございます

が、行政改革大綱の方向性の検討、これにつきましては、今までの行政改革のですね積

み残した内容につきましても検討して組み入れていくということ。それから、行政改革

大綱集中改革プランの検討、これはですね一応国の総務省から示された事項をどういう

ふうに反映をさせていくか、この点についての検討を行いまして、１２月にはですね大

綱と集中改革プランを策定したいというふうに予定をしております。 

それから、２点目の合併後３カ月後を迎えたが、市民からの声と問題点をどのように

とらえているか、支所と本庁について問う。市民の声の聴取方法、住民参加の方策につ

いても聞く。市民に対する職員の対応姿勢と職員研修と資質の向上、職員教育への取り

組みを聞くということでございます。合併後の住民サービスにつきましては、受付事務

につきましては、支所でもできるようにしておりますが、本庁でしかできない業務もご

ざいます。支所に住民の方がお見えになったその日のうちに対応できないこともありま

す。今までできたことが合併後できなくなったということも事実ではございますが、こ

れにつきましては、事務処理を行う上で職員の専門性が必要になってくる業務はどうし

ても本庁で行う必要があるということでございます。住民には不便をおかけをいたしま

すが、できるだけ支所で対応できるよう、支所職員と本庁職員とが連携を深めていくこ

とが必要と考えております。５月１２日現在でですね３月１日合併以降、支所の方で住

民の方が不便を感じておるということにつきましては、香北支所の方ではですね確定申

告、税の申告ですね、このときに窓口が混乱をしたと、この対応については早急に検討

もしていかないかん問題でございます。それから、軽自動車税の減免の申請、これも本

来本庁でですね対応すべき問題でございますが、この手法についても今後検討すべき問

題だというふうに考えております。 

市民の声の聴取方法につきましては、本庁の入口には市民の声の意見箱、黄色い箱を

ですね置いております。出先機関につきましては、支所も含めまして設置を依頼をして
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おるところでございます。住民参加の方策については、地域審議会や各種審議会、協議

会等旧３町村から参加していただくよう配慮がされていると考えております。このチェ

ックにつきましてはですね、回議書が総務課を通じて市長のところまで上がってきます。

その段階でもチェックもかけていきたいというふうに考えております。 

市民に対する職員の対応姿勢等の職員研修と資質の向上の取り組みについてというこ

とでございますが、人材育成基本方針に基づきまして職員研修委員会におきまして平成

１８年度の職員研修計画を立案しなければならないというふうに考えております。これ

につきましてもですね、職員研修の委員会の会長に助役を予定をしておるということで、

まだ開催はできてはおりませんが、早急に開催する準備をしていきたいというふうに思

います。ご質問の市民に対する接遇研修につきましては、土佐山田町では近年において

毎年クレーム研修も含めまして実施をしております。こうち人づくり広域連合が主催す

る職員の資質向上に関する研修会の呼びかけに対しましても、積極的に行っているとこ

ろであります。 

そこで、平成１７年度の職員研修の実績でございます。この実績につきましては、土

佐山田町の分しかございません。新採用職員研修、これは５名でございましたが行って

おります。この研修内容につきましては、門町長による職員の心構え、助役による職

員の心構え、それから勤務条件、あるいは施設見学、日直業務、それから業務説明、こ

ういうことを研修を行っております。それから全体研修というのがありまして、自主防

災研修、これにつきましては、保育所を除く全職員を対象に行っておりまして、１２４

人が参加をしております。これにつきましては、４回開催をしております。次に、財務

会計事務研修でございます。研修内容がですね財務会計事務ということで、財政課の主

幹が担当して４回を実施をしております。出席者が１０６名でございます。それから、

不当要求防止の研修でございます。講師は高知県警暴力団対策課暴力追放高知県民セン

ターの講師の方にですね２回開催をしていただいております。参加人員は１２４名です。

それから、セクハラ防止研修でございます。高知県人権啓発センターの講師の方にお願

いをしております。参加者は８４人、これは４回開催をしております。次に、指定管理

者制度の研修でございます。これにつきましては、高知女子大学の教授の鈴木先生にお

願いをしております。この研修につきましては、香北、物部にも呼びかけをいたしまし

て、参加をいただいております。出席者はですね２４名、といいますのも、一応指定管

理の対象になるであろう課等に参加を呼びかけた経過もございます。それから接遇研修

でございます。これはＮＴＴマーケティングアクト四国というところに講師依頼をいた

しまして４回開催をしております。４６人の出席で、若干出席率が低うございました。

次に、３町村における主要公共施設等の視察研修でございます。これにつきましては、

山田、香北、物部、それぞれ日程３日ずつとりまして、やっております。それから自主

研修が２回、人権月間の記念講演、これは「ヤンキー新たなる挑戦」ということで義家

先生にお願いをしております。それから男女共同参画の講演会、これにつきましてもＤ
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Ｖがなくなる日のためにということで自主参加をお願いをしております。それから、１

７年度の保育の総研の実績でございますが、８月に食育について、保育所の食中毒防止

について、心のケア、健康体操、１０月にはですね南海地震についてということで、高

知大学教授の岡村先生に講演を願っておるようでございます。それから実技もこま遊び、

折り紙、それから１月の総研につきましては、子どもの心の発達の、これは講師は高知

県立中央児童相談所の澤田先生にお願いをしておるようでございます。 

次に、３点目の機構改革、課等の再編の課題と見直し、特にコンプライアンス行政の

確保、法務部門の強化充実、行政財産・備品管理部門の強化、監査事務局の充実強化に

ついて問うということでございます。合併によりまして機構改革が行われまして、現在

新たな体制で行政事務が行われております。本庁と支所との職務権限や連携の問題、保

険、福祉に係る法改正の問題、地方分権による機関委任事務の廃止による自治体事務化

の問題、県からの権限移譲事務の問題、行政における定員管理の適正化、これは５年間

で４.６％純減の問題など、数多くの分野で課題が生じてきております。今すぐには対応

できないかもしれませんが、十分に状況を把握し検討しなければならないというふうに

考えております。コンプライアンス行政や法務部門の強化充実につきましては、今職員

に求められておりますのは、徹底的に事実関係と判例、分権を調査し、法令の趣旨、目

的を理解し業務に当たらなければならない。分権時代の自治体法務を担うことはできな

いというふうに考えております。このことから新市では、総務課に法制係を設置して条

例等の立案や法改正への対応、国、県への問い合わせ、弁護士への相談窓口等対応する

こととしております。特に、条例等の改正につきましては、現在かなりの事務量をこな

しております。 

次に、この行政財産・備品管理部門の強化ということでございますが、担当課の財政

課によりますと、財産台帳につきましては３町村それぞれ統一されてない内容でありま

すので、統一する必要があると。特に今後は電算化で管理をしていきたいというふうな

ことでありまして、作業が始まったところのようでございます。それから、備品台帳に

つきましても完全なものが３町村それぞれなく、市役所全体の備品台帳はまだできてな

いということでございます。今後どのように整理をしていくか現在検討中あると。 

それから、監査事務局の充実強化についてということで、香南市の体制が示されてお

ります。香美市の監査委員条例の中では監査委員の定数は３人と、従来の町村の体制か

らは１名増員にはなっております。事務局の職員につきましては、専任職員を１名配置、

それから事務局長につきましては兼務ということになると思います。それから、現段階

ではですねこの体制を香美市においては見直すということは考えておりません。ただ、

ちょっと事務量が全体でどれぐらいになるかということも含めましてですね、検証もし

ていかないかん部分もあります。それから、この監査委員の人事案件につきましては、

今議会の最終日に提案する予定でございますので、またよろしくお願いをいたします。 

４点目につきましては、担当課からまたお答えをいたします。 
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５点目の地方分権下での行政は公正で透明性のある自治と参加の保障された行政運営、

民主的統制が求められるが、香美市の課題と運営手法の現状と対応策を問うということ

でございます。非常に難しい問題で、なかなか僕の頭ではなかなか回答できる分野では

ございませんが、私なりに分析もしておりますのでお答えをいたします。国と地方の関

係は従来の上下関係から対等、平等の関係に変わってきております。例えば、通達の廃

止はもとより、国の法律解釈をうのみにすることはできないことを意味をしております。

国の解釈だからでは通用しなくなっております。地方自治体独自の解釈が必要というこ

とで、中澤議員とここのですね考え方は同じだと思います。憲法９４条には法律の範囲

内で条例を制定することができる。地方自治法におきましては、法令に違反しない限り

において条例をすることができるというふうに規定はされております。これは法律の範

囲内、あるいは法律に違反しない限りという要件がそろえば、条例制定は可能だという

ことでございます。事務の点では機関委任事務の廃止により、自治体事務となり、そこ

で条例制定の範囲は自治体が担うすべての事務に及ぶことになってきております。この

場合、条例の範囲を自己規制する必要はなく、自治体の役割と考えられれば条例は可能

になってくると。また、県と市の条例制定の範囲では、市の優先原則が認知されてきて

おります。地方自治法はそもそもその原理を採用しておるということで、県の事務につ

きましては、広域、連絡、調整、保管とこういった事務に限定をされてきます。それに

対し、市は地域における事務を包括的に担っております。市の事務が及ばない事務を県

が担うということになります。市が条例を立案する際には、施行後住民から尊重される

かどうか、すなわち実効性を有するかどうかであります。この実効性は究極的には強制

力により担保されます。つまり、条例違反の事態が生ずることになれば、是正、改善等

の命令がくだされたり、刑罰が課せられたりするわけでございます。こうした強制する

規定に対し、多くの住民がその条例を不合理と感じ、無視するようであれば取り締まり

は不可能であるというふうに考えられます。そこで、条例を立案するときには、社会的

要請があるかどうか、ほかの手段あるいは目的を達成、ほかの手段で目的を達成できな

いかどうかを調査をし検討する必要があります。条例制定後は、さまざまな手段により

広報を行い説明責任を果たすことが大切であると考えます。今、職員に求められておる

のは、だれかが最終的に支えてくれる、依存できる存在があるという真理で、従来の機

関委任事務の体質から脱却することであります。十分な説明責任を果たせなく、市に対

し損害を与えれば訴訟を起こされ、負ければ職員個人が市に対し損害賠償をしなければ

なりません。いわゆる職員は日常業務の中で法令順守は自分の身を守る武器であるとい

うふうに考えられます。私も現実的に住民訴訟を受けております。それから、昨日の高

知新聞の中にもですね、元岡山市長が１６億円を払えということで、交付税の過大受給

に対しまして、これは現職の職員だけではございません。退職した職員、その当時かか

わった職員に対してもですね賠償命令がくだされておるということでございます。この

ことにつきましては、私も含めましてもっと真剣に考え、業務に当たる必要があるとい
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うふうに考えます。なお、議会における行財政改革推進特別委員会のこの影響につきま

しては、現在職員の意識改革の効果には大きなものがあったというふうに考えますが、

これは法令順守という点でございます。業務上の法令につきましては、職員はある一定

の理解はされていても、関連する法律、あるいは条例等のかかわりに弱いところがある

ということは、ちょっと今現在どういうふうな対応をしていくかは検討しなければなら

ないというふうに考えております。 

それから、行政手続条例の関係でございますが、この行政が行う処分、行政指導に対

しまして定められておりますが、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図るこ

とを目的としております。この行政手続条例の処分につきましては、行政処分、あるい

は行政指導につきましてはですね、最初から言われておることは、条例等を制定する前

の協議過程についても訴訟の対象にされるということを言われております。この点、十

分な生命責任を果たす必要があるというふうに考えます。 

それから、今議会において門市長から香美市におけるさまざまな課題や行政姿勢に

ついて示され、我々職員は市長からの指示によりまして、住民福祉を初め、あらゆる住

民サービスに取り組んでいるところであります。市の保有する情報を住民と共有すると

ともに、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、この合併による究極的な

行政の縮小、いわゆる究極の行財政改革により最小の経費で最大の効果、財政的に裏づ

けされた本年度中に策定される予定である香美市振興計画により将来像を明確にして、

行財政運営を実現させなければならないというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（西村成君）   住民課長、山崎綾子君。 

○住民課長（山崎綾子君）   中澤議員の住民基本台帳と住基ネットについてのご質問

にお答えします。 

  現在、住民基本台帳につきましては、合併前の分科会で協議した内容に基づき順調に

運用しております。閲覧に関しましては、現在総務省による閲覧制度の見直しが始まっ

ておりますが、法改正には至っておりません。現在問題となる閲覧もございません。閲

覧に関しては、本庁のみの取り扱いとなっておりますが、その他に関しては住基システ

ムのオンライン化により本庁住民課と各支所、出張所で同じサービスを提供いたしてお

ります。また、来庁された住民の手続きの煩雑さを軽減するために、合併前より住民票

等の申請書の統一と簡素化を図りました。担当職員につきましては、住民の必要とする

ものを的確に判断し、提供することができるように親切できめ細かい対応を心がけてお

ります。 

  住基ネットの運用状況につきましても、現在特に問題点はございません。住民票の写

しの広域交付は、平成１７年度実績で、３町村あわせて交付依頼、交付承認ともに約５

０件となっております。また、住基カードの発行枚数は、本年４月末で１８８枚です。

発行枚数は余り伸びておりませんが、最近では金融機関が貸し付けを行う際に運転免許
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証等の顔写真つきの証明書を持っていない方に対して住基カードの提示を求めており、

それに伴い住基カードの交付申請を行うケースが若干ふえております。今後につまして

も、関係法令等を遵守し、厳正に運営していきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   中澤議員のまちづくりに関して３点についてお答えをい

たします。 

  学園都市構想への取り組みと工科大の位置づけと産学官の連携の経過と課題について

は、それぞれ関連もございますので、一緒にお答えをさせていただきます。 

学園都市構想への取り組みにつきましては、旧土佐山田町におきましては、拠点都市

事業の一つといたしまして、位置づけておりました構想ですけれども、この構想は３つ

の主要事業、高知工科大学設置、それから区画整理、公共下水道で、この３つで構成を

しておりましたけれども、完了いたしましたのは工科大学の設置のみでございます。区

画整理につきましては、地元との調整難航や財政難もありまして、中止状態となってお

ります。工科大の位置づけと産学官の連携の経過と課題ということですけども、工科大

学を核といたしました学園都市としてのグレードアップをより高める必要があります。

これまで工科大学の努力によりまして、研究機能が向上してきてはおりますが、地元と

して学園都市とするためにはより高い次元の整備を行う必要があると考えます。この町

のグレードの一つの核的象徴とも言うべき工科大学は、本年は総定員として定員割れと

なってしまいましたけれども、工科大学、あるいはこれを核とした学園都市整備への取

り組みをしっかりしないと、今後市政への影響も大きなものがあると考えます。連携の

あり方につきましては、中澤議員初め、各議員からこれまでもご提案いただきまして、

連携協議会を立ち上げましたけれども、合併時期との関係もございまして、十分に機能

を発揮しておりません。サテライト高知の活動状況も含めまして、個々の連携はそれな

りにあるといたしましても、一体の連携の経過として、企画課として説明できるものは

ないというのが率直な思いでございます。この際、窓口一本化ということはなりました

ので、今後活動状況等を把握をしていかなければならないというふうに考えております。

なお、今後もご指導よろしくお願いいたしたいと思います。 

それと、人口定住策と元気市民づくりのための施策という質問につきましては、元気

という意味合いについて、元気、活力がある市民というとらえ方しておりまして、若干

ご質問で言われておりました心身の元気というところとは、ちょっとすれ違う答弁にな

りますけれども、当然心身ともの健康もこれはまちづくりのために大きな要素でござい

ますので、あわせてというふうにとらえていただければ幸いです。人口定住策ですけれ

けども、人口増は市民を元気にする大もとであると考えます。今、議論がかみ合わない

都市計画のきし方、行く末も含めまして、検討、協議しながら長期的に策を立てなけれ

ばなりませんけれども、当面は実効性の期待されるところへ視座を変えてみることも一
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計であると考えます。できないことばかりにこだわるのではなくて、できることをみん

なで見い出すための汗をかくこと、人口増のために何をどうすればよいかということ、

その努力もまた元気の根源になると考えれば、市内には多くの元気市民づくりの核とも

言うべき人材がいらっしゃいます。この人材をつなぐシステムづくりが課題であると考

えております。このシステムに人口定住策や元気市民づくりについても総合計画策定過

程において、これは重要課題でございますので、ぜひ施策の検討が必要でありますし、

そういった対応をしてまいりたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（西村成君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   中澤愛水議員の３点のご質問についてお答えいたし

ます。 

  まず、まちづくり③香美市内への誘導表示板、市内各施設への案内板の設置について

ですが、南国インターからおりまして香美市内への案内が非常にわかりにくく、県外の

方への説明にも悩ましているところでございます。香美市のホームページには、香美市

へのルートとしまして、新しく地図を載せました。また、南国の道の駅にも香美市への

ルート地図を置かせていただきました。観光案内標識につきましては、先日のご質問に

もお答えいたしましたが、現在調査、見直しをしている段階です。早急に点検しまして

必要な場所には設置をしてまいりたいと考えております。香美市の範囲がなかなか広う

ございまして、まだ十分目が届かない状況でございますので、ほかにもお気づきの場所

がございましたらお知らせいただきたいと存じます。 

  次に、産業振興②商工業、観光の具体的振興施策について聞くでございます。大変簡

潔なご質問でございますが、大きな課題でございます。まず、商工業の振興施策につい

てですが、香美市の商工業を取り巻く社会情勢は、大型店舗の開店及び後継者の不足な

どにより、かなり厳しい状況下にあると認識しております。商工業の大きな組織団体と

しての商工会につきましても、４月１日に合併をしまして香美市商工会となりまして、

物部川の中上流域で結ばれ、会員数も増加しました。商工会の中には、商業部会、工業

部会の組織がありますので、行政を交えた検討会を開催しておりますので、商工業発展

のための積極的な意見を出していただき、有利事業を導入して政策に反映してまいりた

いと存じます。 

  次に、観光の振興施策につきましては、今回の合併を機に高知県の観光地を代表する

土佐山田町の龍河洞、香北町のアンパンマンミュージアム、物部町の別府峡を有して、

まちの顔としました。これらの施設を中心に新たな観光ルートを点から線へ、また近隣

市町村との連携を図り面にすることにより、長期的滞在型ゾーンを構築したいと考えて

おります。さらに、高知県及び財団法人高知県観光コンベンション協会、香美市観光協

会との連携を図るとともに、観光パンフレットやインターネットによる観光地の充実し

た施設の紹介も、細やかな施設の対応で広くピーアールしてまいりたいと考えておりま
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す。また、一昨日の答弁の中で触れました奥物部の体験型パンフレットを議員の皆様に

お配りをさせていただきました。ごらんいただき、広くピーアールのほどよろしくお願

いいたします。当然ながら、地場産業、観光、商工業とタイアップしながら進めていく

必要があると考えます。そのほか、合併に伴いまして、香美市商工観光振興委員会を設

置することになっておりますので、委員の皆様のご意見も伺いながら振興策を考えてま

いります。 

  最後に、③商工業の後継者不足が言われて久しいが、行政としての、その具体的対応

策を問うでございますが、商工業の後継者不足の対応策の具体的な施策については、大

変苦慮しているところでございます。土佐打ち刃物後継者育成技術指導助成事業補助も

行っておりますが、後継者育成に十分反映できていない状況です。また、全国的な商工

業の高齢者対策を見ましても、当市と同じような施策を行っております。今後とも、高

知県産業振興センターや商工会、公共職業安定所、関係者の皆様ともタイアップして、

研究、検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   中澤愛水議員の建設都計につきましてお答えを申し

上げます。事前通告以外にたくさんの項目がありましたので、抜けるかもわかりません

が、またご指摘をいただきたいと思います。 

  まず、あけぼの街道の進捗でございます。県道高知山田線、通称あけぼの街道は、香

美市内の整備につきましては、平成２１年度完成を目指して事業を進めております。本

年度は用地補償がほとんどで、若干の調査費等が見込まれております。東道路方面につ

きましては、平成２０年代前半に到達すべく事業を進めているということをお聞きして

おります。また、予岳前の道路につきましては、用地は市が先行取得をいたしておりま

すが、現在整備を進めておりますあけぼの街道の区間の整備を優先していきたいという

県の考え方でございます。予岳前の道路につきましては、また昨年３町村で土木部長さ

んに陳情させていただきまして、もともとの計画も再認識していただいております。早

期着手に向けまして、引き続き防災対策の面からも必要性を訴えていきたいというふう

に考えております。 

  市街地の活性化のための基盤整備の取り組みということでございます。都市基盤整備

につきましては、駅北地区の５カ年計画を定めまして、宮前秋月丸線を初め、秦山公園

などの整備を進めてございます。駅北広場やあけぼの街道に接します部分、あるいは南

北道路等につきまして、次期の５カ年計画で検討をいたしたいというふうに考えており

ます。全体的な事柄につきましても、この計画と平行して今後検討してまいりたいとい

うふうに考えております。 

  それから、ＪＲ土佐山田駅前の旧町道２０７１号線でございます。ＪＲ土佐山田駅前

の山田駅百石線は、本年度事業として取り組んでございます。先月、基本設計をＪＲ四
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国、高知保線区に提示をいたしました。ＪＲ四国からは、その擁壁に関します強度計算

とかいうことの問い合わせがございましたが、５月に入って当市の設計による内容でオ

ーケーということをいただいておりますので、今後は工事に必要な用地につきまして、

ＪＲ四国さんと協議に入りたいというふうに考えております。 

  秦山公園子どもの広場の開園後の現時点までの総括と今後の取り組みということで、

取り組みと問題点でございます。昨年１１月５日に開園しまして半年が経過をいたして

ございます。来園者は、予想以上に多く、月平均１万２,０００人を超すような方々に入

場していただいており、５月５日には２,５８０人が入場をいたしております。現在、休

日は管理人を２人体制にして対応しておりますが、開園当初は想定をしていないけが人

や迷子などが発生をいたしまして、少しあたふたをいたしましたが、最近は落ちついて

まいっております。今までに遊具のふぐあいによります事故は起こっておりません。施

設につきましては、遊具の点検を定期的に行っておりまして、ボルト緩みの増し締めや、

できることは職員で対応しております。これまでに大きなふぐあいや故障は起きており

ません。遊具周辺に天然芝を採用してございますが、多くの人手によりまして芝がはげ

るなど、対応に苦慮をいたしております。また、雨水排水につきましては、予想以上に

地盤の浸透性、透水性が悪く、遊具周りに雨水が滞留するなどの対策が必要になってき

ております。オープン当初から要望のありました飲料水の自動販売機につきまして、設

置の方向で準備を進めております。また、隣し接しますふれあい広場につきましては、

芝生の養生中でございます。供用開始につきましては、芝の根張り等を勘案し、子ども

の広場の芝の経験からももう少し時間をちょうだいしたいというふうに考えております。 

現在までの利用状況につきましてお尋ねをいただいております。市内外からのお客さ

んにおいでていただいて、天気のよい日は昼前にお弁当を持ってビニールシートを広げ

て食べておられる光景がよく見かけられます。休日には市外の方が、平日には市内の方

が多く利用されているというふうに思っております。 

事故対策でございますが、管理には万全を期しておりまして、毎月第３水曜日が休園

日となっております。その折には、皆で掃除をし、除草をし、職員が出て遊具の点検を

いたしまして､増し締めをしておるというような状況でございます。現在までに骨折とか

というけが人は出ておりますけども、管理の不手際ということはございませんので、責

任を問われることには至っておりません。 

アンケート用紙につきましては、また検討させていただきたいというふうに思います。 

以上です。 

○議長（西村成君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   中澤愛水議員の農業振興について、また後継者の対応に

ついてお答えをいたします。何点か、さきの質問にもお答えをさせていただきました。

農業の振興については地域の特色、この農業振興を図る観点では継続、そして発展をこ

れからも目指していかなければならないと思っております。お答えについては、やはり
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今までのやってきた各地域カラーのある事業の継続、もちろんこれは重点的にやってい

くわけですが、なかなか積極的、具体的というご質問になりますと、今特に本年度力を

入れていきたいと考えておるものには、やはり香美市となって各地域のいろんな協議会

とか推進の場がございます。やはり情報とか考え方を共有できるように、まずはこの組

織を一つの動きのできるような組織にしていきたいと考えております。ちょうどさきの

質問でもその担い手についての言葉がありましたが、このせっかくの協議会がいち早く

できております。この中で営農の部分とか、それから事業効果に関する支援も同時に地

域の声を集めていきたいと、そのように思っております。後継者問題につきましては、

やはり個人農家の後継ということに固持せず、やはりその地域、それから生産者のおの

おのの部会とか集落、その中でやはり合意形成のされた担い手という部門が、やっぱり

後継の立場になろうかと、これからの現実に農業が魅力ある農業というところに行くこ

と必要ですが、やはり地域に合意形成された担い手が、その後継の場になってくるよう

なところもあろうかと思います。そういうところが今年特に力を入れてやっていきたい

と考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   中澤議員の産業振興、林業の振興、具体的な振興施策、

対応策と後継者問題についてお答えさせていただきます。 

  林業は外材輸入による長引く国産材の価格低迷、高齢化等森林所有者の森林離れにつ

ながり、香美市の林業をさらに悪化させている。また、優良な人工林を形成できる森林

地域であるにもかかわらず、林道、作業道等の林内路網整備のおくれから、間伐、保育

等の森林整備が進まず、水源涵養機能、土砂防災機能を発揮できず、そのほか多面的機

能、資源の有効活用等にも影響を及ぼし、重要な課題となっている。振興施策としては、

森林施業効率を向上させ、木材を搬出できる林道や作業道等の基盤整備や間伐等の補助

を行い、森林の機能に応じた間伐、適正な森林施業を実施し、荒廃のない健全な森林資

源の維持造成が図れるよう、今後も各種事業を導入し、本市の林業振興に取り組みます。

また、中・長期的立場で、木材利用、森林の持つ多目的機能、木質バイオマスの研究等

については、県や林業関係機関、大学、民間企業等と連携のもと、市の振興策として研

究に取り組みます。林業後継者不足の問題については、若い林業技術者を多数抱える森

林組合や、林業事業体の研修等に対し助成を引き続き行う等、森林組合や林業事業体の

組織強化を図り、後継者育成に取り組みます。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   中澤愛水議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  中澤議員からは、本当にこの香美市の持つ多くの課題、そしてこれからのさまざまな

問題点についてのご指摘をいただきました。行政、そしてまちづくり、建設都計、産業

振興と、本当に多岐にわたるご質問をいただき、また質問と同時にご提起をいただいた
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わけであります。特に、それぞれ関係課長から答弁をさせていただきました。とりわけ

行政の分野におきましては、総務課長からるる説明をさせていただいたわけであります

が、今ほどこの行政の運営といいましょうか、行政が大きく変わってきておることはな

いというふうに理解をいたしております。特に、地方分権の推進の中で自己決定、自己

責任が問われているものでありまして、そうした中でより法令順守、あるいはまた情報

公開、そうしたものに伴い、やはりこれからの行政のあり方、そうしたものをしっかり

した対応の中で進めていかなければならないということは、当然のことでありますし、

またそれが問われているのであります。そうした中で、やはり私どもは議会とともに、

やはりこの厳しい時代を歩み、そして住民の皆さん方にもきちっと説明ができる、説明

責任の持てる、そういう行政を努めていかなければなりません。監査事務局等の充実強

化につきましても、より今後も慎重に対応していく必要があろうというふうに思います。

特に、こうした時代の中にあって、住民の満足度を向上させていくためには、やはり住

民の皆さん方の参画と同時に、この行政の持つ情報を公開をしていくことが大変重要だ

というふうに思っておりますので、どうか今後とものご指導をお願いをしたいというふ

うに思います。 

  また、この市庁舎の建設につきましてでありますが、私もこの市長に就任をさせてい

ただきまして、４０日が経過をいたしました。この４０日間をもう４０日かと言ってい

いのか、まだ４０日かと言っていいのか、本当にあわただしくこの４０日間が過ぎてき

ました。早くたくさんの、先ほどご指摘をいただきました事柄につきまして、対応して

いかなければなりませんけれども、いかんせん、この４０日間本当にあわただしく過ご

してまいりまして、大事な分野までまだ手がつけれてない状況にあるということでござ

います。特に、新庁舎につきましては、今議会におきまして多くの議員さんからもご質

問をいただいたわけであります。やはりこのことは真摯に受けとめ、早急に対応をして

いかなければせなりません。まず、スケジュール等につきましても当然これをどう行っ

ていくのかということにつきまして、検討しなければなりませんが、規模の問題である

とか、その規模に見合う面積、あるいはそれに見合う財政、そうしたもろもろのことを

一つ一つ検討しながら、そして進めてまいりたいというふうに思っておりますので、よ

ろしくお願いをしたいというふうに思います。 

○議長（西村成君）   暫時１０分間休憩いたします。 

（午後２時４１分 休憩） 

（午後２時５２分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  ３５番、中澤愛水君。 

○３５番（中澤愛水君）   しつこい質問はいたしません。ごく簡単に２点ぐらいを行

いたいと思います。 
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  特に、職員研修と資質の向上でありまして、これは行政が取り組むべき以前の問題で

ありまして、私も議員になって町役場へ足を出入りして、余り相手側から、職員さんか

ら声を、あいさつを、全部の職員とは言いませんが、かけられる機会が非常に少なかっ

たわけであります。やはり、もうちょっと民間を見習いましてですね、声をかける声か

け運動といいますか、あいさつをまずするということが、やはり住民の方がリラックス

をして、行政とのかかわりが非常にスムーズにいくんじゃないかと思いますので、総務

課長にその辺、研修はよくやられておるということで、よくわかりましたが、その点ご

留意をいただいて、なお職員研修のときにそういう自己研修というものを進めていただ

きたい、全員では決してありませんので、一部の方でありましても行政全体の職員のと

いうことで見られますので、その点よろしくお願いをし、ちょっとお考えがあればお伺

いをしたいと思います。 

  それから、コンプライアンス行政の確保、これは特別委員会でも常に申し上げており

ますのは法令を遵守してやるということでありますして、特に地方自治法２４２条の住

民訴訟というのは、住民が公金の使い方が悪かったり、また怠る行為がありますと、監

査請求、住民監査請求をまずしてくるわけでありまして、その監査請求が却下されたり、

それからまた、その監査結果に不服がありますと、訴訟に訴えることができるわけであ

ります、２４２条をもちまして。新しく改正をされまして、旧２４２条訴訟というのは、

その職員を相手にやっておりましたので、直にきましたので、その段階では弁護士も自

分で雇ってやらなくてはならんわけでありますけれども、今は、機関、市長を相手にま

ず裁判をやります。それで訴えるわけです。それで市長から損害賠償を職員に命ずる場

合はいいんですが、命じなかったら、今度代表監査委員がまたその職員にやるとか、い

ろいろの問題がありまして、新しく変わりまして、昔から言いますと、住民訴訟が職員

には余りきつくなくなった面もありますけれども、依然として多いわけであります。先

ほど総務課長が１６億円の岡山の話をしましたが、私もこの安宅先生というのは、岡山

市長をしておりまして、一緒に大学院の方で憲法、刑法、税法のゼミを組んでおりまし

て、公判研究会というのを土曜日にやっておりますが、このときの仲間であります。そ

れで今岡山商科大学の方へ定年退職をしまして行っておりますが、１６億円の損害賠償

を職員さんと一緒にやられますと、元市長でありますので、非常な重荷となろうと思い

ます。これも下水道の国からの助成金の場合に水増しをしておった、それを報告を受け

ておったけれども、その処置をしてなかったということでありますので、これからは、

職員さんも先ほど総務課長が言われたように、身を守るためには必ずこの法令に準拠し

て、根拠を持って作業をするということが非常に大事であります。順法主義でいくとい

うこと。これはもう特別委員会でも口をすっぱくして言っておりますが、そういうこと

がないといけないし、それから市長につきましても、公金の支出につきましては、明確

な根拠が要るわけでありますので、明確な根拠を持って執行するということでないと、

行政裁量でこれぐらいでいいであろうということでやっておりますと、非常に後で取り
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返しのつかないことがあります。１００万円、２００万円でありますとポケットマネー

でやれる場合もあろうと思いますけれども、億を超えるものを請求されたときには非常

な、あと家庭ももう惨たんたるものになろうと思いますので、この点、なお、総務課長

にもう一度コンプライアンスの取り組み、それから職員全体の研修の中でくれぐれもこ

の点をやっていただくということを伝えます。そのためにもですね、機構の見直しの中

で監査事務局の体制をぜひともお願いをしたいと思います。香南の方は専属の事務局長、

うちも議会事務局長が兼務ということでやっていただいておりますけれども、非常に事

務が雑多になりまして、議会事務局も３名の体制で、もとからふえておりません。１人

が監査事務局の方に入りましたので、専属の議会事務局長ということに、一つ任を軽め

てあげるということも、これは配慮すべきことではないか。それから、監査事務局の方

もそういうことで、今は機構の見直しをすべきではないかと。先ほど総務課長が監査委

員は３名ということでありますけれども、南部の方も市の場合は３名以内ということで

ありますので、３名であろうと思います。香美郡も協議会３名ということになっており

まして、その体制の中には識見が２名、自薦が１名ということで、これはまあ法律上、

自治法上そういうことになっておろうと思いますが、ただ、事務局体制に対して市長の

方から体制の見直し、もうちょっと具体的にお答えがいただければと思います。 

  それから、山崎綾子課長、住民課長にご登壇をいただいたわけでありますが、住民基

本台帳、今法律が、先ほどご答弁がありましたように改正をしまして、原則公開から原

則非公開の方に移ろうとしております。これ大量請求の問題があろうと思いますが、そ

ういう大量請求が今の段階、まだ法改正がなされておらない段階で、山田町でそういう

ものと見られるものがあるのかないのか、そこな辺をお聞きをしまして、すべての質問

を終わらせていただきたいと思います。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   中澤議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  まず、職員研修と資質の向上ということでございます。声がけ運動でもう少し民間を

見習って心がけてはということでございますが、私の考え方でいきますと、声がけとい

うかあいさつにつきましては、職員の身分以前の問題で、社会人としての常識と、こう

いうふうな考え方を持っております。自己研修も含めて進めていただきたいということ

でございますが、やはり常に研修ではなくて、常にそういう呼びかけをしていきたいと

いうふうに考えております。 

  それから、コンプライアンスの取り組み、研修も含めてということでございます。こ

の自治法の改正でございますが、今までは、確かに住民監査請求、それから住民訴訟と

いうふうな法的な訴訟の方へ進んでおりまして、私自身もですね同僚の職員と私と前町

長、この３名が訴えられましてですね、そのときも、もちろん年休を出して、自分の車

で弁護士のところまで頼みに行ったということでございます。その時点で、その訴訟に

対しては勝訴をいたしましたので、自治法の規定から弁護士費用、着手料と成功報酬に
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つきまして、議会の承認を得て支払っていただいた、そういう経過もございます。今は

何か新しく変わっておるようで、市長を直接提訴するというふうな形になっておるよう

でございますが、この分についてもですね職員研修の中へこの法令順守の問題を投げか

けていきたいというふうに考えております。 

  監査事務体制につきましては、市長の方からお答えを願いたいというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   中澤議員の２回目の質問にお答えをします。 

  監査事務局の充実につきましては、議長からも議会事務局と監査事務局が兼任である

ということは、県下の中でも例がないというふうなことで、県の方からもそういうお話

を聞いておるということをお聞きをいたしております。現在のところ、こういう体制で

ありますが、やはり監査を充実をするということは、行政にとりましてもこの上ないや

っぱりありがたいことだし、そうしなければ、またならないという思いがいたしており

ます。そういうことで、監査事務局につきましては、今後考えさせていただきたいとい

うふうに思います。 

○議長（西村成君）   住民課長、山崎綾子君。 

○住民課長（山崎綾子君）   中澤議員の２回目のご質問にお答えします。 

  法改正が予想されることを受けて大量請求、閲覧の請求があったかどうかということ

ですが、それはございません。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   中澤議員、いいですか。 

  以上で一般質問を終わります。 

  次に、昨日ご連絡申し上げてありますように、これから、議案質疑を行います。なお、

承認第１５号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度香美市一般会

計暫定補正予算「第２号」及び議案第２５号、平成１８年度香美市一般会計予算につい

ては、５月２２日月曜日に連合審査会を予定していますので、その時点にて、その他の

案件につきましては、各常任委員会付託となりますので、各議員は付託されていない議

案についての質疑を行うようにお願いをいたします。 

  準備はよろしゅうございますか。 

  それでは、日程第２、承認第１５号、専決処分事項の承認を求めることについて、平

成１７年度香美市一般会計暫定補正予算「第２号」、本案についての質疑を行います。質

疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３、承認第１６号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計暫定補正予算「第１号」、本案について質疑を行
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います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第４、承認第１７号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市公共下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」、本案について質疑を行います。

質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第５、承認第１８号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」、本案について質疑

を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第６、承認第１９号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市老人保健特別会計暫定補正予算「第１号」、本案について質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第７、承認第２０号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市国民健康保険特別会計暫定補正予算「第１号」（事業勘定）、本案について質疑を

行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第８、承認第２１号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市介護保険特別会計暫定補正予算「第１号」（保険事業勘定）、本案について質疑を

行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第９、承認第２２号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市税条例

の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませ

んか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１０、承認第２３号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市国民

健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。

質疑はありませんか。 
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「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１１、承認第２４号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市通学

バスの運行及び管理に関する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑

はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１２、議案第２５号、平成１８年度香美市一般会計予算、本案について質疑を

行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１３、議案第２６号、平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計予

算、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１４、議案第２７号、平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算、本案に

ついて質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１５、議案第２８号、平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算、本案

について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１６、議案第２９号、平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会

計予算、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１７、議案第３０号、平成１８年度香美市老人保健特別会計予算、本案につい

て質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１８、議案第３１号、平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業勘

定）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第１９、議案第３２号、平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業勘
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定）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２０、議案第３３号、平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス事

業勘定）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２１、議案第３４号、平成１８年度香美市水道事業会計予算、本案について質

疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２２、議案第３５号、平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算、本案につ

いて質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２３、議案第３６号、香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２４、議案第３７号、香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一

部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２５、議案第３８号、香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定につい

て、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２６、議案第４０号、香美市立学校使用条例の制定についてを議題といたまし

ます。本案について質疑を行います。 

  ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   ４０号でお尋ねをいたします。 

  ４０－３のその提案理由の中に、学校施設の一般開放が必要になったため使用条例を

制定とありますが、何か法令の変更とか、そういう場合にこういう条例が必要になった

のでしょうか。どこからきておるものか。 

○議長（西村成君）   教育次長、福島勇二君。 

○教育次長（福島勇二君）   今まで、香美市立学校施設の開放に関する規則というの

がありまして、その中でスポーツ関係と、それから社会教育関係のものが条例化という

か、規則であったんですけども、今回平山小学校の関係で、高知大学の農学部の生徒さ

んがその休耕田、平山地区の休耕田なんかを利用してそこでその研究をしたり、その刈

ったりした分のやつをそこで話し合いをしたりしたいということの話がありまして、そ
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ういったことも、ほかにもいろいろありますけども、そういったことで平山小学校とは

限りませんけども、今回の場合は、そういう事例もあります。スポーツ、それと社会体

育以外ということで、今回よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   ほかに。 

  ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   そうしましたら、そういう事例が発生した場合には、おっし

ゃったように平山に限らず、その他の学校でもあり得るという、こういうことですか。 

○教育次長（福島勇二君）  そうです。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２７、議案第４１号、香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２８、議案第４２号、香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条例の

制定について、本案についての質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   これまあ指定管理者制度に移行するということなんですが、

ここ自身の役員体制を含めてですね、従来のやつの公募方式でやっていくのか、引き継

ぐのか、その辺の方向性と、あと独立採算制という方向に今後移行していくことなのか

どうか。その辺どうでしょうか。 

○議長（西村成君）   笹岡議員、もう一度ちょっと、聞き取れなかったそうですの

で。笹岡議員、もう一度 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   指定管理者制度に移行するということですので、一つはそ

の受け皿を公募方式でやっていこうという方向なのか含めて、これまでの、これ第三セ

クターでやってましたわね。だれが答弁するのか、その辺を含めて、それから同時に独

立採算制をという方向を追及するかどうかも含めて。 

○議長（西村成君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   はい、公募方式でやるかどうかについてですが、そ

の予定はしておりますが、ただ、申請者がありまして、それを議会に経てから、経る必

要がありますので、時間的な余裕があればもちろん公募をします。その時間の暇がない

場合は、市長の判断ということになります。 

  独立採算制はとる予定です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 
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「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第２９、議案第４３号、香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関

する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   先ほどの一般質問でもですね、ちょっとこの内容等を含め

て聞いたわけですが、このキャンプ場の利用状況というのはどれくらいあるんかなとい

うのが、それを含めた。それから同時に、これもセレネとの関係の一体性があるところ

ですわね、これまでは。これ分離発注になるんかなと、分離委託になる、指定管理にな

るんかなと。これまでは一つはセレネの方がキャンプ場も両方やってましたわね。それ

が別々になるのか含めて、先ほどの公募も含めた内容についてお願いしたいと思います。 

○議長（西村成君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   分離になります。日ノ御子のキャンプ場の利用状況

ですけれども、年間を通じて宿泊は２,７０６件、バーベキュー２,５０２件、テニス場

が４５０件の、以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３０、議案第４４号、香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定につい

て、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３１、議案第４５号、香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

  ２０番、久保信君。 

○２０番（久保信君）   久保です。 

  この中に吉野残土処理場がありますが、これもう満杯でもう、これはもう廃止の状態

ですが、どうでしょう。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   お尋ねの吉野の残土処理場でございますが、現在、

満杯状態ではございますけども、地権者の方のですね、近所の地権者の方の同意をいた

だいて買収ができればまだ入るという可能性が残されておりますので、条例に残してご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ２０番、久保信君。 

○２０番（久保信君）   そしたらどのくらい入ります。 
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○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   それにつきましては、今後地権者の方と協議させて

いただいて、買収できる面積によって入る量が変わってくるというふうに考えておりま

す。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３２、議案第４６号、香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につい

て、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３３、議案第４７号、香美市過疎地域自立促進計画の策定について、本案につ

いて質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   過疎債の採択はどのような形で決められてくるのかなと。

これ全部網羅をしたわけですわね。今度合併に伴って。それがこの内容に基づいて決め

られてくるのか、まあ言うたら過疎債の一定のこれぐらいの金額の枠でくるのか、その

場合にほなどういう形のこの優先順位をするのか。例えばこの１４ページの農業関係の

農道からほ場整備から、それから市道関係ありますわね。そこの辺は今後どうなってい

くんかなというのがちょっと、採択の仕組みを。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   お答えいたします。 

  過疎債につきましては、これまでも枠配であったようですから、事業ごとの精査によ

る起債を充ててくるということでなくて、金額でくるだろうと。その場合、ご質問であ

りましたように、じゃあその優先順位はどうするのかということになってこようかと思

いますけれども、これまでの香北、物部の事業に合わせまして、土佐山田町の分も事業

としては入ることできますので、初年度でもございますから、全体的な調整の中で金額

を張りつけていくと、事業を張りつけていくということになろうかと思います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   そしたらですね、今後の問題もありますので、この中の計

画に上げている中で、やっぱりそれなりの政策としては優先順位を決めておかないと、

今後のやっぱり問題になってくる部分も出てくると思います。それが、声の大きい人に

通ったら困りますから、やっぱりそういうあんまりならないためにも、何かのときには

絶対入れておかないと困るということを入れたわけですけど、入れたら入れたなりの金
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額になってきた場合は、そのときのどういうふうにやるかというルールづくりをつくっ

ておかないといけない部分があるんじゃないかと思いますので、その辺はよろしく。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   仰せの件については、まさにそのとおりではございます

けども、この前、皆さんにお集まりいただいて、ご説明をしましたときにも申し上げま

したけれども、今回、この計画を策定するに当たりましては、時間がないという中で、

押し込み式に計画をつくったというのが実態ですというふうにお断りも申し上げました。

そういう状況の中でつくられたもんですから、現段階では調整をする、あるいはルール

に基づいてというような、その基本的なことができてないということは、もうその通り

でございますけども、実際事業をするにつきましては、その調整はせないかんことには

間違いない話ですから、この点につきましては、事業課等と調整をしながら整えていき

たいというふうに思っております。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

（３０番、大石綏子議員、挙手をする） 

○議長（西村成君）   大石議員は総務（常任委員会）ですので、総務でお願いしま

す。 

  ほかにございませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３４、議案第４８号、平山木工所の指定管理者の指定について、本案について

質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   今回、１年から３年契約というか、中途半端な、７月やき

年度をそろえるということであったわけですが、ここ独立採算でずっとやってますわね。

経営状況を、１年間やってきたのでわかればお願いしたいです。 

○議長（西村成君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   お答えをいたします。 

  契約の年限につきましては、中途半端な部分というふうなご指摘ございましたけども、

まさにそのとおりでございまして、実は前回指定が７月１日から翌年６月末までという

ことになっておりました。ただ、その会計と、あるいはその事業計画とを処理する上で、

やっぱりその年度区切りにした方がいいだろうということもありまして、次期の段階か

ら３月３１日閉めて４月１日開始ということで進めていきたいということもありまして、

２年９カ月という中途半端な指定の期間になりました。期間についてはそういうことで

ご理解をいただきたいと思います。 

  独立採算でやっていけるかということにつきましては、これから先行きの見通しは何

ともよう言いませんけれども、やはり指定管理者になった以上は努力していただくと言
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うことはもう当然のことだと思います。これまでも、この１年間、まだ１年間たってお

りませんけども、そういった向きに努力をしていただきまして、とりあえず３月末段階

では、中間決算になりますけども、いただいておる数字では１１万２,５６８円の黒字に

なっておりますので、努力いかんによってはこういった傾向はそのまま引き継いでいか

れるのではないかと。言いかえますと、そういった努力を今後も引き続いてしていただ

くということに期待をしております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３５、議案第４９号、香美市道の路線の認定について、本案について質疑を行

います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３６、議案第５０号、高知県市町村総合事務組合規約の変更について、本案に

ついて質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  日程第３７、議案第５２号、高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更について、

本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  以上で、日程第２、承認第１５号から、日程第３７、議案第５２号までの質疑はすべ

て終わりました。各案件は、お手元にお配りました議案付託表のとおり、それぞれ所管

の委員会に付託します。 

  お諮りします。付託しました各案件は、５月２４日までに審査を終えるように期限を

つけることにしたいと思います。これにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって付託の案件は５月２４日までに

審査を終えるよう期限をつけることに決定をいたしました。 

  以上で本日の日程はすべて終わりました。 

  本日はこれで散会をします。 

  次の会議は、５月２５日午後１時から開会をいたします。 

  なお、執行部、議員にお知らせいたします。５月２２日月曜日は、午前９時からこの

場所で連合審査会を開催し、連合審査会の終了後に各常任委員会を開催いたしますので、

お知らせをいたします。本会議は２２日は休会でありますので、連合審査会と常任委員
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会をいたします。 

  どうもお疲れさまでございました。 

 

   

（午後３時２６分 散会） 
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 日程第１ 議会運営委員会委員長の報告 

                             

 

会議録署名議員 

  ５番、千頭洋一君、６番、小松紀夫君（会期第１日目に会期を通じ指名） 
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議事の経過 

（午前９時１０分） 

○議長（西村成君）   おはようございます。ただいまの出席議員は３７人です。定

足数に達していますので、これから平成１８年第３回香美市議会定例会を開会をいたし

ます。 

  議事日程に入る前に報告します。９番、山岡義一君は通院のため遅刻（本人が来られ

る前に議会が終了したので欠席となる）という連絡がありました。 

  議事日程はお手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、議会運営委員会委員長の報告を行います。 

  本日午前８時３０分から議会運営委員会を開催をして、今期定例会の最終日の議案等

について協議をいただいていますので、委員長から報告を求めます。議会運営委員会委

員長、宮地盾騎君。 

○議会運営委員長（宮地盾騎君）  おはようございます。議会運営委員会からご報告を

申し上げたいと思います。 

  本日、午前８時３０分から議会運営委員会を開催いたしましたので、その会議の結果

をご報告申し上げます。 

  まず、協議事項の第１点目は、助役、収入役、監査委員の選任の件についてを協議い

たしました。合併後、今日まで約８０日間を経過し、門市長が当選されてから４０日

以上になりましたが、香美市の重要な役割を担うはずの二役が不在のまま今日まで日時

が経過いたしております。あわせて、監査委員につきましても同様に不在であります。

そこで、本日の議会運営委員会には市長の同席を求め、助役、収入役、監査委員の早期

選任の必要性の説明をいただき、協議をいたしました。協議の結果、今期定例議会の最

終日にそれぞれの選任案件を上程し、採決することと決定いたしました。 

  次に、協議事項の第２点目、香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議案の件につ

いて協議をいたしました。この件につきましては、今期定例会の開会前、５月９日に開

催した議会運営委員会に議員から提出されたものですが、旧３町村でそれぞれ「非核、

平和都市」宣言をした経緯があるということで、今回、再提出されたもので、既存の宣

言文との整合性を確認し、この作業が間に合えば今議会に上程することとされていまし

た。そこで、本日の協議会において、３町村の決議されていた宣言文との調整が整った

ため、最終日に上程することといたしました。なお、提出者及び賛成者については、提

出者、副議長、賛成者、総務常任委員長、同じく、産業建設常任委員長、同じく、教育

厚生常任委員長で上程することと決定いたしました。 

  次に、協議事項の３点目、執行部提出の追加案件につきまして協議いたしました。定

例会前に開催した議会運営委員会では、最終日に上程される案件は２件の予定でしたが、

定例会初日に取り下げされた案件を含め、議案４件が最終日に追加提案される予定にな

っております。あわせて、報告２件が追加されるようになっております。このことにつ
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いては、皆様のお手元に配付されているとおりであります。 

  その他の件でございますが、意見書案第１１号、この案件につきましては、出資法等

の関係で提出されております意見書案、これは提出者、総務常任委員長、賛成者、総務

常任委員副委員長、産業建設常任委員長、教育厚生常任委員長の３委員長で提出するこ

ととなりました。 

  以上で議会運営委員会の報告を終わります。 

○議長（西村成君）   以上で、本会議の委員長の報告を終わります。 

  これで、本日の会議を閉会をいたします。 

 

   

（午前９時１５分 散会） 
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 議案第４３号 香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関する条例の制定

について 

 議案第４４号 香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 議案第４５号 香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 議案第４６号 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 議案第４７号 香美市過疎地域自立促進計画の策定について 

 議案第４８号 平山木工所の指定管理者の指定について 

 議案第４９号 香美市道の路線の認定について 

 議案第５０号 高知県市町村総合事務組合規約の変更について 

 議案第５２号 高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更について 
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 議案第５３号 こうち人づくり広域連合規約の一部変更について 

 議案第５４号 香南香美地区障害者自立支援審査会共同設置規約の制定について 

 議案第５５号 平成１８年度香美市一般会計補正予算「第１号」 

 議案第５６号 香美郡殖林組合規約の変更について 

 同意第 １号 香美市固定資産評価員の選任に伴い議会の同意を求めることについて 

 同意第 ２号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについて 

 同意第 ３号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについて 

 同意第 ４号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについて 

 同意第 ５号 教育委員会委員の任命について 

 同意第 ６号 教育委員会委員の任命について 

 同意第 ７号 教育委員会委員の任命について 

 同意第 ８号 教育委員会委員の任命について 

 同意第 ９号 教育委員会委員の任命について 

 同意第１０号 助役の選任につき同意を求めることについて 

 同意第１１号 収入役の選任につき同意を求めることについて 

 同意第１２号 監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見を有する者） 

 同意第１３号 監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見を有する者） 

 同意第１４号 監査委員の選任につき同意を求めることについて（議会選出者） 

議員提出議案の題目 

 決議案第 ２号 香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議について 

 意見書案第 ８号 「教育基本法改正」の慎重審議を求める意見書の提出について 

 意見書案第 ９号 伊方原発のプルサーマル計画中止を求める意見書の提出について 

 意見書案第１０号 関係自治体と合意のない日本側の多額の経費負担と、騒音や安全対

策が明確でない在日米軍の再編強化について慎重な対応を求める意

見書の提出について 

 意見書案第１１号 出資法の上限金利の引き下げ等、「出資の受入、預り金及び金利等の

取締りに関する法律」及び「貸金業の規制等に関する法律」の改正

を求める意見書の提出について 

 意見書案第１２号 不安定雇用の禁止を求める意見書の提出について 

議事日程 

平成１８年第３回香美市議会定例会議事日程 

                                                    （会期第１５日目 日程第７号） 

平成１８年５月２５日（木）  午後１時開会 
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 日程第１ 市長の報告 

      （１）専決処分事項等の報告について 

       報告第６号 市営住宅に係る家賃等の支払の請求及び市営住宅の明渡

し請求に関する訴訟の判決について 

         報告第７号 市道における落石事故の損害賠償額の決定について 

 日程第２ 承認第１５号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市一般会計暫定補正予算「第２号」 

 日程第３ 承認第１６号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計暫定補

正予算「第１号」 

 日程第４ 承認第１７号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市公共下水道事業特別会計暫定補正予算「

第１号」 

 日程第５ 承認第１８号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計暫

定補正予算「第１号」 

 日程第６ 承認第１９号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市老人保健特別会計暫定補正予算｢第１号｣ 

 日程第７ 承認第２０号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市国民健康保険特別会計暫定補正予算「第

１号」（事業勘定） 

 日程第８ 承認第２１号 専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市介護保険特別会計暫定補正予算｢第１号｣

(保険事業勘定) 

 日程第９ 承認第２２号 専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第10 承認第２３号 専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 日程第11 承認第２４号 専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の制定について 

 日程第12 議案第２５号 平成１８年度香美市一般会計予算 

 日程第13 議案第２６号 平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

 日程第14 議案第２７号 平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算 

 日程第15 議案第２８号 平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算 

 日程第16 議案第２９号 平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計予
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算 

 日程第17 議案第３０号 平成１８年度香美市老人保健特別会計予算 

 日程第18 議案第３１号 平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業勘定） 

 日程第19 議案第３２号 平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業勘定） 

 日程第20 議案第３３号 平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス事業勘

定） 

 日程第21 議案第３４号 平成１８年度香美市水道事業会計予算 

 日程第22 議案第３５号 平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算 

 日程第23 議案第３６号 香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 日程第24 議案第３７号 香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 日程第25 議案第３８号 香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定について 

 日程第26 議案第４０号 香美市立学校使用条例の制定について 

 日程第27 議案第４１号 香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 日程第28 議案第４２号 香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条例の制定

について 

 日程第29 議案第４３号 香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関する

条例の制定について 

 日程第30 議案第４４号 香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第31 議案第４５号 香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 日程第32 議案第４６号 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第33 議案第４７号 香美市過疎地域自立促進計画の策定について 

 日程第34 議案第４８号 平山木工所の指定管理者の指定について 

 日程第35 議案第４９号 香美市道の路線の認定について 

 日程第36 議案第５０号 高知県市町村総合事務組合規約の変更について 

 日程第37 議案第５２号 高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更について 

 日程第38 同意第 １号 香美市固定資産評価員の選任に伴い議会の同意を求めること

について 

 日程第39 同意第 ２号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意

を求めることについて 

 日程第40 同意第 ３号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意

を求めることについて 

 日程第41 同意第 ４号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同意
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を求めることについて 

 日程第42 同意第 ５号 教育委員会委員の任命について 

 日程第43 同意第 ６号 教育委員会委員の任命について 

 日程第44 同意第 ７号 教育委員会委員の任命について 

 日程第45 同意第 ８号 教育委員会委員の任命について 

 日程第46 同意第 ９号 教育委員会委員の任命について 

 日程第47 議案第５３号 こうち人づくり広域連合規約の一部変更について 

 日程第48 議案第５４号 香南香美地区障害者自立支援審査会共同設置規約の制定につ

いて 

 日程第49 議案第５５号 平成１８年度香美市一般会計補正予算「第１号」 

 日程第50 議案第５６号 香美郡殖林組合規約の変更について 

 日程第51 決議案第２号 香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議について 

 日程第52 意見書案第 ８号 「教育基本法改正」の慎重審議を求める意見書の提出に

ついて 

 日程第53 意見書案第 ９号 伊方原発のプルサーマル計画中止を求める意見書の提出

について 

 日程第54 意見書案第１０号 関係自治体と合意のない日本側の多額の経費負担と、騒

音や安全対策が明確でない在日米軍の再編強化について

慎重な対応を求める意見書の提出について 

 日程第55 意見書案第１１号 出資法の上限金利の引き下げ等、「出資の受入、預り金及

び金利等の取締りに関する法律」及び「貸金業の規制等

に関する法律」の改正を求める意見書の提出について 

 日程第56 意見書案第１２号 不安定雇用の禁止を求める意見書の提出について 

 日程第57 同意第１０号 助役の選任につき同意を求めることについて 

 日程第58 同意第１１号 収入役の選任につき同意を求めることについて 

 日程第59 同意第１２号 監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見を有

する者） 

 日程第60 同意第１３号 監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見を有

する者） 

 日程第61 同意第１４号 監査委員の選任につき同意を求めることについて（議会選出

者） 

 日程第62        香美市選挙管理委員会委員及び補充員の選挙について 

 日程第63        閉会中の所管事務の調査について 

 

 

会議録署名議員 
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  ５番、千頭洋一君、６番、小松紀夫君（会期第１日目に会期を通じ指名） 
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議事の経過 

（午後１時００分） 

○議長（西村成君）   ただいまの出席議員は３７人です。定足数に達していますの

で、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程に入る前に報告します。３６番、岩越孝明君は理容組合全国役員会出席のた

め欠席という連絡がありました。 

  ここで、提出議案の一部に訂正がありますので説明を願います。学校教育課長兼学校

給食センター、和田 隆君。 

○学校教育課長兼学校給食センター（和田 隆君）   失礼します。すいません、訂正

をお願いします。 

  承認第２４号をごらんください。承認第２４号、専決処分事項の承認を求めることに

ついて、香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の制定についての中の２ページ目

となります。その２ページ目の最後の行になりますが、「附則、この条例は平成１８年４

月１日から施行する」となっていますが、「この条例は平成１８年４月１日から施行し、

平成１８年３月１日から適用する」と訂正をお願いします。申しわけありませんがよろ

しくお願いします。「この条例は平成１８年４月１日から施行し、平成１８年３月１日か

ら適用する」。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   次に、福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   訂正をお願いをしたいと思います。 

  議案５４号でございます。追加の議案でございますので、追加議案の５４－２ページ

でございます。第７条の第２項、「前項の経費は、第８条に規定する」というふうに書い

てありますが、この「第８条」を「次条」に変えていただきます。「８条」であることは

違いないですけども、この場合「次条」に直して、「次」です。次の条というふうに変え

てください。 

  もう１点ございます。附則です。３ページ目になります。附則の第２項、「香美市長は、

この規約施行の際、現に効力を有する第１１条第１項の規定による香南市非常勤の特別

職の」となってます、この最初の「香南市」、これを取り除いてください。「香南市」の

部分を削除してください。 

  以上です。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   次に、この件まだ上程されていない議案第５６号の一部に訂

正、差し替えがありますので発言を求めます。財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   これも本日の追加議案でありますけれども、議案第５６

号はですね、きょう机の上にありました１枚の印刷と差しかえを、すいませんがお願い

いいたします。 

  以上です。 
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○議長（西村成君）   次に、建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   申しわけありません。議案第４９号であります。初

日に提案させていただいた議案第４９号、市道の認定についてでありますが、１８年５

月１１日提出になっておりまして、これ「平成」を追加記入をお願いしたいと思います。

４９－１、１８年といきなりなってますが、「平成」をご記入ください。よろしくお願い

します。 

○議長（西村成君）   議事日程はお手元にお配りしたとおりであります。 

  日程第１、市長の報告を行います。 

  市長から報告第６号（市営住宅に係る家賃等の支払の請求及び市営住宅の明渡し請求

に関する訴訟の判決について）とあわせて地方自治法第１８０条第１項の規定により報

告第７号（市道における落石事故の損害賠償額の決定について）の専決処分事項につい

て報告書のとおり報告がありました。この報告について質問を受けたいと思います。質

問はありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   第６号（市営住宅に係る家賃等の支払の請求及び市営住宅

の明渡し請求に関する訴訟の判決について）ですが、この一連の経過をお願いしたい、

どういう接触をしてきた形でこういう形になってきたのかという。それからですね、全

体の滞納月数から含めて金額等を含めて、その辺の状況をお願いします。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   笹岡議員さんのご質問にお答えします。 

  この議案につきましては、旧物部村におきまして去年の秋に滞納問題が発生しまして、

その結果ですね、ここに記載したような状況となっております。基本的には、平成１７

年８月１日からですね明渡し受理までの１カ月分の１万８,０００円の請求を、家賃の請

求をしております。それと、それから不明になったのはいつかといいますと、平成１７

年の６月分からですね不払いになりまして、１カ月間が１万８,０００円で貸していたと

いうことであります。それで、平成１７年９月７日にこの被告の方からですね退去した

いという連絡がありまして、８日に退去検査に係員２名で赴きましたけれども、荷物も

整理してなかったので、荷物を出した後で確認を行い、その上で退去してもらうよう口

頭でご本人にお伝えしたと。しかし、９日になっても退去日を３日伸ばしてほしいとい

う連絡が役場に、その当時の役場にございまして、その次の連絡を待ちよったところ、

連絡が滞ってきたと。１３日に係の者が団地へ赴きましたが、そのときには荷物はその

ままで本人の姿が見えなくなっていた。連絡先に聞いていた携帯電話に電話をしてみま

したけれども、応答はなく、そのまま所在不明になった。去年の９月からですね所在の

不明になっております。そのために８月１日からですね明渡し済みまでの１カ月間の１

万８,０００円の割で家賃を払えというような訴訟を起こさせていただいたということ

でございます。その結果、今年の１月２３日に議会の議決を得て簡易裁判所には２月２
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０日に提訴を行いまして、３月１日からは香美市に切りかわりましたので、香美市の方

で原告を引き継いで裁判を継続しておりましたところ、去る４月２７日に第１回の口頭

弁論がございまして、ここに書いてありますようなですね判決をいただいたということ

でございます。それから、その後告知をして２週間以内に控訴がなければこの判決が確

定するということでございましたが、確定したのが５月１５日、この会期中にですね確

定したという経過になっております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   １１番、片岡です。 

  この現状、現在はこの部屋はどうなっておるわけ？ 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   今ご説明しましたとおりの状況でございますので、荷物

を置いたままご本人がいなくなっていると、こういう状況でありますので、荷物はその

ままになっています。この判決をいただきましたので、それからまたこれが確定しまし

たので、今回、今後の作業としましては、強制代執行によって出てもらうとかいう作業

に今後作業を進めていくような状況に考えております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   その代執行したときも、その各家財そのものはどこかへ保

管しなければならないことになってくるんじゃないかと思います。勝手に処分はできる

んでしょうか。その辺を含めて。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   一応、勝手に処分をしてはいけないというふうに聞いて

おります。そのためにですね支所の、物部支所の一部の建物に、かぎのかかるところに

保管しようということで、一応保管場所は先日確保をしました。まだ、その代執行の依

頼はしておりません。 

○議長（西村成君）   ほかに。 

  ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   ３番。 

  １点だけ聞きますけど、裁判、口頭弁論に被告は出て来られましたか。 

○議長（西村成君）   財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   そのとおりです。被告はですね、今現在もどこにいるの

か住所がつかめてない状況でございます。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。ほかに、６号（市営住宅に係る
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家賃等の支払の請求及び市営住宅の明渡し請求に関する訴訟の判決について）、７号（市

道における落石事故の損害賠償額の決定について）はないですね。 

  ３４番、西山 武君。 

○３４番（西山 武君）   報告７号の落石事故の損害賠償の件ですが、市道走行中に

落石があって損害補償したということですが、山間部をかかえる香美市の市道は落石と

か斜面、法面がある市道がたくさんあるんですが、その石がですね市道分が落ちてきた

か、上の民有地かどこかから落ちてきたかということがわかったかどうか。またこの該

当の場所がどういう市道と、所有区分がどうなっておるかということで、これを補償し

てますと、その市道の部分から法面がどれくらい市道の所有分かということで、こうい

うような多発すると思うんですが、そのところのことを詳しく説明してください。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   この専決処分の報告につきましてはですね、町村会の総

合賠償補償保険の方へ加入しております。通常はですね落石事故につきましては保険が

おりません。このケースは、やはりその市の施設の管理上の欠陥がこの保険会社の方で

ですね認められたということで、支払い、全額保険会社から支払いが出ると。通常の落

石事故の場合は出ません。ほんで、その法面の状況につきましては建設都計課長の方か

ら説明をいたします。 

○議長（西村成君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   西山議員のご質問にお答え申し上げます。 

  この市道根木家６号線は、最近開通をした道路でありまして、法面の途中までですね

セメントで被覆をしてございます。そのちょうど被覆の切れた部分が三角になってまし

て、山側が三角になってまして、その部分から落石をしたというふうに、もう現場でも

そのような状況がすぐわかります。その上段はもう民地の山林になってまして、そこは

木も植わってますし、その地表を覆う草も生えてますので落石の起こるような状況では

ありませんので、もう道路の法面から落石があったものというふうに解釈をしておりま

す。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。以上で報告に対する質問を終わります。 

  ただいまから、去る５月２２日に開催しました各常任委員会の会議結果について委員

長報告を受けて採決を行うとともに、その後に執行部からの追加議案等に関する質疑、

討論、採決を行います。しかし、今期定例会の議案等の数が多数であることとあわせて、

議員の数が多数に及ぶため起立採決で賛否の状況を確認することが極めて困難なことが

前回でわかりましたので、そういったことが判断されます。そこで、今期定例会の採決

方法については、従来の起立採決を変更いたしまして、挙手採決の方法をとりたいと思

いますので、その点のご注意をお願いいたしたいと思います。また、その際、挙手採決
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の際には、はっきりと手をできるだけ垂直に挙手をお願いしますように、改めてお願い

をしておきます。よろしくお願いいたします。 

【常任委員会審査結果一覧表 巻末に掲載】 

  日程第２、承認第１５号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市一般会計暫定補正予算「第２号」から、日程第３７、議案第５２号、高知中央広

域市町村圏事務組合規約の一部変更について、以上３６件を一括議題とします。 

これから各常任委員会の委員長の報告を求めます。総務常任委員会委員長、原 心一

君。 

○総務常任委員長（原 心一君）   ２６番、原 心一です。今期の付託を受けました

案件につきましてですね、非常に多くて、そして時間の日程がちょっとありませんでし

て、皆様方に報告の中でご迷惑をかける点があるかもわかりませんが、ひとつよろしく

お願いをしたいと思います。 

  それでは、総務常任委員会が付託を受けました案件について、その審査の経過と結果

をご報告いたします。今期定例会において当委員会に付託をされました案件は、承認第

１５号、第１６号、第２２号、議案第２５号、第２６号、第３６号、第３７号、第３８

号、第４６号、第４７号、第４８号、第５０号、第５２号、以上１３件であります。順

次報告を申し上げます。 

  これから、承認第１５号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市一般会計暫定補正予算「第２号」を議題としました。 

この案件は、既に連合審査会で質疑が終わっていましたので、直ちに採決を行い、承

認第１５号は全員賛成をもって原案のとおり承認すべきものと決定をいたしました。 

  次に、承認第１６号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度香美

市住宅新築資金等貸付事業特別会計暫定補正予算「第１号」を議題とし、執行部から提

案理由の説明を求めました。 

  今回の暫定予算は、歳入歳出暫定予算の総額から歳入歳出それぞれ２１６万７,６００

円を減額し、３,８８０万８,０００円としましたとの説明の後、質疑に入りました。 

「１１ページ、１９節住宅新築資金等貸付制度の改善対策全国協議会組織負担金がマ

イナスになっているが」との質問に対し、「住宅新築資金の貸付制度の貸付事業の円滑な

運営のために実施市町村が集まり協議会を結成したものである。国、県に要望を取りま

とめを行っている。予算は年間１万円である。平成１５年は、負担しているが、繰越金

がある場合には翌年は集めないということになっているので、１７年は請求がなかった」

との答弁であります。また、「１１ページ、１節報酬とある。回収の職員は何名か」との

質問に、「これは１名であり、嘱託職員である」との答弁であります。「４ページ、２項

雑入、７０万１,０００円は何か」との質問に、「これは旧土佐山田町から繰越金のもの

であり、２月末に一括繰り上げ償還があった１人分である」との答弁であります。「１１

ページ、１９節全国協議会は行われたか」との質問に、「１７年度は１万３,０００円の
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会費負担で１１月に東京で行われた」との質疑応答の後採決を行い、承認第１６号は、

全員賛成をもって原案のとおり承認すべきものと決定をいたしました。 

次に、承認第２２号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市税条例の一

部を改正する条例の制定についてを議題とし、執行部から説明を求めました。 

  地方税法の一部を改正する法律等の施行に伴い、地方自治法第１７９条第１項の規定

により次のように専決処分する。また、改正の主な要旨の説明の後、直ちに質疑に入り

ました。 

  「２ページ、調整控除について」の質問に、「所得税と個人住民税の人的控除、つまり

障害者控除、勤労者控除、配偶者基礎控除を含めた人的控除の差が所得税と住民税との

間にある。その差があることによって住民税の方が引ける金額が少ないということにな

ると、その差を埋めるために個人住民税の課税所得金額が２００万円以下の方について

は人的控除の差の合計額が個人住民税の課税所得金額の少ない方の３％を課税控除する

内容となっている。個人住民税についてであり、また２００万円を超える場合には計算

の方式が違う」との答弁がありました。「第３４条の３の１項の１００分の６にするとい

うことだが、３４条の６の（１）のどの項で、合計課税所得金額が少ない場合は３％を

控除できるということは、１００分の３となるか」との質問に、「１００分の３はどちら

が小さいかによるが、人的控除の合計額が小さければ、その分３％を掛けたものが税額

から控除されるということ」の答弁であります。「１００分の６から１００分の３を引く

と１００分の３が残るが、今までの３％の税率が適用されるか」との質問に、「６％と

３％は全然別のものと考えてほしい。１００分の６は所得割であり、所得割と３％は別

のものであり、人的控除の差額が３％を税額控除をしますということである。例で示せ

ば、人的控除の額が所得税の基礎控除３８万円の住民税が３３万円の差５万円があるが、

配偶者控除、所得税控除３８万円余り、住民税控除の３３万円ある。その差が５万円、

人的控除が２つあれば１０万円、これから小さければ５万円プラス１０万円の３％を税

額から引くものである」との答弁であります。「２２ページ、１から１３までの執行した

として、市の税収の影響額はどういうふうに見ているか」との質問に、「今回の税制の主

な内容は、国から地方への税源移譲で、税源移譲に係る分は主な要旨の上から６つまで

が税源移譲に係る改定。個人住民税、所得税の税率を１０％にする。今まで超過累進課

税であったのが、その分でいけば個人住民税はふえる。所得税は減る。税額で所得税と

住民税は変わらないということになるが、国は減るが住民税はふえるという税源移譲の

仕組みに変える。ただ、割合が一律１０％の中、県民税４％、市民税６％となる。市民

税の割合が現在よりは少なくなる。現実的には県民税の方が多くなり、一律１０％とな

って個人住民税の税収が上がっても、県にいく方が多くなるので市民税は減ることにな

る」との答弁であります。「納税者にとってはどうなのか」との質問に、「定率減税の廃

止によってその分なくなるので、増税になると思われる。来年の所得税は半減になる。

来年の個人住民税は廃止となるが、総枠で見た場合には、住民の負担は所得税が減って



－15－  

住民税がふえるということの構造になってくる。負担の総額は変わらないが、税制の改

正によって個人的にふえることはある」。「所得税はどうか」との質問に、「現行が３３０

万円までが１０％、３３０万円から９００万円までが２０％、９００万円から１,８００

万円までが３０％、１,８００万円を超えると３７％とあったものが、改正により１９５

万円までが５％、１９５万円から３３０万円までが１０％、３３０万円から６９５万円

までが２０％、９００万円までが２３％、１,８００万円までが３３％、１,８００万円

を超えるものについては４０％の税率と変わる」との答弁であります。また、「たばこ税

について市としてはどれだけの税収増を見込まれるか。値上がりは」との質問に、「市町

村たばこ税は、１,０００本当たり現行２,９７７円、改正後は３,２９８円で３２１円の

値上がりになる。旧３級品は現行１,４１２円、改正後は１,５６５円で１５２円の上昇

となる。現在のたばこの喫煙者の状況を見ると予測ができない」との答弁でありました。

また、「地震保険料、損害保険料とどう変わったか。損害保険料控除というものは限定さ

れたとの認識でよいか」との質問に、「地震保険控除が新たに創設になる。支払い額の２

分の１所得控除でき、限度額が２万５,０００円である。ただ、現在の損害保険料も長期

にかかっている分は、１８年度まで契約した分については有効となるが、両方を足して

も限度額は２万５,０００円である」と答弁であります。「２ページ、香美市税の条例の

第２４条からの分で、これは均等割について書かれているものと思うが、非課税対象者

の額、１７万６,０００円を加算していたものを、１６万８,０００円を加算するとなっ

ているが、やや税額が上がるとの認識でよいか。また、第３４条の３の第１項も次のよ

うに改めるというところで、所得の割の額は課税額、所得金額、課税退職所得金額及び

云々とあって、これは条例の第５２３条の表が１０３とか１０８とかがあるが、これを

改めて所得額によって１００分の３、１００分の８、１００分の１２であったものを一

律１００分の６にするという解釈でよいのか」との質問に、「最初に言われたのは均等割

の非課税限度額であって、均等割が係る限度額が２８万円掛ける人数、本人と扶養親族

の合計数に掛けたものに加算額として１６万８,０００円を加えたもの以下の方には均

等割の非課税ということになる。また、１００分の６の関係は、超過累進課税のフラッ

ト課税になったということである」と答弁であります。また、「１００分の３の方は増税

になり、１００分の６と１００分の８の方は減税になるのか」との質問に、「そのとおり

である」との答弁であります。また、「４ページ、第５３条の４の今までの説明と同じで

あるか」との質問に、「これは１００分の６のフラット課税にするということであり、

６％未満の方については増税になる。６％を過ぎる対象者は減額になるということであ

る」との答弁であります。「そうすると、本市の状況からして増税になる人と減税になる

人の割合はどのようになるか」との質問に、「現在課税中なので現実にはわからないが、

昨年の実績から見ると２００万円までが７,７１６人、２００万円から７００万円までの

方が２,２２７人、７００万円を超える人が１５８人と昨年の賦課状況である。今年は所

得が下がっているので数字的にはこの数字が同じにはならないと思うが、これに近い数
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字になると思う」との答弁であります。また、「税制改正で増税の方向になると考えてよ

いか」との質問に、「税率については所得税と住民税の総額は同じなので、増税になると

考えてはいないが、定率減税はなくなるので、その分負担はふえてくることになる」と

の答弁であります。「２２ページの③の住宅ローン控除に伴う個人住民税の減額措置で、

７条の３の解釈はどのようになるのか」との質問に、「住宅ローン控除に伴う個人住民税

の減額措置であるが、所得税額から住宅ローン減税がある。今度の税制改正によって所

得税が減額になった方について、住宅ローン減税が全額できていた方がこの改正によっ

て住宅ローン減税が全額できなくなった方については、住民税から控除する制度である。

所得税額が１０で住宅ローン減税が８の方が減税移譲によって所得税額が６になると、

住宅ローン減税が８であるので、今まで引けていた８が６しか引けなくなるということ

になり、６の分を住民税で引く制度になった」との答弁であります。また、「定率減税は

全員でなく所得によってかかると思うが、幾ら減税になるか」との質問に、「定率減税は

所得割がかかった方に適用になる。所得税は２０％、２５万円までが所得税の定率減税

になる。１８年度は１０％、１２万５,０００円となる。１９年度からは廃止となり、定

率減税がなくなる」とのことであります。税制が変わったとき、今資料をつけてほしい

と要望がありましたが、地方税法の改正であるのでその分までは無理があるが、本市の

例規集条文に変更があった場合にはつけていきたいとのお話でありました。「２２ペー

ジの地震保険の創設とあるが、新たに保険料が控除されるが、従来の損害保険の場合の

限度控除額で掛金すべては引けなかったが、地震保険の場合は該当する限度はどうか」

との質問に、「地震保険料の限度額は、住民税は２万５,０００円、所得税は５万円まで

が限度となっている」との答弁であります。 

  以上のような質疑応答の後、採決を行い、承認第２２号は賛成多数をもって原案のと

おり承認すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第２５号、平成１８年度香美市一般会計予算を議題としました。 

  この案件は、既に連合審査会で質疑が終わっていましたので、直ちに採決を行い、全

員賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第２６号、平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算を議

題とし、執行部から提案の説明を求めました。 

  提案理由として、地方自治法第２１１条第１項の規定に基づき、平成１８年度香美市

住宅新築資金等貸付特別会計予算を調製したので、同条の第２項の規定する予算に関す

る説明書とあわせて提出するとの説明の後質疑に入りました。 

  「１２ページ、１２節役務費、司法書士に支払う件数の見込み、１３節委託料、弁護

士委託料の件数は、２２節補償のところの任意競売費用の見込み数については」とお尋

ねの質問に、「１２節の役務費は司法書士調査費は２６５万６,０００円のうち、２０１

万６,０００円は週１回市内で行っている捜査費である。日当１時間４,０００円、週１

回３名の方に依頼をしているので、月４回として１人分である。２０１万６,０００円計
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上しているが、調査費として６４万円を書類作成料に、書類作成料が主なものとなって

いる。件数としては内容によって変わるので件数としては出していない」とのことであ

ります。また、「１３節委託料は、２０４万８,０００円は１７年度計上していた月４万

円、１２カ月、４８万円の訴訟費用としてまた２００万円組んでいるが、訴訟の費用が

変わるので件数はわからない。２２節任意競売費用は、４件を予定をしている。１７年

度に１件申請し、６０万円支払った」との答弁がありました。また、「７ページ助成事業

補助金はそれぞれ何件行ったか」。「特定助成事業補助金とは貸付金利子２～３％で貸し

付けている。当時の起債が約６％であったので、その差額を県が補助している。昭和５

６年から昭和６１年までの分がある。２節償還推進助成事業補助金１７０万２,０００円

は、支払督促等補助してもらっているものである。基本的回収とか、督促任意競売とか

支払督促とかを行うときに対し補助してもらえるものである。基本的回収として１８７

件が２,１００円で、督促分が７,２００円で２３０件、任意競売として３万８,９００円

で１件、支払督促として２万９,３００円が６件、売却、賃貸しなどで２,５００円で１

件、その合計の４分の３が補助対象となる」との答弁であります。「１２ページ、弁護士

委託料は毎年同じか、また相談料も訴訟も出来高払いか」との質問に、「相談料は昨年と

同じで４８万円、これは出来高払いでなく、契約になっている。あと２００万円は出来

高で考えている」との答弁であります。「１２ページ、１９節全国協議会負担金とあるが、

全国協議会とはどのような内容か」。「担当者は昨年７月からの担当であり、昨年は参加

をしていないので詳細がわからないが、平成１５年か１６年に土佐山田町が発表した経

過があるということを報告があった」と答弁であります。「１４ページ、公債費の一般財

源、１,８２４万１,０００円は市の持ち出しになるのか」との質問に、「公債費の元金の

財源は貸付金元利収入元金と一般財源になっている。貸付金の元利収入が平成１８年度

予算収入が３,１６８万円で、あと数年で逆転をして一般財源は償還が終わっているので

なくなると見込まれる」との答弁であります。また、「難しい案件があると思うが、今後

の見通しは」との質問に、「調べると難しい案件ばかりと考えられる。１件１件弁護士に

相談をして研究し取り組んでいくのでよろしく」との答弁があり、またどのような難し

さがあるか。司法書士３人にも頼み、貸し付けをし、支払いがないことが裁判所に行く

もとになる。難しいとは行方不明とか収入がないとかということではないかと思うが、

司法書士３人雇ってやらなくても、資料があるので分析すれば個別の方法は決まってい

るのではないか。競売にかけるとか、裁判にかけるとか、支払督促をするとか決まって

いるので、個別の問題を出して調査費を６４万円出してどんな調査をしているのか。貸

し付けた分の残金に対し請求するのであるので、個別に対応して裁判所に向けて行う。

あるいは本人を呼んで和解とかいう新しい支払い計画を立ててやっていくことにすれば

よいのでは。きょうというわけにはいかないとは考えられるが、後日に研究してはどう

かとの意見もありました。そういう意見もあり、質疑を打ち切り、採決の結果、議案第

２６号は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決定をいたしました。 
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  次に、議案第３６号、香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題とし、執行部から提案の説明を求めました。 

  提案理由として、人事院規則の１０－１１の一部改正に伴う本市においての育児、介

護を行う職員の早出、遅出の勤務の対象範囲の拡大のため、本条例を改定するものです

との説明があり、また、追加説明で今まで小学就学の時期に達するまでの子を有する職

員となっていたが、それに加え小学校就学している子のある職員であって、規則で定め

る者となっている。規則で定める者とあるのは、学童保育施設に託児をしている小学生

の子を迎えに行く職員が対象になり、範囲の拡大をされた。人事院では、最近下校時の

小学生等に係る凶悪犯が多発している点に考慮し、対象範囲を拡大されたものであると

説明の後、質疑に入りました。 

  「範囲の拡大は賛成するものであるが、新たに加わった学童保育に託児をしている場

合に限られるか。小学生は６年生までか」との質問に、「改正後でいくと児童福祉法に基

づく児童託児施設に託児をしている小学生の子を迎えに行く職員となっている」。「現在、

育児、介護を行う職員は何人程度届け出をされているか」との質問に、「現在は早出、遅

出の職員はいない」との答弁でありました。また、「保育士で早出、遅出があると思うが、

その人は該当しないか」との質問に、「保育士の早出、遅出は規則が別である。これは業

務上の問題で、保育園に来た子を預るのに、園児に合わせて８時間の勤務時間を繰り合

わす。香美市の職員の勤務時間等は規則にうたわれているので、通常であれば８時半か

ら５時１５分、これが７時半から４時１５分とか、１０時から６時４５分で終わるとか、

８時間勤務時間があるが、これとは別である」との答弁がありました。 

  以上のような質疑応答の後、採決を行い、議案第３６号は、全員賛成をもって原案の

とおり可決すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第３７号、香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改

正する条例の制定についてを議題とし、執行部から説明を求めました。 

  提案理由として、通勤の範囲の改定等のため、国家公務員災害補償法及び地方公務員

災害補償法の一部を改正する法律が平成１８年４月１日から施行されたことに伴い、香

美市非常勤職員の公務災害補償等についても同様に改正をするためのものですと説明の

後、直ちに質疑に入りました。 

  「職員の災害補償で通勤の経路の問題がある。通常の通勤経路を著しく離れた経路を

通行中の交通災害と勤務災害は認められない部分があるが、経路の届け出がされていて、

それに沿った通勤になるのか」との質問に、「非常勤の職員の公務災害補償等に関する規

則の中に、通常社会生活上において病院などで薬をもらって帰ることは認められている

が、自分ごとで帰りにスーパーへ行くことは認められるが、丸っきり別の方向に用事を

しに行ったときは、その時点で切れる。それと通常とは認められないと範囲を逸脱して

いる場合は除かれるとの規則で、このような場合は、限定でうたわれている」との答弁

であります。 
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  以上のような質疑応答の後、議案第３７号は、全員賛成をもって原案のとおり可決す

べきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第３８号、香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定についてを議

題とし、執行部から説明を求めました。 

  提案理由として、過疎地域自立促進特別措置法に基づく、香美市固定資産税の課税免

除に関する条例及び農村地域工業導入促進法に基づく香美市農村地域工業等導入におけ

る固定資産税の課税免除に関する条例を一本化し、事務手続きの統一化と運用面で効率

化を図る。補足として、この両方の条例については、中身はほとんど同じである。対象

地域、設備の金額と対象事業が若干違うだけで措置の内容は新設、増設に係る土地、家

屋に係る課税される固定資産税の減額免除。ただし、土地については取得時の翌日から

起算して１年以内に家屋の建設に着手のあった場合に限る。適用期間は３年間一緒であ

る。措置内容、適用期間が一緒なので、事務内容で一本化するということで県条例に並

んで一本化することにしたとの説明の後、質疑に入りました。 

  「内容はほとんど変わらないということだが、設備その他について免除された３年間

の交付税措置はあるのか」との質問に、「交付税措置については３年間免除すると、翌年

の交付税措置の交付税算定の基準財政収入額から減収されるということになる」。それか

ら「２２ページ、ソフトウエア業用設備とあるが、香美市内に該当するところがあるか」

との質問に、「ソフトウエアが対象になるのは過疎地域自立促進特別措置法に係る分な

ので、現在は対象になるものはない」との答弁の後、議案第３８号を採決を行い、全員

賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第４６号、香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定についてを議

題とし、執行部から提案理由の説明を求めました。 

  提案理由として、消防法の改正に伴い、新たに住宅の所有者等に住宅用火災警報器の

設置が義務づけられたことから、所要の改正を行うものであるとの説明の後、直ちに質

疑に入りました。 

  「住宅用の防災警報機の価格は幾らか。また、市民に対しての周知の方法の考え方は」

との質問に、「現在価格は８,０００円から１万円程度であるが、市内の電気店のチラシ

では６,０００円というものもある。周知については広報５月号で流したが、今後も引き

続きその設置、そのものの設置、また警報機そのものの悪質な訪問販売もあったようで

あるので、そのことについても注意と周知を行っていく予定である」との答弁でありま

す。また、「新たに住宅所有者に適用されるということだが、耐用年数とか、また操作と

か問題はないのか」との質問に、「新築については設置義務があるのは今年６月１日から

で、新築を始めるところが条例の範囲になる。猶予期間として、現在の既存の住宅所有

者には２３年６月１日から義務づけになる。猶予期間が５年間あるとのことであります。

また、設置については簡単になっているし、また耐用年数は電池式で毎月１回テストを

し、５年から１０年くらいもつであろうと言われている」。「大きさは」との質問で、「３
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階の議員控室についている火災報知機程度のものである」との説明であります。「火災予

防ということはよいことだが、これが出てきた背景と、６月１日から設置となっている

が、消防署としての確認はどのようにするのか」との質問に、「背景はアメリカが非常に

進んでいるので、日本でも火災による死亡者数では住宅用報知機を設置したところは死

亡率が約３分の１になっている。アメリカでは年間６,０００人くらいが住宅火災で亡く

なっている現在、設置率が９０％となっている今、亡くなる人が３,０００人を割ったと

言われている。日本は義務づけはされていないが、設置をしているところでは３分の１

の死亡率となっている」との報告。また、「設置の確認は現在義務化をされているが、罰

則規定はないか」。「本人が自分の身を守るということで奨励することになる。建築基準

法とかで通達も行っていると思うが、６月以降新築されるものについては必ず設置をさ

れると考えられる」。「免除規定の中にスプリンクラーがついているところとあるが、例

えばそういうところでは、そういうもののない集合住宅での設置義務というのは入居者

が負うのか、設置者が負うのか」との質問に、「集合住宅の場合、一番危険性が高いとこ

ろである。入居者、所有者、占有者と３者が義務づけをされているが、どの部屋で寝る

かによって所有者が決められない場合がある。所有者と入居者が協議をして、ものは所

有者が準備し、寝るところに入居者が設置するということになると考えられる」との答

弁があり、以上のような質疑応答の後、採決を行い、議案第４６号は、全員賛成をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第４７号、香美市過疎地域自立促進計画の策定についてを議題とし、執行

部から提案説明を求めました。 

  補足説明として、この議案については、去る５月１日議員協議会を開き、関係課長も

集まっていただき、説明会を行ったところである。この計画についてはとりあえず合併

することによって３町がこの法の適用を受けることになった。ついては、市がこれから

当面計画をしなければならない事業について、すべて網羅するという計画になっている。

この計画書では、総枠で２５０億円の計画を持っているが、この段階ですべて盛り込ん

だということは、一つには過疎地域の自立事業を資する事業にすべて盛り込んでよいが、

制度改正によって補助事業等が見直しになって、補助事業対象から外されることも想定

されるために、ありとあらゆるものを考え、事業に盛り込んだとの説明をいただき、皆

さんのご理解をいただきたいとの説明の後、質疑を行いました。 

  「この中で、庁舎建設のことは入っていないと思うが、これは当てはまらないのか」

との質問に、「庁舎建設についてはこの計画ではなく、合併特例債を使うということにな

っているのでこの計画には入っていない」との答弁であり、以上のような質疑応答の後、

採決を行い、議案第４７号は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決定をい

たしました。 

  次に、議案第４８号、平山木工所の指定管理者指定について議題とし、執行部から提

案説明を求めました。 
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  提案理由として、平山木工所の管理運営を効果的に行わせるため、指定管理者を指定

するものです。補足として、今まで利用者数は昨年７月１日から１８年３月末までの中

間報告ではありますが、利用者は延べ人数で２９８名、決算については１１万２,５６８

円の黒字となっているとの説明の後質疑に入りました。 

  「管理者の指定について、今後幾つか出てくると思うが、平山木工所において運営は

独立採算の方法でいくのか」との質問に、「この指定管理については地区の振興協議会と

の約束の中で、あくまでも独立採算で行っていく。行政と市の支援は財政面、経済的に

は行わないという約束の中でスタートをしている」との答弁であります。また、「新たな

指定管理者ということで議案が出てきたが、２１年３月までやっていくわけだが、議員

協議会などで決算などの質疑はできるのか。また、議会から手が離れるのか」との質問

に、「指定管理者から出る事業報告については、議会に報告をする義務づけられているの

で、当然議会の中で質疑応答は可能と考えている」と答弁であります。また、「財政的に

支援はしないというが、運営へ財政的支援はしないというのは、運営面ではしないとい

う意味であると思うが、運営内容を見ると平山親水公園の手入れとかトイレの管理経費

等を含めて、周辺の草刈りなどがあると思うが、３月末までに１１万２,５６０円の黒字

になったということか。また、運営管理は支援をしないが、新しく工作機械を入れたと

か、大きな改造をしたとか、壊れたところが出たとかいうときも対応はどうなるか」と

の質問に、「平山地区振興協議会が受け皿となっているが、事業そのものは組織としては

部会に分かれている。木工クラブが直接的には担当しているが、それぞれ独立採算制と

なっている。先ほどの説明は、木工所の経営に係ることの報告と認識をしてほしい。指

定管理者のたてりとしては、大規模改善等は公の方で処理をする。日常的な修繕のよう

なものは、指定管理を受けている方がみずから行うとなっているが、そのあたりの境界

はお互いが協議をすることによって処理、対応することになっている」との答弁であり

ます。また、「運営員は２７人となっているが、運営委員の数というのは契約時に双方が

話し合って決めるのか。名簿は提出をされているのか」との質問に、「協議会の組織図は

いただいている。その中から出てくる人数が２７名となっている。名簿はとの質問では、

課長の手元にはないが、直接担当のもとにあると考えられる」。 

  以上のような質疑応答の後、採決を行い、議案第４８号は全員賛成をもって原案のと

おり可決すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第５０号、高知県市町村総合事務組合規約の変更について議題とし、執行

部から提案の説明を求めました。 

  提案理由として、平成１８年１月１日、平成１８年３月１日及び平成１８年３月２０

日に市町村合併による中土佐町、香南市、香美市、四万十町及び黒潮町の発足に伴い、

高知県市町村総合事務組合規約を変更するため議会の議決を求めるものですとの説明の

後、質疑に入りました。 

  特段質問もなく、直ちに採決を行い、議案第５０号は全員賛成をもって原案のとおり
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可決すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第５２号、高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更についてを議題

とし、執行部から提案の説明を求めました。 

  提案理由として、平成１８年３月１日赤岡町、香我美町、野市町、夜須町及び吉川村

が香南市に、土佐山田町、香北町及び物部村が香美市にそれぞれ新設合併したことに伴

い、構成団体の数、構成の団体名の変更と構成団体に町村がなくなるため、規約の中の

「市町村」を「市」に改めるものであると説明。また、補足として１０の市町村の構成

が、合併によって４つになった。委員の数がそれぞれ２名出ていたが、２名で２０名で

あったものが８名になるとの説明の後、質疑に入りましたが、特段質疑もなく、直ちに

採決を行い議案第５２号は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきものといたしまし

た。 

  続きまして、今議会で当委員会に付託をされた案件ではございませんが、今議会の一

般質問で７名の議員から取り上げられました点として、香美市の新庁舎建設計画の件に

ついては、所管すべき委員会は総務常任委員会となると思われます。そこで、この新庁

舎建設の取り組み姿勢の件について、去る５月１９日開催をいたしました行財政改革推

進特別委員会で次回の会議で審査すべき事項を協議する中で、特別委員会の審査事項の

候補に上げておりましたが、まず所管の委員会で審査するのが先決であるということに

なりました。従来の特別委員会の審査の範囲としては、特定の常任委員会の審査だけで

解決しがたい問題及び専門的に集中的に審査すべき問題については、当該常任委員会か

ら特別委員会へ審査の依頼をする方法をとってきた経緯があります。そこで、香美市の

新庁舎計画の件については、総務常任委員会として今後どのように対処していくかとい

うことについて、ご意見、協議をお願いをしました。そして、ご意見をいただいたとこ

ろ、そうした中で、まず特別委員の中でこの問題の所管は総務常任委員会に当たるとい

うふうな意見も出ましたが、９月の新議員で検討するということもあるが、現在の総務

常任委員会で手をつけずに先送りするのではなく、所管事務の調査の一つとして、総務

常任委員会を開き、検討することにしてはどうか。また、特別委員会の中での意見は一

度議員協議会の中で重要事項として議員協議会を開き、協議をしていくことにしてはど

うか。また、調査活動について着手をしていったらとの意見も出ましたので、当常任委

員会としては香美市の新庁舎建設計画の取り組み姿勢の件につきましては、まず議員協

議会で協議をし、総務常任委員でもつのか、また新庁舎建設特別委員会を立ち上げるの

かを諮ることとしてはどうかと検討しました。それまでに調査活動を行っていく総務常

任委員会として独自の研究をしていくということもしてはどうかというふうな意見も出

ましたが、そのようなことで、一応この庁舎のことについては協議を終わりました。結

論としては、最終的には出しておりません。 

  以上のようなことで総務常任委員会からの報告を終わらせていただきます。 

○議長（西村成君）   次に、教育厚生常任委員会委員長、石川彰宏君。 
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○教育厚生常任委員長（石川彰宏君）   教育厚生常任委員会より報告させていただき

ますが、その前に、冒頭にも学校教育課長が承認第２４号を訂正いたしましたが、その

点につきまして当委員会で訂正箇所を審査した後、全員賛成をもって承認第２４号を審

査したことを申し添えておきます。 

  今期定例会において当常任委員会に付託された案件は、承認第１９号、承認第２０号、

承認第２１号、承認第２３号、承認第２４号、議案第３０号、議案第３１号、議案第３

２号、議案第３３号、議案第４０号、議案第４１号、以上１１件であります。以下、順

次ご報告申し上げます。 

  まず最初に、承認第１９号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年

度香美市老人保健特別会計暫定補正予算「第１号」についてを議題とし、執行部からの

提案理由の説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  「医療給付費が減額になっているが、事業費が下がったのか。それとも見込み違いか」

の質疑に対し、「３月、４月の２カ月分であるが、旧３町村とも前年を上回る予算を組ん

でいたが、支払いが減ったため減額する」と答弁。「支払いが減ったのは診療抑制の影響

ではないか。また、定額から定率になってきたためではないか。また、病気が重くなっ

てからかかり出したら大変だから、レセプト点検を進めて中身を分析する必要があるの

ではないか」との質疑に対し、「レセプト点検を行っているから、そういうところからも

点検をしたいと思っている」と答弁。「第三者納付金とは。また、全額入ってきているか」

の質疑に対し、「交通事故の関係で全額は入ってきているものと考えている」と答弁。

「求償委託料とは」の質疑に対し、「第三者納付金の連合会に支払う委託料」と答弁。 

  以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり承認す

べきものと決定しました。 

  次に、承認第２０号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度香美

市国民健康保険特別会計暫定補正予算「第１号」（事業勘定）についてを議題とし、執行

部からの提案理由の説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  「基金積立金取り崩しで平成１７年度は１億５,０００万円の黒字という見通しでいい

のか」の質疑に対し、「暫定補正予算２カ月分のみで、全体としては２月分も入っていて、

何千万円かの赤字となっている。歳出の基金積立金は、積み立てるのではなく全体を修

正するもの」と答弁。「財政調整交付金は、どれくらいのパーセントを見込んでいるか」

の質疑に対し、「今までの実績」と答弁。「国保会計は独立採算を余儀なくされているの

で、ルール的につくっているお金、一般会計から繰り入れ運営しなければ」の質疑に対

し、「予算のヒアリングでは全額入れてもらいたいと要求している」と答弁。「若人と老

人の違いは」の質疑に対し、「国保では若人と老人、退職に分かれていて、若人はゼロ歳

から７５歳まで、老人は７５歳以上。退職は企業等に勤めていて、退職して７５歳にな

るまで。７５歳以上は老人になる」と答弁。 

  以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり承認す
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べきものと決定しました。 

  次に、承認第２１号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度香美

市介護保険特別会計暫定補正予算「第１号」（保険事業勘定）についてを議題とし、執行

部からの提案理由の説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  「雑入の中の何が減額になったか」の質疑に対し、「諸収入の中の雑入で、香北分の

２,４４０万円黒字の予定だったが、１,５００万円ぐらいの黒字だったので９４０万円

減額した」と答弁。 

  以上、質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり承認す

べきものと決定しました。 

  次に、承認第２３号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市国民健康保

険税条例の一部を改正する条例の制定についてを議題とし、執行部からの提案理由の説

明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  格段の質疑もなく、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり承認すべき

ものと決定しました。 

  次に、承認第２４号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市通学バスの

運行及び管理に関する条例の制定についてを議題とし、執行部からの提案理由の説明を

求め、直ちに質疑に入りました。 

  「運行の利用状況、何人乗りのバスか。経費と物部村の平成１７年度の実績について」

の質疑があり、「朝１便、夕方２便で、１５人乗りバスで、通学に子ども５人、一般の方

が月延べ１０人ぐらいの利用。年間３６０万円で大栃観光タクシーに委託している」と

答弁。「大栃から神池までは７.３キロなのに、なぜ１０キロ以上の料金表が必要なのか」

の質疑に対し、「遠距離通学の個人負担分が１０キロ未満と１０キロ以上で異なるため」

と答弁。 

  以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり承認す

べきものと決定しました。 

  次に、議案第３０号、平成１８年度香美市老人保健特別会計予算についてを議題とし、

執行部からの提案理由の説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  「１５ページの資格委託は」の質疑に対し、「連合会に支払う委託料で他の保険とダブ

ってないか、資格を確認するための委託」と答弁。「支払基金交付金の平成１７年度見込

みの合計が暫定では５億円ぐらいになるが、支払基金交付金が３億円ぐらいになってい

る。見通しとしてはいいのか。３町村合併して予算が組みにくいと思うが、平成１７年

度予算の暫定と整合性があるのか。レセプト点検嘱託職員は国保のレセプト点検嘱託職

員とダブっていないか」の質疑に対し、「支払基金交付金は全体として旧３町村の合計金

額より１.３％ぐらいのアップ。老人医療の場合、エリアで予算を立て、過去２年間の医

療費を参考にしている。若干人数も減ってきているので、金額としては横ばいというこ

とで予算を組んでいる。レセプトの点検については、一応老人医療と国保とは別々に専
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属で点検をしている。老人医療の方が１名で国保の方が２名となっている」と答弁。 

  以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり可決す

べきものと決定しました。 

  次に、議案第３１号、平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業勘定）に

ついてを議題とし、執行部からの提案理由の説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

 「今回は税率をつつかず、基金の繰り入れということで対応しているが、基金の残高

は繰り入れ後幾らになるか。あわせて来年の見通しを伺いたい」との質疑に対し、「基金

残高は１８年度当初で旧土佐山田町が４億７,０００万円、旧香北町と物部村がそれぞれ

１億円ずつ、あわせて６億７,０００万円から７億円ぐらいあるのではないかと見込んで

いる。見込みとしては、今回２億３,０００万円繰り入れるので、１年間運用してみない

とわからないが、同じ率で事業を進めていくと３年間で基金がなくなる計算になる。国

保の税率については今回上げたので、据え置きで介護納付金の方を納付金に見合った金

額にするように１９年度以降率を変えたいと考えている」。「段階的に介護保険が上がる

分、差額を国保で対応しなければならないか。また、応能応益、５０、５０に近づけて

いるが、どれくらいになるか。一般被保険者と退職被保険者の人数はどれくらいなのか」

の質疑に対し、「介護保険の赤字の分、自分（執行部説明員）の思いでは赤字を分解消す

る金額に１９年度よりしたいと思っている。医療分については、医療の３２％から３３％

を国保税で集めることで試算をしてこの率となっている。介護納付については、合併協

議の協定項目の中にもあり、率を変えれないので旧土佐山田町の率を使うとなっていた

ので、３,０００万円か４,０００万円の赤字になる。７月に令書が出るが、６月の所得

が確定したら計算をし直さなければならないと思っているが、毎年毎年単価が上がって

きているので、１９年度からは赤字にならないようにしたいと思っている。一般保険者

分で、応能４７.７６、応益５２.２４で試算している。一般保険者、１万１,９２６人、

退職被保険者、２,０６１人、あわせて１万３,９８７人である」と答弁。「これから団塊

の世代の退職者がふえ出すので、被保険者の推進を抜かりなくやらなければならないと

思うが。また、運営協議会の委員は」の質疑に対し、「議会からは教育厚生の正副委員長

と、山崎晃子さん。医師からは楠目先生、歯科医師の岡西先生。薬剤師からは尾立さん。

住民代表は旧３町村から１名ずつの９名である。退職の関係は２カ月に１回リストが届

いているので、それに従い抜かりないようにしている」と答弁。「後発薬の推進を医師会

等に働きかけて推進してもらうようにして、医療費の抑制に努めてもらいたいことと、

３４ページの健康づくり補助金の使い方」の質疑に対し、「後発薬については今後検討さ

せていただきたい。旧土佐山田町で行っていた事業で、１団体上限３０万円で５団体に

補助するものである」と答弁。「３４ページの事業費の中のパンフレットとはどんなパン

フレットか」の質疑に対し、「連合会のものだったり、香美市独自の業者の冊子を保健所

と一緒に送付したりする」。「これに生活習慣病とか後発薬の案内などを入れたらどうだ

ろうか」の質疑に対し、「今後検討したい」と答弁。 
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 以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。 

  次に、議案第３２号、平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業勘定）を

議題とし、執行部からの説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  保険課資料の訂正、数字には誤りがないが、「５段階、６段階」の人が右の端が「非課

税」になっていたと訂正した。 

  「３８ページの包括的支援事業の嘱託職員の人数は何名か。４５ページの特別職の４

８名の内訳はどうなっているか」の質疑に対し、「嘱託職員は４名、認定審査会は３つに

分かれていて、６名ずつで１８名、補欠１名で１９名。地域密着型のサービスの運営委

員会と地域包括支援センター協議会の委員さんの人数である」と答弁。「２７ページの嘱

託調査員は何名か」の質疑に対し、「山田３名、香北１名、物部１名の５名である」と答

弁。「３７ページの嘱託職員は１名である」と答弁。「認定調査で主治医の意見書は何件

あるか」の質疑に対して、「月に６回行っていて、１審査会で３０件前後ある。１７年度

は２,５００ぐらいが審査件数であった」と答弁。「サービスを使わない方で申請だけを

しておくという方は何人ぐらいいるか」の質疑に対し、「申請は自由で、そういう方もお

られるということだが、人数までは把握していない」と答弁。「委託料扶助費等あるが、

何をするか全体の動きが見えない」との質疑に対し、「介護予防事業のそれぞれの委託料

は、社会福祉協議会へ委託する事業で、高齢者の交流の場づくり、ボランティアの養成、

地区リーダーの掘り起こしなどの事業に充てる」と答弁。「市債の中に財政安定化基金貸

付金とあるのはどういうものか」の質疑に対し、「県下でそれぞれ市町村が拠出し、赤字

になったときにそれを借り事業を運営するものである」と答弁。「１９ページの職員給与

費等繰入金の内訳と、４９ページの５級の人はどういう方なのか」の質疑に対して、「課

長補佐である。内訳は資料がないので後で」と答弁。「４９ページの級別職員数について

岡本課長を含め、保険課の中の課長職を含めて特別会計になってきたとき、どこの会計

に入れるか。一般会計でみてくれるならわかるが」の質疑に対し、「課長の部分は一般で

みている。国保、老人、介護にも入っていない。この介護の職員給与については、介護

保険係と包括の職員である」と答弁。「介護予防で高齢者施策と一般高齢者の方は社会福

祉協議会に委託すると言ったが、香美市社協となり、物部は１人の職員となり、どのよ

うな運営をするか」の質疑に対し、「今年度については、モデル地区実施ということで３

年間で香美市の中、小学校単位に１カ所の交流の場ができることを目標に、１年目、市

内５カ所で実施。土佐山田町は繁藤地区、香長地区、明治地区、香北町は永野地区、物

部町は大栃地区で、地区住民に呼びかけて座談会を実施して具体的な活動形態を決める。

また、活動を支えるボランティアの募集と講座の実施を健康づくり推進課と共働事業で

現在検討中」と答弁。 

  以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり可決す

べきものと決定しました。 
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  次に、議案第３３号、平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス事業勘定）

についてを議題とし、執行部からの提案理由の説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  「単純な予算で、特に歳出は嘱託職員を集めたが何をするかわからない。委託料もあ

るが、委託先もわからないので包括支援センターのサービスを含めて２５日までに内容、

委託先を一覧表にして回してほしい」との質疑に対し、「介護認定の要支援１、２に認定

された人のサービスの計画書作成で実際のサービスはしない。委託料は、作成を業者に

委託する。計画書作成１回４,０００円で、初回のみプラアルファ２,５００円で、６,５

００円になり、年間で試算して５２５人出てくるだろうということで、３７３万７,５０

０円になり、２回目以後、３,２６４人分を予定していて、掛ける４,０００円で、１,６

７９万３,０００円の収入を見込んでいる。委託をするというときは、９掛けにしている。

嘱託職員は現在２人だけであり、認定数がふえるに従って順次ケアを雇っていく予定で

ある」と答弁。「４,０００円というのは何カ月分か」の質疑に対し、「１回計画書をつく

り、一月である」と答弁。「１１ページの特別職１２名はだれか」の質疑に対し、「嘱託

職員である」と答弁。「第２０３条の規定に基づいて入れなければおかしくないか」の質

疑に対し、「例規集の中にある」と答弁。「第２０３条で金額を決めているか」の質疑に

対し、「幅があり、たしか２０万円以内と決めていた」と答弁。「１２名を将来確保した

いが、現在は２名という判断でいいのか」の質疑に対し、「順次新たな認定がされて、要

支援１、２がふえていけば、ケアマネをふやしていく」と答弁。「従来の要介護１には、

保険勘定で対応していたが、これからサービス勘定で対応していくという認識でいいの

か」の質疑に対し、「そうです」と答弁。 

  以上、質疑応答を行い、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり可決す

べきものと決定しました。 

  次に、議案第４０号、香美市立学校使用条例の制定についてを議題とし、執行部から

の提案理由の説明を求め、直ちに質疑に入りました。 

  「これまで、学校教育施設を使いビーチバレー、バトミントン等を行っていたが、基

本的には無料だったが、今回かなりの高い金額になるが、そのあたりはどのようになる

か」の質疑に対し、「今まで社会教育の関係で学校施設の開放に関する規則ということで、

社会教育の方にスポーツ、文化、全部登録された方を中心に本館で指導していた。体育

館については、１時間当たり２１０円という金額で設定しておりましたが、今回につい

てはスポーツの開放、学校施設の開放に関する規則には、団体に貸すということになっ

ている。社会教育の開放になっているので、文化関係も登録をした方に貸している。今

回については、各学校の余った教室も開放しようとなった。例えば体育館を使う方につ

きましては、いっぱいで空いているところがないかもしれませんが、個人的にグループ

で使う場合は、ちょっと聞き取れませんでしたが、今回につきましてもコーチ代とか、

平山小学校付近の周辺を利用して、研究したいと言っており、学校まで一々帰るのは大

変で、ここを借りて現場に行ったり帰ってきたりして研究をしたいという話もあったり、
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ＰＴＡの父兄の方から親と子が標識を借りて遊ぶことをやりたい、そういうこともあり、

今回決定。スポーツ開放と社会教育外のことだから料金的にもちょっと高くなっている

が、料金の設定については質問がないので例を挙げれば、体育館の１,０５０円について

は宝町体育館と同じ金額になっている。教室の４８０円についても公民館の２階研修室

を基準にさせてもらい、運動場についても市民グラウンド、宝町グラウンドを基準して

もらっている。夜間については、体育館の１時間３５０円計算で、５時間と５５０円の

照明料をもらうことになっている。宝町体育館、土佐山田町の武道館の照明料５２０円

を基準としている。教室の１７時から２２時の１,０００円についても１時間１６０円、

５時間で８００円となっている。中央公民館の照明料は取っていないが、学校の場合は、

２００円の照明料を取っている」と答弁。「これまで使ったスポーツ文化団体等はどこか。

その方々は、従来どおりの金額なのか」の質疑に対し、「その条例については学校施設開

放に関する規則にあり、別に規則をつくってやっている」と答弁。 

  以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり承認（後

に「可決」と訂正発言あり）すべきものと決定しました。 

  次に、議案第４１号、香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定についてを議題とし、執行部からの提案理由の説明を求め、直ちに質疑

に入りました。 

  「条例の２の１『公募する暇（ひま）がない』という言葉はどこから出てきたのか」

の質疑に対し、「５条の２項の１の『暇（いとま）がない』という読み方を考えている。

それから、全国的にホームページなどで指定管理者の条文を検索してみると、相当数の

条文に使われているということで、今回は採用した」と答弁。「健康センターセレネは、

独立採算制を追及し、セレネそのものがキャンプ場も一緒にやっていたが、分割すると

今議場で商工観光課長の高橋課長が言っていたが、分けてやっていくのか、分割で独立

採算制で指定管理者でやっていくのか。公募以外の道をやるための条例としていいのか」

の質疑に対し、「指定管理者の法律上分けて条例が違うものは分けて指定管理者の公募

なりをしていかなければいけない。今の運営の方法では、議員もご存じのようにプール

の方は赤字。それを一つのふるさと公社ということで、企業にお願いして、ピースフル

セレネとキャンプ場で黒字になった分でプールの方の委託料を安く抑えているという形

でお願いしているが、私どもとしては、一緒にみてもらえないかと商工観光課の方には

申し入れしている。商工観光課が持っている２件は黒字でございますので、独立採算で

やっていきたいという思いがおありでしょうが、こちらの方としては独立採算では難し

い部門なので、どちらかというと健康づくりを全面に出して公募以外で管理者を決めて

管理ができないかと考えている。できるだけ市としては、支出を抑えるという意味合い

では、あとの２件とあわせて指定管理者をお願いできる方策を講じていきたい。現在研

究段階である」と答弁。 

  以上の質疑応答を経て、採決の結果、本議案は全員賛成をもって原案のとおり承認（後
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に「可決」と訂正発言あり）すべきものと決定いたしました。 

（場内より、「委員長、「承認」ではない、「可決」である。議案４５号も。」という声あり） 

○教育厚生常任委員長（石川彰宏君）   すみません、議案第４０号、可決です。 

  議案第４１号も可決です。訂正します。 

  続きまして、今議会で当委員会に付託された案件ではありませんが、今議会の一般質

問で複数の議員から取り上げられました点として、今後の保育所運営方針の件について

は、所管すべき委員会は教育厚生常任委員会になります。そこで、この保育所運営方針

に大きくかかわるすこやか子育て支援プランの進捗状況の件について、去る５月１９日

開催しました行財政改革推進特別委員会で次回の会議で審査すべき事項を協議する中で、

特別委員会の審査事項の候補に上げておりましたが、まず、所管の委員会で審査するの

が先決であるということになりました。従来の特別委員会の審査の範囲としては、特定

の常任委員会の審査だけで解決しがたい問題及び専門的、集中的に審査すべき問題につ

いては、当該常任委員会から特別委員会へ審査を依頼する方法をとってきた経緯があり

ます。そこで、このすこやか子育て支援プランの進捗状況の件について、教育厚生常任

委員会としてどのように対処していくかということについて協議をお願いいたしました。

協議いたしましたところ、委員も新しくなり１回は審議をしたらいいのではないか。そ

れから、その中での問題点がありましたら、それを特別委員会で上げればいいんではな

いかという意見がございました。この子育て支援プランについては、これは旧土佐山田

町でやっていた経緯がありますが、これは教育厚生常任委員会で取り扱ったらどうかと

いうことで、全員賛成をもちまして、これから教育厚生常任委員会で取り扱うこととい

たしました。 

  これをもちまして、教育厚生常任委員会の報告を終わります。 

○議長（西村成君）   次に、産業建設常任委員会委員長、西山 武君。 

○産業建設常任委員長（西山 武君）   ３４番、西山 武でございます。産業建設常

任委員会が付託を受けた案件について、５月２２日に審査を行いましたので、その審査

の経過と結果の報告をいたします。 

  今期定例会において、当委員会に付託された案件は、承認第１７号、専決処分事項の

承認を求めることについて、平成１７年度香美市公共下水道事業特別会計暫定補正予算

「第１号」、承認第１８号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度香

美市特定環境保全公共下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」、議案第２７号、平成

１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算、議案第２８号、平成１８年度香美市公共下

水道事業特別会計予算、議案第２９号、平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事

業特別会計予算、議案第３４号、平成１８年度香美市水道事業会計予算、議案第３５号、

平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算、議案第４２号、香美市ピースフルセレネ

の設置及び管理に関する条例の制定について、議案第４３号、香美市日ノ御子河川公園

キャンプ場の設置及び管理に関する条例の制定について、議案第４４号、香美市都市公
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園条例の一部を改正する条例の制定について、議案第４５号、香美市残土処理場の設置

及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について、議案第４９号、香美市道

の路線の認定についての１２件です。以下、順次ご報告申し上げます。 

  承認第１７号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度香美市公共

下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」については、「浦戸湾東部流域下水道事業費

が確定したため、負担金部分を１００万円減額するものである」との補足説明の後、「こ

の事業はどのような事業か」との質問に対し、「香美市（旧土佐山田町）、南国市及び高

知市東部で構成する下水道事業で、最終処分場は高須の浄化センターである。また、排

水設備工事指定業者指定審査手数料は、この資格がなければ工事ができない。補正額は

資格更新手数料であり、１社１万円で７社分である。期間は５年間である」等、質疑応

答の後、審査の結果、全員賛成をもって（原案のとおり）承認すべきものと決しました。 

  次いで、承認第１８号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度香

美市特定環境保全公共下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」については、「下水道

事業債だけで起債を組んでいたが、中に過疎対策事業債が入っていたので、本来の起債

目的と同時に、下水道事業債６,０１０万円と過疎対策事業債５,４５０万円に分類を変

更したものである」等の説明を受け、審査の結果、全員賛成をもって原案のとおり承認

すべきものと決しました。 

  次いで、議案第２７号、平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算については、

「本年度は施設の維持管理を主として予算を組んでいる」との補足説明の後、質疑に入

り、「原水水質検査費は、水道法の規定により５０項目検査している。配水及び給水費の

管の敷設替工事については、神母ノ木地区配水管布設工事は老朽化がひどく、毎年順次

行っておるが、今のペースだとあと４～５年はかかると考えている。大平、本村地区に

ついては漏水の多いところは今回の工事で終わるが、古い管渠が入っているので、いつ

漏水が始まるかわからないので、維持管理しながら順次管を交換していきたい。また、

諸収入に対する質問につきましては、１節の諸収入は古いメーターの売却代で、土佐山

田地区で３万円、香北地区で４万円、利子２,０００円を見込んでいる。２節の破損弁償

金は、工事等で配水管が破損したときの損害金受け入れのための座である。３節移設補

償費は、下水道工事に伴う移設補償費で、山田地区で４００万円、香北地区で１,１００

万円を見込んでいる。水道使用料の滞納と加入率については、滞納のうち、土佐山田町

分は分納誓約書をもらって分納されているので、１００％回収できると思う。旧香北町

は９８％、旧物部村は９９％の回収率であるが、これも土佐山田町同様分納誓約書をも

らうべく督促している。簡水の加入率は給水区域内人口に対して９５％である」との質

疑応答の後、審査の結果、全員賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次いで、議案第２８号、平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算については、

「排水設備工事指定業者指定審査手数料については、指定の更新手数料であり１社１万

円で１０社を見込んでいる。有効期間は５年である。主任技術者登録手数料については、
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県の免許で１社３,０００円で１０社を見込んでいる」。「下水道推進活動賞品代は、土佐

山田町内の小・中学校の生徒に下水道の日である９月１０日に作品を出してもらい、賞

品を出して下水道に対する理解を深めるものである」。「下水道加入推進報償費について

は、下水道工事業者と職員が下水道普及のため訪宅するときのものである」。また、「栄

町ＪＲ軌道敷除草賃金は、通水記念碑のところで線路の下を下水道管が通っており、そ

の除草賃金である」。また、「横堀川浚渫工事については、宝町緑地広場の下を下水道の

ボックスカルバートが通っている。毎年行うもので、中に入ってたまっている泥を除去

する工事である」等の質疑応答の後、審査の結果、全員賛成をもって原案のとおり可決

するものと決しました。 

  次いで、議案第２９号、平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計予

算については、「本年度の面整備の予定は、橋川町地区である」との補足説明の後、質疑

に入り、「下水道加入促進奨励金については、供用開始後１年以内に加入する場合に５万

円、２年以内だと４万円、３年になると３万円を出すことにより、下水道の加入促進を

図るものである」。また、「下水道台帳管理システム委託料は、工事が終了した下水道の

管の台帳を順に作成する費用である。香北町では２.５キロメートル残っていて、その費

用である。土佐山田町でも、下水道台帳はあるが、データベースしたものを今年からつ

くるということで、前の議案第２８号で１０キロメートルを計画している」。「下水道工

事はいつまでか」という点につきましては、「香北町の下水道管工事につきましては、２

０年度の小川地区で終わる予定である。しかし、処理場が現在１池しかなく、２池なけ

れば全体を処理できないので、残っている小川地区を含めて２０年度には完成したいと

考えている」。「香北町の下水道加入促進奨励金と、土佐山田町の下水道との取り扱いを

統一することに検討したかどうか」という質問につきましては、「香北町の特定下水道は、

自治法により土佐山田町の公共下水は都市計画法により施行されており、取り扱いが違

うので、香北町は接続時に１３万円の負担金を支払い、該当者は奨励金をもらうもので、

土佐山田町は管が通ったら負担金を払うということでシステムが違う。検討はしたが、

統一できないことはないと思うけれども、ちょっと無理だと思う。また、香北町では接

続時に徴収するので負担金を支払わないと接続できないので滞納が発生しない」等の質

疑応答の後、審査の結果、全員賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次いで、議案第３４号、平成１８年度香美市水道事業会計予算については、「配水管敷

設替工事は公共下水道工事に伴うものである。ボーリング調査費は新水源を探すもので

あり、物部川右岸、土佐山田町内を予定している。新水源は、今までの調査によるとこ

ろの日量１００トン（後に「日量１,０００トン」と訂正発言あり）の２カ所と、今回の

ボーリング調査の分をあわせて日量３,０００トンから４,０００トンは確保できると考

えている。配水池緊急遮断弁設置工事は、２基ある配水池のうち１基を地震時にある程

度以上の震度になると給水を遮断して調整池に水を確保し、後々の飲料水を確保するた

めの工事である」等の補足説明の後、質疑に入り、水源に関する質問に対して、「戸板島
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の水源地のグレードアップ工事を昨年から行ってきました。現在の給水量は、１日当た

り５,３００トンから、多いときで６,０００トンである。今まではポンプを２４時間運

転してすることが多かったが、グレードアップ工事のおかげで、現在は１８時間程度の

稼働で間に合い、ポンプの能力に６時間ぐらいの余裕ができている」。また、「緊急遮断

弁設置工事については、供給が遮断されると地震時の火災の初期消火等ができないので、

配水池が２カ所以上あるところでないとできない。したがって、配水池が１カ所しかな

い簡水についてはできない」。また、「水道料金値上げによって新水源工事に向かって十

分な利益が上がっているか」という点につきましては、「十分とは言えないが、１７年度

営業収益ベースで２５％以上アップしている。予備費の３,８７０万円が年間の積み立て

に回せるのではないかと考えている。現在、３億円ぐらいの基金があるが、新水源事業

には１５億円から２０億円必要であるので、現在の施設を手入れしながら頭金をつくっ

ていきたい」等、質疑応答の後、審査の結果、全員賛成をもって原案のとおり可決する

ものと決しました。 

  次いで、議案第３５号、平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算については、「工

業用水道では今年度初めて営業収益５１万１,０００円を計上できた。これは山崎技研で

あり、１日当たりの給水量は最低基準の５０立方メートルである」との補足説明の後、

慎重審査の結果、全員賛成をもって原案のとおり可決するものと決しました。 

  次いで、議案第４２号、香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条例の制定

については、「第６条２項（１）の公募する『暇（ひま）』がないときという文言と、契

約年数について。また運営についてと、プールの取り扱いについて」の質問に対して、

「契約は公募を予定しているが、議会等の関係で公募する『暇（いとま）』がないときと

いうことである。また、契約年数は通常は５年であるが、今回は初回につき４年７カ月

である。運営は独立採算を考えている。プールは健康づくり推進課が担当であり、最終

的には協議が必要だと思うが、現時点では別々に委託する予定である」等の質疑応答の

後、審査の結果、全員賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

  次いで、議案第４３号、香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関する

条例の制定については、「契約年数と申し込みについて」の質問に対して、「契約年数は

５年であるが、今回は初回につき４年７カ月である。利用申し込みは、キャンプ場とセ

レネについては別々である」との質疑応答の後、審査の結果、全員賛成をもって原案の

とおり可決するものと決しました。 

  次いで議案第４４号、香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定については、

「興業」は産業を興すという意味の「興業」であり、イベント等催す「興行」に改める

ものである。また、「第７条第１項は公園内に施設を設ける者は市内に住所、あるいは事

務所を有する者でなければならないとあった規定を除けるものである」。「別表１は条例

の１,５６５ページの表を改めたもので、土地の番地が入っているものと入っていないも

のがあったので統一し、何番と入れたものである」との補足説明を受け、審査の結果、
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全員賛成をもって原案のとおり可決するものと決しました。 

  次いで、議案第４５号、香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定については、「残土処理場が２カ所ふえたことと、利用方法及び管理者に

ついて」の質問に対し、「宮ノ瀬と堀田の２カ所がふえ、宮ノ瀬は３,０００立方メート

ル、堀田は７,０００立方メートルの処理が可能である。利用方法は市の工事を行う場合

の残土を受けるものであり、業者よりの申し込みを受けて入れてもらうこととしている。

昨年満杯になって、現在休止中の吉野には管理者がいたが、現在は管理者がいない」等

の質疑応答の後、審査を行い、全員賛成をもって原案のとおり可決すべきものと決しま

した。 

  次いで、議案第４９号、香美市道の路線の認定については、提出日の年号「平成」が

抜かって、印刷後に訂正の後、「市道の幅員」の質問に対して、「林道終点から奥に１件

民家があり、幅員が３メートルある」との答弁の後、審査の結果、全員賛成をもって原

案のとおり可決すべきものと決しました。 

  以上で産業建設常任委員会の報告を終わります。 

○議長（西村成君）   常任委員長の報告を終わります。 

暫時１０分間休憩いたします。 

（午後２時５１分 休憩） 

（午後３時０３分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  産業建設常任委員長、西山 武君。 

○産業建設常任委員長（西山 武君）   ３０番、西山でございます。 

  先ほどの議案質疑の説明の中で、議案第３４号、平成１８年度香美市水道事業会計予

算の中で、既存の新水源地の予定地の日量の水量を「１,０００トン」と言うところを「１

００トン」と言ったようでございますので、そこのところを、「日量１,０００トンの２

カ所と、今回のボーリング調査の分あわせて日量３,０００トンから４,０００トンを確

保できる」というふうに訂正しますので、よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   事務局長より訂正がありますので、許可します。事務局長、

松浦良衛君。 

○議会事務局長（松浦良衛君）   恐れ入ります。日程と、もう１カ所、２カ所あるん

ですが、本日の議事日程の日程第４９、議案の第５５号です。よろしいでしょうか。第

５５号で平成１８年度香美市一般会計予算となっておりますが、「補正」が抜かっており

ます。まことに恐れ入ります。「補正」を追加をお願いしたいと存じます。 

  それから、本日議場でお配りをしております議案の中で、同意第１４号ですが、１４

号の参考資料ですけれども、中澤議員の学歴のところで、参考資料の上から４行目に学

歴とありますが、それの学歴のところの３行目、４行目ですけれども、「平成１０年３月
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岡山大学大学院修士課程終了」となっておりますが、これ「（平成）１２年」の間違いで

ございます。その下も同じで、「平成１２年（１０年を１２年に訂正）４月」に大学院法

学部の博士課程で「研究科」を削除をお願いしたいと存じます。博士課程（の次の）「研

究科」の削除をお願いして、「博士課程入学」と、これでお願いしたいと思います。よろ

しくお願いします。 

○議長（西村成君）   それでは、常任委員長に対する質疑を行います。質疑はあり

ませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   総務常任委員長にお伺い申し上げます。 

  専決処分事項の第２２号で、香美市税条例の一部を改正する条例の制定について、こ

の所得税の税率の見直し等がやられたという話を聞きますが、その点と、あと住民税等

を含めた定率減税の廃止等の市民への影響等はどのような議論をされたのかどうかとい

うのと、２つ目が、国の所得税率の引き下げ、１０％が５％引き下げるというのはどう

いう形になるのか。その２点お願いします。 

○議長（西村成君）   ２６番、原 心一君。 

○総務常任委員長（原 心一君）   お答えをしたいと思いますが、きょうの報告の中

でですね、第２２号の案件は約３分の１の時間を要しております。そういうことで、審

議をされたかされなかったかということでありますけれども、私としては報告をしたこ

とがですね審議をされたものであって、その中で先ほど笹岡さんが言われたような案件

について協議をしたかということになると、十分返答ができる状況ではありません。審

議をされたかされなかったかという点については。 

○議長（西村成君）   審査、委員長、（審議ではなく）審査。 

○総務常任委員長（原 心一君）   審査をされたかということになっては、私の報告

がされてないということであれば、されてないというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、承認第１５号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市一般会計暫定補正予算「第２号」を採決をいたします。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 
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○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、承認第１５号は、委員長の報

告のとおり承認されました。 

これから、承認第１６号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計暫定補正予算「第１号」を採決をいたします。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、承認

第１６号は、委員長の報告のとおり承認されました。 

これから、承認第１７号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市公共下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」を採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、承認

第１７号は、委員長の報告のとおり承認されました。 

これから、承認第１８号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計暫定補正予算「第１号」を採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、承認

第１８号は、委員長の報告のとおり承認されました。 

これから、承認第１９号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市老人保健特別会計暫定補正予算「第１号」を採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、承認

第１９号は、委員長の報告のとおり承認されました。 

これから、承認第２０号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市国民健康保険特別会計暫定補正予算「第１号」（事業勘定）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、承認
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第２０号は、委員長の報告のとおり承認されました。 

これから、承認第２１号、専決処分事項の承認を求めることについて、平成１７年度

香美市介護保険特別会計暫定補正予算「第１号」（保険事業勘定）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、承認

第２１号は、委員長の報告のとおり承認されました。 

これから、承認第２２号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市税条例

の一部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   賛成多数であります。よって、委員長の報告のとおり承認さ

れました。 

これから、承認第２３号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市国民健

康保険税条例の一部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、承認

第２３号は、委員長の報告のとおり承認されました。 

これから、承認第２４号、専決処分事項の承認を求めることについて、香美市通学バ

スの運行及び管理に関する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は承認であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、承認第２４号は、委員長の報

告のとおり承認されました。 

次に、議案第２５号、平成１８年度香美市一般会計予算を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第２５号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第２６号、平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算を採
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決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第２６号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第２７号、平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第２７号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第２８号、平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第２８号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第２９号、平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計予算

を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第２９号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第３０号、平成１８年度香美市老人保健特別会計予算を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３０号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第３１号、平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業勘定）を

採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 
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○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３１号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第３２号、平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業勘定）を

採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３２号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第３３号、平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス事業勘定）

を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３３号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第３４号、平成１８年度香美市水道事業会計予算を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３４号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第３５号、平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３５号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第３６号、香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３６号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第３７号、香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改
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正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３７号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第３８号、香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定についてを採

決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第３８号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４０号、香美市立学校使用条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４０号は、委員長の報

告のとおり可決されました。 

次に、議案第４１号、香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４１号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４２号、香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条例の制定に

ついてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４２号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４３号、香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関する条

例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する
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ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４３号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４４号、香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定についてを採

決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４４号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４５号、香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４５号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４６号、香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定についてを採

決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４６号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４７号、香美市過疎地域自立促進計画の策定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４７号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第４８号、平山木工所の指定管理者の指定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４８号は、委員長報告
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のとおり可決されました。 

次に、議案第４９号、香美市道の路線の認定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第４９号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第５０号、高知県市町村総合事務組合規約の変更についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第５０号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

次に、議案第５２号、高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更についてを採決

します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第５２号は、委員長報告

のとおり可決されました。 

  お諮りします。日程第３８、同意第１号から、日程第４６、同意第９号までは人事案

件でありますので、本日他の案件と分離し、会議規則第３７条第２項の規定により、委

員会付託を省略し、本会議方式により審議採決したいと思います。これにご異議ありま

せんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なし認めます。よってさよう決定をいたしました。 

  日程第３８、同意第１号、香美市固定資産評価員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについてを議題とします。地方自治法第１１７条の規定により、税務課長、高橋 功

男君の退席を求めます。 

（税務課長、高橋 功君 退場） 

○議長（西村成君）   まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、

鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第１号、香美市固定資産評価員の選任に伴い議会の

同意を求めることについて。 

  香美市固定資産評価員に下記の者を選任したいので、地方税法第４０４条第２項の規

定により、議会の同意を求める。 
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  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  住  所  香美市土佐山田町百石町２丁目４番１９号 

  氏  名  高橋 功 

  生年月日  昭和２７年５月２７日 

  提案理由、平成１８年３月１日香美市発足により、香美市の固定資産評価員を選任し

ようとするものであります。高橋 功氏は、現在香美市税務課長であります。よろしく

お願いいたします。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第１号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第１号は、原案のとおり

同意することに決定をいたしました。 

  税務課長、高橋 功君の入場を許可します。 

（税務課長、高橋 功君 入場） 

○議長（西村成君）   日程第３９、同意第２号、香美市固定資産評価審査委員会員

の選任に伴い議会の同意を求めることについてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第２号、香美市固定資産評価審査委員会委員の選任

に伴い議会の同意を求めることについて。 

  香美市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任したいので、地方税法第４２３

条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  香美市土佐山田町佐野６９３番地 

  氏  名  前田 巧 

  生年月日  昭和２２年６月１３日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市固定資産評価審査委員会委員を選任しようとするものです。 

参考資料といたしまして、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いいた

します。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４
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項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第２号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方は挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第２号は、原案のとおり

同意することに決定しました。 

  日程第４０号、同意第３号、香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の

同意を求めることについてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第３号、香美市固定資産評価審査委員会委員の選任

に伴い議会の同意を求めることについて。 

  香美市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任したいので、地方税法第４２３

条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  高知市升形９番１０号 

  氏  名  松村幸生 

  生年月日  昭和２８年１１月２５日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市固定資産評価審査委員会委員を選任しようとするものです。 

参考資料として、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第３号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方は挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第３号は、原案のとおり

同意することに決定しました。 

  日程第４１、同意第４号、香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同

意を求めることについてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

  ちょっと待ってください。地方自治法第１１７条の規定により、議員、植村佳三君の
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退席を求めます。 

（１８番、植村佳三君 退場） 

○議長（西村成君）   まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、

鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第４号、香美市固定資産評価審査委員会委員の選任

に伴い議会の同意を求めることについて。 

  香美市固定資産評価審査委員会委員に下記の者を選任したいので、地方税法第４２３

条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  香美市土佐山田町東本町５丁目１番１７号 

  氏  名  植村佳史 

  生年月日  昭和２９年１２月２９日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市固定資産評価審査委員会委員を選任しようとするものです。 

参考資料として、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いをいたします。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第４号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第４号は、原案のとおり

同意することに決定をいたしました。 

  １８番、植村佳三議員の入場を許可します。 

（１８番、植村佳三君 入場） 

○議長（西村成君）   日程第４２、同意第５号、教育委員会委員の任命についてを

議題とします。地方自治法第１１７条の規定により、原 初惠君の退席を求めます。 

（教育長、原 初惠君 退場） 

○議長（西村成君）   まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、

鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第５号、教育委員会委員の任命について。 

  下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第４条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  香美市土佐山田町神母ノ木４３６番地５ 
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  氏  名  原 初惠 

  生年月日  昭和１１年３月１８日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市教育委員会委員を任命しようとするものです。 

  参考資料といたしまして、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いいた

します。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第５号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第５号は、原案のとおり

同意することに決定いたしました。 

  原 初惠君の入場を許可いたします。 

（教育長、原 初惠君 入場） 

○議長（西村成君）   日程第４３、同意第６号、教育委員会委員の任命についてを

議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第６号、教育委員会委員の任命について。 

  下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第４条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  香美市土佐山田町本村９７番地 

  氏  名  川村利明 

  生年月日  昭和１５年９月１５日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市教育委員会委員を任命しようとするものです。 

  参考資料といたしまして、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いいた

します。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 
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「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第６号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第６号は、原案のとおり

同意することに決定しました。 

  手を挙げるときは垂直に挙げてください。 

  日程第４４、同意第７号、教育委員会委員の任命についてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第７号、教育委員会委員の任命について。 

  下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第４条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  香美市物部町頓定２７７番地 

  氏  名  公文 裕 

  生年月日  昭和２５年１０月２日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市教育委員会委員を任命しようとするものです。 

  参考資料といたしまして、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いいた

します。 

○議長（西村成君）   ちょっと待ってください。 

  説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第７号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第７号は、原案のとおり

同意することに決定いたしました。 

  日程第４５、同意第８号、教育委員会委員の任命についてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第８号、教育委員会委員の任命について。 

  下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関す
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る法律第４条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  香美市土佐山田町山田１５１４番地２ 

  氏  名  石川祐一 

  生年月日  昭和２６年１１月１７日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市教育委員会委員を任命しようとするものです。 

  参考資料といたしまして、別紙に経歴等添付しておりますのでよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第８号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第８号は、原案のとおり

同意することに決定しました。 

日程第４６、同意第９号、教育委員会委員の任命についてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第９号、教育委員会委員の任命について。 

  下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第４条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

  住  所  香美市香北町韮生野１７８番地７ 

  氏  名  岡本由美 

  生年月日  昭和３６年４月１９日 

  平成１８年５月１１日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、市長決定後最初に招集される議会の

同意を得て、新たに香美市教育委員会委員を任命しようとするものです。 

  参考資料といたしまして、別紙に経歴等添付しておりますのでよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 
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○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をしました。 

○１１番（片岡守春君）   議長。 

○議長（西村成君）   議事進行？ 

  １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   今、決まっていた同意第３号のね、この学歴の後がやっぱ

り卒業か何かを書いておく必要がありやせんの？第３号の人だけ学歴の後が何もないけ

ど。「卒業」か「終了」か書かないかん。 

○議長（西村成君）   ちょっと待ってください。今審議中ですので、終わってから、

切りをしたときに審議についてはお願いいたします。 

  これから、第９号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛成の方

の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第９号は、原案のとおり

同意することに決定をいたしました。 

  総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第３号ですね、参考資料の学歴、「卒業」、すいませ

ん、抜かっております。 

  それともう１点、同意第６号、川村利明氏の関係でございますが、これのですね経歴

が最初、高知県警察署がですね、「昭和３１年４月から」になっておりますが、「昭和３

８年４月から」に訂正をお願いします。ちょっと年齢が合いませんので、すいません、

間違っておりました。 

○議長（西村成君）   お諮りします。ただいま、総務課長から同意３号の一部訂正、

同意６号の訂正がございましたがよろしゅうございますか。 

「はい」という声あり 

○議長（西村成君）   訂正を承認することに決定いたしました。 

  お諮りします。日程第４７、議案第５３号、こうち人づくり広域連合規約の一部変更

についてから、日程第６２、香美市選挙管理委員会委員及び補充員の選挙についてまで

の案件は追加案件であります。会議規則第３７条第２項の規定により、委員会の付託を

省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、日程第４７、議案第５３号か

ら日程第６２、香美市選挙管理委員会委員及び補充員の選挙までの案件は、委員会の付

託を省略することに決定をいたしました。 

  暫時時間の延長をいたします。 

  日程第４７、議案第５３号、こうち人づくり広域連合規約の一部変更についてを議題

とします。 
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  執行部から提案理由の説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   議案第５３号、こうち人づくり広域連合規約の一部変更

について。 

  市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）附則第２条第２項の規定

により、なおその効力を有することとされる同法第９条の３第１項及び地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定に基づき、平成１８年３月２０日

の市町村合併に伴い、こうち人づくり広域連合規約の一部を次のように変更する。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  こうち人づくり広域連合規約の一部を変更する規約 

  条文の中身については省略させていただきます。 

  提案理由、平成１８年３月２０日の四万十町及び黒潮町の新設合併に伴い、こうち人

づくり広域連合規約を変更するため議会の議決を求めるものです。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   この負担金の関係なんですが、一律分、人口割等あると思

うんですが、市町村合併進んでいる中でですねそういう変更はあるのかどうか、それは

どうでしょうか。 

○議長（西村成君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   このこうち人づくり広域連合につきましては、今のとこ

ろ負担金はございません。宝くじの関係で財源として整っております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、議案第５３号を採決をいたします。本案を原案のとおり可決することに賛

成の方は挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第５３号は、原案のとお

り可決されました。 

  日程第４８、議案第５４号、香南香美地区障害者自立支援審査会共同設置規約の制定

についてを議題とします。 
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  執行部から提案理由の説明を求めます。福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   ご説明いたします。議案第５４号、香南香美地区

障害者自立支援審査会共同設置規約の制定について。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  香南香美地区障害者自立支援審査会共同設置規約 

  条文は省かせていただきます。 

  提案理由、障害者自立支援法に基づき、障害程度区分等の審査判定業務を行う市町村

審査会を香南市と共同設置し運営するため。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   この前の一般質問等で７人の体制で、その中に医師を４人

ということの、いう話がありましたが、問題はですねこういう場合になった場合、審査

会に対する異議申し立てというのはどういうのを使っていくことになるんでしょうか。

その審査に不服がある場合はどういうシステムになるのか、その辺はどうでしょうか。 

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   この異議申し立てにつきましては、他の異議申し

立てと違いまして、直接市長ということではなくてですね、知事に諮ることができます。

知事の方から指導があると、そういうふうな形になっておりまして、障害者の利益を守

るような方向になっております。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   勉強不足で申しわけないけど教えてほしいと思いますけど、

この議案第５４号ということにはなっておりますが、内容の規約の制定、規約、規程、

規則があるわけですけども、規約については議会の議決が必要であるという、その辺を

教えていただきたい。 

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   この場合、提案しております内容は共同設置でご

ざいまして、単独で行う場合には条例で行うわけですけれども、共同設置の場合には規

約ということになっております。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 
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○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、議案第５４号を採決をいたします。本案を原案のとおり可決することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第５４号は、原案のとお

り可決されました。 

  日程第４９、議案第５５号、平成１８年度香美市一般会計補正予算「第１号」を議題

とします。 

  執行部から提案理由の説明を求めます。財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   議案第５５号、平成１８年度香美市一般会計補正予算「第

１号」を説明いたします。 

  平成１８年度香美市の一般会計補正予算「第１号」は、次に定めるところによる。 

  （歳入歳出予算の補正） 

  第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３７万８,０００円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１４７億３,８０７万２,０００円とする。 

  第２条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、香南香美地区障害者自立支援審査会共同設置事業負担金の追加により変更

が生じたため、補正予算を調製したので、地方自治法第２１８条第１項の規定により提

案する。 

  第１表、それから事項別明細は省略を、提案説明書によりまして説明をさせていただ

きます。 

  今回の補正は、障害者自立支援法に基づき障害程度区分等に関する審査判定業務を行

う市町村審査会を香南市と共同設置し運営することに伴う補正予算であります。 

  補正予算の規模は、歳入歳出予算の総額に１３７万８,０００円を追加し、歳入歳出予

算それぞれ１４７億３,８０７万２,０００円としました。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

  １９番、幾井洋一君。 

○１９番（幾井洋一君）   間違いです。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   ６ページに載ってます、歳出の方の障害者福祉費の中の１

３７万８,０００円という金額は、先ほど議案第５４号にあってました均等割の部分なの

か等含めて、それから香南市との関係はですねどれくらいになるのかと、この間の。 
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○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   笹岡議員のお尋ねにお答えをいたします。 

  この場合の予算は、香南市と香美市が２分の１ずつということになっております。こ

の審査に係る人数につきましても、ほぼ同じということで、２分の１ということで合意

をさせていただいております。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   今回は補正ということですが、今後１年間運営する中でこ

の費用というのは大体どれくらいに予想してるんでしょうか。大体これで１年間じゃな

いわけでしょう。今後の含めて大体平成１８年度どれぐらいのお金が必要となってくる

かという、その辺の見通しというか、ちょっとお聞かせ願いたいです。 

○議長（西村成君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   本年度、審査会が始まりますのは７月からですけ

れども、１０月のサービスが開始するまでにおおよそこの事業で終了するわけですけれ

ども、その後に審査が必要な方も出てまいります。しかし、この予定しております１０

０名が終わりますと、ほとんどその数は数えるほどじゃなかろうかという状況になると

いうふうに思っております。ですから、今後１９年度におきましても、本当に数は少な

いということで、この仕事につきましては７月、８月、９月とこの中に集中してやるよ

うな状況になろうかというふうに思っております。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、議案第５５号を採決をいたします。本案を原案のとおり可決することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第５５号は、原案のとお

り可決されました。 

  日程第５０、議案第５６号、香美郡殖林組合規約の変更についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。財政課長、前田哲雄君。 

○財政課長（前田哲雄君）   議案第５６号、香美郡殖林組合規約の変更について。 

  市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第９条の３第１項の規定

により、平成１８年３月１日の市町村合併に伴い、香美郡殖林組合規約を次のとおり変

更する。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  香美郡殖林組合規約の一部を改正する規約につきまして内容は省略させていただきま
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す。 

  提案理由、平成１８年３月１日の土佐山田町、香北町、物部村が香美市に、野市町、

香我美町、夜須町、赤岡町、吉川村が香南市に合併することに伴い、香美郡殖林組合規

約を変更するため議会の議決を求めるものです。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、議案第５６号を採決をいたします。本案を原案のとおり可決することに賛

成の方は挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、議案第５６号は、原案のとお

り可決されました。 

  日程第５１、決議案第２号、香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議についてを

議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。３７番、山本芳男君。 

○３７番（山本芳男君）   ３７番、山本でございます。 

  決議案第２号、香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議について。 

  地方自治法第１１２条及び香美市議会会議規則第１４条の規定により、次のとおり決

議案を提出します。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市議会議長、西村成殿。提出者、香美市議会議員

山本芳男。賛成者、香美市議会議員、原 心一。賛成者、同、石川彰宏。賛成者、同、

西山 武。 

  決議案提案理由につきましては、朗読をいたしまして説明にかえさせていただきます

ので、よろしくお願いをいたします。 

（案文朗読） 

  以上でございます。どうかよろしくお願いをします。 

【決議案第２号 巻末に掲載】 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 
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「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、決議案第２号を採決いたします。本案を原案のとおり可決することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、決議案第２号は、原案のとお

り可決されました。 

○議長（西村成君）   日程第５２、意見書案第８号、「教育基本法改正」の慎重審議

を求める意見書の提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   ４番、大岸眞弓です。 

  意見書案第８号、「教育基本法改正」の慎重審議を求める意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市議会議長、西村成殿。提出者、香美市議会議員、

大岸眞弓。賛成者、同、山﨑龍太郎。賛成者、同、久保信。賛成者、同、山崎晃子。 

  案文を朗読して提案理由にかえさせていただきます。 

（案文朗読） 

  若干補足説明をいたしますと、この教育基本法の案づくりの検討会ですけれども、申

しましたように週１回ペースで延べ約７０回、衆議院の会館地下１階の与党の政策調整

会議室で開かれております。そして、この委員が自民党議員４人、公明党議員４人、文

科省の担当者数人で議論を進めてまいりました。日本の将来に深くかかわる法改定につ

いて、わずか１０数人の国会議員と役人が密室でつくり上げたのが今回の改正案です。

そして、教育のことを語るのに、私は教育現場の現職の教員の方たちがこれに参加して

いないというのが非常に気になります。やはり現場の声は反映をされるべきではなかっ

たでしょうか。そして、このマスコミの完全非公開は、本当に常軌を逸するものとして

報道されておりまして、法案作成が大詰めを迎えた今年４月には、会議室前に見張りが

置かれまして、記者がドアに耳を当てて中の様子をうかがうことすら禁止をされたとの

ことです。そして、資料は会が終われば一切手元から回収をされまして、会議録も非公

開でございます。この理由につきまして、馳 浩文科副大臣が「一つ一つ議論の中身が

外に出ていくようであっては、ハチの巣をつついたような騒ぎになって望ましくない」

このように申し述べていますが、国民の大事な教育にかかわる問題を、こうした密室で

他を排除して行ったということに、私は非常に危機感を覚えます。 

  以上、申し上げまして、同僚議員のご賛同をよろしくお願いいたします。 

【意見書案第８号 巻末に掲載】 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は
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ありませんか。 

  ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   提出者にちょっとお尋ねしたいと思いますが、教えてもい

ただきたいと思いますけれども。この案文にもありますように、今後国会に上程されて

一定審議が進行中なわけですが、こうした中で、この意見書案が可決され、送付された

段階において、今審議中の国会でこの意見書案というのはどのように取り扱いをされて

いくようになるのか、その流れなどちょっとお尋ねしたいです。 

○議長（西村成君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   お答えします。 

  流れについてはよくわかりませんけれども、現在国会で審議中ですので、各団体その

他から、弁護士会とかですね、そういうところから国に対してこういう同様の意見書が

今現在上がっているということでございます。どういう扱いになるかは、私はよくわか

りません。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   やはり、提出されるということについては、最終的にこの

意見書案が国会のだれそれの手元に届いて、そしてそこに提出されるという辺がわかっ

ていなければ、どうなるかわからないと、そのままボツになるという可能性もあるとい

うふうに受けられるわけですが、そうなった場合には、せっかくの意見書も慎重審議の

意味が届かないというふうに考えますが。 

○議長（西村成君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   これまでも意見書というのは送付されまして、それぞれのこ

の各大臣あてに間違いなく届いているのではないでしょうか。議長の報告の中にも送付

しましたという報告はありますが、どこでどのようになって届いたとかいうふうな報告

はいつもないと思いますが。ただ、私は会期２カ月を切った時点でこうしてバタバタと

こういう法案が出されまして、しかも審議も十分でないという中で、こういう意見書を

上げてこうした大臣のもとに届くのは間違いないと思いますので、届くことは非常に重

要であると思います。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  ２番、山﨑眞幹君。 

○２番（山﨑眞幹君）   提出者の方にちょっとお伺いしたいわけですけれども、１ペ

ージ目の一番最後、こうしたさまざまな問題は、基本法施行から５９年間目的実現への

努力が十分でなかったために起きているというふうに書かれておりますけれども、この

目的実現というところをですね提出者の方はどうとらえておられるか。そして、私自身

はこれ慎重に、教育問題については慎重に審議せられるべき、基本法だけではなくて、

という意見で、別に慎重審議に対しては反対ではないんですけれども、そこら辺、そし
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てその「愛国心」という言葉が出てますけれども、その「愛国心」について、巷間今言

われているのは「愛国心」には２種類あるんだと。ナショナリズムとパトリオリズムが

あるという話もお聞きします。そこら辺のことをですねどのようにお考えで、こういう

意見書を提出されたのかについてお教えいただきたいと思います。 

○議長（西村成君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   この案文の中にあります教育の目的と書いてありますのは、

教育基本法の教育の目的というのが、前文の次に第１条としてあります。それを読み上

げますと、「教育は人格の完成を目指し、平和的な国家及び社会の形成者として真理と正

義を愛し、個人の価値を尊び、勤労と責任を重んじ、自主的精神に満ちた心身ともに健

康な国民の育成を喫して行われなければならない」このように書かれております。教育

の目的というのは、法で決めておりますのはまさにこれです。それで、私がこの十分に

この目的のために努力をしてこなかったんじゃないかというふうに書いてありますのは

ね、ここに一つ実例として挙げますと、国連の子どもの権利委員会という、国連の子ど

もの権利条約を日本は批准をしておりますけれども、そこの権利委員会というところか

ら日本の学校教育に対しまして再三このような懸念事項、それから改善しなさいという

意見書がたくさん届けられております。これは何年かに一回批准をした国が集まりまし

てですね、自分の国の教育がどうなっておるか、たくさんの子どもたちやＮＧＯの団体

の方たちが、国連の場で発表しまして、それについて国連から意見書が来るというもの

ですが、それを国連ではどのように日本の教育がとらえられているかといいますと、ち

ょっと紹介をします。１９９８年に行われた国連子どもの権利に関する委員会における

日本国政府報告に関する審査、所見では、特に学校教育に関して多くの深刻な懸念と質

問が表明された。その最も根幹をなす見解というのは、一つ、教育制度の狭小主義的性

格及び体罰や政治活動の学校内外にわたる禁止によって代表される、その抑圧的性格（従

順さの強制）、そして、いじめ、不登校、自殺、さらには子どもの発達のゆがみの原因に

なっていること。このような教育制度となっている要因が、原因が学習指導要領による

教育内容統制に代表される政府による教師及び子どもに対する厳格な管理に求められる

ということ。そして、３番目に子ども、教師及び親などの関係者の主体的な協力による

教育を創造していくことが教育改革のかぎとなるはずである。このように教育現場のそ

の異常な競争主義とかいじめ、不登校、自殺などが解決、現実にされていない問題を国

連から指摘しております。教育基本法はこのようにあるわけですけれども、国のとって

きました教育行政というのは、学習指導要領で何回も改定をしまして、学習指導要領の

上位には教育基本法があるわけですけども、その上位法を凌駕してですね、学習指導要

領に日の丸、君が代などを書き込むことによって、学校を、教育を管理統制してきたと

いうふうな現実もありまして、そのことを指していると思います。 

  それから、愛国心ですかね。愛国心につきましては、二通りあると山﨑議員おっしゃ

いましたが、私は「愛国心」のあらわし方というのは１００人いれば１００人１００通
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りあると思います。それで、愛国心というのはだれにもあるものですし、その涵養とい

うことが今回言われておりますけれども、それを法律でこのように定めて、例えば福岡

県の小学校でありましたような、その愛国心をあらわす態度に３段階に分けて評価をつ

けて指導していくというふうな、これはやってはならない、内心の自由を侵すものだと

思っております。答えになりましたかどうか。 

○議長（西村成君）   ほかにありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村成君）   討論がありますので、まず初めに原案に反対の発言を許しま

す。討論はありませんか。 

  ２３番、竹平豊久君。 

○２３番（竹平豊久君）   ２３番、竹平です。意見書案第８号、「教育基本法改正」の

慎重審議を求める意見書の提出について反対討論を行います。 

  本意見書を読み解く限り判然としない、また主体性のないことから提出に反対するこ

ととして討論を行います。政府がさきに提出いたしました教育基本法改正案の全１８条

を読んでみますと、まず現行法に明記された個人の尊厳の尊重を継承するとともに、日

本国憲法にのっとりとの表現が残されております。これは基本的人権の尊重、平和の主

義、国民主権を三原則とする憲法の精神を普遍的ですぐれたものと認めた上で、基本法

との関係を明確に位置づけるためと考えます。さらに、教育の目的でも現行法を受け継

ぎ、人格の完成を掲げています。また、教育の目標には、主義や教養、情操、道徳心を

培い、健康な身体をはぐくむとともに、勤労や公共の精神、命を尊重し、環境の保全に

寄与するなどを養うことが掲げられています。これは、現在の教育の課題を明確に位置

づけたものと言えると考えます。教育の機会均等には障害のある人への配慮が明記され

るとともに、義務教育では将来の社会状況の変化に対応できるよう９年の年限規定が削

除され、また、現行法の男女共学はその趣旨が広く浸透したことから削除されておりま

す。新しい項目といたしましては、生涯学習の理念、大学、私立学校、教員、家庭教育、

幼児期の教育、学校、家庭及び地域住民等の相互連携教育、教育振興基本計画の８項目

が盛り込まれております。このうち、生涯学習では、超高齢化社会の到来も見据え、あ

らゆる機会、場所で学習ができ、その成果を生かすことのできる社会の構築を掲げてい

ます。大学に関しましては、学術の中心として専門性を高めるとともに、その教育成果

を社会に提供することが盛り込まれました。家庭教育につきましては、父母や保護者の

第一義的責任が明記されています。また、教育振興基本計画には、政府全体として教育

の施策を総合的に推進するものとなっております。そして、先ほどの質疑にもございま

した、この中で最大の焦点となったのが教育の目標に盛り込まれた、またこの本意見書

にもございます「愛国心」をめぐる供述でございますが、伝統と文化を尊重し、それら
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をはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発

展に寄与する態度を養うと表現されておりますが、この法案で言う国の概念には、政府

などの、いわゆる統治機構は含まないとされております。したがって、この場合の国と

は国家主義的な意味合いが強くなる、英語で言いますとネイションステイドではなく、

郷土的な意味のあるカントリーの表現に近いと理解するものでございます。 

  こうした点から、本意見書を読む限り、報道の引用、現場の声などに終始し、ポイン

トが絞れておりません。しかも、政府案は全１８条からなっていますし、また民主党が

５月２３日国会へ提出した日本国教育基本法案要綱には２１条からなっており、政府案

との相違点、教育のあるべき姿、将来構想などを対案として論議する姿勢を見せていま

すが、この意見書にはそうした主体性や具体性がなく、評論調であり、また一部をとら

えただけの事項からは全体枠からの問題は見えません。少なくとも、提出された改正法

案に対しての慎重審議を求めるというのであれば、法律に根拠のあるものとして全１８

条を総合的に踏まえ、その上で問題点を抽出し、くみ上げて、その集約を提起しなけれ

ば何の意味もなさないと考えます。したがいまして、意見書作成の折には、その点を十

分に認識した上で行わないと、意見書自体の大前提が崩れることになります。そうした

観点から、本意見書には反対をするものです。 

○議長（西村成君）   次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

  ２０番、久保信君。 

○２０番（久保信君）   ２０番、久保信です。私は、意見書案第８号、「教育基本

法改正」の慎重審議を求める意見書に賛成の立場で討論を行います。 

まず、教育基本法は教育の憲法と言われるほど重みのある法律であります。政府は、

基本法を全面的に改定する理由として時代の要請にこたえるためと言っています。とこ

ろが政府の文章をどこを見ても現在の基本法のどこが時代の要請にこたえられなくなっ

ているのか、一つの事実も根拠も挙げられておりません。少年犯罪、耐震偽造、ライブ

ドア事件など社会のありとあらゆる問題を教育のせいにして、だから教育基本法改定を

と言っていますが、これほど無責任な言い分はありません。今、子どもの非行や、いわ

ゆる学校の学力の問題、高い学費による進学の断念や中途退学、子どもや学校間の格差

拡大など、子どもと教育をめぐるさまざまな問題も解決することを国民が願っておりま

す。しかし、これらの問題の原因、教育基本法にあるのではなく、歴代の自民党政治が

基本法の民主主義的な理念を棚上げにし、それに逆行する競争と管理教育を押しつけて

きたところにこそあります。政府の改定案の何よりも重大な問題は、これまでの子ども

たち一人一人の人格形成、完成を目指す教育から、国策に従う人間をつくる教育へと、

教育の根本的目的を１８０度転換させようとしていることです。政府の改定案は基本法

に改めて第２条をつくり、教育の目標として国を愛する態度など２０に及ぶ徳目を列挙

し、その目標達成を学校や教職員、子どもたちに義務づけようとしております。政府の

改定案は、基本法に改めて第２条をつくり、長期の目標として学校や教職員、子どもた
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ちに義務づけようとしている。このことは改定案の第５条、義務教育でも、第６条、学

校教育でもさらに具体的に明記されています。ここに挙げられている徳目、それ自体に

は当然のようなことに見えますが、問題はそれを法律に書き込み強制することが許され

るものでしょうか。また、この問題は延べ７０回衆議院議員会館地下室で会議を行いま

したが、マスコミも非公開、資料もその都度回収して手元に置かないという、外部に徹

底して秘密で行われました。子どもたちの教育の問題は、何より現場の先生や保護者な

どに広く公開して行わなければならない問題であります。よって、原案に賛成の立場を

表明し、討論を終わります。 

○議長（西村成君）   次に、反対の方の討論はありますか。 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第８号を採決をいたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   賛成少数であります。よって意見書案第８号は、否決されま

した。 

  日程第５３、意見書案第９号、伊方原発のプルサーマル計画中止を求める意見書の提

出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。８番、森本珠城君。 

○８番（森本珠城君）   ８番、森本珠城です。意見書案第９号、伊方原発のプルサー

マル計画中止を求める意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市議会議長、西村成殿。提出者、香美市議会議員、

森本珠城。賛成者、同、山崎晃子。賛成者、同、門脇二三夫。賛成者、同、久保信。 

  意見書案を朗読させていただきまして提案理由にかえさせていただきます。 

（案文朗読） 

  以上です。どうかよろしくお願いいたします。 

【意見書案第９号 巻末に掲載】 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

  ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   提出者にお尋ねしたいと思います。 

  現在、伊方原発の方でプルサーマル計画が進められておるということでございますが、

現在、全国に敦賀ほか幾つかの原発があるわけですが、そういったところでのプルサー

マル計画はどのようになっているか。 

○議長（西村成君）   ８番、森本珠城君。 
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○８番（森本珠城君）   お答えいたします。 

  伊方以外のプルサーマル計画は、九州電力が上げておられます。そのほかは、今のと

ころございません。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村成君）   討論がありますので、まず初めに原案に反対の方の発言を許

します。討論はありませんか。 

  ２３番、竹平豊久君。 

○２３番（竹平豊久君）   ２３番、竹平です。 

  意見書案第９号、伊方原発のプルサーマル計画中止を求める意見書の提出について、

この意見書につきまして行政的見地からするとですね、意見書提出の議論以前に大きな

問題を含んでおり、そうした観点から反対討論を行います。すなわち、伊方原発と表現

していることは、この発電所の所在地である愛媛県並びに伊方町の町長、そして愛媛県

知事、伊方町議会からするとですね、高知県香美市議会はこのプルサーマル計画そのも

のの基本認識や審議経過を承知した上で対応しているのかといぶかしがられることです。

もっと言いますと、高知県香美市議会は何の意図を持ってこのような行動をとるのかと

思われることです。つまり、この計画は行政的にはどのような手順を経て今日に至って

いるのかを見てみますと、２年前にさかのぼりますが、平成１６年５月１０日に安全協

定に基づく愛媛県と伊方町へ事前協定の申し入れがあり、同年１１月１日愛媛県と伊方

町が申請を了解、原子炉設置変更許可申請が経済産業大臣に行われ、平成１７年７月２

７日、原子力安全保安員による１次審査が終了、２次審査のため経済産業大臣から原子

力委員会及び原子力安全委員会へ諮問、本年３月１６日、原子力安全委員会、３月２０

日原子力委員会からそれぞれ答申がなされ、３月２８日経済産業大臣より許可があり、

そして現在、経済産業大臣は安全性を議論する公開討論会を６月４日に伊方町で開催す

るとしています。また、愛媛県知事は、この討論会を受け入れの判断材料の一つとして、

結果を見て県独自の討論会の開催を検討するとの考えを示しております。 

  一方、国は３月に計画を許可していますが、愛媛県と伊方町が最終受入を了解するか

を焦点としております。そうした中で、伊方町議会では、議員２２人全員で構成する原

子力発電対策特別委員会を５月１７日に開催し、経済産業省の原子力安全保安員と資源

エネルギー庁の担当者がこの会に出席をいたしまして、国の安全審査の内容や結果、そ

してエネルギー政策などを説明し、安全性などについて質疑応答を行っております。ま

た、この日は、伊方町環境監視委員会にも同様の説明を行っております。 

  こうした経過と現在の動向からもわかるように、計画から導入まで国、愛媛県、そし

て伊方町が整然と手続きや審議を経て進行中の案件に対し、唐突に、しかも愛媛県や伊

方町の頭越しに高知県香美市議会が国に対してプルサーマル計画の中止を求める意見書
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を出すというのは、手順を経て結論を出すべく検討中の愛媛県や伊方町、そして伊方町

議会に対して余りにも礼を欠く行動ではないでしょうか。もっと言えば、提出者となる

香美市議会の品位と見識の問題にもかかわります。原子力にかかわる安全性や危険性に

ついて発信するのであれば、局地的な事柄をとらえて論ずるのではなく、日本地図を横

に置いて国全体枠の中で、つまり原子力行政全般に、そしてそれにかかわる環境や資源

など対極的に広い視野を持って行わないと、物事の本質を見誤ることになります。 

  以上、行政的見地からすると、提出議論以前の問題として、また行政の一翼を担う議

会人としての立場から、本意見書には提出を反対するものでございます。 

○議長（西村成君）   次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

  １５番、門脇二三夫君。 

○１５番（門脇二三夫君）   １５番、門脇です。意見書案第９号、伊方原発のプルサ

ーマル計画中止を求める意見書の提出について、賛成の立場で討論をさせていただきま

す。 

  私は、旧物部村時代から山、川の環境問題を中心に活動をしてまいりました。このき

っかけとなったのは、旧土佐山田町、香北町、物部村の合併の時点であります。当時、

私たちの村の議員定数は１２名ということで、その１２名が３名の４班に分かれてそれ

ぞれ住民のアンケートをとってきたところであります。そして、そのときの住民の意見

として、大栃の中学校、小学校、高校はどうなるろうか。自分たちの足はどうなるろう

か、確保できるのだろうか、そういう不安を持っておられました。そして、私はそのと

きに皆さんの意見集約、私と皆さんの意見集約として過疎地に対する配慮に不安という

ことが一つのテーマとして出てきました。そして、そのときにいかに物部の方々にとっ

て明るいニュースがないかということを、一生懸命調べてまいりました。ちょうどのそ

のときにマスコミを通じて京都議定書が批准をされるのか、そして日本は２００８年か

ら２０１２年の５年間に６％の炭酸ガスを削減をする必要がある。そして、そのうちの

３.９％を森林に負荷をさせるということが言われておりました。そして、平成１２年に

は林野庁から、そして平成１３年には日本学術会から日本の森の多機能面、この前も一

般質問のときで言わせていただきましたが、林野庁は７４兆円、日本学術会議は７４兆

９,０００億円という数字が出ました。そして、私がその中で果たしてそしたら物部の

山々というのはどれくらいの価値があるかということで調べてまいりました。極端に言

いますと、環境問題の方から賛成の討論というふうになるわけですけれども、私は現在

原子力発電所が果たしてきた役割というのは、日本の産業を支え、そして一般の家庭の

電力事情にこたえるための一つの方策であったというふうに、そしてその評価はしてい

ます。しかしながら、現在世界の先進国というのは脱原子力発電ということが言われて

います。特にですね、ドイツでは、前のシュレーダー首相が２０００年からいろいろな

産業界と協議をし、２００２年２月に原発法を成立をさせました。そして、そのときに

ドイツの原子力発電の発電能力はドイツの電力需要量の３分の１を示してましたが、２
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０２０年に１９基ある発電所をすべて廃止をするという方向づけをされました。そして、

現在のメルケル首相は、地方選挙のときに自分の公約として、原発行政は続けますとい

うことをおっしゃっておられましたけれども、国民の７０％は原子力発電に反対だとい

うことで、前シュレーダー首相の行われた道をたどるとしています。そして、そのドイ

ツが何で原発を全部廃止をするのかということになったのが、ドイツの南西部のスイス

に国境を接しますシェーナウという町であります。ここは人口２,０００名のところで、

１９８６年に起きたチェルノブイリ発電の事故のために放射能の被害を受けました。そ

して、そこに住む女性、二児の女性が、お母さんが、このままでは子どもたちを殺すこ

とになるということで、太陽発電と風力発電に切りかえました。１９９７年に、それま

であった電力会社の送電線を買い、その町の各家庭へ電力を供給をしています。そして、

このそうした動きが日本にもございます。岩手県の葛巻町というところは、畜産と林業

の町であります。そして、林野地は８６％、そこの家畜のふん尿でガスをつくり、そし

て風力による発電、太陽による発電を行っています。その一つの新エネルギーの理念と

いうのはですね、太陽と風は天の恵み、そして風と森と牛ふん堆肥は地の恵み、そして、

文化、伝統は人の恵みとして、新しいエネルギー政策に取り組んでおられます。そして、

電力を初めそうしたガス含めて８０％を自分の町の中で生産をしておられます。国の政

策の中でもいろんな間違いがあります。私は、一般質問の中で森林組合法を改正し森林

組合の経過を強化しても森の再生にはつながらないということを言いました。それは森

林の整備に対する予算が必要であります。そして、現在国、県については集団施業とい

う格好で山の手入れを進めています。しかし、本市含め日本のほとんどの山林施業者は

３ヘクタール、５ヘクタールの小さい規模であります。そして、その山は点在をしてい

ます。３０ヘクタール、５０ヘクタールの山林を手入れをするために、３０人、４０人、

５０人の地権者の了解を得なければいけません。 

○議長（西村成君）   門脇議員、簡潔にお願いします。 

○１５番（門脇二三夫君）   すいません。そのことは、やはりいろんな行政の誤りも

ありますし、そういったことを改善をしていくのが我々の、議員の役割でもあるだろう

と思います。今、私たちが子どもたちに、香美市の明日を担う子どもたち、日本の明日

を担う子どもたちには大変な負担をかけています。日本の国家予算の１０年に、一般会

計の１０年間に及ぶぐらいの金額を負担をかけることになりました。そして、今、この

環境の問題で負荷をかけることは、私は許されないというふうに思っています。できる

だけ子どもたちが健全で健やかに育つ環境面を整えることが私たちに残された使命では

ないか、そして、これが大人の使命ではないか、そして、私たちは議会という立場にお

りますので、それを意見書として提案をすることは、私は何の不都合もないというふう

に思っていますので、これで私の賛成の討論とさせていただきます。 

○議長（西村成君）   次に、反対の方の討論ありますか。 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 



－63－  

「あります」という声あり 

○議長（西村成君）   反対？賛成はもう…。反対賛成、反対賛成でいきますので。 

  ほな簡潔に。今言うたのは反対ですので、反対じゃない。 

「賛成」という声あり 

○議長（西村成君）   それでは賛成の方の討論はありますか。 

  １１番、片岡守春君。簡潔にお願いします。 

○１１番（片岡守春君）   １１番、片岡です。私は、意見書案第９号、伊方原発のプ

ルサーマル計画中止を求める意見書案に賛成の立場で討論を行います。 

四国電力は、伊方原発で危険なプルサーマル計画を進めています。伊方原子力発電所

の１号機は、昨年１２月２３日、排気管に１２カ所のひびが見つかり、うち４カ所は貫

通していました。２号機も発電した後の蒸気を冷やす復水器に穴が開き、海水が漏れる

事故があったばかりです。また、プルサーマルが予定されている３号機も昨年３月に放

射能漏れの事故が起きています。プルトニウムは、今使っているウランに比べて放射能

性が１万倍から１億倍の毒性があり、原発の制御が難しくなる上、事故でもあればチェ

ルノブイリの規模を超す被害があると予測されます。この毒性の高いプルトニウムを老

朽化の進む伊方原発で燃やすプルサーマル計画は、極めて無謀なものです。関係住民か

らは、批判と不安の声が上がっているところです。愛媛県議会では、四国電力の申請書

を検証もしていない実態が明らかになりました。県側は四国電力の一方的な宣伝でなく、

県民の疑問に答える説明を行わなくてはなりません。そして、安全性の保障されていな

いプルサーマル計画は中止、自然エネルギー開発など持続可能な循環型の代替エネルギ

ーの転換を進めるべきです。いつ地震が起こるかわからないときに、伊方原発沖に活断

層が３本もあるというのに、議会は不測の事態も考え、住民の命と財産をどう守るか考

えなくてはならないのではないでしょうか。この立場で賛成の討論とします。 

○議長（西村成君）   次に、反対の方の討論はありますか。 

「進行」の声あり 

○議長（西村成君）   それでは、討論なしと認め討論を打ち切ります。これで討論

を終わります。 

  これから、意見書案第９号を採決をいたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   賛成少数であります。よって意見書案第９号は、否決されま

した。 

  日程第５４、意見書案第１０号、関係自治体と合意のない日本側の多額の経費負担と、

騒音や安全対策が明確でない在日米軍の再編強化について慎重な対応を求める意見書の

提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。１２番、笹岡 優君。 
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○１２番（笹岡 優君）   １２番、笹岡 優です。意見書案第１０号、関係自治体と

合意のない日本側の多額の経費負担と、騒音や安全対策が明確でない在日米軍の再編強

化について慎重な対応を求める意見書の提出について、提案説明を行います。 

  さきの一般質問でもありましたように、今回のこの在日米軍再編強化というのは、ア

メリカの新戦略、１０、３０、３０目標という展開が必要と生じた場合は、世界のいか

なる場所へも所要の戦力を１０日以内に展開し、敵を３０日以内に撃破し、その後３０

日以内に次の場所への戦闘が可能になる米軍にしよう、これがアメリカの１０、３０、

３０目標作戦です。そしてその再編の五原則が１、同盟国の役割を強化、２、俯瞰性に

対応するために柔軟性を高める。３、担当地域内のみならず地域を超える能力を持つ。

４、迅速に移動展開できる能力を開発。５、数ではなくその目的が達成できる能力を重

視するという、まさにアメリカがなぜこういう世界戦略を勝手に決めることができるの

でしょうか。今、世界規模で共同と連帯、そして平和を求める流れが大半になっている

のに、アメリカは、自国の利益のために他国民を抑圧し、行動するということが許され

ることでしょうか。さきの議会でも、今回の在日米軍再編強化には、全国１０３の自治

体から反対の声が起こってます。戦後６０年もたっても、日本の国に基地を置き続け、

そしてそれを国民の税金によって再編強化を進めていく。特に今回在日米軍再編強化で

は、ワシントン州にある米軍陸軍第一司令部を神奈川県の座間に移設し、そこに陸上自

衛隊中央即応集団司令部を併設する。そして、特にこの地域には一番関係する山口県の

岩国に、厚木に配備する空母艦載機１３０機を岩国に配備し、房総半島からまさにこの

土佐のリマ海域まで空母の練習区域とし、岩国から１３０機の戦闘機が離発着訓練で空

母に飛んでいく、こういう事態になれば、まさに日本の、この高知のそういう基地化が

どんどん進められます。今、宿毛湾にイージス艦ラッセルが入港してますが、まさにこ

の空母を護衛するための地ならしが、今回のイージス艦の配備です。そういうことを踏

まえまして、原案を読み上げ提案したいと思います。 

  意見書案第１０号、関係自治体と合意のない日本側の多額の経費負担と、騒音や安全

対策が明確でない在日米軍の再編強化について慎重な対応を求める意見書の提出につい

て。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市議会議長、西村成殿。提出者、香美市議会議員、

笹岡 優。賛成者、同、片岡守春。賛成者、同、大岸眞弓。賛成者、同、山崎晃子。 

（案文朗読） 

  臨時議会がない限り、私自身も最後の意見書の提出となると思いますので、気持ちよ

くすっきりと賛同いただければ幸いであります。よろしくお願い申し上げまして、提案

とさせていただきます。 

【意見書案第１０号 巻末に掲載】 
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○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

  ２３番、竹平豊久君。 

○２３番（竹平豊久君）   ２３番、竹平です。 

  今、提出者の笹岡議員さんからのお言葉ではないですが、確かにこの意見書はよくで

きております。ただですね、若干考え方の違いか、認識の違いか、食い違うところがあ

りますので、提案者にお聞きします。この前段の新たな段階に入る、これは確かに懸念

をされておりまして、指摘として具体的に何を意味するのか、またそれによって日本の

役割はどう変化していくのかというようなことが心配されておりますが、これに対しま

してですね、麻生外相が日米安保体制を一層強固なものとし、今日の安全保障環境にお

けるさまざまな課題に日米が協力し、対応していくのが趣旨であるということで、日本

が自国の防衛と周辺事態に対応するなどの日米安全保障体制のもとの基本的な考え方に

変わりはないと述べております。つまりですね、外相はですね、日米安全保障条約のも

と、基本的な考え方は変えてないということを述べておりますが、この文中の前段に「安

保条約でも許されない」という字句が若干ひっかかりますので、その点のご説明をよろ

しくお願いします。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   日米安全保障条約というのは、日本の、竹平議員もご存じ

だと思いますが、自衛隊は専守防衛ですわね。ですから、そういった日米安全保障条約

も日本の周辺となってます。ところが、先ほど示したとおり、アメリカ戦略というのは

地球規模で今やってるわけです。これ高知新聞ですのでね。ですから、今回のあれは地

球規模ですので、それと軍事一体化をつくるということは、アメリカの軍事一体行動力

にですね、日本は。だから額賀防衛庁長官がなぜ新たな段階に入るということは、まさ

にそういうことを示しているわけで。それはこれまでの日米安全保障条約の概念をね、

超法規的に広げたことになるわけですので、日米安全保障条約のこれまでの内容とも逸

脱した内容になっているというのがですね、この見解の中身です。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

  ２３番、竹平豊久君。 

○２３番（竹平豊久君）   ２３番。 

  ただいま、ご回答いただきました。それはですね２プラス２、安全保障協議委員会、

このことと今の答弁に関連をするのではないかと思いますが、確かにこの点もですね懸

念をされております。この２プラス２によりまして協力をですね、日本側が、際限なく

やらないための歯どめが必要でないかということが指摘をされております。これに対し

ましても、首相です、小泉首相ですが、具体的な協力は日米両国がそれぞれの国益に基

づき、またおのおのの法的、政策的枠組みのもとで主体的に判断をするというように述

べておりまして、今、笹岡議員が言われたようなその地球規模とかどうこうとかいう問
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題でも、要するに、いわゆる日米安全保障とそれにまつわるですね日本国の国益にかか

わる問題ととらえてはどうでしょうかというふうに思いますが、その点どうでしょうか。 

○議長（西村成君）   １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   日本の国益をまず考えるのであればですね、日本は唯一の

被爆国ですので、アジア地域との憲法９条を生かした平和外交を続けることが最も日本

の国益になるし、アジアの発展につながることはもう明らかです。今、中国や韓国やア

ジア地域の方々と、日本は経済的に本当につながってます。そこのところとアメリカと

一緒になって軍事行動を起こすことがどういう事態を招くのか、もうそのことはですね

火を見るよりの明らかやと思います。ですから、アメリカのやってることは、あのイラ

クの戦争は大義名分ももうなくなってるんじゃないですか。なくなってるのにまだ戦争

を続けてるという国なんです。本来撤退されんといかんですわね。ですから、それをや

ってるという国の価値観と、日本は憲法第９条の価値観は軍事の一体化で進めるという

ことは、まさに日本の戦争かいくさ道じゃないかということです。それにのめり込んで

いくということで、もう既に実態は私もさきの議会でも、質問でも入れましたが、グア

ムでは自衛隊は爆弾投下訓練をしているということを含めて、なぜ専守防衛の国が爆弾

投下訓練をする必要があるのかということも含めてですね、実態としては大変危険な方

向にもう既にいっていると。後から法律が追いかけていってると。そのためには、先ほ

ども議論がありましたが、教育基本法や憲法９条までもう既に国民投票法を含めてです

ね、議会の場に、国会の場に提出してくるという事態になってきてます。これはまさに

平和をおびやかす戦後政治６０年たった中での大きな岐路に立たされてるという判断を

します。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１０号を採決をいたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   賛成少数であります。よって意見書案第１０号は、否決され

ました。 

  日程第５５、意見書案第１１号、出資法の上限金利の引き下げ等、「出資の受入、預り

金及び金利等の取締りに関する法律」及び「貸金業の規制等に関する法律」の改正を求

める意見書の提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。２６番、原 心一君。 

○２６番（原 心一君）   ２６番、原 心一であります。 
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  意見書案第１１号、出資法の上限金利の引き下げ等、「出資の受入、預り金及び金利等

の取締りに関する法律」及び「貸金業の規制等に関する法律」の改正を求める意見書の

提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市議会議長、西村成殿。提出者、香美市議会議員、

原 心一。賛成者、香美市議会議員、石川彰宏。賛成者、同、西山 武。賛成者、同、

大石綏子。 

  案文の朗読をもって提案理由にかえさせていただきますので、よろしくお願いをいた

します。 

（案文朗読） 

  どうかよろしくお願いをいたします。 

【意見書案第１１号 巻末に掲載】 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（西村成君）   討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１１号を採決をいたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって意見書案第１１号は、原案のと

おり可決されました。 

  日程第５６、意見書案第１２号、不安定雇用の禁止を求める意見書の提出についてを

議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。１９番、幾井洋一君。 

○１９番（幾井洋一君）   １９番、幾井洋一でございます。 

  意見書案第１２号、不安定雇用の禁止を求める意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し下記の意見書

を提出します。 

  平成１８年５月２５日提出。香美市議会議長、西村成殿。提出者、香美市議会議員、

幾井洋一。賛成者、同、久保信。賛成者、同、森本珠城。賛成者、同、山崎晃子。 

（案文朗読） 

  この議案で不安定雇用と申しますのは、不正規雇用という言い方もされておりまして、
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ちょっと一面的な立場で書いておりますことをお許しいただいて、賛同いただきたいと

思います。 

【意見書案第１２号 巻末に掲載】 

○議長（西村成君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

  ３３番、宮地盾騎君。 

○３３番（宮地盾騎君）   提出者にお尋ねしたいと思いますが、この本文の１ページ

目の終わりに違法行為への是正指導を行ったことが明らかになったということですが、

この違法行為ということについて、ちょっと具体的に明らかにしていただきたい。 

○議長（西村成君）   １９番、幾井洋一君。 

○１９番（幾井洋一君）   はい、答弁をいたします。 

  派遣事業でありましたら、１年を経過すれば正式に雇用しなくてはいけなくなってお

ります。それをしなかったり、請負関係でありましたら、請負業といいますか、そちら

の方で労働者の労働内容を指図せないけません。派遣されているその会社の職員の指導

は受けてはいけなくなっておりますが、そういうことが平然と行われておるということ

でございます。 

○議長（西村成君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（西村成君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（西村成君）   討論がありますので、まず初めに反対の発言を許します。討

論はありませんか。 

  ２３番、竹平豊久君。 

○２３番（竹平豊久君）   討論、最後になりました。しばらくご静聴お願いします。 

  意見書案第１２号、不安定雇用の禁止を求める意見書の提出についてですね、本意見

書は労働法制からすると認識不足が否めないことから反対討論を行います。 

  つまり、末尾にある労働者の尊厳と幸福追求権、生存権を保証する立場で労働基準法

を改正とある点でございます。これを踏まえて、意見書全体の内容から照らしてみます

と、短絡的にですね基準法改正の主張をする前に、こうした現在起きている個別のさま

ざまな労働紛争を解決する制度があることを認識すべきだと考えます。つまり、本意見

書にもある先ほどの質疑がございました違法行為による労働紛争を解決する制度として、

本年４月からスタートした労働審判制度があることです。この制度は、今まであった強

制力を伴わない労働紛争処理制度の新しい受け皿といたしまして、地方制度改革から実

現いたしました強制力を持った制度でございます。この制度の概略を申しますと、まず、

労働紛争が起きた場合、各都道府県の地方裁判所の担当窓口に申し立てを行い、それに

よって相手の企業を呼び出し、応じない場合は過料を課します。そして、審理は労働審

判委員会が担当いたします。この構成メンバーは裁判官がなる審判団１名、組合や企業
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の人事担当経験者など労使双方から選ばれた民間人がなる審判員２名で構成されており

ます。ちなみに、最高裁判所はこの審判員を全国で９９７名任命をしております。この

委員会は公正中立の立場から、原則３回、３～４カ月で調停が審判の結論を出すことに

しており、その間に当事者間の調停を目指します。調停がまとまらない場合は、委員会

は審判を開始し、審判の内容に対し双方異議がなければその紛争は解決することとなり

ます。これは裁判所の和解と同様の法的拘束力を持ちます。しかし、審判に不服がある

一方の当事者から異議申し立てがあった場合は、自動的に民事裁判に移行します。つま

り、決着がつくまで企業側も逃げることができないわけでございます。ちなみにですね、

この制度が発足して１カ月になりますが、最高裁のまとめによりますと、全国で申し立

て件数が９３件にのぼっているということです。労使間でふえ続けている個別のトラブ

ルをスピード審理で強制力をもって解決し、しかも費用は民事訴訟に比べて安い、労働

審判制度は紛争解決への新たな切り札とされております。 

このような制度が発足している現在、あたかも労働法制が何も改善されていないよう

な言い回しで労働基準法の改正を求める意見書を提出するというのは、労働法制全般に

わたる認識不足であることから、提出には反対をするものです。 

○議長（西村成君）   次に、原案に賛成の方の発言を許します。 

  ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   ３番、山﨑龍太郎。意見書案第１２号に賛成の立場で討論

いたします。 

  雇用者の中で非正規雇用の割合は、ずっと２割程度で推移してきました。若者も'９０

年代半ばまで２割程度で他世代との違いはございませんでした。それが'９０年代末から

急激にふえ始めたのです。そして非正規雇用の増大と低所得による生活の悪化を示す指

標の増大は同時に進行しております。派遣やパートなどの非正規雇用の特徴は、低賃金

というだけではありません。もう来なくていい、契約更新をしないなどの一言で仕事を

失うという極めて不安定な雇用であり、有給休暇や社会保険加入などの権利も踏みにじ

られているという劣悪な労働条件で働かされているのです。また、働く側にとって最も

深刻なのが数カ月単位の短期雇用契約を繰り返す短期反復雇用があります。裁判の判例

でも厚労省の見解でも、短期の雇用計画を繰り返せば、期間を定めない雇用とみなすと

されています。しかし、実態は雇用契約を数カ月単位にすることでいつでも解雇できる

ようにしておき、気に入らなければ取りかえるという物扱いの働かせ方が横行している

わけです。また、労働者がどんな働き方をしていても会社が責任を負うことのない請負

労働も実際ございます。製造業の現場で働く請負労働者は１００万人ものぼるとされ、

大企業の約８割で請負労働者を利用していますが、派遣労働者を含め多くの非正規雇用

が短期反復雇用になっています。さらに有給休暇や厚生年金や健康保険、雇用保険など

の加入の権利も条件を満たしていても認めないという場合が多く見受けられます。この

現実を改善することが早急に求められています。 
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  以上の点を述べ、賛成討論といたします。 

○議長（西村成君）   次に、原案に反対の方討論ありますか。 

○議長（西村成君）  それでは、原案に賛成の方の討論ありますか。 

  １２番、笹岡 優君。 

○１２番（笹岡 優君）   １２番、笹岡 優です。意見書案第１２号、不安定雇用の

禁止を求める意見書の提出について、賛成の立場で討論を行います。 

  本来、今日本の雇用がこれぐらい悪化されてきた最大の原因が'９６年人材派遣自由化

ということで、アメリカは日米規制改革及び競争政策イニシアティブということで、日

本政府にアメリカ政府の年次改革要望書を突きつけてきました。その中で、'９９年から

２００４年まで労働法制の改正、まさに後退が起こりました。私たちが今考えなければ

ならないのは、若者の雇用がこれぐらい不安定になっているということは、まさに日本

の未来にとって、そして地域の未来にとっても大変深刻な事態になってるということを、

本当に真正面から見なければなりません。子どもたちの将来に対する不安、生活設計等

を含めて破壊している現在の状況をですね考えて、こういう労働法制を本当に国民の立

場に立った見直しをすることが大切です。 

  もう一つ、この間のやられたことは、人材、人を減らせば減らすほど減税するという

産業再生法ということです。今、トヨタは２１兆円という莫大なぼろもうけしてます。

２１兆円というのは国家予算の４分の１をトヨタはもうけてます。私自身の勤めていた

会社でもそうでしたが、トヨタの看板方式というやり方はですねむちゃくちゃな下請い

じめ含めてやってきます。ですから、そういう不安定雇用や下請いじめ等でぼろもうけ

のぼろをしているという、ここに規制を加えなければ本当に雇用の安定はできません。

格差社会をどんどん広げ、都市と地方との格差を広げる。そして、高額所得者と国民と

の格差を広げるというこの格差社会を抑えるため、改善するためにも、若者を中心とす

る雇用の安定というのは不可欠と考えます。特に、労働審判制というのはまさにそうい

う国民の批判の声をそらす一つの対症療法であって、根本的な解決にならないと考えま

す。 

  以上の点を踏まえて、今回の不安定雇用の改善を求める意見書は大変すばらしい内容

であるし、その必要性を考え、賛成討論を終わります。 

  以上です。 

○議長（西村成君）   これで討論を終わりたいと思いますがご異議ありますか。 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１２号を採決をいたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   賛成少数であります。よって意見書案第１２号は、否決され

ました。 
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  お諮りします。日程第５７、同意第１０号から日程第６１、同意第１４号までは人事

案件でありますので、本日他の案件と分離し、会議規則第３７条第２項の規定により委

員会付託を省略し、本会議方式により審議採決したいと思います。これにご異議ありま

せんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  日程第５７、同意第１０号、助役の選任につき同意を求めることについてを議題とし

ます。 

  まず、執行部から提案理由の説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第１０号、助役の選任について。 

  香美市助役に下記の者を選任したいから、地方自治法第１６２条の規定により議会の

同意を求める。 

  住  所  香美市土佐山田町間１５７０番地 

  氏  名  石川晴雄 

  生年月日  昭和１９年４月１２日 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、新たに香美市助役を選任しようとす

るものです。 

  参考資料として別紙に職歴等添付しておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  人事案件でありますので、手を垂直に上に挙げていただくように再度お願いしておき

ます。 

  これから、同意第１０号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   賛成多数であります。よって、同意第１０号は、原案のとお

り同意することに決定しました。 

  日程第５８、同意第１１号、収入役の選任につき同意を求めることについてを議題と

します。 

  まず、執行部から提案理由の説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第１１号、収入役の選任について。 

  香美市収入役に下記の者を選任したいから、地方自治法第１６８条第７項の規定によ
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り議会の同意を求める。 

  住  所  香美市香北町韮生野３２８番地 

  氏  名  明石 猛 

  生年月日  昭和２４年１月１日 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、新たに香美市収入役を選任しようと

するものです。 

  参考資料といたしまして別紙に職歴等添付しておりますのでよろしくお願いをいたし

ます。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第１１号を採決をいたします。本案を原案のとおり同意することに賛

成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   賛成多数であります。よって、同意第１１号は、原案のとお

り同意することに決定をいたしました。 

  ここで、暫時休憩いたします。 

（午後５時３５分 休憩） 

（午後５時３８分 再開） 

○議長（西村成君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  ここで、先ほど選任、同意をいただきました助役、収入役からごあいさつをいただき

たいと思います。 

  初めに、石川助役からごあいさをお願いいたします。助役、石川晴雄君。 

○助役（石川晴雄君）   皆さん、こんにちは。私、ただいまご紹介にあずかりました

石川晴雄でございます。香美市も発足いたしまして、早くも３週間を過ぎようとしてお

ります。この間、議員各位を初め、また執行部の皆様方のご協力、またご労苦をいただ

いておりますことに、まずお礼を申し上げます。ただいまの議会におきまして、私、図

らずも助役という役職を拝命をいたしました。大変皆様方のご同意を賜りましてまこと

にありがとうございます。非才、微力ではございますけれども、初代門市長を補佐い

たしまして、輝き・やすらぎ・賑わいのまちづくりに向けて微力ではございますが取り

組んでまいりたいということを、心新たにいたしております。どうか今後も皆様方のご

指導、ご鞭撻のほどをよろしくお願い申し上げますよう、ここでお願いを申し上げまし
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て、あいさつとさせていただきます。よろしくお願いします。 

（拍  手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございました。今後ともよろしくお願いいたしま

す。 

  続きまして、明石収入役からごあいさつをいただきたいと思います。よろしくお願い

します。 

○収入役（明石 猛君）   きょうは、議長さんから後があるきに短うによというふう

に冒頭気合いを入れられましたので、短くやらせていただきます。 

  今日付になろうかと思いますが、収入役を拝命をいたしました明石 猛でございます。

格別のご高配によりましてご同意を賜りました。まことにありがとうございます。また、

私、もちろん浅学非才でございます。特に力がない者がというふうに自分でもそういう

ふうに思っております。今後努力をしていかなければというふうに考えております。ま

た、合併直後といいますか、新市が発足をしてすぐでございますので、市長の考え方を

十分受けとめて、一緒に新しい市が発展をしますように努力をしていきたいというふう

に考えておりますので、どうかご指導、ご鞭撻のほどよろしくお願いを申し上げます。

まことに簡単でございますが、ごあいさつとさせていただきます。どうかよろしくお願

いします。 

（拍  手） 

○議長（西村成君）   ありがとうございました。今後ともよろしくお願いいたしま

す。 

  以上で助役、収入役の就任のごあいさつを終了いたします。 

  日程第５９、同意第１２号、監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見

を有する者）を議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第１２号、監査委員の選任について。 

  下記の者を香美市監査委員に選任したいから、地方自治法第１９６条の規定により議

会の同意を求める。 

  住  所  香美市土佐山田町宮ノ口６７１番２地 

  氏  名  大岸啓郎 

  生年月日  昭和４年１２月１１日 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、新たに香美市監査委員を選任しよう

とするものです。 

  参考資料として別紙に職歴等添付しておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４
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項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第１２号を採決いたします。本案を原案どおり同意することに賛成の

方は挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第１２号は、原案のとお

り同意することに決定しました。 

  日程第６０、同意第１３号、監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見

を有する者）を議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第１３号、監査委員の選任について。 

  下記の者を香美市監査委員に選任したいから、地方自治法第１９６条の規定により議

会の同意を求める。 

  住  所  香美市香北町小川３３９番地 

  氏  名  福留通彦 

  生年月日  昭和１８年３月１４日 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、新たに香美市監査委員を選任しよう

とするものです。 

  参考資料といたしまして別紙に職歴等添付しておりますのでよろしくお願いいたしま

す。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第１３号を採決いたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第１３号は、原案のとお

り同意することに決定しました。 

  日程第６１、同意第１４号、監査委員の選任につき同意を求めることについて（議会

選出者）を議題とします。 

  地方自治法第１１７条の規定により、３５番、中澤愛水君の退席を求めます。 

（３５番、中澤愛水君 退場） 
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○議長（西村成君）   まず、執行部から提案理由の説明を求めます。総務課長、鍵

山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   同意第１４号、監査委員の選任について。 

  下記の者を香美市監査委員に選任したいから、地方自治法第１９６条の規定により議

会の同意を求める。 

  氏  名  中澤愛水 

  住  所  香美市土佐山田町植７５１番地 

  生年月日  昭和１６年８月５日 

  平成１８年５月２５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案理由、町村合併による香美市の設置に伴い、新たに香美市監査委員を選任しよう

とするものです。 

  参考資料といたしまして別紙に議会暦等添付しておりますのでよろしくお願いいたし

ます。 

○議長（西村成君）   説明が終わりました。 

お諮りします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第４

項第２号により質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって、さよう決定をいたしました。 

  これから、同意第１４号を採決いたします。本案を原案のとおり同意することに賛成

の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（西村成君）   全員賛成であります。よって、同意第１４号は、原案のとお

り同意することに決定をいたしました。 

  ３５番、中澤愛水君の入場を許可します。 

（３５番、中澤愛水君 入場） 

○議長（西村成君）   日程第６２、選挙管理委員会委員及び同補充員の選挙につい

てを議題とします。本選挙については、現在の選挙管理委員会委員の任期が本年３月１

日の市町村合併に伴って、地方自治法施行令第４条第１項の規定に基づいた暫定的選挙

管理委員であるため、地方自治法第１８０条の５及び同法１８０条並びに同法１８２条

の規定に基づいて各々４人ずつの選挙管理委員会委員及び選挙管理委員会委員補充員を

選挙する必要があります。 

  お諮りします。選挙の方法については、地方自治法第１１８条第２項の規定によって

指名推薦したいと思います。これのご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。したがって、選挙管理委員会委員及び

同補充員の選挙は指名推薦で行うことに決定しました。 
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  お諮りします。指名の方法についてはお手元に配付してあります候補者名簿によって

議長が指名することにしたいと思います。これにご異議ございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。したがって候補者名簿によって議長が

指名することに決定をいたしました。 

  初めに、選挙管理委員会委員を指名いたします。 

  １番、濵田貞一君、２番、森田鉄夫君、３番、松尾禎之君、４番、西 幸恵君、以上

の方を指名いたします。 

  お諮りします。ただいま議長が指名しました方を選挙管理委員会委員の当選人と定め

ることにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。したがって、ただいま指名しました濵

田貞一君、森田鉄夫君、松尾禎之君、西 幸恵君、以上の方々が選挙管理委員会委員に

当選されました。 

  次に、選挙管理委員会委員の補充員を指名いたします。 

  第１位、田中康博君、第２位、水田義郎君、第３位、熊瀬東作君、第４位、村田珠美

君、以上の方を指名いたします。 

  お諮りします。ただいま議長が指名しました方を選挙管理委員会委員の補充員の当選

人に定めることにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。したがって、ただいま指名しました第

１位、田中康博君、第２位、水田義郎君、第３位、熊瀬東作君、第４位、村田珠美君、

以上の方々が選挙管理委員会委員の補充員に当選されました。 

日程第６３、閉会中の所管事務の調査についてを議題とします。 

お手元にお配りしました閉会中の所管事務調査の申出書及び別表のとおり、会議規則

第９９条の規定によって、各常任委員会及び特別委員会から閉会中の所管事務調査及び

継続審査について申し出がありました。 

  お諮りします。各常任委員会及び特別委員会から申し出のとおり、閉会中の所管事務

調査及び継続審査を実施することにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（西村成君）   異議なしと認めます。よって各常任委員会及び特別委員会か

ら申し出のとおり、閉会中の所管事務調査及び継続審査を実施することに決定しました。 

  以上で、今期定例会に付された事件はすべて議了いたしました。 

  閉会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。 

  ５月１１日に市長の招集により開会されました平成１８年第３回香美市議会定例会も、

本日までの１５日間でありましたが、議員各位の慎重な審査と審議の結果、平成１８年
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度香美市一般会計予算等についてそれぞれ適切な議決がなされました。 

  また、香美市議会議員として、この任期中は最後の議会定例会でありましたが、一般

質問につきましても２６名の議員から通告がありまして、門新市長に対する政治姿勢

や行財政問題、福祉、医療、教育、農林業、商工業、観光産業、建設都計、公共下水、

環境等々行政全般にわたって質問がなされました。 

  そうした中で、本議会定例会には、議員各位の格段のご協力を賜り、スムーズな議会

運営ができましたことを、ここに閉会できますことを感謝とお礼を申し上げます。 

また、本議会定例会には香美市市政の今後の推進に欠かせない重要な人事案件であり

ます助役、収入役につきましても市長から提出されまして、石川晴雄助役、明石 猛収

入役が選任をされました。さらに教育委員、監査委員につきましても選任をされ、いよ

いよ香美市政が本格的にスタートすることになりました。それぞれ香美市政発展のため

にまい進されますことをお願いをいたします。これからの市政は、一般質問でもなされ

たように、庁舎の建設や保育の統合、物部の災害復旧や大宮小の改築問題など多くの重

要課題が山積をしていますが、我々議員はこの任期最後の議会定例会でありますので、

執行部では早急な取り組みをされるように要望するところであります。議員各位におか

れましては、この任期最後の議会定例会でありましたが、議会が終われば次期選挙への

出馬準備をされる方、また今期限りで引退される方もおいでるやにうかがいをいたして

おります。いずれにいたしましても、９月２３日まで任期がありますので、これから夏

に向かって暑さも厳しくなってまいりますので、健康に十分留意をされまして、市政の

発展に格段のご活躍をされますようにお祈りをいたします。 

また、執行部におかれましても合併直後で何かとご多忙でありましょうが、これまた

体が資本でありますので、健康には十分留意せられ、市政の発展にまい進されますよう

にお願いをいたします。 

さて、議会定例会の最後でありますので、執行部、議会議員の各位にお願いいたしま

すが、香美市として合併した上には、市民全体が融和を図り、お互いに尊重し合うこと

が最も大切であります。それを実行することにより「輝き・やすらぎ・賑わいをみんな

で築くまちづくり」が実現すると考えます。そのお手本になるのが職員、執行部、議会

議員であるということを常に心がけてほしいと思っていますので、よろしくお願い申し

上げまして、閉会に当たり私のごあいさつといたします。 

ここで、市長、門槇夫君よりごあいさつがあります。市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   閉会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。 

５月１１日に開会をいたしました平成１８年第３回香美市議会定例会も、議長の円滑

な議会運営と議員各位のご協力によりまして、今期定例会に提案をいたしておりました

議案に対し、慎重なるご審査をいただき、ここに全議案適切なるご決定をいただきまし

て、まことにありがとうございました。 

また、先ほどの追加提案を含め、各人事案件に対しましてもご同意いただきましたこ



－78－  

とを厚く御礼を申し上げます。新しい執行部体制も整いましたので、懸案事項を初め諸

課題に対して適切かつ迅速に対応してまいりたいと考えています。 

さて、私にとりまして本議会が市長就任後の初の定例会であり、また合併後の本格的

な議会でありました。そのようなことから、一般質問には２６名の議員の皆さんがご登

壇をなされ、それぞれ市民の立場に立ってのご質問をいただきましたが、不勉強なため

十分な答弁にはならなかったと思われますが、ご指摘のいただきました多くのことは真

摯に受けとめ、全職員とともに住民福祉の向上のため一層の努力を重ねてまいりますの

で、今後ともご指導をよろしくお願いをいたします。 

なお、先日高知工科大学から、明日開催予定の評議委員会の議案が届きました。それ

によりますと、工科大みずから今後の大学運営の観点から１００人程度収容規模の新学

生寮を建設するとのことが、さきの理事会で決定されたようであります。今後、新学生

寮建設委員会を設置して協議を進めるとのことであります。民間のマンション経営とも

競合されることが心配をされますが、新たな情報としてご報告を申し上げます。 

また、一般質問でご指摘いただきました低レベル放射線廃棄物処理に関しましての報

告につきましては、十分調査をいたしまして、改めてご報告を申し上げます。 

さて、本会議が終了いたしますと、９月２３日が議員の皆様方の任期でありますので、

定例議会としましてはこれが最後となります。今後、議員の皆様方には９月改選を控え

て多忙となられると思われますが、どうかお体には十分気をつけられまして、頑張って

いただきたいと思います。間もなく梅雨の季節となり、天候不順とあわせて暑さも一層

厳しくなります。議員各位に並びに職員の皆さんともども健康に十分ご留意いただき、

市の発展と住民福祉向上のためにご尽力いただきますようお願いをいたしまして、閉会

のごあいさつといたします。どうもありがとうございました。 

○議長（西村成君）   ありがとうございました。 

  これをもって、平成１８年第３回香美市議会定例会を閉会をいたします。 

  どうもご苦労さまでございました。 

 

 

（午後５時５８分 閉会） 
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平成１８年第３回香美市議会定例会 

会期及び会議（審査）の予定表 

 

会  期 月日（曜日） 会        議        等 

第１日 
５月１１日                 

（木） 
本会議 

会議録署名議員の指名、会期決定、諸般の報告・

議長の報告、市長の行政の報告並びに議案提

案・提案理由の説明まで。ただし、議案第３９

号については、本会議方式にて上程・採決。 

第２日 １２日（金） 休  会 
【一般質問通告期限（午前１０時）】 

議案精査のため 

第３日 １３日（土） 休  会     〃 

第４日 １４日（日） 休  会     〃 

第５日 １５日（月） 休  会     〃 

第６日 １６日（火） 本会議 一般質問 ① 

第７日 １７日（水） 本会議 一般質問 ② 

第８日 １８日（木） 本会議 一般質問 ③ 

第９日 １９日（金） 本会議 一般質問 ④ 

第 10 日 ２０日（土） 休  会 休日、議案精査のため 

第 11 日 ２１日（日） 休  会       〃 

第 12 日 ２２日（月） 本会議 一般質問 ⑤ 

第 13 日 ２３日（火） 本会議 

議案質疑～委員会付託 

本会議散会後、連合審査会（承認第１５号・議案第

２５号） 

連合審査会終了後、各常任委員会 

  総務常任委員会の審査 

  （承認第 15・16・22 号、議案第 25・26・36・

37・38・46・47・48・50・52 号） 

  教育厚生常任委員会の審査 

  （承認第 19・20・21・23・24 号、議案第 30・

31・32・33・40・41 号） 

  産業建設常任委員会の審査 

  （承認第 17・18 号、議案第 27・28・29・34・

35・42・43・44・45・49 号） 

第 14 日 ２４日（水） 休  会 議案審査整理のため 

第 15 日 
２５日（木） 

午後１時～ 
本会議 

議案採決（付託議案の報告～採決） 

追加議案の提案 

（委員会付託省略し、説明から採決まで。） 

 

 



 

平成１８年５月２５日 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

                    総務常任委員会委員長  原    心  一   印    

 

常任委員会の審査報告について 

 

  本常任委員会に付託された議案を審査した結果、下記のとおり決定しましたので会議規則第

１０４条の規定により報告します。 

 

 

記 

 

 

１．審 査 の 年 月 日      平成１８年５月２２日（月） 

 

 

２．審査の議案等及び結果 

 

議案 

番号 
議        案        名 審査結果 

承認 

１５ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市一般会計暫定補正予算「第２号」 
承  認 

承認 

１６ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会

計暫定補正予算「第１号」 

承  認 

承認 

２２ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市税条例の一部を改正する条例の制定について 
承  認 

議案 

２５ 
平成１８年度香美市一般会計予算 可  決 

議案 

２６ 

平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会

計予算 
可  決 



議案 

３６ 

香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 
可  決 

議案 

番号 
議        案        名 審査結果 

議案 

３７ 

香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
可  決 

議案 

３８ 

香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定に

ついて 
可  決 

議案 

４６ 

香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 
可  決 

議案 

４７ 
香美市過疎地域自立促進計画の策定について 可  決 

議案 

４８ 
平山木工所の指定管理者の指定について 可  決 

議案 

５０ 
高知県市町村総合事務組合規約の変更について 可  決 

議案 

５２ 

高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更につ

いて 
可  決 



平成１８年５月２５日 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

                 教育厚生常任委員会委員長  石 川  彰 宏     印      

 

常任委員会の審査報告について 

 

  本常任委員会に付託された議案を審査した結果、下記のとおり決定しましたので会議規則第

１０４条の規定により報告します。 

 

 

記 

 

 

１．審 査 の 年 月 日      平成１８年５月２２日（月） 

 

 

２．審査の議案等及び結果 

 

議案 

番号 
議        案        名 審査結果 

承認 

１９ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市老人保健特別会計暫定補正予算

「第１号」 

承  認 

承認 

２０ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市国民健康保険特別会計暫定補正

予算「第１号」（事業勘定） 

承  認 

承認 

２１ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市介護保険特別会計暫定補正予算

「第１号」（保険事業勘定） 

承  認 

承認 

２３ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の

制定について 

承  認 

承認 

２４ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の制定

について 

承  認 



議案 

番号 
議        案        名 審査結果 

議案 

３０ 
平成１８年度香美市老人保健特別会計予算 可  決 

議案 

３１ 

平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業

勘定） 
可  決 

議案 

３２ 

平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業

勘定） 
可  決 

議案 

３３ 

平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス

事業勘定） 
可  決 

議案 

４０ 
香美市立学校使用条例の制定について 可  決 

議案 

４１ 

香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 
可  決 

 



平成１８年５月２５日 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

                 産業建設常任委員会委員長  西  山    武  印    

 

常任委員会の審査報告について 

 

  本常任委員会に付託された議案を審査した結果、下記のとおり決定しましたので会議規則第

１０４条の規定により報告します。 

 

 

記 

 

 

１．審 査 の 年 月 日      平成１８年５月２２日（月） 

 

 

２．審査の議案等及び結果 

 

議案 

番号 
議        案        名 審査結果 

承認 

１７ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市公共下水道事業特別会計暫定補

正予算「第１号」 

承  認 

承認 

１８ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市特定環境保全公共下水道事業特

別会計暫定補正予算「第１号」 

承  認 

議案 

２７ 
平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算 可  決 

議案 

２８ 
平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算 可  決 

議案 

２９ 

平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特

別会計予算 
可  決 

議案 

３４ 
平成１８年度香美市水道事業会計予算 可  決 



議案 

番号 
議        案        名 審査結果 

議案 

３５ 
平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算 可  決 

議案 

４２ 

香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条

例の制定について 
可  決 

議案 

４３ 

香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理

に関する条例の制定について 
可  決 

議案 

４４ 

香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 
可  決 

議案 

４５ 

香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 
可  決 

議案 

４９ 
香美市道の路線の認定について 可  決 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



決議案第２号 

 

 

香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議について 

 

 

 地方自治法第１１２条及び香美市議会会議規則第１４条の規定により、次

のとおり決議案を提出します。 

 

 

  平成１８年５月２５日提出 

 

 

香美市議会議長 西 村  成 殿      

 

 

提出者 香美市議会議員   山 本  芳 男      

 

賛成者    〃      原    心 一      

 

賛成者    〃      石 川  彰 宏      

 

賛成者    〃      西 山    武      

 

 

 



香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議（案） 

 

香美市「非核、平和都市」宣言 

～核兵器の廃絶と恒久平和を願って～ 

 

記 

 

 私たちの香美市は、豊かで美しい自然に育まれて発展してきました。 

 今、その恩恵を受けながら生きる者として、このかけがえのない豊かな

自然を、平和で美しいままに後世に引き継ぐことは、私たちに課せられた

大切な責務であります。 

 しかし、今もなお、世界では地域紛争やテロの頻発など、人間の生命の

尊厳を踏みにじる行為が繰り返される中で、核の小型化や拡散が進み、世

界の平和と人類の生存に深刻な脅威をもたらしています。 

 日本は、世界唯一の核被爆国です。人類を破滅に導く核兵器の廃絶と平

和の尊さを訴え、世界の恒久平和の実現を希求することは、すべての市民

の願いです 

 私たちは、香美市誕生を機に、核兵器の廃絶と平和を願うすべての人々

と相携えて行動することを決意し、ここに「非核、平和都市」を宣言しま

す。 

 

 以上のとおり、決議する。 

 

高知県香美市議会   

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 世界の恒久平和は人類共通の願いであり、旧土佐山田町、香北町、物部

村においては「非核・平和宣言」を行い、議会の議決を得ています。香美

市発足に伴い、旧３町村が行った平和宣言の意義を生かすことが重要です。

香美市として、平和への願いを発信するため、新たに「非核、平和都市」 

宣言を行う必要があります。 

 

 

 



 

意見書案第８号 

 

「教育基本法改正」の慎重審議を求める意見書の提出について 

 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関

係各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 提出 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

                提出者  香美市議会議員       大 岸  眞 弓 

 

                賛成者       〃          山 﨑  龍太郎 

 

                賛成者       〃          久 保  信  

 

                賛成者       〃          山 崎  晃 子 

 

 

「教育基本法改正」の慎重審議を求める意見書（案） 

 

 

  教育基本法の改正案は、与党間で「愛国心」をどう盛り込むかで、政治決着がつ

いたとして、今国会に上程されました。 

しかし、新聞報道などにもあるように、「字句をめぐる議論に終始し『国を愛す

る』と条文化することが、教育現場をどう良くするのか、与党協議で明確にされて

いない。むしろ小中学校の道徳や、社会科の学習指導要領で先取りしている、『国

を愛する心』を持つとの目標を法的に裏付けたいとの狙いが透けて見える」（２０

０６年４月１３日付高知新聞）と指摘されています。 

また、信濃毎日新聞、４月２８日付では「基本法改正の背景には子どもたちの問

題への危機感がある。凶悪な少年犯罪が目立ち、いじめ、不登校、虐待など問題は

相次ぐ。公共のマナーを知らず、学ぶ意欲も低下していることを憂う声は少なくな

い。だからといって基本法を変えれば問題が解決するというものではない。子ども

たちの問題は社会全体のありようを映し出したものだ。現場で一つひとつ丁寧に対

応していくしかない」と改正に疑問をなげかけています。こうしたさまざまな問題

は、基本法施行から５９年間、目的実現への努力が十分でなかったために起きてい

るものです。 



また、多くの報道や、教育の現場から、字句は「態度」と表現されたものの、「愛

国心」を法文に書き込むことは「内心の自由」を侵すことにつながりかねないと心

配の声があがっています。 

 次に、この「改正案」は与党間で３年間、７０回の議論を重ねてきたとされてい

ますが、完全な密室協議で、配布資料や議事録は非公開、与党合意が成立するまで

はそれぞれの党への経過報告すら担当者が口頭で行うにとどめられました。 

 教育の憲法である「教育基本法」の改正問題は、識者や教育の現場でも大きく意

見の分かれるところです。子どもたちの健やかな成長と未来にかかわる問題は国民

の間に広く公開され、討論された上で、決められるべきです。 

 よって衆・参両議院及び政府におかれては、今国会での成立を急ぐのでなく、慎

重審議をするよう強く要望します。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 

 

 

衆 議 院 議 長    河  野   洋  平   殿 

参 議 院 議 長    扇      千   景   殿 

内 閣 総 理 大 臣    小 泉  純 一 郎   殿 

総務・郵政民営化大臣  竹  中   平  蔵  殿 

財 務 大 臣  谷  垣   禎  一   殿 

文 部 科 学 大 臣  小  坂  憲 次  殿 

厚 生 労 働 大 臣  川  崎   二  郎   殿 

内 閣 官 房 長 官              安  倍   晋  三   殿 

 

 

                        高知県香美市議会議長   西 村   成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第９号 

 

伊方原発のプルサーマル計画中止を求める意見書の提出について 

 

 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関

係各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

 

    平成１８年５月２５日 提出 

 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

 

                提出者  香美市議会議員       森 本  珠 城 

 

 

                賛成者       〃          山 崎  晃 子 

 

 

                賛成者       〃          門 脇  二三夫 

 

 

                賛成者       〃          久 保  信  

 

 

伊方原発のプルサーマル計画中止を求める意見書（案） 

 

 

  現在、伊方原発３号炉でプルサーマル計画が進められようとしています。プルサ

ーマルで使用される燃料は、ウランとプルトニウムの酸化物を混合した「モックス

燃料」で、プルトニウムを４～９％含んでいます。 

使用済み燃料からプルトニウムを回収し加工するとのことですが、プルトニウム

はウランと比べ桁違いに高い放射能をもっており、万一事故などで環境中に放出さ

れ体内に取り込まれた場合、ごく微量でも癌などの原因となることがわかっていま

す。また政府も認めているように、プルトニウムを燃料とした場合、原子炉内制御

能力が低下し、過酷事故（放射の埋もれの広がり）の可能性が増大し、事故が起こ

った場合は半径１２０㎞の範囲で癌死者が数万人出ると予測されています。 



 そうなると、被害は愛媛県全域のみならず、高知市や北九州にも及びます。伊方

原発直前の海底には、巨大地震発生の可能性のある中央構造線断層が３本走ってい

ることも報告されている上、計画の３号炉は昨年３月に放射能漏れを起こし、１２

月１８日には配管にホウ酸の結晶がつまり出力抑制ができなくなるという異常が

発生したばかりです。 

 以上のことから、衆・参両議院及び政府におかれては、伊方原発のプルサーマル

計画は中止されるよう強く要望します。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 

 

 

衆 議 院 議 長    河  野   洋  平   殿 

参 議 院 議 長    扇      千   景   殿 

内 閣 総 理 大 臣    小 泉  純 一 郎   殿 

総務・郵政民営化大臣   竹 中  平 蔵  殿 

法  務  大  臣   杉 浦  正 健  殿 

財  務  大  臣  谷 垣  禎 一  殿 

経 済 産 業 大 臣  二 階  俊 博  殿 

内 閣 官 房 長 官    安  倍   晋  三   殿 

 

 

                        高知県香美市議会議長   西 村   成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第１０号 

 

 

関係自治体と合意のない日本側の多額の経費負担と、 

騒音や安全対策が明確でない在日米軍の再編強化に 

ついて慎重な対応を求める意見書の提出について 

 

 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関

係各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 提出 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

                提出者  香美市議会議員       笹 岡    優 

 

                賛成者       〃          片 岡  守 春 

 

                賛成者       〃          大 岸  眞 弓 

 

                賛成者       〃          山 崎  晃 子 

 

 

関係自治体と合意のない日本側の多額の経費負担と、 

騒音や安全対策が明確でない在日米軍の再編強化に 

ついて慎重な対応を求める意見書（案） 

 

 

  日米の外務、防衛担当閣僚による安全保障協議委員会(２プラス２)が、在日米軍

再編の最終報告について合意しました。 

 自衛隊と在日米軍の司令部機能統合や基地再編によって、日米同盟は「新たな段

階に入る」と宣言するなど、額賀防衛庁長官が日米防衛協力の指針(ガイドライン)

見直しを提起したように、この合意は地球的規模での軍事的一体化の加速を視野に

入れています。しかし、これは安保条約でも許されない内容です。 

また、アジア地域の共同体づくり、特に武力行使の放棄、紛争の平和解決、内部

問題への不干渉など国家間関係の行動規範である東南アジア友好協力条約(ＴＡ

Ｃ)の国際的な流れにも反するものです。同じアメリカとの軍事同盟を結ぶ韓国で

は、在韓米軍の縮小を進めており、その対応の違いは歴然としています。 



特に、在日米軍再編では日本側の経費負担が、在沖縄米海兵隊約八千人のグアム

移転だけで約七千百億円、総額では三兆円ともいわれる負担であり、その根拠も明

確でありません。 

地方は政府の推し進める「三位一体の改革」の影響によって深刻な財政の危機に

陥っているときに巨額の経費負担は、新たな国民負担と地方への財政削減に結びつ

くことが懸念されており、国民から支持されるものではありません。 

いま求められている日本の姿勢は、戦後６０年、唯一の被爆国として憲法九条を

生かし、核廃絶と軍縮への道を探求し、東南アジア友好協力条約(ＴＡＣ)や東南ア

ジア非核兵器地帯条約の精神にもとづくアジアと世界の平和と発展、友好に貢献す

ることです。 

 よって衆・参両議院及び政府におかれては、在日米軍基地の永続化につながり、

日本側の多額の経費負担と騒音や安全対策が明確でない在日米軍の再編強化につ

いては、少なくとも関係自治体との合意を前提にして議論を深めるなど、慎重な対

応を強く求めるものです。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 

 

衆 議 院 議 長    河  野   洋  平   殿 

参 議 院 議 長    扇      千   景   殿 

内 閣 総 理 大 臣    小 泉  純 一 郎   殿 

総務・郵政民営化大臣  竹  中   平  蔵  殿 

法  務  大    臣   杉  浦  正 健  殿 

外  務  大    臣   麻 生  太 郎  殿 

財  務  大  臣   谷  垣   禎  一   殿 

文 部 科 学 大 臣   小 坂  憲 次  殿 

厚 生 労 働 大 臣   川 崎  二 郎  殿 

農 林 水 産 大 臣  中 川  昭 一  殿 

経 済 産 業 大 臣  二 階  俊 博  殿 

国 土 交 通 大 臣  北 側  一 雄  殿 

内  閣  官  房  長  官  安 部  晋 三  殿 

防 衛 庁 長 官  額 賀  福 志 郎  殿 

 

                        高知県香美市議会議長   西 村   成 

 

 

 

 



意見書案第１１号 

 

 

出資法の上限金利の引き下げ等、「出資の受入、預り金及び 

金利等の取締りに関する法律」及び「貸金業の規制等に関す 

る法律」の改正を求める意見書の提出について 

 

 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関

係各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 提出 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

                提出者  香美市議会議員       原    心 一 

 

                賛成者       〃          石 川  彰 宏 

 

                賛成者       〃          西 山    武 

 

                賛成者       〃          大 石  綏 子 

 

 

出資法の上限金利の引き下げ等、「出資の受入、預り金及び 

金利等の取締りに関する法律」及び「貸金業の規制等に関す 

る法律」の改正を求める意見書（案） 

 

 

  今日、破産申し立て件数は、平成１４年に２０万件を突破して以来、平成１５年

に２４万件、平成１６年に２１万件と依然として高水準にあります。 

これは、消費者金融・クレジット・商工ローン等で多額の債務を負い、返済困難

に陥った多重債務者や中小零細事業者が主で、リストラ・倒産による失業や収入

減・生活苦・低所得などを理由とする「不況型」「生活苦型」自己破産が大半を占

めています。 

また、警察庁の統計によりますと、平成１５年度の経済的理由による自殺者は８,

８９７人にものぼり、さらにこの多重債務問題が、ホームレス、離婚、配偶者間暴

力、児童虐待、犯罪等の被害を引き起こす要因になっているケースも多く、依然と

して深刻な社会問題となっています。 



 多重債務者を生み出す大きな要因の一つに「高金利」があげられます。 

 現在、出資の受け入れ、預り金及び金利等の取り締まりに関する法律（以下、「出

資法」という）の上限金利は年２９.２％であり、ほとんどの貸金業者等がこの出資

法の上限金利で営業しています。 

この出資法の上限金利については、平成１５年７月、ヤミ金融対策法（貸金業の

規制等に関する法律（以下「貸金業規制法」という）及び出資法の一部改正法）制

定の際、同法施行後３年を目処に見直すこととされ、その時期は平成１９年１月と

されています。 

現在、わが国の公定歩合は年０.１０％、銀行の貸付約定平均金利は年２％以下と

いう超低金利状況下であるにもかかわらず、年２９.２％という出資法の上限金利は、

異常なまでの高金利となっています。 

金融庁広報中央委員会が実施した世論調査によれば、貯蓄のない家庭が２割を占

める等、いまだ一般市民には生活の豊かさが感じ取れませんし、年収が１００～２

００万円台であるなど、多くの人がパート労働・契約社員等で収入の安定が確保で

きない環境の下にさらされているのが実情です。 

突発的な資金需要、病気・怪我等により働き手に何かあれば借金せざるを得ず、

出資法上の異常なまでの高金利で借入をすれば、誰でも家計が圧迫され返済困難に

陥るのは目に見えています。 

リストラ・倒産による失業や収入減等、厳しい経済情勢の中で喘ぐ一般市民が、

安心して生活できる消費者信用市場の構築と、多重債務問題の抜本的解決のために

は、出資法の上限金利を、少なくとも利息制限法の制限金利まで早急に引き下げる

ことが必要です。 

一方、貸金業規制法４３条は、債務者が利息制限法の制限を超える利息を「任意

に」支払った場合に、貸金業者が法定の契約書面及び受取書面を適切に交付してい

た場合に限り、これを有効な利息の支払いと「みなす」と規定していますが、厳格

な条件を満たした場合に認められるとはいえ、この利息制限法の例外を認める、い

わゆる「みなし弁済規定」の存在が、貸金業者等の利息制限法違反金利（民事上無

効）での貸付を助長し、多くの多重債務者を生み出しています。 

また、利息制限法は経済的に弱い立場に置かれた人々を、暴利取得から保護する

ことをその立法趣旨とする強行法規であり、その例外として暴利取得を認めるよう

な貸金業規制法４３条は、その立法趣旨に反し、また「資金需要者の利益の保護を

図る」という、貸金業規制法自体の目的規定とも相容れないものといえます。 

したがって、貸金業規制法４３条は、もはやその存在意義を欠くものであり、出

資法の上限金利の引き下げに伴い撤廃すべきです。 

同様に、出資法附則に定める日賦貸金業者（日掛け金融）については、その返済

手段が多様化している今日において、集金による毎日の返済という形態の必要性が

失われていること、また、厳格に用件を守らず違反行為が横行し、悪質取立ての温

床にもなっていること等から、その存在意義自体を認める必要性はなく、日賦貸金

業者（日掛け金融）に認められている年５４.７５％という特例金利は、直ちに廃止



する必要があります。 

また、電話加入権が財産的価値を失くしつつある今日、電話担保金融の特例金利

を認める社会的・経済的需要は極めて低く、この年５４.７５％という特例金利も直

ちに廃止すべきです。 

以上のことから、国会及び政府に対し「出資の受け入れ、預り金及び金利等の取

締りに関する法律」及び「貸金業の規制等に関する法律」を、下記のとおり改正す

ることを強く要望します。 

 

記 

 

第１．「出資の受入、預り金及び金利等の取締に関する法律」の改正につき 

 （１）現行法の上限金利を、利息制限法の制限金利まで引き下げること。 

 （２）現行法における、日賦貸金業者及び電話担保金融に対する特例金利を廃止

すること。 

第２．「貸金業の規制等に関する法律」の改正につき 

 （１）現行法４３条の、みなし弁済規定を撤廃すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 

 

衆 議 院 議 長    河  野   洋  平   殿 

参 議 院 議 長    扇      千   景   殿 

内 閣 総 理 大 臣    小 泉  純 一 郎   殿 

総務・郵政民営化大臣    竹 中  平 蔵  殿 

法  務  大  臣  杉 浦  正 健  殿 

金 融 担 当 大 臣  与 謝 野    馨  殿 

 

                        高知県香美市議会議長   西 村   成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第１２号 

 

 

不安定雇用の禁止を求める意見書の提出について 

 

 

  地方自治法第９９条の規定により、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し下記の意

見書を提出します。 

 

 

    平成１８年５月２５日 提出 

 

香美市議会議長  西 村   成   殿 

 

 

                提出者  香美市議会議員       幾 井  洋 一 

 

 

                賛成者       〃          久 保  信  

 

 

                賛成者       〃          森 本  珠 城 

 

 

                賛成者       〃          山 崎  晃 子 

 

 

不安定雇用の禁止を求める意見書（案） 

 

 

  今日の日本の労働界は、アメリカの労働者が８時間労働制を求めて立ち上がった、

１８８０年代に逆戻りしたような状態です。 

 戦後、平和主義・民主主義の日本国憲法の下で保障された労働基本権が、相次ぐ

労働法制の改定により、パートや派遣労働者・請負労働者等の低賃金・不安定雇用

者が、２５歳以下の若者で２人に１人に増大する中で、厚生年金や医療保険も適用

されず、結婚をはじめとする生活設計すら立てられない実態に追い込まれています。

その上、東京労働局の２００４年の個別調査では労働者派遣事業所の８１.２％、業

務請負関係事業所で７６.５％に対し、違法行為への是正指導を行ったことが明らか

になっています。 



 このことは、憲法で「法の下の平等・個人の尊重・侵すことのできない永久の権

利」として認められている基本的人権を乱暴に踏みにじるものです。 

 よって、労働者の尊厳と幸福追求権・生存権を保証する立場で労働基準法を改正

し、不安定雇用の禁止をされるよう強く要求します。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

    平成１８年５月２５日 

 

 

内 閣 総 理 大 臣    小 泉 純 一 郎  殿 

法  務  大  臣   杉 浦  正 健  殿 

厚 生 労 働 大 臣   川  崎   二  郎   殿 

農 林 水 産 大 臣    中 川  昭 一  殿 

経 済 産 業 大 臣    二 階  俊 博  殿 

国 土 交 通 大 臣    北  側   一  雄   殿 

内 閣 官 房 長 官    安 倍  晋 三  殿 

行革・規制改革担当大臣    中  馬   弘  毅   殿 

 

 

                        高知県香美市議会議長   西 村   成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１８香美議発第４８号 

平成１８年５月２５日 

 

  香美市長  門   槇 夫  殿 

 

                              香美市議会議長  西 村   成     印   

 

会議結果の報告について 

 

  地方自治法第１２３条第３項の規定により平成１８年第３回香美市議会定例会

の会議結果を次のとおり報告します。 

 

記 

 

１．会 議 の 別           定  例  会 

 

２．開      会      平成１８年 ５月１１日 

 

３．閉      会      平成１８年 ５月２５日 

 

４．会      期      １５日間 

 

５．議員の出欠      ５月１１日     出席  ３８人   欠席  ０人 

                    ５月１６日     出席  ３６人   欠席  ２人 

                    ５月１７日     出席  ３６人   欠席  ２人 

                    ５月１８日     出席  ３８人   欠席  ０人 

                    ５月２２日     出席  ３８人   欠席  ０人 

                    ５月１９日     出席  ３７人   欠席  １人 

                    ５月２５日     出席  ３７人   欠席  １人   

                          計           ２６０人         ６人 

 

６．議案の提出      市長提出のもの   ５５件（承認 １０・議案 ３１ 

・同意 １４） 

                    議員提出のもの     ６件（意見書 ５・決議 １） 



７．議決の状況      可  決    ５７件（予算 １９・条例 １４・その他 ８ 

                                      ・同意 １４・決議 １・意見書 １） 

                    否  決      ４件（意見書 ４）                        

                    合  計    ６１件 

 

８．委員会付託の状況      総 務 常 任 委 員 会               １３件 

                          教育厚生常任委員会      １１件 

                          産業建設常任委員会      １２件               

                                  計              ３６件 

 

９．同意した助役 

      住  所    香美市土佐山田町間１５７０番地 

氏  名    石川 晴雄 

 

10．同意した収入役 

      住  所    香美市香北町韮生野３２８番地 

氏  名    明 石   猛 

 

11．同意した教育委員会委員 

（１）住  所    香美市土佐山田町神母ノ木４３６番地５ 

氏  名    原  初 惠 

（２）住  所    香美市土佐山田町本村９７番地 

氏  名    川村 利明 

      （３）住  所    香美市物部町頓定２７７番地 

氏  名    公 文  裕 

      （４）住  所    香美市土佐山田町山田１５１４番地２ 

氏  名    石川 祐一 

      （５）住  所    香美市香北町韮生野１７８番地７ 

氏  名    岡本 由美 

 

12．同意した固定資産評価員 

（１）住  所    香美市土佐山田町百石町２丁目４番１９号 

氏  名    高 橋   功 

 

 

13．同意した固定資産評価審査委員会委員 

（１）住  所    香美市土佐山田町佐野６９３番地 

            氏  名    前 田  巧 

（２）住  所    高知市升形９番１０号 



            氏  名    松村 幸生 

（３）住  所    香美市土佐山田町東本町５丁目１番１７号 

            氏  名    植村 佳史 

 

14．同意した監査委員 

（１）住  所    香美市土佐山田町宮ノ口６７１番地２ 

            氏  名    大岸 啓郎 

（２）住  所    香美市香北町小川３３９番地 

            氏  名    福留 通彦 

（３）住  所    香美市土佐山田町植７５１番地 

            氏  名    中澤 愛水 

 

15．選挙管理委員会委員及び同補充員の選挙 

（１）選挙管理委員会委員の当選人 

             香美市   田 貞一 

               〃     森田 鉄夫 

               〃     松尾 禎之 

               〃     西  幸 恵 

（２）選挙管理委員会委員補充員の当選人 

             香美市   田中 康博 

               〃     水田 義郎 

               〃     熊瀬 東作 

               〃     村田 珠美 

 

16．そ  の  他      閉会中の所管事務の調査 

 

17．議決書の写      別紙のとおり 

 

18．会議録の写      作成次第後送 



１８香美議発第４７号 

平成１８年５月１１日 

 

 

  香 美 市 長   門   槇 夫   殿 

 

 

                             香美市議会議長   西 村   成   印       

 

 

議決した議案等の送付について 

 

 

  平成１８年第３回香美市議会定例会において議決した下記の議案等を送付します。 

 

 

記 

 

 

議案 

番号 
案                件 

議    決 

年 月 日 

議決の 

結 果 

議案 

３９ 

香美市税外収入の督促手数料及び延滞金条例の一部を改正

する条例の制定について 
H18. 5.11 可 決 



１８香美議発第４９号 

平成１８年５月２５日 

 

 

  香 美 市 長    門   槇 夫   殿 

 

 

                             香美市議会議長   西 村   成   印       

 

 

議決した議案等の送付について 

 

 

  平成１８年第３回香美市議会定例会において議決した下記の議案等を送付します。 

 

 

記 

 

 

議案 

番号 
案                件 

議    決 

年 月 日 

議決の 

結 果 

承認 

１５ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市一般会計暫定補正予算「第２号」 
H18. 5.25 承 認 

承認 

１６ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計暫定

補正予算「第１号」 

〃 〃 

承認 

１７ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市公共下水道事業特別会計暫定補正予算

「第１号」 

〃 〃 

承認 

１８ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計

暫定補正予算「第１号」 

〃 〃 

承認 

１９ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市老人保健特別会計暫定補正予算「第１

号」 

〃 〃 

承認 

２０ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市国民健康保険特別会計暫定補正予算

「第１号」（事業勘定） 

〃 〃 

承認 

２１ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

平成１７年度香美市介護保険特別会計暫定補正予算「第１

号」（保険事業勘定） 

〃 〃 



議案 

番号 
案                件 

議    決 

年 月 日 

議決の 

結  果 

承認 

２２ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市税条例の一部を改正する条例の制定について 
H18. 5.25 承 認 

承認 

２３ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

〃 〃 

承認 

２４ 

専決処分事項の承認を求めることについて 

香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の制定につい

て 

〃 〃 

議案 

２５ 
平成１８年度香美市一般会計予算 〃 可 決 

議案 

２６ 
平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 〃 〃 

議案 

２７ 
平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計予算 〃 〃 

議案 

２８ 
平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計予算 〃 〃 

議案 

２９ 

平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計

予算 
〃 〃 

議案 

３０ 
平成１８年度香美市老人保健特別会計予算 〃 〃 

議案 

３１ 
平成１８年度香美市国民健康保険特別会計予算（事業勘定） 〃 〃 

議案 

３２ 
平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（保険事業勘定） 〃 〃 

議案 

３３ 

平成１８年度香美市介護保険特別会計予算（サービス事業

勘定） 
〃 〃 

議案 

３４ 
平成１８年度香美市水道事業会計予算 〃 〃 

議案 

３５ 
平成１８年度香美市工業用水道事業会計予算 〃 〃 

議案 

３６ 

香美市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 
〃 〃 

議案 

３７ 

香美市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 
〃 〃 

議案 

３８ 
香美市固定資産税の課税免除に関する条例の制定について 〃 〃 



議案 

番号 
案                件 

議    決 

年 月 日 

議決の 

結  果 

議案 

４０ 
香美市立学校使用条例の制定について H18. 5.25 可 決 

議案 

４１ 

香美市健康センターの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 
〃 〃 

議案 

４２ 

香美市ピースフルセレネの設置及び管理に関する条例の制

定について 
〃 〃 

議案 

４３ 

香美市日ノ御子河川公園キャンプ場の設置及び管理に関す

る条例の制定について 
〃 〃 

議案 

４４ 
香美市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 〃 〃 

議案 

４５ 

香美市残土処理場の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 
〃 〃 

議案 

４６ 
香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 〃 〃 

議案 

４７ 
香美市過疎地域自立促進計画の策定について 〃 〃 

議案 

４８ 
平山木工所の指定管理者の指定について 〃 〃 

議案 

４９ 
香美市道の路線の認定について 〃 〃 

議案 

５０ 
高知県市町村総合事務組合規約の変更について 〃 〃 

議案 

５２ 
高知中央広域市町村圏事務組合規約の一部変更について 〃 〃 

議案 

５３ 
こうち人づくり広域連合規約の一部変更について 〃 〃 

議案 

５４ 

香南香美地区障害者自立支援審査会共同設置規約の制定に

ついて 
〃 〃 

議案 

５５ 
平成１８年度香美市一般会計補正予算「第１号」 〃 〃 

議案 

５６ 
香美郡殖林組合規約の変更について 〃 〃 



議案 

番号 
案                件 

議    決 

年 月 日 

議決の 

結  果 

同意 

１ 

香美市固定資産評価員の選任に伴い議会の同意を求めるこ

とについて 
H18. 5.25 同 意 

同意 

２ 

香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同

意を求めることについて 
〃 〃 

同意 

３ 

香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同

意を求めることについて 
〃 〃 

同意 

４ 

香美市固定資産評価審査委員会委員の選任に伴い議会の同

意を求めることについて 
〃 〃 

同意 

５ 
教育委員会委員の任命について 〃 〃 

同意 

６ 
教育委員会委員の任命について 〃 〃 

同意 

７ 
教育委員会委員の任命について 〃 〃 

同意 

８ 
教育委員会委員の任命について 〃 〃 

同意 

９ 
教育委員会委員の任命について 〃 〃 

同意 

１０ 
助役の選任につき同意を求めることについて 〃 〃 

同意 

１１ 
収入役の選任につき同意を求めることについて 〃 〃 

同意 

１２ 

監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見を

有する者） 
〃 〃 

同意 

１３ 

監査委員の選任につき同意を求めることについて（識見を

有する者） 
〃 〃 

同意 

１４ 

監査委員の選任につき同意を求めることについて（議会選

出者） 
〃 〃 

決議 

２ 
香美市「非核、平和都市」宣言を求める決議について 〃 可 決 

意見書 

８ 

「教育基本法改正」の慎重審議を求める意見書の提出につ

いて 
〃 否 決 

意見書 

９ 

伊方原発のプルサーマル計画中止を求める意見書の提出に

ついて 
〃 〃 



議案 

番号 
案                件 

議    決 

年 月 日 

議決の 

結  果 

意見書 

１０ 

関係自治体と合意のない日本側の多額の経費負担と、騒音

や安全対策が明確でない在日米軍の再編強化について慎重

な対応を求める意見書の提出について 

H18. 5.25 否 決 

意見書 

１１ 

出資法の上限金利の引き下げ等、「出資の受入、預り金及び

金利等の取締りに関する法律」及び「貸金業の規制等に関

する法律」の改正を求める意見書の提出について 

〃 可 決 

意見書 

１２ 
不安定雇用の禁止を求める意見書の提出について 〃 否 決 

 


